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―ゴム引布製起伏ダムー

庄川水系尾上郷川 大 シウド谷堰

諸元 :堰高 5.00m 堰 幅 15.00m

型式 :空気膨賑式

阿賀野川水系只見川 只 見発電所 只 見ダム

諸元 :ダム高 20.50m

型式 :中央述水壁型ロックフィルダム

―ダム基礎処理の新工法―



一開水路の ゴムシー トライエングー

石狩川水系幾春別川 桂 沢発電所 放 水路

諸元 :水路長 6000m 底 幅 5,00m 法 勾配  111.5

対象流量 38耐 /s

犀川水系内川 新 内川第二発電所 導 水路 トンネル掘削岩盤面

諸元 :ト ンネル掘削径 2.3m

TBM掘 削延長 3,524m

一水路 トンネルの TBM工 法一



―水路 トンネルのTBM工 法一

全地質対応型TBM

諸元 :掘削径 2.6m

型式 :ベル トコンベア輸送方式

全地質対応型TBM

諸元 :掘削径 23m

型式 :流体輸送方式



一水圧鉄管メカニカルジョイントー

神通川水系 大 長谷第四発電所

諸元 :本 圧管路長 321.57m

内 径  0.90～ 0.70m

縦断曲線部 曲率半径 R=572m

最大使用水量 2.Omγs

一

F R P 水
圧

管

一

犀川水系内川 新 内川第二発電所

諸元 :水圧管路長 (FRP管 部)114.00m 内 径 135m

最大使用水量 371n3/s

減



―軽負荷ランナ,フ ランシス水車―

富士川水系早川 奈 良田第二発電所

諸元 :最大出力 2,620即

最大使用水量 2.041113/s

神通川水系山田川 若 土発電所

諸元 :最大出力 3001tW

最大使用水量 4.Oll13/s

― クロスフロー水草―
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ま え  が  き

人類 の技術文明 は、 エ ネルギ ー利用 の拡大 によ って支 え られて きて い るが、

化石燃料 を主 と したエ ネルギ ー利用の拡 大が、地球 温 暖化、酸性 雨、砂漢化 等

の地球規模 の環境 問題 を もた ら して きてい る。太陽熱 、風 力等 の化石燃料代替

エ ネルギ ーの ク リー ンエ ネルギ ー利用技 術 は未 だ開発途 上 で あ り、今後一層 の

研究 ・技術 開発努 力が必要 とされてい る。 この ため環境 負荷 の点 で優 れ、 また、

国産 エ ネルギ ー と して極 めて高 い供給安定性 を有 す る ク リー ンエ ネルギ ーで あ

る水力発電 の重要性が ます ます高 まりつつ あ る。

我 が国で は、平成 2年 1 0 月 2 3 日 、地球環境 保全 に関す る関係 閣僚会議 に

おいて地 球温 暖化防止行動計画が決定 されたの は周知 の とお りで あ り、 その な

かで、 C 0 2 排 出抑 制対策 と して水力開発利用 の推 進 が決定 され てい る。現 在 、

水力発電 は、電 源構成 の なかで約 2 0 % ( 内 、揚水発電 所 が半分 )を 占めて い

る。 その供給安定性 には極 めて高 い評価 が あ り、 また、長期 エ ネ ルギ ー需給 見

通 しで は、 この よ うな水力の特性を路 まえ、西暦 2 0 1 0 年 ので に、未 開発 包

蔵 水力の うち約6 0 0 万 k W の 開発を実施 し、他 の非 化石 エ ネルギ ーの開発 ・導

入 や省エ ネルギ ー等 と併せ て人 日一人 当た り C Oと の排 出主 を 1 9 9 0 年 の水

準 で抑制 す る ことと して い る。

水力 は この よ うに重要 なエ ネルギーであ るが、一方 で は、賦存 す る個 々の地

点 は、中小 規模 の ものが ほ とん どであ り、その平均 出力 は4 , 6 0 0 k  W 程 度 とな

ってい る。 また、開発地点 は、河川 上流部へ と奥地化 が進 み開発 に要 す る期 間

も長 くな ってい る。 この点 か らスケール メ リッ ト等 を期 待 で きる火力等他電 源

と比較 して、経済性 でやや劣 る傾 向 も生 じてい る。

しか しなが ら、今後 は、水力発電が環境 に極 め て優 しい電 源 で あ る ことや経

済 性 向上対策 の ための技術 開発 の確立 とその導 入を通 じて、 これ らの課題 を克

服 し従来 の開発 テ ンポを相 当加速 して い く必 要が あ る。 技 術 開発 につ いて は、

従来 よ り産 ・学 ・官 において積極 的に進 めてお り、 これ まで、 その成 果 と して、

ダム、 トンネル、水圧管路 、発電 所等の構造物全般 に及 ぶ新 材料 ・木 利用品 の

活用 、新施 工法、新 機器の誕4 iをみて、既 に相 当 な コス ト低 減等 の効果 を生 ん

で きてい る。 また、今 日の我 が回 の産業技術 を見 れば、 その発展 に は、 エ レク

トロニ クス、 メカ トロニ クスを中心 と して他国 の追 従 を 計 さない ほどの進展 が

あ り、 しか もこの技術 はあ らゆ る産業 へ普及 、拡大 しつ つ あ る。 これ らの技 術

の水力技 術へ の利活用 も次第 にそのテ ンポを速 め る こ とが 可能 な状 況 とな って

きて い る。



したが って、今後 の水力の経済性 向上対策技 術 の開発 は、既 に述べ た種 々の

既 開発技術 を基盤 と しつつ、 エ レク トロエ クス、 メカ トロエ クス等技 術 の一層

の導 入を テ ヨと して、水力発電 システ ムの合理 化、発電 効率 の 向上、 調査 ・設

計 ・施工 の機械 化 。自動化等 に取 り組 ん で い くことで相 当な成果 が期待 で きる

もの と考 え られ る。

本書 は、以上 の よ うな水力発電 の重要性 を踏 まえつ つ 、 (財)新 エ ネルギ ー

財団 ・水力 本部が、発足以来今 日まで の 1 0年 余 に及 ん で 開発 ・蓄積 して きた

水力 開発 の経済 性 向上対策技術 の成果 を整理 、集 大成 し今後 の水力技術 の進 展

に広 く役立 て よ うと試 み た もので あ る。

平成 4年 、水力 開発 の歩み は 1 0 0 年 を迎 え たが、 その間 に は、血 の に じむ

よ うな技術 開発努 力が あ った ことを忘 れて はな らない。 また、世界へ 日を転 ず

る と、未 だ開発 されて いない非常 に膨大 な水力が存在 してお り、 この開発 に対

し、世界 の国 々か ら我が国へ の技 術協力 の要請 も強 い。

通 商産業 省 は、水 力開発のテ ンポを加速 的 に速 め る 日的で、 H下 「水力 新世

紀計画」 を策定 中で あ る。

新 たな 1 0 0 年 の ス ター トに当た り、新 たな社 会貢献 への気概 を もって水力

開発 に携 わ って い くことが必要 で あ り、 その際、本書 が 関係技術 者等 に と って

大 いに活用 され るこ とを期待 したい。

平 成 5 年 1 月

通商産業省  資 源エネルギー庁

公益事業部 発   電   課



第 1 章 中小水 力関係施策 の概要
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は じめに

エネルギー需要の増大 と石油資源を中心 とした資源制約の顕在化に対処す るために も、

環境負荷の点で優れ、また、国産エネルギーとして極 めて高い供給の安定性を有 してい

る水力の開発推進 に国民の期待 は極めて大 きい。

現在、水力発電 は、電源構成の中で約 2 0 %を 占めている。 また、将来 に向か っては、

|      ベ ース電源の確保及び電力需給上の負荷平準化機能、並 びに優れた負荷追従性を活か し

た電力系統の周波数安定化機能等、種々の優れた機能を有 してい るので、安価な ピーク

供給力 として加速的開発が必要 とされている。

第 5次 水力調査結果の未開発水力地点の特徴 は、

(1 )地 点数が約2, 8 0 0地点 と多 いこと。

(2 )全 地点の平均出力が約4, 6 0 0 k  Wで あ り、ま た 、 全 地 点 の 約 90 %の 地 点 が 出 力

10 , 0 0 0 k  W未満の中小規模の水力地点であること。

(3 )全 地点の約90 %以 上が流れ込み式の発電型式 であ ること。

この特徴 に基づいて、中小水力発電の コス トダウンを図 るには、次の ことが有効 と考

え られ る。

(1 )中 小規模 の地点数が多いので設備の標準化、量産化 によるコス トダウン。

(2 )中 小水力発電 は、個 々の発電所が小規模化 してお り、かつ、地点数 も多数 に及ぶ こ

とか ら設備の省略又は簡素化を行 うことによるコス トダウン。

(3 )流 れ込み式発電 は、

(a )河 川流量を調節 しないために 一般公衆等第二者に 与える影響がな く、 この山iにお

いて完全無人管理等 自動化による保守管理費の コス トダウン。

(b )導 水路 トンネルエ事費の全体建設費に占める比率が大 きいので、 TB M I法 等施

正能率の良 い機械の導入 ・転用によるコス トダウン。

(c )河 川流景の変動 に対 し適用範囲が広 く、かつ高効率発電ので きる発電機器の導入

によるコス トダウン。

(d )超 低落差用水車発電機 を採用 した未利用 ポテ ンシャルの利用 によるコス トダウン。

(4 )新 材料、エ レク トロ ・メカ トロ等他産業部門で使用実績のある技術導人 によるコス

トダウン。

この よ うな観点か ら、通南産業省で実施中の中小水力発電 に関す る施策 は、表  1 1

の とお りであ り、発電 コス トの低減のための助成策、水力開発地点発掘のための調査、

水力発電所の立地促進策、水力発電関係の各種技術開発の推進及 び水力開発 に伴 う環境

問題への対応等多岐にわたっている。

主 な施策の概要 は、以下の とお りである。

- 3 -



表 -1.1 水 力開発促進のための施策の現状

(単位 :百万円)

系体策施 予 算 措 置 平成 241度 平成 3年 度 平成4年 度

(3)開 発手法の合理化

I

(1)有 望開発地点の発掘

(2)技術開発による
コストダウン

(4)開発事業者の
育成 ・強化

(5)初 期発電原altの低減

(7)環 境保全対策の推進

新たなニーズに対応
した発電技術の推進

融資 ・税制

(10)中刀ヽ水力開発促進の
ための条件整備

発電水力開発基礎調査

①新発電技術実用化
開発費補助金

②中小水力標準化モデル
プラント設計調査委託費

③中小水カシステム技術
信頼性実証試験費補助金

①中小水力発電シリーズ
量産開発計画調査委託費

②水力開発 リモー ト
センシング技術利用調査

①中小水力開発促進指導
事業基礎調査委託費

②中小水力開発促進指導
事業補助金

①中小水力発電開発費
補助金

②地域エネルギー開発利用
発電事業促進対策費
補助金

③電源開発株式会社交付金

①電源立地促進対策交付金

②水力発電施設周辺地域
交付金

①水力発電環境保安技術
調査委託費

②電源開発環境調和促進
調査委託費

③環境審査等調査委託費

④減水影響評価 システム
確立調査委託費

海水揚水発電技術
実証試験委託費

①財政投融資制度

②自家用発電施設特別
償却制度等

(6)立 地促進対策の強化

花

~に
18畳畳i雪を:晏曾暑キ3、

簡素化

一般会計

電源特会 ・

多様化勘定

電涼特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化助定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

多様化勘定

電源特会 ・

立地勘定
電源特会 ・

立地勘定

電源特会 ・

立地勘定

電源特会 ・

立地勘定

電源特会 ・

立地勘定

電源特会 ・

立地勘定

電源特会 ・

多様化勘定

日本開発銀行
・エネル十舞僻

47

231の内数

245

276

212

270

150

1,577

1,859

485

825億円
の内数

6,029

1,211

32

48

1,430

1,040億円
の内数

48

231

271

138

40

326

104

1,782

2,075

571

872

6,068

200

２

　
　

　
　

９

３

　
　

　
　

４

3,563

1,040億円
の内数

48

522

297

116

171

325

110

1,654

1,705

440

827

6,103

200

47

32

3,801

1,100億円
の内数
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1 .助 成 ・融資制度等

( 1 )中小水力発電開発費補助金

国産エネルギー資源の有効活用の観点から、中小水力の開発を促進するため、F「7 t和

5 5年 度か ら公営電気事業者、その他電気事業者及び自家発設置者の行 う中小水力開

発に対 し建設費補助を行 っている。補助率は次の表のとおりである。

発電所の出力規模 補 助  率

5 , 0 0 0 k W以下

5 , 0 0 0 k▼を超えて2 0 , 0 0 0 k 7以下

2 0 , 0 0 0 k Wを超えて5 0 , 0 0 0 k W以下

15%

上0%

5%

なお、 5%の 補助率割 り増 しの特例措置も講ぜ られている。

(2)地域エネルギー開発利用発電事業促進対策費補助金 (中小水力発電建設費利子補給)

昭和 60年 度から、公営電気事業者及びその他電気事業者が新規に着手する地点の

うち、特に必要と認める地点については建設費に替えて (財)新 エネルギー財団を道

じて水力発電所運転開始後一定期間、下表の率で建設費利子補総を行い、より ‐層の

中小水力の開発促進を図る。このため、 (財)新 エネルギー財団に対 し、利iF補給基

金造成に要する費用として、建設期間中に建設費補助相当額を事業量に応 じて補助 し

ている。

(財)新 エネルギー財団の行 う建設費利子補給 (建設☆に対す る比率 %)

運 転 開 始 後 年 数

1 ～ 3 年 4～ 6年 7 ～ 9 年 10～ 12年

5,000kW以 下 3(3) 2(3) 上 (2) ― (1)
5,000kWを超えて20,000kW以下 2(3) 1(2) 1(1) ―

( ― )

20,000kWを超えて50,000kW以下 1(2) 上 (1) (1) ―

( 一 )

( )1特 例措置

(3 )電 源開発株式会社交付金

電源開発 (株)の 行 う一般水力開発に対 し、中小水力の発電原価 を引 き ドげ、その

開発促進を図 るため昭和 55年 度か ら上記 (1 )の 補助相当額 を交付 している。 ただ し、

対象発電所 は、 10万 kW以 下の設置又は改造の ものである。

(4 )財 政投融資制度

水力開発地点の開発条件の悪化に伴 う建設費の上昇に対応 して、一般電気事業者 に

対 して 日本開発銀行による低禾ど融資の制度がある。

2.水 力開発地点調査の実施

(1 )水 力開発地点計画策定調査 (第 5次 発電水力調査)

国内には存す る水力地点の具体的な開発計画を策定す るため、昭和 55年 度か ら6

箇年計画で我が国の全水系について、新 たな社会 ・経済情勢 に適合 した水力開発地点

計画策定調査を実施 した。

この調査結果によると、未開発の一般水力は地点数で約2, 8 0 0地 点、最大出力の言十
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で約 1,300万 kWが 賦存す るとされている。

(2)中 小水カ シ リーズ量産開発計画調査

今後の未開発水力地点 は、水路式発電が大部分 を占め、かつ類似規模の地点が多数

あることか ら、 このよ うな特性を活か し、建設費の 一層の低減を図 るために、同一
水

系等近傍において類似 した複数地点をグループ化 し、設備の統一等を図 るとともに、

連続的に開発を行 うことが効果的である。 このため、 このよ うな シリーズ量産開発計

Lal手法の確立を 目指 し、昭和 60年 度か ら6箇 年計画で調査 ・検討を行い、手法の策

定 を完了 している。

3.立 地促進策の強化

(1)電 源立地促進対策交付金

電気の安定供給の確保が国民生活 と経済活動 に とって極 めて重要であることにかん

がみ、新規立地の発電用施設が設置 される地域 における公共用施設の整備を図 るため

地方公共団体 に交付金を交付 し、地域住民の福祉の向上を図 り、発電用施設の設置の

円滑化に資す るものである。

(2)水 力発電施設周辺地域交付金

水力発電施設の設置 ・運営 による自然環境 ,生 活環境への影響を緩和す るため、昭

和 56年 度か ら、運転開始後 15年 以 li経過 した水力発電所を有す る市町村 に対 し交

付金を交付 している。 これは既設水力発電施設の周辺 市町村の影響緩和事業を実施す

ることにより、地元市町村の福祉の向上を図 り、水力発電施設の立地の円滑化に資す

るものである。

4,技 術開発の推進

(1)中 小水力動カエネルギー回収 システム技術に関す る実用化開発

割高な中小水力の開発を促進す るためには、関連機器、施工方法等の コス トダウ ン

が不 可欠であ り、昭和155年 度より、石油代替エネルギー関係技術実用化開発費補助

金 (工業技術院所待)を 受 けて、水車発電機 ・土木施工機械等の技術開発、標準化 に

関す る研究開発を行 って きた。

(2)中 小水力標準化モデルプラン ト設計調査及び中小水カ システム技術信頼性実証試験

昭和 56年 度か ら、新型水車発電機 ・新施工法を月Jいた中小水力開発を促進す るた

め、中小水力標準化モデルプラン ト設計調査を行 っている。

更に、 この設計調査成果を実際の開発地点への導入 ・技術普及を図るため、技術実

施地点の調査、選定及 び実施 プラン トの設計を行 うとともに、 これを実施 しよ うとす

る事業者には、その リスク負担を軽減す るため、中小水カ システム技術信頼性実証試

験 費補助制度 によって施設等に要す る費用 について 50%を 補助 している。

(3)海 水揚水技術実証試験

海水揚水発電の実施 可能性の調査、検討が昭和 56年 度か ら昭和 61年 度 まで 「海

水揚水発電技術実証試験調査Jと して進めてきてお り、前 記 調 査 成 果 を踏 まえ昭和

62年 度よ リパ イロッ トプラン トの建設に着手 し、建設、試験運転を通 じて、海水揚

水発電技術の信頼性を実証す るとともに、その技術を確立す ることとしている。
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5。 環境保全対策の推進

(1)水 力発電環境保安技術調査

ダム ・トンネル ・水圧管路等構造物の経年劣化問題に対 し構造物の健全性診断技術
を、また、貯水池堆砂、濁水放流対策技術等について新たな技術の確立を進めている。

[参   考 ]

上.地 球温暖化防止行動計 lml

平成 4年 6月 、 リオデ ジャネイロにおいて開催 された 「第 2回 田連環境開発会議 (U

NCED)」 において、 世界各国は、気候変動に関す る枠組みについて合意 した。 この

際、我が国政府の考え方の基礎 となっている計画の概要 は、以下の とおりである。

地球温暖化防止行動計十珂 (平成 2年 上0月 閣議決定 )

「地球温暖化防止行動計画」 は、温室効果ガスの排出量の安定化を早急 に達成す る必

要があるとの認識 に立ち、政府 として温暖化防 111対策を計18J的総合的に推進 して行 くた

めの基本方針 と、今後取細んでい く対策の全体像を明 らかに した ものである。行動計lal

の概要 は、以下の とお りである。

日標 :CO,の 排 ||量ヽ については、先進主要諸lrqが排 ||1抑制のために共通の努力を行

うことを前提に、

1)人 日一人当た りの C02排 出量を2000年以降概ね 1990年レベルで安定化 させ る。

2)新 エネルギーや C02固 定化等の革新的技術が、現在の予測以上 に早期 に大幅

に進展す ることにより、総排出量が2000年以降概 ね1990年レベルで安定化す る

よ う努める。 また、 メタンにつ いては現状の排 出量 を超えない程度、 N20

その他の排出景については、極力増加 させないよ うにす る。

期間 :1991年～2010年 (20年間)、 2000年を中間 日標年次 とす る。

講ずべ き対策 :

1)CO,排 出抑制対策

都市 ・地域構造 (ヒー トアイラン ド現象の緩和、建築物の断熱構造化、 コジェ

ネ レーションの導入促進等)

交通体系 (自動車燃費改善、電気 自動車の導入促進等)

生産構造 (製造業 ・農林水産業等におけるエネルギー利用効率化)

エネルギー供給構造 (水力、地熱等の利用を推進す る発電部門 ,都 市 ガス部門

の効率向上等)

ライフスタイル (家庭 における リサイクル推進、サマータイム導入等)
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2 )メ タンその他温室効果ガス排出抑制対策

廃棄物処理対策、農業対策、エネルギー生産 ・利用対策、土壌か らの N2 0放

出量調査、窒素肥料改良等

3) C 0 2吸 収源対策

森林の保全整備、都市域緑化、木材資源利用の適正化

4)科 学的調査研究、観測 ・監視の推進

地球温暖化の気候解明及 び将来予測、影響評価、対策立案等

人工衛星、航空機、船舶等による気候、海洋、生態系等の観測 ・監視等

5)技 術開発及 びその普及

温室効果ガス排出抑制技術 (原子力の開発 ・利用、 自然エネルギーの開発 ・利用、

未利用エネルギーの利用、廃棄物再利用)

温=効 果ガス吸収 ・固定技術 (C 0 2  1 H l収、牡物固定、森林保全、砂漢化防止等)

温暖化適応技術 (農林水産における品種改良、治水 ・利水等)

6 )正 確な情報の普及 ・啓発

7)国 際協力の推進

開発途上国の温暖化防止対策の総合的支援

温暖化防止技術の移転

熱帯林保全造成の支援

温暖化 に関す る研究協力、適正技術の開発推進

民間 レベルの国際協力の推進

国際協カプロジェク トに際 しての温暖化防 ILへの配慮

8)行 動計画の推進

以 上のように、 「地球温暖化防 止行動計画Jに は、個 々の技術開発か ら都市構造や回

民の ライフスタイルの変革、国際協力等 にまで及ぶ広範 な対策の全体像が示 されている。

これ らを推進 してい くためには、官民挙げての取組みが不可欠であるが、エネルギ ー

の観点か らは、特 に次の 5つ の対策が重要である。

1)エ ネルギー需要面の対策

a)省 エネルギー

b)省 電力

2)エ ネルギー供給面の対策

a)原 子力開発の促進

b)水 力、地熱等新 ・再住 rl」能エネルギーの開発促進

c)化 石燃料電源の効率向上

3)効 率的なエ ネルギーシステムの構築

a)コ ジェネ レーションシステムの推進

b)未 利用エネルギーの活用

c)ゴ ミ発電の推進

4)技 術開発

5)国 際協力
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また、上記計画に関連す る再生可能エネルギーと しての水力発電 について、今後の展
望を述べ ると次の とおりである。

2。 国内水力の開発促進

水力発電 は、 C0 2や 窒素酸化物等を排出せず地球環境への影響のない ク リー ンなェ

ネルギーであ ることに加え、再生可能 な国産エネルギ ーと して、極めて高い供給安定性

を有 している。特に、地球温暖化防止のため C0 2の 排出抑制 を図 る観点か らは、過去

10 0年 間に開発 された水力の運用効果 と、新たな開発効果の再評価を行 って、今後 も積

極的に維持及 び開発を進める必要がある。

電気事業審議会需給部会中間報告によれば、水力発電 (一般水力)の 開 発 目 標 は 、

20 1 0年度末に2, 5 0 0万 k Wで あ り (1 9 9 1年度末現在2, 0 9 1万 k W )、 今 後 20年 間 に 約

60 0万 k Wを 開発す る必要がある。また、揚水発電 は電 力需給上の負荷平準化機能、優

れた負荷追従性 を活か した電力系統の周波数安定化機能等、種 々の優れた機能を有 して

いるので、安価 な ピーク供給力 としてのその開発を一層進 める必要がある。揚水発電の

開発 目標 は、20 1 0年度末に2, 6 7 0万 k Wで あ り (1 9 8 8年度末現在 1, 7 0 0万 k W )、 今後

20年間に約 1, 0 0 0万 k Wの 開発を行 うこととされている。

以上のよ うな開発 目標が設定 されているが、水力開発を進めてい くためには、特に一

般水力の場合、開発規模が小 さいためにコス トの問題が最大のネ ックにな ってお り、助

成制度、技術開発を合め、以下のような課題 も解決 してい く必要がある。

1)電 源立地 リー ドタイムの長期化問題

2)諸 手続 きの見直 し 。簡素化

3)地 域社会 との融和のための措置

4)既 設水力発電所の リフ レッシュ (再開発)

更 に、水力発電 における今後の技術開発 としては、以 下の ものが挙げ られ る。

1)経 済性向上対策技術、新技術

中小水力については、開発コス トの低減や発電効率の向上が期待できるエレク

トロ ・メカ トロ技術及び新材料の採用、更には労働力確保等に対応 した機械化施

工等の充実強化を図っていく。

揚水については、高効率化、超高落差、大容量化、海水揚水、地下揚水等各種

技術について開発を進める。

既設水力の リフレッシュ (再開発)技 術

運転開始後数十年経過 し、老朽化 した発電所の リフレッシュにおいては、設備

の拡充強化、水資源の一層の有効利用、 リフレッシュ施工法に関する技術を開発

する。

既設水力保守技術

我が国の水力発電所 (一般水力)は 、199 0年度木で約1,8 0 0地点 (総 Jl力 約

2,1 0 0万 kW )に 及んでいるが、このうち40年以上経過 したものが約1,0 0 0地点

(総出力約700万 kW )も 占めており、将来に向けて、長期延命或いは大規模再

開発等発電所の機能の維持 ・向_L等を図ることが重要である。

●
乙

う
０
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このため、 リフレッシュ開発手法の確立 を図 るとともに、水力機器の改善や構

造物の劣化診断 ・余寿命評価技術、点検 ・補修の ロボ ッ ト化、貯水池除塵 システ

ムの開発等を進めて対応す る。

3.国 際協力

地球規模で水力開発の現状を概観すれば、19 8 9年の世界の発電電力量は約 12兆kW h

弱であ り、世界の一次エネルギーの約 7%を 供給 してお り、また、世界の発電電力量の

約 2剖 を賄 う重要なエネルギー源 となっている。

未開発水力資源については、特に発展途上国等 を中心 に既開発分の約 6倍 に相当す る

約 12兆kW hが 残 されているといわれ、 この量 は19 8 9年の世界の全既設発電所の発電電

力量を上回 るものである。

このよ うに膨大 な水力資源が存在 しているにもかかわ らず、開発が進展 していない背

景 には、大陸間長距離エネルギー輸送技術の未確立、国際連系送電線の未拡充、国際河

川の開発調整の遅れ、資金調達の困難、水力開発 に起因す る水没 ・減水等の環境問題、

更には水力資源の地域偏在性 に起因す る具体的な開発調査の不足等が挙げ られ る。

これ らの課題 は、 ―朝 一夕には解決で きるものではないが、関連技術開発の促進、調

査 ・資金援助等の国際協力の推進により克服で きるものであ り、我が国の果 たす役割 も

大 きく積極的に これに協力す る必要がある。 また、発展途上国に とって国産エネルギー

である水力の開発は、 自国のエネルギー自給率 と国際収支の改善に貢献す るとともに、

世界的には地球温暖化、酸性雨、砂漢化等の地球環境問題の軽減 に も大 きく寄与する も

の と期待 され る。
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第 2 章  技 術 開 発 と そ の 普 及 策

ヤまじめに

研究開発対策

13

13

13

1 .

2. 実用化及 び普及対策
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は じめに

通商産業省 は、中小水力発電 の コス トダウンの新技術開発を進め るために、昭和 55年

度か ら (財)新 エネルギー財団を中心に して、電気事業者、発電機器、建設機械等のメー

カー及 び関係諸団体等水力関係者の協力による技術の検討制度を、 また、新技術の研究開

発及 びその成果を普及す るための補助制度を設 けている。具体的には、研究開発 とその成

果を実用化 し普及す る 2対 策に区分 されるが、各々の対策 は次の通 りである。

1.研 究開発対策

新技術 には、その内容が発電機器、建設機械等の よ うに単体設備に関す るもの と、余

水路省略等のよ うに、その検討対象が取水 ・導水 ・水車発電設備にまたが る、 いわゆる

システム設備 に関す るものがある。単体設備の研究 開発 は、主 としてメーカーが担当 し、

その資金 は、石油代替エネルギー関係技術実用化開発費補助金 (補助率 3分 の 2、 昭和

60年 度以降の補助率 2分 の 1)、 新発電技術実用化開発費補助金 (補助率 2分 の 1)

の制度を利用す るか、又 は全額 メーカー資金によって行 われている。 システム設備に関

す るものは、 システム全般が検討の対象 となるために、 (財)新 エネルギ ー財団が担 当

し、電気事業者、機器 メーカー等の学識経験者か らな る 「水力発電所の設備合理化等新

技術開発委員会」を設置 し審議検討 している。

L記 についての昭和 55年 度か らの 「研究開発テーマ及び担当Jを 表 -1 1に 示す。

2,実 用化及 び普及対策

研究開発の成果を実用化 し常及するために信頼性実証試験等が必要であ る場合、その

テーマについて (財)新 エネルギー財団が、通商産業省か ら中小水力標準化 モデルプラ

ン ト設計調査の委託を受 け、 「水力発電所の設備合理化等新技術開発委貞会Jの 下にテ
ーマ ごとに 「新技術開発部会」を設け、次の業務 を行 っている。

(1 )新 技術実用化に関す る技術的検討

(2 )モ デルプラン トの設計及 び経済性の検討

(3 )信 頼性実証試験要領の作成

(4 )試 験の指導及び試験結果の分析、総合評価

(5 )設 計 ・施エマニュアルの作成

なお、実際に実忌E試験モデルプラン トを建設 して、開発地点 に導入 し、信頼性実証試

験を行 う事業者に対 しては、当該実証試験の対象 となる施設等 に要す る費用の 50 %を

中小水カ システム技術信頼性実証試験費補助制度 によって補助 し、新技術の導入促進を

図 っている。 (前述)

なお、 これによる昭和 55年 度か らの状況については 「中小水力に係 る技術開発実施

状況」 (表 -1 2 )及 び 「中小水力技術開発の効果 と普及」 (表 -1 . 3 )に
示す。

更 に、 (財)新 エネルギ ー財団は、年 3回 開催す る実務研修会において新技術の実証

試験等の成果を紹介 しその普及 に努めている。
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表 ― ■ _  3  中 / j 水ヽ 力 技 術 開 発 の 効 果 と 普 及

(単位 : M W )

開 発 項 目 開 発 期 間 効 果

① 研 究開発又は

実証試験実施地点

②  実 用 地 点

(関係技術地点を一部含む)

O l②

f l

一体形

水車発電機

S55～ S56 低落差、小流量

小出力地点開発

天狗岩 (054) 0 54

水車関連機

器の標準化

軽負荷ランナ

S55～ S60

建設費の3ストす'シ

水車 20～ 30%

発電機25%程 度

奥只見所内水車

奈良田第二( 2 5 )

安蔵川( 3 2 )  風 倉( 2 )  大 野( 1 5 )

上市川第二( 4 7 )  大 河内( 1 2 )

新小鹿野( 4 1 )  早 川 ( 3 1 )  岩 清水( 1 5 )

481

クロスフ。―水車 S55～ S56

中落差、小流量

地点開発

天城湯ケ島町 大長谷第五 ( 1 2 )大 宮地川 ( 0 1 3 )

鹿 ノ子 ( 0 8 )越 畑 ( 0 2 )相 生川 ( 0 5 )

再波山田( 0 4 1 )若 土( 0 2 7 )

新寺津( 0 4 3 )倉 見( 0 7 1 )

4 6 5

F R P M管

F R P 管

S59～ H元

溶接、塗装不要

軽量

y/テナス賛低減

建設費のコストアウン

5%程 度

黒又" 1第一( 6 1 5 )

新内川第二( 3 )

八幡平第二( 1 5 )  安 蔵川( 3 2 )

新 日野上( 0 6 6 )東 豊永( 6 )  山 瀬( 2 1 )

横川( 1 8 )  津 金( 0 7 )  入 畑( 2 1 )

ホヤ石川( 0 1 7 )秋 の川( 0 3 8 )西日( 0 7 4 )

川内( 1 2 )  万 波( 1 2 4 )駒 込( 4 )

大不動( 1 4 )  黒 川( 0 8 7 )大 笹生( 1 1 4 )

内の倉( 2 9 )  大 長谷第五 ( 1 2 )

上は水圧管路、 下は余水路等

小野川( 2 6 3 )錦 川第一( 4 )輸丸( 1 2 5 )

箕韓( 4 8 )小 ' i l ( 2 4 )内之滴( 3 2 )

葛根田第一( 1 0 5 )電 根田第= ( 5 1 )

無人管理化 S59-S S2 ルテナンス貸低減 熊'11第一(24) 2 4

余水路省略

水贈小規模

S59～ H元

建設費の〕ストタ"

5%程 度

新内川第二(3)

大鹿(10)

新構川( 2 2 )  北 又渡( 2 4 2 )湯 島( 2 )

深山( 2 3 )  安 蔵川( 3 2 )  自 水滝( 4 1 ) 51 0

アム基礎処理 S611-H2

ダム基礎処理の

コス トダウン

25 %程度

只見 (65) 大河内(1280)小 子谷第二(206)

1551 0

MMH継 手 S58～ S59

建設費の3ストアウン

2 5 %程度

工期短縮

メーカーエ場

北 ノ又第二( 3 4 )  一 の渡( 2 6 5 )

大長谷第四( 2 6 ) 87

T B M l 二法

Phase I

S 6 0 ～H 2

Phase ll

H 3 ～

建設費のコストタウ

発較工法に比べ

1 0～2 0 %

工期短縮

作業安全性向上

早木戸( 1 1 2 )

安蔵川 ( 3 2 )

駒込 ( 4 )

新内川第二 ( 3 )

準 備 調 査 中

下r F S ( 1 0 0 0 )新愛本( 1 2 4 )  北又渡( 2 4 2 )

安曇( 6 2 3 )  ピ リカ( 4 )  蛇 尾川( 9 0 0 )

秋葉第二( 4 6 9 )二 軒小屋( 2 6 )

赤石沢( 1 9 )黒 谷( 1 9 6 )

2808 1

ゴ ム  堰 S60-

沈砂池の省略

利用落差の拡大

ルテナな費低減

建設費のコストす0ン

鋼製の70 %程度

大シウ ド谷

黒谷( 1 9 6 )

安積( 5 )栂 尾( 0 8 )羽 束川( 0 5 )

川原極川( 1 1 4 )福 栄( 4 2 )  石 井( 2 6 )

山北( 7 )  七 宗( 6 2 )  奥 戸 ( 0 4 5 )

峰( 8 6 )」 1崎( 1 5 )  白 谷( 1 2 )

奈良俣( 1 2 4 )新 日野上( 0 6 6 )

寄水( 1 5 )

88 61

備 考

1 )研 究開発又は実証試験実施地点の出力は1 8 8  9 4 M W、実用地点の出力は4 5 5 7  1 3  M W

である。

2 )近 年検討を始めた技術について も表- 1  2に 示す。

4746 07
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第 3主早 ゴム引布製起伏ダム (利用技術の確立)

第 1節  技 術の概要

1 . 1は じめに

ｎ
Ｊ

ｌ
■

1 . 2 日

1 2 1

1 . 2 2

1 2 3

1 . 2 4

沈砂池の省略

利用落差の拡大

的

19

20

20

22

23

24

25

25

25

35

41

41

42

44

45

48

48

48

49

55

池利用の水車高効率運転

運転管理の省力化

13検 討項目及び検討手順

14既 設 ゴムダムの諸元 と運用の事例

1 5 ゴ ムダムの設計

1 5 1 ゴ ムダムの概要

1 3 1検 討項目

1 3 . 2検 討手l l R

154安 定計算

1.52設 計荷重   ― ―………

153材 料の許容応力度及 び安全率

1.55下 部工各部の設計

16実 証 プラ ン ト基本設計

1.61調 査の概要

1 6 2実 証地点の概要

1 6 3検 討結果の概要

第 2 節 ファブリダム

2 . 1 ファ

2 1 _ 1

2 1 , 2

2 , 1 3

2 . 1 4

プ リダムの構造 と特徴

ファプ リダムの構造

ファプ リダムの耐久性

ファプ リダムの取付方法

56

56

56

57

57

58ファプ リダムの損傷防止対策
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2 1 . 5 ファプ リ

2 1 6 フ ァプ リ

21 7自 動起立

2_ 1 . 8維 持管理

2 . 1 9 ファプ リ

ダムの水理特性

ダムの操作設備
・倒伏機構

(機構)

59

59

61

63

64

64

64

65

66

66

66

ダムの利点 (対鉄扉 との比較)

2 2 規

2 2 _ 1

2 2 2

2 2 3

格

ゴム引布の規格

取付金具等の規格

配管材料

24使 用実績

第 3節  ラ バ ーダム

2.3ゴ ム引布製起伏堰の大型化

31ラ バーダムの構造 と特徴

68

68

68

68

68

70

70

71

71

73

74

75

75

77

78

79

79

80

80

81

3 1 _ 2袋 体の ゴムの材質

3 _ 1 3袋 体の接着力

315滑 落防止対策

314袋 体の振動防止対策

3.11袋 体の構造

3 1 8操 作機構

3 . 1 9付 属設備

316袋 体の固定方法 と取付金具

3.17起 立 ・倒伏の安全性

32規

3 2 1

3 _ 2 2

3 2 . 3

3 . 2 4

3 2 . 5

配  管

河床形状

格

ゴム引布の規格

取付金具等の規格

側壁部の取付高 さ

33使 用実績

3.31高 越流対策 ラバ ーダムの実績

33.2ダ ム嵩上げの実績
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第 1節  技 術の概要

1.1  は じめに

ゴム引布製起伏ダム (以下ゴムダムという。なお、第 2節 及び第 3節 で使用す る名称

「ファブ リダム」及び 「ラバーダム」は商品名である。)に ついては、昭和 56年 度よ

り大型 ゴムダムの開発を目標 として、土砂 (石)流 に対する衝撃エネルギーの吸収及び

耐摩耗性について研究開発が進められ、ダム高 511 1の実証試験では構造上十分な強度 と

機能を有 していることが確認されている。

本節は、ゴムダムの大型化に向けて、ゴムダムの有する種々の特性を高度に有効利用

することにより、 ソフ ト面からの技術開発を目指 したものである。

ゴムダムは、中小水力発電所の取水施設 として採用 しようとするものであり、その特

徴を挙げると次のようである。

① 柔 構造で施工が簡単であり、維持管理 も容易である。また、操作機構が単純で信頼

度が高 く、操作の無人化が可能 となる。

② 洪 水時の自動倒伏による土砂排除機能を有 していることか ら、取水機能及び上流河

道の河床上昇の防止軽減において優れている。

しか しなが ら、ゴムダムが河川のもつ多様な条件に適合 し、安全かつ確実な機能を発

揮するために、具体的な建設に当っては、特に山地河川の急流部に計画される取水堰に

対 して、堰上流の堆砂や施設の耐久性の問題を十分検討 したうえで、取水機能が長期か
つ安定的に維持 される基本的条件を見いだす必要がある。また、洪水時の土砂りF除機能
に加えて、ゴムダムの機能を更に高度利用することによって得 られる付帯的波及効果を

挙げると、以下 3点 が考えられる。

① 土 砂排除機能により、湛水池は常時ある程度の池容量を有 し、通常の流量に対 して

は沈砂機能を持つと考えられ、沈砂池の省略による工事費削減効果が期待できる。
②  こ の容量を利用 し、調整運転を行 うことにより、特に渇水時の高効率化が図 られ、

発生電力量が増加する。

③ 随 時の自動的な上砂排除により、堰上流河道の堆砂による河床上昇を防 ぐことがで

き、洪水時の浸水問題等により、堰高が制限される地点についてはゴム高相当分の利

用落差の拡大を図ることができる。

これ らの効果は、ゴムダムが大型化されることによって、より大 きなメリットを引き

出せるものとなろう。

主な調査内容 としては、上述の諸機能が確保される条件を、主 として土砂水理的観点
からゴムダムの操作倒伏条件を考慮 して見いだす手法を検討 し、その結果を中小水力開
発の取水施設に事例的に適用 して、機能及び効果の評価を行 った。また、水理模型実験
による起伏時のゴムダムの水理特性及び、既設ゴムダムの計画設計条件 。運転操作実績
等の調査 も行 った。

本文は、それ らの成果を総合 してゴムダムの計画設計段階で調査検討すべき事項と内
容、検討手法をとりまとめたマニュアル (案)概 成の骨子を概述 したものである。
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1 , 2  目的

ゴムダムの特性は、洪水時に自動倒伏することにより、湛水池内に堆積する土砂及び

流入する土砂を自動的に排除する機能を有 していることである。 この機能を水力発電設

備として更に高度利用するために、以下の 4つ の機能及びそれに付随する効果を併せ検

討する。

(1)沈 砂池の省略

(2)利 用落差の拡大

(3)池 利用の水車高効率運転

(4)運 転管理の省力化

1.2 . 1  沈砂池の省略

ゴムダムは、洪水時に自動倒伏することにより、湛水池内に堆積する土砂並びに流入

する土砂を自動的に排除する機能を有 している。 このため、湛水池は常時ある程度の池

容量を有 し、沈砂機能をもつと考えられるので、導水路への流入土砂条件が許容条件を

満足する場合には、沈砂池の省略による工事費削減が可能である。

(1)ゴ ムダムによる上流河道の河床変動

取水堰 としてゴムダムを利用 した場合には、洪水時の上砂排除機能によ り、従来

の固定堰の場合 とは異なり、湛水池は常時ある程度の池容量をもつようになる。

図 -12 . 1 ( a )は 、従来の固定堰の場合の模式図である。 この場合、堰上流の河床

は時間とともに上昇 し、ある程度堆砂が進んだ時点で洪水をむかえると、堆砂は国

定堰天端まで達 して図中③の破線で示すような河床形状 となり、 ときには、取水日

前面を埋めつ くして取水不可能な状態 となる。その後、④で示すように排砂ゲー ト

等により取水日付近の上砂」F除を行 って取水可能 とするが、 このときにで きる湛水

池は通常取水日付近のみの小規模なものであり、沈砂機能は期待できない。

図 -12 1 ( b )は 、ゴムダムの場合の模式図である。 この場合 も初期においては固

定堰の場合 と同様に堆砂が進行するが、洪水をむかえたときにはゴムダムの倒伏に

より上砂が 自動的に排除され、河床低下を伴 って図中③の破線で示すような河床形

状 となる。その後ゴムダムを起立させることにより、堰上流に常にある程度の池容

量を もつ湛水池を確保できる。

(2)湛 水池内の沈砂効果
一般的に河川をせき止めることによって生 じる湛水池では、浮遊土砂の輸送能力

は流下方向に減少する。 したがって、上流河道より浮遊状態で流入 して くる土砂 は、

流下にともなって徐々に堆積 してい く。その結果、湛水池内の浮遊砂濃度分布は

図 -12 . 2に 示すようになり、導水路への許容流入土砂条件を満足する取水日の平

面的位置、敷高の選定に有利 となる。
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1.2.2 利用落差の拡大

ゴムダムは、洪水時に自動倒伏するため、取水堰設置に伴 う水位上昇を防 ぐことが出

きるとともに、随時の自動的な土砂排除により、堰上流河道の堆砂による河床上昇を防

ぐことができる。 したがって、洪水時の浸水問題等により堰高が制限される地点につい

ては、ゴム高相当分の利用落差の拡大を図ることができる。

(1)ゴ ムダムによる利用落差拡大量

従来の固定堰と比較 して、どの程度利用落差を拡大できるかの判断基準 としては、

取水堰上流河道の河床上昇量がほぼ等 しい条件のもとで取水位をどれだけ上げるこ

とができるのか検討が必要である。

固定堰の場合でもゴムダムの場合でも、建設当初からある程度の期間を経過すれ

ば、河床形状はある一定の形状に収束するようになり、以後は多少の変動 はあるも
ののほゞこの形状を保つ ものと考え られる。 この収束 した河床形状を平衡河床形状

と呼ぶことにする。いま、ゴムダムの場合とゴムダム敷高 (すなわち固定部天端高)
を天端高 とする固定堰の場合を考えると、通常は図 -1.2.3(a)に示すようにゴムダ
ムによる平衡河床が固定堰によるものよりも高 くなる。 このゴムダムによる上昇量

は、上流河道条件、流量条件、ゴムダム倒伏頻度によって決まるものであ り、これ

らを検討することによって上流河道の河床高が固定堰によるものよりも高 くならな

いようにするにはどの程度ゴムダム敷高を下げればよいかを推定できる。

その結果、図 -123(b)に 示すようにH4だ けゴムダム敷高を下げる必要がある

とすれば、同図より、有効落差拡大量 H5=ゴ ム高H, H4と なる。

なお、ゴムダムの場合、倒伏条件によっては河床変動に対する堰の影響を無 くす
ことも可能である。

(2)洪 水位への影響

上流河道の堆砂条件が上記のようにほゞ等 しいとした場合、倒伏完了後はゴムダ
ムによる洪水位への影響はほとんど無いと考えられるが、倒伏途中においては固定

堰の場合 と比較 して水位を上昇させることになる。 このため、ゴムダムの倒伏速度
は、洪水流量が各地点で定められている無害流量に達するまでに倒伏が完了するよ

うに設定 しなければならない。

(3)発 生電力量の増分

利用落差の拡大による発生電力量の増分△ Eは 、拡大による発生電力量を E、 有

効落差をHc、 増分落差を、△Hと 表すと、概略△ H/He× Eで 表 される。 した

がって比較的低落差の発電所計画においてはその効果が大 きく、有効であるといえ

る。
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ゴムダムによる平術河床
十一_十 一固 定 堰 に よ る平 術 河 床

(a)固 定堰天端高 とゴムダム敷高が等 しい場合

取水十セ

Iモ事 十 ~ ~ ユ ニン才

I ! 々

利 月1路え拡大凱 = H 〕 ― H 4

(b)ゴ ムダムによる影響分だけゴムダム敷高を下げた場合

放水1/

凶一-12 . 3ゴ ムダムによる利用落差の拡大 (模式図)

12 . 3  池 利用の水車高効率運転

ゴムダムによる随時の排砂機能によって確保できる湛水池の池容量を利用 した日調整

運転を行い、特に渇水時の水車の効率改善により発生電力景の増加を図ることが 可能で

ある。

(1)運 転パターン

図-12 4に 示す 3案 が考えられ、河川流況、池容量、最大使用水量等の条件か

ら当該計mi地点に対する最適な調整運転パターンを選定する。

運転パターンの設定に際 しては、下流河道の水位変動が 30分 間に 30～ 5 0  c l l l

程度以下の範囲内で検討を行 う。

ゴムダムによる影響 H。
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迎転パターシ

流入抵

流 止

0    1 5    2 0   2 4

ピー ク迎 転  出キ刻

オンオフ迎転 tt t刻

図 -1. 2 4運 転パターン

(2)有 効落差 と水車効率の改善効果
一般に、 フランシス水車が採用される中～高落差発電所の場合には、少流量域の

水車効率の効率低下が大 きいため、調整運転 (高効率運転)が 有効となる。逆に、

カプラン水車が採用される低落差発電所の場合には、少流量域での効率低下が小 さ

いため、調整運転による効果が小 さくなる。

また、無圧 トンネルを前提 とした場合、調整運転を行 うことにより利用水深分の

落差減少があり、利用落差拡大の効果が大きい低落差発電所の場合には、流れ込み

式の計画として落差を最大限利用する方が効果的となるケースもあり得る。

したがって、各地点の諸条件に対 して最 も効果的な運転方式を検討す る際には、

上記の問題を考慮 して、最適な落差 (すなわち容量)を 検討することも重要である。

1,2 . 4  運転管理の省力化

洪水時の自動倒伏機能及び洪水終了後の自動起立機能により、鋼製ゲー ト堰の場合

と比較 して、ゲー ト操作に要する運転員を削減することが可能 となる。また、維持管

理が容易であるという利点をもっているため、 この点においても経費節減を図ること

ができる。

(1)ゲ ー ト操作員の削減

ゴムダム倒伏操作は、膨脹媒体排出弁を開けるのみであ り、操作機構が単純なた

め動作の信頼性が高 く、またサイフォン管 (水式)や U字 管 (空気式)等 の無動力、

無人力の自動倒伏機構を複数系統設置することが可能であり、一般の鋼製転倒堰 と

比較 して倒伏に対する安全性が高い。また、起立操作についてもポンプ、プロワ等

の起立機器の起動と弁操作のみであり、信頼性は高い。 したがって、倒伏 ・起立操

作の自動化が可能となり、ゲー ト操作員の削減が図れる。
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( 2 )維 持管理の省力化

ゴムダムは維持管理面において、次のような利点を有 している。

① 錆 びないため、塗装が不要である。

② 低 内圧のため、配管機器系統の負担が少なく、故障が少ない。

③ 構 造が簡便で機械部分が少なく、保守 ・点検が容易である。

④ 小 規模な損傷は、補修が容易である。

1.3  検討項目及び検討手順

基本構想 としたゴムダム利用によるメ リット、すなわち4つ の機能を確保す るため

には、主として土砂と水の挙動に対する土砂水理学的検討が重要である。

1.3 . 1  検討項目

ゴムダムのための検討項目は、大別 して次のとおりである。

① 堆 砂形状 と排砂機能

② 湛 水池内の沈砂効果

③ 河 川への治水的影響

④ 発 電効果の検討

堆砂形状 と排砂機能の検討は、ゴムダムの もつ種々の利点に関する検討を行 う際の

最 も基礎的な資料を得るためのものであり、この結果に基づいて②～④の検討を進め

る。

湛水池内の雄砂効果の検討は、沈砂池省略の可否を判断するうえで重要な資料 とな

り、河川への治水的影響を調べることにより、ゴムダム設置が可能であるかどうかを

確認する。

発生電力の検討は、利用落差の拡大及び池利用の水車高効率運転が可能 となること

により、従来の固定堰 と比較 してどの程度有利な発電を行えるかを把握 し、経済比較

を行 うための ものである。

なお、検討項目は、各地点特性に応 じて選定すればよく、表 -1. 3 . 1に 示す詳細項

目と選定方法に従って、必要な項目の検討を実施することとする。

表 -1. 3 . 1は 、ゴムダム採用の目的や理由に応 じて検討項 目を選定するように整理

したものである。今後のゴムダム設置 (新設)の 立地条件を想定すると、少なからず

土砂水理検討を伴 うことが予想され、流砂条件によっては、 ゴムダム機能に対する十

分な調査検討が必要となるので、その検討項目や内容はかなり広範囲にわたる。

しか しなが ら、実際上は、ゴムダム設置目的が単に既設ダムやゲー トの改造であっ

たり、新設の場合でも流砂条件がそれほど問題 とならない場合 もあり、また基礎デー

タや類似事例の施工経験 もそれなりに蓄積されてきたので、計画地点の流域、河川特

性によっては土砂水理の検討項目をかなり割愛できる。

1.3 . 2  検討手順

ゴムダムのための検討は、図 -1. 3 . 1に 示すフローに従って行 う。設置目的 。理由

や流砂条件等の判断によって、検討手順 ・項目の割愛が可能である。以下では、フロ
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―全体をひと通 り検討する場合の基本的な考え方、事項を示す こととする。

① ま ず概略検討により、ゴムダム採用可否の可能性を検討する。

概略検討は、図-1, 3 . 2に 示すフローに従って行 う。

可能性検討とはいえ、かなり重要な手順である。 このステップでもし採用可 と

なれば、 ここでの検討結果は以下の手順や項 目に対する有益な指針 となる。

② ゴ ムダム諸元と倒伏条件を検討する。

「流域概要調査」を実施 したうえで 「土砂水理条件の整理」を行い、河道幅、

取水位 (案)等 の条件からゴムダム径間長、堰高等の諸元 (案)を 設定する。

次に、河川の流況特性及び堰設置目的を考慮 してゴムダム倒伏流量 (最大越流

水深)を 設定 した後、既往の洪水データに基づいた 「代表洪水波形」 と 「無害流

量」の関係より、無害流量に達するまでに倒伏が完了する範囲内で倒伏時間 (案)

を設定する。

この水位上昇が規制値を満足 していれば、 「上流河道不等流計算Jに 移 り、

「代表洪水波形Jに 対 して 「上流河道洪水位のチェックJを 行い、計画高水位等

か らみて問題が無ければ以降の検討に進む。下流河道ネック断面の水位上昇ある

いは上流河道洪水位の点で問題が生 じれば、その時点で倒伏条件又はゴムダム諸

元の変更、場合によっては 「ネック断面の拡幅Jの 検討を行い、同様の検討を繰

返 して治水 上問題の無い条件を見いだ してゴムダム諸元及び倒伏条件 (案)と す

る。

③ 河 床変動計算の実施

ゴムダム諸元及び倒伏条件 (案)が 決まれば、河道データや水文データを用い

て 「河床変動計算」を行い、 「洪水時河床変動Jと 「長期河床変動Jを 予測する。

洪水時河床変動を予測する際の初期河床は、長期予測によって推定 される平衡河

床を適用すればよいであろう。その際、時々刻々変化する流量及び河床形状に対

して、上流河道洪水位が最 も高 くなる時点 (通常、最大流量時あるいは最大河床

上昇時)に おいて 「不等流計算Jを 行い、 「上流河道の洪水位」をチェックする。
その結果、治水的に問題が無ければ、以降の検討に移 り、問題があれば再度 ゴ

ムダム条件を検討する必要がある。

④ 沈 砂池省略の可能性検討

河床変動計算によって推定された平衡河床に対 して、ゴムダム起立時の 「湛水

池、内浮遊砂濃度分布Jを 推定する。通常、流量が大 きいほど浮遊砂濃度は大 き
いので対象 とする流量はゴムダム倒伏直前の流量 とする。

この推定結果に基づいて 「取水田位置の検討」を行い、 「導水路流入土砂条件
と許容条件の比較」を行って、沈砂池の省略が可能か否かを判断する。

-26-



⑤ 利 用落差拡大の検討

ゴムダム設置による平衡河床形状 と、固定堰設置による平衡河床形状 とを比較
して、ゴムダム敷高を固定堰天端高よりどの程度下げれば上流河道の堆砂位を同

程度にできるかを推定 し、 「利用落差の拡大量」を検討する。次に、この利用落
差拡大量に対 して、流れ込み式発電計画とした場合の 「増分発生電力量」を把握

しておく。

⑥ 高 効率運転の検討

河床変動計算結果に基づいて、 「湛水池容量の経年変化Jを 推定 し、目的に応

じた代表年における池容量を対象 として、さまざまな調整運転パターンによる

「発生電力量計算」を行 う。この際、数通 りの落差 (すなわち容量)に 対 して検

討を行い、発生電力量変化の特性を把握する。 こうして得 られた発生電力量に関

する知見に基づいて、流れ込み式発電 も合わせて 「最適運転方式Jを 検討する。

② 構 造物の設計

以上の検討結果より設定された各条件を踏まえて、ダム本体、取水日、取水量

制御装置、その他付属設備等他形式の堰との比較対象 となる構造物の設計を行 う。

③ 他 型式堰 との経済性比較

構造物を設計 した後、それに対する工事費を積算 し、 「維持管理体制Jに 関す

る費用、また必要な場合 「断面拡幅工事に要する費用」を検討 して、発生電力量

より建設単価を算出する。 こうして得 られたゴムダムに対する建設単価 と他型式
の堰に対する建設単価を比較することによって 「経済性Jを 評価 し、ゴムダムを

採用することが最 も有利となればゴムダム採用を決定 し、そうでない場合は最 も

有利 となる取水堰型式を発電計画に採用する。
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図 - 1 3 1  ゴ ム 堰 摂 用 の 検 す フ ロ ー



当該流域の土砂水理的条件

平衡河床勾配と流砂濃度の推定

倒伏流量<有 効流量

デルタ肩の位置の推定

平衡河床形状の推定

取水日付近掃流力算定

d=0。 31n浮遊砂濃度分布推定 サル テーション高 さの

有 効 容 量 の 推 定 沈 砂 効 果 の 評 価

沈 砂 池 省 略 可 否 判 断

ゴ ム堰 採 用 可 能 性 判 断

)匡 コ
ノモグラフ

による推定

ゴ ム 堰 採 用 可 否 の 概 略 検 討 手 順図 - 1 3 2
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図 -13.2の 内容を以下に示す。

1)平 衡河床勾配 と流砂濃度を推定す る。

「当該流域、河川の上砂水理的条件」を概略的に調査 し、代表条件 における堰上流河

道の 「平衡河床勾配J及 び 「流砂濃度」を ノモグラフ (数値関係図)に よ り求 める。

この とき、現河床が平衡状態 とみなせれば、 この勾配を 「平衡河床勾配」 とす る。

「平衡河床勾配Jは 、長期的にみて将来安定的に維持 され るであろ う河床勾配 として

取 り扱 う。

2 )土 砂移動限界流量を推定する。

得 られた河床勾配に基づいて、当該地点の 「土砂移動限界流量」をノモグラフによっ

て求める。

3)平 衡河床形状を推定する。

当該地点の流況及び発電 目的を考慮 して 「倒伏条件」を設定する。

ここで設定する条件は倒伏開始流量であり、流況によって年間のおよその倒伏回数を

知 ることができる。ただ し、想定 しているゴムダム諸元に対 して最大越流水深が所定の

標準値以下である必要がある。設定 した倒伏開始流量 と前に求めた有効流量を比較 し、

「倒伏開始流量 <有 効流量Jな らばゴムダム起立中の湛水池堆砂は無視できるので、平

衡河床形状はゴムダム敷高より平衡河床勾配で延長 した直線で近似できる。 「倒伏開始

流量 >有 効流量」の場合は起立中に堆砂が進行するため、平衡河床形状は土砂水理的条

件とゴムダム操作によって影響 される。 これについてはモデル計算結果図 (マニュアル

(案)極 成による)を 参考にしてデルタ肩の位置を推定するか、河床変動 シミュレーシ

ョンを実施することにより推定する。

4)浮 遊砂濃度及びサルテーション高さ (掃流砂跳躍高さ)を 推定する。

取水時に想定 される最大の河川流量及び設計洪水量に対する 「取水日付近掃流力」を

算定 し、 「浮遊砂濃度分布」及び 「サルテーション高さ」を推定する。浮遊砂温度分布

の対象粒径は、取水日流入許容限界粒径として、0.3  a l E lを対象 とする。

5)ゴ ムダム採用の可能性を判断する。

浮遊砂濃度及びサルテーション高さ推定結果より、湛水池の 「沈砂効果を評価」 し、

「沈砂池省略の可否を判断」する。また、平衡川床形状推定結果より、常時確保できる

「有効容量の推定」を行 うことにより、これらを総合評価 して 「ゴムダム採用 可能性判

断Jを 行 う。
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1.4 既 設 ゴムダムの諸元と運用の事例

発電用既設 ゴムダムの諸元 と運用に関するアンケー ト調査結果 (昭和62年度調査)を
表 -1.4.1(a)～ (b)に 示 した。

主な項 目の調査結果の概要は、以下のとおりである。

① 発 電用ゴムダムとしては、最 も古いものでも設置後10年程度の経過年数であり、
昭和61年頃から設置数が多 くなってきた。

② 流 域面積は、50～200 kn2程 度のものが多い。

③ ゴ ムダムによる最大取水量は、1～ 20m3/s程 度である。

④ 設 計洪水量の決定方法は、地点によってさまざまである。

⑤ 径 間長の最大値は、43mで ある。

⑥  ゴ ム高は、1～ 3mの ものが多い。

②  ゴ ムダム膨脹媒体 としては、中部地方以北ではすべて空気式が採用 されている。

③ 倒 伏方法は、自動又は自動 ・手動併用 とされているが、起立方法は手動の ものが

多い。

③ 倒 伏越流水深は、0.14H～ 0.5H(H:ゴ ム高)の 範囲で設定 されている。

① 倒 伏時間は、10～30分/mで ぁる。

① 床 版基礎は、すべて岩着である。

⑫ 既 設のゴムダムでは、すべて沈砂池が設けられている。

⑬ 設 置地点の平均河道幅は20～100m,平 均河床勾配は1/50～1/150程度である。

⑭ 河 床砂礫 (アーマ・コート形成材料)の最大粒径は15～30oll程度である。
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1.5 ゴ ムダムの設計

ゴムダムの設計に当たっては、既存の各種技術基準を利用することになるが、ゴムダ

ムの上部工に関する技術基準 としては 「ゴム引布製起伏堰技術基準 (二次案)」 が現状

では唯一である。

ゴムダムの下部工に関 しては、 「発電用水力設備の技術基準Jが あるので、設計方針

としては基本的にこれに準拠する。

本節においては、下部王について記載 し、上部工に関 しては 「ゴム引布製起伏堰技術

基準 (二次案)」 を参照されたい。

1.5。1 ゴ ムダムの概要

ゴムダムは、袋状の合成 ゴム引布製の袋体 (上部I)と 袋体等に作用する荷重を基

礎地盤に伝達 し安定を図る下部工とか らなっている。

↑
上 部

斗
下 部

一

8 1載床版

図-1.5.1ゴ ムダムの一般形状

( 上部 工 )
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1 . 5 . 2  設計荷重

ゴムダムの設計に用いる荷重は、ダムとして考える場合以下によるものとする。

① 自  重

単位体積重量により算定する。

② 静 水圧

静水圧は、袋体 との接触面に対 し垂直に作用する

え られる水位の組み合わせにより検討す る。

③ 地 震時動水圧

動水圧は、袋体 との接触面に対 し垂直に作用する

の近似式により算定する。

P d = _ 生w 。. k . イH ・h

ものとし、ゴムダムの操作上考

ものとし、下記のW e s t e r g a a r d

こ こに  P d

W。

k

H

h

上流面の任意の点における動水圧 (t/意 )

水の単位体重重量 (t/m3)

設計震度
ゴムダム直上流の水位か ら下部工上端までの水深 (m)
ゴムダム直上流の水位か ら動水圧の作用す る点までの水深 (m)

の堆積が考え られ る場合 に考慮す るもの とし、鉛直力 にあ っては泥
る重量を とり、水平力にあっては次の計算式 によ り求め る。
W t ・ d

l ―
―

ノ ) ・ W 。

水平方向泥圧 (t/m3)

泥圧係数 (Cc=0,4～ 0.6)

堆泥の水中における重量 (t/m3)

堆泥面か ら接触面上の任意の点までの深さ (m)

堆泥の見かけの単位体積重量 (t/m3)

(W=16～ 1.8t/B13)

堆泥の空陳率 (ν=0.3～ 0.45)

水の単位体積重量 (t/m3)、 (w。 =1.Ot/m3)

④ 泥  圧

泥圧 は、 土砂

上 の水 中 にお け

Pe = C e・

W i = W一 ―
(

こ こに  P e

C c

Vヽ  〔

d

W

ν

W。

コ

-42-



⑤ 地 震力

地震力は、水平に作用するものとし、下表に掲げる値以上で地質その他ゴムダム

の設置地点の状況を考慮 して得 られる値の設計震度を自重に乗 じて計算する。

地域区分 設計震度の下限値

強震帯地帯 0. 12

中震帯地帯 0. 12

弱震帯地帯 0, 10

地域区分は 「発電用水力設備の技術基準J、 「ゴム引布製起伏堰

技術基準 (二次案)」 等を参照する。

③ 場 圧力

揚圧力は、各水平断面の全面積に鉛直上向きに作用するものとし、下表に揚げる

値を基礎として計算する。

上流増 下流端 考備

ゴムダム直上流の

水位か ら下部工下

端 までの水深によ

る水圧 と、下流増

の水圧 との差の1/3

の値 に下流端の水

圧を加えた値

ゴムダム直下流の

水位か ら下部工下

端 までの水深によ

る水圧

司
bロ

|ーーーーーーーーー
 「1

dヽ 十一 〈ヽど―ヽ 3 )
1 3

④ 氷  圧

水圧は、寒冷地において結氷厚が10cBI以上となる場合に考慮するものとし、結氷
と接する面に対 して20t/古とする。

③ 残 留水圧

残留水圧は、ゴムダムの操作上想定される水位の組み合わせにより、側壁等にお

いて背面水位と前面水位との間に水位差が生 じる場合に考慮する。

③ 土  圧

常時土圧は、ランキン又はクローンの土圧公式、地震時上圧は物部、岡部の式に

よる。

① そ の他

風荷重、雪荷重、自動車荷重、温度商重等が考え られる場合には、 「ゴム引布製

起伏堰技術基準 (二次案)Jに 従って計算を行 うものとする。
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1 . 5 , 3  材料の許容応力度及び安全率

(1)鉄 筋の許容引張応力度

鉄筋の種類 許容引張応力度

S R  2 3 5 1,400 kg/ oF

S R  2 9 5 1,600 kg/ o古

S D  2 3 5 1,400 kg/ o置

S D  2 9 5 1,800 kg/ oF

S D  3 4 5 2,000 kg/ uF

S D  3 9 0 2,100 kg/ 口置

S D  4 9 0 2,100 kg/ 9古

( 2 )鉄 筋 コンク リー ト構造物におけるコンク リー トの許容応力

a.コ ンク リー トの許容曲げ圧縮応力 (軸方向応力を伴 う場合を含む。)

圧縮強度の1/ 3の 値

b.コ ンク リー トの許容せん断応力

次の表 に定め る値

c .コ ンクリー トの許容附着応力

次の表に定める値

場合の区分

許容せん断応力 (kg/grを 値とする)

圧縮強度が

180kg/面 以_L

240kg/ctF未満

の場合

圧縮強度が

240■g/口F,次主、

30 0 k g /前未満

の場合

圧縮強度が

300 k g /面以上

400 1 g / E f未満

の場合

圧縮強度が

400kg/gr)攻_L

の場合

斜引張鉄

筋の計算

を しない

場合

はりの

場合
6 7 8 9

スラブ

の場合
8 9 1 0 1 1

斜引張鉄筋の計算

をする場合
1 7 2 0 2 2 2 4

鉄筋の種類

許容せん断応力 (kg/oFを 値 とす る)

圧縮強度が

180 k g /ば以上

240 k g /前未満

の場合

圧縮強度が

240kg/ま)攻上

300kg/証未満

の場合

圧縮強度が

300 k g /置以 上

400 k g /ば未溝

の場合

圧縮強度が

400 k g /ま以上

の場合

普通丸銅 7 8 9 1 0

異形丸鋼 1 4 1 6 1 8 2 0
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( 3 )安 全率

ゴムダムの安全に係る安全率は下表に示す値 となるように設計する。

常   時 地 震  時

倒

動

転

滑

基礎の支持力

合力の作用点が中央 1/ 3以 内

1. 5以 上

3以 上

合力の作用点が中央 2 / 3以 内

1 . 2以 上

2以 上

1 . 5 . 4  安定計算

ゴムダムは設計南重に対 し転倒、滑動及び基礎の支持力に対する安定が得 られるよう

に設計を行 う。

安定計算を行 う場合の荷重条件の 1例 を以下に示すが、これらの荷重条件の他、予想

される水位条件の組み合わせや施工段階においても安全であるように設計する。

(1)袋 体積載床版部の安定計算

水流方向について安定計算を行 う。

a . 常 時

V()

T

P。

V i

V2

U

自重

袋体張力

袋体内厚 による鉛直力

上流側水重

下流側水重

揚圧力

袋体張力 (地震時動水圧に

対する張力を考慮する。

水膨脹式の場合は、袋体膨

脹媒体の地震力による張力

も考慮する。)

b.地 震時

T d
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( 2 )堰 柱部の安定計算

1)水 流方向

a . 常 時

Pl :

P2 :

堰柱に作用する上流側水圧

堰柱に作用する下流側水圧
b.地 震時

Pdt堰 柱 に作用す る地震時動水圧

2)水 流直角方 向

a.常  時

T u ャ T u ′

P 。 .  P 。
′

P h .  P h ″

袋体張力の鉛直成分

袋体 内圧による鉛直力

袋体内圧による水平力

Kh
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b.地 震時

Vd:袋 体膨脹媒体の地震力 (水膨脹式の場合のみ。)

(3 )側 壁部の安定計算

1)水 流方向

堰柱部 と同様の荷重条件にて計算を行 う。

2)水 流直角方向

a . 常 時

P3

P4

E

前面水圧

背面水圧

背面上圧

b.地 震時

E d

T v ↑
|
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1.5.5 下 部工各部の設計

① 袋 体積載床版

袋体積載床版の応力は、弾性床上の梁又は側壁に固定された片持梁として計算す
る。

② 側  壁

側壁の応力は、袋体積載床版に固定された片持梁 として計算する。

③ 水 叩き

水叩きは、水重、揚圧力等の荷重に対 し安全な構造となるよう設計する。
袋体積載床版及び水叩きの部材厚は、揚圧力等の上向き力により浮 き上が らぬよ

うに次式で計算する。

4   HP一 の
t = 丁 ・

 γ c - 1

こ こ に

t

H P

γc

の

部材厚 (m)

揚圧力 (t/ポ )

コンクリー ト重量 (t/意 )

上載水重 (t/ポ )

1 . 6  実 証 プラン ト基本設計

1. 6 . 1  調 査の概要

本調査の内容 は次の とお りである。

(1)目  的

山地河川 に設 けられている中小規模の水路式発電所の取水設備 については、施工

及 び操作、維持管理面 において簡易性が求め られ る。更に堆砂、落葉等による取水

能力の低下 も大 きな問題 となっている。 したが って、長期間にわた り安定 した取水
が可能な設備の開発が重要 な課題である。

このよ うな基本的認識の もとに、 ゴム引布製起伏 ダムを水力発電設備 と して、高
度 に利用す ることを 目的に実証地点の基本設計を行 うものであ る。

(2)調 査発電所

黒谷発電所 :電 源開発株式会社

福 島県南会津群只見町大字黒谷

(3)検 討内容

(a)現 地調査

(b)ダ ムの堆砂 ・排砂の推定

(c)沈 砂効果の検討

(d)ゴ ムダム採用 と発電計画の検討
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(c)ゴ ムダムの河川管理規則を尊守 した運用の検討
(f)ゴ ムダム採用の取水設備の設計

(g)施 工計画及び概算工事費

(h)鋼 製ゲー ト堰 との経済比較

(i)ま とめ

1.6.2 実証地点の概要

中小水力発電用大型 ゴムダムの開発は、国の石油代替エネルギー開発促進政策によ
り 「中小水力動カエネルギー回収 システム技術に関する実用化開発」の一環 として、
国の補助金を受け、電源開発 (株)、 住友電気工業 (株)と 共同で昭和56年か ら3年
間にわたり実施された。

ゴム引布製起伏ダムは、出水時に倒伏することにより湛水池内に流入 して くる土砂
を自然排砂する機能を有 している。 この機能を高度利用することにより、流れ込み式
発電所の沈砂池の省略、利用落差の拡大、港水池の空容量を利用 した潟水時の調整運
転による高効率発電及び運転管理の省力化、建設費、管理費のコス トダゥン等による
中小水力の経済性の向上を図るものである。

今回その利用技術の確立を目的とした実証試験候補地点 と
水ダムを対象として検討 した結果、ダム高 6mが 最適である
黒谷発電計画の概要は、次のとおりである。

当地点は、黒谷川本流に実証試験ダムを設けて、最大7.6 3 m 3 / sを 取水 し、途中
大幽沢、小幽沢の 2か 所でそれぞれ最大3.4 3 m 3 / s , 0 . 9 4 m  S / sを 取水 し、合わ
せて最大量12. O m〕/sを 延長約 8.l k mの 無圧 トンネルでヘ ッ ドタンクに導水 し、
延長 441 mの 水圧鉄管による有効落差194 . 3 0 mを利用 して、最大出力19, 6 0 0 k  Wの
発電を行った後、放水口より黒谷川へ放流する水路式発電所である。主要計画諸元を
表 -1, 6 . 1に 、取水設備計画図-1. 6 . 1～ 1. 6 . 3に示す。

して、黒谷発電計画の取

との結論を得た。
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1.6.3 検討結果の概要

黒谷地点で実施 したゴム引布製起伏ダム実証プラン トの基本設計における検討結果
より、以下の事項が確認された。

(ゴムダムの利点)

① 年 3日 程度の自動倒伏により、ダム_L流の堆砂排除が行われ、河床上昇を防 ぐこ
とができるので常に安定取水が図 られる。

② ゴ ムダムは、洪水時に自動倒伏 しており、ダム設置に伴 う水位上昇を防 ぐことが
できる。

③ ダ ム上流に湛水域ができることにより、沈砂効果が期待できる。 これより沈砂池
の省略が可能となる。

④ ゴ ムダムを採用することにより、ゴム高分 (6.00m)の 利用落差の拡大が図られ
る。

⑤ 湛 水池の空容量を利用 した調整運転方式 とすると、発生電力量は流れ込み式 と比
べ、1,2%増 加が見込まれる。またL5出 力 (月別最低 5日 出力の平均値)に つい
ても同様に11.1%の増加が見込まれる。

⑥ 操 作機構が単純となるため、信頼度が高 く、運転管理の省略化が図 られる。
② ゴ ムダムは軽量であるため、投入及び据付が容易である。

(鋼製ゲー ト堰 との比較)

① 取 水ダムエ事の工事費を比較すると、ゴムダムが約27%安 くなり経済的となる。
② 維 持管理が容易となるため、維持費 (塗装、機器の補修等)の 削減を図ることが

できる。

今後は、これ らの検討結果に基づき、実証プラン トの建設 と、引続 きその信頼性
の検証が行われる予定である。

参 考 文 献
1)「 中小水力標準化モデルプラント設計調査報告書 ゴ ム引布製起伏堰の利用技術の確

立 設 計 ・運転操作管理に関するマニュアル (案)概 成」 ;通商産業省 資 源エネル
ギー庁、財団法人 新 エネルギー財団、平成 4年 3月

2)「 ゴム引布製起伏堰技術基準 (二次案)J;建 設省河川局治水課監修、 (財)国 上開
発技術研究センター、 (株)広 済堂、昭和 58年 9月

3)「 水理公式集―昭和 60年 版」 ;土木学会編、 (株)技 報堂
4)「 二訂建設省河川砂防技術基準 (案)調 査編J;建 設省河川局監修、 (社)日 本河川

協会編、山海堂、昭和 61年 8月

5)「 発電用水力設備の技術基準 と官庁手続き 改 訂 2版 J;通 商産業省資源エネルギー

庁公益事業部発電課幅、 (社)電 力土木技術協会、平成 4年 6月
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第2節  フ ァプリダム

2.1フ ァプリダムの構造と特徴

2.1.1フ ァプリダムの構造

ファプリダムは、河川に横断して取付けられたゴム引布製の袋体と、それを膨張、

収縮させるための機械を納めるための操作室及び袋体と機械を結ぶ配管により構成

されている。

ファプリダムの構造は、膨張形式により若干異なる。空気膨張式の場合と、水膨

張式の場合の基本構造を図-2.1.1に示す。袋体の膨張媒体として、空気あるいは水

のいずれかを選択するときの参考として両者の比較を表 2.1.1に示す。

空 気 膨 張 式

図 -2.1.1 基 本構造

エアプローオフタンク
送昼松 (本 封式安全装置) ポンプ サイフイ/式安全浜I

衣 -211 膨 張形式比較表

詩ぐ 水膨張式 空気膨張式

気  温 極寒地においては膨張用水
氷結のおそれあり

地  盤 軟弱地盤の場合は水式に比
較して有利

耐越流水深 空気膨張式に比較 して大き
い越流水深に耐える
堰南 h:0.5h

堰高 h:0.2h

操作時の袋体
形状の安定性

比較的等 しい水深で越流す
る

内圧が下がると流れの集中
現象が生ずる

水位調節 空気式に比較して調節しや
すい

袋体の周長 空気式に比較 して周長が長
くなる

給排時間 空気式と同一の管径の場合
は空気式に比べ時間を要す

給 排 管 取水の方法により管内に土
砂堆積のおそれあり

水式に比べ小日径管の使用
が可能

その他の
構造物

多 くの場合沈砂装置、水槽
を要する
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図 2.1.1から分るとおり、送風機やポンプにより袋体内に空気や水を注入してファ
プリダムを起立させるわけである。もし、設定値以上の空気の他又は水が注入され
ても、それぞれエアープローォフタンク、又はサイフォン管により過剰な空気又は

水は排出されて、堰の安全性は確保される。

起立したファプリダムは、通切な注入空気圧または注入水圧によって河川水を貯
留する。大雨が降り、上流の水位が計画値に達すると、配管系内に設けられた排気
又は排水バルプが自動的に開いて倒伏を開始する。このとき、万一、この自動倒伏

装置が故障した場合でも、増加した上流側の水圧による袋体内の圧力上昇により袋
体内部の空気、又は水は、エアープローオンタンク又はサイフォン管から排出され、
ファプリダムは自動的に倒伏する構造となっている。

2.1.2フ ァプリダムの耐久性

ファプリダムの耐久性は、使用するゴム引布の寿命で決まる。ここでは、ファプ

リダムに使用しているゴム引布の耐久性について述べる。
ファプリダムに使用している特殊合成ゴムは、実証的検討によりその耐久性が証

明されている。ファプリダムに使用しているゴムは最初約500%の 伸びをもって
いるが、40年 間の屋外曝露期間を経てもまだ100%程 度の伸びを有している。
ファプリダムが機能を果たすために必要とする伸びは補強繊維を保護し、その伸び
に追従し、水密及び気密を保つという点から考えて、100%あ れば十分である。

したがって、ファプリダムのゴムは耐候性については40年 以上の寿命が期待で

きると考えられる。

また、ファプリダム設置後14年 経過した堰の強度低下率は約20%で あり、袋

体の安全率が8で あることを考えれば、耐候性、耐オゾン性を含めたゴム引布の耐

久性は十分であると考えられる。

さて、ゴム引布の摩耗は、河川条件に大きく左右されるが、設置後 14年 間のゴ

ムの摩耗量は0.2mm程 度である。一般に、ゴム材料は金属に比べて耐摩耗性が

高く、ゴム引布の流砂に対する耐摩耗性は十分であると考えている。これらのこと

から、ファプリダムの耐久性は、鉄扉のそれに近いものであると思われる。
2.1.3フ ァプリダムの取付方法

図-2.1.1にファプリダムの取付図を示す。

ファプリダムの取付部は、ゴムの弾性減少やクリープによる応力緩和の影響を受

けず、またゴム引布にポルト穴を開けない構造である。

ファプリダムの固定部は、実践堰でその信頼性が評価されていることはもちろん、

繰返し引張疲労試験及び繰返し膨張・収縮実験等により、その耐久性が証明されて

ヽヽる。
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図- 2 . 1 2  ゴム引布と河床の取付図

2.1.4フ ァプリダムの損傷防止対策

ファプリダムの損傷は、主に出水時に堰が倒伏した状態において転流してくる岩

石により受ける貫通傷である。この損傷防止策として、1976年 より図 2.1.3に

示すようなクッション材を袋体内に取付け、転石エネルギーを吸収するクッション

エ法を採用している。

各河川の損傷防止策の設計は、各河川の流速により転石エネルギーを算出し、こ

のエネルギーを吸収できるクッション材の材質と厚さを選定する。

なお、クッションエ法を採用したファプリダムでは、転石による損傷事故は皆無

であり、転石による損傷防止対策は十分といえる。

膨 服 時 倒 伏 時

図 - 2 _ 1 . 3  クッション材の取付位置

カーベット本体

す ■i/
クッション材

tr!■

部
クッションオオ

タッション材

アレカーボル ト
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2.1.5ファプリダムの水理特性

(a)Vノ ッチ

Vノ ッチとは、空気膨張式堰の倒伏過程で、ある内圧で袋体の一部がV字 形に変
形する現象のことである。上流水位や流量を制御する場合、水膨張式堰では、天端
が‐障に低下するので問題はないが、空気膨張式堰では、不適当な範囲がある。
Vノ ッチ発生時の堰高は、初期内圧、周長/取 付間隔、上下流水位により異なる

が、一般的には、初期堰高の7割 程度である。なお、図-2.1.4に示す通り、Vノ ッ
チ前後で上流水深の急激な変化がみられないことから、Vノ ッチ発生による急激な
流量変化はないものと考えられる。

(b)越 流水深

E む ■ れ てし〕

図
-2.1,4 Vノ ッチ発生と上流水深

越流水深が堰高に比べ大きくなると、袋体の振動が発生するが、これは、ANW
ARに よって報告された現象である。本現象の解明は、種々のモデル試験で行われ
た 「ゴム引布製起伏堰技術基準 (二次案)」 (以下技術基準という。)に おいて、
最大越流水深は、空気膨張式堰では堰高の20%、 水膨張式堰では50%以 下を標
準値と定めている。この標準値は安全側を見たものであり、堰内圧を高 くすること、
周長/取 付間隔を小さくすること等で、越流水深を大きくすることは可能である。

2.1.6フ ァプリダムの操作設備 (機構)

ファプリダムの操作設備は、起立装置、倒伏装置、及び安全装置からなり、送風
機又は吸水ポンプの膨張用機器の起動と弁操作のみの簡単な機構であり、実績に裏
づけられた信頼性の高い装置である。

(a)起 立装置

起立装置は、エンジン又はモーターで駆動する送風機 (空気膨張式堰)や ポンプ

(水膨張式堰)で ある。

(b)倒 伏装置

倒伏装置は、河川水位を検知して自動的に排出弁を開放し、堰を倒伏させるもの

である。

水位検知器には、機械式としてバケット式、フロー ト式などがあり、電気式と
しては、フロー ト式、触針式などがある。

また給排弁操作力には、電力 (電動機)、 機械力 (パケットの自重)、 空気圧

■
●

〕

ヽ

。
，
ま

0  上 よ1末ヨ (■H }

● 内  工 【P'
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力等が一般的である。

(c)安 全装置

安全装置は、膨張媒体の過合による袋体の損傷防止と、倒伏装置が万―故障した

場合に袋体の倒伏を保証するものである。過給防止装置としては、エアープローォ

ンタンク (空気膨張式堰)、 サイフォン管 (水膨張式堰)な どがある。倒伏安全装

置としては、手動で排出弁を開放し、倒伏させることができるほか、過給防止装置

としてのエアープローオフタンクやサイフォン管によっても自動倒伏が可能である。

図-2.1.5にファプリダムで実績の多い空気式の倒伏装置を示す。

(d)膨 張媒体の安全排除装置

倒伏過程において、袋体が給排口を開基することを防止するために、図-2.1.6に

示すように、給排回は複数値設け、各給排口に位置する袋体の内面に、スノコ状の

スペーサー板を取付けることにより、堰の完全田伏を保証している。

①

の

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

夜  体

水を '気ロ シー ト

ドレインタく,ド

偽"a特 よ ァタンク

臨"官

=R河 床

A 柄 鮮 輌 ( は 断 )

図-2 1 . 6  給 排日の設置方法
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(e)ド レインの排除

空気膨張式堰では、袋体内に給気された空気は、河川水により冷却され、袋体内

や配管内にはドレインが発生する。また、不測の損傷による傷日からの河川水の浸

入が、堰の倒伏を阻害するような事態も安全対策上考慮にいれておく必要がある。

ファプリダムでは、原則的に採用している河床下水平配管により、ドレインは倒

伏と同時に自然に排出され、倒伏が阻害されることがなく、また、ドレイン抜きの

1        管 理も不要である。

(f)自 動制御機能

住友電工 (株)で は、全自動制御や、上流水位制御機能を備えたファプリダムを

設置し、現在、すべての堰がその機能を十分発揮し稼働している。

これらの操作機構は、基本的には、通常の操作装置を用い、水位と連動して、起

立機器、排出弁の 「ON、 OFF」 を制御するものであり、装置の信頼性は、一般

的なファプリダムと同等である。次の項でこの自動制御機能の詳細を述べる。

2.1.7自動起立・倒伏機能

洪水時には自動倒伏し、容易に河積を確保できることを特徴とするファプリダム

の無人管理、省力化を図るうえで欠かせない自動起立機構の開発を行った。

自動起立・倒伏操作機構図を図 2,1.7に示す。

図 2,1.7から分るとおり、操作は上流水位に応じたバルプの開閉を電気制御によ

り行い、操作としては、最初に操作方法を 「自動」にセットするだけで自動起立 ・

倒伏が完全に行われる。

なお、万一電気回路等にトラブルが発生した場合でも、機械式のバケット式自動

倒伏装置により倒伏は行われる。

また、このバケット式自動倒伏装置が故障した場合でもエアープローオフタンク

式安全装置により堰は倒伏する機構になっている。

以上のように、倒伏に関しては万全を期しているうえ、従来の機械式倒伏装置の

信頼性も高いので、堰の倒伏は確実に行われるといえる。

この機構は、現在までに中小水力発電用 、防潮用堰等に約 10件 の採用実績があ

る。

(a)自 動起立・倒伏操作要領

ここでは、自動起立 ・倒伏操作である電気式自動起立 ・倒伏機構について、その

要領を表す。

al電 気式自動起立操作

※ 操作方法を 「自動」にセットする。

ここで、水位が起立可能水位に達すると、次の要領で堰は起立する。

(1)バ ケット排水用電動式バタ弁⑤が開き、貯水バケット④内の水が排水さ

れオモリ付きレバー式バタ弁②がオモリの重さで閉まる。

(2)排 気用電動式パタ弁①が閉まり、給気用電動式バタ弁②が開く。そして、

給気用プロワー⑥が運転開始し、堰内への給気・起立が始まる。
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(3)袋 体内圧が規定圧力に到達すると、袋体内圧計⑥がそれを検知し、給気
プロワー⑥が停止して、給気用電動弁②が閉まり起立が完了する。

a-2電 気式自動倒伏操作

※ 操作方法を 「自動」にセットする。

ここで、上流水位が自動倒伏水位に達すると、次の要領で堰は倒伏する。
(1)上 流水位検知装置⑥により電動式バタフライ弁①が開き、袋体内の空気

が排出され堰は倒伏する。

(b)起 立 ・倒伏操作要領

ここでは、万一電気式自動起立・倒伏装置に異常が発生した場合の起立及び倒伏
操作機構についての要領を表す。

b-1手 動式起立操作

(1)水 封管 (エアープローオフタンク)① 内に起立時水位まで注水し、電動
式パタフライ弁①、オモリ付きンバー式バタフライ弁②、バルプ③、給気
用電動式バタフライ弁Oを それぞれ閉めて、手動バルプ◎を開く。

(2)給 気用プロワー⑥を始動し、給気用電動式バタフライ弁②を開き、手動

式バルプ◎を開めることにより袋体内に給気する。

(3)袋 体内圧検知圧力計⑥が所定の圧力に達すると給気用電動式バタフライ

弁②が聞めて、給気用プロワーを止めることにより起立を完了する。
b-2バ ケット式自動倒伏操作

上流水位が自動倒伏水位に達すると、次の要領で堰が倒伏する。

(1)上 流水が貯水バケット④内に給水されその水の重みで貯水バケット④に

連絡されたオモリ付きレバー式バタフライ弁②が開き袋体内の空気が排出
され堰は倒伏する。

b3手 動式倒伏操作

(1)電 動式バタフライ弁①又はオモリ付きレバー式バタフライ弁②を開くと

袋体内の空気が排出されて堰は倒伏する。

(c)水 封管 (エアープローオフタンク)式 安全装置操作要領

袋体内圧が設計圧以上に上昇すると、袋体内圧検知パイプラインの一端に設けら

れた水封管 (エアープローオフタンク)① より袋体内の空気を逃がし、袋体本体に異

常圧がかかるのを防ぐ。

2.1.8維持管理

ファプリダムは、塗装が不要であること、装置が単純であり点検が容易であるこ

とから維持管理が安価であるという利点がある。

以下では、堆砂の処理及び袋体の補修について述べる。

(a)堆 砂の処理

現在、堆積土砂の排除は、堰の自力起立操作によるもの、機械力によるもの及び

両者の併用により行われている。堆砂高さが事前に判っている場合は、袋体圧力を

自力起立可能な圧力に設計することも可能であり、また、堰の膨張倒伏の繰り返し

によるフラッシュ操作により、堆積土砂を排除し、機能を維持する堰高を確保する
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ことも可能である。

(b)補 修について

1 0 0Blll以下の破損に対しては、堰が起立した状態にてゴム栓、貝殻栓による修

理が可能である。1 0 0HBl以上の破損に対してはパッチ修理を行うが、ゴム引布の

加硫接着が必要であるため、修理箇所をドライにする必要がある。

なお、堰建設時に袋体内部に出入り可能な点検用マンホールを設置しておけば、

堰が膨張した状態で、堰内部からの補修が容易に行うことができる。

2.1,9フ ァプリダムの利点 (対鉄扉との比較)

ファプリダムの利点は多く、鉄扉との比較において主要な点を挙げれば、下記の

とおりである。

(a)倒 伏が確実、完全でかつ容易である。

(b)維 持管理が容易かつ安価である。

(c)施 工が容易で、かつ工事費が安価である。

(d)法 勾配が自由でどんな河川断面にも設置可能である。

(e)長 大径間が可能である。

(f)上 下部正とも軽量のため、軟弱地盤帯では特に優れている。また、不等沈下の

影響は少なく、耐震性が大きい。

(g)耐 海水性、耐薬品性に優れている。

2.2 規格

2.2.1ゴ ム引布の規格

ゴム堰に使用するゴム引布は、要求される性能から表 2.2.1の規格を満足するも

のとする。ファプリダムに使用しているゴム引布は、袋体に作用する張力を支える

ナイロンなどの補強繊維と、これを保護し、気密性、水密性を保つ特殊合成ゴムと

の複合材料である。ゴム引布は堰高によってその強度、厚さが異なり、表■2.2.2に

その規格を示す。     表 -2.21 」 ″、う|■の規格
| ‖材寄 試験 jF1 1  1 Aと 格  trl 試 験 方 法

墳

体

ゴ

ム

11

打

ゴ
ム

外

将

中
間
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llり胸i 物々rli ■

Ｅ

1 2 0“〔/ (」田れス11
4 0 0 %   以 上

J l S【 630 i  3
3  t r ( J l S  3 けダンド" )
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1 0 0 ● 4 1 i
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以 に

1 , い 3 0 0 %   以 1 1
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Ｖ
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Ｔ
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耐オツンt4i 1 0 0pph口 40● 、 300/e
9 6hrS   兵 林なし

」IS 1 6301 16

耐寒性 ぜい化温度 :-25℃ 以下 」IS【 6301 14

外
層
ゴ

ム

耐忠耗性 テーバー式感托伯
H18前 重 1000 8 r
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ゴ
　
ム

引
　
布
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Ｓ
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Ｑ
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引眼強さの
耐老化性
1 0 0 ℃ 4 日
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初期物性X80% 以 上
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引張強さの
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表-2.2.2 フ ァブリダムゴム〕1布の規格

堰高(m) 厚さ(冊■) プライ敗(p ry) 垂量(k8れ2) 引張強度(kほ/C「)
～  2. 0 4. 1 2 6 2 5 0

- 3. 0 5   5 3 8 4 3 0

～  4. 0 9  0 3 1 3 9 0 0

- 6. 0 1 6 . 0 3 1 9 2 0 0 0

2.2.2取付金具等の規格

「技術基準」では、取付金具及び袋体固定ポルトの安全率は8以上 (ただし、地

震時は2)と 解説されている。また材質は使用場所に応じ必要とされる強度及び耐

久性を十分考慮し決定しなければならないとしている。取付金具に要求される性能

は、材料的な強度の他に袋体が固定部から離脱しない構造を備えていることである。

図-2.2.1に袋体取付部の構造を示す。また、ファプリダムの取付金具の規格を表 2.

2.3に示す。

図 2 . 2 . 1 取付 金 具

表 -2.2.3 フ ァプリダム取付金具の規格

部 品  名 規  格 材質及び表面処理 」iS規格番号

クランピングパー 機械構造用
炭素鋼網材

S 4 5 C
Znド ブ演けメッキ

」ISC4051

ステンレス鋼樺 S U S 3 0 4 」ISC4303

ベースプレート 一般構造用圧廷鋼材 S S 4 1
Z nド ブ校けメッキ

JISC3101

熱問圧廷
ステンレス鋼板

S U S 3 0 4 」ISC4304

アンカーボル ト ステンレス範律 S U S 3 0 4 」ISC4303

一般構造用圧延鋼材 SS41 」iSC3101

鉄筋コンクリー ト用
鋼棒

S D 3 0 」ISC3112
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2.2.3配 管材料

袋体から操作室に連絡する配管として (1)膨 張媒体給配管、 (2)袋 体内圧検

知管があり、その他として、 (3)外 水位検知管、 (4)リ ト水管 (水膨張式のみ)

がある。

「技術基準」では、 「配管材料について配管用炭素鋼鋼管JIS G 8452 S

CP(白 )、 配管用ステンレス鋼管JIS G 3459 SUS 304 TP又 は上

記相当以上」と規定している。ファプリダムでは、すべての配管をこの規格に合致

させている。ただし、配管用ステンレス鋼管は、干潮河川部で塩水に浸る場合に適

用している。

2.3ゴ ム引布製起伏堰の大理化

住友電工 (株)は 、昭和56年 から新エネルギT財 団及び電源開発 (株)と 共同

でゴム引布製起伏堰の大型化のための実証試験を行ってきた。実証試験のため昭和

57年 11月 に庄川水系尾上郷川大シウド谷に堰高5m、 堰長 15mの ゴム引布製

起伏堰を建設し、この堰を用いて土石流下試験、堆砂排除試験等、様々な実証試験

を行ってきたが、どの試験も結果が良好であり、これによリゴム製起伏堰の大型化

が可宙ヒであることを示すことができたといえる。

また平成2年 には実用河川では初の3m以 上の堰高をもつ飯尾)|1角ノ瀬堰 (堰高

4.71m、 堰長24.Om)を 四国地建・徳島工事事務所の発注により建設した。

このようにゴム引布製起伏堰の大型堰への適用が実証されたことをうけ、平成3

年7月 10日 に建設省令第 13号 河川管理施設等構造令施行規則を一部改正する建

設省令第 14号 が公布、施行された。これにより、従来ゴム引布製起伏堰にも適用

されていた次の項目、

(1)堰 天端は、河床の高さと計画高水位との中間位以下 (H.W`Lの 1/2以 下)

とすること。

(2)堰 高は3m以 下とすること。

が緩和された。

これをうけて、ますますゴム引布製起伏堰の大型化が進むと思われる。

2.4鯛 難

住友電工 (株)は 、昭和40年 、滋賀県平田川に国内初のファプリダムを設置し

た。それ以来、25年 間の実績と1171基 (国内1149基 、海外22基 :平成

2年 3月末現在)の 実施例がある。その内で電力発電用として用いられているファ

プリダムを表-2.4.1に示す。
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No 年 度 河 名
規  模

堰高X河床幅 (取)
先入細 A/w

8召千日

5 4

5 5

5 7

5 9

6 0

6 0

6 1

6 1

6 3

平 成

1

2

2

7,'ミ ミ おタ
安 積発電所 ・三方川
トカ

・
オ

相 ノ尾発電所 ・中川堰堤
1カ

ケ
ミ] ' ,

尾 上郷川 ・大 シウ ド堰
(大型実証試験堰 )

AイA 'テ

榛原川上砂流入防止堰

山北発電所取水 ダム

奥戸発電所 ・阿木川堰堤

峰発電所取水 ダム

福栄発電所 ・大井川堰堤
ンン と′カ

タ
ミ

新 日野上発電 所取水堰

ユけミス
タ

寄水発電所 。新庄川
イナンA

石井発電所 ・稲葉川

黒谷発電所 ・黒谷取水堰
(建設 中)

2 . O  X  3 9  0

0 . 3 X  3 _ 6 2

5 , O  X  l o  o

1 3 X  2 0

2 5 X 1 9 o

l , 4 X  4 5

2 3 X 3 0 0

2 0 X 2 8 _ 5

l  S X 3 0 0

2 0 X 2 5 _ 0

1 7 X 1 4 2

6 _ O  X  3 4  5

関西電 力株式会社 ・姪路支店

関西電 力株式会社 ・京都支店

(財)新エネルギー財団
電源開 発株式 会社

中部電 力株式会社 ‐静岡支店

東京電力株式会社 ・神奈川支店

中部電 力株式会社 ・岐阜支店

東京電 力株式会社 ・神奈川支店

中国電力株式会社 ・山 口支店

鳥取県 日南町小水力発電 公社

岡山県企業局

関西電 力株式会社 ・姫路支店

電源開発株式会社

Ｗ

　

Ｗ

　

Ａ

Ｗ
　
Ａ
　
Ａ

A

A

A

A

W

A

表-2.4,1 電
力発電用ファプリダム実績表

A :空 気膨張 式 W3水  膨 張式
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第 3節  ラ バーダム

3. 1  ラ バーダムの構造 と特徴

ラバーダムの構造 と特徴の主要 なものは下記の通 りである。

3. 1 , 1  袋 体の構造

プ レス加工 による厚手板状製品のため倒伏形状が河床に対 してフラ ッ トにな り肉

厚 が厚 く十分 な外層 ゴム厚 を有 している。

(1 )転 石による損傷は摩耗が支配的である事が水槽実験 による挙動観察及び実際の

過酷な河川 で実証 されてお り、摩耗 に対 しては肉厚 を厚 くす る事 によって対処す

る事ができる。

標準外層 ゴム厚は 5. O m mで ある。

(2 )ゴ ムに伸 び歪が生 じている と損傷 を

受け易いので、 ゴム堰 と しては倒伏時

に伸び歪が生 じないようにフラッ トな

倒伏形状 と している。

3. 1 . 2  袋 体 のゴムの材質

袋体の ゴムは耐候性、耐オ ゾン性、耐熱性 に非常に優れている合成 ゴムー E P D

M (エ チ レンプロピ レンジエンモ ノマー)を 使用 している。 E P D Mは 通常、耐候

性、耐オ ゾン性 が強 く要求 され る電線被覆、窓枠等の用途 に広 く使用 されている。

3 . 1 . 3  袋 体 の接着力

高圧 プ レス加工品のため、ゴム とゴム、補強繊維 とゴムの接着力が強 く経年変化

に対 しても十分な強度 を有する。 ゴム袋体は補強繊維 とゴム を複数重ね合わせ たも

の を加硫 とい うゴム材料特有の工程 を経てゴム弾性体 を作 るが、加硫時に加 え られ

る圧力の大小 によって、 ゴムとゴム、補強繊維 とゴムの接着力 は著 しく異 なって く

る。 ラバーダムのゴム袋体 は高圧 プ レスによって巻 き蒸 し加硫 の 1 0倍 程度 の面圧

とかける為 ,接 着力が強 く安定 してお り経年変化に対 しても十分な強度 を有する構

造になっている。

図 - 3 . 1 . 1 に
高圧 プ レス加 工の方法 を示す。

加硫 :加 硫剤 (主に硫黄 )を 配合 したゴムに熱 と圧力 を加 えると硫黄 とゴム

とが結合 して弾性 のあるゴムに変わる。 この加熱 ・加圧工程 を加硫 と

いう。

占i R モプ レス 加 硫

図 -311高 圧プ レス加工

・圧↓

フ ラ ッ ト

(伸 び歪みな し )
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3.

1.4 袋 体の振動防止対策

従来の空気膨張式のゴム堰は、水膨張式に比べて振動しやすいので、最大越流水

深は水膨張式の0.5Hに 対し、0.2Hと いわれていたが、ラバーダムはフィン付き構

造であるために越流水脈がフィンから剣離して安定しており、越流が高 くなっても

大きな振動は起こらないので、空気膨張式でも従来の水膨張式 と同様、越流が0.5H

まで適用可能である。

フィン (デフレクター)を つけることにより振動が防止できる理由は以下の通 りで

ある。

(1)フ ィンのない場合は、越流水の堰表面からの剣離点が流れの乱れにより上下に

変動し、堰の振動を助長する。

(2)フ ィンの有る場合は、その剣離が必ずフィン部分にて起こる為、空気層ができ、

この部分が安定している為、振動はほとんど起きない。

図-3.1.2に フィンのある場合とない場合の振動試験結果を示す。

また越流が0.5Hを 越える場合には、別途、振動防止制御対策で対応可能である。

1.5 滑 落防止対策

ゴム堰表面にラフトップという特殊な仕上げをしており滑りにくい構造になって

いる。ゴム堰の上に乗らないように管理することが原則であるが、ゴムの表面にラ

フトップという凹凸があるために万が一堰上に人が乗っても滑 りにくく安全である。

図-8。 1.8に ラフトップの加工図を示す。

図 3.1.3ラ フ トップ加工
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8.1.6 袋 体の固定方法と取付金具

凹凸形状金具で肉厚の均一な袋体をはさみ込み固定する為、単純構造で施工が簡
単、しかも引き抜き強度はゴム堰本体の強度と同等である。

(1)通 常は一列で固定する方式とし、下流側からの力を受ける場合には二列で固定
する方式を採用する。図-3.1.4に

袋体の固定方法を示す。

一 ダ1 固 定

一 列  日 _  列   日

図-3.1.4袋 体の固定方法

(2)袋 体の肉厚が均一になっている為、取付部はシール剤を用いなくてもシールが

確保されるのでエアー漏れがない。また、構造が簡単であるため、現場での手直
しがない。

(3)長 時間の使用ではゴムが凸凹に沿って永久変形して、機械的な固定力が増加す

るため、引抜強度の低下はない。

1.7 起 立 ・f4伏の安全性

スペーサー機構により給排気が確実に行われるので起立 ・倒伏の安全性が高い。

河床配管をな くし袋体の中にゴム製スペーサーを取 り付ることにより、片法面配管

だけで起立 ・倒伏が完全に行われる機構である。河床配管をなくすことによリドレ

二 列 固 定

- 7 1 -



インが配管内に溜ることがなくなる為、操作室内ピットを浅 く設計できる。

また、床板の打ち継ぎ部の処理や地震による破損の心配がないため、工期の短縮、

下部工事費のH l j減が可能となる。図- 3 . 1 . 5に スペーサー方式の機構 を示す。

図-3.1.5ス ペーサ方式
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3 . 1 . 8  操 作機構

起立 ・倒伏はすべて地上で可能であ り、操作も簡単である。ゴム堰の起立 ・倒伏
操作は安全上、堰を見ながら実施するのが望ましく、その為に操作は地上でできる
ようにしている。また、河川の状況に合せて 2タ イプのシステムがある。表 -3.

1 .  1に 2タ イプの操作機構の比較 を、図-3. 1 . 6に
操作機構図を示す。

図
饗
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A タ  イ  プ B タ  イ  プ

適

用

区

分

・一
般の用途 に適用する。

・下流水深が有る場合 (防潮堰等)、

多 スパ ンの場合、操作室側 に魚道や

上砂吐工がある場合等には適用でき

ない。

下流水深が有る場合 (防潮堰等)、

多スバンの場合、操作室側に魚道

や土砂吐工が有る場合に適用する。

特

徴

操作室のピットが浅い。

袋体、配管内の ドレインは河川内に

排出する。

自動倒伏はフロー ト方式による。

操作室のピットが深い。

袋体、配管内の ドレインは倒伏時に

排気 とともに操作室に排出する。

自動倒伏はバケッ ト方式による

表 -3 操作機構

1. 9  付 属設備

◎上流水位 一定制御装置 (S C U L )

上流水位
一

定制御装置 (S C U L )を 取付ける事によ り倒伏 時に急激な下流への

放流 も起 こさず、流入量に応 じて堰高 を自動的に調整する事で常に上流水位 を一定

に保 つことができる。図 -3 . 1 . 7に 制御系統図 を示す。

作動原理 は以 下の通 りである。

(1 )上 流水位 を水位計によって測定 し、あ らか じめ ヨン トローラに記憶 させ たデー

タと比較する。

(2 )デ ータをもとにコン トローラにて PI D演 算 を実施 してブロアーの ON - O F

Fバ ルブの開閉及び操作時間 を設定する。

(3 )設 定 され た操作 に従 って、 ラバーダムは自動的に給気、排気 を行 い、堰高 を変

える。

(4 ) ( 1 )～ ( 3 )を自動的に繰 り返 す事 により、いかなる流入量に対 しても水位 は常 に
一

定 に保 たれる。

図 - 3 1 . 7上 流水位一定制御装置
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3.2 規  格

3.2.1 ゴ ム引布の規格

(1)袋 体の物性

袋体の物性は 「ゴム引布製起伏技術基準 (二次案)」 に準拠している。表-3.

2.1に 規格値を示す。袋体の安全率は経験的に設計計算張力に対して8(地 震
時は8/1.5)以 上としている。

ゴム材質としては、特に耐候性の優れたEPDM系 配合を使用し、補強層とし
てはナイロン帆布を使用している。

表-3.2.1袋 体の物製 (ゴム引布製起伏堰技術基準 (二次案)よ り抜粋)

部材等  試 験項 目 規 格 値 試 験 方 法

袋

体

ヨ

ム
　

引
　
布

ゴ
ム

（
外
層

・
中
間
層

・
内
層
）

初 期 物 性
Ｂ

Ｂ

Ｔ

Ｅ

120k,/c材 以上
4 0 0 %  以 上

」I S  K  6 3 0 1  3
3 点 ( 」I S 3 号グ

‐
ン八ル)

性

日

ヒ

４

老
℃

熱

００

耐

１

TB  100k夕 /筋 以上
EB  3 0 0 %   以 上

」Is K 6301  6

耐  水   性
7 0 ℃ 水 4 日

Z V  2 o %    以 下
TB   1 0 0り /材 以上
E B  3 5 0 %  り 性

」IS K 6301 12

耐 オ ソウ 性

1 0 0 pPhm, 40℃ ,
5 0 % ,  9  6  h r s

異状な し
」IS  X  6 3 o l  1 6

耐 寒 性
ぜい化温度

- 2 5 ℃ 以下
」IS  K  6 3 0 1  1 4

外
層
ゴ
ム

耐 ま も う 性

テーパー式 まもう輪
H18荷 重 1000gr
回数 1000回 05 πι以下

」IS L 1096 6
153C法 に準ずる

コ

ム

01

布

引 張  強  さ

( グ テ )

設計計算張力×8 以 上
(ヨ ヨ)
グテの 2/ 3    以 上

」I S  K  6 3 2 8   6
3 5 ( 1 ) または 」I S  L
1 0 6 8 ( ストリッフ

・
法)

に準ずる。

引張強 さの耐熱

老化性
l o O ℃ 4 日

(グ テ )
初期物性 X80% 以 上
設計計算張力 ×8 以 上

同 上

引張強さの耐水
性 70℃ 水 4日 同 上 同 上

ゴムと織布との

接  着   カ

( グテ ・ヨコ )
初期物性 6k夕/御 以上
7o℃水4日 4り/御以上

」I S  K  6 3 0 1  7

( グンザ ワ)

ここに' TB:引 張強さ

EB:伸   び

zV:体 積変化であ る。
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(2)袋 体構造

ラバーダムは厚肉の板状袋体構造を特徴としている。 (図-3.2.1参
照)

標準的な肉厚と重量を表-3.2.2に 示す。

特に外層ゴムは、袋体の気密効果と共に、強度部材である補強繊維の劣化を防
止する等、袋体保護層として重要な部材であり、袋体の耐久性は外層ゴムの劣化、
流下物等による摩耗 ・損傷によって大きく左右される。外層ゴムの厚さは、標準
的には表-3.2.2に 示す通りであるが、堰設置予定地点の河川状況、堰の使
用状況によっては、更に肉厚の厚い設計を行っている。

表-3.2.2 袋
体の肉厚と重量

__三
ご ==_===

三=三 式青三

打強樹掟

図-3.2,1 袋
体の構造

路編
肉 厚 X

(需/帯)厚

ｍ＞
総
＜ｍ 螢僻臣品

H ≦ 1 9 10 6

1 9 < H≦ 2 3

2 8 < H≦ 3 3 50 17

3 3 < H≦ 3 0

3 8 < H≦ 6 0 22 5

※重豊 は片面の重量 を示す 。
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2.2 取 付金具等の規格

(1)取 付金具

袋体取付金具は、アンカーボル ト●ナット、埋込金具、押え金具から構成され
ており、シンプルな構造で確実な気密性、強固な固定力を保持する構造としてい

る。図-3.2.2に 標準的な構造、表-3.2.3に 取付金具の材質を示す。

取付金具の安全率は3(地 震時3/1.5)以 上としている。

表-3.2.3 取
付金具の材質

図-3.2.2 取
付金具の構造

名 称 材 質

押 え 金 具 FCD500(z〕 溶融んキ)

埋 込 金 具 S S 4 0 0     (Zn拷岱昂敵メ,キ)

ア ンカー ポル ト

良&普388。暫n溶融ゎキ)

ナ   tッ   ト

受怠88S30ヤn溶融んヽ)

ワ ッ  シ  ャ S U S 3 0 4
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( 2 ) ス ペーサー

スペーサーはゴム製ホースを2～ 4本 平行に並べた形状でホースの径及び間隔

は表 - 3 . 2 . 4 に 示す通 りである。

表 -3.2.4 ス ペーサーの寸法

ラパーダム容量VMmめ サイズX本 故 Wl(mm) W2(mm)

VM≦ 50 φ30X2 1 4 0 8 0

5 0 < V M ≦ 1 0 0 ψ30× 4 3 3 0 8 0

1 0 0 < V M ,50X2 4 3 0 1 2 0

2 . 3  配 管

配管材質は通常、水道用亜鉛 メッキ鋼管 ( S G P W )を 使用 している。

ラバーダム容量により表 - 3 ,  2 .  5に 示すように分類 しているが、起立

間に特に要求がある場合にはその都度、配管径 を決定 している。

表-3.2.5 給
排気管の径

ラバーダム容量 VM(市 配管径

VM≦ 50 5 0 A

5 0 < V M ≦ 1 0 0 80A

1 0 0 < V M 1 0 0 A

配管径は
・倒伏時
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3.2.4 側 壁部の取付高さ

起立時には袋体の側壁部近傍に
“シフ"を

生ずるが、シワ部からの漏水を防ぎ
貯水を完全にするために、側壁部の取付高さを堰高よりも高 くしている。標準的
な取付高さを図-3.2.8、 表-3.2.6に 示す。また最大越流水深が比較
的高い場合には、フィンの振動防止効果を高めるために取付高さを更に高 くする
こともある。

3.2.5 河 床形状

取付金具や袋体が倒伏時に計画河床より上に突出しない様に、通常はラバーダ
ム設置面を図-3.2.3に 示すように堀込んでいる。

図 -3.2.3側 壁部取付 け高 さ及び河床形状

表-3.2.6 側 壁部取付高さと河床形状

法 勾  配 H t / H r

1/00よ り急 1.20

1/0,3～ 1/05 1 17

1/05～ よりなだらか 1 10

取 付 金 呉

/イ /

/    /
″    /

/ / /

堰高(m) hl(mm) ha(mm) h b ( m a l )

～ 3 3

～ 6 0 100
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3.3 使 用実績

我が国では、昭和89年 に多摩川支川に最初のゴム堰が採用され、以来現在ま
で約 1700箇 所の設置実績がある。プリデス トンは、我が国へのゴム堰導入当
初より研究に着手した。以来、ゴム総合メーカーとしての豊富な知識を背景にし
てゴム堰に要求される機能 ・品質を追求し続け、昭和54年 に従来のゴム堰と異
なる厚肉タイプの新しいゴム堰を市場に送り出した。

そして、プリデストン●ラバーダムの耐久性 ・機能性が評価され、現在までの
13年 間で国内外に400箇 所の実績を得るに至った。中でも特筆されるのは、
我が国ではじめて計画高水量が2000 /Sを 越える東北地方建設局鳴瀬堰 (高
さ2.3m× 幅42.lm× 8ス パン)で 採用されたこと、空気膨張式での高越
流対策品の採用が増えていること、転石の多い急流河川への採用が増えているこ
と、そして、ダムの堰上げとしての採用が上げられるが、以下に詳しく述べるこ

とにする。

表 -3.3.1主 要なラバーダム実績表

年 度 堰高 ×河床巾 河川名 ・発電所名 事 業  者

1988

1984

1986

1989

1 350 ×8 000

2.000 ×26.000

2.000 ×20 000

1 . 8 0 0  ×1 4  1 6 0

2.900 ×20.000

羽束川

川原樋川

板取川 自谷発電所

早川山崎発電所

七宗発電所

関西電力働

関西電力仰

中部電力船

東京電力榊

中部電力働

3.3.1 高 越流対策ラパーダムの実績

空気膨張式でも、フィン付きラバーダムは、0.5×H(堰 高)ま で有害な振動が

生じないことが確認され、表-3.3.2に
示すごとく空気膨張式の高越流品と

して数多 く採用されるようになった。これは、発電用取水ダムとしてゴム堰を用
いる場合に、下流に与える治水上の制約、上流側の河床変動に対する制約が無け

れば、溢水電力畳を減じるため越流水深を大きくとり、倒伏回数を減らす事が得

策だからである。
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表 -3,3.2空 気式で高越流実績

年度 堰高 ×河床巾 河川名 ・発電所名 越流水深 事 業  者

1983

1984

1.350 文8.000

2 000 ×26.000

羽束川

川原樋川

0.296H

O.400H

関西電力鶴

関西電力備

3.2 ダ ム嵩上げの実績

貯水池の上砂堆積や、計画貯水量の増加等で既設ダム (固定堰も含む)の 嵩上

げが計画される場合があるが、軽量であるゴム堰は適 していると云える。その中

でも、施二等 と考えると、河床配管 を不要としたスペーサー方式が最も適 してい

る。ここでは代表例として4物 件 を紹介する。

表-3.3.3 ダ ム嵩上げ使用実績例

ダム (堰)名 市川江鮒井堰 NONC VAI DAM BROADWATER POWじ R PIT RIVER DAM # 3

設置場所

堰の規模

(堰高X河 床幅)m

目的

既設ダム高さ

設置年月

兵庫県

0.3 X 3 . 0

飲料水

1.5n

1981.3

タイ

0 6 X 1 2 5 0

農業用濃概

1.4コ

1985.2

ア メ リカ

3 . 3 5 X 1 5 . 5 3 X 7 P 弓

発電用取水

10山

1988.10

ア メ リカ

1 8 3 X 2 5 , S 3 ×3 門

発電用取水

30a t

1 9 8 8  1 0
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第 4 章  ダ ム 基 礎 処 理 の 新 工 法
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まえがき

我が国の水力開発は主として河川の中上流部の立地条件の良好な高落差地点を中心に行
われてきた。これに対し、河川の中下流部の川幅が広く砂礫層が厚い地点は、ダム基礎処
理が困難で費用が高むために、未開発地点が多く残されている。

砂礫層は一般に支持力は充分であるが、基礎を通じての漏水が問題となる場合が多い。
砂礫基礎を浸透する水を抑制する方法としては、近年は構造物の安全性に対する重要性が
高まり、確実な道水性を確保できる、砂礫層を全面的に近水する工法が採用される傾向に
ある。

全面的に遮水する工法としては、①不透水層までの掘削及び上質材料での置き換え、②
連続地中壁、③グラウチング等がある。この中で岩盤まで掘削して不透水性の上質材料と
置き換える工法は最も確実であるが、掘削量の増大、ダム体積の増加、更には河流処理費
の増大などにより、経済的にダム建設が困難となる場合が多い。このため砂礫層上に直接
ダムを構築し、砂礫層を遮水処理することによリダム建設コストの低減を図ることが重要
である。

砂礫層の近水処理工法としては、①ソィルセメント、コンクリー トなどにより砂礫層中
に連続地中壁を形成する工法、②粘上、セメント又はこれらの混合物と砂礫層中に注入 し
て止水壁を形成するグラウチングエ法に大別される。砂礫層上に直接ダムを構築するため
には、変形性に富む砂礫基礎に適合する連続地中壁工法及び砂礫層に代表される均等注入
が困難な地盤にも有効なグラウト注入工法等をそれぞれ導入する必要があった。

このような背景のもとに、ベントナイ ト混入コンクリート地中壁とWMcグ ラウチング
による砂礫層のダム基礎処理実証試験が電源開発 (株)の 只見ダムで行われた。この実証
試験に基づき、ベントナイ ト混入コンクリート地中壁とWMCグ ラウチングの技術の概要
と実証試験結果について以下に記述する。
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第 1節  技 術の概要

1.1 ベ ントナイ ト混入コンクリー ト地中壁

1.1.1 -般 概要

連続地中壁工法は、確実な止水壁の形成 と適用範囲の広さか ら、海外での実績は多い。

我が国では、幌別ダム (1964年)、 日新ダム (1968年)、 武利ダム (1979年)の 3例 が鉄

筋コンクリー トによる地中壁をダム基礎処理に採用 しており、その他に袖部処理等の補助

的な遮水に採用 したり、二次締切などの仮設備への適用例がある

地中壁の壁体材料は普通 コンクリー ト系 と、ソイルセメント、ベン トナイ トセメント等
の塑性 コンクリー ト系 とに分類される。一般に普通コンクリー ト系の地中壁は周辺地盤に

比べて円1性が大 きいために、地中壁 と周辺地盤を含むダム基礎全体が不均一な変形や挙動

を示す ことが懸念され、この点が設計 ・施工上の課題である。このような従来の材料によ

る問題点を解決するために、周辺地盤に近い変形性を有する壁体材料のひとつ として、塑

性 コンクリー ト系に分類されるベントナイ ト混入コンクリー トが開発された。

実証試験地点の只見ダムは厚さ約20mの 砂礫層上に直接構築するロックフィルダムで、

施工面積約4,000ポに及ぶベン トナイ ト混入 コンクリー ト地中壁を国内で初めて施工 して、
ベ ントナイ ト混入コンクリー ト地中壁のダム基礎処理 としての適用性及び信頼性を明らか

に した。

以下にベ ントナイ ト混入 コンクリー トの性状、地中壁の設計並びに施工について記述す

る。

1.1.2 ベ ン トナイ ト混入 コンクリー トの性状

ベ ン トナイ ト混入コンクリー ト地中壁は砂礫層に近い変形性を有 し、かつ遮水壁 として

の所要の遮水性、強度、耐久性及び施工性が必要とされる。只見ダムでは、単位セメン

ト量を75～200 kg/m3、単位ベ ントナイ ト量を 0～30 kg/m3の範囲で変化させて、  表
1.1.1に示す項 目について配合試験を行 った。ベントナイ ト混入 コンクリー トの練 り混ぜ

では、あらか じめベ ントナイ トと水を混合させてベ ントナイ ト溶液を作成 して24時間十分

に膨潤させ、 250〃 可傾式 ミキサーを用い 3分間行った。配合試験結果は下記に詳述する

とおりである。

① フ レッシュコンクリートの観察ではベントナイトを混入しない場合、コンクリートの

ワーカビリチーが悪く材料分離が甚だしく実用的でない。またセメント量が少ない配合で

も同様な傾向であり、水中コンクリートとして十分なワーカ亡リチーを有するプラスチッ
クなコンクリートであるには、単位セメント量は100kg/m3以上必要である。

② 一 軸圧縮強度試験の結果を図 1.1.1に示す。強度はセメント量が多くなるほど大きく
なリベントナイ ト量が多くなるほど小さくなる傾向がある。すなわち、ベントナイトを混
入することにより、ベントナイトの保水性のために水セメント比が増加し、一般の普通コ

ンクリートより低強度のコンクリートとなる

③ 一 軸圧縮強度と変形係数の関係を図 1.1.2に示す。両者の間には十分な相関が認めら

れ、ベントナイ トを混入することにより変形性の大きいコンクリートが得られた。
④ 透 水係数は強度の増大とともに小さくなる。すなわち単位セメント量が多いほど透水
係数は小さくなるが、最小セメント量75kg/m3でも10 Scm/sec以下であり、十分な道水性
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を有している。

⑤ 一 般にコンクリートの耐久性に影響を与えるのはコンクリートの凍結融解であるが、
地中壁は砂礫層中に構築されるものであり、地中の温度変化は小さいと考えられる。耐久
性については、供試体に 0～20℃の温度変化を繰り返し与え、材令91日の動弾性係数の変
化を調べた結果、1000サイクル経過後においても全ての配合に対 し動弾性係数の変化は小
さく、耐久性についても特に問題はなかった。

表- 1 . 1 . 1  試験 項 目 ( 只 見 ダ ム )

試 験 項 目 試 験 方 法 供試体寸な 試 験 材 令

,レ,,■

〕ンタリート

ス ラ  ン  ブ

空  気  量

プ リー ジング

J ! S  A  l 1 0 1

JIS A l128

JiS A l123

硬 化

〕ンタけ―|

_ 6 n 圧 船 強 度

静 弾 性 係 数

曲 げ  強 度

長さ ・重量変化

三 e n 圧結 試 験

長 期 載 高 試 験

透 水 試 験

濃 食 試 験

jiS A l108

ダイヤルゲーラ たよ

」iS A l106

31S A l129

土雰学会Uせ法

圧 縮  南  重

ゆ10 X 2 0 c m

1 5 X 1 5 X 5 3品

1 0 X 1 0 X 4 0価

φ1 0 X 2 0 m

, 1 0× S  c l

φ 1 3 X 1 6  5 c l n

(中空 φ2c I )

28日 91日 ,6ヶ 月, 1年

28日.91日 , 1年

91日よ り

28日より
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1 , 1 , 3  設 計

ベ ン トナイ ト混入コンクリー ト地中壁は、ダム基礎処理に必要な遮水性、変形性、強度
及び耐久性が要求され、設計に当たっては、地中壁がこれらの条件を満足するように、下
記の事項に関 して検討が行われた。

(1)地 中壁の構造設計

ダムの高さ、形状及び砂礫層の厚さ、分布状況等に応 じて、地中壁の位置、深さ、厚さ
等を決定 し、構造的安定性及び水理的安全性の検討を行 う。

一般に、地中壁は土質遮水壁 と一体となって道水する構造 となるように配置 し、岩盤 ま
で施工するのが原則である。地中壁の厚さは、実績によれば50～10 0 c mが一般的である。
更に、地中壁 と土質遮水壁 との取付部にあたる地中壁頭部は最 も重要な部分であり、この
頭部周辺の力学的、水理的挙動を吟味 して、十分安全な構造 としなければならない。

只見ダムは厚さ約 20mの砂礫層上に築造された堤高 20m、堤長約 500 mの 中央遮水壁型
ロックフィルダムである。堤体下部の砂礫層の遮水のために、深さ約 20m ,延長約 220 m ,
総面積約400 0 m 2の連続地中壁を設計 した。

只見ダムの地中壁の設計概要は以下の通 りである。

① 地 中壁の厚さは、砂礫層中の礫の粒径及び施工性を考慮して、 t=80cmと した。
② 砂 礫層の止水を確実に行うために、地中壁は砂礫層下部の基礎岩盤中にlm程度根入れ
させ、更に岩盤中に深さ5mのカーテングラウチングを行った。
③ 地 中壁頭部周辺の上質遮水壁内の浸透流を抑制するために、地中壁は土質遮水壁内に
貫入する形状とし、その突出長は1.9mとした。

④ 築 堤完了後には地中壁頭部と砂礫層表面の沈下量に差が生じると予想されるので、こ
れに対処するために地中壁頭部と上質近水壁の取付部の間に塑性指数の大きい緩衝材 (接
合材)を 使用し、更に地中壁頭部の上部0,4mを半円形状とした。
⑤ 地 中壁頭部周辺の浸透流の抑制及び砂礫層の均質化を目的に、WMc(Wet Mllled
Cement)を用いて土質遮水壁底部には深さ5mのブランケットグラウチングを行った。

只見ダムの標準断面及び地中壁詳細は図 1.1.3および図 1,1.4の通りである 地 中壁頭
部周辺は、地中壁 ・砂礫層 ・土質遮水壁と変形特性がそれぞれ異なる材料が接する部分で、
3者の相互作用を十分に把握して設計上対応する必要があり、地中壁材料の選定、地中壁
の位置、地中壁の上質遮水壁内への突出長、砂礫層の地盤改良、緩衝材 (接合材)お よび
施工性等を総合的に勘案しなければならない。一般的な設計例は下記の通りである。
① 地 中壁を上載荷重の小さい位置に配置し砂礫層の沈下を少なくする。
② 地 中壁頭部に変形性の大きい材料 (緩衝材、接合材)を 配置して地中壁と砂礫層間の
沈下量の差に対応させる。

③ 砂 礫層をグラウチングにより改良して砂礫層の沈下量を少なくする。

- 8 9 -



10_00

ベン トナイ ト逢入 ヨンクリー ト地中里

図- 1 . 1 . 3 只見 ダ ム 標 準 断 面

図-1 . 1 . 4 地 中 壁 頭 部 詳 細

トグラウチング
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地中壁の応力解析は、有限要素法を用いて盛立及び湛水過程を考慮 した二次元線形弾性

を行い、更に動的解析により安全の確認を行った。安全性の検討は要素安全率により行い、

盛立時、湛水時、地震時を通 じて要素安全率 2.0を確保するように した (図 1.1 . 5参照)。

この結果、地中壁内部に発生する最大応力は地中壁の着岩部付近に生 じ、要素安全率は

2.3であった。なおベ ン トナイ ト混入 コンクリートの強度は、粘着力 C=3 . 5  k g f / c m 2内部

摩擦角φ=35° である。

動的解析は、解析 コー ドにsup e r  f l u s hを使用し、入力波形 として伊豆半島東方沖地震
の最大加速度を250 g a lに、豊後水道地震及びタフ ト地震を150 g a lにそれぞれ規準化 して用

いた。 この結果、最大応答加速度は入力に対 して地中壁頭部で0.9 4～1. 3 7悟、ダム堤頂で

2.1 5～3. 1 9倍に増幅されているが、地中壁の応力増分は数 %と小 さく、問題のないことが

確認 された。

有限要素法による静的解析によれば、盛立完了時における地中壁および砂礫層の沈下量

はそれぞれ 2.l c m及び 2.5 c mで、地中壁 と砂礫層の沈下量の差は 0.4 c mである。地中壁頭

部には30c mの厚さで接合材 と呼ばれる塑性指数の大きな土質材料を配置 して、緩衝材の役

割を果たすようにしている。

lt;i暑轟
了寺

米 口■のモーた円の
ラち 其練甘上売
加,醸 ビ科ヨ期
tiれ

5          10
- 。 l k 。庫 〕

図-1. 1 . 5地中壁の応力および安全率

業差奏套単

一―一 σtk9偽 F,
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1 . 1 , 4  施 工

(1)施 工順序

ベ ントナイ ト混入ヨンクリー ト地中壁の構築は、先行エ レメン ト、後行エ レメントの順

で行 った。一般に地中壁工法では一回の打設単位をエ レメントと呼んでいる。

各エレメントの施工順序は図 1.1.6及び図 1.1.7に示す通りである。先行エレメントは

①プレボーリング、②掘削、③スライム処理、④インターロッキングパイプの建込み、⑤
コンクリート打ち込み、⑥インターロッキングパイプの引き抜き、の順に施工し、後行エ

レメントは①プレボーリング、⑥掘削、③維ぎ手面の清掃、①スライム処理、①ヨンクリ
ート打ち込み、の順にそれぞれ施工した。

Oプ レヤーリング O取   '1     0ス ライム廷寝  Oイ ンターoフ キング′てイプ雄込 C打   数 0イ ンター0フ キング′【イブ31と

図 1.1.6 ベ ン トナイ ト混入 コンクリー ト地中壁施工順序 (先行エ レメ ン ト)

0ブ レ宗―リング ● 燿  n t 0ジ ヨイントn' Gス ライムA域 O "  ョ

ブクオーガー

M H L 担 用 n

ン

掛再じほ

― ― ―    ″           ″ 1     , ″      ″ ` ム ′ ヤ 1 ″

図 1.1.7 ベントナイト混入コンクリー ト地中壁施工順序 (後行エレメント)

トレミー行

／

労
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(2)エ レメント割 り

エ レメン ト割 りは地盤条件、地中壁の壁厚、掘削深度及び掘削機械等の諸条件を考慮 し
て決定される。一般にエ レメント長を長 くとれば継ぎ手部の数が減 り、壁体の止水性及び

連続性の点で有利にな り施工能率 も向上するが、掘削時の溝壁の安定確保が困難 となる。
只見ダムでは、先行エ レメントは 3回 のバケット掘削を標準 として、エ レメン ト長を

5.475m、後行エ レメントも同様に 3回 バケット掘削でエ レメント長を6.150mとした。

(3)準 備工事

準備工事には岩盤線調査ボーリング、ガイ ドウォール、機械据付盤等がある。岩盤線調
査ボーリングは、砂礫層下部の岩盤線を確認 し掘削深度を決定するために実施するもので

ある。只見ダムではダム軸上に 20mピッチで岩盤線調査ボーリングを行 った。
ガイ ドウォールは図 1,1.8に示すような仮設構造物であり①地中壁の掘削位置を明確に

する ② 掘削時の地表部の崩落を防 ぐ ③ 壁体の掘削精度を高める ③ 掘削機械や トレミ
ー管等の重量物を支える等の役割を果たすものである。

ガイ ドウォールの内幅は地中壁の壁厚、河床砂礫の粒径、施工性等を考慮 して決められ
るが、本地点の場合、河床砂礫に含まれる転石が60cm程度であることか ら掘削ず りの搬出
には支障が無いと判断 して、ガイ ドウォールの内幅は掘削機械のバケット幅 (80cm)に余

裕を加えた85cmとした。またガイ ドウォールの天端標高は、地中壁の天端標高に対 して コ

ンクリー トの余盛 り高50cmを考慮 している。

地中壁の上下流それぞれ 15mの範囲は、掘削、コンクリー ト打設等に関係する施工機械
の据付地盤 となるので、砂礫層の上部約30cmをセメントと直接混合させ、振動 ローラによ

り転圧 して地盤の安定を確保 した。

ガィ ドウォール

図- 1 . 1 . 8  ガイ ドウォール標準断面

(4)  材語肖町

砂礫層の掘削には、 ド ーナツ型ロックオーガ、大型バケット式掘削機、中型バケ ット式

掘削機及びチゼルの組合せにより行った。 ドーナツ型ロックオーガはバケット掘肖1の能率
を高めるためのプレボーリングに使用 した。またチゼルは大きな転石や岩盤を破砕するた
めに使用 した。バケット式掘削機の諸元を表 1.1 . 2に示す。バケ ット掘削機には傾斜計が

内蔵されてお り、調整用スタビライザーも側部に取 り付けられていて溝壁の鉛直性を確保
しなが ら掘削できる構造 となっている。
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表-1.1.2 大型 ・中型バケット式掘削機諸元

型  式

人 な!加 削 ド境 中 型 颯 出1 離

バケ 号′1厚 (m) 0,8(} 0 村0

′(ケント'再 (■わ tチ_21) 2_?〔)

ン`う ント宅` 最 (甫) | . 覇 0,95

全 高 (81) ‖_0 7 0

向    述 (t) |(,.0 1(10

全 体 登 丘 〈め 釣.9 11,9

ベ ー ス マ シ→ ′ 100ト ン級 50ト ン名農

安定液は溝壁の崩壊防止及びベントナイ ト混入コンクリー ト打設時の置換流体 としての

機能を有 し、本地点では表 1.1 . 3に示す標準配合のベ ントナイ ト系安定液を使用 した。

安定液設備はベ ントナイ トサイロ、 ミキサー、

水槽等より構成される。設備容量は最大エ レメ

ン ト容積及び先行 ・後行エ レメントの同時施工を

考慮 して決定 した (表 1.1 . 4参照)。 安定液は製

造後新液槽に貯留 し、必要に応 じて分散剤、逸泥

防止剤を添加 して ミキサーにて混練後、貯留槽を

経て薄内に供給する運用とした。またスライム処

理時及びヨンクリー ト打設時の回収液は循環槽を

経て回収槽に貯留 し、品質チェックを行った後、

貯留に戻 して再使用 した。図 1.1 . 9に安定液の運

表-1.1.3 安 定液の標準配合

用パターンを示す。

(5)ス ライム処理

掘削完了後に溝底に雄積するスライムは、コ

溝底に残留 して止水性を著 しく阻害するので、

な作業である。

スライム処理はバケット掘削完了後、スライ

ざらい (一次処理)と サン ドポンプやエアリフ

の手順で実施 した。

ンクリート打ち込み時には置換されにくく

スライム処理は地中壁の構築において重要

ムの沈降を待ってバケット掘削機による底

卜を用いて吸い上げ (二次処理)の 二段階

材  料 配合 (重量比)

水

卜

剤

剤

剤

】
粘
散
鵬

ン
　
　
　
泥

清

べ

増

分

逸

1 0 0

8

0   1

0   2

0   5
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製

造

設

備

ベ ン トナイ トサイロ容量 3 0 t

フロージェットミキサー能力 15ボ /h

ベントナイ トミキサー能力 3 _ 5 甫/ h

清 水 槽 23甫

貯

留

設

備

新 液 槽 57ボ

貯 留 糖 1 1 3nf

回 収 樽 8 5 ボ

循 環 椿 8 5甫

表- 1 . 1 . 4 安定 液製 造 設 備 諸 元

(ベ

液
　
イナト

水

新
　
ン

回  収  液

口

口

|

|

|

|

|

|

|

(品質れウ)|

|

＼プ

新 液  キ曹   ( 2 4 時 間膨潤)

口
▽

貯  留   キ菅             く
焼 某 ,  i

皆 言 1 ) ―

十 一 十 一 _ 十 一 )

図- 1 . 1 . 9 安定 液 運 用 パ タ ー ン

循 環 槽
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写真 1.11 ガ イ ドウォール築造状況

写真 112 大 型バケ ット式掘削機
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写真 1.13 安

写真 1.1.4 安 定液製造プラント全景
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(6)継 手処理

先行及び後行エ レメント間の経手の作成は、先行エ レメントのコンクリー ト打ち込みに
先立ち、インターロッキングパイプを先行エ レメントの両端に建て込むインターロッキン
グ方式 とした。インターロッキングパイプの直径は、地中壁の壁厚 と同 じ80cmで、建て込
みガイ ドをガイ ドウォールに取付け、位置決めの後、50tク ローラークレーンを用いてィ
ンターロッキングパイプを吊り上げ、下げ振 りで鉛直性を確認 しなが ら設置 した。
インターロッキングパイプの引き抜きは、コンクリー ト打ち込み後48時間以上経過 した

後、油圧式鋼管圧入 ・引抜機を用いて行った。またベントナイ ト混入 コンクリー トの継手
面に付着 したスライムは維手部のコンクリー ト強度の低下および漏水の原因 となるので、
掘削機のバケ ットに取 り付けた半径40cmの半円形掻 き落 とし板を用いてスライム除去を
行 った。

(7)ベ ントナイ ト混入 コンクリー トの打ち込み
ベ ン トナイ ト混入 コンクリートの製造は、通常の生コンプラントにベントナイ ト溶液の

製造、貯留、計量及び供給設備を付加 したものである (図-1. 1 , 1 0参
照)。

ベ ントナイ ト溶液の添加は自動計量供給設備により行われ、制御装置は生 コンプラント
制御操作盤に接続されていて、オペレータが普通 ヨンクリー トを製造するのと同様の操作
でベ ントナイ ト混入 コンクリー トの製造を行 うことができる。表 1.1 . 5にベ ントナイ ト混
入 コンクリー トの製造設備の諸元を示す。

ベ ン トナイ ト混入 コンクリー トの運搬にはコンクリー トミキサー車を使用 し、打ち込み
には内径25c mのトレミー管を用い、 ト レミー管は 1エ レメン ト当たり2本 の配置とした。
打ち込み開始時にはベ ントナイ ト混入コンクリー トと安定液が混合 してコンクリー トが劣
化 しないようにプランジャーを用い、 ト レミー管の先端が溝底か ら25c m程度の位置になる
よう配慮 した。 また打ち込み中は トレミー管の先端が常に 2m以 上コンクリー ト中に賞入
するよう管理 した。

(′(ッチャープラント)

セ

メ

ン

ト

祖
骨
材

畑
合
材

水

ヽ / ヽ フ ヽ ノ ヽ ′

パッチャープラント
強寓練リミキサー

ベントナイト混入コンクリー ト製造フロー図～1.1.10
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混

練

設

備

一サキヽ
ヽ
ヽ

2.O Hf

二抽強制練

30KW× 2

ベ

ン

ト

ナ

イ

ト

溶

液

設

備

製造設備 ベントナイトミキサー (5ャ0ボ)

清 水 措 : 2 3 甫

貯留設備 稽

槽

液

水

新

貯

2 8 ボ

3 4 甫

計量設備 神   量 :500kg

計量轄容量 :500ゼ

供給設備 パイプライン (ψ20 0mm)

製 造  能  力 最大 72甫 /hr

(混練時間 ;60秒 )

表-1.1,5 ベ ン トナイ ト混入コンクリー ト製造設備諸元

写真-1.1.5 ベ ントナイト混入コンクリート製造プラント全景
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写真 11、6 ド ーナツ型 ロ ックオーガ全景

写真 1 . 1 . 7  地中 壁 掘 肖け状 況
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写真 1.1.8 イ ンタエロッキングパイプ建込み状況

写真 1.1.9 ベ ントナイ ト混入コンクリー ト打ち込み状況
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1.2 WMCグ ラウチング

1.2.1 -般 概要
一般に砂礫層はダム基礎としては十分な地可力を有しているが透水性が高く、微細な間

隙を多量に包含しているため適切な基礎処理が必要となる。セメント等の懸濁型グラウト
は対象地盤の亀裂や間隙内に充填されるものであり、セメント粒子と亀裂や間際の相対的
な大きさによリグラウ トの充填性能が左右される。通常の普通セメントの粒径は5～
90μ m(平 均粒径D50=約20μ m)で あり、数19μ mを超す祖粒子がかなり多く含有する。
このため間隙の狭小な箇所では後続する粒子の民透を拒んだり、注入圧力が上昇する現象
が起こる。またグラウトが不安定なため沈澱閉基が生じることも考えられる等、微細な間
隙を有する地盤に対しては粒径的におのずから注入の限界があるのが実情である。

このような問題点を解決するために、セメント粒子を可能な限り小さくする目的で、セ

メントをスラリー状態で微粒化するシステム、すなわち WMC(Wet Mllled Cement、湿式
細粒化セメント)グ ラウチングが開発された。以下に、砂礫層のダム基礎処理工法の実証
試験地点である電源開発僻の只見ダムで行われたWMcグ ラウチングの技術の概要につい
て記述する。

1 . 2 . 2  W M Cグ ラウチングの特徴

WMCグ ラウチングは通常のセメントグラウ トの注入プロセスの中に湿式細粒化工程を

組み込み、セメントを地盤に応 じて任意の粒径に効率的に微粉砕 してセメントを改質 しな
が ら地盤に注入することが特徴である (図 1.2 . 1参照)。 湿式細粒化工程は、流量可変型
スラリーポンプ、湿式細粒化装置 (以下マイクロミルと呼ぶ)及 びアジテータより構成さ

れる。

① セメン ト

② 水
③ ミキサー

③ ポンプ
⑥ 湿式細粒化装置

(マイクロミル)

⑥  WMCス ラリー

図-1.2.l WMCグ ラウ ト製造フロー

Ｆ
Ｉ
Ｉ

Ｉ

( 1 )マ イクロミル

本工法の中心であるマイクロミルは、

物の微粉砕に用いられるボールミル (通

ミルは図 1.2 . 2に示すようにベ ッセル、
一夕等よりな り、マイクロミル内に充填

過するセメン ト粒子に摩擦、圧縮、野断

いわゆる媒体授幹 ミルと呼ばれるもので顔料等鉱

称サンドミル)を 改造 したものである。マイクロ

ディスク、ディスク回転軸、スクリーン 及 びモ

したビーズに高速回転運動を与え、その間隙を通

などの力を加えて微粉砕するものである。使用 ビ

L _十 一__ _
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一ズは比重が重いほど効果的であるのでスチール性の ビーズとし、
ン トの祖粒分の粉砕効果が向上するがフィルターとの整合性 より
ている。

粒径は小さいほどセ メ
1,2mmのビ ズ を採用 し

① セ メントスラリー供給口
②  ベ フセル (容量602)

③  ビ ーズ供給口
④ ディスク

③  ス チールビーズ

⑥  デ イス ク回転朝

○  モ ー ター

◎  ス ク リー ン

◎ t V M  C スラリー
①  ピ ー ズ排 出口

① ピーズ取り出しホノバ~

図-1.2.2 湿式細粒化装置 (マイクロミル)

写真-1.2.1 湿
式細粒化装置 (マイクロミル)
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( 2 ) W M Cの 製造条件

セメント粒子の粉砕に及ぼす要因としてはビ ズ 充槙率、スラリーのベ ッセル内滞留時

間 (粉砕時間)、 使用 ビーズの形状等がある。

ビーズ充填率 とはマイクロミルの内容積に占めるスチールビーズの割合であり、 ビーズ

充填率 とマイクロ ミル内容量との関係によリベ ッセル内滞留時間 (粉砕時間)が 決定され

る。すなわちマイクロミル内容量15″、 ビーズ充填率98%、 1. 2 m mのスチールビーズ (か

さ密度=4. 5 )の場合、マイクロミル内の空隙容積は以下の通 りである。

マイクロミル内の空隙容積 =(1 5″ ×7.8 5 - 1 5″X9 8 %× 4. 5 ) + 7 . 8 5 = 6 . 5 7″

従って657〃 でマイクロミル内よりWMCス ラリーを排出する場合は滞留時間は 1分 であ

り、3.2 9分で排出する場合は滞留時間は 2分 である。

図～1.2 . 3にビーズ充填率を60～98 5 %に 変化させて細粒化させたセメントの粒度分布を

示す。 ビーズ充填率の増加 とともに粉砕効果 も増大するが ビーズ充填率が約95%以 上 とな

ると粉砕効果の増加は顕著でなくなる。 また滞留時間は 2分 を過 ぎると粉砕効果の増加は

顕著でな くなり、滞留時間の増加はWMC生 産量の減少にもつながるので、両者を勘案 し

て滞留時間を定める必要がある。

泣 注 tmm)

図…1.2.3 WMCグ ラウト粒度分布

(3)WMCグ ラウトの基本的性質

地盤注入に使用されているグラウト材は、薬液グラウトに代表される溶液型と、セメン

トや粘土系グラウト等の粒状材料を用いる懸濁型グラウトに大別できる。このうち地盤を

効果的に改良処理するための懸濁型グラウトとして要求される性質は以下の通りである。

○粒径 (グラウタビリティ比)一 グラウト粒子が地盤の間隙に十分浸透できる径である。

○安定性一グラウトの混合 ・注入中に分離、沈澱、早期凝固が生じず安定である。

○流動性―ポンプ注入が容易に行え、地盤に浸透可能な流動性 (粘性)を 有する。

○強度―動水勾配に抵抗できる強さや岡1性を有する。

○耐久性―地下水による浸食や化学的浸食に対する耐久性を有する。

残
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追
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―  尭 な 革 9 8 5 %

~ ~  花 群 9 5 0 %

- 0 -  売
裏 キ 3 ユ0 %

えな ■ 800%

売ス 車 600%

き■セメント

主入可能怠よ

///Q/
紛時蕉H:2か
模用ビ,ズ :,L2ぃ ぃカットr7/ャー

測定 :し―ザー分狩本Iせよう
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WMCグ ラウトの特徴としては、

① 粉 砕条件を種々に変化させることにより、普通セメントの粒度分布から逐次細社側の

粒度分布のものを製造できる。

② 地 盤注入可否の主要因であるセメントの祖粒部分が細粒化されることにより、注入性

が良好である。

③ コ ロイ ド粒子が製造されることにより、分離や沈澱の少ない安定グラウトである。

④ 溶 出性、浸食性、耐水匠性、耐久性において普通セメントとほぼ同様の性質を有する。

1.2.3 設 計

実証試験地点である只見ダムでは、上質遮水壁底部の砂礫層の透水性を改良 し、かつ変

形性の面で均質化することを目的として、WMCグ ラウチングを施工 した。改良目標値は

5しu(約 5×10 5cm/S)である。

WMCグ ラウチングの施工区間長は地中壁に沿って約210m、注入孔は地中壁をはさんで

上下流に 2列 の計 4列 の配置である。711間隔は1.5m、孔間隔は2.5mの千鳥とし、注入孔の

深さはコア敷より5mで ある。図-1.2.4に注入孔標準配置平面、図-1.2.5に注入孔標準断

面を示す。

只見ダムの砂礫層はシル ト分を数%含 む層が支配的であり、グラウチング施工範囲は最

大粒径が50～200mm程 度のシル ト混 じり砂礫層で、砂礫層表層部は湿潤密度2,23 tf/m3、

乾燥密度2.00 tf/m3で問隙率は約25%で あり比較的良 く締まっている。透水性は右岸側の

120m区間が 1～5× 10 3 cm/S、左岸側の90m区 間が 1×102～ 1×10 1 cm/s程度であ

る。
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図- 1 . 2 . 4  グラウ

WMCプ ランタフト

グラウチング孔

卜注入孔標準配置平面

しゃ水壁基礎)

図- 1 . 2 . 5  グラ ウ ト注 入 部 断 面
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Ｑ

①

注入設計

製造粒径

注入材が注入地盤に対して粒径的に注入可能かどうかを判定する場合には、一般に下式
のグラウタビリティ比が用いられる。

D1 5 / C 8 5≧ 1 5 Dl。/G35≧ 8

ここにD15、 D10は 地盤の粒径加積曲線の 15%径および 10%径、G85、 G95は グラウ トの

粒径加積曲線の85%お よび95%粒 径である。只見ダムでのグラウタビリティ比の検討結果
を表 1.2.1に示す。WMCを 用いれば粒径的には砂礫層に対 して十分注入できると判断さ
れた。一方普通セメン トの場合には最 も祖社な地盤に対 しては注入可能であるが、その他
はすべて改良限界を越えており、この砂礫層を確実に注入改良することは困難 と判断され
た。その結果、WMCの 製造社径の管理規準 として、95%粒 径 10μ m、 85%粒 径 8μm、
50%粒 径 5μ m以 下と設定 した。

表-1.2.1 グラウタビリティ比による検討結果

試料No

砂嘆層粒径

( 口 n )

グ ラ ウ タ ビ リ テ ィ 比

普 通 セ メ ン ト W M C

D15 D 1 0
D15/C85

(15以上)

D 1 0 / G 9 5

(8以 上)

D15/685

(15以上)

D10/G95

(8以 上)

① 229 1,778

② 6 267

③ 12 4 111

① 0 07 2 1 9

普通セメント:G95‐ 005■印 G85=0 035nn
W M C    t  G 9 5 二 0 _ 0 0 7 n n  C 8 5 = 0  0 0 4 5 n d

② グ ラウトの配合

砂礫層に適用される懸濁型グラウトの配

合決定に当たっては粒径の他に安定性、流
動性、保水性、強度、耐久性等を考慮する

必要がある。すなわち祖粒砂礫盾について

は、間陳を一様に充壊 して注入後の強度や

耐久性を確保することが重要 となる。一方

微細な間隙を有する砂礫層に対 しては、そ

の間隙に十分圧入浸透できる流動性の良い

グラウ トが必要 とされる。一般には上述の

性質を示す砂礫層が層状あるいは混 じり合

って存在 していることが多いために、 2種

以上のグラウ トを用いることが多い。

― 完外け結柱 `CP〕
一く済一 アリーザレケ学【e/_〕

2 4 6 8

ケラウトの配さ W′C

図- 1 . 2 . 6  ‖M C ,ラウトの流動性及び安定性
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WMCグ ラウ トの配合 (W/C)を パラメータとした見かけ粘性 (流動性)及 びブリー

ジング (安定性)は 図 1.2.61こ示す通りであり、グラウト濃度を変化させることにより砂
礫層の性状に適した配合を決定することができる。只見ダムでは室内試験及び原位置試験
の結果を考慮して,表 1.2.2に示す配合を決定した。

表-1.2.2 WMCグ ラウトの注入の配合

配
A

アけ―ジンダ

(%)

粘 性 粒 皮   (″ m)

M P Y G D35 D83 D30

製造 c/w=1/2_8 0～ 2 23.4 10.1 26_6 12.4

6.4 2 9 1_5

1 次 c/w=1/4 1 0 7.5 5,0 5f0 3.8

2 次 c/w・1/6 2 6 6.1 3.9 3.4 2.6

3次

c/、ャ=1/8 5 0 4.1 4_0 0.5 1.9

c/wi1/8+分散剤 7 4 3.8 3_6 0_6 1.6

見掛け   (CP)

ブラステック (CP)

イール ドパリュー (クb/100Ft')

ゲルストレングス (クb/10oFtセ)

③ 注 入方法
一般に砂礫層においては孔壁の保持が困難なこと及び効率性の点から埋設管注入方式が

用いられていて、只見ダムでも同工法の一つであるスリーブグラウチングを用いた。 (図
1.2.7参照)

④ グ ラウチングパターン
ー般に砂礫層のグラウチングパターンは2～ 3m間 隔であり、只見ダムでも原位置注入

試験で列間隔2.Om、孔間隔2.5mの注入を行った結果、十分な改良効果が得られていたが、
改良範囲がコア敷幅の5mで あり地中壁との相関も考慮して列間隔は1.5mとした。注入バ

ルブ間隔は室内試験及び原位置試験の結果を考慮して33cmビッチとした。

Ｍ

Ｐ

Ｙ

Ｇ
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スリヽ ァ,Vチ

C)バ イチ韻章 ③ ラール料狭生 ④ クラフキレケ

主人せ て内を〕

ケアル t,力 と亡出部

図 1.2,7 ス リープ注入施工手順

④ 注 入基準
一注入量

地盤注入における注入量の算定には一般に下式が用いられている。

注入量=地 盤容積×間隙率×余裕率×充填率×脱水増加率

この中で脱水増加率はWMCが 地盤に注入された時の脱水率を考慮するために付加 した項

目である。只見ダムでは間隙率を25%,脱 水増加率を148%として,

1バルプ当たりの最大注入量=1.62×0.25×1.5×1.0×1,48=900″/バ ルブとした。
一注入速度

原位置試験の結果を考慮して最大注入速度を10フ/minとした。
一注入圧力
一般に砂礫層に適用される注入圧力は(0.5～1.0)H kgf/cm2が採用されている。Hは 地

表より注入バルブまでの深さ (m)である。只見ダム地点の砂礫層は良く締まっており、原

位置試験でも比較的高い注入圧力を要したことより、最大注入圧力は (0.8～1.0)H+α

kgf/cm2とした。αは注入バルブによる圧力損失であり施工時の水押しテス トにより決定

する。
一注入順序

平面的な注入順序は、隣接する地中壁に影響を与えないように内列孔を先行注入し、そ

の後、外列孔を注入することとし、孔間注入順序は中央内挿法によった。また深度方向の

注入順序はフォアステップ方式を採用した。

①
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1.2.4 施五

(1)準備工事

地表からのリークを防止するためにキャップコンクリート及び厚さ2.2mの押さえ盛上を
施工 した (図 1.2.5参照)。 キャップコンクリートの幅は地中壁の上下流にそれぞれ3mで
計6m、 厚さは15cmとした。

(2)仮設備及び使用機械

WMCの 製造及び注入設備は主ダムの上流ロックフィルゾーンに設けグラウト注入孔ヘ
の搬送はパイプラインにより行った。WMCプ ラントは床面積160m2で製造プラント、注
入プラント及び資材置場より構成される。WMCプ ラント内の機器配置を図 1.2.8に示す。

WMCグ ラウトの製造および水押しテス ト等に使用する清水は河川水を使用し、濁水は
沈澱池まで圧送してpH処 理後、河川へ放流した。

第孔、WMCグ ラウト製造 ・注入、品質管理等に使用した機械を表 1.2.3に示す。

図- 1 . 2 . 8 プラ ン ト内 機 器 配 置

記号 名 称 台 数

1 水 計  主  眼 】

2 任込み ミキサー
i

3 仕 込 み ポ ンブ 3

4 千 イ ク ロ ミ ル 3

5 7 ジ テ ー タ ー
1

6 スラ リーポ ンブ

7 ク
″
ラウ トミ■サー

6

8 グラウ トインプ

( H F V , M C ) 8

9 HFV油 圧ユニ ッ ト 3

1 0 自記圧力流量測定眼 8

A マイクロミルおり価曇 1

B 同  上 1

C 同  上 1

- 1 1 0 -



表- 1 . 2 . 3 施工 機 械 一 覧

区  分 名 称 型 式 仕 様 台 数 摘 要

算   孔

ボーリングマシン

ロータ リーパーカフション型

_             口 怪 101n
1 ス リーブ注入 孔

ロータリースピンドル型

能力 触 紙
2 透 水 試 験 孔

送 水 ポ ン プ
2様式復動Чストン型   亡 m■ 150-

抑 ″んin.吐 出圧力 mk/宙
1

高 速 ミ キ サ ー
200″ 1 シールク

'ラ
ウ ト用

シール圧送ポンブ
2練 式復動ビス トン型   吐 出量 1側～

__  aX1 2ん in.吐 出圧力 50k/宙
1

製   遠

仕込 み ミキサ ー
41Xl″X2層 1

住 込 み ま ン プ
告段変連限付   吐 出量 5～702ハ in

吐出圧力 的ヒノd
3

W M C 製 造 協 マイクロミル 502型 .轟 k申 3

ア ジ テ ー タ ー lsu1 2.凝 鮮空 l

と   入

ス ラ リー イ ンブ
2萩 式役動ビストン型 吐 出量 1002/はin

_____     吐 出E力  70k8/d
l

グ テウ トミキサー
縦里 2暦  2511″X2増 6

グ ラ ウ トポ ンブ

可交流動空    吐 出主5～llXI Z/nin
_     吐 出匠力 側 焔/cH

3

無段交速限付   吐 出登 5～1的 f/hin

_     吐 出圧力 611略/d 3

吐出量 7 0 2 / h i n

tt出圧力 範 L〔/d
2

P Q=患 圭 避
波量言il抑 2/nin

圧力St 側 叱/』
8

自 動 水 量 計 吐出ま 200″ /nin 1

品質管理

粒 度 分 布
光透迅法, レーザーな

1.0～llXルロ
各 1

粘 吐 粘度計 1

液 比 重 ヤフドバラ‐ンス法 1

ブ リ ー ジ ン グ メスシリンダー (m逆 ) 1 式

圧 縮 強 度 テス トピース  (5cax llla) 1 式
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(3)ワ字子し

注入孔の穿孔は地中壁の施工盤よリロータリーパーカッション型ボーリングマシンによ

り行 った。 第 孔径は101冊mで 孔壁保護 とスリープパイプ設置のため二重管工法を採用 し

た。スライムの排出は、アウターロッドとインナーロッドの間を通 して排水する外管内ス

ライム排出方式 とした。

(4)シ ールグラウ ト

シールグラウ トはス リーブパイプと孔壁の間の隙間を埋め、パイプを固定す る目的で

行 った。 シールグラウ トは硬化後のクラッキングの際にできるだけ小さな圧力で水平方向
にクラックが生 じる必要がある。只見ダムでは注入圧力等を考慮 し、材令 3日 で 3 k g f /

c m 2  1 4日で 13 k g f / c m 2程度の一軸圧縮強度となるようにベントナイ トセメントを採用 し

た。 (表-1. 2 . 4参照)

表-1.2.4 シ ールグラウトの標準配合

セメント ベントナイト

水

普通ボル トランド

200メ ッシュ

フルイ分残査20%

4 5 4 (k8) 9 3 (18) 821(2)

( 5 )ス リーブパイプの設置

シールグラウ トは穿孔終了後にケーシング内に充填 し、引き続きス リ

込み、ケーシングを引き抜 き後 3～ 7日 間シールグラウ トの硬化を待っ

プは硬質塩化 ビニル製で全長 8mで ある。注入区間の 5m部 分にはバル

の吐出バルプを設置 した。

(6)ク ラッキング及び水押 しテス ト

シールグラウ ト硬化後 クラッキングを行い、各パルブ毎に注入路をつ

グにはダブルパ ッカー付のインジェクションパイプを使用 し、孔日か ら

ラッキ ングを行 った。 クラッキング圧力はゼロから徐々に上昇させて、
に続いて一定流量が観測された時点で クラッキング完了とした。

クラウキング完了後は各バルプの注入性を判定する目的で、注入時間

注入速度を10フ/m i n .又は最大注入圧力10k g f / c m 2の注入条件で水押 し

また一次グラウ ト注入後、改良効果が低いと判断された領域については

クラッキングして水押 しテス トを行い、注入圧10k g f / c m 2で注入量が 5

はそのバルブか ら再注入が可能であると判断 して、二次注入を行 った。
(7) W M Cグ ラウ トの製造

WMCグ ラウ トの製造条件、製造配合を表 1.2 . 5及び表 1.2 . 6に示す
の製造に使用 したマイクロミルは 3台 で、最大製造能力は1,8 0 0〃/h r .
マイクロミルの仕様を表 1.2 , 7に示す。

一ブパイプを立て

た。ス リーブパイ

ブ間隔3 3 c mで1 5個

けた。クラッキン

孔底に向かってク

圧力の急激な低下

を10分として最大

テストを実施した。

、各バルプを再度

夕/分 以上の場合

。W M Cグ ラウト

( w / c = 2 . 8 )である。

- 1 1 2 -



(8)注入

注入プラントはスラリーポンプ、自動水量計、濃度調整用グラウトミキサー、グラウト
ポンプ (吐出量 100夕級)及 び自記圧力流量計より構成される。注入系統は6系統とした
が、最盛期にはグラウトポンプと自記圧力流量計を8系統とした。

注入は210mの 施五区間を約40m毎の5プ ロックに分け、地中壁の進捗に合わせて実施
した。各プロック毎に一次注入後は透水試験を行い、改良効果を確認した。所定の改良効

1    果 に達しない部分については、一次注入で使用したバルプを再クラッキングして 2次注入
|    を 行った。 2次注入でも改良されない場合は、追加孔を穿孔して3次注入を行った。

表- 1 . 2 . 5 製造 条 件

表-1.2.6 WMCグ ラウ ト製造の標準配合

スラリー濃度 W/C=23

使用ビーズ φ08-1 2mmの カ ットワイヤー

ピーズ充填華 100%

スラリー滞留時間 2分

首3 合
普通ポル トラン ド

セメント (叱/ド )
水  (kg/ボ ) ln 要

C/岬 二1/248 う
０

ｎ
Ｊ セアシけしE重〒3.1[
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表-1.2.7 湿 式細社化装置諸元

「や 501 502 5 0 3

ベ フ セ ル 容 豊 ( 2 ) 6 0 6 6 で
０

べ,t,寸法 (直径B"×長 さ・・) 2鶴 7X蜘 郷7_9X賞 鶏 3005X 970

メデ ィアの文壇 量  ( 2 ) 5 0 5 6 59

メデ ィアのえ壇重豊  (地 ) 220 260

吐 出 壺    (2/nin) 7  ～   10

デ ィスクの回t‐数 (rPm) 840 780

デ ィスクの用速度 ( m / s e c )

デ ィ ス ク の 散 数 1                   8

本 体 モ ー タ ー ( X ドp ) 5 5 -  6

本 体 限 重 登 ( l g l 2 1 u l 2050

処 理 液 分 驚 ウエンデスクリー ン

回 と お シ ー ル ァフロンク
'ラ

ンド′` フキ ン

材   寅

ベ  ク  セ  ル SuS 304  1ラ
イナーS556

ア イ  ス  ク CH八   2

ス ク リ ー ン CUS 304

メ デ  ィ  ア ステール.カ フトヮイヤー (ゅ12n)sぃ RH728

眼体寸法 (H)

A 2450 1970 1970

B 8 0 0 1100 1100

C 22抽 く
０ 2 3 8 2
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第 2節  実 証試験結果

2.1 概 要

只見ダムを実証試験地点 として、ベ ントナイ ト混入 ヨンクリー ト地中壁及びWMcグ ラ
ウチングを採用 した砂礫層のダム基礎処理工事は昭和62年 4月より準備工事を開始 し、引
き続 き砂礫層の掘削、ベ ントナイ ト混入 コンクリー トの打設等を行い、同年 9月に地中壁
の構築を完了 し、WMCグ ラウチングは地中壁工事の進捗に合わせて昭和62年 6月より開
始 し、同年12月に終了 した。

この地中壁の挙動を把握する目的で、ダム及び地中壁の施工中に歪み計、変位計、土圧
計、間隙水圧計等を地中壁周辺に埋設 し、ダム盛立時及び湛水時の地中壁の挙動計測を実
施 したので、その計測結果をベントナイ ト混入コンクリー ト地中壁およびWMcグ ラウチ
ングの施工実績 とあわせて以下に述べる。

2.2 ベ ン トナイ ト混入コンクリー ト地中壁の施工実績
2.2.1 砂 礫層の掘削

(1)先 行ボーリング

ドーナツ型ロックオーガーによる先行ボーリングは、 1エ レメント当たり9本を標準と
して行った。平均削子L深度19.5m、 1本 当たりの純削孔時間が4.5時 間、純削孔速度が
4.4m/hr.であった。また地層別の削子し速度は、砂礫層部4.97m/hr.、岩盤部1.18m/hr.、
転石部0.80m/hr.であった。

(2)バケット掘削及びチゼル作業

表 2.2.1にバケット掘削及びチゼル作業の施工実績を示す。作業時間はエレメントの大
きさにより異なるが 1エ レメント当たり平均68時間、機械稼働率は62～68%で平均67%,岩
盤部の掘削速度は砂礫層部の4分の 1程度であり、砂礫層部と岩盤部を含めた平均掘削速
度は1.92m2/hr.である。

掘削終了後は、超音波溝壁測定器を使用して溝幅を測定し、鉛直掘削精度(最 大偏心幅
/掘 削深さ=δ max/し )を 算出した。鉛直掘削精度は最大1/180、最小 0で平均1/524
であり、管理値 1/150を十分満足する値であった。
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表-2.2.1 バ ケッ ト掘削機及びチゼル作業の施工実績 (エレメン トのタイプ別)

エ レ メ ン ト の 種 類

先 4 予エレル l
( 1 ガフト)

全 7 れ メント

先 4子エレメント

( 3 ガット)
全 1 4エレメント

後 4 予エレメント
( 3 ガフト)

全 2 0エレメント

全 平 均

全 4 1 エレメント

掘

削

数

量

エ レ メ ン ト幅 a 1.600 5.475 6.150

掘 静l 幅 ( I n ) b 3.200 7.075 4.550

ガ  フ  ト  数 C 1 3 3

平 均 岩 盤 深 度 ( m ) d 15.0 18.1 17.7 17.4

平 均 施 工 深 度 ( r n ) e 16.2 19.4 19.5 18.9

掘 削 面 積 ( 甫) F 44,9 121.6 78,8 87.6

作

実

時

間

(hr)

殴取 り 。片 付 け g 3.77 8.45 6.24 6.57

大型バケ ッ ト掘bll h 13.62 38.40 5_76 18.26

中型パケット掘高J 1 27.29 13、31

チ ゼ ル 砕 破 j 4.94 20.71 12.44 13.98

瀬 壁 測 定 k 1.25 2.46 1.34 1.71

修  理  持  職 1 6.50 18,24 14.18 14.21

掘

削

能

勢

作主時間 g～ 1(hr) m 30.08 88,00 67,23 67.98

′`ケフト鋼めけ
チゼル破寝

(稼動卒) ツ
ん

的

一
ｍ

n 61.7 67.2 67.7 66.8

純掘高J能率
 ht iij(m3/hr)

0 2.42 2,OG 1.71 1.92

(3)安定液

安定液の品質管理要領、試験方法、試験結果を表 2.2.2～表 2.2.4に示す。掘削時の溝
内液については比重、粘性、造壁性等が管理限界に近づいた場合には、状況に応じて分散
剤の溝内への投入、撹幹等の処置を行った。また回収液についてはpH及び安定性が管理基
準値を満足していれば補給液として再使用した。

安定液は比較的高価であり、廃葉処理にも手間がかかることより出来るだけ循環させて
再使用することとしている。しかし砂礫層の逸泥が比較的多かったので、安定液の総製造
量は5,100m3、総廃棄量は2,500m3となり、土捨場に廃薬場所を設けて全量天日乾燥処分
を行った。

掘削中には安定液が急激に地盤中の間隙や透水層に流出する逸泥現象が発生し、液面の
低下により溝壁の崩壊を招くことがあるため、表-2.2.5に示す逸泥管理基準を設けてその
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対策を講 じた。実際に中規模の逸泥現象は掘削時に頻繁に生 じたが、綿の実の しば りかす

等の逸泥防止剤を直接溝内に投入することにより十分対応が可能であった。

また掘削Ⅲの溝内液水位 と地下水位 との関係は溝壁の安定を保つためには重要で、薄内

液水位 と地下水位 との水位差を2m以上に保つよう地下水位管理を行 った。地中壁上流側の

地下水位は地中壁工事の進捗に伴い上昇するので、上流側 3か 所に揚水井を設置 して地下

水位の上昇を押さえ、かつ地中壁の上下流部にそれぞれ地下水位測定孔を設けて随時地下

水位の観測を行 った。

(4)ス ライム処理

表 2.2.6にスライム処理の施工実績を示す。スライム処理には一次処理 と二次処理を合
わせて2～ 3時 間程度を要 した。 また後行エ レメントでは、先行エ レメントで打ち込まれ
たコンクリー トの影響を受けて安定液がゲル化する場合があるので、スライム処理に要す

る時間が先行エ レメントより多 くなっている。

スライムの沈降は掘削終了後 6時間程度で終了するが、最大で20時間以上 も要するエ レ

メン トもあり、最終的なスライム堆積高は最大40cm、最小 5cm、平均18cnであった。なお
二次処理時には良質の補給液を供給 しなが ら溝内液を吸い上げるため、 6時 間程度スライ
ムの沈降を待てば十分な二次処理が可能である。

(5)維 手処理

先行及び後行エ レメント間の継手 となるインターロッキングパイプの建込みには、平均

深度18.6mに対 して平均1.4時 間要 し、継手部のスライム清掃に要 した時間は平均1.6時

間であった。

表-2.2.2 安 定液の測定項 目及び試験頻度

採 取 位 置 頻  度

測 定 項 目

比重 粘性 遺壁性 砂分 pH 安定性 温度

新  液 ミ キ サ ー 内 作泥日毎 ○ O ① ○ ○

相tHA液 務内輔捨吐由ロ 毎 日 ① ① ○ ① ○ ○

涌内液 涌 内 中 央 深 度 毎 日 ○ ○ ① ○ ① O

回収液 回  収  糟 回 収 毎 O ① ① ① O 〇 ○
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式 験   器    具 備 考

比 重 マンドバランス,他 API規 格

粘 性 ファンネル粘度計

道壁性 小型ろ過試験器

砂分率 ひ分計

p‖ ガラス電極棒式pH計 pH試験紙併用

安定性 メスシリンダー,マ ッドバランス

表-2.2.3 安 定液の管理試験方法

(注)API:Anerican Petroleutt lnstitute

表-2.2.4 安 定液の管理試験結果総括

管理項目 管 理 基 準 値 管 理 試 験 結 果

新 液

比   重 1.035 ,文」二 1.04 -1_065

粘  1生 26.0秒 以上 27_5- 47

浦  捨  液

比  重 1.備～1.12 1_035-1.12

粘  性 24.0秒 以上 24.ll-51

遺 壁 性 5(X4)cc以 下 1.4″予 3_2

溝内液

掘 削 時

比   重 1.03～1.18 1.05 ～1.18

粘   性 24.0～ 軸.0秒 24.0- 49.4

造 壁 性 5(X4)cc以 下 1.4- 4.7

ム
抜

力
理

ス
処

比  重 1.03～1.12 1,04 -1.12

粘  性 23.0～ 45.0秒 24.0-43.4

ひ 分 事 3.0%以 下 0～0.5

再 使 用 回 収 液

pH 7～ 11.5 9,0-10,7

安 定 性
分離水1  5% 以 下 0～1.0

比重差 1  0,l12以 下 0～0,015

- 1 1 8 -



表…2 . 2 . 5 通泥 の 管 理 基 準

表-2.2.6 ス ライム処理施工実績

対 炎

液面低下 10品 /hr以 下 ① そのまま,弾 bllを続行する。

液面低下 20cm/hr以 下 ② 料腎年,r笥曹晶督漁罰喜盤禅手
る。

液面低下

20cm/hr

以上

小  逸  泥 ③ 颯前用安定液に,綿 の実のしば
りかすなどを添加する。

中 逸  泥

④
潟控晨選挙名F濃度安定液を満

③ 綿の実のし1まりかすなどを産内
に直接投入する。

大 逸  泥 ⑥

・掘削土j残 土などを投入 して
理戻す。

・固化液などで間隙を充壇する。

(サンドインブ) (■7'フト)

先 f 予エ レメ ン ト
(堀bllⅢ3.2m)

先4 予エ レメ ン ト
(掘削巾7.07抗)

2 , 2 ?  1  2 . 4 5後行 ェ レメ ン ト
(掘bll巾4.5511m)
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2 . 2 . 2  ベ ントナイ ト混入 コンクリー トの打込み

(1)打 込み実績

表-2. 2 , 7にベ ントナイ ト混入 ヨンクリー トの打込み実績を示す。ベ ントナイ ト混入コン

クリー トの打込みは鉄筋カゴが無いため打上がり速度が速 くても特に問題はな く施工性は

良好であった。 また設計数量に対する実打設量の増加率は、先行 1ガ ットエ レメントで

48%、先行 8ガ ットエ レメントで 35%、後行エ レメントで 16%、全体平均で 25%であった。

表-2.2.7 ベ ントナイ ト混入コンクリー ト打設施工実績

エ レ メ ン ト の 種 類
先行
エ レメ ン ト
( 1 ガット)

先行
エ レメ ン ト

( 3 ガフ ト)

卜

＞

ン

ト
フ

行
”
”

後

工
＜

打

設

数

量

エレメントの幅  (In) a 1,600 5。475 6.150

打 設 深 度 ( m )b 16.85 19.26 19,70

計画打設面積  ( ド) C 27 0 105,4 121.2

計 画 打 設 童 ( ボ) d 23,9 87.5 94.2

実 績 打 設 置 ( 甫) e 35,3 1183 103_7

増 加 率 ( % )f 47.8 35,1 15.9

作
業
時
間
くｈｒ

段 取 り ・片 付 け g 2_64 2.45 2.64

打 ユ
成 h 1_95 3_11 3.11

施
工
能
孝

打 設 能 率 ( ボ/ h r ) l 18.15 38.06 35。12

ナT設 速 度 (m/hr) 〕 8.66 6_20 6.34

(「h3, h42エ レメン トは集計か ら険外)
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( 2 )混 入用ベ ントナイ ト溶液の品質管理

表 2.2 , 8及び表-2. 2 . 9に混入用ベントナイ ト溶液の標準配合 と管理基準を示す。混入用
のベ ン トナイ ト溶液の濃度は 10%とし、ベ ントナイ トは影潤に24時間程度要するため、新
液 と貯留液それぞれに比重 と粘性の管理基準を設けた。その結果、ベ ントナイ ト溶液はコ
ンクリー ト打込み前 日 ・当日の貯留液管理値の比重 1.0 6 0±0. 0 0 5、粘性34秒以上に対 し
比重は1,0 5 6～1. 0 7 0の範囲で平均1.0 6 2、粘性は55～11 7秒 の範囲で平均90秒で十分管

!    理 値を満足する値であった。

表 -2. 2 . 8ベ ン トナイ ト総液の配合

品  名 コ
し

転
８

A
備  考

ベ ン トナイ ト クニゲルVl 2 5 k8 体積

2 3 5  4″水 2 2 5 k8

表 2.2.9 ベ ンドナイト溶液の品質管理基準

新 液 貯 留 液

採取場所 新  液  椿 貯  留   槽

測定頻度 作 泥 日 毎 打込前日 ・当日

測定方法

上し 重 粘  性 上し 重 粘  性

マッドタ`ランス '7ンネル粘度計 マッドバランス 77ンネル粘度計

管理基準 1.000以上 28 sec ,次」L 1,055以上 34 sec以上
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(3)ベ ン トナイ ト混入コンクリー トの品質管理

ベ ン トナイ ト混入コンクリー トの標準配合及び品質管理基準を表 2.2.10と表-2.2.11

に示す。配合においては、細骨材の表面水率の正確な把握が管理上重要なファクターであ

り、細骨材の表面水率測定を混練中も骨材の状態が変わるごとに実施 し、正確な細骨材の

表面水補正を行い、ぼらつきの少ないベントナイ ト混入ヨンクリー トの製造に努めた。

ベン トナイ ト混入ヨンクリー トの品質については、スランプは管理基準値18±2.5cmに

対 し16.0～18.9cmで平均18.lcm、圧縮強度は91日材令管理基準値20±4 kgf/cm2に対 し、

17.6 kgf/cm2でぁった。スランプ、圧縮強度 ともに管理基準値を満足 していた。また単位

体積重量は設計値 2.10t/m3に対 し 2.18～ 2.23t/m3で 平均 2.20t/m3となり、設計値

を十分満足する結果 となった。図-2.2.1に各エ レメントごとのスランプ、空気量、練 り上

が り温度、単位体積重量及び圧縮強度を示す。

表-2.2.10ベ ントナイト混入コンクリー トの標準配合

水

セ
メ
ン
ト
Iと

W/C
(%)

細
骨
材
率

S / a
(%)

単位量 (1`/甫 )

ベ

ン

ト

ナ

イ

ト

Ｂ

セ

メ

ン

ト

　

　

Ｃ

水

W

細
骨
材
　
　
　
Ｓ

粗
骨
材
　
　
　
Ｇ

う
０

●
●

０
● 47 25

て
じ

つ
乙 279 つ

●
〔
Ｊ

，
３ 928

表-2.2.11ベ ントナイト混入コンクリー トの管理基準

管理項目 頻  度 方 法 管 理 規 準

ス ラ ン ブ

1回/60ボ 又は
1口/1打 設

ヨンクリートの

JIS A 1011       に よる
わンプ試験

18価±2_5 clB

空 気 基
里 同 上

まだ固まらない

JIS―A-1128 〕カリキの圧力に はる
よる試験方法

J ンクサート温 度 同 上 温度計による (5【～35モ)

圧縮強度

び 28

3本/60FF
又は

3木/1打 設

,150X300供 試体を作成し圧縮
試験を行う

17.518f/ C直
± 4kgf/胡

び ,, 同 上 同 上 20,Okg/c直
± 4kgf/d

透 水 試 験 1回/200甫 堅体グラウトホールを利用し実施
する

lX  1 0 ~・価/
sec以下
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トナイ ト混入コンクリー トの性状

ユ車“豊 :●.11_

平均営 :0.4X 標 準何差 13.16

平均也 :2_20g/●口〕軍車ほ乏 :0す011ノctB)

平均値 :16_9kg/●・1転 0日 立 :1 02kg/crtr

平均値 124.8t 田芝 :4_78E

tr 1 21.Oktr/●●I=暉 田室 :l
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図-2.2.1 ベ ン
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(4)壁 体の遮水性

壁体の遮水性は、一般部 と継手部に透水試験孔を設置 し、これを利用 して透水試験を行

い確認 した。一般部は透水区間が5mとなる二重パ ッカーを用いたパ ッカー法により、継手

部は全区間を対象 として静水圧法により行った。

透水試験の結果、一般部は 1.2×107～ 7.7×10 7cm/Sで平均 4.4×10 7cm/S、維手部

で 5,7×10~7～ 9.1×10 7cm/Sで平均 8.1×10~icm/sの値を示 し、管理基準値の 1×lo 7

cm/sを満足 し、ベン トナイ ト混入ヨンクリー ト地中壁は十分な遮水性を有することが確認

された。

2.3 WMCグ ラウチングの施工実績

2.3.1 注 入孔の穿孔

注入孔は、全孔 855孔 で実穿孔速度は 8.9m/hr.であった。

2.3.2 シ ールグラウ ト

表 2.3.1にシールグラウ トの品質管理項 目と標準品質を示す。プレパ クトフロー値によ

る流動性は、14,0～16,0秒で平均15.2秒と標準品質の条件を満足 し、バラツキも少なかっ

た。

圧縮強度は、 3日 材令で平均 4.2 kgf/cm2、14日材令で平均 13.l kgf/cm2と目標強度

を満足 したが、バラツキは比較的大きかった。バラツキの原因としてはベン トナイ トの膨

潤度が一定でなかったことが考えられる。

2.3.3 WMCグ ラウ トの製造

(1)製 造管理

WMCグ ラウ トの製造管理は、WMCグ ラウ トのマイクロミル内の温度及びモータの電

流値により行 った。セメントの細粒化は、 ビーズが充填されたベ ッセルの中でディスクを

回転 して行 うため、 ビーズの消耗 とともにベ ッセル内のセメントスラリーの温度及びモー

タを流れる電流値がマイクロミルの運転中に変化する。本地点では電流値が160A未満ある

いはスラリー温度が55℃未満に達 した時にビーズをベ ッセル内に補充 し、バラツキの小 さ

いWMCグ ラウ トの製造を行 った。図-2.3.1に電流 と温度の経時変化の例を示す。

(2)製 造実績

機械別のWMCグ ラウ トの製造実績を表-2.3.2に示す。WMCグ ラウ トの総製造量は約

1,300m3、 平均製造速度は約 7.9〃/min。(0,472m3/hr.)で あった。マイクロ ミルの稼

働は 1台 の機械に偏 らないように配慮し、定期的に交替 させて機械整備を行い、部品や資

材等の消耗をで きるだけ少な くす るように努めた。表 2.3,3及び表 2.3.4にビーズ

(カ ットワイヤー)の 使用実績 と消耗量を示す。カットワイヤーの消耗量は平均3.9kg/hr.

であった。
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表-2.3.1 シ ールグラウトの管理基準

時 F E l く分)

図-2 . 3 . 1  電流と温度の経時変化の例
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試験項目 試料採取場所 試験回数 試 験 方 法 標準品質

プ レ′くク トフロー ミキサー 1回 /2～3孔 プ レパ ク トコー ン法 14± 2(sec)

圧縮強度 随  時
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σ l l = 1 3
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表T2.312 MWCグ ラウ ト製造実績 (機械別)

表-2.3.3 カッ トヮイヤー使用実績

表-2.314 カ ッ トヮィヤー消耗エ

概波別
製 造  量

( 2 )

慶  裏  量

(″)

運 転 時 間

(hr)

製 造 速 度

(ボ/hr)

使 用 電 力 量

(kW])

1 号 170,024 17,219 995:05 0.427 37.3

2  与計 389,252 14,463 838:10 0_464 く
Ｕ

今
０

3 号 458,089 18,774 960: 15 0,477 38,0

言十 1,317,365 50,456 2,793:30 0 472 86_7

棋 覆 運 転  消  耗
(X[)

ベ フセル内交 換
( k g )

使  用   量

( k 8 )

1  号 3,886 1,820 5,676

2   号 3,248 1,760 5,008

3   号 3,814 2,240 6,054

計 10,918 S,820 16,738

機 種 凝 充 率 (%)

,肖 耗 量

単位セメント当り
(X8/ t )

グラウトa r 当り
( k 〔ノ/ 甫 )

製 造 時 間 当
( k = / h r )

り

1 号 100 25,5 8_20 3.87

2 号 100 26_50 3.87

3  号 ｒ
０

平  均 25 8 8_29
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(3)品 質管理

製造 されたWMCグ ラウ トの品質は、アジテータタンク内より 1日 2回 以上試料を採取
して、社度、液比重、プ リージング率等を測定 して確認 した。表 2.9.5に品質管理試験項
目及び試験方法を示す。

WMCグ ラウ トの粒度は、D95が 3.5～9.8 μmの 範囲で平均 6.7μm、 D85が 2,6～
6,3 μmの 範囲で平均 4.7μm、 D5oが 0.5～3.3μ 恥の範囲で平均 2.4μmで あり、い
ずれ も管理値を十分に満足 した。品質管理試験の結呆を表 2.3.6に、製造されたWMcグ
ラウ トの粒度分布曲線を図 2.3.2に示す。

表-2.3.5 WMcグ ラウトの製造および品質管理 (貞見ダム)

試 験 項 目 試験方法 管 理  値 頻 度 摘 要

電 流  値 制御盤 (A) 1 5 0 ～ 1 8 0 20分 毎

製 造流 量 容積 (″/min) 7～  10

温 度 温度計 (℃) 55～  80

粒 度 分 析
光透過法

レーザー法

G 9 5 ≦1 0 ″m
G 8 5 ≦8 μ m
G 5 0 ≦5 μ m

2回 /1日

品 質

液 比  重 マッドバランス法 1.219」LO.012

プリージング率 メスシリンダー法 2%以 下

粘 性 VGメ ーター法

強 度 一軸圧縮試験 σ 28 随 時

表-2.3.6 WMCグ ラウト品質管理結果 (アジテータょり試料採取)

泣 度

液件ヤ 功一Jうち,18

鉱 )

培 性 圧 描

強 賞
くkE/cう

斑
ω

亜
ω

的
ω

見掛け
(にり

力え' , ,

CP)

f ―' F  r l , . ―

( 2 b / 1 m r tり

r , スⅢレンアス
( 2 b / 1 1 X l r i り

報
(n )

399 339 399 399 399 399 339 399 399

醜一的
住 7 47 44 iS 1ユ0 ユ 0 a l

嵐

０状
い

ユ 8 氏3 ■ 3 1_21i 28 45 0 Z10 4ユ0 200 ミ2

損′1減

(XBi n )

■5 4 S ■ 5 よ節 1■0 t0 46 2t0 44
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図…2.3 . 2  W M Cグ ラウ ト社度曲線

2.8 . 4  W M Cグ ラウ トの注入

(1)注 入配合、注入圧力及び注入速度

注入配合は、 1次 注入時にはW/C = 6を 標準 とし、 2～ 3次 注入時にはW/C = 8の 濃度
で分散剤を加えた配合 とした。最大注入量は 1バ ルブ当たり 900フとしたが、透水性の大
きい左岸側領域では規定量の900〃 に達するバルプが多 くなり、改良対象領域外へのWM

Cグ ラウ トの逸散が懸念された。そこで左岸側領域の一
部ではWMCグ ラウ トの粘性を高

めるため、 1次 注入の配合をW/C = 4 ,最 大注入量を 1バ ルブ当たり 600フに変更 し、普
通セメントグラウ トの併用も行 った。

外列孔の注入圧力は、水押 しテス ト結果よりα=3と し、注入圧力を lH+ 3  k g f / c m 2

とした。 また内列孔については地中壁への影響が最小限 となることを優先させ、0.8 H十

3 k g f / c m 2程度まで注入圧力を下げた。

注入速度は最大10″/m i n ,と規定 したが、実績では規定量注入バルプで平均 5.3〃/m i n
リフューズバルブで平均 2.9〃/m i n .、全体の平均注入速度は 4.7夕/m i n .とな り想定よ
り若干遅い結果 となった。なお リフューズの判定は 2夕/mi n .以下の注入速度が10分以上

続いた場合 とした。

(2)注 入量

注入実績は、注入総延長1,7 2 5 m、

27 5万″、総注入セメン ト量 453 t、

量260 k g / m )で あった。

総注入量に対する各注入の比率は、 1次 87 %、2次 7%、 3次 6%で あり、 2次 注入 ま
でで全体の94%を 占める。追加孔による3次 注入は19孔で、設計孔数の5.6 %で あった。

絡孔数 335孔、総バルプ数 5,176に対し、総注入量
1パルブ当たりの平均注入量 531″(注入セメント
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2.3.5 注 入効果

WMCグ ラウチングによる砂礫層の改良効果を確認するために、遮水性の判定を透水試

験、砂礫層の均質化を電気探査等により実施した。

(1)砂礫層の透水性

透水試験は、改良深度 5m区 間を3ステージに区分し、φ66mmの試験孔でパッカー法に

より実施 した。難改良性のC,D, Eプ ロックでは 1次注入で十分な改良効果が得られず

2次 注入及び追加注入を行った結果、5Lu非 超過確率が88%と なり改良目標に達 した

(図 2.3.3参照)。 また比較的透水係数の大きなA, Bプ ロックでは 1次注入によりほぼ

改良目標に達 し、若子の追加注入により5しu非 超過確率93%となった (図 2.3.4参照)。

表-2,3.71こグラウト注入量と改良効果について示す。

透水試験結果よりWMCグ ラウトを注入することにより、10~2～10-3 cn/Sオーダーの

砂礫層を10 5 cm/Sオーダーまで遮水性を高められることが確認された。

（ざ
）

■

ぼ

コ

槙

拘

0

ト ペ

iOx10 3

(l tu)

i O  i t 0  4

(Ю tu〕

」D■ Ю
ヤ 1。fl。2

透水係数 Cm/sec(tu t〕

図- 2 . 3 . 3  非超過確率分布 ( C , D , Eブ ロック)

（ざ
）

升

輝

浄

負

tO■0'

(1に,〕

iO.,0‐
4           ,0、 す 〕          的 ■【ンを

tЮ L u〕
 進 水係数 c n / s e c  t t u宿〕

図-2.3.4 非 超過確率分布 (A,Bプ ロック)
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表-2.3.7 WMCグ ラウ ト注入量と改良効果

ブ  6 ク  ク
注入前透水採較

(cn/s)
こ入後透水係数

(CA/S)
パルプ当り注入景

〔[ )
n当 うせメン ト長

(18)

A・ B 】_7X102
23X10~S

S Lu非超過確卒93% 346

C ' D ・ E 23X10‐ 3 2_2X10~S
5 LH非超過確卒88%

436

(2)砂 礫層の均質化

水平電気探査結果を図 2.3.5に示す。図中で示されている見掛け比抵抗値は、地表か ら
その深度 までの平均的な比抵抗値であり、その深度における比抵抗値ではないが全体的な
傾向を把握するうえで有用である。見掛け比抵抗値は、グラウ ト注入前は100～ 800 Ωm
程度であったが、注入後は50～300 Ωmと 小さくなっている。 また等見掛け比抵抗線の間
隔が注入後は広がっていて全体的に均一化されていることか ら、注入により砂礫層は均質
化されているものと判断される。
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2.4 計 測

2.4.1 計 測概要

ベ ン トナイ ト混入 ヨンクリー ト地中壁には、壁体 と周辺砂礫層の沈下量の差を最小限に

抑え、かつ確実な遮水性を有することの 2つ の機能が要求される。只見ダムではこれらの

点を確認するために表 2.4.1に示す計】1を実施 した。

図 2.4.1に初期湛水曲線を、図 2.4.2に討器配置を示す。

表- 2 . 4 . 1 埋設 計 器 一 覧 表

る 務 測 定 内 容 単  位 数  童
62年度
凛置豊

1 3年度

最笹数

交 地中宝の歪.地 中壁のま度 ム
０

2 0 2 0 0

土   圧   : i
亀中豊頚部の角直 ・水平土EEttJ土貫道水豊茎

醸 1地 中堅直上部の角蔵土圧
台 1 ' 5

鉛 直 交 位 : | 地中堅頭卸及び土質進水宝基礎の角直束位 ム
０

6 2 4

下

下

注

洗

町

演逮

盾
く

土東送水室の泣下 傾 4 0 4

水 平 変 位 計 地中里の水平変位 台 1 7 4 1 3

せ ん 断 愛 位 ■ 地中里頭aS接合材内の釣直変位 古 2 0

足 自 変 位 : 十J6中虫と洪水吐との経手部の水平 ・労直変位 台 2 2 0

間 滅 ホ 圧 計 土買逮水室内の日疎水圧 台 1 3 4 1 4

水  位   ■ ダム下流側地下水位 台 4 3 4 1

減 水 抵 , 1 嵐ダムのX水 ま 台 1 1 0

亀   霞   :i 地瓜時の加速度 台 3 0 3
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2.4.2 ダ ム全体の挙動

(1)ダ ム堤体の沈下

盛立終了後 1～ 2か月経過時点での主ダムの表面沈下量は14～22mm、盛立終了後約 6か
月経過時点で24～42mmであり、半年間で最大20mm程度の圧密沈下の進行が認め られた。

層別沈下の数値は、盛立終了時か ら湛水開始までの半年間でほぼ収束 していて (図 2,4.3
参照)、 岩盤部に築造 した脇ダムも盛立終了後約 6か月経過時点で表面沈下量87mmで収束
している。ダム堤体の沈下量は、岩盤からダム天端までの高さ約42mの 0,1%以下 と小さい。
初期湛水時において、貯水位の上昇に伴いダム天端は最大3mm程 度浮 き上が り、貯水位

を予備放流水位以下のEし.378mに 下げた時には最大3mm程 度の沈下が生 じたが、測量誤差
を考えれば定量的には問題は無いと判断される。

長主天茸キ [[ `市 , Ilまた了

光
下
Ｉ
　
ｍ

求
下
士
　
ｍ

図-2.4.3 盛上高による層別沈下量変化及び盛立完了後経時変化
(2)ダ ム堤体の水平変位

ダム天端は、水位上昇時には下流側へ変位 し、下降時には上流側へ変位する傾向が認め
られたが最大で も3mm程 度であり、沈下量 と同様に定量的には問題は無いと判断される。
(3)上 質道水壁内部の間隙水圧

盛立に伴 う土圧の上昇により間隙水圧は盛立直後に顕著な上昇を示 し、盛立中断時ある
いは終了後は圧密の進行により急速に減少する傾向を示 した(図 2.4.4参照)。 盛立終了
後約 6か月経過時点で、EL.376mの残留間隙水圧は0.06～0.81 kgf/cm2、Eし,380m及 び
EL.385mの残留間隙水圧は0.04～0,46 kgfたm2 で ぁり、大 きな残留間隙水圧の発生は認
め られなかった。

初期湛水時には、水位上昇により上流側からコア内に間隙水が浸潤 して くるので、地中
壁上流側の間隙水圧は上昇するが、下流側の間隙水圧の上昇は上流側より小 さいか、ある
いはほぼ一定である。 これは地中壁下流側には間隙水の浸潤が少なく、盛立時に発生 した
間隙水圧が残存 していると考えられる。
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図-2.4.4 盛 立に伴う間隙水圧の変化例

2.4.3 地 中壁の挙動

(1)地中壁の周辺土圧

図 2.4.5に盛立時及び盛立終了後の地中壁周辺の上圧の計測結果を示す。地中壁の周辺

土圧はいづれも盛立の進捗に伴い増加し、盛立終了後はほとんど増減が見られなかった。

地中壁頭部の鉛直土圧は、土被り圧の約1.5倍の値を示し、砂礫層表面の上圧は土被り

圧の約 40%の値であった。これは砂礫層に比べ岡J性の大きい地中壁が土質遮水壁内部に突

き出していることにより発生していると考えられるが、応カレベルから判断して地中壁の

構造上問題となる土圧値ではない。また地中壁頭部の水平土圧は約 1.O kgf/cm2でぁり、

地中壁と土質材料との密着は十分であると判断された。

図 2.4.6に初期湛水時の地中壁周辺の上圧の計測結果を示す。図中の上圧値は湛水開始

時の上圧を0,0と して表していて、土圧値は貯水位に運動した動きを示 している。地中壁

頭部の鉛直土圧は、貯水位の上昇に伴い減少し、貯水位の下降に伴い増加する傾向を示し

湛水時の浮力により上圧が軽減されている。地中壁頭部の水平土圧も貯水位に連動して増

減している。

上流側の水平土圧は、湛水により静水圧がかかることにより増加し、下流側の水平土圧

は受働土圧的な力を受けて増加している。水平土圧は上下流制ともに湛水前の値を下回る
こともなく、地中壁と土質材料との密着は湛水時においても十分保たれている。砂礫層表

面の鉛直土圧については、上流側は静水圧の増減に連動して変化しているが、土質遮水壁

の下流側は静水圧の変動が小さいのでほとんど変化していない。
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(2)地 中壁及び砂礫層の鉛直変位

地中壁及び砂礫層の鉛直変位量は、盛立の進行 とともに直線的に増加 した。鉛直変位の

計測結果を解析結果 と併せて表 2.4.2に示す。

各断面の盛立終了時の沈下量は、地中壁が10,2mm、13.7mm、8.6mm、砂礫層が11.Omm、

9,6mm、 8.7mmで あり、両者の沈下量の差は、0.8mm、 4.lmm、 0,lmmで あった。 また地

中壁 と砂礫層の沈下量の差は、湛水開始時及び満水位時で も 4.7～1.8mmと小 さく、地中

壁 と砂礫層はほぼ一体の挙動を示 している。

表-2.4.2 地 中壁および砂礫層の鉛直変位計測結果

測線番号 盛立終了後 湛水開始前 満水位時

NO。10

地中壁

砂礫層

沈下差

10.2 mm

l l . 0

0 . 8

12.4 nlll

1 3 . 6

1 . 2

12.2 mm

14.0

1 . 8

NO.13

地中壁

砂弾層

沈下差

13.7 mm

9 . 6
-  4 , 1

15,l nlm

1 0 . 4
- 4 , 7

14.9 mm

l l . 0
- 3 . 9

NO.16

地中壁

砂礫層

沈下差

8.6 mm

8 . 7

0 _ 1

9.8 mm

1 0 . 2

0 . 4

9 . 6 n 】n Ⅲ

10.5

0 . 9

(3)地中壁の水平変位

地中壁の水平変位は、盛立終了時を初期状態(水 平変位=0.0)と して表 している

(図 2.4.7参照)。

地中壁は湛水時に静水圧を受けて片持ち梁のような力学的挙動を示している。すなわち
地中壁の上部ほど変位が大きく、最大水平変位量は約3mm程度であった。湛水時の水平変
位は貯水位に運動していて、水位上昇時には地中壁は下流側に変位し、水位下降時には再
び初期値に戻るという弾性的な動きをしている。なお水位下降時には完全に初期値に戻ら
ず残留変位が残る。

(4)地中壁の歪み

地中壁の歪みは、盛立の進行とともに圧縮歪みが増加する傾向を示 し、盛立終了時で
NO。10測線が90～1,150×10S,NO.13演1線が0～ 790× 106とかなりのバラツキが認め

られた。これは歪み計の設置をコンクリート打設時に行っていて、歪み計の鉛直性の確保
が困難であったために各歪み計の鉛直精度に相違があったことによる。

初期湛水時の水位上昇に伴い、地中壁の圧縮歪みは減少する傾向を示 した。すなわち盛
立時の圧縮歪みが湛水時に働く浮力により開放されて、僅かに引張方向に動いている。こ

の傾向は地中壁頭部の上圧の減少及び地中壁の浮き上がり等の現象と符合する。
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図-2.4.7 地 中壁の水平変位 (溝水時)
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あとがき

本章では、砂礫層上に築造されるダムの基礎処理工法としてベントナイ ト混入コンク
リー ト地中壁及び湿式細粒化セメント (WMC)グ ラウチングの両工法を取り上げ、只見
ダム地点でその実証試験を実施した。

前者は、対象地盤に近い変形性を持った材料 (ベントナイト混入ヨンクリート)を 開発

することによって地盤変形 (沈下)に 近い追随性を有する遮水壁を目指したものである。
|    ま た、後者 (WMCグ ラウチング)は 、従来の普通セメントグラウチングでは改良困難な
「
    10 3 cll1/sオーダーの透水係数を有する良く締まった微細な問隙を有する砂礫盾の水密化及

び固密化を効率的に行い、ベントナイト混入コンクリー ト地中壁による基礎処理工法の信
頼性をいっそう高めようとするものである。

今回の実証試験により得られた知見は、概略以下のとおりである。

(1)ベ ントナイト混入コンクリート地中壁

① 施 工状況調査では計画とおりの施工が行われ、各種掘削機の運用実績、安定液設備の

運用実績並びにベントナイト混入コンクリートの打設に係わる施工実績などの今後の施工
1    計 画の立案に資するデータが得られた。

② 地 中壁の鉛直性は、 ドーナツ型ロックオーガーとバケット型掘削機の併用の結果、管
理値を充分に満足できる精度が得られた。只見地点においては、適切な組み合せであると

判断できるが、一般的には、掘削機の選定は、対象地盤の性状に合わせて計画する必要が
あると思われる。

③ 溝 壁の安定性については、充分な安定液の管理、適切な逸泥対策及び綿密な地下水位

管理をした結果、砂礫層においても充分な溝壁の保持が可能であった。

④ 只 見地点での変形性の管理は、強度により行った。ベントナイト混入コンクリート打
設時に採取 した試料の一軸圧縮試験の結果、目標どおりの強度が得られた。また、その他
の各種の管理試験の結果もばらつきが少なく、均一で所要の変形性及び遮水性を有するコ

ンクリー トに仕上がっているものと考えられる。

⑤ ボ アホールカメラによる地中壁内部の目視の結果、ベントナイトコンクリートは均一

に打設されており、地中壁と岩盤との密着状況も良好であった。

(2)WMCグ ラウチング

① 102～ 103c.1/sのオーダーの透水性を有する只見地点の砂礫層は、WMCグ ラウチン

グを行うことにより所要の105伽/sのオーダーまで道水性を高めることができた。

② 電 気探査による見掛比抵抗分布からみると、砂礫層は、WMCグ ラウチングにより均

質化が図られたと判断できる。

③ 注 入終了後の トレンチ掘削による目視観察によれば、WMCグ ラウトの注入範囲は、
十分コア全面に亘っており、注入パターンが適切なことが確認された。
(3)計測結果

① ベ ントナイト混入コンクリート地中壁の変形性について

地中壁と砂礫層の相対変位は、最大 5mコ程度であるが、地中壁の方が砂礫層よりも沈下
しており、地中壁のコアヘの貫入が進む傾向はみられず地中壁と砂礫層とは一体となった

挙動を示しているといえる。このことは、シミュレーション結果によってもその相対変位

はほぼ一致することが確認されており想定どおりの結果といえる。
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② ダ ムの遮水性について

ダム下流の地下水位測定、間隙水圧分布、土圧の分布、接合材の挙動及び地中壁と洪水
吐ヨンクリートとの継ぎ手部の挙動などいずれのデータもダムの遮水性に影響を与える結
果は全 く認められず、ダムの遮水性には問題はない。

(4)今後の課題

只見地点においては、ダム高さ20m、地中壁の深度23m程度の規模の場合、ベントナイ
ト混入コンクリート地中壁工法及びWMCグ ラウチングエ法は実用化されたと考えられる。
これらの実績を踏まえ、どの程度の規模にまでこれらの工法が適用可能かという点の解明

及びよリー層の経費節減を図るための方策が課題となる。規模拡大ついては、各地点の諸
条件によリー概にいえないが、只見地点において実施した手法により検討を行うことによ
り各地点ごとに可能性の有無が判断可能であると思われる。
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1.は じめに
一般に、中小水力では水路系の占める工事費の割合が大きく、水路系の工事費の低減

が直接的に開発地点の経済性向上、さらには開発可能地点の拡大につながるものと考え

られる。

この水路系は、大別して トンネルと開水路に分けられるが、このうち開水路に要求さ

れる機能は水路よりの漏水防止及び水路法面の保護であり、このため従来はヨンクリー

ト又はアスファル トによるライエングが主として行われてきた。
一方、近年における高分子化学の進歩は著しく、種々の高分子材料が土木の分野にお

いても使われ始めている。合成ゴムもその一つであるが、土木分野への利用は比較的古

く、1948年米国ユタ州で濃活用水路潟水防止用シー トとしてすでに実験が開始され、そ

の後米国各地や欧州で貯水池の遮水膜や建物屋上及び地下、トンネル、産業廃棄物処理

用池の防水等に広 く用いられている。
1)

我国でも1961年に初めて導入されて以来、建物の屋上防水や農業用ため池、廃棄物処

理用油等に盛んに利用されており、最近の例では海水揚水発電パイロットプラントの上

池表面述水材料として使われようとしている。
2)

ゴムシー トは、従来の土木材料に比べ軽量でかつ柔軟性に富むという特徴を有してお

り、これを発電用施設としての開水路のライエング材料としてうまく利用すれば、

① 施 工が容易で安価である。

② 地 盤の不等沈下に順応でき、クラック、漏水等に対する問題がない。

③ 補 修が容易である。

④ 王 期が短縮できる。

等の長所が得られると予想される。しかしながら、このようなフレキシプルな材料を、

流水と援する開水路法面のライエング材料として用いることができるのか。その場合の

シー トの固定方法はどうすべきか。背圧 (揚圧力等)を 受けた場合、シー トの安定性は

どうなるのか等未知の部分も多い。

筆者らは幸いにも、 「中小水力開発促進のための新技術開発」の一環として本問題に

取組む機会を得て、図-1,1に示すゴムシー トライエング水路の実用化を目的とした、

① 各 種ゴムシー トの材料試験、

② シ ー ト接合、固定方法に関する諸

試験、③ 模 型水路による流水実験、

④ 実 水路の一部区間を利用した実証

試験等を行ってきた3)。

以下にはその成果を基に、ゴムシー

トで開水路のライ‐ングを行う場合の、

(1)適切な材料の選定方法

(2)ゴムシー トライエング

の設計、施工方法

(3)使用例と主な留意点

等について紹介する。 図-1.1 ゴ ムシー トライエング水路概念図
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2.ゴ ムシー トライエングの設計

2.1材 料の選定

(1)ゴ ムシー ト材料の規格

現在合成ゴムとして多種のものが生産、販売されており、それぞれが固有の機能
と特徴を有している。このうち貯水池、水路等のライエング用としては、これまで
HR(プ チルゴム)、 HRと EPDH(エ チレンプロピレン●ジエン●モノマー)を ブレ
ンドしたもの、CS常(クロロスルホン化ボリエチレン)等 が使われてきた。

また近年では塩化ビユール系のシー トで耐候性に優れたものも生産されており、
これを用いることも考えられる。

これらの材料に関する規格としては、我が国では土木分野におけるものは未だ無

く、建築の防水月に定められたJIS A 6008 4)がぁるだけである。一方アメリカでは
ASAE(舶 erican sOciety of Agricaltural Engineers)が1970年に制定したIIR/EP

DMゴムシー ト及びサイロン入り補強ノチルシー トの規格などがある。
5)

JIS A 6008は、主として鉄筋コンクリー ト構造建造物の防水に用いる合成高分子
ルーフィングについて規定したもので、(1)加強ゴム系、(2)非加破ゴム系、(3)塩化
ビユール樹脂系、(4)エチレン樹脂系の4種 類の材質別にその規格を定めたものであ
る。試験項目は表-2.1に 示す26項目であり、試験方法はすべてJISに定められてい

る。

内容は、引張試験、引裂強さ、加熱仲縮量、劣化試験、ビンホール試験、接合性

能にわたり、特に、基本的な引張試験については無処理の場合と、80±2℃で168時

間加熱した場合、20±2℃の飽和水酸化カルシウム水溶液に168時間浸せきした場合

(アルカリ浸せき)に ついて100%、 300%の 各伸び時の引張応力と引張強さ、切断

時の伸び率測定を行うことになっている。また劣化試験のうちオゾン劣化について

は、40%の伸び率を与えた試験片をオゾン濃度75±7.5pph田、温度40主2℃の環境下に

168時間おき、試験片のひび割れを観察するものである。
一方ASAEの規格の試験項目は、大略」IS A 6008と同じであるが、HR/EPDMゴムシ

ー トに対してはアルカリ浸せき後の引張試験がない反面、ショアー硬度、湿気通過

性、低温可とう性等の試験項目が加わっている。

また耐オゾン性では、使用環境の相違によリオゾン濃度、伸張率を変えているの

が特徴である。なお、ナイロン入り補強プチルシー トの規格では、縦、横両方向に

対する引張強きのほか伸び率、耐水圧性等の項目が追加されているのが注目される。
これらの規格は、いずれもゴムシー トの基本特性を把握するには有用であると考

えられるが、開水路のライエングとして用いるにはこの他にも検討を要する項目が

あり、また使用環境によっては新たに追加する試験も考えられる。
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無処理 20モの試験
値の2∞%以 下

試験時温度

試験時温度

アルカツ
浸せき後

25〔2452)以 上

アルカブ
浸せ き後

試験時温度

試験時温度

無処理20この試験値
の70%以 上

重告彗法1試聡標景度

試験時温度

試験時温度

盛す?[6〕(1)1以下

オプン分化

試験時温度

アルカサ
浸せき後

試験時温度

表-2.1 合 成高分子ルーフイング規格

」IS A 6008-1986

エチレン酢 ピ樹脂系

引
張
試
験

125{1226}以上
250{2452}未満

無処理 20tの 試験
値の 15%以 上

植独昏押揚屯徹詳験

鰹要?1以下

35〔3432}以 上

以上 1

21Xl以上

40t3乾 3)以上

無処理 20tの 試験
値の311%以上

の 50%以 上

450 以 _L

楢砦袖 2試験

経砦協 呈試験

楢砦島;堀簾韓

引裂強さ

kgr/cm

〔N/cn}

加熱伸縮i n取 伸び
縮み 盛す?}以下

合 格

伸び時の分化試験

合 格

ビツホール試験 合  格

合 格

接合性能
合 格

合 格

注 (1)塩 化ビニル樹脂ネの 〔 〕 内は,主 として溶剤浴者によって接合するルーフィングについて適用する。

?}以下
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(2)材料試験の例

開水路のライエング材として用いるためには、上述のゴムシー ト規格で定められ
る基本特性の他に、耐候性、耐水性、印摩耗性等が要求される。ここでは表-2.2に

示す代表的な3種 類のゴムシー トとポリ塩化ビニールシー トについてこれらの試験
を行ったので、その結果を紹介する。

表-2.2  試 験を行ったシー ト種類

記  号 シート名称 (主成分)

A エチレンプロピレンゴム (EPDM)70%とブチルゴム (IIR)30%
B クロロプレンゴム (CR)

C ポリ塩化ビニール樹脂

D クロロスルホン化ポリエチレンゴム (CSM)

① 基 本物性試験

JIS A 6008に基づき、引張り、引裂き、伸び率の劣化、接合性能等表-2.1に示
された項目の試験を行った。この結果、規格をすべて満足するのはAの みであっ
た。

② 摩 耗試験
コンクリー トのすり減り抵抗試験 ASTM C 418に準拠して、A～ Dの 各シー ト

とヨンクリー ト板、鋼板の摩耗性を比較した。結果は各シー トともすり減 り、減
量速度は 10~6cH/sのオーダーを示し、ヨンクリー トの 1 0 3cBt/sより著しく優
れ、鋼板の 10'S研 /sを上回る耐摩耗性を示した。中でもシー トAは 最も減量が

少なく、2.29×10~6c口/sであった。

③ 凍 結融解試験

+20℃～-20℃ の温度変化を2時 間で 1サ イクルとして与え、100、200、300サイ

クル後の引張強き、伸び率、引裂強さを測定して凍結融解による劣化の程度を調
べた。結果を図-2.1に示す。各シー トとも初期値 (試験前の値)に 対して数%～

10数%の 低下を示したが、障害になるような現象は見られなかった。またシー ト
Aは 最も劣化の程度が小さかった。

④ 屋 外暴露試験

自然大気中に100%引張り状態 (元の2倍 の長さまで引っ張った状態)で 暴露し
た各シー トについて、最大24カ月まで定期的に引張強き、伸び率、引裂強さを測

定した。この結果、各シー トとも可塑剤の蒸発により硬化して引張、引裂強度が

大きくなり、伸び率は減少するというゴム材料特有の劣化現象を示した (図-2.

2)。 しかしシー トの種類により程度の差がみられ、Bは 6カ 月で切断、C及 びD

は伸び率が半減した。24カ月後の目視観察によればC、 Dに は表面に亀裂が多数

発生していた。これに対し、Aで は亀裂の発生がみられなかった。

③ 耐 圧試験

ゴムシー トは、水圧により下部の裏地盤に押しつけられるので、勇地盤にくぼ

み等があればシー トが水圧により圧入され局部的破壊が生じる可能性がある。
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海老名1)は5～10Hの 砕石を敷き並べた上にゴムシー トを置き、上から水圧をか
けて耐圧性を調べる実験を行っているが、シー ト厚きが 1口の場合で8～lokgf/c
口2、2口日の場合には16～24k8f/C口2の水圧で初めて砕石のくぼみ部で破裂を生じる
程度と報告されている。

開水路ライエングの場合には、小水深であるのでこのような破裂現象は殆ど問
題とならないであろう。筆者らが行った類似の実験

6)で
も、平均8口■の砕石上に

厚さlHの ゴムシー トを置きl kgf/c■2の水圧を50日間作用させたが、A～ Dの ど
のシー トにも異常は見られなかった。

100               200

凍結融解 〈サイクル )

強 さ

100               200

凍結融解 (サ イクル 〉

号|

化

　

〈
％
〉

V0
lo0             20o

棟培融解 (サ イクル )

300

図-2.1 凍 結融解試験結果

｀`ヽ〔ここ1＼、1さ、._゙x___
ヽ = = 三

① o 一 ――

○ △―

⑥ ◇一 ‐‐―

③
X― ― 一 ― 一
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図-2.2 屋 外暴露試験結果
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(3)ゴムシー ト材料の選定
ゴムシー ト材料の選定においては、機械的強きはもちろん、耐候性 (含耐ォゾン

性)、 耐水性、耐摩耗性等に優れた材料を選ぶ必要がある。これまでの農業用ため
池等の使用例や上述の試験結果から見れば、HRと EP酬をプレンドしたものが最も優
れているといえる。市販されているこのシー トはプレンド比 (HR/EPDM)が 70/30
～30/70の範囲にあり、一般にEP眺の割合が多 くなる程耐オゾン性が向上する (表―
2.3参照)反 面、接着性能は悪 くなるという特性があるので、プレンド比については
この点に留意して決定することが肝要である。

表-2,3 11R/EPDMの 比率とオゾン劣化の程度

IIR/EPDMの 比 40/60 50/50 60/40 80/20 100/0

キレツ発生時間 (分) 81,500 11,400 1,380 180 180

(注)試 験条件    40℃       100%     50pphm

(注) 文 献1)より引用

また、建設地点によっては、耐熱性、耐化学薬品性、耐パクテリア性等が要求さ
れる場合も考えられるが、これらについては、文献 1)に 詳しいので参照されたい。
近年の高分子化学分野における進歩は目ざましいものがあり、ゴムシー ト材料に

ついても今後はさまざまな優れた材料が開発されるであろう。したがって、以上述
べた材料以外にも優れたものが今後出現することが予想されるので、今後はこれら
の新材料についての開発動向を把握したうえで、使用環境を勘案して最適な材料を
選定する必要がある。

2.2ゴ ムシー トの固定方法

(1)水位低下時のIFムシー ト及び固定材の挙動
ゴムシー トは剛性が極めて小さ

いため、開水路ライエング材とし

て用いた場合、通水時は水圧によ

って裏地盤に押しつけられ安定し

ているが、背後から圧力を受ける

と容易にはらむと予想される。し

たがって、シー トを裏地盤に固定

する固定材が必要であるが、固定

材もシー トにより引張られて安定
が損なわれる懸念がある。

ゴムシー トが背後から受ける圧

力としては、水位低下時に裏地盤
の崩壊による土圧、残留水圧が考 写真-2.1 抜 水試験状況
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えられ、この場合が本ライニング構造に対して最も危険な状態となる。この状態で

の水路の挙動を明らかにするために開水路断面模型を製作し、抜水試験を行った

(写真-2.1)。

試験は、模型水路内及びゴムシー ト背面に充水 (地下水位が高い場合を想定)し

た後、水路内の水を抜水して水位降下時の裏地盤斜面の安定、ゴムシー ト及び固定

材の挙動、保護マット(ゴムシー トと裏地盤の間に挿入するマット)及 び ドレーン

パイプの効果等を調べるものである。裏地盤材料としては砂利、砂、ローム質土

(緩詰めと密諸め)の 4ケ ース、法面勾配は 1:1.5と 1:2.0の2ケ ースとした。

この結果得られた知見は、

① 水 路の法面勾配が 1:2.0の場合、砂利、砂、ローム質土のいずれの場合も

裏地盤斜面は安定である

② 法 面勾配が 1:1.5の場合も、裏地盤材料の種類や締め固め、保護マットの

使用、ドレーンバイプに考慮を払えば安定を保つことができる。

③ ゴ ムシー トの挙動は、開水路の抜水時に裏地盤の排水が行われない場合、

パックプレッシャーにより大きくはらみ、場合によっては固定材を押し上

げ破壊に至らしむことがある。

であり、裏地盤の安定は排水設備、法面勾配を適当に設定することにより得ること

ができると判断される。しかしながら、ゴムシー トの安定は背面の残留水圧に大き

く依存するので、残留水圧とゴムシー トの変形の関係を明らかにして、これに対応

した設計手法を確立する必要があると考えられた。

(2)背 圧 (残留水圧)を 受けるゴムシー トの応力 ・変形解析
°)

① 解 析手法の概要

背後より揚圧力 (残留水圧)を 受けて図-2.3の 様に変形したゴムシー トの微小

部分 dsに 対する力の釣合いを考えれば (図-2.4参 照)、

q ・ d s = ― T ・ d θ一t a n  θ・d T

q ・ d s = c o t  θ・d T ― T ・ d θ

図-2.3 ゴ ムシー トの変形

①

②
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を得る。ここに、2次 以上の微小項は省略している。

次に、P点 での水圧とds部 分に作用する圧力qと の間には、

q       P。
一

十 y=ニ
W    w

の関係が成 り立つ。ここに、wは 水の単位体積重重である。
一方ゴムシー トの弾性係数をE、 断面積をAと すれば次の応力～ひずみ関係を

得る。

L一 L。

P 。2 + 2  w  T o c o s  θ
。

/丁高2

(0≦ k2≦ 1)

(0≦ K≦ 1)

―一 一ヽ―――― ③

十一十一一― ④

一―一―一― ⑥

…
①

~ ~十一 ⑫

――一― ⑬

Lo     A

上式中L。、Lは それぞれゴムシー ト変形前の長さ (以下スバンという)、 変形
後の長さである。

①、②式よりdsを 消去すれば

T。

d T = 0

つまりT=T。 (一定)で ある。したがって①式は

q ・ d s ‐ ―T 。・d θ

となる。③式よりqを求め、◎式に代入すれば

⑤

①( P 。
一 w , y ) d s = ― T 。 ・d θ

ここで  ds・ cosθ=dx、  ds・ sinθ= dy'どから、C)ヨ覗ま

( P 。一w ・ y ) d x = 一 T 。・c o s  9 ・d θ

( P 。―w ・ y ) d y = 一 T 。・s i n  θ・d θ

となる。◎式の両辺を積分すれば、

P。_/下。2_丁市瓦文高『丁―cos θ。)
y = ~~―十一… ①

W

ただし、P。2_2w T。
(cosθ―cOsθ。)≧ 0

⑥式を⑥式に代入後積分すれば、
T。           2

dx=―
/P。2■2 wTocos θ。 k2/1年 k2

③

◎

さらに、

∫

・ ( (1 +k2) E(X,号 ―
; )―

F(X,; 一

2 w T 。

０

一

２

k 2 =

K =

ここに、
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また、F(m,o)は 第一種精円積分、E(m, φ)は第二種精円積分でそれぞ れ、

ゅ   dφ
F(m, o)=i

。/1-m2sin2 φ

E ( m , ゅ) = j 与
/ ' 1 _ m 2 s i n 2  φ・dφ

0

と表される。

ここで、θ=θ。畑0まで変化させれば x=0細 L。/2と 変化するから、①式より

①

⑤

Lっ

2

を得る。

以上の関係式のうち水圧P。、

スパンL。、ゴム弾性係数E、 シ
ー ト断面積A及 び水の単位体積重

量wは 既知と考えられ、未知の量

は張力T。、固定部におけるゴム

シー トのたわみ角θ。、変形後の

長さLの 3個 である。これらの未

知量は式④、⑥、②式を用いて図
-2.5に 示す手順により求めるこ

とができる。計算は反復法になる

が、電算機を用いれば容易に実行

が可能である。またT。、θ。の値

が求まれば⑥、①式を用いてゴム

シー トの最大変位、変形曲線を求

めることができる。

2T。

ブ行電2■2 w T o c o s  O。・k2/ 1 + k 2

( E ( X , ユ
ー 螢

) 一 E ( K , 4 ) ) ―( F ( K ,

2  2           2

[ ( 1 + k 2 )

二一勢) 一F ( K , ■) ) ] ⑤
2  2         2

を得る。同様に、①式を①式に代入後、θ=θ 。～0ま で積分すれば、

2T。

71+k27P。 2+2 w Tocos θ。
( F ( K , 二) ―F ( K , 空―上°

) )
2         2  2

①〓

Ｌ

一
２

ア ウ トプ ッ ト

図-2 . 5

θ
. o = 0 - ―

2

T げ = 0 ～ T o 回a x  T o 取a ( =

① 式

Poを

2w(1-c6S θ  O)

1 1 鉱

定数の 設定  P o ャしo E A w

θo To,L

-154-

計 算 手 順



② 検 証実験

上記解析手法を検証するために、両端を固定したスパン約50c口のゴムシー トに
最大70cBの水頭を作用させる実験を行い、最大変位Yぃ。x、シー トひずみεにつ
いて解析結果と比較を行らた。結果を図-2.6、図‐2.7に示す。
図中ケースAは 、加硫ゴムの引張試験法を定めたJIS X 6301に基づいた試験

(荷重速度500日B/分 )よ り求めた弾性係数を与えた場合の計算値であり、ケー

スBは 荷重速度を遅く(約1lm/分 )し た場合の弾性係数を与えた場合である。
この結果からケースB、 すなわちJISに定める荷重速度より1/50程度の小さい

荷重速度とした方が実験結果と良く一致することが知れる。またケースBに 対す
るゴムの弾性係数を図-2.8に示すが、同図より明らかなように、微少歪領域で
はゴムの弾性係数は応カンペルにより変化するので、この関係を正しく入力しな
ければならない。

Ymax

ケースB       ′

/

▼先々ウタ″

ｏ
　
／
。

/サ 後
O

″

Ｖ

″

タ
(●Iu)

1

( o 口)

005                  010

P。(k【f/c』)

図-2.6 解 析結果

0              0 1 5

Po(峰 f/租 )

(シー トの最大変位)

010

(%)

010

P o ( kζ f / c古)

図-2.7 解 析結果 (ゴムシー トのひずみ)
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20ロ

15‐

10ロ

びt(rtF/協 )

図-2.8 ゴ ムシー トの弾性係数

(3)ゴ ムシー トの固定方法

ゴムシー トの固定方法にはいろいろのものが考えられるが、容易に施工できるも

のでなければならない。このため、図-2.9に示す11種類の方法について実際に、水

平方向と斜め上方向 (勾配1:1.5の方向)の 引張試験を実施し、各固定方法の性能を

調べた。

ここでは、地盤の種類は砕石 (3号)、 砂、ロームの3種 類とした。結果の一例を

図-2.10に示す。図中、引張り荷重は単位長さ (lm)当 たりの値に換算したもの

で表示している。 こ の結果を前述のゴムシー ト応力 ・変形解析と組み合わすこと

により、合理的に固定材を設計することができる。具体的な設計例については次節

を参照されたい。
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図-2.10 (1)固 定材の引張試験結果 (水平引張り)
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2.3設 計計算例

以上述べたゴムシー ト、固定材に対する設計の考え方に基づき、排水設計、法面安定

解析と組み合わせればゴムシー トライ‐ングの設計が可能になる。以下には実証試験水

路の設計例を紹介し、具体的な設計計算方法を述べる。

(1)ゴ ムシー トライエング水路の通水量

上質材料、砕石等により平滑に

仕上げられた法面上にライエング

されたゴムシー ト水路に対するマ

ニングの粗度係数nは 、これまで

の実験結果からn=0,012と して良

い。したがって、水路の通水畳は

マニングの平均流速公式により、

A R2/311/2
１

一
ｎ

〓Ｑ

V ( mア S )

2      3

20

Q(ぱ /S)

エチレンプロピレンゴム 3 0 . 6

ブ チ ル ゴ ム 13. 1

加 硫 剤 1. 0

加 硫 促 進 剤 1, 7

促 進 助 剤 2.2

稲強剤 (カーボ ン他 ) 4 0。 2

加 工 助 剤 11.2

(言十) 1 0 0 . 0

通水量 (口
3/s)

粗度係数

通水断面積 (田
2)

径深 (■)

水路縦断勾配 図-2.11 水 位と流速、流量の関係

で与えられる。例えば底幅 5m、 法勾配 1:1.5の台形断面水路で水路縦断勾配 I=

1/1000の場合は、各水深ごとに求めた通水量Qの 値は図-2.11に示すとおりとなり、

この場合、水深 h=1.71mで 対象流重Q=38m3/sを 通水可能である。また同図上

に平均流速V=Q/Aも 示すが、この例のように、ゴムシー トライ‐ング水路の場

合には平均流速を3m/s以 下にすることが望ましい。

(2)ゴ ムシー トの設計

① ゴ ムシー トの材質

2.1の(2)に述べた材料試験結

果より、実証試験水路ではEPDM

70%十HR 30Xのゴムシー トを用

いることとした。このゴムシー

トの組成を表-2.4に示す。

表-2.4 ゴ ムシー トの組成

Ｑ

ｎ

Ａ

Ｒ

Ｉ

こヤ
し

こ
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② ゴムシー トの応力 ・変形解析
ゴムシー トの応力 ・変形解析を行った例を次に示す。

1)計 算条件
・水圧 (残留水圧)
● ス タヾ ン

・水の単位体積重量
●ゴムシー ト弾性係数

P。=0～0。05kgf/cコ2

L。=400c田

w=0,001kgf/cB3

次表の通り

表-2.5 ゴ ムシー ト弾性係数

厚 さ 割 線 弾 性 係 数 E

1 0mm E= 125× 114~°
t

1 5〃 E= 148× 1.13~'t

20″ E= 124× 1.11~″ t

σ t : 引 張応 力

2)計 算結果

計算結果を図-2.12に示す。この結果から、
・最大変位Yぃ。xはシー ト中央部 (x=200c日)に おいて生ずるが、作用水

圧P。 (水頭値)に 殆ど等しくなり、シー ト厚きによらない。
・ひずみεもシー ト厚きに殆ど関係せず、P。‐0,02kgf/c田2で8%程 度
である。

・固定部におけるゴムシー トのたわみ角θ。はシー トが薄 くなるほど大き

くなる。
●ゴムシー トの張力T。はシー トが厚 くなるほど大きくなる。

等の傾向が窺える。つまり残留水圧に対してゴムシー トは殆ど無抵抗に変形

し、シー ト厚さを増してもあまり効果がない。したがってゴムシー トライニ

ング水路では、ドレーン設備等で残留水圧が発生しないように配慮すること

が絶対必要であるといえる。この例では、水頭値で20c日程度まで残留水圧を

減ずればシー トのひずみを3%以 内に抑えることが可能であり、この場合永

久ひずみも殆ど生じないであろうことから、20c■以下の残留水圧となるよう

な排水設備を設けることとした。
一方、この結果からはシー トを薄 くした方が固定材に掛かる負担が小さく

なるので有利となる。また、農実用ため池等に対してはシー ト最小厚〓0.76

Hと いわれているが 5)、
開水路ライニングの場合は流水に伴う転石等による

損傷等が慈念されるので、やや厚くした方がよいであろう。この例の場合は

実証試験であるので、1.5Hと 2.OHの 二種類を採用し、比較検討すること

とした。
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③ 流体せん断力に対する検討    |

流水により水路壁面が受ける流体せん断力τ。は、

τ。=w・ R・ I e

ここに、 τ 。

R

W

I 。

流体せん断応力

径深

水の単位体積重量
エネルギー勾配

で求められるので、不等流計算等によりR、 Ieを求めて上式に代入すればτ。が
得られる。例えば実証試験水路の場合は、Q=38日

3/sの
ときτ。=0.00018 kgf/

C田2を得る。
一方、ゴムシー トは、水圧により裏地盤に押しつけられているので、シー トと

裏地盤の摩擦係数μ=0.5とすれば、水路底面における摩擦力Fは 、

F=0.5× 0.171=0.0855 kgf/c■2

となり、摩擦力の方が充分大きいためシー トが流水により引きずられたりするこ
とはないと判断される。

(3)固 定材の設計

固定材は、シー トによる引張力を受けるので、この引張力に対し安定な構造を選
定する必要がある。

実証試験水路の場合を例にとれば、上述の解析例のように残留水圧0。02kgf/cl1 2の

場合、ゴムシー トに作用する張力は前図-2.12よ り、0。4～0.5kgfん口(単位mあ た
り 40～50kとfん)と なる。一方、固定材の性能試験結果から、最も安定度の高い
「U字 溝現場打ちヨンクリー ト (15c田×15例)」 型式の固定材では図-2.10(2)よ

り150kgf/回の引張力まで耐えるので、この型式の固定材で3倍 以上の安全率を確保
できることになる。

(4)ド レーンの設計

実証試験水路の例では、残留水圧がP。=0.02kgf/cコ2以下となる様な ドレーンの

設計を行うこととした。設計手法は、一般の水路等の ドレーンの設計と同じである。
次に設計例を紹介する。

① ド レーンパイプの設計

図-2.13に示すように ドレーンパイプを設置すれば、ゴムシー ト背面の地下水

位は低下し、ドレーンパイプに集まる全浸透量は次式で求められる。
12)

H2-h2
(Dupuit―Forchheimer)

k: 透 水係数

R。 : 影 響半径

R。

ここに

Q=k
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L: ド レーンバイプ延長

上式に、現地調査により求まった値k=3× 10~5B/s、h〓 1.2H、H〓 2.7口、

R。=5日、L=60■ を代入すれば、

Q=3X10~5x  生 ヱ上
骨青詳

二竺二  × 60 = 0.002田3/s

一方、ドレーンパイプの径をφ30c日とすれば、パイプの通水能力は

Q=2・ A・ 二些  ・R2/3.11/2

‐2 X O . 0 5 0×
0 . 0 1 2  ×

0・0 8 7 2 / 3×0 . 0 0 1 1 / 2

=0.052n3/s>0。 002冊3/s

となり、通水能力は十分である。ここにパイプ勾配は水路縦断勾配と同じ1/1000

とした。またパイプ内平均流速は、通常、集水暗きょでは 0.2H/s以上 1.OH/s

未満とされるが19)、この場合は

V=Q/2・ A=0.52■ /s

であり、上記の範囲に収まっている。

ゴムシー ト ドレーンタヾ イプ

図-2.13 ド レーンパイプ位置図 図-2.14 ド レーンパイプ断面

② ド レーン層の設計

裏地盤の水をドレーンパイプに導 くため、実証試験水路の例では厚さ 50c回の ド

レーン層を設けた。この ドレーン層は次の条件を満たす粒度であることが望まし

、、。 1 4 )
・ドレーン層の材料がつまらないためには

< 5

・ドレーン層が充分な透水性を有するためには

D15(ド レーン)

D15(原   土 )

-164-
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●ドレーンパイプの孔から流出しないためには、

D85_(ドレーン)
> 2D (管  孔  径 )

(5)法 面勾配

法面勾配の決定は、①法面自体の安定
性を考慮のうえ行うことが必要である。
る。

① 法 面自体の安定性
ゴムシー トライェング水路で

は、シー ト自体で背面からの上
屋を支えることはできない。し
たがって法面自体が力学的に安
定でなければならず、この検討
は円弧滑り等の解析により行う
べきと考えられる。

円弧滑りによる解析例を図―

2.15に示す。この例では、ドレ
ーン層、基礎地盤の内部摩擦角
をそれぞれ45°、40°とし、水
平震度を 0,1としている。常時
の法面安定性は十分であるが、
地震時には安全率が1.6と1を越
えているものの、やや不安がある

と ②法面上でのシートの滑りに対する安定
次に、この2点について具体的な例を紹介す

Fs-1鶴 (106)

ミヾミヾミミミミミミミミミぷミミミミミミミミミミぶざぷぷポポドヽトドヽミミミミミヾ

。 図 -2.15 円
弧すべり解析結果

② 法 面上でのシー トの滑りに対する安定性
法面上に敷設したゴムシー ト

は自重により法面上を滑動しよ
うとするが、背面上との摩擦力
又は法肩部における固定により
支えられると考えられる。
法面上をゴムシー トが滑動し

ないためには、図-2.16におい
て i 、

Gl≦ G2・ μ (μ :摩擦係数)

図-2.16 ゴ ムシー トの滑動
なる条件が満たされれば良い。μは背面の状態や物性により異なるが、通常 0.5
程度にとれば安全であるといゎれている。'0)そこでμ=o.5として上式を変形す
ると、

φ-45°
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G・ sinα≦G・ cos α●μ

tan a≦μ=0.5

α≦26°34‐ (勾配では 1:2.0以上)

となり、勾配は 1:2.0以上とすることが好ましいが、これより急な場合でも法肩

部等で固定した場合には、ゴムシー トに発生する引張応力がクリープを生じない

程度であれば良い。

開水路のライエングでは、法面長が短いのでほとんどクリープの問題は無視で

きるであろう。参考までに、HRゴ ムシー トのクリープ現象は、1.4kgfん口2以下の

引張応力下ではほとんど無視できるといわれている。
1°)
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3.ゴ ムシー トライエングの施工

次に、ゴムシー トライエングの施工法を、
3.1実 証試験水路の概要

(1)設 置場所

試験水路設置地点は、石狩川水

系幾春別川中途にある (図-3.1)。

本地点は、直上流に既設発電所

(7.5HttX 2=15Mめが存在し、そ
の発電時放流量 (最大23.5ゴ/s)

が通過流量の大半を占めるが、こ

の発電所は通常平日の昼間しか発

電を行わないため、水位は毎日大
きく変動する。また付近の気温は、

夏期には最高30℃程度まで上昇す

るが、冬季には最低-20℃ 程度ま
で下がり、かつ積雪も多い厳しい

気象条件下にある。

実証試験水路の例をもとに紹介する。

図-3.1 実 証試験水路位置図

(2)試験水路諸元

実証試験水路の諸元は次のとおりである。
①対象流量 :   38日 3/s

②標準断面 :

③水路長 :

④水路縦断勾配 : 1/1000

下流より見た試験水

路の全景を写真-3.1に、
また試験水路の平面図、

標準断面図をそれぞれ

図-3.2、図-3.3に示

す。

台形断面 (底幅 5.0日、法勾配 1:1.5、設計水深 1.71m)
60日

写真-3.1 下 流側より見た試験水路全景
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です

盛 土

保 護 マ ッ ト 地 表

(厚 さ26m)

底部固定材

水路床保護材
保 護 マ ッ トまた

(厚さ2 6皿 ) (厚 さ5 c E )

図-3.3 試 験水路標準断面図

(3)ゴ ムシー トライエング

本水路は短期間の試験用水路であるので、設計水深 1.71田で通常時流量Q=38
.3/sを通水できる設計としたが、万一の異常洪水時にはこれを越える恐れがあるこ
とから、水路頂部と背面もゴムシー トで被覆し、冠水しても水路が安全であるよう
に配慮した。

またゴムシー ト厚きは、実証試験という

性格上、部分的に変えており、上流側の20日

は1.5mm、その下流40口を2.航田厚さとした。
ゴムシー トの背面と裏地盤との間には、

法面部全部と上、下流端より各々 20Hの水

路底面部に対し、厚さ2.6ロロのポリエステル

長繊維不織布でできた保護マットを敷設し

た。

保護マットを使用しない水路底面中央部
20コ区間は、敷き砂の上に直接ゴムシー トを

設置した。保護マットの物性は表-3.1に示

すとおりである。

表-3,1 保 護マットの物性

くメーカーカタログよ う)

ま    二 (ほ/打 )

厚     さ  (■B) 2 6

引 曇 強 度

(比gr/5c●)

タ テ 75

65

1 1  振 伸  度

(% )

タ テ 65

65

破 裂 強 度 く“g r / ど) 21

引 領  強  度

〈k8 1 )

タ テ 22

23

を 水 係 蚊 ( c 3 / S ) 80X loを

聞定方法はJIS L 1096による。

3。2実 証試験水路の施工

試験水路の工事は、1988年10月1日に着手し、

同年11月に全工事を完了するとともに通水を開始した。図-3.4に実績工程を示す。
また工事の流れを図-3.5に示す。

工事内容は、掘削、盛上、ヨンクリー トエ事等の通常の土木工事とゴムシー ト関連
の工事よりなるが、以下には排水設備、ゴムシー ト敷設等ゴムシー トライエングの主
な工種について施工方法を詳述する。

(厚 さ20mま たは1 5agt)
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工 事 種 別 敷  畳

10 月 11 月

20     25    3 1 1 20      25    30

準 億 ・ 仮 設 備
1   4 1415 冴

０

Ｉ

Ｅ

土 砂 掘 li40 0ば
3 113 1ξ ‐９

ｏ

支 承 豊 コ ンク リー ト 7 5市 7 12 1 ″

裏 込 栗 石 1 2 tF
抜 西

盛 土 250耐
Ｉ

ｒ 瑠 22E 牙
コ

有 孔 塩 ピ 管 φ3 0 0 120m

″    ,100 6 0tl
３

０

チ ■ ッ キ ′ヾ ル ブ 5個 3

ド レ  ー  ン  層 3 3 0 tr
釣

４一
底 部 固 定 材 120m 響

‐４

０

上 部 固 定 材 120m 3  4 i t

法 尻 固 定 材 120m 四
」

1 8

フ ト ン カ ゴ 5 2 0 nf
９

０

12 14 1 6 2 9 5 17

秋 砂 4せ
４
ロ

保 護 マ ッ ト 550f
５
一

６
「

ゴ ム シ ー ト 1 5 血 4  8 0  r f
7   9

″    20m 9501f
1 0 1 5

神 定 計 器 設 置 1 式 ウ一
ｔ６‐
コ

土 捨 場 法 面 整 「9 1 5 0 FF 1718

仮 設 撤 去  跡 片 付 盟
直

図-3.4 実 証試験水路工事実績工程

図-3.5 工  事  の  流  れ

(1)排水設備の施工

① ド レーン層

ドレーン層の材料には、現地川床材料は転石や細砂を多く含み材料として不適

と判断されたので、購入砕石 (40日■アンダー)を 使用することとした。

フトンカゴ
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施工方法は、水平に厚さ

30c口でまき出した後、振動
ヨンパクタ (自重70kg)で

転圧する方法によった。転

圧回数は3回 を原則とし、

左岸上流20日は比較のため2

回とした。ドレーン層施工

状況を写真-3.2に示す。

② ド レーンパイプ

JIS X 6741「硬質塩ピ管」

のV U300の 有孔管 (定尺 4

m)を 使用した。接続はツケ

ットを用いて行った。

(2)保 護マットの敷設

幅 4.2BX 50H各きで搬入後、底面部は幅なりに縦断方向に敷き広げ、不要部を

切断後アンカー止め (間隔 50cL)し た。斜面部については、図-3.6に 示すように

幅 4.加のマットを 10cロラップして重ね合わせ、端部とラップ部をアンカー止めし

た。これらの作業はすべて入力により行った。

(3)ゴ ムシー トの敷設
一般に、工場で生産されるシー ト幅は 4.2日である。本水路では現場での接着を

少なくするために、予め区画割りした幅に合わせて工場で熱圧着により広幅加工し

たものをロール状にして搬入し、入力により敷き広げた。敷設状況を写真-3.3に

示す。また、図-3.7及 び表-3.2に 、それぞれ区画割り状況と各パーツの寸法を示

す。

写真-3.2 ド レーン層施工状況

写真-3.3 ゴ ムシー ト敷設状況図-3.6 保 護マット敷設方法
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(広 幅加工 )

図-3.7ゴ ムシー ト区画割り

表-3.2広 幅加エシー トの寸法

(4)ゴ ムシー ト接合方法

接合箇所は、①シー ト相互の現場接合、②固定材部での処理、③上 ・下流端部で

の処理であり、これらはすべて現場で次のように行った。接合面の転圧はすべてハ

ンドローラーによった。

これらの現場接合部は、一般に弱点となりやすいので、雨天、マイナス気温下で

の作業は原則として行わない方針とした。

(ラ ップ 30皿 )

厚 き (●●) 幅 (m) 長 さ ( m ) 重 ユ (峰 )

A - 1 5 3

A - 2 5 5

A - 3 5 8

A - 4 55

A - 5 3 S

B-1

B - 2 5 5

B - 3

B - 4 5 5

B - 5
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① シ ー ト相互の援合

1.5日口と2.OBBのシー ト接合は、耐水

性に優れたプチルゴム系2液 反応型接

着剤により行った。この場合、EFムシ
ー ト下面が流下土砂粒子等により剣き

れないよう下流側シー トを上にして接

着し、その上からSPテ ープとホット

シールで保護した (図-3.8参照)。

② 固 定材部での処理

固定材部での処理は、図-3.9に 示

すように、ゴムシー トがU字 滞コンク

リー ト面と接する際の損傷を防止する

ため、本体シー ト敷設に先だって捨て

張リシー トを張り付け、これに本体シ
ー トをクロロプレン系接着剤で接合の

後、ヨンクリー トで埋め戻した。

埋め戻しヨンクリー トは、不等沈下

に追従できるように、一定区間毎にべ

キヤ板を挿入してジョイントを設けた。

③ 上 ・下流端部の端末処理

上 ・下流端で、ヨンクリー ト支承壁

にゴムシー トを固定する箇所では、ヨ

ンクリー トのアルカリ成分がゴム系接

着剤に悪影響を与えるので、コンクリ
ー ト面にエボキシ相脂を塗布し、その

後プライマー及びクロロプレン系接着

剤でゴムシー トを張り村け、アンカー

で固定した (図-3.10参照)。

( 1 3口 幅 15 c B )

ゴムシー ト(20ロ

図-3.8 シ ー ト相互の接合

図-3.9 底 部固定材

φ5皿 X長 さ25m
ビッチ 200匹

図-3.10 端  末  処  理

S P テ ー プ
―

捨て張リシート

厚さ 15皿 ぅ幅 40cE)

口0プ レンゴム

コンク リー ト
U字 溝 (U450)

捨て張リシートく厚さ15m幅 50例

ク0ロ ブ レンゴム

(厚 さ4血 ,巾 28m)

ア ンカー
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4.実 証試験の成果と実用水路への適用時の目意点

実証試験は、2年 間にわたって行われたが、この間に試験水路は毎日ほぼ0～ 20数

m3/sの 流量変動を受ける厳しい条件下で使用されたにもかかわらず、ゴムシー ト、固
定材ともに異常は見られなかった。また周辺地盤の地下水位が水路水位より高い場合で

もゴムシー ト背面の問僚水圧は水路水位より低 く、ドレーン層が所要の機能を果たして
いることも確認された。

したがって、以上紹介したゴムシー トライエングの設計 ・施工法の妥当性が実証され
たと考えられるが、一方、本実証試験を通じて、実用水路への適用時の留意点もいくつ

か明らかとなった。以下、この留意点についてとりまとめて紹介する。

(1)通 水開始時のエアー抜き

水路通水開始時に、上流からの浸透流により地中の空気が押し出され、水路床部
のゴムシー ト背面にたまってゴムシー トがはらむ現象を呈した。

この空気抜き用に、予め水路床中央部直下にエアー抜き用パイプを設置し、この
パイプ内に集まったエアーはチエックパルプによリゴムシー ト上面へ逃がす設計であ
ったが (前図-3.2、3.3参照)、 このエアー抜き構造が機能しなかったわけである。
エアー抜き構造については更に改良する必要がある。

(2)ゴ ムシー トの変位

水路床部ゴムシー トの直下に設けた変位計記録によれば、ゴムシー トは最大約 7

11Blの浮上り変位を生じた。ゴムシー トの変位は、概ね水路水位と連動して繰り返し

生じていることから、ドレーン層中の残留水圧によるものと考えられる。本水路で

は ドレーン層が有効に機能したため浮き上がりの程度は微々たるもので済んだが、
この事実はゴムシー トが残留水圧の影響を大きく受けることを裏付けるものであり、
水路長が長 くなる場合等ではドレーンの設計に細心の注意が肝要である。

(3)法 面の安定性

左岸上流部でゴムシー ト背面の法面の一部に局所的な崩落箇所が見られた。この

部分は、上流の湾曲水路から直線水路へ移行する遷移区間の直後であることから、

水流の偏流による何がしかの流体力が直接の原因であると考えられる。
このような水路の湾曲等に伴う局所的な水流の乱れは、実用水路では起こり得る

ことであり、①法面勾配をもっと緩 くする。② ドレーン層等裏地盤の転圧を十分行

う、などの対策が必要であろう。

(4)保 護マットの必要性

水路床部で、保護マットを使用せず敷砂を用いた箇所では、流水通過時の水流の

作用により歎砂が砂蓮状になった。一方、保護マット使用区間ではこのようなこと

は無 く、保護マットの使用が有効であることを裏付けることとなった。

(5)そ の他

① 法 面下部のゴムシー トに若干のたるみが見られたが、使用上問題は無いと思わ

れる程度であった。

② ゴ ムシー トは転石等の衝撃により破損する恐れがあるので、ゴムシー トライニ

ング水路では、上流に沈砂池を設けて、土砂、石の水路への流入を防 ぐ必要があ

る。
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5 ,  おわりに

以上、開水路法面のゴムシー トによるライエング技術の紹介を行 った。 この技術は、

中小規模断面 (流量 :30 m 3 / s程 度以下)の 開水路の簡易ライエングエ法であり、大型

の施工機械を用いることなく、極めて容易に、かつスピーディに施工が可能で、経済性

の面で も優れたものである。

本技術を積極的に活用することによって中小水力発電開発の促進が図られることを切

:     に 願 う次第である。
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1. は じめに

NAT M ( N e w  A u s t r i a n  T u n n e H  i n g  M e t h o d )は、従来の
を
地山の緩みを支保部材で

支持する
'考

え方に対 して、ラブセ ビッチ (Ra b c e w i c z )を中心 としてオース トリアで

発展 した
°
地山をゆるませず地山その もので トンネルを保持させる

'こ
とを基本 とした

合理的な トンネルエ法である。

今後、中小水力を推進 していくためには工事費の占める割合が大 きいため、小断面 ト
ンネルを経済的に施工することが重要な課題の一っであり、地山その ものを支保部材 と

して活用で き、吹付コンクリー トを永久覆工に利用できる等、経済的に有利な特徴があ

るNAT Mが 主流となることが期待される。

ここでは10n f以下の発電用小断面 トンネルに携わる技術者が NAT Mの 理念に基づい

て、安全で経済的な工事ができるような手引きを作成 した。なお、本章では掘削方法は

原則 として発破工法に基づいているため、TBMに よる場合は第 7章 を参照 されたい。

2.調 査

2.1  調 査目的

トンネルの調査は、路線ull定のための調査、設計、施工計画のための調査、施工中
の調査に区分される。

路線調査は、発電計画を実施するに当たり、地山条件、立地条件を総合的に勘案 し

て最 も経済的になるように行われるが、ここでは路線は決定されていることを前提 と

して述べる。

2.2  調 査の計画

調査に当たっては、まず計画 トンネルを含む地域の地質構造及びその特徴を既存資

料調査により把握 し、その地質的問題点をできるだけ掌握 したうえで、地表地質踏査

により全線にわたって施工上問題 となるような地質の分布、性状等を把握するように

努める。 さらに、断層破粋帯、坑口付近等、設計 ・施工上問題 となるような地質が広

範囲に想定 された場合には、弾性波調査、ポー リング調査を実施 し、より詳 しく地山

性状を調べる。

表 -2. 1に 調査項 目とその調査法を示す。

2.3  調 査の内容

(1)基 本となる調査

(a)既 存資料調査

既存資料調査は、既存資料、空中写真などを利用 した室内解析作業を主 とする

方法である。 これ らの資料に基づいて路線計画地域の広範囲の地形 。地質の構成、

水文環境などの概要、主要な問題点を把握 し効果的な現地調査の方法を選ぶ。

(b)地 表地質踏査

地表地質踏査は、地質調査の基準をなす もので、すべての調査に先行 して実施

する。地表地質踏査か ら地形 ・地質上の問題点や設計 ,施 工上の留意点を抽出す

る。なお、坑日付近の植生分布が地質構造の解明に役立つ こともある。

(2)設 計 ・施工上問題がある場合の調査

(a)弾 性波探査
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表 -2.1 調 査項目と調査法

地質調査法

調査項目

資
料
調
査

地
表
踏
査

弾
性
波
調
査

水
文
調
査

地
下
水
調
査

ポ

ー

リ

ン
グ

試
料
試
験

地

　

形

地 す べ り ・競 壌 地 〇 ○ 〇

偏土圧が作用する地形 ○ ○

地  山   被 り ○

構
　
造

地
　
質

地 質 分 布 △ ○ △ ○

断  層  ・  沼  曲 △ ○ 〇 ○

］石
　
質

土

　

質

岩 石 ・ 土 質 名 △ ○ ○

石 相 △ ○ ○

割 れ 目 △ 〇 ○

風  化  ・  変  質 △ ○ ○

固 結 程 度 ○ △ ○

地
　
下
　
水

滞 水 層 ① ○ ○ ○

地 下 水 位 △ ○ ○

透 水 係 数 ○

力
学
的
性
質

一 軸 圧 縮 強 度 ○

粘 着 力 ・内部 摩 擦角 ①

変形係数 ・ポアソン比 ①

物

理

的

性

質

地 山 弾 性 波 速 度 〇

超 音 波 速 度 ○

密 度 ○

粒 度 組 成 ○

液 性 限 界 ・塑 性 限 界 ○

含 水 比 ○

化
学
的
性
質

鉱
物

・

粘 土 鉱 物 ①

浸 水 崩 壌 度 ○

吸 水 率 ・ 膨 張 諄 ○

注)○
△

有効な調査法
場合により有効な調査法
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弾性波探査は、地山の強度 ・断層の有無など、掘削による地山挙動の要因を定
量値として間接的に地山評価できるが、解釈にあたっては、岩質、地層の状態及
び地下水の影響を受けるので、これ らの条件を検討 し、ポー リング等の結果と併

用 して最終的な判断を行 う。

(b)ボ ー リング調査

ポー リング調査は、地表地質踏査では不可能な深部の地質状況を実際に確認で

きるとともに、採取 されたコアやポーリング孔を利用 し各種の試験を行 うことに

よりその地点での多 くの直接的地質情報を得 られるものであり、調査 目的に応 じ、

調査地点、ポー リング方向 (垂直 ・斜め ・水平)、 深度等を合理性 ・経済性を考

慮 して定め、得 られた情報を調査地点周辺の他の調査情報と会わせて、 2次 元あ

るいは3次 元に総合的に解析する。

(c)そ の他
。水文調査

・地下水調査
。試料試験

2.4  調 査結果のまとめ

調査結果は、 トンネル全体の地山条件等、必要な事項を地質平面、地質縦断図にま

とめる。 この時、単に地質学的観点だけでなく、工学的観点に立 ってまとめることが

重要である。また、弾性波探査やポー リング調査など実施 した場合は、それ らの結果

も地質縦断図に記載する。その縮尺は 1/1 , 0 0 0～1/ 5 , 0 0 0が通例である。

2.5  地 山評価及び岩盤分類

調査結果を設計 ・施工に活用するためには、工学的な地山評価を行 う必要がある。
この評価にあたっては、 ここでは、発電用水路 トンネルで主に用い られている電研式
の岩盤分類表を掲載を適用することとする。

電研式分類の基本となるのは、田中の分類である。 この回中の分類に もとづ き菊池

らは、岩盤の耐荷性の評価を目的として、岩種、節理の状態、岩石の強度をもり込ん

だ指標を示 している。また、この分類に対応 して岩盤の物理定数に関 して も提示 して

いる。

この他、分類の数値的表現 としては、 ビニ ゥアウスキー (Bl e n i a w s k l )のRM R及

びバー トン (Ba r t o n )のQ値 等が知 られており、RMRに ついては、関西電力船川原

樋川発電所導水路 トンネルで適用 した実例があり、地山性状の定量評価には有効とさ

れている。

3.設 計

3.1  断 面の形状

断面の形状は、応力集中が少なく、周辺地山の強度劣化をおきえて地山自体の支保

能力を最大限に発揮 されるようなものが望ましいが、小断面 トンネルでは施工性や経

済性を優先 させて定めればよく、使用機械の寸法や施工性を考慮 して幌形断面とする

例が多い。

無圧水路 トンネルの断面の大 きさは、一般に使用水量と水路勾配によって定 まる。

これ らの決定に際 しては、経済性を十分検討 しなければならない。特に、断面寸法が
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小 さいときは、 トンネルの施工性を考えて検討を行 うことが必要である。すなわち、

断面を小さくすれば工事費が低減するとは必ず しもいえず、最少掘肖」断面寸法はほと

んどの場合、ずり積機により定まる。

例えば、ロッカーショベルとして最小のバケ ット容量 0.l n fのものは、ォーバーヘ

ッド式であり、バケ ットを上昇させたときの地上高さは 1.7 mで ある。 これに余裕を

加えて掘削断面の最小高さ 2m～ 2, l m程度となる。 これ らか ら、吹付けコンクリー

ト厚や巻立 コンクリー ト厚を引いて、通水断面寸法は幅 ・高 さとも 1.8 m程 度が現在
のところ最小断面となっている。また、ずり積み能力を高めるためかき集め方式の機

械を用いる場合は、掘削断面の幅 ・高さとも 2.6 m程度が必要となる。なお、このよ

うに通水断面に対 して内空側に余裕ができる場合には、勾配をゆるくして損失落差を

少なくする配慮が必要である。

3.2  設 計手法

設計手法には、次の 2と おりがある。

(1)類 以条件における設計例を参考とする場合

既往の設計例のうちで、地山条件や断面形状などの条件が類以 している場合に

は、その設計例を参考として支保パターンを設定することができる。 この場合、

あらか じめ地山条件、施工法等、設計条件や計測結果等の情報をで きるだけ多 く

収集分析 し、既往の支保パターンに検討を加え、道切なパターンを設定する。

(2)解 析に基づ く設計手法を用いる場A
4  E l

類以条件下の施工例を選ぶ ことが困難な場合や、特殊な地山条件においては解

析手法を用いた設計が必要となる。解析手法を用いる場合、地山の特性を示す物

性値のとり方、初期地圧の評価、支保部材のモデル化等問題が多 く含まれるため、

適用にあたっては仮定条件による違いを十分理解 し、さらには施工中の観察 ・計

測などによって実際の挙動や支保部材の働きを把握 した上で、より合理的な支保

部材の設計を心がける。

解析手法は、大 きく2つ の方法で分けられる。

( a )理 論解析に基づいた設計手法

理論解析は、主として断面形状を円形等の形に簡単なモデル化 して、弾塑

性理論等により応力状態や支保部材の効果を把握 しようとするものである。

( b ) F E M等 、数値解析に基づいた設計手法

理論解析がある理想条件下における解析であるのに対 し、 F E M解 析はは

るかに汎用性を有する。

3 . 3  支 保の選定

支保工は、 ト ンネル周辺の地山が保有する支保機能を活用するものでなければなら

ない。 したがって、その設計にあたっては、地形 。地質、その力学的特性、地山被 り

の大小、湧水の有無などの地山特性と掘削断面の大 きさを総合的に検討 し、合理的な

支保工を選択する。

今、岩盤等級 と地山被 りの関係で トンネル周辺地山の力学的挙動を見ると図 - 3 ,

1に 示すようになる。同図より、同 じ岩盤等級で も地山被りの大 きさによってその地

山の示す力学的挙動が異なり、地山強度比が地圧現象の大 きな判断要素であることが
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図 -3 1  岩 盤等級と2次 応力状態の地山挙動の関係
わかる。

A、 B級 の岩盤では、一般に部分的な肌落ちを考えておけばよいが、地山被 りが特
に大 きくなると トンネル周辺岩盤が破壊 し、山はねなどの危険性 もある。

次にCH級 以下の岩盤では、同図に示すように、ある地山被 り以上になると塑性を
示す ものが多 くなり、地山被 りと塑性領域の範囲との関係で見る必要がある。

CH、 CM級 岩盤では、内部摩擦角が大 きいため、塑性領域は小 さく、市重として
は緩み荷重を考えればよい。

CL級 岩盤では、硬質岩や中硬質岩の場合は一般に塑性領域は小さく緩み荷重を考
えればよいが、軟質岩の場合は塑性領域が拡がるため塑性地圧を考える必要 もある。

D級 岩盤では、非常に風化軟質化 したものとなるため塑性地圧を考えなければなら
ない。

以上の考え方を もとに、小断面水路 トンネルにおける支保の機能や使用 目的を電研

式の分類に対応 させて整理すると表 -3. 1の ようになる。特に、この中では湧水が

多い場合の施工性 も考慮 している。

さらに、実績等を踏まえた岩盤等級毎の支保の組合せを表 -3. 2に 示す。具体的

内容については各項で記述する。

3.4  -次 支保の設計

(1)吹 付 ヨンクリー トの作用効果

吹付 コンクリー トは、掘削後ただちに地山に密着させ、任意の形状に施工できる

ことか ら、地山の持つ支保能力を低下させないため最 も重要な支保部材である。吹

輛砲t,t!ち 】モ」ケFi
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次 支 保

永 久 寝 エ 備  考支 保 機 構 吹付準ふ,―ト ロックポルト 樹製支保エ

A・ B

帥 落ち

はく撤 山は
ね
lbL被 リカ

風化防止

応力集中低減

繊 落下防止
饉山枚り肉

肌落ち防止

または不要

場合により
調 な
ランダムイルティング 吹付|カウトト

C.

部分的肌落ち

小規模緩 み
髄

風化防止

麟 職

中

肌落ち防止

競

場合により

ランダムfルティング
吹付|カラウリキ

韓 い場
合には
し万いのみで
一次支保

C出

艦 ち

緩み荷重

電日の橋強・

断 t嫉

緩み荷重支持

肌落ち防止

付着効果

ランタムfルティング 斜め打夢〕ト
のlB6は鶏 寺
涯

吹付tカウ■ト
湧水掛多い場
合には
し舛距+亀甲
舗 +ブ辺留▼
"劾 ―卜によ
る一切G瑠係

CL

躍み稿重

または

― E

申

酸

付着効果

または

競

システムf,ティング

●す)

斜め打夢"ト
の特 は■13
媛

吹付|ドあトト
または
粒 て乃夕lj―ト

那 の

切 穀

D ― E 酸 競

システムギ持ラィング

は 中心ゆ
映付けの補強 敬 Dウリキ 靭 穀

表-3.1 岩 盤等級別の支保分類

付 コンクリー トには、一般的に表 - 3 . 3に 示すような作用効果が考え られ る。

吹付 コンクリー トの適用の考え方は地山条件によって異なる。

地山中の層理 ・節理等の不連続面が トンネルの挙動を支配す る場合で、中硬岩 ・

硬岩地山のように節理等の間隔が比較的大きなときは、吹付 コンクリー トは局部的

に岩塊の崩落防止や弱層の補強等が期待すべき効果 として考え られ、表 - 3 . 4中

の①、④、⑤が主な作用効果である。また、節理等の間隔が小さく、粒状体のよう

な挙動をする場合には、内圧を与える拘束効果、リング効果等が期待すべき効果と

して考えられ、②、③、⑤が主な作用効果となる。

(2)吹 付コンクリー トの配合及び強度

(a) 西己推挙

1)  水 セメント比 (W / C )は 、吹付方式によって値が異なるが、実績による

と、湿式方式で50～6 5 %、乾式方式で45～5 5 %範囲が多い。

2)  細 骨材率 (s / a )は 5 5～7 0 %が適当である。
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表 -3.2 岩 盤等級毎の一次支保の組合せ

岩 霊

等 級

*

最大掘進長

次 支 保

吹付けコンクリ
ート 設 計厚

(価 )

ロックポル ト
鋼 製 支保 エ

打設間隔 長さ(□)

A・ B

ｍ
上

５

以

０生”
２

0ま たは3 な し な し

C. 3～ 5 な し な し

CM 2～ 2.5m 3～ 5
フンダム

2本/断面

Ｅ
Ｊ

なし

または 1 0 0 H

C L 1.5m
5～ 7

(金網によ
る稲強)

1～ 1.2田
7す 中心
3～ 4本

1.5
なし

または 100H

D l  m i

18
(金網によ
る補強)

l m

側壁中心
4～ 9本

０
ち

L90, ψ 89。1

または 1 0 0 H

*岩種に応じた一発破進行長の上限

3 )  最 大粗骨材寸法 ( G□a x )は 、1 0～1 5■回程度のものを使用 しており、粗粒

率 ( F . M . )は 2 8～ 3 . 2程度を採用 している。

4 )  急 結剤の効果は、使用セメントの種類、水セメン ト比、気温、水温等の条

件により微妙に変化するので、他現場の実績、実験室での実験結果等を参考
にするだけでなく、使用現場で も試験を行い最 も適 した急結剤の種類及び添

加量 (通常セメント量の 3～ 5 % )を 決める。

( b )強 度

吹付 ヨンクリー トの圧縮強度は、従来の トンネル巻立てコンクリー トの強度及

びこれまでの施工実績等を考慮 して、σ2 8‐1 8 0 k g F / c言程度を目標 としている。 し

か しなが ら、小断面 トンネルでは、掘削後短期間で地山挙動が生 じるため短期材

令で も規定する。

参考 として、小断面 トンネルにおける示方配合の例を表 - 3 . 4に 示す。

( 3 )吹 付 コンクリー トの設計厚

吹付 コンクリー トの設計厚は、地山条件やその使用目的によって変わる。

硬岩で応力集中の低減や被覆効果を目的とし、吹付 コンクリー トを施工する場合

には、設計厚は小さくてよい。ラブセ ビッチは、比較的硬い岩盤における経験か ら

厚 さ 3 c m程度の簡易な吹付 コンクリー トで トンネルは安定するとしている。

岩盤 との付着力で肌落ちや岩盤のすべり出 しを抑えることを目的として吹付ヨン
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吹 付 けコ ンク リー トの作用 効 果 概 念 図

① 岩 盤との付着力,せ ん断力による抵抗
吹付けヨンクリートと岩霊との付着力により,

吹付けヨンクリー トに作用する外力を地山に分散
させ,ま た トンネル周辺の割れ目や亀裂にせん断
抵抗を与え,落 ちやすいキース トンを保持し,グ
ランドアーチを トンネル壁面近くに形成させる。
割れ目の多い硬岩等に作用効果が大きい。

② 曲 げ圧縮または軸力による抵抗
比較的厚い吹付けコンクリートが1個の部材と

して地lLを支持するため,で きるだけ早くリング
に閉合することが望ましい。周辺地山に内圧を与
えることにより,地 山を三軸応力状態に保持し,
地山の強度劣化を防止する。軟岩や土砂地山等に
作用効果が大きい。

③ 外 力の配分効果
鋼製支保工.あ るいは,ッ クポル トに十Fを 伝

達する版として挙動する。

④ 弱 層の補強
地山の凹みを埋め,弱 層を踏いで接着すること

により,応 力集中を防ぎ弱層を補強する効乳

③ 被 覆効果
風化防止,止 永,微 粒子流出防止などの被覆効

果。

表 -3.3 吹 付 コンクリー トの作用効果
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表 -3.4 吹 付 コンクリー ト示方配合の例

トン ネ ル 設計基準強度
(kgf/面)

単位セメント量
C(lg/ボ )

水セメ
W/C

比
，

卜
％

ン
′、

率
＞

材
協

骨
ん

細

ｓ

A び28‐160 ｎ
ｖ

０
０

０
０ 乾式  41.2

湿式  50

０

０

６

７

式
式

乾
湿

B びもヽ=50 ｎ
ｕ

官
Ｊ

つ
０

ｎ
Ｖ

質
じ

質
Ｊ

貧
Ｕ

C びZ8=210 ｎ
ｕ

ｒ
ｕ

０
０

０
０

Ｆ
υ

質
υ

ｒ
υ

D びそ8=210 〔
Ｕ

ｎ
υ

ｌ
４

ハ
Ｕ

ｇ
Ｊ モルタル

E 〔
υ

Ｏ
Ｏ

０
０

く
Ｊ

，
４

ｎ
ｕ

０
０

クリー トを施工する場合には、吹付け厚は 5 c m l程度でよい。

地山がぜい弱で大 きな変形が生 じ、地圧が大きい場合には比較的設計厚を大 きく
する必要がある。 しか しなが ら、この場合、吹付コンクリー トが曲げ破壊 しやす く
なり、また、不経済ともなるので、鋼製支保工や金網の併用、あるいは鋼繊維によ
る補強等によって じん性を高めることなども検討する。

永久覆工 として用いる場合には、耐久性等を十分考慮 して設計厚を定める。‐

設計厚の考え方には、あらゆる箇所で設計厚以上でなければな らない最小厚の考
え方と、断面内の平均厚が設計厚以上であれば部分的に設計厚に満たない箇所があ
って もよいとする平均厚の考え方 とがある。一般に、中硬岩 ・硬岩地山では、掘削
面のL W 3凸が大 きくなる場合があり、設計厚を最小厚 とすると吹付 ヨンクリー トの余
吹 き量が必要以上に大 きくなるので平均厚の考え方を採用する。小断面水路 トンネ
ルの実績において も平均厚で規定 している例が多い。

( 4 )吹 付 コンクリー トの補強

吹付 コンクリー トのはく落防止やせん断強度を向上 させる必要のある場合には、
金網の使用を検討する。一般には溶接金網 ( 3 . 2 X 1 0 0× 1 0 0程度)を 用いる。金
綱の施工範囲は原則としてアーチ部のみとする。

( 5 )ロ ックボル トの作用効果

ロックボル トの作用効果としては、概念的に表 - 3 .  5に 示す ものが挙げ られる
が、対象 となる地山によって、その期待する効果が違 って くる。

師理や層理が発達 した中硬岩 ・硬者の場合には、岩石 自体の強度が大 きいため、
応力上の問題が生ずることがないが、亀裂等の力学的不連続面における岩塊のはく

落や移動など不安定性が問題 となる。 こうした場合のロックポル トの作用効果とし
ては、縫付け効果 (吊り下げ効果)や 地山改良効果等が期待 される。

一方、強度の小 さい軟岩の地山で、 トンネルの掘削によって周辺地山の応力が岩
石の強度を超えるため広い領域にわたり塑性化 し、比較的大 きな変形が発生するよ

うな場合には、ロックボル トによって地山の変形を抑制 し、地山の塑性化を防止 し

たり塑性域の拡大を抑制することによって地山の安定性を増加させる必要がある。
こうした場合にはロックボル トの作用効果 としてアーチ形成効果、内圧効果、地山
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表 -3.5 ロ ックポル トの作用効果

ロ ッ ク ボ ル ト の 作 用 効 果 概 念 図

O 鮭 い付け効果 (吊り下げ効果)
爆破などで経んだ岩塊を緩んでいない地山に

固定し,落 下を防止しようとするもので,最 も
単純な効果である。亀裂・節理の発達する地山
において,吹 付けコンクリートと併せて比較的
小さな目に対しても効果がある。

② は り形成効果
トンネル周辺の屑を成している地山は層理面

で分離して重ねばりとして挙動するが,ロ ック
ポル トによる層間の第付けにより層理面でのせ
ん断応力の伝達を可能として,合 成ばりとして
挙動させる効果がある。

③ 内 圧効果
ロックボル ト引張力に相当する力が内圧とし

て トンネル窒面に作用すると考え, これによっ
て,二 軸応力状態の トンネル近傍の地山を三軸
応力状態に保つ効果である。これは圧縮試験時
の拘束力 (側圧)の 増大と同じような意味をも
ち,地 山の強度あるいは耐荷能力の低下を防ぐ

作用をする。

④ ア ーチ形成効果
システムロックポルティングによる内圧効果

のため,一 体化して耐荷能力の高まったトンネ
ネル周辺の地山は,内 空側に一様に変位するこ
とによってグランドアーチを形成する。

⑥ 地 山改良効果
地山内に'ッ クポルトが挿入されると,地 山

のせん断抵抗力が増大し,地 山の耐荷力が大き
くなるばかりでなく,地 山の降伏後も残智強度
が増す。こうした現象は, ロックポル トにより
地山全体の物性が改善されたということになる。
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改良効果等が期待される。

なお、ロックボル トの作用効果を長期にわたり期待する場合には、鋼材の腐食が

問題 となり、十分な検討を行 う。

また、ロックポル トは、吹付 コンクリー トと俳せて使用することを原則とするが、
湧水などによって吹付コンクリー トの施工が困難となった場合には、単独で用いる
こともある。

(6)ロ ックポル トの定着方式

ロックポル トの定着方式 としては、一般に以下の理由で全面接着型のロックボル

トが広 く用いられる。
・締め付けを行 う必要がない。
・信頼性の高い定着力が得 られる。
・不連続面における変位拘束が大 きい。
・発破振動によっても緩まない。
・腐食 しにくい。

小断面 トンネルにおいて も、原則として全面接着型を用いる。

この他、機械的に全面接着させるフリクションタイプと呼ばれるボル トがあり、

湧水地山に対 しては有効である。

小断面 トンネルで一般的に用いる全面接着型ロックボル トの形状を図 -3.1に

示す。

異形棒鵠 (レジン接着用)

異形棒銅 (セメント0レタル接着用)

フリケションボルト(打込みコ

図 -3.1 全 面接着型ロッ

フリクション本ルト∞ 頭型

卜の形状

( 7 )ロ ックポル トの種類及び材質

(a )ロ ックポル ト

ロックポル トとして一般に用いられるものは異形鉄筋で、材質としては、S

3 0又は、S D 3 6である。材質と耐力について表-3 . 6に 示す。

(b )ベ アリングプレー ト

ベアリングプレー トは、十分な面積と強度をもつものでなくてはならない。

‐
◆‐
も
―

△
マ
‐も
一
‐

卯
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一般

を単

上げ

(8)ロ

小断

必要が

性 に優

プの定

表 ―

表-3,6 ロ ックポル トの材質と耐力 (母材部)

材 質 呼 び  径

唖

断 面  積

前

降伏点軸力

tf

賊 断 軸 カ

tf

SD30 ９

　

２

　

５

2.865

3.871

5,067

8.6以上

l I . 6姓

15.2以上

14.0以上

190以 上

24.8以上

SD35 19

22

25

2.865

3.871

5.067

10

13

17

上

上

上

以

以

以

０
　
５
　
７

14.3以上

194以 上

25,3以上

的には、平プレー ト ( 6 X 1 5 0× 1 5程 度)で 十分であるが、ロウクポル ト

独で用いる場合などでは、プレー トを厚 く大 きな ものとして吊り下げ能力を

る検討を行 う。

ックボル トの定着材

面 トンネルでは切羽掘削後 1～ 2日という極めて短期間に地山の安定を図る

あること、 1回 に打設するロックボル トの本数が少ないことなどか ら、早強

れ、小量の使用で もムダのないレジン・セメン トカプセル等、カプセルタイ

着材が用いられている。

3 . 7に 定着材の特徴を示す。

表 - 3 , 7  全 面接着型ロックポル トの定着材の特徴

ロックポル トの種類

または定着方法

価

格

早

期

強

度

施

工
管
理

の
容
易
さ

上

向

き

孔

プ

レ
ス
ト
レ
ス
の
導
入

湊

水

孔

饉

拡

大

時

孔

経

競

壊

時

備 考

充
　
授
　
型

レジン型
普通型 △ ◎ ◎ ◎ △ ◎ △ X 施工性にす ぐれる。

発泡型 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ O X プレストレス導入時には,先
端部に急結性の樹脂を使用。

セメントオブセ,け型 ○ ◎ ○ ◎ △ △ △ × 施工性にす ぐれ,比 較的安価

フ リ ク シ ョ ン 型 ○ ◎ △ ◎ X ◎ △ △ 施工性にす ぐれ 番水に強い

p ◎ :最適  ○ :適  △ :良  × :不適

9 ) ロ ックポル トの配置及 び寸法

( a ) ロ ックボル トの配置
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ロックポル トの配置には、ランダムポルティングとシステムポルティングがあ
る。前者は、掘削後の切羽の状態か らボル トの配置を決め、地山の悪い箇所を局
部的にロックボル トで補強するもので、後者は、地質状態を想定 し、 トンネル断
面にあらか じめ定められた様式でロックボル トを配置 し、地山を支保するもので

ある。

また、 システムボルティングにおいて も、比較的良好な地山で緩んだ天靖の安
定化を目的とした場合と地山がぜい弱で内圧効果を目的とした場合 とでは、図―

3.2の ように違いがある。内圧効果を目的として鋼製支保工や厚い吹付 コンク

リー トを併用する場合は、図の破線で示す天端のロックボル トは不要である。

(b)ロ ックポル トの寸法

小断面 トンネルの場合、

ロックボル トの長さは、施

工性か ら 10～ 2. O m程度

に限定 される。

ロ ックボ ル トの 径 は、

1本 の ロ ックボル トが支保

す る岩塊の重量や地山のせ

ん断抵抗などによって決め

られ るが、小断面 トンネル

で は、ボル トの長 さか ら、

支保す る岩塊 も 1～ 21 1 f程

度で、 10 t F /ぼ程度の耐力が

あれば十分 と考え るため、

D2 2 m mが適 している。

内圧効果
(D級)

作用効果 に適応 した

ロ ックボル トの配置

を表 -3`8に 示す。

配置及 び寸法

c )配 置及び寸法

実績等を踏まえた各岩盤等級 ごとの配置及び寸法

表 3 - 8  岩 盤等級毎のロックポル トの

着 霊

等 級

ロ ッ ク ポ ル ト

配 置 長さ (ぃ)

A  B な   し

C . な し

CM ランダム
2本/断 面

に
Ｊ

CL 1～ 1.2m
アす 中心3～ 4本

貫
υ

D l m

側空中心4～ 9本

Ｏ
ι

工.また
付けコ
ト

天鵡の安定化
(CL級以上)

図 -3. 2

製支保
は厚い吹
ンクリー
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( 1 0 )鋼 製支保エー般

鋼製支保工は、次の場合にその使用を検討する。

1) 吹 付 コンクリー トと併用することによって支保の剛性を増加 させる場合

2) 補 助工法としての斜め打ちポル トの支点が必要な場合

3) 高 圧、多量の湧水によって、吹付コンクリー トやロックポル トの施行が困

難であると予想される場合 (矢板工法)

(1 1 )鋼 製支保工の断面及び建込み間隔

(a)鋼 製支保工の断面

鋼製支保工に用いられる鋼材には、一般的にはH形 鋼が多いが、 L形 鋼、鋼管

も曲げ加工の曲率半径が小 さく、軽量であるので小断面 トンネルで用いられてい

る例 もある。

表 -3. 9に 鋼製支保工の諸元と冷間加工による最小曲率半径の標準を示す。

吹付 コンクリー トと併用 し、吹付ヨンクリー トの楠強や斜め打ちボル トの支点

として用いる場合は 100 H以下が多い。

表 -3. 9  鋼 製支保工の諸元と冷間加工による最小曲率半径の標準

( b )建 込み間隔

鋼製支保工の建込み間隔は、 1 5 0 c m以下とする。

( c )鋼 製支保工

実績等を踏まえた各岩盤等級 ごとの鋼製支保工を表 - 3 . 1 0に 示す。

種

　

別

称
　
法

ｎ

呼
　
寸

断 面 積

A

(面)

単位重量

V

(kg/cf)

断面二次
モーメント

I x

(cm4)

断面係数

Z x

(胡)

最小曲率
半径

R

(制 )

使 用 方 向

Ｈ
　

形
　
韻

H - 1 0 0×10 0
×6 ×8

H - 1 2 5×12 5
×6。5X 9

21.00

30.31

1 7 , 2

23.8

阻
　
　
８４７

76.5

136

２０

　

　

５０

拓 ヵ 41な″ ょ″ なる

x―・モE―・x

Ｌ
形
鋼

L-90× 90X7 12.22 9.59 38.3 11.0 ｎ
Ｖ

質
Ｊ

弁

x _ .ァハマ
. x

鋼

　

管

φ8 9 . 1×3 . 5

φ1 0 1 . 6×4 . 2

, 1 1 4 . 3×4 . 5

9.412

12.85

15.52

7.39

10。1

1 2 . 2

86。4

153

234

19.4

30.1

41.0

０

　

　

０

　

　

０

８

　

　

０

　

　

２

X―。HO―・
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表 -3.10 岩 盤等級毎の鋼製支保工

霊
級

岩
等

鋼 製 支 保 工

A, B な じ

C x な し

C M なし,ま たは 100H

C L なし,ま たは 100H

D L30, ,89.1,ま たは,100H

3 . 5  永 久覆工

( 1 )吹 付 コンクリー トを用いた永久覆工

吹付 コンクリー トは、切羽で施工 した一次支保をそのまま永久覆工とする場合 と
一次支保 とは別に施工する場合の 2通りがあるが、いずれに して も施工性や経済性

の面で巻立てコンクリー トに比べて有利であることか ら、小断面水路 トンネルで永

久覆工は、原則 として吹付 コンクリー トによるものとする。 この場合、数 コンクリ
ー トは在来工法 と同様 とする。

永久覆五 として吹付コンクリー トを用いた トンネルの実例を表 - 3 . 1 1に 示す。

しか しなが ら、地山条件によっては、必ず しも吹付 コンクリー トの道 きない場合

もあり、以下に示す条件下においては巻立てコンクリー トによる永久覆工 も検討す

る。

① ぜ い弱な地山や、将来水による劣化が予想 される地山、地山被 りの薄い坑

田部のように将来上圧

能が要求 される場合。が変化すると予想 される地山で、永久覆工に力学的機

② 寒 冷地における坑日付近で、凍結融解よる劣化が予想される場合。

③ 矢 板工法を用いた場合。

(2)粗 度係数

粗度係数は、水路 トンネルの断面設計に大きな影響を与えるため、各種文献資料

や実績をもとに十分検討しなければならない。
一般に小断面 トンネルでは、使用機械等の施工条件によって断面が決められ、通

水能力に十分な余裕をもっていることが多い、水理計算によって断面を検討する場

合には、次の点に留意する。

(a)設 計上留意する点

1) 吹 付コンクリー ト覆工で設計する場合、一般に用いられる等価祖度係数は

0,020～0.025であるが、吹付コンクリー トそのものの粗度係数は、現在の

ところ実測による資料が極めて少ないことから、設計上仮定する粗度係数は

若子安全側の値を用いることもやむを得ない。
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表-3.11 永 久覆工として吹付コンクリー トを用いた実例

トンネル 吹付 け厚 対 象 岩 盤 施 工 時 期 備 考

A 10CIE CX～ CL 掘割時 CL以 下は巻立て
20cIE

B

5 <ラR

掘削時
CL以 下は巻立て

20cIE10 CH

C 7 B～ CM 掘削完了後 み

鋼

の

２０瑚数
一

ま
ア
他

D 7 C L 掘削時 は

制

部

３０

法

０”距的
矢
巻

しか し、適正な値を決めるに当たっては、契約時に仕様書等で規定する施

工条件 も考慮に入れて検討することが望ましい。例えば、施工条件を図 - 3 .

1 1 ( A )に 示すような規定 (仕上げ面が設計線より内側に入 ってはならな

い)と した場合は、完成後の断面は、設計断面より大 きく仕上がるので、こ

の点を考慮 して値を適用 しないと過大断面 となる。

また、図- 3 . 1 1 ( B )に 示すような規定 (仕上げ面設計線を中心 とし

て、内外両側に出ていて も、平均的に設計断面積が確保 されていれば良い)

とした場合には、前条件の場合より安全側の値を適用すべきである。

2 )  経 済性の検討を行 う上で、吹付

コンクリー ト覆工と、巻立てコン

クリー ト覆工の有利性についての

比較は、粗度係数と水理特性上か

ら見た有不利のみで判断すること

はで きない。

図 - 3 . 3は 、幌形断面 (掘削

幅2 , 2 0 0回X高 さ2 , 4 0 0回、水路敷勾

配1 / 1 0 0 0 )において、掘肖l断面を

同一 とし、吹付厚1 0 c mの吹付 コン

クリー ト覆工と、巻厚2  0 c l Bの巻立てコ

示 したものであるが、通水能力を比較

(A)              (8)

図 - 3 .  3

ンク リー ト覆工 した場合の水理特性を

してみ ると巻立て コ ンク リー ト断面の

方が明 らかに有利となる。

しか しなが ら、最適断面の決定には、断面の大小の他、工期、材料費、機

械設備費等の条件が大きな原因となるので、これ らの事を踏まえ、総合的に

判断する。

(b)施 工上留意する点

粗度係数は、表面の粗度よりも壁面の凹凸の程度によって大 きく影響を受ける

ので、仕上げ面の流水方向の凹凸は極力小さくすることが望ましい。
このため仕上げ面の凹凸の差を10cm以内と規定 しているところもある。

|＼ 辞計線

仕上げ面  i
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lm〕30

5

n =粗 度係数

図 - 3 . 4  粗 度係数と水理特性曲線

( 3 )設 計厚

吹付 コンクリー トを永久覆工 として用いる場合、耐久性等 も考慮 して設計厚を定

めなければならない。一般の水路構造物では、耐摩耗性か らコンクリー ト厚は 5 c n

以上で設計 している。吹付コンクリー トにおいて も同様に 5 c mを下限に、使用 目的

に応 じて設計厚を定める。 この場合、金網による楠強は必要である。

実績等を踏まえた各岩盤等級 ごとの永久覆工の設計厚を表 - 3 . 1 2に 示す。

設計に示す吹付コンクリー ト厚は、原則 として平均厚の考え方を採用するが、応

力集中の低減など永久覆工として信頼性や耐久性を考えて、最小厚 さの制限を設け

ることが望ましい。具体的には、平均厚の 2 / 3か 5 c mの大 きい方 とする。

表 - 3 . 1 2  各 岩盤等級毎の永久覆工の設計厚

翌
級

岩
等

永 久 覆 工 の 設 計 厚

A・ B 5  c a

吹 付 け コ ンク リー トC“

CM 7  c n
吹 付 け ヨ ンク リ ト

C L

10価吹付けコンクリー ト
又は

巻立てヨンクリー ト (t≧ 20cll)

D 巻立てコンクリー ト (t≧ 20clB)
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4 .施 工

4. 1  掘 削

( 1 )ス ムースプラスティングエ法

掘削の方法によっては、周辺地山の緩みを大 きくし地山自身の支保能力を低下 き

せることもある。また、掘削面の凹凸が大きいと応力集中により地山の強度劣化を

まねきやすいばか りか、吹付コンクリー トの余吹 きが多 くなって不経済 となる。

壁面の不陸は、粗度係数にも大 きく影響を与えるので、比較的平滑な掘消Jがで き

るスムースプラスティングエ法を採用することが望ましい。

( 2 )一 発破進行長

小断面 トンネルにおいては、切羽における作業時間以外の準備や機械入れ替えと

いった工種が一発破サイクル全体に占める割合が大 きくなるため、サイクル数を増

すより進行長を増す方が効果が大きい。一発破進行長の設定は、工期、機械設備等
への影響が大であり十分な検討を行 う。

小断面における岩盤等級別一発破進行長の実績を表 - 4 . 1に 示す。

表 - 4 . 1  小 断面における岩級別一発破進行長

岩  級
一発破進行長 (m)

C H 1,8～ 2.8

CM 1.5～ 2.3

C L 1.2～ 2.0

長孔発破採用にあたっては、次の点に留意する。

1) 地 山が変化に富むため思い切った設備投入がで きない。 (全延長を通 して

の地山判断)

2)  油 圧削岩機投入によリカバーエ リア (1プ ーム当り)が 増加 し、周辺孔の

ル ックアウ トが大 きく、コントロールが困難である。 (機械 と技能)

3)  カ バーエ リアが増加 し長孔化が行われるとビットロッドの交換が増加 し、

削孔中のロス及びビットロッドの損耗が増す。 (ビットロッドの材質 と技能)

4)  穿 孔機械が大型化することにより穿孔径が大 きくなり、穿孔数を減 じるこ

とができる半面、長孔化 と併せてずりの大 きさが新たな問題 となる。 (ずり

の形状)

5)  適 性爆薬量が 1,0～ 1. 5 k g / m 3程 度の岩質になると、3回以上の長孔発破

では奥鳴り現象が生 じ易 く、効果が上が らなくなる。 (適性爆薬)

(3 )穿 孔機械

穿孔機械には、空圧削岩機と油圧削岩機があるが、小断面 トンネルにおいて も施

工能力や環境面か ら油圧式のジャンポが一般に用いられている。 また、削岩機を搭

載 したジャンポには、 レール式 とホイール式があり、小断面ではレール式が多い。

地山条件によってはレッグ ドリルやピックハ ンマを併用 している例 もある。
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レール式 ジャンポを用いた場合、 トンネル延長によってはずり処理機械との坑内
入れ替えのための待避所の設置が必要となる。

ガ ン トリータイプのジャンポは特別仕様となり、 6rf以 上の トンネル断面に使わ

れた実績がある程度で汎用性に欠けるが、ずり積機との入れ替えが容易で急速施工
には極めて有利なため、一般に トンネル延長が長い場合に用いられている。

(4)装 薬パターン

小断面 トンネルにおける装薬パ ターンの例を図 -4. 1に 示す。

凡 例

○ 装 菜孔

● パ ーンホール

図 - 4  1 岩盤等級 CL以 下 (砂岩)の 装薬パターンの例

(5)ず り処理

(a)ず り積機

ず り積機は、 レール式、 クローラー式、ホイール式があり、大 きさ、積込み方

式 も各種の ものがある。

小断面 トンネルでは従来か ら 01～ 0. 3 m 3程 度の レール式 ロッカーショベル

が一般に用いられてきた。最近では、ポディ、コンベア、かき集め方式のず り積

機が使用され始めている。 このずり積機は、二時間当たり 100～ 15 0 m 3程 度の

処理能力がある。

(b)運 搬機械

小断面 トンネルのずり運搬では、斜坑 (勾配 5%以 上)や 延長が短い場合を

除いて、一般に レール方式が用いられる。 レール式ずり運搬車 としては、従来、

鋼車が一般的で 2～ 3m3程 度の容量のものが用いられている。

近年では、ず り運搬車としてコンベアを内蔵 したシャ トルカーが良 く用いら

れるようになってきた。 シャ トルカーには小容量の ものを 2～ 3台連結 した ト

レイ ン型 もある。
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( 5 )補 助工法

補助工法は、割れ日の多い地山などにおいて、一次支保施工までの天靖の安定を

目的としたものと、粘着力の小 さい地山などにおいて切羽の小崩落を防 ぐための鏡
の安定を目的としたものとがある。また、湧水によって切羽が安定 しない場合には、

水抜 きボー リングによって排水することもあるが、いずれ も既定の工法を大 きく変

更することなく、容易に採用できる補助的手段でなければならない。
一般的な補助工法の適用性について表-4. 2に 示す。

表 -4. 2  補 助工法の適用性

対策 目的 工 法

地 山 条 件

記 事亀裂の

多 い
硬 岩

軟 岩 土 砂 膨張土

切

羽

の

安

定

対

策

天

鵡

安

定

斜め打ちポル ト・鉄筋 ○ ○ △ ○

ミニパ イア ル ー フ ○ 単管バイプ

鉄 失 木 ( 鋼矢 板 ) △

菜 液 注 入 工 O ○

鏡
　
安
　
定

吹付 けヨンクリー ト △ ○ △

鏡 止 ボ ル ト △ △ ○ ロックボル ト等

薬 液 注 入 工 ○

○…比較的使用される工法    △ …時 使々用される工法

4 . 2  -次 支保の施工

(1)吹 付方式

吹付方式は、乾式と湿式の 2つに大別されるが、近年は粉 じん対策の面か ら湿式

吹付機を用いる例が多い。

(2)吹 付 コンクリー トの現場配合

吹付 コンクリー ト現場配合は、コンクリー トの強度等の品質に影響するのみな ら

ず、使用する吹付機械の性能、圧送性等の施工性に大 きく関係するので、事前に現

場試験を行 って適切な現場配合を決定する。

小断面 トンネルにおける吹付 コンクリー ト現場配合の例を表 -4. 3に 示す。

(3)吹 付作業

(a)吹 付 コンクリー トの施工時期

吹付 コンクリー トの施工にあたっては、一般に掘削か ら吹付までの時間をで き

る限 り短 くする。地山の自立性は良好であるが湧水が多い場合には、ロックボル

トのみによる一次支保で地山の安定を図り、ある程度の時間を経てか ら吹付 コン

クリー トを施工することもある。
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表-4: 3 吹 付コンクリー ト現場配合の例

単位セメント量
C(kg/ボ )

水セメント比
W/C(%)

( b )吹 付厚

1回の吹付厚は、吹付機の能力や地山の条件にもよるが、一般に 5伽程度であ

る。

(c)吹 付距離

吹付距離は、衝突速度 と付着密度とが最適な状態 となるように定めなければな

らない。通常は lm程 度と言われている。

(d)金 網の固定

金網の固定が不十分な場合は、吹付作業中に移動 したり振動することによって、

はね返 りが増加するので、アンカー鉄筋、 ピン、コンクリー ト釘等で十分固定す

る。それぞれの金細は十分ラップするように配置 し、ラップ長は金網の目の 1～

2倍程度 とする。また、吹付コンクリー トのかぶ りは 2～ 3cn l以上確保する。

(e)吹 付圧力

空気圧は、砂の表面水量、粒度及び配合設計によって変動するが、乾式吹付の

場合、ノズル先端では 1～ 2kg f /前、吹付機の圧力計では 2～ 4kg f / c f程度が良

好な結果が得 られやすい。

(4)粉 じん対策

(a)換 気方式

吹付時の粉 じんが比較的狭い範囲で発生 し、 しか も高濃度であることか ら、換

気にあたっては、局所 ファンを併用することが望ましい。

(b)換 気量

粉 じんの稀釈排除に必要な換気設備容量は、掘削断面l n f当たり15m 3 /分 以

上程度 とする。

(5)吹 付 コンクリー ト施二時の湧水対策

吹付断面の地山に湧水がある場合の処理は、次の方法がある。

1) セ メント量及び急結剤を増やすなど配合を変更 して吹 き付ける。

2) 金 綱を取付け、吹付 ヨンクリー トの付着を良 くする。

3) 限 られた箇所か らの湧水は、 ド レンパイプで処理 しなが ら吹 き付ける。

4) 湧 水が広範囲にわたる場合は、金綱にフィルター材、又はシー トを張付け、

付け、 これを地山に固定 し、ホースで水を抜きなが ら吹付ける。
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5 )  岩 盤の節理などか ら湧水がある場合、 ドレンチャンネルで処理 してか ら吹

付ける。

6) 湧 水が激 しい場合には、水抜き孔を設けて処理 してか ら吹付ける。

(6)ロ ックボル トの施工時期

ロックポル トに作用する荷重は、掘削後の時間経過 とともに増大することが多 く

特に小断面 トンネルでは、掘削後地山の挙動が収東するまでの期間が短いため、で

きるだけ切羽に近い位置で施工する。

(7)ロ ックボル ト孔の穿孔

小断面 トンネルのロックポル ト施工は、一般に レッグ ドリルを用いている例が多

ヽヽ 。

小断面 トンネルで、一般に用いられる全面接着型 ロックポル トの形式 と多孔径の

考え方は表 - 4 . 4に 示すとおりである。

表 - 4 . 4  ロ ックボル ト形式と穿孔径

コ ッ ク ポ ル ト 型 式 算 孔  径  (φ )

充
　
垣
　
型

普 通  レ  ジ  ン  型 ボル ト径 十 (6～ 8‐ )

発 泡  レ  ジ  ン  型 ″   十 (10～15r■)

セ メ ン ト カ プ セ ル 型 ″  十 (10～15‐)

型

シ

」ヨ
ン

フ

リ

ク

打 込 み 型 ″  ― (3～ 5T■)

割 管 膨 韻 型 ″   十  (6～ 10コ)

( 8 )ロ ックポル ト施工時の湧水対策

湧水箇所においての対策としては次の ものがある。

1 )  ロ ックボル ト施工位置にロックポル ト孔 と同程度の孔を数孔設け、その う

ちか ら湧水の少ない孔を選定 してロックボル トを施工する。

2 )  比 較的湧水量が少なく水圧 も低い場合は、 レジンや急結セメン トミルク等、

急硬性の定着材を用いる。また、フリクション型のポル トは定着材が不要で

透水性があり、施工時間 も短時間ですむ利点がある。

( 9 )鋼 製支保工の建込み

鋼製支保工は、初期荷重を負担する役割が大 きいので、で きるだけ切羽に近 く、

掘削後速やかに建込む。

4 . 3  永 久覆工

( 1 )永 久覆工の施工時期

吹付 コンクリー トを永久覆工として用いる場合、重ね吹 きを したとき接合面が一

体となりにくいことか ら、一次支保の段階で全設計厚を施工 してお くことが望まし

ヽヽ 。

( 2 )吹 付 コンクリー トの施工

吹付 コンクリー トを永久覆工として用いる場合の施工法は、基本的に一次支保の

場合 と同 じであるが、永久覆工として考えた場合の留意点は以下のとおりである。
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1 )  付 着力を低下させないため、地山面や一次支保表面に付着 した粉 じんや リ
バウンドを高圧 ジェット水やエアで十分に洗浄 し、浮 き石などは完全に除去

する。

2 )  金 網は、吹付 コンクリー トの重みで垂れ下が らないよう、細かな ピッチ

( 5 0 c m位)で 固定する。

3 )  現 場配合を決めるにあたっては、短期強度を上げるよりも耐久性の良いコ

ンクリー トが出来るようにする。

4 )  ロ ックボル トの頭部は、吹付コンクリー トの表面か ら突出させない。

5 .品 質管理

5 . 1  吹 付 コンクリー ト

( 1 )吹 付厚
一次支保 としての吹付コンクリー トは、吹付厚表示用 ピン、又は、金網固定用 ピ

ン等を目安として所要の厚 きが確保できるように吹付ける。永久覆工 としての吹付
ヨンクリー トは、検測によって所要の厚 さが得 られていることを確認する。検測箇

所は、原則として トンネル延長2 0 m以 内に 1断面で、少なくともアーチ部1ケ 所、

側壁左右各 1ケ所計 3ケ所以上とする。検測には一般に丸釘等を使用 し、吹付前に

検測位置に打込み、テープ等で設計厚を表示 してお く。吹付後に電動 ドリル等によ

り検査孔を肖1孔する方法 もある。

( 2 )強 度

強度の管理は、2 8日強度 (σ2 8 )を基本として行 うことが多いが、小断面 トンネ

ルでは特に初期強度 (σl又 はσ3 )の 発現が重要となるので、併せて これを確認

する。

強度試験法には各種あり、 ト ンネル壁面に吹付けたコンクリー トか ら直接採取 し

たコアの圧縮試験を行 うことが望ましいが、小断面 トンネルにおいては、簡便で短
・長期材令両方に適用できるビーム型粋による方法が多 く用いられている。

5 . 2  ロ ックボル ト

ロックポル トは、所定の孔長、孔径及び孔の清掃などを確認する。また、 レジン等

カプセルタイプの定着材は、混合等が十分に行われていること、定着材が十分に入 っ

ているなどに注意する。

5 , 3  出 来形管理

吹付 コンクリー トによる覆工の場合、仕上 り断面は一様な形状 とはならない (凹凸

を伴 う)。 したがって、吹付作業完了後に検測を行い所要の内空断面が確保 されるこ

とを確認する。

6 .観 察 ・計測

6 . 1  観 察 ・計測の意義

小断面水路 トンネルの事前調査は、既存の資料調査、地表地質踏査が主体であり、

トンネルが施工される位置の地山の特性を計画段階で的確に予想することは困難なこ

とが多い。それゆえに、施工中に観察 ・計測に基づいて実際の周辺地山の挙動や支保
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部材の効果を正 しく把握 し、それに基づ く設計、施工法の修正が不可欠である。

図 - 6 . 1に 観察 ・計測の位置付けと役割を示す。

その他の計測

(地山条件が悪い場合)

図 -6.1 観 察 ・計測の位置付けと役割

6.2 観 察 ・計測の計画と実施

(1)観 察 ,計 測項目

小断面 トンネルでは、掘削直後の地山挙動が重要である点に留意 して、主 として

坑内観察調査及び内空変位測定を行 うが、破砕帯等、地山条件が悪 くなればロック

ポル ト軸力測定などその他の計測 も必要となる。

岩盤等級 ごとに、必要な観察 ・計測項目の目安を表 -6.1に 、また計測項目の

説明を表 -6.2に 示す。

(2)観 察

(a)切 羽観察

施工中には、原則として掘削により切羽が現れるたびに地質状況の変化を確認

し、設計 ・施工が道切かどうかを判断 しなけれればならない。特に湧水が施工に

与える影響は大 きいので、湧水の量や位置の変化に留意 して観察する。

切羽観察を行 う際には、以下の項 目について状況を把握する。

1)地 質構造 ……… 岩石の種類、地層の走向 ・傾斜

2)岩 盤等級 ……… 風化、変質の程度、硬軟の程度、割れ目の方向、間隔、状態、

挟在物の有無 と性状

3)断   層 ……… 位置と走向、傾斜、破粋の程度

4)湧   水 ……… 位置と量、濁 りの有無

5)切 羽の自立性 ……… 岩片、岩塊のはく落、崩落等

また、切羽における岩盤の物性をより道確に把握するため、以下の簡易的な試

験手法を用いることもある。

①簡易弾性波測定

②点載荷試験

③シュミットロックハンマーテスト

支保 の変更
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表-6.1 岩 盤等級に応じた観察 ・計測の目安

必要な観察 ・計測項目 必要により追加すべき
観察 ・計測項目 (施工揮に考慮すべ書

坑内観察調査 部分的な肌落ち
はく離
山はね

坑内観察調査 内空変位測定 部分的な肌落ち

小規模緩み荷重

坑内観察調査 内空変位測定 肌落ち

緩み荷重

坑内観察調査

内空変位測定
地中変位測違

軸力測定

地曲試料試験

緩み荷重
または
塑性挙動

坑内観察調査

内空変位測定
地中桑さ銘走

軸力測定

吹付けヨンクサート応力測定
地山市重測定
地曲試料試験

( 3 )内 空変位測定

内空変位と切羽の状況 との相関をで きるだけ早 く把握することがその後の合理的
な施工につながるため、計測断面は施工の早期の段階で密に設ける。

内空変位測定は、一般に30～50 m程 度の間隔で行 う。ある程度相関が把握できた
な らば、地質が良好で変化 しない場合には、坑内観測調査を主体 とし計測断面は少
なくすることができる。逆に地質が悪い場合には密に設ける。

小断面 トンネルは、掘肖J後の挙動が重要であるため、少なくとも掘削後 1日間は
1掘進 ごとに測定することが望ましい。変化が収東に向か うに従い、また、切羽か
ら離れるに従い順次減少させる。

初期値は、以後の測定値の基準 となるので、切羽に近い位置で早期に読み取る。
6,3  観 察 ・計測結果の活用

(1)観 察 。計測結果の整理

観察 ・計測結果は、 トンネルの掘削に伴 う周辺地山、支保等の挙動を示す もので
あるか ら、その状況を的確に把握できるよう図 。表等にわか りやす く整理する。

切羽付近は、力学的に不安定な箇所で地山の挙動が顕著である反面、施工の途上
でこれ らの現象に最 も対処 しやすい状況にもある。特に小断面 トンネルでは、切羽
付近における判断がより重要 となるため、観察 ・計測結果の整理は時期を失するこ
とのないよう速やかに行 う。

表 -6. 3に 観察 ・計測結果の整理項目の例、また図 -6. 2に 坑内観測様式の

例、図 -6. 3に 内空変位経時変化図の例を示す。 これ らの図 ・表には地形 ・地質
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表 -6.3 観 察 ・計測結果の整理項目の例

計 測 項 目
整 理 項 目

経時変化または経距変化 展 開 図 縦断分布

坑内観察調査 ○ ○

内空変位測定 ○ ○

の特記事項、支保工の施工時期等の施工状況等、計測項 目以外の留意事項を併せて

記入する。

( 2 )観 察 。計測結果の設計 ・施工への反映

( a )切 羽観察

切羽観察では、実際の岩盤等級が設計時に想定 した岩盤等級 と合致 しているか

を判断することを基本とし、相違 している場合には速やかに観察 した岩盤等級の

支保へ変更する。また、切羽が安定 しない、湧水が多い等の挙動を示す場合には、

表 - 6 . 4に 示すような対策を講 じる。

( b )内 空変位測定

内空変位測定結果の評価に当たっては、変位量、変位速度、変位加速度等に管

理基準を設け、その範囲内に挙動が収東するか否かを判定する。

管理基準 としての数値は、各現場の状況によって一概に決め られないため、工

事の初期の段階や作業坑などで十分な観察 ・計測を行い適切な値を定める。

なお、内空変位測定結果 とそれに対応 した対策を表 - 6 . 5に 示す。

7 .積 算 と歩掛

7 . 1  積 算についての基本的な考え方

積算にあたっては、下記の事項に留意 して算定する。

( 1 )施 工計画

工事規模 ・工期 。地山条件 ・周辺環境条件等に基づき、適切な施工計画を策定

する。

( 2 )契 約条件に基づいた積算

適切な工事費を算定するためには、契約時に明示する条件に従 って当初か ら積

算に見込む ものと、事柄発生時に協議するものとに分け、それぞれ契約条件に対

応 した積算をする。

( 3 )掘 削単価の設定方法

掘削単価の設定方法には、当初想定の地山条件に基づ き、各種の掘削パ ター ン

を平均 した平均単価によるものと、各掘削パターンごとに単価を設定するもの と

があるが、掘肖1パターンの変更を契約上合理的かつ道正に行 うためには、掘肖1パ

ターンごとに積算することが望ましい。
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表 -6.4 坑 内観察結果に基づ く挙動と対策

挙 動 施工法を中心とした応急処置 そ の 後 の 断 面 設 計

未

施

区

間

工

切羽が安定
しない

・切羽を傾斜させる
。縦断面で半円形に近くする
。切羽への吹付け
。斜め打ちポル ト, ミニパイプル
ー フ

。一掘進長の短縮
。吹付けコンクリー トの早期施エ

。斜め打ちポル ト, ミニパイアル
ー フ

。一掘進長の短縮
。施エサイクルの見直し
。水抜きポーリングエ

天端で肌落
ちが多 くな
る

。斜め打ちポル ト, ミニバイアル
ー フ

。メッシュ矢板,樹 矢木の俳用
。吹付けコンクリー トの早期施工
。縦断面で半円形に近くする
。一掘進長の短縮
。局所的なコックポル トの追加
。鋼製支保工の採用

。鋼製支保工の採用
。斜め打ちポル ト, ミニパイブル
ーフ,鏑 矢木の併用

。掘削方法 (発破パターン,削 岩
限のほ類など)の 変更

。一掘進長の短縮

湧水が多い 。排水工の採用一水抜き孔の算孔
排水シー ト・パ

イプの俳用
。吹付けコンクリー トの早強化
。金網を細かくする
。じックポル ト定着材の変更
。鋼製支保の採用

。鋼製支保工の採用
。金組の需強 寸法変更
。水抜きポーリングエ
。地山の改良工

既

施

工

区

問

ン

に
が

く

コ
ト

ク

は

け

一　
ン

。
る

付

リ
ラ
る
す

吹
ク
ク
入
離

。水抜き孔の設定
oロ ックポル トの増打ち
。はく離部を除き,吹 付けコンク
リー トの増吹き

。額製支保工の採用
。ロックポル ト長を長 くする
。排水工の併用
。金組の補強
。スチールファイパーの混入

座金が変形
する

°ロンクポル トを増打ちする
。吹付けヨンクリー トを増吹きす
る

。ス トラフトによる断面の閉合

。ロックポル トの本数の増加
。ロックポル トの変形能力を増す
(圧縮体をはさむ)
。掘製支保工の採用
。吹付けコンクリート厚の増加
。ベアリングブレー トを厚くする

鋼支保工が
座屈する吹
付けヨンク
リー トから
はく離する

oロックポル トの増打ち (支保工
の健付け)

。吠付けヨンクリートの増吹き
。ストラットによる断面の開合

。コックポル トの本数.長 さの増
加

。変形余裕量をとる
。支保工を吹付けで十分巻き込む
。ロックポル トで支保工を健い付
ける

。観製支保工の寸法を大きくする

不連続面に
よる岩塊の

崩落が見ら
れる

。局所的なロックポル トの追加
。吹付けヨンクリー トの増吹き

。斜め打ちポル ト
。鋼製支保工の採用
。金網の補強
。ランダム・ ロ ックポル トの採用
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表-6.5 内 空変位測定結果と基づ く挙動 と対策

挙 動 施工法を中心とした応急処置 そ の 後 の 断 面 設 計

最終変位主が周辺地
山の安定をおびやか
すほど大きくなる

変位が収東しない

。ロウクポル トの増打ち
。吹付けヨンクリー トの増吹
き 1/t面も)

・ス トラフトによる閉合

。'ッ クボル トの本数,長 さの
増加

。吹付けコンクリー ト厚の増加
。鋼製支保工の採用 ・金網の補
強

・ス トラットの採用,底 面吹付
け

。断面形状を円形に近づける
。一掘進長の短縮支保部材の早
期施エ

襲ぶくれが生ずる 。底面・ 'ッ クポル ト打設
。側壁 ド部のロックボル トの

増吹き

。度面に掘製支保工を入れる
。排水工法の採用
。地山の改良エ
。側壁部材のロックポル トの本
数,長 さの増加

。底面の,ッ クポル ト打設

天端沈下が大きくな
る

。脚部の吹付けヨンクリー ト
の増吹き

。ロックポル トの増打ち

。斜め打ポル ト, ミニパイブル
ー フ

。鋼製支保工の採用。キックア
ツプ

。支保部材の早期施工
。断面形状の変更 (縦長にする)

偏圧 (異方性)が 卓
越し,縦 断面に連続
した変状がみられる

。ロックポル トの増打ち 。ロックポル ト打設パターン,
長さの変更 (非対称)
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7 . 2  編 成人員

編成人員は、断面の大きさ、使用機械、施工方法等によって変わり、一概に定める
ことはできないが、小断面 トンネルにおける片番編成員数の実績は1 0人程度 (坑内 7
人、坑外 3人)で ある。標準的な編成人員の例を表 - 7 . 1に 示す。

表 - 7  1  削 岩機を 2台とした時の標準的な編成人員

磁 憲 員 数 〈メC 摘 要

ト ン ネ ル 世 話 役 1 全な管理

ト ン ネ ル 特 殊 エ 3～ 4 削孔 次 付け. 。ックポルト打強 火寮係

ト ン ネ ル 作 景 員 2 切羽打助 坑 内雑役

トンネル特獄工 (運転D 1 ′`クテリー。ヨ連と管理

博   ミ    エ 1 機械整情点検 コ ンアレクサ運転

害 通 作 安 員 1～ 2 坑外雑役

古 9～ 11

7 . 3  サ イクルタイム

N A T Mは 、原則 として掘肖1、ずり出 し、吹付け、ロックボル ト打込みを一連の作
業として行 うので、 これ らのサイクルタイムを算出する。

7 .  4  余 掘 り
一般に、凝灰岩、片岩、粘板岩等は余掘 りが少なく、花臓岩系統は多 く、砂岩、畦

岩、れ き岩等が中程度 ときれているが、者の亀裂の状態、風化の程度、他の岩 との互

層関係などによって も変わる。また、切羽の単位面積当たりの削孔数を少なくすれば

するほど、一発破の削孔長を長 くすればするほど余掘 りは多 くなる。小断面 トンネル

における余掘 り率の実績は、平均1 7 %である。

7 . 5  は ね返 り率

吹付けコンクリー トのはね返 り率は、吹付け方式によって異なるが、小断面 トンネル
では、1 3～5 0 % (平 均3 2 % )で ある。金網を併用する場合には、吹付けヨンクリー トの

付着が良 くなるため、一般にはね返り率は若干小さくなる。

参考文献

中小水力標準化モデルプラント設計調査報告書 「小断面水路 トンネルNA T M /設 計
。施エマニュアル (案)」 :通商産業省資源エネルギー庁 ・ (財)新 エネルギー財団 :

昭和62年 3月
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第 1節  技 術の概要

1.1 は じめに

中小水力の開発を促進するためには建設費を下げるための新技術の開発、研究はもとよ

り、大規模水力とは違った発想の開発計画も検討し、コストダゥンを図って、経済性を高
めることが必要である。中でも建設費のウエイトの高い導水路 トンネルを岩盤用 トンネル

掘削機 (以下TBMと 称す。)に よって、短期間に,かつ、経済的に掘削することが強く要望
されている。
一般に、TBM工 法は従来の発破工法に比べ、

1)掘 削作業が連続的に行えるので、施工速度が速く一般的に工期の短縮が図れる。
2)掘 削に伴う岩盤の緩みが少ないので、作業の安全性が高くまた、支保工及び覆工の簡素

化が図れる。

3)掘 削壁面が滑らかであるので、無巻区間及び吹付ヨンクリート区間でも通水能力が高
い。

4)余 掘りが少ないので覆工に無駄がなく、経済性に優れている。

5)機 械施工であるので作業の省力化が図れる。

6)振 動,騒音が小さく、粉塵が少ないので、坑内の作業環境がよく周辺地域への影響が

少ない。

7)火 葉を使用しないので、爆破作業に伴う危険は皆無であり、また、待避に伴う時間損失
がないので作業効率がよい。

などの特長があり、このために、経済性及び安全性に優れているとされている。
しかしながら、わが国におけるTBM工 法は昭和30年代に始まって以来数多くの実績は

あるが、地質が複雑で、硬岩から断層破砕帯を含む軟弱層に及ぶ広範な地質変化に遭遇す

るため、掘削不能となり、在来工法への変更を余儀なくされた例も多い。したがって、上

記に示すTBM工 法の特徴を生かし、広範な地質変化に対応できる全地質対応型TBMの ニー

ズが高く、また、中小水力発電用としてできるだけ小日径のTBMの 開発を進める必要があ

り、このような観点から昭和55年度から59年度まで通商産業省の 「中小水力動カエネル

ギー回収システム技術に関する実用化開発Jの補助金を受けて、中小水力開発用のTBMと

して、全地質対応型TBMが 開発された。それにより、早木戸発電所及び安蔵川発電所の導

水路 トンネルエ事において機器の開発について実証試験を行った。

更に、「中小水カシステム技術信頼性実証試験費補助金Jを 受けて、トンネル施工の合理

化を図り、TBM工 法の導入促進のため上記の実証試験の結果を踏まえ、TBMを 改良し、新

内川第二地点 (金沢市)及 び駒込地点 (東星興業船)に おいて実証試験を行い、高速掘進
による工期の短縮、作業の安全性及び広範な地質への対応等を検討し、TBM工 法の合理性
と信頼性を確認した。
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1 . 2 計 画

1.2.1 調  査

(1)調 査の目的

調査の目的は、TBM工 法を安全、迅速かつ経済的に実施するために必要な資料を得るこ

ととする。

調査を大別すると次のとおりである。

1)地 形 ・地質調査

2)立 地条件調査

調査の目的とするところは、所要の構造物を安全、迅速かつ経済的に施工することにあ

る。これらの調査結果は、トンネルのルート選定やTBM工 法採用の可否、トンネル設置に

伴う周辺の環境保全のために用いるばかりでなく、工事の規模や内容の決定から工事実施

上の資料としても用いるものであり、更に、 トンネル完成後の維持管理のための資料とも

なるものであるから、このことを十分考慮して調査を行わなければならない。

(2)調 査範囲

調査範囲は2.1.4に定める各段階の調査の目的に応じて、それを十分把握できる必要な範

囲とする。また、調査段階が進むに従って調査範囲を狭めていくのが効果的である。

(3)調 査の項目

地形 ・地質調査は、2.1.4に定める調査の区分により、調査内容の精粗等を考慮し、必要

な項目について行う。

1) 地 盤を構成する岩石及び土層の名称
一般に地盤の性質は、構成する岩種によって異なるため、その名称を判定する。上

層については、その成因によって名称を判定する。

2) 地 盤の構成状態

地盤を構成する岩石及び上層の分布状況、断層破砕帯 ・節理 ・片理及び熱水変質帯

の性状と方向性、沼曲の状態等について調査する。

3) 地 盤の工学的性質

地盤を構成する土層の固結度、地盤の風化 ・変質状況、岩石の強度ならびに岩盤等

級区分を調査する。摩耗性鉱物の含有量についても調査し、必要に応じて地盤の変形

特性を調査する。

4) 地 下水の賦存状況

地山の地下水位や滞水層となり得る地質の有無を調査する。

5) 地 盤の特殊現象

地すべり'崩壊、旧坑道、膨張性地山、押し出し性地山及び湧水による崩壊等を起

こすおそれのある地質の有無、性状を調査する。

(4)調 査の区分

地形 ・地質調査は、その段階に従い次の通り区分する。

1) 計 画段階調査

計画段階調査は、概略の水路ルートを選定するとともにTBM工 法導入の可能性を検

討するために必要な資料を得ることが目的であり、文献調査、空中写真判読及び地表

地質踏査 (概査)が 主体となる。
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2) 設 計段階調査

設計段階調査は、水路ルートを決定し、実施設計を行うために必要な資料を得るこ
とが目的であり、地表地質踏査 (精査)及 び室内岩石試験が主体となる。

3) 施 工段階調査

施工段階調査は、主として坑内調査により設計段階で把握した地質状況を検証し、設
計変更、施工管理及び後日のための資料を得ることが目的であり、坑内観察、シュミ

|        ッ トロックハンマー反発度測定が主体となる。

調査の流れを図-1.2.1に示す。

(5)計 画段階調査

計画段階調査は、水路ルートを選定するとともにTBM工 法導入の可能性を検討するため
に必要な地形地質資料を得ることを目的とし、以下の調査を行うものとする。
1) 文 献調査

既存の地形図 (国土地理院発行1/50,000,1/25,000)、森林基本図 (林野庁及び都
道府県発行1/5,000)、地質図 (工業技術院地質調査所発行1/50,000地質図、都道府
県発行1/100,000～1/200,000地質図、日本の活断層等)、学術論文 (地質学雑誌、大
学地学関係学科の研究紀要等)等 により、調査対象範囲における地形地質に関する資
料を調査する。また、既存の資料より調査対象範囲と類似の地質状況におけるTBM工

法の掘削実績等も調査する。

2) 空 中写真判読

既存の空中写真 (林野庁、国土地理院等撮影)に より、調査地域の地すべり、崩壊
地、リエアメント等の地形の判読を行う。

3) 地 表地質踏査 (概査)

1/25,000の地形図又は1/5,000の森林基本図を用いて地表地質踏査 (概査)を 行
い、調査地域全域の地質概要を把握するとともに特にTBM工 法を導入する上で問題と
なる膨張性地山,大規模断層破砕帯、水路に沿う弱層及び大量の湧水を伴うおそれのあ
る地質等について調査する。

上記1～3の調査内容を整理、集約し、調査範囲全域についての地質構造の概要を把握し、
TBM工 法の採用の可能性を巨視的に検討する。

また、その結果をもとに水路ルートを選定し、併せて設計段階調査において調査 ・検討
を要する事項について整理する。

(6)設 計段階調査

設計段階調査は、水路ルートを決定し、実施設計を行うために必要な地質資料を得るこ
とを目的とし、以下の調査を行うものとする。
1) 地 表地質踏査 (精査)

計画段階における調査結果を確認し、実施設計を検討するために、1/5,000程度の
・
       地 形図を用いて1,21(3)の1)～5)項の必要項目について精密な地表地質踏査を行う。

2) 室 内岩石試験

水路 トンネルの地盤における岩石の工学的性質を求め、その性質を考察するための

基礎資料を得ることを目的とし、調査用ボーリングのコアあるいはブロックサンプル
より代表的な試料を選び試験を行う。
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一軸圧縮強度は、岩盤等級区分等とともに、TBMの 掘進速度並びに支保エパターン
を検討するための基礎資料となる。

石英含有量試験は、岩石の薄片より石英の含有量を測定するもので、カッター摩耗
量の推定の基礎資料となる。また、X線分析は岩石中の膨張性鉱物を検出するので、膨
張性地山におけるTBM掘 進の難易度を検討する基礎資料となる。これらの試験は、原
則として水路 トンネルに分布する各岩石について行うものとする。
上記 1～2の地質調査の結果は、地質学的観点だけでなく、工学的観点に立ってまと

めることが重要であり、工事計画、実施設計、施工等に役立つよう地山評価を行い、整
理、集約することが必要である。

地質調査結果の整理にあたっては、それまでに実施した各種の調査、試験結果を総
合的に判断し、 ト ンネル全体の地山条件及び特に問題となる地質の分布、性状等実施
設計に必要な事項を1/5,000程度の地質平面図、地質断面図にまとめる。地質断面図
は地質構造を示す地質図のほかにボーリング等の調査実施位置、地下水位、弾性波速
度分布等があれば記入する。更に地質断面図の下欄には、追加距離、施工位置におけ
る岩石の種類、性状、弾性波速度、岩石の一軸圧縮強度、石英含有量、湧水状況、岩
盤等級区分及び特記事項等を記入する。特記事項欄には、TBM工 法によるトンネル施
工上特に問題となる押し出し性地山、膨張性地山及び切羽が自立しない、又はTBM本
体の自重やグリッパー反力が十分確保できないような軟弱層等について、出現の可能
性、問題の程度、これに対する対策等をまとめておくことが必要である。
岩盤等級区分は対象地点に分布する岩石の種類や岩盤の工学的性質に応じて適当な

分類方法を採用することとする。岩盤分類は、建設省、旧国鉄、日本道路公団、(財)電
力中央研究所、電源開発143等の各機関で基準化されている。
弾性波探査、ボーリング調査、電気探査及び電磁波探査は必要に応じて実施するも

のとする。

(7)施 工段階調査

施工段階調査は、主として坑内調査より設計段階で把握した地質状況を検証し、施工中
に生ずる問題点の予想及び確認、設計変更、施工管理及び後日のための資料を得ることを
目的とし、以下の調査を行うものとする。
1) 坑 内観察

坑内観察は、切羽の観察をもとに周辺地山の挙動、事前調査による地質区分の修正
等を目的として、12,1(3)の1)～5)に 定める各項目及び湧水量について調査する。

2) シ ュミットロックハンマー反発度測定

岩盤評価を行う場合の工学的な1指標として、トンネル坑壁で行う。測定は、5m間
隔で行い、測定方法は、側壁の中央部に直径10cmの真円を設けその内部で10点測定
し、その平均値を代表値とする。

上記 1～2の調査結果を逐次、地質関係調書や地質断面図に一括してまとめ、設計条
件の確認を行い、設計へのフィードバック及び支保工、覆エパターンの選定について
検討する。

必要に応じて、坑内弾性波探査、一軸圧縮試験、ボーリング調査、内空変位等諸計
測、坑外観察を実施するものとする。

- 2 1 9 -



1.2.2 計  画

(1)ト ンネルの線形

導水路 トンネルは、できるだけ取水日地点と水槽地点を直線で結ぶ事が望ましいが、や

むを得ず曲線を入れる場合には、支保工及びずり搬出機構を含めたTBMの 掘進に支障のな

い曲率半径のものとする。

また、従来の発破工法では、坑日間が余り長くなると工期が長期化するため、3～4kmに

横坑を設ける。このため水路が山腹沿いに屈折したルートとなるのが一般的である。TBM

工法では、掘進速度が早いので、中間作業坑を省略出来ることからルートは直線とするこ

とが可能である。

渓流取水のある場合、渓流取水箇所を明り部分で通過すると作業が重複することとTBM

の施エスピードが落ちること等から、たとえ延長が若子長くなってもルートを、山側に移

すことも検討する必要がある。

山側に移す場合には、岩被りで5～10mを ひとつの目安とする。

(2)ト ンネルの掘進勾配

トンネルの勾配は、直接通水断面に影響を与え、勾配を急にすると同量の水を流すのに必

要な断面積が小さくなり建設費は減少するが、損失落差が大きくなり電力量の損失が大き

くなる。水路勾配と断面の組合せを検討し、最も経済的な水路勾配を設計する。

施工性からは、湧水処理の都合上、掘進方向に対し水平もしくは昇り勾配が望ましい。

なお最大勾配は、レール走行に支障の無い程度とする。

(3)ト ンネルの掘削径

トンネルの掘削径は、必要な通水断面を確保するとともに、作業性及び経済性等を総合

的に判断し決定しなければならない。

1) 通 水断面の確保

吹付けコンクリートで覆工する場合には、コンクリート巻立に比べ仕上がり面にか

なりの凹凸が出来るため、設計覆工厚を確保しようとした場合、内空断面積が縮小し

所定の通水量が確保できない場合もあるので、設計に当たっては、吹付けコンクリー

トの余吹厚にも留意する必要がある。

2) 作 業性

TBM工 法の場合には、トンネル内の給・排気設備や換気設備などにより、空間が制約

されるので、作業性を考慮して、 トンネル掘肖1径を決める必要がある。

3) 経 済性

TBA/1工法の場合には、掘削径が多少大きくなっても、工事費は、ほとんど変らないと

いう特徴があることから、若子内空断面が大きくなっても、水路勾配を、緩くするこ

となどで、電力量の増加が考慮されること及びTBMの 転用によるメリットについても

考慮し、掘削径はこれらを総合的に評価して、決定する必要がある。
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1.2.3 全地質対応型TBM

(1)全 地質対応型TBMの 分類

全地質対応型TBMは 掘削ずりの輸送方式によって流体輸送方式とベルトヨンベヤ輸送方

式に大別される。

1) 流 体輸送方式

掘削したずりを切羽から坑外まで水力輸送するもので、全体システムとしては掘削

機構と掘削したずりを輸送するための流体輸送機構、輸送されたずりを水と分離する

ための上砂分離機構より成る。

2) ベ ルトコンベヤ輸送方式

掘削したずりを切羽からTBM後 方の所定位置までベルトコンベヤにより輸送し、ず

り鋼車等車両に積込んで坑外へ輸送するもので、全体システムとしては掘削機構、掘

削したずりを1次輸送するベルトコンベヤ機構、2次輸送する車両機構、坑外でのずり

排出機構より成る。

1 . 3 設 計

1.3.1 - 般

TBM工 法で掘削されたトンネルの支保工及び覆工の設計にあたっては、TBM工 法の長

所である高速掘進能力と掘削面の安定性を生かすように配慮しなければならない。

TBM工 法は、在来工法に比べ掘削断面形状が円形であり、壁面仕上がり状況も滑らかな

ことと、火薬類を使用しないことから、ゆるみ領域も小さい。このため、在来工法に比べ

無支保工または小規模な支保工で掘削出来る。これによって掘削速度の向上と経済性が発

揮できる。また、覆工は、断面が狭く、作業効率が悪いこと等より掘削完了後実施するこ

とが、一般的である。

1.3.2 支保工及び覆工の設計

(1)支 保工、覆エー般

支保工は、 トンネルを掘削することによって発生する新しい応力に対して、掘削から覆

工までの間、掘削断面を維持するとともに、坑壁の承1離、崩壊を防止し、作業の安全を確

保しうるものでなければならない。

覆工は、土圧等の作用荷重に耐え、亀裂、変形、崩壊等を起こさないよう、また、水密

性がよく、粗度係数を小さくするもので、かつ、耐久性のあるものでなければならない。

(2)支 保工、覆エパターンの設定

支保工、覆工の設計に当たっては、地山特性等を考慮し、地山区分ごとに標準となる支

保工、覆エパターンを設定しなければならない。

また、TBM工 法は、掘肖J断面が円形、壁面の仕上り状況が滑らかなこと、ゆるみ領域が

小さい等の特徴を考慮し、地山の支保能力を極力活用する事を原則とする。

したがって、支保工については、地質が良好な場合には、掘進性を高めるため、安全性

を損わない範囲で、無支保工を基本とする。
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なお、覆工については、なるべく簡素化 し、風化の恐れのない地山の場合には、無巻を

基本とする。

1.33 TBMの 仕様

(1)一  般

TBM工 法のシステムは、現地の地質条件に適応 し、安全で経済的に トンネル掘進ができ

るように、掘削機構とずり輸送設備、その他諸作業設備がつり合いよく機能を発揮するも

のとしなければならない。

1) シ ステムについて

TBM工 法のシステムは稼働率が常に最高の状態に維持できるよう、掘削、ずり出し、

その他の作業を効率よく行えるよう構成 し、かつTBMの 能力に応 じて適切、経済的な

ものを選定 しなければならない。

2) 地 質条件について

TBMは その施工区間で遭遇する複雑多岐にわたる地質の条件に十分適応 した構造強

度をもち、耐久性、施工性、安全性及び経済性を備えているものなければならない。

TBMの 仕様を決めるにあたっては、健岩部分の他に特に考慮 しなければならない地

質として、破砕帯、風化帯及び変質帯があげられる。

これらの地質では、TBMに 作用する荷重、機械の操作性、耐水性等について、細心

の注意を払わなければならない。

また、膨張性地山の トンネルの施工に当たっては、事前調査並びに施工中の調査、計

測を十分に行って、膨張性を示す地山区間の推定、膨張性地山の性状などを把握 し、適

切な対策を講 じなければならない。

1.4 施 工及 び施工設備

1.4.1  -一    月受

(1)施 工計画一般

施工に先だち、工事の目的、規模、工期、地山条件、環境条件等の外に、TBMの 機能 ・

構造、及び工法の特徴を考慮 し、支保工、覆工等の施工法、工事用機械及び工事用設備等

について計画 しなければならない。

TBMに よる トンネルエ事は、発進後の工法変更が困難であるので施工に先だって十分な

施工計画の立案が必要である。工事の目的、規模、工期に基づき、 地山の条件 (地質、地

形、地下水等)、環境条件 (支障物、地上交通、環境保持等)等 に応 じた安全で経済的な施

工計画を立てなければならない。

特にTBM工 法の特徴である、

1)高 速掘削による工期の短縮化が図れる。

2)断 層破砕帯、軟弱地山等を含む広範囲な岩盤地質の掘削が可能。

3)掘 削後の地山のゆるみが少いため安全性が高い。

等の利点を損わないように、施工法及び仮設備を計画 しなければならない。

TBM工 法における作業フローチャー トを図-1.4.1に示す。
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1.4.2 測   量

( 1 )   演」   看藍
一般に直線部では、レーザーを追尾して掘進するのでほとんど問題はないが、曲線部で

は、計画線からの片寄りを早期に把握して、TBM掘 進軌道の修正を遅滞なく行うために、

入念な測量を行って、常に監視しなければならない。なお、坑内基準点の設置、検測は、定

期的に精密に行う等の配慮が必要である。また所定の通水量確保の上から、縦断方向の測

量精度も重要である。
一般に使用されているレーザービーム装置は、 トンネルの後方にレーザー発信器を、

TBMに は受光板を設置し、オペレーター席で、TBMの 位置と方向を容易に確認すること

ができる。レーザービームの盛り替えは、坑内の環境条件を考慮して決定する必要がある。

直線部では一般的には200～300mご とに盛り替えられて使用されているが、環境条件が良
い場合には、更に、延長しているケースもある。

1.4.3 施  工

(1)搬 入 ・搬出

TBMの 搬入、搬出は、搬入用道路、搬出用道路、TBM組 立基地及びTBMの 分割方法 (荷

姿、重量)を 十分調査検討して、計画しなければならない。

TBMは 工場で仮組立し、試運転した後、分割して現場に搬入する。このため、TBMの

搬入に当たっては、搬入用道路の幅員,勾配,許容荷重及び最小曲率半径並びにTBMの 分割

方法 (荷姿、重量)等 を十分調査検討し、最適搬入計画としなければならない。
一般には、資機材搬入用道路として1ltonダンプが走向可能な道路を計画することが多

いが、この場合、通常のTBMの 分割状態 (通常の分割重量20ton程度)で 搬入が可能であ

る。但し、TBMの 搬入、搬出用運搬車としては20tonトレーラー (後舵付)、組み立て用

には、401onクレーン車が使用されることが多いため、道路の拡幅又は急な曲線部の仮設桟

橋等の検討が必要な場合がある。

また、TBMの 搬入、搬出用道路が設置できず、インクライン又はケーブルクレーン等を

使用せざるを得ない場合のTBMの 分割重量は10ton程度が目安となる。なお、TBMを 解

体後、カッターヘッド、シールド等を除く部品を貫通した水路 トンネルを利用して搬出す

る方法もある。

(2)発 進 ・到達

発進に当たってはTBMを 所定の位置に正しく据え付け、十分な反力が取れる反力受を設

けた後、支保工の異常及び周辺地山への影響等を十分配慮し定められたルートに沿い掘進

しなければならない。

到達に当たっては、TBMの 位置を正しく測定しながら、所定のルートに沿い周辺地山ヘ

の影響を最小限に押さえるよう十分配慮して、定められた位置まで掘進しなければならな

t 。ヽ

TBMの 発進方法は、在来工法でトンネルを掘削し、TBMを 坑内にセットして掘削を開

始する横坑発進が一般的である。上記方法以外に、通常都市土木で使われる立坑発進方法

もある。

発進反力受け設備は発進に必要な反力を取るために、坑内の岩盤内に鋼材及びコンクリー

ト等で設けなければならない。
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到達後TBMを 解体する場合は、地山、地形条件が良好な場合には、TBMで トンネルを

買通し、チェーンブロック等でTBMを 引出し、解体する。

地形条件が制約を受ける場合には、TBMを 坑内で解体、搬出する。この場合は、解体に

必要な空間を事前に確保しておく必要がある。

(3)掘   進

TBMの 掘進は、地山に応じた最適な掘削条件を定め、掘削面の安定性と高速度掘進が確
1     保 できるように適正な運転を行わなければならない。

TBMの 掘削性能は、岩石強度のみでなく、岩種、亀裂の頻度 ・長さ。開口幅・方向性及

び湧水量も大きく影響するので、地山に適合したカッターの種類、スラストジャッキ推力

及びカッターヘッド回転速度等を定め、切羽や周辺地山の安定と掘進速度の向上を図りな

がら所定のルート上を正確に掘進するよう適正な運転を行わなければならない。

(4)掘 進に付帯する作業

掘進に付帯する作業のうち、純掘進時間に影響を与える作業については、極力、合理化
‐    し 掘進速度の向上を図るものとする。

TBMの 掘進に付帯する作業のうち、純掘進時間に影響を与える作業は、送水 ・排泥管の

延長やポンプの増設作業 (流体輸送方式)、ずり鋼車等の入替作業 (ベルトコンベヤ輸送方

式)、リング支保工、セグメント組立、カッター等の損耗品の取替点検整備、高圧ケーブル

の盛り替え、測量作業等である。

TBMの 純掘進速度、平均日進 (月進)の 定義は次のとおりである。

1)純 掘進速度=掘進延長/純 掘進時間

2)平 均日進 (月進)=掘 進延長/ト ンネル作業日数 (月数)

なお、掘進延長とはTBMに よる掘進延長を示す。

純掘進時間とは、TBMを 掘進のために操作した時間すなわち、カッター回転 トルクが増

大してからスラストジャッキが伸びきるまでの時間を示す。

トンネル作業日数 (時間)と はTBMの 稼動の有無にかかわらず、在来工法の発進、到達

坑を除くトンネルエ事を行った全国数 (時間)を 示す。

(5)ず り処理

ずり処理はTBMで 掘削したずりをパイプライン (流体輸送方式)又 はベルトコンベヤと

ずり鋼車 (ベルトコンベヤ輸送方式)で 坑外に搬送して、坑外の上砂分離又はずり処理設

備等を経て、土捨場に掘削ずりを処理するものである。この計画に当たっては、TBMの 高速

掘進を損なわない十分なずり処理能力を有する設備、施工法等を考慮しなければならない。

1) ず り処理計画

ずり処理はずり積、ずり運搬、ずり捨てに分かれるが基本となる作業はずり運搬で

あり、ずりの性状を考慮のうえ運搬機械を比較検討し安全かつ能率的なずり処理計画

を立てなければならない。

2) 流 体輸送方式

流体輸送方式では掘削ずりをパイプで流体輸送するため掘削とずり搬出が同時にし

かも連続的に行える。

流体輸送方式によるずり処理は、流体輸送システムと土砂分離システムにより構成

される。
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a)ジ ェットポンプ及びスラリーボンプによる流体輸送システム

流体輸送システムのフローは、概ね次のとおりである。流体輸送フローを図-14.2に

示す。

発進基地に設置した調整槽から送水ポンプ (Pl)及び駆動水ボンプ (PT)に より水を

ジェットポンプヘ送り込む。このジェットポンプによリバルクヘッドの掘削ずりをクラ

ッシャー台車に送り込む。掘削ずりはこのクラッシャーによリスラリー輸送可能な大き

さまで破砕され、排尿ポンプ (P2)により坑外の上砂分離設備まで送られる。なおトン

ネル延長に応じ送水、排泥の中継ポンプを適時増設する。

b)土 砂分離ポンプ
ー般に泥水処理は次に示すような段階で行われる。上砂分離フローを図-4.5に示す。

①一次処理 (74μ以上の粗粒分を振動お、るい、サイクロンで分級し処理する。)

②二次処理 (74μ以下の細粒分をシックナーでフロックとし、フィルタープレスまたは

遠心分離機で脱水し処理する。)

③三次処理 (PH調整機により、ろ過水のPH等 を調整し放流基準に適合させ処理する。)

これらのうち二次処理設備は地山の地質により処理量が大きく変わるため計画時には

十分な検討を行わなければならない。

なお、含水率の比較的高い粗粒分と脱水処理された細粒分を、同一ホッパーに投入し

た場合、適度にミックスされ土捨場が泥ねい化する恐れがあるため、別々のホッパーに

仮置きし、別々に運搬、捨土することが望ましい。

図-14.3 に 新内川第二地点の上砂分離フローを示す。

3) ベ ルトコンベヤ輸送方式
ベルトコンベヤ輸送方式によるずり処理は、 トンネルの掘進速度を支配する大きな

要素であるから地山条件 (地質、湧水等)、立地条件 (周辺の環境、土捨場、運搬路等)、

トンネル断面の大きさ、延長、平面線形、勾配、ずりの性状等を考慮して、ずり運搬

方式、ずり処理設備等を定めなければならない。

ずりの性状は、破砕されたずりの大きさ、硬さ、吸水による変化、容積の増加の書1

合等をいい、地山条件によって異なる。特に地山強度が弱い岩盤のずりは、細かく粉

砕されることがあり、湧水が多くなると、ベルトコンベヤ及びシャトルカーの隙間よ

り落ちるので対策を要する場合もある。

坑内のずり運搬は、軌道設備を設け、ずり鋼車、シャトルカー等を機関車でけん引

して行う。レール方式のずり運搬作業に当たっては運行管理規定を定め車両運行の安

全を確保しなければならない。

また掘進延長が長く、複線が布設できない小断面 トンネルでは、ずり鋼車待ちのロ

スタイムを低減するためにシャトルカーの設置 (定置式シャトルカーの設置を含む)や

ずり鋼車等が待避できる拡幅部の設置等が必要な場合がある。

4 ) 土 捨 場

流体輸送方式によるずり処理は、74μ以上の粗粒分と74μ以下の細粒分に分級され

る。細粒分の処理方法については、計画時から十分な検討が必要である。

(6)支 保工

支保工は、地山の状態を考慮し、適切なパターンと施工時期を選択して、施工しなけれ

ばならない。
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一般的にはトンネル掘削により支保工に作用する荷重は、掘削後の時間の経過ととも

に増大することが多いので、掘削後すみやかに支保工を施工しなければならない。TBM

工法は、掘削断面形状が円形でゆるみ領域も小さいことから掘削したままの状態でも地

山自身の支保能力が高いので、掘進速度を速めるために、安全性を損わない範囲で支保

工、パターンを選択するとともに、サイクルタイムに影響を与えないように後方の作業

とするのが望ましい。ただし、地山状態が悪い場合には、支保工は、掘削後速やかに行

い、支保工と地山とをできるだけ密着或いは一体化させ、地山を安定させなければなら

ない。

(7)覆   工

TBMの 掘削中にコンクリート吹付け作業等を行う事は、軌条設備、電力設備等により作

業空間も狭く、施工能率の低下も十分に予想されるので、TBM掘 削完了後、坑内清掃を行
った後、速やかに実施するものとする。 な お、吹付機械、吹付ヨンクリートの配合、湧水

処理工等については 「トンネル標準示方書」(山岳編)に 準拠する。

(8)異 常湧水対策

異常な湧水又は土砂流出を伴う湧水が生じた場合には、速やかに原因調査を実施し、そ

れに基づき補助工法 (水抜きボーリング、ディープウェル、ウェルポイント、業液注入等)

及び排水設備等の検討を行い、掘進への影響を最小限に抑えるよう適切な対策を講じなけ

ればならない。

なお、異常な地山湧水が予想される場合には、掘進への影響を考慮した上で水平ボーリ

ング等の調査を行い、必要に応じ水抜きボーリング等の対策を講じる。

(9)特 殊地山対策

掘進中、予測しなかった地質に遭退し、TBMの 掘進が困難となった場合には、速やかに

原因を調査し、その対策を講じなければならない。

全地質対応型TBMと いえども、掘進中、膨張性地山、押し出し性地山及び切羽の自立が

困難な軟弱層等、地山の特殊現象によりTBMの 掘進が困難となった場合には、施工上問題

となる地質の分布、性状及び延長等を掌握し、その対策を講じなければならない。

対策としては、TBMの みによる対応と補助工法を併用したTBMの 対応が考えられる。

(10)TBMの 保守点検

TBMの 故障、事故を未然に防ぎ、TBMの 性能を十分に発揮させるため定期的に保守、点

検、整備を実施しなければならない。

1) 保 守及び点検整備

保守及び点検整備は通常下記区分により実施する。

(a)日常点検

(b)定期点検 ・整備 :1週間、1か月、6か月

(c)長期稼働休止時の保守 ・管理

2) 主 要点検項目

主要点検項目を下記に例示するが、更に各機種の特性、現場の状況に応じて細目を

設定し、チェックリスト等により点検漏れのないよう確実に実施しなければならない。

(a)日 常点検 ・整備
。点検箇所の清掃
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・カッターの摩耗状況の日視確認

・各部ボル トナットのゆるみ点検 ・増締め

,異常音 ・発熱の点検

・作動油、潤滑油、グリース、水、空気の異常洩れ点検

・各部給油 ・脂の確認、点検

・作動油タンクの油面点検

・電源電圧の正常確認

,操作盤のスイッチ類、表示灯、計器類の正常動作の確認

・TBM本 体～台車間のホース、電線の異常点検

・フィルター汚染度の点検

(b)定 期点検 ・整備

① l週 間点検 ・整備
・カッター摩耗量測定及び必要に応じ交換

② lか 月点検 ・整備
。オイルタンク内の水抜き
。電動機類の精密点検 (軸受け給油、絶縁抵抗測定、水滴点検等)
・制御盤及び配線器具の点検 (接点の消耗状況、絶縁抵抗測定、配線管、ダクトの損

傷等)

③ 6か 月点検 ・整備
・作動油 ・潤滑油の定期点検 (2回/年 、オイルメーカーによる劣化の点検)

(c)長 期稼働休止時の保守管理

長期にわたり稼働を休止する場合は下記事項を必ず実施しなければならない。
・各装置ごとの無負荷運転実施 (10～15日ごと)
・油圧機器の防錆処置
・スペースヒーターによる動力盤内の結露防止

(11)カ ッター及びスクレーパーの交換

TBMの カッターは、掘削性能に大きく影響するので定期的に点検し、摩耗管理値を越え

たものは、速やかに交換しなければならない。またスクレーパーについては摩耗量を考慮

し、適宜交換しなければならない。

TBMで 所定の掘進速度を維持するためには日常の機械の保守点検と共に、損耗部品の交

換が必要である。この交換を適正に行うためには、定期的な点検により摩耗量を把握し摩

耗部品による悪影響が生じる前にその部品を交換しなければならない。摩耗管理値は、掘

進速度と掘削コスト及び部材特性等を考慮して設定し管理しなければならない。
一般には、摩耗管理値は10mm程 度としている例が多い。カッターを交換する場合には、

施工状況等を勘案し、個々に交換するのではなく、グループ単位で交換するのが望ましい。

また、硬岩の場合、周辺部カッターを交換するときは、カッター取付部の空間の確保及

び再発進時の負荷の軽減のために、交換前に、TBM前 胴部のスティアリング操作による拡

径又は入力によるカッター周辺部の拡径を行う必要がある。

カッター等の交換作業は、安全上から一般的にはTBM機 内からの作業となるが、切羽が

自立し湧水の無い所で行うのが望ましい。
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一般には、ゲージカッターを交換 した際に、スクレーパーを取替えるのが望ましい。

(12)ず り輸送設備の消耗部品の交換

ずり輸送設備の消耗部晶として、流体輸送方式ではく送水 ・排泥管、ポンプのインペラー

等、ベル トコンベア輸送方式では、コンペアーローラー、ベル ト等があり、これらは、掘

進能率に大きく影響するので、適宜交換 しなければならない。

‐    (13)転 用時の点検、整備

|I      TBMを 転用する場合には、TBMの 性能を充分発揮させるために転用時の点検、整備を

行わなければならない。

転用を考慮 した点検、整備は下記のとおり区分される。

(1)工 事終了後行う整備

工事終了後行う整備は、ケレン、塗装、電気機器 ・油圧装置の防湿 ・防錆等であ

る。

(2)転 用が決定 したとき行う点検、整備

転用が決定したときには、TBMの 性能が十分に発揮できるように、オーバニホー

ルを行う。

144 施 工設備

(1)仮 設備一般

仮設備は、工事の規模とTBM工 法に適合し、TBMの 能力を十分に発揮させ、安全で、し

かも環境保全を考慮 したものでなければならない。

1) 仮 設備一般

仮設備は、地山の条件、施工環境、TBM工 法の特性、工事の規模により異なるが、
一般的には、全工事運営上必要な、材料置場及び倉庫、荷役設備、ずり処理設備、流

体輸送設備又は粉 じん処理設備、坑内運搬設備、電力設備、照明設備、連絡通信設備、

換気設備、給気設備、給排水設備、安全設備、発進、到達設備、濁水処理設備、カッ

ターリング交換設備、裏込注入設備、覆工設備等である。

2) 仮 設備計画

仮設備計画の基本は、掘進作業の能力を充分に発揮できるように考えて、各作業の

稼働サイクルを組み立て、各々の作業が遅滞なく安全に施工できるように、合理的な

配置計画とすることが必要である。

3) 仮 設備の設置

仮設備の設置については、 トンネル標準示方書 (山岳編)・同解説に準拠するが(特

にTBM工 法の場合には、掘進速度が早いことから、軌条、給排水管等の延長作業は、

掘進サイクルタイムに大きな影響を及ぼすので入念に施工 しなければならない。

4) 予 備電源
一般にTBM掘 進は上り勾配で施工 し、湧水を自然排水で処理できるため、不時の停

電時でもTBM本 体への影響は最小限ですむので排水用の予備電源はなくても良い。

しかし下り勾配で施工する場合には、突発的な湧水等に対処するために予備電源を

設けなければならない。
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1.4.5 施工管理

(1)施 工管理

施工に当たっては、常に地山状況を的確に把握し、サイクルタイムが実状に即している

か否かの検討を十分に行い、予め作成した工程表と実績を比較し、所定工期を確保するよ

う管理しなければならない。

また、壁面の地質観察や湧水状況、ハンマー打撃音等の施工段階調査結果に基づき、支

保工、覆エパターンを決定しなければならない。なお品質管理については、 ト ンネル標準

示方書に準拠するものとする。

(2)安 全衛生管理

施工に当たっては、関係諸法規を厳守し、安全衛生管理の徹底を図り、災害を起こさな

いように十分管理しなければならない。

TBM工 法では、在来工法に比べ掘進延長の長い場合が多い。 トンネル延長が3,000mを

超える場合には、労働安全衛生法上から施工計画の労働大臣申請を必要とする特に大規模

な仕事の扱いを受ける (安衛法88条の3)の で、十分なセーフティ・アセスメントを実施

して、施工計画を作成する。施工に当たっては、労働安全衛生法に基づき、労働災害の防

止を図るよう十分注意しなければならない。
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1.5 仕様書

1.5.1 発注特記仕様書

TBM工 事の発注特記仕様書には、TBMの 仕様等、特に留意すべき事項を記載するもの

とする。

標準的な発注特記仕様書に記載する主要項目とその内容要点を表-15。1に示す。

表-1.5,l TBM工 法 トンネルエ事発注特記仕様書

目項 点要容内

第 1 章 総 則

第 1 条 目 的

第2条 工 事概要

第3条  施 工範囲及び
施工区分

第4条  工 事工程

第5条  設 計変更

第2章  TBMの 仕様

第6条  TBM本 体

第7条  TBM付 属設備

第3章 施  工

第8条

1,現 地鍛入

2.現 地組立

3.検 査及び現地試験

第9条  TBMの 発進

機舎蜜堺続品妻督雲豊ネ倉彗軍どど碧獣乾
ル掘削

載職 。
工法区間、在来工法区間の延長等の詳細を記

遵守する必要がある期日を記載する。
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目項 点要容内

第 10条 TBMの 掘進
及び掘削種別

掘 進

カッター

掘削種別

第 11条 ず り搬出

1 切 羽におけるずり
処理

2.土 砂分離設備まで
の輸送

3.土 砂分離設備

第 12条 支 保工

第 13条 TBMの 分解搬出

第 14条 覆  工

第 15条 工 事測量

１

　
　
２

　

　

　

３

第4章

第 1 6条

第 1 7条

第 1 8条

仮設備

仮設備の配置
及び土地の使用

電力設備及び
工事用電力

濁水処理設備

ぃそ義縫雇晶録寄留F象
とする場合は、摩耗量につ

多禄留暑智魯ゼ讐整理Y督晋警官iど醤習暑含督2
渡襴 騒許|1道薔晶蟹揮革あ嶺義をお絵

式絆煽 観卿戦ぬづて婁経金義事
る。

流体輸送方式の場合は、2、3の項目を記載する。

工事箇所の特性 (TBMの 機種、立地条件)に 基づ
く要点を記載する。

施工中のトンネル断面変形を把握するための測
量についても本条に記載する。

工事箇所の特性 (TBMの 機種、立地条件)に基づ
く要点を記載する。

対芋轡轟簿挙雙億留鵠騒堺ち舎
給箇所、電圧変動に

る計
7k基準は工事箇所の条件 (県条例等)を言己載す

-234-



項 目 内 容 要 点

第 19条 坑 内給排水設備

第20条 坑 内換気設備

第21条  坑 内照明設備及び
通信連絡設備

第 22条  坑 内変電設備

第 23条  そ の他の仮設備

第5章  施 工に関する

調査及び報告

第24条 施 工記録

第25条 そ の他

第6章

第2 6条

第 2 7条

第 2 8条

発破工法区間
の施工

掘  削

支保工

覆 工

第7章  そ の他

第 29条  作 業坑

閉塞

(横坑)

・ 工 事箇所の特性 (TBMの 機種、作業条件、地質条
件 (酸欠、有毒ガス等))に基づく要点を記載する。

-235-



1.6 積 算及び歩掛 り

1.6`1 積 算

(1)TBMの 標準損料算定方法

建設機械の損料の算定は、現在一般的には建設省によって制定された 「請負工事機械経

費積算要領」に基づき行われているので、TBMの 損料算定についてもこの要領に準拠し考

えるものとする。

「請負工事機械経費積算要領」は昭和35年制定されて以来、何回か見直し改正されるとと

もに、昭和45年度には機械の使用条件が特殊であるダム本体工事に使用する仮設備機械に

っいて 「ダムエ事仮設備機械等損料算定基準」が定められ、その後平成2年 1月に機械の購

入価格が修正され現在に至っている。

TBMは 後述のとおり耐用距離が、1現場当たりの掘進距離に比較して大きいので数工事現

場の転用が可能である。

したがってTBMの 損料算定は、転用整備を考慮している「ダムエ事用仮設備機械等」の

損料算定方法を適用するのが妥当と考えられる。

本算定方法は、機械ごとに実績又は推定により定められる標準的な運転状態における諸

数値を適用して算定される運転1時間当たりの損料率、供用1日当たりの損料率に機械の基

礎価格と、その機械が使用される現場の特性から求まる運転時間数、供用日数をそれぞれ

乗じて損料を求めるものである。

1.6.2 歩掛り

(1)TBM工 法掘削人員の編成

TBM工 法の掘削人員構成は、純掘進時のみならず、支保工建込み時、カッター交換時

等の作業内容から、決定するものとする。

1)流 体輸送方式

流体輸送方式での実証地点の掘削時作業人員構成 (1方当たり)は 表-1.61の とおり

であり、 標 準的には9人であった。 トンネル特殊工、トンネル作業員については、地山

条件が悪い場合には、支保工の搬入及び建込みに増員した。

2)ベ ルトコンベヤ輸送方式
ベルトコンベヤ輸送方式での実証地点の掘削時作業人員構成 (1方当たり)の 実績は

表-1.6.2のとおりであり、標準的には9人であった。特殊作業員の人員は、現場状況に

より1～2人 と変動があった。
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職   種 員数 作 業 内 容

トンネル世話役 1 作業全般の指揮,安全監視

トンネル特殊工 1～2
TBMの 運転及びバッテリーロコの運転

及び支保工建込み

トンネル作業員 2～3

支保工建込み手元及びレール、給気、絶

水、排水、風管、送水 ・排泥管等の延長、

並びに坑内外の資材運搬

特 殊 作 業 員 2

送水 ・排泥ポンプ及びTBMの 監視 (坑

外)、土砂分離 ・濁水処理設備の運転 ・保

守

機 電 工

機械工 1 坑内設備等の点検 ・保守

電  工 1 電気設備の点検 ・保守

流体輸送方式

表-1.6.1 掘削時作業人員構成 (1方当たり)

ベルトコンベア輸送方式

表-1.6.2 掘削時作業人員構成 (1方当たり)

職   種 員数 作 業 内 容

トンネル世話役 1 作業全般指揮、安全監視

トンネル特殊エ 3
TBM運 転、バッテリーロコ運転及び
支保工建込み

トンネル作業員 3

支保工建込み手元及びレール、給気、
給水、排水、風管の延長並びにシャ
トルカー操作、坑内外の資材運搬

特 殊 作 業 員 1～2
坑外ずり捨桟橋保守及び資材搬入段
取り

電機 エ 1 機器 ・電気設備の点検 ・保守
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第2節  全 地質対応型TBM〈 ベル トコンペヤ輸送方式)

2 1 全 体 概 要

海外での健全な着盤では、目覚ましい成果を挙げているTBM工 法も、我国のように

断層破砕帯や軟弱層が多く、湧水を4半い岩質も複雑に変化する地質条件下では、時には

掘進不能となって在来工法に切換えさるを得なかった例も少なくない。

コマツでは、昭和55年 度より通商産業省の補助金を受けて、中小水力発電用の水路

トンネル建設賞の低減を目的として、硬岩から断層破砕帯を合む軟弱層まで広範囲の地

質に適合しかつ、できる限り小断面のTBMを 開発しようというねらいのもとに、全地

質対応型TBMを 開発し、今日までに多くの実証工事、実用工事にTBMを 提供してい

る。

全地質対応型TBMは 、従来型TBM(写 真-2.1,1参 照)に 対し、硬岩掘削特性を

犠牲にすることなく劣悪な崩壊性地山でも確実に突破できるように、外観上、都市土木

用シール ドに近いシール ド型を採用した。 (写真-2.1.2、 図-2.1.1参 照)

写真-2.1.1 従 来型TBM(TG500-2)

写真-2.1.2 全 地質対応型TBM(実 証2号 機 TG280-2)

機能的には、健岩部におけるグリッパ～スラストシリンダによる主推進システムの他

に軟SS地山においても掘進を可能とするため、支保工としてセグメントの巻立てを行い

そのセグメン トを反力受けとして補推進シリンダによって推進する補推進システムを併

用できることを基本構想とし、更に、中小水力発電における小断面化のニーズに応える
ぺく各構成要素の小型化を図りながら、TBMの 各部構造に新機構を採用した。
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また、全地質対応型TBM(シ ール ド型)の 地山対応特性と従来型TBM(オ ープン

型)の 硬岩 ・高速掘進特性とを併せて、硬岩地山から小規模の特殊地山に対応するセミ

オープン型TBMを 開発し、多様な地質 ・施工条件の要望に応えている。 (写真-2.1.

8参 照)コ マツTBMの 稼働実績表を本文末の別表-1に 示す。表中※印がシール ド型、

*印 がセミオープン型、その他がオープン型である。

写真-2.1,3 セ ミオープン型TBM(TC280-1)

2 . 2 基本 構 造

掘削、推進及びステアリングの基本は、シールド型、セミオープン型、オープン型と

もほぼ同じである。

掘削は、機体先端に設けたカッタヘッドを切羽に圧着しながら回転させ、カッタヘッ

ド前面に設けたディスクカッタによって岩盤を掘削する。カッタヘッドは、大日径のメ

インペアリングによる周辺支持方式にて支持されており、デヤスクカッタリングはカウ

タヘッドの回転につれて切羽面を転動し、カッタビッチ間の岩盤を処理しやすいずり形

状に圧砕する。

圧砕されたずりは、カッタヘッドの外周部に設けたバケットにより掬い上げられ、横

体上方からホッパシュートに投入し、ベル トコンベヤにより機体後方へ搬送して、ずり

銅車に積み込まれる。

機体の推進は、後部グリッパフレーム左右に設けた一対のグリッパシューを油圧シリ

ンダによって坑壁に圧着してグリッパフレームを固定し、推進及びカッタヘッド回転力

の反力を確保した後、機体中間部左右に設けたスラストシリンダを伸ばすことによって

横体全体をグリッパフレームに対して推進させる。

掘進中の操向は、機体前側カッタヘッドサポー トの左右及びグリッパフレーム内に設

けた独立ステアリング装置により、水平及び垂直方向の操作を行う。この方式は、他の

機構とは独立した各ステアリングシリンダを操作することによって行うので、微操作も

容易で掘進中でも随時、方向制御 ・修正が可能である。

運転操作は、後続台車に設けた操作盤でワンマシヨントロールにより行うこととし、

構造の簡素化と小断面への対応及び操作の容易化を図った。
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推進シリングの 1ス トローク分の掘進が終了すると、カッタヘッドの回転を停止し、

グリッパシューを引き戻して坑壁からlttし、スラス トシリングを縮めてグリッパフレー

ムを切羽側へ盛替える。これで掘進の 1サ イクルが終了する。

一方、全地質対応型 (シール ド型)に おいては、グリッパシューによって推進反力が

得られない軟弱地質に遭遇した場合には、坑壁に構築したセグメントなどを反力受けと

し、横体後部に設けたブレスリングを介して橋推進シリンダで推すことにより、機体全

体を推進させることができる。

図-2.2.1に 全地質対応型TBMの 掘進動作を示す。

2.3 主  要  諸  元

全地質対応型TBMの 実証試験機及び実用機の主要諸元を表-2.3.1に 示す。

表-2.3.1 主 要諸元

項  目 単 位
実用 1号機 実証 1号機 実証2号 横

(神 戸 ) (早木戸) (駒 込)

1 . 掘 削  径
(実掘削径)

mm 2600

( 2590-2610 )

2600

( 2590-2610 )
2800

( 2790-2810 )

2 . 本 体  長 mm 6755 6550 ハ
Ｕ

（
Ｕ

Ｏ
Ｏ

６

全
対

械
胡

機
Φ

３ 長
除く) mm

38355 67550 42055

4 . 装備 重 量 t 91 1 1 0 ハ
Ｕ

〔
Ｕ

5,電 Slj携総推力 kw 243.2 275,7 241 2

6.推進装置(スラスト〉

総  推  力 t 360 400 ０合
０

つ
θ

ス トロー ク mm
（
Ｕ

に
Ｊ

冷
Ｕ

０に
Ｕ

（
Ｕ

〔
υ

ぽ
θ

ハ
Ｕ

7.推 進装置 (補推進)

総  推  力 t 300 300 350

ス トロー ク mm 650 900 ０に
Ｕ

●
０

8.カ ッタヘッド 電 動 駆 動 油 圧 駆 動 電 動 駆 動

回 転 トル ク t,m 26 16 - 38 31

回  転  数 「pm 7.3(一 定〉 3.8～8.0(可変デ 6.1(一定)
力ナ付

＞
押
力

パ
出

ツ
タ

リ

ル
グ
●

９ 200 200 200

シュヤ号長り出し重 mm 200 200 200

接  地  圧 k3/c■F 25 31 25

10。最小曲率半径 m 80 *    200 80

1 1 . 後続 台草 数 両 4 8 一ｂ

12.ベ ル トヨンベヤ数
ム
回 3 1 4
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2 4 主 要 改 良 項 目

各部構造に関して、全地質対応型TBMの 従来型TBMに 対する主要な改良内容 (表
-2.4.1参 照)と 、更に実証試験機の施工実績をもとに織り込んだ改良内容 (表-2.4.

2参 照)及 び実証試験2号 横に織り込んだ改良項目について紹介する。

表-2.4.1 全 地質対応型TBMの 主要改良内容

項   目 従 来  型 全 地質対応型 ね り ヽヽ

カッタヘッFテレ1犬 カッタ突出形 面板トム型、山留リンク形 崩落防止

カック取付方法 外部取付 内 言B取 1寸 カッタ交換容易化、安全化

文イムアリンク形状 Xロ ーラ ダブルテーバローラ
泉雇喬暑

アツプによる耐

カッ外 ッド野区動 電動駆動 油圧駆動→電動駆動 油圧駆動は可変速駆動化

機械部の保護 ルーフサポート フルシール ド 崩落部での機械の保護

グ リ ッ タヾ 左右水平張出型 円形フレーム、ヒンジ形 低磁地圧化、坑壁安定化

あメ浜Iあタな  し 装 備 崩落地山の施工可能化

2.4.1 輸 送性向上のための分割時重量4氏減

中小水力開発地点は、概ね山間部でしかも急峻な地形のところに位置することが多い。

また、 トンネルの施工は湧水処理を容易にすることや、安全施工などの理由で下流側

(発電所側)か ら上流側 〈取水口側)へ 向って行うことが好ましいが、この場合には、

TBMを 発電所仰水圧管路の上方へ雛入する必要があるため、更に急峻な地形となるこ

とが多い。

工事用仮設道路の建設には多大な工事責と期間を要することになり、建設総コス トを

押し上げ、経済性の悪化を招く。また、昨今では自然環境保護のために、道路の建設が

できない地点も増えている。

このような背景から、最も重量の大きい機械であるTBMの 輸送において、その分言」

時の重量を低減することによる輸送性、経済性向上のエーズが高まってきた。

そこで、コマツでは実証2号 機 (東星輿業、駒込地点)の 設計において、分割時最大

重量を8tと する新しい構造を採用した。このことによって、例えば 11↓ ダンブ トラ

ックが通行可能な程度の小規模な道路 (あるいは既設の道路)か らの般入やケーブルク

レーンでの鵬入が可能となった。

TBMの 構成装置の中で最も重量が大きいのは、最重要部品であるカッタヘッドサポ
ートとグリッパフレームであるが、従来一体であったこれらの装置を3分割として、分

割時重量の低減を実現した。カッタヘッドサボートの分割事例を図-2.4。1に示す。
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2 4 2 補 助グリッパ装置

全地質対応型TBMの 大きな特長の 1つに、軟SS地質などにおいて坑壁に構築したセ

グメントなどを反力受けとして、補推進シリンダで推進できることが挙げられる。

セグメントから推進反力を得るには、既に掘削した健岩区問側にまで遡って数 10リ

ングのセグメントを巻き立てて、坑壁との間への裏込注入などにより、セグメントを固

定するか、もしくは数リングのセグメントの場合には、ロックボル トでアンカをとって

セグメントを固定するかのいずれかの方法を採らねばならない。しかし、補推進方式の

場合でも軟弱層から健岩層へと掘進していくときなどには、当然のこととしてT B IX4の

装備推力を最大限に必要とすることが多いが、数 10リ ングのセグメン ト巻立てが現実

には難しいことや、ロックボル トでは充分な固定ができないこともあって、補推進方式

での掘進は殆ど実施されなかった。

そこで、必要な時に容易に、確実にセグメントアンカをTBM本 体と後続台車との間

に構築するために、坑内での分解 ・組立てが可能な4氏接地圧の油圧拡張式補助グリッパ

を開発し、TBM本 体と共に実証現場へ般入した。 (図-2.4.2参 照)

図 - 2 . 4 . 1 カッタヘッドサポート分言」事例

図-2.4.2 補 助グリッバ
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2 . 5 施工 実 績

別表-1を 参照

2 6 今 後 の 課 題

全地質対応型TBMに よる山岳地での中小水力発電における実証試験工事、及び都市

部岩盤層での下水道工事における実用工事の施工例から、当初日標とした我国の複雑な

地質における確実な施工の見通しが得られ、また高速施工による工期短縮、振動 ・騒音

などの公害対応、作業の安全化、容易化、省力化などについても、日標をほぼ達成でき

たと考える。

今後、更に施エヨス トの低減、特殊地山への対応性向上や作業環境の改善を図り、T

BM工 法の普及拡大を図るための課題として、

(1)施 工延長の増大 (工区数の増大)に よる機械賞負担の低減

(2)ト ンネル断面の標準化による転用性の向上

(3)特 殊地山の早期予知 〈切羽先方予知)技 術と地山改良技術の開発

(4)一 次覆工としての吹付システムの改善と坑内粉塵の低減による作業環境の改善

などが考えられる。

上記 (3)の切羽先方予知技術の開発や (4)の吹付システムの改善については、新エネ

ルギー財団の指導のもとで既に着手されており、その成果を待ち望せ次第である。坑内

粉塵の低減については、東京電力僻安曇発電所水殿川導水路新設工事におけるTBM(

TG260-3)の 設備の 1つとして、高性能 ,大容量のベンテュリースクラバ式集塵

機が採用され、大巾な作業環境の改善が図られている。

また、長距離 トンネル施工における工期短縮方策の 1つ として、上流側と下流側の両

日からTBM施 工を行い、接合地点での坑内解体の場合や、貢遇地点側の坑外からのT

BMの 鱗出 ・回収が不可能な場合には、施工してきた坑内を利用してTBMを 搬出 ・回

収する必要がある。これらの場合には、坑内解体 ,搬出 ,回収が可能で、かつ回収率の

高いオープン型TBMの 採用も検討に値するものと考えられる。

メーカ側としては、TBMで の運転コスト (カッタ費、設備賞、動力貫、人件貫など)

の低減を図るとともに、施工速度の向上策を検討し、 トンネル施エコストの低減に努め

ることが課題と考える。その中でも最近の事例としてカッタリングの大径化は既に実施

されており、従来の 12イ ンテから15.5イ ンチのカッタが、中部電力鶴の二軒小屋

発電所、赤石沢発電所の両新設工事用TBMに 採用されている。海外では 17イ ンチか

ら19イ ンチヘと更に大径化し、カツタ交換回数の低減と掘進時間比率の向上が図られ

ている。
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第 3節  全 地質対応型TBM(流 体輸送方式)

3.1 構 造と特徴

3 1 . 1  概 要

複雑に変化する地層に対応した流体輸送式 トンネル掘削機が、昭和58年と昭和61

年の2度の実証試験とその後の実用機の施工結果より改良を行い、現在各地の掘削
現場で使用されてきている。以下にその概要について紹介する。

312 機 械の構造

機械設備は岩盤の掘削を行う本体部分とこれの動力設備等の後続設備より構成さ

れている。

(1)TBM本 体 (写真-31.1、 図-3.1.1参照)

回転するカッターヘッドに装着されたローラカッターを岩盤に押し付けて岩を

圧砕する圧砕型 トンネル掘削機で、本体は外殻を持つシールド構造となっており、
切羽側より前胴部、中胴部、後胴部より構成されている。それぞれの接合部は屈
曲可能な構造で、方向制御ジャッキ、ディテェインジャッキにより接合され、接

合部はシールにより湧水などの侵入を防いでいる。

写真-3.1.l TBM本 体 (KTB-230S型 )
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(a)前 胴部は掘削を行う部分でカッターヘッド、これを支える軸受装置、回転駆
動装置、振動を防止して推進方向の案内を行うフロントグリッパ、掘削ずりを
後方へ送るジェットポンプ、切羽と機械内部を隔てるバルクヘッドなどより構
成されている。カッターヘッドは崩壊性の地盤に遭遇した場合の山留めと、流体
輸送に支障のないずりの粒度に調整するために、スリットを有した面板を装備
している。

(b)中 胴部分は本体の伸縮部分となっており、外シール ドと内シール ドが前後方
向に1ス トローク分伸縮する構造となっている。

に)後 胴部は推進反力を岩盤に伝えるため後胴を固定するメイングリッパ、軟弱
地盤でセグメントを使用する場合のシールドジャッキ、機体のローリングを修
正するジャッキなどを有している。

(d)カ ッターヘッドの推進は前胴及び後胴に両端を取りつけたスラス トジャッキ
により行う。

以上に述べた本体の作動状態を図-3.1.2に 示す。
12)後 続台草 (図-3.1.3参 照)

台車に搭載して掘削機本体で索引して移動するもので、油圧装置、流体輸送装
置、電気設備、運転室より構成される。
(a)油 圧装置

カッターヘッド回転用、各油圧ジャッキ用パワーユニット、油タンク、操作
バルブより構成される。

(b)流 体輸送設備
ジェットポンプ駆動水用ポンプ、カッター冷却水ポンプ、ズリ輸送用うず巻

ポンプ、ずり二次破砕用クラッシャー、エア抜き用水タンク、制御弁類などよ
り構成される。

Ⅲ)電 気設備

高圧受電盤、降圧 トランス、起動器盤、制御盤などより構成される。
313 本 機の特徴

(1)地 山をゆるめないので覆工厚を薄くできる。
(2)余 掘りがない。

0 作 業の安全性が高い。
14)掘 削とずりの積込みが同時に行えるので掘削の効率が良い。

等の一般的な特徴の他に次のような特徴を有している。
15)掘 削ずりをパイプで流体輸送をするため、掘削とずり搬出が同時に連続的に行

えるので稼働率が高く、坑内車両の運行も少なく安全である。
(6)カ ッターヘッドの面板、シールド構造の採用によって硬岩層から破砕帯を含む

軟弱地層まで幅広い地質の掘削が可能である。
0 本 体が二個所で中折れが可能となっているため、容易にカーブ掘進ができる。
18)カ ッターを回転サ ドル取付け方式にしているため、切羽前面に出ることなく機

内側より安全にカッターの交換ができる。
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19)切羽は隔壁によって密閉され、掘削ズリは水とともにパイプ内を流れるため粉

塵の発生がなく坑内の空気は清浄に保たれる。

位0 機 械の運転は掘削機 1名、ずり輸送 1名と省力化を図っている。

は0 機 体は現場までの輸送路の条件と坑内輸送を考慮して、小寸法、小重量に分解

可能としている。

図-3,1.l TBM本 体構造

断面  3-B 断面 C― C
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表-3.1.1 主 要諸元表

項 目
第 1 次

実証試験機
実 用 機

第 2 次

実証試験機
実 用 機

掘  削  径   mll 〔
Ｕ

０Ａ
υ

Ｏ
乙

Ａ
Ｖ

ｎ
ｖ

Ａ
Ｖ

２ 2300 2300

本 体 長 さ  m l l 6435 氏
υ

０
０

氏
υ

食
Ｕ

ｎ
ｖ

質
Ｊ

Ｏ
乙

７ 7990

機 械 全 長  m 承匂 70 承9 70 承守 75 旅匂 75
総  重  量   ton 承守 70 承匂 70 承守 85 旅守 90

装備電動機総出力 kW 承守320 ｎ
ｖ

氏
υ

０
０

約 ｎ
ｖ

力
■

力
４

約

承匂440

電 源 (1次 ～ 2次 ) 6kV/3kV-440 3kV-440V 3kV-440V 3kV-440V
カッタヘッドト,レク   tOn―m 最大 14 最大 20 最大 30 最大 30
カサタヘリド回転数  rpm 0～ 12 0～ 10 0 ～ 9 0～ 9
主 推 進 力  t o n 最大160 最大160 最大260 最大260
主推進ストロータ   mll ｎ

υ
ｎ
ｕ

ｎ
Ｊ

ｎ
ｖ

Ａ
）

ｎ
υ 1100 1100

補助 推進 力  t o n 最大200 最大200 最大400 最大400
補助推ストいク   mll ハ

Ｖ
氏
Ｊ

ｌ
４

ｎ
ｕ

質
Ｊ

力
４

〔
υ

医
Ｊ

力
を

ハ
Ｕ

ｎ
ｕ

０
０

ダリッパ推 力  ton 最大430 最大430 最大600 最大600
ダリッllストlP中ク    nlll ハ

Ｕ
食
Ｕ

〔
Ｕ

９

し
ｎ
ｖ

一ｂ 〔
υ

庶
Ｊ

グリガ接地 圧  k g / cぱ 最大 38 最大 31 最大 37 最大 37
最少カーブ半径   m ハ

Ｕ
ｎ
ｕ 70 ｎ

ｕ
ｎ
υ

〔
υ

ウ
ー

セダメント寸 法   m l n

夕ヽを登1890

ノ司ぞ己1740

中目450

クト在星1866

ノロ雀己1710

中目450

タトイ塁2150

内径1944

申富450

タトを登2150

P]経登1944

中巨750

流 体 能 力 ぷ/ m i n

1.7(ずり量

019ポ/
min地山)

17(ずり量
0。19ポ/
min地山)

1.7(ずり量

0.19ボ/
min地山)

1,7(ずり量

0,19ポ/
min地山)
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32 使 用実績

321 実 証試験機と実用機

(1)実 証試験機

第 1次実証試験機として掘削径 2m、 第 2次実証試験機として掘削径 2.3mの 機

械で、掘削試験を行った。各々の試験工事は表-32.1の とおりである。

表-321 実 証試験機概略施工内容

項   目 第 1 次 実 証 試 験 機 第 2 次 実 証 試 験 機

施 工 場 所 鳥取県千代川水系安蔵川
二号支水 トンネル

石川県犀川水系新内川

第二発電所導水 トンネル

掘 削 延 長 2310rn 3524.l rn

工 期 昭和58年11月～昭和59年12月 昭和61年12月～昭和62年11月

岩質と強度 花南岩、ひん岩
σc=300～ 1600kg/cぱ

角礫凝灰岩、凝灰岩
ひん岩、安山岩

σc=110～ 1270kg/cぱ

(2)実用機

実用機での施工場所例として表-3.22に 示す。2mφ 機の実用例としての神戸

市山田汚水幹線布設工事では、掘進途中で従来のTBMで は掘進できない軟弱層と

破砕帯があったが、シールド掘進により掘削ができ本機の特徴を十分に活かせた施
工例の 1つである。
一方、23mφ 機の神戸市有野汚水幹線布設工事では、地層が比較的健全な場所で
のTBM掘 進の施工例である。

表-322 実 用機施工場所概要

項   目 2 m ゅ 実 用 機 2 . 3 m ゅ実 用 機

施 工 場 所 神戸市北区山田町、山田汚水幹線 神戸市北区有野町、有野汚水幹線

掘 削 延 長 3343.7m 2647.5rn

工 期 昭和59年 4月～昭和60年 6月 昭和62年 4月～昭和63年 1月

岩質と強度 礫岩、流紋岩、角礫流紋岩、

粘板岩、σc-360～ 2490kg/cぱ
礫岩、砂岩、流紋岩質凝灰岩、
流紋岩、σc=260～ 3770kg/cポ
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3 2 . 2 施  工

流体輸送式 トンネル掘削機の一般的な現地での施工について以下に記載する。
(1)現 地組立

TBMを 施工現場まで搬入する場合には、工事現場までのTBM設 備の運搬経路
の制約に合わせて、必要制約寸法と重量にTBM本 体を 1体物或いは解体して工場
より搬出する。例えば第 1次実証機では、TBM本 体は前胴と中 ・後胴の2分割で

輸送したが、実用機では一般の交通が便利な場所では1体で輸送した。また、第 2
次実証試験機では、カッターディスク、前胴、中胴、後胴の 4分割にして搬送して、
現地で組立を行った。

12)初 期掘進

TBMの 初期掘進では、TBMの 推進反力を得るため発進位置に反力受材 (コン
クリート製又は形鋼製による)を 設け、この反力受材をアンカーとして掘進を行う。
後続設備は発進基地のスペースが十分あれば本体に接続した状態で、スペースが少
ない場合は、別置として、本体の掘進に従い順次連結して約70～80mの掘削によっ
て連結が終了する。

0 掘   削

掘削方法は図-3.1.2に 示す様に、健全な岩層帯ではTBM掘 進、軟弱地層帯で
はシールド掘進を行う。

掘削は1ス トローク掘削ごとに後胴を引寄せ、必要時方向修正を行いながら5.5m

掘削すると送排泥管の布設を行い、約 150m掘削すると排泥の中継用スラリーポン
プを設置する。

健全な地層で肌落ちや崩落がない場所では、無普請で掘削を行う。
掘削後、肌落ちの恐れがある場所ではリング支保工を建込み、掘削時に切羽の崩

壊が見られるような軟弱な場所では、セグメントを巻いて掘削を行う。
また掘肖J中粘土等を狭み軟弱な山でメイングリッパだけでは掘削反力が吸収できな
い場合には、セグメントを巻きシール ドジャッキを併用して掘進する。
掘削時に必要とされる設備はトンネル掘削機駆動用の設備の他に坑外に設置され

る流体処理設備がある。

(写真-3.22、 写真-323、 写真-324参 照)
323 施 工実績からの改良点

現在使用されている機械は、第 1次、第 2次実証試験及び実用機の問題点を改良し
たものである。第 1次実証試験機では、岩盤を掘削するに必要なハード部の改善や改
良、第 2次実証試験機では、主として軟弱地層での機械の掘削に関する施工面からも
合わせて改善や改良を進め、さらに実用機ではこれらの結果と後日の経験より改良を
加えており、近年では、カッター消費量の低減、作業の省力化、作業環境の改善や施
工の経済性、等の他に操作性等のソフト面での改善や改良を進めている。以上これら
の改良点と対応について表-3.2.3に 示す。
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写真-321 切 羽状況

写真-32.2 掘
削した トンネル (無普請区間)



写真-3.2.3 支
保区間

写真-3.2.4 セ グメント区間



表-3.23 改 良点と対応策

改 良 点 対 応 策

掘削速度の向上

① カ ッター駆動トルクの増大が必要。

② 駆 動トルクに見合うカッター推力。

③ 軟 弱地層で切羽からカッターヘッ
ドヘのズリの取込みをよくする。

①

②

　
　

③
　
④

⑤

有効 トルクを1.5～2倍 に増大。

増大を図ると駆動モータが大型化す
るため機械径を2.2～2.3mと する。
(2次 実証試験機)
カッター推力を実験機より1.3倍程
度増大させる (2次 実証試験機)。
カッターヘッドずり取込日の増大。
カッターヘッドの冷却水量を増大し
て掘削したずりが面板に付着するこ

とを防ぐ (Poポンプの能カアップ)

９

０ 壁面崩壊にグリッパをできるだけ追従
させる。

① グ リッパストロークをできるだけ増
大させる。

つ
０ 崩壊土砂の噛込みによる後胴引寄荷重

の増大。
① 機 械外径と掘削径の差を大きくする

こと又、機械を後方になるにつれて
細くし、土砂の噛込み抵抗を減少す
る。

(4) カッターコス トの低減。 ① カ ッターリングの寿命を長くするた
め刃先の許容摩耗量の増大とカッタ
ーリング径の増大。

② 2次 破砕の防止の為、スクレーパ開
田部を大きくする。

氏
Ｊ ジェットポンプの閉寒防止。 ① ジ ェットポンプ吸入口を大きくして

閉寒を減少する。
② 切羽に小型クラッシャを装備させる。



点良改 策応対

会
υ 流体輸送機材の耐摩耗度の向上。 ①

②

スラリーポンプの耐摩耗性向上のた
め流路形状、而す摩耗層の厚味の変更。
ずり輸送管特にバンド部分の耐摩耗
性を向上させるため硬化肉盛を施工
する。

ワ
ー 膨張性地盤での機械の拘束防止。 ① 事 前に予知される地層では拡幅等の

補助工法との併用を行う。
② ゲ ージカッターの取付位置を変更し

て掘削径を大きくすることが可能と
する。

(8) 掘削ずりの取残しによる本体下部側で
のずりの敷込みを防ぐ。

① サ イドスクレーパを寸法変更して、
掘削壁面により近くまですくい取り
ができるようにする。

② テ ールプレート下部に切欠部を作り
ずりの推積防止とする。清掃口によ
るずりの排出。

(9) 掘削ずりの 2次破砕防止による掘削 ト
ルクとカッター摩耗の低減化。

① 各 地層での掘削時、カッタヘッドの

最適な低回転数による掘削が行える
ようにする (油圧駆動による回転数
選択の多様化)。

② カ ッターリングの大径化による掘削
荷重の増大。

③ 面 板のずり取込回の開田部分の増大。

(llll掘削作業の省力化、作業環境の改善。 ① 機 械操作の遠隔操作又は自動化によ
る省力化と環境の改善を図る。

ｎ
Ｗ 施工速度の向上。 ① よ り高推力、高 トルクが可能となる

ように駆動系のコンパクト化を図り

現状の機械寸法でもより能力向上が

図れるようにする。

324 使 用実績

流体輸送式 トンネル掘削機は現在までに、 2mφ 機と2.3mφ 機で 29プ ロジェク

トで掘削延長が約 52kmに 達 している (このうち水力発電用導水路掘削としては2

プロジェクト、約 6kmで ある)。
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第 4節  実 証試験結果 (新内川第二地点)

4.1は じめに

金沢市企業局の新内川第二発電所においては,中 小水力発電の建設コス ト低減を目的
として,「 中小水カシステム技術信頼性実証試験」が,TBM工 法による トンネル施工
の合理化 ,余 水路省略等設備の合理化,水 圧鉄管代替製品FRPM管 等に関する技術開
発の3技 術について行われた。

工事は,昭 和61年 10月 に着工し,昭 和63年 12月 には初期の目的を十分に達成
して運転を開始した。

以下に,導 水路 トンネルにおいて,川 崎重工仰製の流体輸送方式TBMを 使用したT

BM工 法によるトンネル施工の合理化に関する実証試験結果について述べる。

4.2計 画概要

4.2.1発電計画概要

新内川第二発電所は,石川県金沢市を

流下する犀川水系内川の上流東谷と西谷

の合流点を本川取水地点として2.92ぷ/s

を取水し,約 3.5k口の導水路途中におい

て4箇 所の渓流から最大0.78面/sを取水

し,合 計3.70胡/sの最大使用水量 ,有効

落差100.60mにより,最 大出力3,000kW

の発電を行う流れ込み式発電所である。

図-4.2.1に発電所位置図を示す。

4.2.2導水路 トンネルの概要

本地点の導水路は,図 -4.2.2に示すルー トであり,総 延長は表-4.2.1に示すとお

り,14.45mの カルバー トと8,491.03mの1～ 5号 トンネルにより構成され,各 トン

ネルの最大使用通水量は表-4.2.1の とおりである。このうち,1～ 4号 トンネルで

までの3,418.83mと発進坑の105.28mを加えた3,524.10mをTBMで 掘削した。

表-4.2.1 ト ンネル別延長及び最大通水量

トンネル名 延 長 (m) 最大通水量(面/s) 渓流取水量(胡/s)

カ ル バ ー ト 14.450 2.92

キヤ谷  0 . 1 3

カクレ谷  0 . 2 1

イヤ谷  0 . 1 4

ムネ ド谷 0 . 3 0

1 号 トンネル 353.443 2.92

2号 トンネル 1,002.540 3.05

3 号 トンネル 1,189.916 3.26

4号 トンネル 872.926 3.40

5 号 トンネル 72.205 3.70

計 3,505.480 0.78

図-4.2.1 発 電所位置図
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表-4.3.2 岩 石試験結果

試 験 項 目 凝 灰 岩 類 安 山 岩 類

一軸圧縮強度 (kgf/clB 2) 100  -  800 250  -  600

圧裂引張強度 (kgf/cm2) 10  -   70 20  -   90

シ ョ ア ー 硬 度 10  -   50 30  -   90

石 英 含 有 率 ( ■o d e % ) 2.4 ～   4.6 5.4 5.6

4.3地 形 ・地質概要

本地点周辺の地形は標高400～600mの尾根が南西～北西 ,あ るいは南北に伸長し,斜
面の平均傾斜は30・～45・とかなり急峻であるが,北 に向かうにつれて次第になだらかと
なり,丘 陵性地形へと移行する。本地域の渓流は北東～南西系および東西系が卓越し,
本地域に分布する火山砕層岩類の走行と概ね一致する傾向にある。

地質平面および地質縦断は,図 -4.3.1に 示すように新第三紀中新世北陸層群の下層
部である岩稲累層を基盤とし,安 山岩,流 紋岩,ヒ ン岩などの貫入岩類が複雑に分布し
ている。 岩 稲累層は,主 として火山砕層岩類からなり,火 山韓凝灰岩 ,火 山円礫岩 ,
凝灰角礫岩 ,軽 石凝灰岩 ,砂 質凝灰岩などの岩相変化に富んでいるものの,地 層境界は
漸移的である。またその多 くは塊状を呈する中硬岩質で一軸圧縮強度は約200～800kgf/
cm2級が卓越し,一 部の理質部では一軸圧縮強度が1,000kgf/価2程

度の硬岩も認められ
た。
一方 ,風 化常や砂質凝灰岩などでは一軸圧縮強度が100ksf/cl1 2程度の軟岩に分類される
ものもあった。

表 -4.3.3に 本地点で実施した地質調査項目を列記するとともに,表 -4.3.1に トン

ネル経過地の地質区分及び電研式岩盤分類別の延長を,表 -4.3,2に 岩石試験の結果を

示す。

表-4.3.1 地 質区分及び電研式岩盤分類別の延長

地 質 区 分 延長(m) 比率(%)

凝

灰

岩

類

砂 質 凝 灰 岩 223.5 6.3

火山礫凝灰岩 1,422.9 40.4

凝  灰  岩 605。1 17.2

凝 灰 角 弾 岩 457.2 13.0

安 山 岩 類 815.4 23.1

計 3,524.1 100.0

岩盤分類 延長(m) 比率(%)

C H 580.5 16.5

C M 1,934.6 54.9

C L 689.7 19.6

D 319.3 9.0

計 3,524.1 100.0
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表- 4 . 3 . 3 地質 調 査 一 覧 表

価 査時) W 問 査 項 目 詢 T E 地点 数 量 捕 要

施 工 前

地表地質踏査 全 域 式 基本的に1 / 5 , 0 0 0 の増度で,シェミ
ット■, ' A ン7 - 反発度 Q植 を測定

水糟～発電所地点においては,
1 / 5 0 0 の精度で実施

ポーリング調査
◎水粕 水 圧路

チも電所

計 0・ 89 9nl ] 7 を用い一軸圧縮試験,超 音波
伝幡速度試験等 を実施

孔内試験 とし透水拭取 孔 内水
平載荷試験 を実施

◎取水 ダム 計 q=575m 透水 試験 を実施

イヤ谷沢流 P, 2=440m トカ " ルトの岩 絞 りを確認

弾性波傑査 ◎水和 水 圧路

発電所

α =2 05kE 発電所地点選定のお実施
凝灰岩類の基理速度 を用い,トン

永"経過地の地山弾性波速度 を推定

★空中地下探査 トンネル経過地
沿い

一
  式 断層破砕帯及び溺水の可能性 を

調査

そ の 他 金属元飛合右量の分析 を行い熱
水変質の程度 を推定

j[ J二 !|'

坑内地質観察 トンネル全線 一
  式 地質区分,亀 裂性状,風 化程度

シェミットロックAン7 - 反発渡等を実施

★坑内前易
r y f l 性波探査

1司 ■ 3 5 ヶ 所 表層 と基層 の弾性波速度 と測定

★内空変位Jtl定 l r l 上 6断 面 執1削後迎『丹までの変位無を測定

★ゆるみ域の材U定 同 」二 5断 面 3 1 壁, 7 - チのゆるみ域を表層と
基層の加性波避度差から推定

★支保工  授 工の

応力測定
同 L 6断 面 掘削後運 開 までの内R「応 力度 を

推定

★供訳体試験 同 上 9ケ 所 一軸圧縮強度 , 圧 喪 , 1 烈強度 ,
力 7 - 奴疲 ` 石 英含有率の測定及 び
超音波試験 を実施

トラブル

チS 生円f

ボー リング調査

孔 内水平載荷 諸取
P  S  検  層
室内を石試験

内空変位測定

T B M

l け捉地点 にて
言1 0 = 2 0 m
4 点 × 2 ヶ所

言1  0 = 2 0 m
i '―リンク

‐
] 7 -

3 断 面

拘束地圧 把握の ための静物任値
の測定

編樽」直後 の変形量 をJ J 定

注)  ◎ 印の調査は,導 水路 トンネルエ事に直接関係 しないもの

☆印の調査は,実 証試験のため特に実施 したもの

4.4施 工概要

本導水路 トンネルエ事は,昭 和61年 10月 中旬に既設林道からTBM発 進坑々日ま
での工事用道路 (TBM搬 入路)の 掘削に着手し,こ の道路が開通した 11月 下旬より
TBM発 進準備を行った。

12月 5日 に現地搬入したTBMを 発進坑々日に設けた発進基地で,組 立 ・試運転し
た後 ,12月 22日 より掘進を開始した。掘進に伴い発生する掘削ずりは,流 体輸送方
式で搬入路入日付近に設備した土砂分離設備まで搬送され,こ こでずりと泥水に分離し,
ダンプトラックで約2.3h離 れた第3号 土捨場に運搬し処理した。
昭和62年 11月 23日 に,約 3,500mの トンネルを約 11か 月間で掘削し,取 水地点

の約30m下 流に到連した。ここで,TBMを 分解し搬出した後,坑 内外の掘削関連設備
の撤去と坑内清掃を行い,翌 年4月 から開始する覆工作業に備えた。

- 2 7 1 -
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図-4.4.l TBM搬 入 ・組立状況図

覆工は,イ ンパー トコンクリー トを先に打設した後 ,到達地点から下流に向い吹付ヨ

ンクリー トの施工を行い,昭和63年 8月 9日 に終了した。

導水路 トンネルの通過部にあるキヤ谷,カ クレ谷及びイヤ谷渓流は,ト ンネル直上に

取水堰を設け,φ 300の立坑で導水路に引水する方式としたので,ト ンネルエ事とは関係

なく施工できた。

以下に,各 作業の概要を述べる。

4.4.l TBMの 搬入,組 立

TBMの 搬入にあたって,現 地までの運搬経路及び発進坑日までの搬入路 (勾配 1

4%,幅 員3.5m)な どを勘案し,TBM本 体は,① カッタ▼ディスク7.5t② 前

胴 18,5t③ 中胴 15t④ 後胴 13tの 4ビ ースに分割し,現地に搬入した。組立は,

501ク ローラクレーンを使用し,発進坑日前に設けた引込み台車上で組立 ,発 進地

点へ搬入させた。

発進坑回は急竣な場所に設けたため作業スペースに制約を受け,搬 入 ・組立には 1

7日 間を要した。図-4.4.1に ,搬 入,組 立状況を示す。

、_十 ~三 互 =正 三 王
=弔 瑳

/ミ(■ 十~===夏 ==手 )
/1ミiこ二多 一

こ駐
―

T B M 発 通 坑

十~半式

1ヽ ジ`

一

4.4.2初期掘進

TBMの 初期掘進に先だって,TBMの 推進反力を得るため発進坑々内の発進位置

両サイドにコンクリー ト壁を打設し,こ れを反力壁として掘進を開始した。初期の掘

進に伴い,後 続台事 (13台 )は 油圧装置と流体輸送装置を接続し,電気台車は仮接

続の状態で掘進を開始し,約 30m掘 進した時点で,電気台車を接続し,初 期掘進を

完了した。
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4.4.3掘  進

本地点の地質は細粒化しやすい凝灰岩質のものが大半を占めていたので,掘 進開始
から約700mま では,掘 削ずりがカッターディスク前面で泥ねい化し,バ ルクヘッ
ド内への,ず り取り込みに支障をきたしたり,送 泥水の比重が高 くなったりし,掘進
スピー ドが上がらず,計画目標月進 (854m/月 )の 確保が困難な状態であった。
しかし,こ れらの問題に対して,後述する種々の改良や対策を行った結果 ,計 画目標
月進の約85%,300mは 達成できた。しかしながら,依 然として,細粒分増加に
よる,送 泥水の比重調整に要するロスタイムがあり,満 足できる状態ではなかった。
更に,昭和62年 4月 12日 には発進地点から約 787m地 点で,地 山の押 し出し

によりTBMが 捕捉され,掘 進不能となるトラブルが発生し,こ の原因究明や脱出に
約 1か月間を要した。 (詳細については後述する。)

また,こ の間に上砂分離設備の細粒分分離能力を高めるために,フ ィルタープレス
1台を設置した。

同年5月 15日 に掘進が再開され,そ の後は,順 調な掘進を繰り返し,同 年7月 に
は最大月進473.67m,9月 30日 には最大日進30.17mを記録した。また,同 年 10月
15日 ～ 11月 14日 の暦日30日 間に,任意の最大月進558.62mを記録している。
TBM掘 進に必要な坑内設備 (送・排泥管,中継ボンプ,軌 条,給 ・配水管 ,風管 ,

動力線 ,照 明等)や 支保工は,掘進に併せて延長 ,設 置された。
坑内仮設備の配置を図-4.4,2に示す。

支保工は,種 々に変化する岩質に応じて対応し,良 好な地山では無支保 ,一 部に肌
落ちや崩落のみられる箇所では金網や溝形のリング支保工 ,さ らに,地 山の悪い翔落
箇所ではステールセグメントを使用した。

これらは,表 -4.4.1に示す支保工及び覆工管理基準に基づき判定した。

・
守喜機関堅館想揺あぜあ

テ

沈ltはお河 中鶴ポ ンプ

′くタチサー強関承(2t

図-4.4.2 坑 内仮設配置断面図
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4.4.4 TBMの 解体,搬 出

3,524.lmの トンネルを掘進したTBMを 坑外に設けた解体用架台上に引き出した

後 ,45tホ イールクレーンを用いてカッターディスク,前胴 ,中 胴,後 胴の順に解体
し,ま た,後 続台車についても順次ウィンチで外へ引き出しトラックで搬出した。

4.4.5覆  工

本地点の覆工は,表 -4.4.2に 示すような吹付ヨンクリー トを採用した。覆工計画
にあたり,本 工事は小断面 トンネルであることを考慮し,

① はね返りが少ない。

② 坑内環境を考え発生粉じんが少ない。

③ 施工されたコンクリー トは十分な強度を有し,か つ,仕 上がり面が平滑である。

④ 十分な施工性を有するとともに経済的である。

などについて検討を行った結果,僻 大林組が開発し,評価を得ている 「高効率 ,低 粉

じん型吹付コンクリー トエ法」を採用した。この吹付ヨンクリー トシステムのフロー

と機械配置を図 -4.4.3に 示す。

なお,覆 工に先だって,(財 )新 エネルギー財団 ・TBM専 門WGで 指定されたS

/a80%の コンクリー トについて施工性,平 滑性 ,圧縮強度 ,引 張強度などを確認

するため,試 験練り,試 験吹付を実施した。この結果 ,仕 上がり面の平滑性 ,圧 縮強

度 (σ28=2 0 0kgf/cm 2)な どより,本地点においては単位セメント量を4 0 0kg

とし,表 -4.4.2に 示す現場配合を決定した。

吹付コンクリー トの施工は,現場に強制練り0.5面 のコンクリー トプラントを設け,

4tト ラックミキサー革で坑日まで運搬し,更 に2ぷ アジテーターカーに積み替えて

吹付現場へ運搬し,高 効率 ,低粉塵型吹付コンクリー ト機を用いて吹付を行った。な

お,施 工中の強度管理として,プ ルアウト試験及びヨアによる圧縮強度試験を実施し

た。

表-4.4.2 吹 付ヨンクリー ト配合表
Ｃ
う

／
％

Ｗ
て

ａ
お

／
％

じ
て

C
( k R /苗 )

W
( k宮/辞 )

S
(k貿/高 )

G
てk /々甫 )

AE源水剤
て0 )

52.5 80 400 210 1,280 325 1.00

注)こ の他に急猪剤をセメント量に対し5%使 用した。

4.5施 工実績

4.5.1掘 削実績

本地点の計画月進は,本 地点と比較的岩質や一軸圧縮強度が類似する他地点の実績

をもとに計画したものである。以下に計画と実績を対比する。

(1)掘 削実績

TBM発 進坑から掘進を開始し (昭和61年 12月 22日 ),ほ ぼ 1か月 (昭和

62年 1月 29日 )で 本坑に達した。途中 トラブルにより約 1か月間 (昭和62年

4月 13日 ～5月 14日 )の 掘進停止期間があったが,昭 和62年 11月 23日 掘
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進を開始してからほぼ 11か 月間で,3,524.lmを 掘進し買通した。本工事におけ

る掘進実績を表 -4.5.1に ,計画値と対比した掘進推移を図-4.5.1に示す。

掘進を開始してから700mま では,計画値に対し除々に遅れる傾向があり,ト

ラブルが発生し再発進した直後は,計 画に対して約2か 月の遅れとなっていた。し

かし,そ の後は改良の効果及び作業の習熟により,計画値を上まわる月進を挙げ,

最終的には 10日 足らずの遅れにとどまった。

(2)掘 削作業時間構成

本工事における掘削作業時間を集計したもの及び計画と対比したものを図-4.5.2

に示す。

これによれば,3,524.lmの 掘進に265日 ,5,366.5hr(作業日当り20.8

hr)か かっており,こ のうち純掘進に1,915.Ohr費やしている。これは,全 体の

35.7%に あたり,TBMの 盛替とリセットを含めた稼働率は42.4%で ある。

この他の作業で時間比率の高いものは,流体輸送や土砂分離設備などの整備作業

(13.1%),計 画時に予測していない流体輸送経路の開塞,停電 ,比 重調整及

び掘進停止 トラノルに伴う調査,復 旧等のその他の作業 (10.6%),入 退坑

(8.0%)お よび伸縮管の盛替作業 (5.7%)の 順になっている。

(単位 :%)

A―抵たヒ曽(運転

B―配唇関係

C一文保エ

D―I: t u t

E - 1 1 逆 れ

F 一その他

図-4.5.2 全体作業時間の構成 (実績及び計画)

これによると,Aの 掘進盛替比率 (稼働率)と Fの その他の比率が計画に対し,

約 7%増 え,Bの 配管関係やEの 測畳,入退坑他の比率が減っている。また,全体

の作業時間が約400時 間,作業日数で20日 分多 くなっている。

これらのことは,次 のことに起因すると考えられる。

プ

申
作葉日敏 2650日

申
期間昭和611222
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表 -4.5.l TBM掘 削実績
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① 純掘進速度が計画時の2.48m/hrに 対し,実績の平均値が 1.84m/hr

(=3.524.10m■ 1,915.Ohr)と低かったため,純掘進時間が長 くなったこと。

② 発進地点から約787m地 点の トラブルにより,約 30日 間の掘進停止があ

り,こ の復旧作業に要した約300時 間がその他の項に含まれていること。

③ 配管関係に含まれるケープル延長,坑 内キュービクル据付及び中継ポンプ

据付等の電気関係作業を極力同時に行い,停電時間を短縮したこと。

④ 作業打合せや入退坑が迅速に行われたこと。

参考として,表 -4.5.2に各作業項目毎の単位所要時間を計画値と対比する。た

だし,所要時間の算出に当たっては,重複して作業した時間を除き,掘 削サイクル

に影響を与えた時間のみを対象とした。

表-4.5.2 作 業項目毎の単位所要時間

陥 作 業 項 目 作業頻度

単位所要時間 (分)

備 考

実績値 計画値

1 t t 掘 進 サ イ クル毎
( 平均 )

28 8

( 平均 )

2 4  2

S i : 文保工別

スタ,―"(tlI)

V  : 純掘進速

(In/夕))
2 T B M の 盛 替 , リセット サイ クル毎 6

3 伸 撤 管 盛 替 5 5 m当 リ 28 7 30

4 中 継 ポ ン プ 据 付 据 付 毎 347 0 540

5
ケ デ ル延長 , キ■―ビ ケ"

揺        付
l m 当 リ 1  5 2

6
その他坑 内の仮 設備

延 長
l m 当 り 0 8 0

7 金 網 取 り 付 け l m 当 り 4 0 0

8 リ ン グ 支 保 工 」J t 毎 8 0

9 セ グ メ ン ト エ リング毎 28 3

〕ッターリカ
・

交 換
1 個 当 リ

( l m 当 り)

8 8  3

( 0 3分 /■)

6 0

( 5 0分 / m )

T L :最大流体 輸

送 距離 (1い

T D t掘進延 長

f( T L , T D ) ( k・
)

= ( 1 0  3 X T L 2

■3 8  4 X T L

■6 5 )× 6 0

■ ( T ' X l , 0 0 0 )

11 T B のヽ 調 整 , 小修 理 l m 当 リ 2 2 2 5

流 体 輸 送 設 備 整 備 l m 当 リ 5 4

1 2 0 分/ 日

( 8 . 5 分/ m )

土 砂 分 離 設 r g 等

そ の 他 仮 設 備 整 備
l m 当 リ

始 業 , 終 業 点 検 作業日毎
4 6  9

( 3 5分 / m )

測 量 l m 当 リ 1 5 2

3(TD)=40× TD

始 業 打 合 せ 作業 日毎 83 40

17 入 退 坑 作業日毎 97 7

18 そ の 他 不 確 定 作 業 l m 当 り 5 0 3
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(3)掘 削作業人員

掘削時の作業人員は,作 業内容や状況により6～ 20人 と,か なりの幅があった

が,標 準的には表 -4.5.3に 示す 10人 体制で行われた。ただし,こ の中には,掘

削ずりの上捨場までの運搬や敷均しに要する人員は含まれていない。

表-4.5.3 掘 削時作業人員構成 (1方 当り)

職 種 員数 作 業 内 容

トンネル世話役 1 作業全般の指揮,安 全監視

トンネル特殊工 2
TBMの 運転 (坑内)及 びパッテリーロヨの運転並びに

支保工建込み

トンネル作業員 3
支保建込み手元及びレール,給水 ,排 水,風 管 ,送 排泥管

等の延長 ,並 びに坑内外の資材運搬

特 殊 作 業 員 2
送排泥ポンプ及びTBMの 監視 (坑外)上 砂分離及び濁水

処理設備の運転 ・保守

機電工
機械工 1 坑内設備等の点検 ・保守

電  工 1 電気設備の点検 ・保守

計 1 0メ 、

(4)颯進方向偏差

掘進方向偏差すなわち計画線からのズレは,掘進当初及び掘進不能となった箇所

を除き,水 平方向で±100ロロ,鉛 直方向で±50配程度の範囲にあり,ト ンネル通水

に支障を与えるものではなかった。

4.5,2支保工実績

TBM施 工区間の支保工は,4.4.3の項で述べたように,無 支保 ,金網 ,リ ング支

保工 ,セ グメントの4タ イプで対応した。本地点の場合,支 保エタイプが数mか ら10

数mの 間で変化し,全線3,524.lm間 で300回 以上も変化している。覆工直前の支

保工型式を岩盤分類別に集計し,表 -4.5.4に示す。

表-4.5.4 岩盤分類別支保工区分     単 位:m(%)

岩 盤分類
焦 支 保 エ 査樽 貫保 エ リツク 支保 エ セ グ メ ン ト

そ  の  他 : |
: 1 画時 の

もの1  電 2種 a 2題 b 2種 o 3  種

C H

4 2 0  5 7

( H 9 )

8 4  6 7

( 2 4 )

5 0  6 7

( 1 6 )

2 0  5 9

( 0 6 )

5 8 0  5 0

( 1 6  5 )

1 , 2 5 0

( 3 5 6 )

C M

4 5 0  0 5

( 1 2 3 )

3 7 3  6 8

( 1 0 6 )

6 1 5  7 0

( 1 7 4 )

4 3 1  1 4

( 1 3  7 )

1  3 5

( 0 0 )

1 2  6 7

( 9 4 )

1 , 9 3 4  5 9

( 5 4 9 )

1 , 7 5 0

( 4 9 8 )

C L

1 0  0 6

( 0 5 )

2 1  5 6

( 0 6 )

7 6  0 1

( 2 1 )

5 5 7  0 3

( 1 5 3 )

4  9 7

( 0 2 )

1 2  0 7

( 0 3 )

6 0 9  7 0

( 1 9  6 )

4 6 3

( 1 3 2 )

D

1 9  7 9

( 0 3 )

1  9 3

( 0 1 )

2  4 7

( 0 1 )

1 9 9  2 8

( 5 7 )

1 0 1  9 4

( 2 9 )

2  9 0

( 0 1 )

3 1 9  3 1

( 0 0 )

5 0

( 1 4 )

8 9 9  4 7

( 2 5 5 )

4 8 1  8 4

( 1 3 7 )

7 4 8  3 5

( 2 1 2 )

1 , 2 5 3  0 4

( 3 5 7 )

1 0 8  2 6

( 3 1 )

2 7  6 4

( 0 8 )

3 , 5 2 4  1 0

( 1 0 0 0 )

3,513

( 1 0 0 0 )

: i 画時 の

も の

1 1 2 5 0

( 3 5 6 )

1 , 5 7 3

( 4 4  8 )

5 0 o

( 1 4 2 )

1 4 0

( 4 0 )

5 0

( 1 4 )

3,513

( 1 0 0 0 )

注)這tF傘薔露お比霞赳宇最318筈iせ対写
対する百分率を示す。
るものである。
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4.5.3覆工実績

本地点の吹付ヨンクリー トの施工延長は,2,488.7mで ,設 計吹付量は1,326.6
あった。この内訳を表 -4.5.5に 示す。

表-4.5.5 断
面種別毎の吹付コンクリー ト数量

断 面 種 別 吹 付  厚 扶判ざ豊施 工 延 長 計画時延長

第2種 (a) 4 cal 0。2431F 481.8rn 1,573rn

′′    (b) 8  伽 0.498胡 748.9rn 500rn

′′    (c) 8～ 14的 0.668ゴ 1,258.Orn 140rn

計 0.553ゴ 2,488.7rn 2,213m

本地点の覆工は,昭 和63年 5月 2日 に吹付を開始した。当初は運搬途中のロスや
はね返りが多 く,満足できる状態でなかった。しかし,ノ ズルの改良や作業に習熱す
るに従い,次 第に作業効率が良 くなり,8月 9日 に吹付を完了した。この実績を図一

4.5.3に示す。

この間の吹付作業日数は84日 (昼夜作業 168方 )で あった。したがって,1方
当りの平均作業能力は下記のとおりとなり,比較的高い値であった。

1方当りの吹付延長 2,488.7m÷84日■2方 =14.8m

l方当りの吹付量  1,326.6胡キ84日■2方 =7.90ゴ

この値は,計 画値の20.9m/方 ,6.82胡 /方 に比べると,延長は少なく,量
は多 くなっている。これは,計画時の吹付区間の約7割 が吹付厚4 cmの第2種 (a)
断面であり,こ れに対し,実績は約5割 が吹付厚8～ 1 4cmの第2種 (c)断 面であ
ったことにより,単位m当 りの吹付量が計画時に比較し多 くなったためである。

しかしながら,本地点で採用した吹付システムには,下 記のような問題点があり,
今後の改良や改善に期待したい。

① 吹付ヨンクリー ト厚にバラツキが多い。

② リバウンド量が多 く処理が困難である。

(実績では,設 計数量に対し,練 上げ量が 135%で あった)

③ 吹付箇所での粉じん発生が多い。 (実績 12口g/ぷ 程度)

④ 刀ヽ断面のため作業通路の確保が困難で,資材の運搬がすべて人力となり効率が
EE、、。

⑤ 吹付ロボットの伸縮に伴うホース類の切廻しに,常 時作業員が張 り付かなけれ
ばならない。

◎ 吹付時の騒音が大きく,作 業員間の連絡合図が難しい。
また,実 証結果から設計上留意すべき事項として,以下のことが挙げられる。
吹付コンクリー トは,コ ンクリー ト巻立のように型枠を使用しないため,仕 上り面

にかなりの凹凸ができる。また,TBMを 使用した場合余掘りが全 くないので,設 計
覆工厚を確保しようとすれば,内空断面を侵すことになる。これらにより,所 定の通
水断面が不足 し,必要通水重が確保できなくなる場合があるので,設計に当たり,吹
付面と通水面を別個に取り扱うことが適当と考えられる。図-4.5,4に 設計例を示す。
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4.5.4主要品の消費実績

(1)カ ッターリングの消費量

本地点のTBMに は,図 -4.5.5に 示すとおり,17個 のカッターパノに25個
のカッターリングが装着されており,刃 先が摩耗すればTBM機 内から容易に交換
できる構造となっている。

舛情わ付 り開 将易も需 リング径

センター 5  個 5  個 2501111

インナー 8  個 16 個 3  1  0ⅡB l

ゲ ー ジ 4  個 4  個 8 1 0 BIBt

計 17 個 25 個

注) ・

●

図-4.5.5 カ ッター配置図

本地点3,524m間の掘進で消費したカッターリングは,掘 削最終後に取り替えた2

5個 を含めても56個 と非常に少なく,掘 削 1ゴ当り0.0038個に相当し,計 画値0.0

20個の5分 の 1程度であった。この内訳を表 -4.5.6に示す。
-4.5.6 カ ッター リング消費実績

種 別 掘進中の交換個数 最終使用個数 掘進 1ぼ 当り消費量
センタ‐カッター 5 個 10 個 0.0007個/ぼ
インナーカッター 16 個 3 2 個 0,0022個/ぷ

ケ
'―

シ
'カ

ッタ‐ 10 個 14 個 0.0009個/ぷ

計 31 個 5 6 個 0.0038個/胡

注)掘 進 1胡 当り消費皇=最 終使用個数÷掘削土量 (14.643面)
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また,イ ンナーやゲージカッターハプは,掘 肖」中に摩耗が原因で取り替えたもの

はなく,消 費量は掘削終了後に取り替えた 12個 だけであった。

(2)電 力消費量

本地点の トンネルエ事における最大の電力設備容量は,TBM掘 進完了時の

1,573k甲で,電 力消費量は3,273Htthであった。この内訳を表 -4.5.7に示す。すな

わち,ト ンネル掘削 lm当 りの電力消費量は690ktthで,覆工に対しては338kWhであ

った。

また,計画時のものと対比すると,設備容量については大差はないが電力消費量

は,掘 削時の流体輸送設備で 16%,土 砂分離設備で 19%,排 水等のその他設備

で38%増 となっている。また覆工時のその他設備は約3倍 増となっている。これ

は流体輸送や土砂分離設備の運転時間が計画時の予測をかなり上まわったこと,ト

ンネル湧水を強制排水したこと等に起因するものである。

4.6 TBMの トラプル

4.6.1掘削ずりの取り込み不良対策

本地点で使用したTBMは ,す べての掘削ずりをカッターディスクにある8枚 のフ

ェーススクレーパーです くい取り,パ ルクヘッド内に取り込む構造となっていた。

しかし,本地点の地質は比較的軟質でマトリックスの組成粒子が細かい凝灰岩質の

ものであり,粘 土化しやすい性質であったので,掘 進開始直後から,切羽とカッター

ディスク前面との隙間やフェイスクレーパーの後部のスリット認整板部において,カ

表-4.5.7 設 備別電力消費畳

工種 設 備 区 分
実 績 計 画

最大設備容量 電 力 消 費 量 最大設備容量 電 力消 費 量

掘

肖J

TBM関 連 468 498 435 5 1 8

流体輸送設備 607 731 607 632

び
備

及
設

離
理

分
処

砂
水

上
濁

275 359 198 302

その他設備 223 847 300 638

最大 又 は 計 ３

≫

７
Ｈ
５

６２

１ 2,430 ０４
０
５

６２

１ 2,090

覆

工

Ｌ
ド〕

Ｈ
ン

片
７つ

備
＋
設

ド
設

つ
打

5 4 1 0 7 2 1 8

吹付コンクリート設備 198 4 0 215 2 8

認架述塗認絆 118 61 9 2 4 4

その他設備 1 7 2 731 190 228

最大 又 は 計 ( 6 3 . 5 )
5 2 2

842 ( 6 2 . 8 )
4 9 7

818

最大 又 は 計 (4) 蹴
３７

０

５

８２

１

Mtth
3 , 2 7 2

将ｋ

０４
０
５

６ ２

１

／
ヽ MWh

2 , 4 0 3

注)()内 は設備容量の最大月を表す。
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ッターディスクの回転やカッター冷却水と混り合うことにより,掘 削ずりが細粒化さ
れ粘土状となる状況にあった。したがって,TBMの 前進に伴い,フ ェイススクレー

パーの後部から掘削ずりが トコロ天を押し出すような状態で,パ ルクヘッド内へのず
りの取り込み不良が生じていた。
この状態での掘進は,掘 削ずりの細粒化を加速度的に助長し,カ ッターヘッド回転

トルク及び,ス ラストジャッキ推力の増大をきたし,掘 進スピー ド低下の要因となっ
た。

これらの対策について種々の検討の結果,本地点においては,細 粒化する前にすば
やくバルクヘッド内に取り込むこと及び,泥 ねい化している掘削ずりの流動化を図る
ことを念頭に置き,下記の改良を行った。

① カッターディスクに開田部を設け,更 に取り込み効率を高めるために,ス クレ
ーパーを取り付けた。 (図-4.6.1参照)

② カッター冷却水量を増やす目的で,送水ラインを増設すると共に,カ ッター冷
却用ポンプ (PO)の 能カアップを図った。 (図-4.6.2参 照)

この改良の結果,良好な取り込み状態になり,カ ッターディスク前面の掘肖」ずりの
取り残しが少なくなる (写真-4.6.1参 照)と 共に,カ ッターヘッド回転 トルクやス
ラストジャッキ推力が低下し,純掘進速度が大きくなる現象 (表-4.6.1参 照)が 見
受けられた。

種別 日径
揚 程
m

訪水量
ナ/min

出 刀
kW

亘量
k費

既設 80 17 500 5.5 150

新設 100 18 1,000 11.0 250

図-4.6.2 カ ッター冷却水の送水ライン増設図

4.6.2地山押し出しによる再掘進対策

発進地点より約787mの地点で地山の押し出しに起因した掘進不能となるトラプルが

発生し (昭和62年 4月 12日 )TBMが 捕捉された。通常のスラス トジャッキ推力

150 x llo日■

図-4.6.1 カ ッターディスク面板等改良図

′(ルタヘットヘ
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良 前

改 良  後

表-4.6.1 カ ッター トルク●スラス ト推力 ・純掘進速度の比較

種 別
カリタ

[iル
ケ スラスtゃ陸),純堀蒲薄度

改良前 12.5 116.7 1.36

改良後 8.1 87.6 1.87

注)岩 質 :砂質凝灰岩,一 部火山際凝灰岩

写真-4.8.1 カ ッターディスク前面の状況
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週行 i t , 1噺}

は100t前 後であるが,昼 動作業よリスラストジャッキ推力が上昇し,そ の後 ,メ イン
グリッパーの反力不足も発生 ,ジ ャッキ推力を最大限として掘進を試みたが前進不能
となった。スラス トジャッキ推力の推移を図-4.6.3に 示す。
この地点の地質性状は,図 -4.6.4に 示すとおり,層 厚70cm程度の軟弱粘土層が ト

ンネル底盤より約 10・の傾斜で周辺の地層と並行して上昇している。この粘土層を遮
水層として上部に多畳の地下水が滞留しており,掘 進に伴って100～2000/分 の湧水
が発生した。また,こ の粘土層の上下には4～ 6m範 囲で細い割れ目が多 く,き わめ
て脆g目な破砕帯が分布している。この粘土層は,粘 着力び。=2 kgf/cn2程 度 ,変 形係
数D=100kgf/m2以 下の軟弱なものであった。更に,上 下に分布する破砕帯は弾性波
速度Vp=1・ 6k口/s,D=2,000kgf/ctB 2で 岩盤としては非常に悪 く複雑な地層であっ
た。また,こ の付近の土かぶりは約140m程度あり,初 期地圧に対する岩盤強度 (地山

強度比)は かなり小さいものと想定された。

掘進を再開するために,TBM周 辺にφ48田口の荷重低減孔を,28本 掘孔したり,
TBM外 壁と地山の間にベントナイト溶液を注入し,摩 擦抵抗の軽減を図り,こ の箇

所の脱出を試みられたが不可能であった。そこで,図 -4.6.5に 示すTBM上 半部の

拡幅掘削を行い,拘 束地圧を除去したあとTBM前 方 (2≒ 3m)を 試験掘削し,掘

削直後の地山の経時変化の確認を行った上で,掘 進を再開した (昭和62年 5月 15

日)。

TBM通 過後,捕 捉の原因を解明するため,① ボーリング調査,② 孔内水平載荷試

験 ,③ PS検 層,④ 室内岩石試験など行い,計 測結果や,FEM解 析 ,そ の他の調査

結果からTBMの 捕捉の原因は,地 山の押し出しにより,対 応不可能な地圧 (計算で

は3.8k8f/Cll1 2以上)が TBMに 作用したことによるものと確認された。

TBMへ の拘束地圧を除去した後,対 策として以下のことを講じた結果 ,比 較的良

好な地山に恵まれたことも幸いし,TBMは 捕捉されることもなく買通した。

① 初 期変位量が大きいと予想される破砕常部はオーバーカット用ゲージカッタ
ーを取り付け掘削径を2,300■巴から2,38ね口に拡大し,地 山の押し出しによりTB

Mが 鯖捉される前に通過する。

② フ ロントグリッパー後部に滑材注入孔φ25m(4孔 )を 設け,地 圧作用時の摩

擦の軽減を図る。

2ntiO―
(トラブルチせ生い) t
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4.7発 破工法との工事費比較

計画時 ,本 地点において図-4.7.1に示す最小断面で施工する発破工法とTBMェ 法

とを比較検討したところ,表 -4.7.1の ()内 に示すとおり,地 点特性によってェ事費
が大きく異なる工事用道路や土捨場等の諸工事と工事用配電線の費用を除いて比較する

と,発 破工事の 100に 対し,TBM工 法が78.4で 約22%経 済的に有利であった。
これに対し,実績を踏まえ見直しを行ったところ,発 破工法が 105.1,TBMェ

法が90.0と なり,計画時に比べ,TBM工 法の有利性がやや低下しているが ,これ

は,主 にTBMで は対応不可能な地山の押し出しによる捕捉や,掘 削ずり中における細

粒分の過剰発生という本地点特有の地質性状に起因する対策費によるもので,こ れを除

くとTBM工 法の方が約20%安 価であった。

この結果 ,TBM工 法は信頼性があり,発破工法に比べ経済的にも有利であることが

実証された。

第 1 種

図-4.7。1 発破工法の施工断面

4.8今 後の課題

本工事の掘削実績は,ト ンネル経過地の地質状況に恵まれ ,作業日当たり平均日進

13.3mと過去の実績と比較してもかなり高速掘削性を示しているが,更 に,平 均日進を

高めるためには,TBM本 体 ,掘 削ずりの搬出,TBMの 運転管理も含めた総合的な改

良が必要である。また,後 者の場合 ,湧水層,膨張性地山など,我 が国の複雑な地山に

対する補助工法も含めた対応策を事前に検討し,速 やかに適用することが必要である。

第 2 種
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表 - 4 . 7 . 1 トンネルエ事費比較表

注 1 :敦 中の数値は各々の単位m当 り工事費に対 し,計 画時の( 1ルも破工法計を1 0 0とした指敗である。

なお, (  )内 の数値は計画時に求めた値である。

注 2 :湧 水処理費,上 措場工事費は両工法とも含まない。また, T B M工 法の実証試験費も含まない。

(1)発破二法

T B M 工 法

備 考( 2 ) 袖足の対策費

含む もの

( 3 ) 右t 足の対策 費

含 まな いもの

I 直 接 工 導 費 7 5 . 2 ( 7 1 . 4 ) 59.2 8 6 . 0 ( 5 1 . 7 )

1)ホ  水  路 6 0 . 9 ( 5 7 . 1 ) 40.4 3 9 3 ( 3 5 . 4 ) lyj水処理黄は含まない

①掘   削 32 0(30.7) 25.6 2 5 . 6 ( 2 8 7 )

②文 保  エ 7 . 4 ( 5 . 9 ) 3 8 3 . 8 ( 1 . 1 ) 材料費のみ

③種   五 1 9 , 4 ( 1 8 . 5 ) 9 1 9 1 ( 4 4 8 ) 清掃含む

④そ の `他 2 1 ( 2 0 ) 1 9 08(0.8)
ず り運搬,

坑内処理紺足対策衆

2 ) 作 業坑

付帯設備,雑 工事
1 4 3 ( 1 4 3 ) 18.8 1 6 . 7 ( 1 6 . 3 )

坑内外の設備染,土 砂分

離の増設費と損料

口共 迎 仮 設 費 6 . 1 ( 5 . 0 ) 7.6 7 . 4 ( 7 2 )

□現 場 管 理 : 々 1 0 8 ( 1 0 3 ) 9.2 8 8 ( 8 1 )

Ⅳ一 般  管  理  丈 9 1 ( 8 6 ) 7 5 7 1 ( 6 6 )

V電     力     料 38(38) 5,8(48)

Ⅵ面板改良 ,純足調査 ―

( 一 )
0.7 ―

( ― )

計  (Σ I～ Ⅵ) 105 1

( 1 0 0 0 )

90 0 8 5 1 ( 7 8 . 4 )

Ⅶ諸   工    事 8 2 ( 8 2 ) 3.9 3 . 9 ( 3 9 )

Ⅷ工 事 用 配 電 線 3 . 3 ( 3 3 ) 2 4 ( 2 . 4 )

合 計 (Σ 】～t4) 1 1 6 . 1

( 1 1 1 5 )

96.3 4 7)
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第 5節  実 証試験結果 (駒込地点)

5.1は じめに

東星興業側は,駒 込発電所の建設を行うに当たり,安 全性及び経済性に優れるTBM

工法の普及を図る目的で,国 が実施する新技術の実証試験に積極的に参加し,同 地点の

導水路 トンネル掘削延長 3,066mのうち 2,616.3mを新技術製品である側コマツ製ベル

トヨンペヤ輸送方式 トンネルボーリングマシン TG280-2(以下,TBMと いう)に より

掘進した。

当報告では,TBMで 掘進されたトンネルの掘削から覆工までの施工実績を主体とし

て述べる。

5.2計画の概要

5,2.1発電計画概要

本発電所は,青 森県堤川水系駒込川の

中流部に位置し,東 北電力側嘉瀬子内発

電所直下流から最大使用水量8,15mS/sを

取水し,駒 込川右岸 (梨の木平側)を 延

長約 3.lkmのトンネル及び延長約 127m

(斜距離)の 水圧管路により,嘉 瀬子内

発電所下流約 4.Okmの同河川右岸側に新

設する発電所に導水し,有 効落差60.6m

を得て,最 大出力 4.000kWの発電を行っ

た後,延 長約 180mの放水路を経て駒込

川に放流するものである。

発電計画の位置を図-52.1に 示す。 図-5.21計 画位置図

5.2.2導水路 トンネルの概要

本地点の導水路 トンネルは図-5.2.2に示すルー トであり,全 長は表-5.2.1に示

すとおり 3,066mで,う ち最下流端のTBM発 進部64m及び最上流部のTBM引 出し

部を含む 282mは発破工法で,ま た,中 間軟弱層部 103,7mは補助工法 (入力掘削)

で掘削し,そ れ以外の 2,616.3mをTBMで 掘削した。

表-5,2.1 導 水路トンネルの工事諸元

工  事  名 駒込発電所新設工事第 2工 区 (導水路 トンネルエ事)

工 事 場 所 青森県青森市大字駒込字深沢地内

トンネル掘削延長 全長 3,06Smう ちTBM工 法延長 2,6163m

トンネル施工期間 昭和62年4月～平成元年8月

うちTBM工 法区間 昭 和62年6月～平成元年6月

トンネル掘削期間 昭和62年4月～昭和63年11月

うちTBM工 法区間 昭 和62年6月29日～同年10月2日

及び 昭 和63年6月 14日～同年11月10日

掘 削 断 面 掘削径 2,300mm,掘削断面積 616m2

社 断 勾 配 1/1,000

TBM曲 線施工部 lヶ所, トンネル中心線曲率半径 R=100m
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5,2.3取水河川駒込川の概要

駒込川は,北 八甲田連峰東側に広がる火日原もしくは火口原湖跡に相当すると思わ

れる田代平に源を発して東流し,大 きく湾曲しながら北西流に転じて北八甲田山麓を

貫流し,青 森市街地に近い桜川地内で本流の堤川に合流する流路延長約30kmの二級河

川である。計画地点は駒込川の中流部で,取 水地点は急峻なV字 谷を里しているが.

約4 km下流の発電所付近では川幅も広がり,や や開けてくる。河川形態としては,山

地渓流への移行型にあたる。駒込川は,河 川が強酸性であるため,魚 類などの水生動

物はほとんど生息していない。

5.3地 形 ・地質の概要

導水路が通過する梨の木平は,田 代平カルデラを形成した火山活動による溶結凝灰岩

(粗粒凝灰岩)が 厚く堆積し,台 地地形を呈している。当台地は,標 高 150～ 250m程

度で,北 方へと順に高度を下げ,青 森平野へと続いている。

地質は,新 第二紀中新世の中～下部に相当する四ッ沢層 (流紋岩)を 基盤とし,そ の

上を第四紀の田代平溶結凝灰岩が厚く,広 く分布し泥流堆積物,古 期段丘堆積物,古 期

ローム等を介在する。田代平溶結凝灰岩と呼称される粗粒凝灰岩は全体的に塊状な岩盤

で,一 部高溶結部分で冷却節理が発達,裂 か水として噴出する個所もあった。

強度的には概ねδc=60～400kgf/cm2程度の軟岩である。 ト ンネルでは,下 流側と最上

流部で掘削対象となった。流紋岩は全体的には大きな亀裂は無く,糸 程度の亀裂が介在

している。岩質は淡灰白を呈し,熱 による変質を被っている。強度的には平均 δc=90kg

f/cm2の軟岩である。全体に自破砕構造を呈し,時 間の経過と共に剥離が始まるが,そ

の現象は深部まで届かず,あ る程度の進行が進むと崩落し,そ の後は同じ現象が続い

た。 (粘土鉱物として,絹 雲母・カオリナイトが含まれている。)

トンネル経過地は,ほ ぼ中央部に短い古期段丘堆積物層を挟み,大 別して流紋岩層と

粗粒凝灰岩層とに2分 される。 (図-5.3.1地 質平面図及び図-5.3.2地 質縦断面図参

照)

表-5.3.3に 本地点で実施した地質調査項目を列記するとともに,表 -5.3.1に トン

ネル経過地の地質区分及び岩盤分類ごとの延長を,表 -5.3.2に 岩石試験の結果を示

す。

表-5.3.1 実 績地質区分及び岩盤分類ごとの延長

地 質 区 分 延長 ( m ) 陣 (%)

組 粒 凝 灰 岩 1,484 0

流紋岩 (変質) 1,052 0

古期段丘姓積物 71 5

泥 流 堆 積 物

エ
ー 2,6163

( 注) 岩 館分類 につ いては表 - 3 5 8 及 び

表 - 5 5 7 参 照

岩 盤 分 類 延長 (m) 比率 (%)

組
粒
凝
灰
岩

〕
■ 158.0

WBl 856 0

WB2 470 0

流
紋
岩

Rc. 683 5

RcL 368 5 14 1

古期段丘 0け

泥流   md

計 2.616 3
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試 験 項 目 祖 粒 凝 灰 岩 流紋岩 (変質)

一軸圧縮強度 (kgf/cma) 60  - 410 80  - 100

圧裂引張強度 (kgf/c血
を
) 5  -  30 7  -  16

シ ョアー硬度 (平均 ) 17  -  50 8  -  18

石 英 合 有 率 15  -  17

表 - 5 . 3 . 2 岩石試験結果
イタJ

,一もィ丁ち
ヽ ´

c-11  ,  “1

京tt力 ぶ太会社
瀬

ぺ
ぐ刊

図 - 5 . 3 . 1 地 質 平面 図

図 - 5 . 3 . 2 地質縦断面図

1也質 問寺代 地  層   名 記  号 増 相

第
　
　
四
　
　
紀

沖

宿

世

盛 土 魅 盛土 (鉄類をましえる)

現 河 床 姓 億 物 r d 砂陣及び枯土

段 丘 堪 碩 物 廿 瞬

洪

積

世

八甲田火山噴出物 3Sh 火山灰及びローム

田代帥 岩 Cttf 石英安山皆質粗粒経灰岩

泥 流 雄 積 物 配 玄武岩の活動を伴う

古期段丘堆積物 otr 粘tlaし り砂韓

新

第

二

紀

や

軒

世

和 国  川  層 ‖ 粛お軸 嘩岩

四 ツ  沢  層

的 流紋慧 (変質)

R F~d告 (変知 半う)

8 a 組粒玄武着
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表-5.3.3 地 質調査一覧表

調査時期 調 査 項 目 調 査 地 点 数 重 1商 要

施 工 前

地表地質調査 全   域 式 ・基本的に 1/5000の精度で,主 要な露頭におい

櫓きを畳格
造異出逢亀托疋辱薇年も母据名鞘房

ポーリング調査 0取 水ダム,発
電所,放 水路

計12孔 セ =125n ・コアを用い一軸圧縮試験,超 音波伝播速度試験
及び現場透水試験,標 準貫入試験を実施

O取 水日1水 伯 岳+2子し 2=40m ・現場透水試験1標 準貫入試験を実施

0沈 砂池 1孔 セ =20m

危乙異黒

い 軸圧縮試験,超音波伝幡速度試験

導水路 3子L 2=475m `同上の他現場透水試験,標 準貫入試験他を実施

弾 性 波 探 査 取水口,導 水路
水憎,水 圧管路
発電所,放水路

計 11010m 6測線 発電所地点選定のため実施
導水路は旧計画ルートのごく1部分

☆空中地下探査 トメル経過地沿い 26淑!線 37飾 a や断層破砕帯及び湊水の可能性調査

施 工 後

電 気 探 査 同   上 占
小

地下水分布や湧水機構への彫響予瀬1のため

★ M T 探 査 同   上 [LF VしF岬  73点 × 2方向
CSA rT   30点 罵

前調査の一
手法 としての有効性実証のため実

坑 内地質観察 トンネル全練 3.066m

19う「BMI法 区間 261S3耐
地質区分1亀 裂性状1風 化程度,シ ュミットロ
ックハンマ反発度,Q値 等を調査

★坑内簡易弾性
渡探査

同   上 30ヶ所 表層と基層の弾性波速度を瀬‖定

☆内空変位測定 同   上 5断面 掘削後運開までの変位量を測定

★ゆるみ域の淑|

E
同   上 4断面 側壁,ア ーチのゆるみ域を表層と基層の弾性波

速度から推定

★支保工 ‐覆エ
の応力測定

同   上 6br面 ・掘削後運開までの内部応力度を推定

☆供試体試験 同   上 12ヶ所 超音波伝播速度,一 軸圧縮強度,圧 裂引張強度
シヨア硬度j石 英合有率等の試験を実施

(注)⑤ 印の調査は,導 水路 トンネルエ事に直接関係しないもの
☆印の調査は1実 証試験のため特に実施したもの

5.4施工概要

本導水路 トンネルエ事は,昭 和61年7月 に市道 (仮称駒込～梨の木平線)か らTBM

発進坑坑回までのTBM搬 入道路の造成に着手し,冬 期間工事を一時中断した後,昭 和

62年4月 24日に工事の再開を行った。昭和62年6月 5日 から現地に搬入されたTBM

は,発 進坑坑口に設けられたTBM組 立スペース内で組立,試 運転等をした後 6月 29日

から掘進を開始した。掘進に伴って発生する掘削ずりは,カ ッターヘッド外周に設けて

あるスクレーパーによりすくい上げられ,機 械後方のベル トコンペヤにより搬送され,

No.5後続台車後方のシャトルカー (1～ 4輌 )で 坑外へと運搬された。このずりは,ず

リシュー トを利用しストックヤー ドヘ運ばれ,ダ ンプ トラックにより土捨場へと運搬さ

れ処理された。昭和63年11月12日に 2.616.3m(軟弱層区間は除く)の トンネルを約8

か月間で掘削し,上 回側にあるTBMの 到達坑に到連した。TBMは ここで分解された

後坑外へと搬出され.坑 内外の掘削関連設備の撤去等も行われ覆工作業に備えた。
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覆工はPIC及 びコンクリー ト吹付ともアーチ部分の施工を完了してからインバー ト

の施工を行った。TBM工 法区間の覆工は平成元年6月 27日に完了し,そ の後,在 来部

覆工の残 りの部分を施工した後,上 回及び下日の横坑を閉そくし,平 成元年8月 24日に

終了した。

5.4.l TBMの 搬入,組 立

昭和62年6月 4日迄にTBM搬 入道路の造成,TBM組 立坑の明り掘削,作 業横坑

及び本坑 (下日より64m間 )の 発破工法掘削,本 坑坑日付近のクレーン及び電気設備

並びに換気設備.ず リシュー ト等の掘削関連設備を設置すると共に,発 進坑坑日付近

の整地を行いTBM荷 おろし組立スペースを確保した。

TBMは 輸送に先立って,工 場で仮組立し,外 観 ・無負荷作動試験等の試験を行っ

た。その後現地における搬入条件を勘案し,掘 削機本体は下記のように分割して輸送

した。

分曽J重量 カッターヘッド     10.Ot

カッターヘッドサポー ト 22.5t

外シール ド

グリッパフレーム

メインピーム

メインモーター

スラス トシリンダ

輸送されたTBMは ,後 続台車を含めて一時青森市内に仮置きされた後,昭 和62年

6月 5日 に現地に搬入した。

まず後続台車群を作業横坑に設置し,そ の後15～20t積 トレーラー3台 と1l tトラ

ック1台に分割積載されたTBMを 現地荷おろし組立現場に運搬した。

TBMの 組立は, 120t吊 トラッククレーンを使用し,TBM組 立坑 (本坑下回水

槽部)に 設けた引込み架台 (図-5.4.1参 照)の 上で,あ らかじめ準備した手順に従

って実施された。

A                                   A一 A断 面

「

A     TBM本

体

／
く
ジ

ヵも

武
，コ
＼

出‖岸十 T

i

3 5 0

|

850

3500

図-5.4.l TBM組 立けん引架台

4 , l t

2 0 . 2 t

5 . 5 t

5 , 4 t

l . 8 t     言+  6 9 . 5 t

A
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5.4.2発進

前記.本 坑下回より64m掘削した点をTBMの 発進点 (TD.Om)と した。本体の組

立完了後,図 -5,4.2に 示す方法で発進位置までTBM本 体の引込み作業を行っ

た。発進位置には,長 さ 9.3mの TBM反 力受け用のコンクリー ト壁を設けるととも

に,切 羽の崩落防止を目的として,H型 鋼 (H-100)により鏡止め支保工を実施し発進

断 面 田

図-5.4.2 TBM本 体引込み状況図

その後,後 続台車用のレールを,TBMの テール部から作業横坑に配置している接

続台草群まで布設替え (TBM横 引き用レールを撤去)し ,後 続台草群をTBM本 体

に引き寄せ,ガ ーダー等でTBM本 体との連結を行った。この状況を図-5.4.3に示

す。TBM本 体から後続台車までの配管及び配線完了後,以 下に示すTBMの 総合

試験を行い,TBMが 正常に作動することを確認し,昭 和62年6月 23日に発進式を行

い6月 29日に本格的な発進を行った。

主要試験項目

① カ ッターヘッドの回転速度及び回転作動圧力の計測他

② 各 種ジャッキの単独作動

③ ジ ャッキの組合わせ相互作動

④ 各 種ジャッキの作動ストローク,作 動圧力,作 動速度の計測他

⑤ イ ンターロック作動確認

⑥ 耐 圧試験

② 絶 縁抵抗試験

③ レ ーザーモニター作動表示確認

に備えた。
  毎杉み
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図-5.4.3 TBM本 体及び後続台車発進時待機状況

5.4.3掘進

本地点では,昭 和62年6月 29日に発進したが,同 年10月2日 に未固結軟弱地山に遭

遇し,TBM工 法を断念し補助工法 (入力掘削)に よらざるを得なかった 8.4か月を

含め約16.4か月 (うちTBM工 法 暦 日 246日.作 業日 203.5日,運 転日 167.5日)

を要し,昭 和63年11月10日に到達した。この間のTBM工 法により掘進 した距離は

2,616.3mであった。

掘進当初 (昭和62年7月 ,8月 )は 掘進方向が大きくずれ,こ の蛇行修正作業に多

くの時間を要し (補助レーザー取付),ま た,切 羽湧水量が増加し,そ のために掘削

能率が下がり対策に時間を要した。

昭和62年9月 は,切 羽湧水が少なく岩盤も安定し,非 常に順調な掘進を繰 り返し

た。本地点における最大月進月はこの月で,月 進 538.8mであった。 9月 10日には

44.88mの最大日進を記録しており,同 年8月 21日～9月 19日の暦日30日間に任意最

大月進 553.24mを 記録した。

しかし,昭 和62年10月2日 ,TD.1,085.Omまで掘進したところで,未 固結な軟弱地

山に遭遇じ,TBM工 法を断念し補助工法 (人力掘削)に 切替え,翌 年の昭和63年6

月迄の約 8,4か月を要して軟弱区間 (==103.7m)の掘削を完了し,TD.1,188.7mから

TBMに よる掘進を再開した。

昭和63年6月 14日に再発進した以降は,ほ ぼ順調な掘進を繰 り返し,同 年11月10日

にTD.2,720m地点に貫通した。この間,作 業国当たり332m/月の平均月進を記録して

い る 。
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|

シャトルカー  6 S t r積

TBMの 掘進に必要な坑内仮設備 (軌条,風 管・給気 ・給水管,排 水管,動 力線

他)や 支保工は掘進作業と並行して延長,設 置された。 (図-5,4.4参 照)

本地点で使用したTBMの 運転には,直 接TBMを 運転するオペレーターが必要で

あり,こ れを含め主として9～ 10人編成で掘進作業がなされた。

図-5.4.4坑 内仮設備配置断面図

支保工は表-5.4.1の 支保工及び覆工管理基準に準拠して施工する計画とした。た

だし,本 地点では当初から同表に示す第 1種断面 (無支保,無 覆工)に 相当する条件

の区間は予想されないため,そ れ以外の4種 類の断面を支保工の実施工に採用するこ

ととしていたが,実 績でも第 1種断面区間は皆無であった。
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5.4.4 TBMの 解体 ・搬出

TBMは 昭和63年11月10日TBM工 法区間の終点 (TD。2,720m,上 回発破工法区間
の下流端)に 到達した。

11月13日・TBM本 体及び後続台車を到達坑から解体坑 (上回作業横坑,坑 日付近
コンクリー ト巻立部)ま で約60m間 をレールに反力受を設け,自 力推進方式で前進移
動した。

11月14日から11月19日の間に,解 体坑にあらかじめ準備されている吊上げ用アンカ
ー金物に対して,10tチ ェーンプロック2個 ,5tチ ェーンブロック6個 , 2.8tウ

ィンチ 1台を使用してTBMを 解体した。

本体は大別して,
・カッターヘッド ・内シール ド ・メインペアリング
・カッターヘッドサポート ・ グリッパフレーム ・ メインモーター

・外シール ド ・メインピーム ・スラス トシリンダ

の9品 目に解体し,付 属の小部品類も含めて清掃を行った後,逐 次坑外に搬出した。

この間にベルコンの解体を行った。

11月21日.TBM本 体解体品の残りを坑外に搬出し,既 に坑外に搬出済の解体品を

含めて積込み・輸送を実施した。

TBM本 体の解体品の坑外搬出,積 込み輸送には,ウ ィンチ 1台 , トラッククレー

ン (60t), ト レーラ (25t)2台 , トラック (1l t)4台 が使用された。

11月22日,23日 の両日,後 続台車解体品をTBM同 様上国作業坑から坑外に搬出
し,積 込み輸送を実施した。この作業には,ウ ィンチ 1台 , トラッククレーン (60t

)1台 , トラック (1l t)7台が使用された。

5.4.5覆工

TBM工 法 トンネルの覆工は,計 画時には表-5.4.1に 示すように,セ グメント断

面以外はコンクリー ト吹付 (普通コンクリー ト吹付及びポリマーセメントコンクリー

ト吹付)を 考えていたが,実 際には図-5.4.5ト ンネル施工断面図に示すように,H

型鋼 リング支保工及びバイプリング (鋼管)支 保工の断面ではコンクリー ト吹付をや

めてPIC型 枠工法に変更した。

この理由は実績のところで後述する。

PIC型 枠工法 (延長 1,206.4m)以外の区間は,ポ リマーセメントコンクリー ト

吹付 (吹付厚40mm,延長 1,384.9m)とセグメントエ (スキンブレー ト厚 3mm,内面

ポリマーセメントコンクリー ト65mm厚,吹 付の上ポリマーモルタル16mm厚コテ塗り,

表面合成樹脂ライエング,延 長25m)が 施工された。

PIC型 枠工法は,PIC版 (ポリマー含浸コンクリー ト版)を 型枠として使用す

るとともに,そ れ自体が,永 久覆工表面となるものである。

このPIC型 枠の板と板との継ぎ目は,PICと 同等の強度を有するエポキシ樹脂

接着剤を使用する。

-305-



第2ほ (a) 第 21E(cl)

第2拒 (c2) 第3に

図-5.4.5 ト ンネル施工断面図

当地点ではこのPIC型 枠をアーチ ・側壁 (上部 3/4断面)に 用いたが,そ の裏込

にはモルタル注入による填充を行った。モルタルの注入に使用した工事用機械は,コ

ンクリー トポンプ (0～ 10ポ/hr)1台,ス クリュークリー ト (3ポ )1台 及びバッテ

リー機関車 (けん引力10tf)1台 である。

PIC型 枠工法断面のインバー ト (1/4断面)は コンクリー トコテ塗 り厚さ85mmを

行い。その上にポリマーセメントコンクリー トコテ塗り厚さ40mmを行った。これらの

コンクリー ト施工に使用した工事用機械は,ス クリュークリー ト (3f)1台 とバッ

テリー機関草 (けん引力 4tf)1台 である。

ポリマーセメントコンクリー ト吹付の配合決定に当たっては,数 種の試験配合によ

り吹付試験を行った結果,

①はね返 りを少なくするためには骨材の最大粒径は小さくした方がよい。

②セメント量を多くしても付着及び粗度の向上はあまり期待できない。

③急結剤の効果はシリカ系・セメント系とも差はないが,粉 塵の発生はセメント系

を使用した方が若千少ない。

という結論を得た。この結論に基づいて決定した配合を表-5.4.2に 示す。
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表-5.4.2ポ リマーセメントコンクリー ト吹付配合表

W / C
・1 8 9 / 3 5 0
( % )

kgf/ポ

セメント 山  砂 砕  砂 水 頻
分

ツ
形

ベ夕
岡

54 350 1342 ０力
宅

う
０ 125+64 53

(注)① 水の64はタベックス原液中の水である。

②スランプは10cm±2cmと した。

③砕砂の最大粒径を8 mmとしたので,モ ルタルではなくコンクリー トと呼ぶ。

④急結剤はセメント系のTロ ックをセメントの 5.2～5.3X使用した。

⑤試験吹付供試体3個 の平均一軸圧縮強度は材令 7日 で144kgf/cm2でぁった。

5.5施 工実績

5.5。1掘 削実績

本地点の計画月進は,本 地点と一軸圧縮強度が類似する他地点の工事実績を考慮し

て計画した。

(1)掘進実績

TBMが 発進してから到達地点に達するまでの延長 2,720mを掘進した状況は,図
-5.5.l TBM掘 進実績図に示すとおりである。

TBMは 昭和62年6月 29日に発進したが,10月 2日掘進距離 1,085mで土砂状の未

固結地山に道遇したため,TBM工 法を変更し,補 助工法として縫地工法による入力

掘削 (ク=103.7m)に よらざるを得なかった。その間約 8.4か月を含めて約16.4か

月を要して,昭 和63年11月10日にTBM工 法 トンネルが貫通した。

表-5,5。1は TBM工 法月進について実績と計画とを対比したものであり,表 -5.

5.2 TBM掘 進実績は,上 記補助工法区間 103.7mを除く,TBM工 法区間 2,616.3

mに ついて月別の実績を示したものである。

表-5.5。l TBM工 法月進計画実績対比表

項 目 暦 日当 た り 作業日当たり 運転日当たり

実績

日 数 246  日 203.5 日 167.5 日

平均月進 319m/月 322m/月 391m/月

計画

日 数 239  日 187.0 日 同  左

平均月進 328m/月 350m/月 同  左

(注)実 績はTBM工 法区間

103.7mを除いた区間)

トンネル延長 2,616.3m(補助工法

についての値である。
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図-5.5.l TBM掘 進実績図

表-5.5.2 TBM掘 削実績

(注)昭 和S2年 7月にはttg和62年 6月29日及び同30日を合む。

運転日数とはTBMに よる掘進を 1ス トロークでも行った日数をいう。

作業日数とは運転日数に加えて坑内外にて掘進に関連する何等かの作業を行った日数をいう.

暦日日数とは作業日数及び非作業日数 (休日)を 含む全ての日数をいう。

運転日当たり平均月進とは,TBM掘 進全長を運転日数で除した値 (運転日当たり平均日進量)に 25日/月 を乗じた値である。

作業日当たり平均月進とは,TBM掘 進全長を作業日数で除した値 (作業日当たり平均日進量)に 25日/月 を乗じた値である。

暦日当たり平均月進とは,TBM掘 進全長を暦日日数で除した値 (暦日当たり平均日進量)に 30日/月 を乗した値である。

掘削期間 昭 和62年 6月29日～昭和63年H月 10日

猷典
木 坑 T BM工 法 区 間    (発 破工法区簡及び来固格区間を除 く 26163m間 )

62   7 62   8 62   3 62   10 63   S 63   7 63   8 63   8 53   10 S3   11 累三十
☆古性平均

掘 進  距  離 244 40 230 27 538 80 11 53 174 50 325 40 103 20 378 90 418 70 130 60 2 616 30

運 転  日  触 215 1 5 H 9 167 5

作 業  日  散 27 5 22 5 275 1 5 185 27 5 203 5

暦 日  日  叡 33 0 31 0 31 9 31 0 246 0

平 均

日進重

運転日
当たり

11 37 15 69 23 43 7 69 13 96 12 76 15 79 18 61 17 41 15 62

日
り

薬
た

作
当

12 90 19 59 11 26 11 33 13 73 15 23 16 33 12 36

日

りた

暦
当

9 35 1796 10 26 10 50 12 63 13 51 13 06 10 64

最 大  日  進 19 40 30 41 44 88 10 18 23 00 24 00 16 60 22 30 24 80 26 20 最大 4483

累計幅進距離 244 40 534 67 1 073 47 1,035 00 1 259 50 1 534 90 1 688 10 2 067 00 2 435 70 2 616 30

最大月進重53880m/月 (昭和62年 9月),任 意月最大月進量55324m/月 (昭和62年 8月21日～昭和62年 9月19日)

最大日進重 4438m/日 (昭和62年 9月10日)

- 308-



以上の実績値のうち,最 大日進 44.88mは昭和62年9月 10日に記録されており,最

大月進 538.8mは同じく9月 に記録された。任意最大月進を調べてみると,こ れも同
年8月 21日～ 9月 19日の間に生じ.553.24mと なっている。

本実証地点では計画時.作 業日当たり平均月進を 350mで計画しており,こ れに対
し予想外に多い切羽湧水に道遇するなどTBM掘 進に制約を受けたにもかかわらず,

作業日当たり月進 322mの実績を記録したことは,TBM工 法の迅速性を実証できた

ものと考えられる。

特に昭和62年9月 10日に記録した日進 44.88mは,作 業日当たりの月進に換算すれ

ば 1,122mという驚異的な速度であり,順 調に掘進し得る条件下での可能性を実証 し

たことになり,今 後のTBM工 法に大きな期待と希望を抱かせるものである。

(2)掘進作業時間構成

図-5.5.2は ,掘 削中の全作業について主作業を表面に出す形で作成した円グラフ

である。

本地点では, 2,616.3m(補 助工法区問セ=103.7mは除く)の 掘削に 203.5日の作

業日で 4,168.3hr(作業日当たり20.5hr)要しており,こ のうち純掘進に 1,077.4hr

を費や している。これは全体の25,9%に 当たり,TBM盛 替とリセットを含めた

稼働率では37.4%であった。この他の作業で時間比率の高いものは,計 画時に主作業

として予測していない トラブルや機器の改良などのその他作業 (13.7%),入 退坑

(7,8%),及 びTBM調 整 (6.2%)の 順になっている。

また,図 -5.5.2下 段の表は,各 主作業と同時に行っている主な主作業と,そ の作

業時間の全作業時間 (4,168.3hr)に 対する比率を表わしたものである。例えば,

注 1の 15.7%は ,純 掘進,TBM盛 替. リセットの主作業比率37.4%の うち,15。7%

が軌条延長・風管延長.及 びリング支保工作業との並行作業で行われており,残 りの

21,7%が単独で行われたことを表わしている。

実証試験の実績に基づき.掘 削時の作業項目を19項目に再整理したうえで,各 作業

項目ごとの 1回当たりの所要時間 (掘進サイクルに影響を与える時間で,従 作業は除

く)を 求め,表 -5.5.3に 計画時に推定した値と対比する。なお,参 考として他の施

工実績を加味した所要時間を提案値として表中に載せた。

(3)掘削作業人員

掘削時の作業人員は,平 均的編成が9人 であるが,作 業内容により7～ 13人とかな

りの幅があった。

累計作業時間としては9人 体制が最も多く,10人体制がこれに次いで多くなってい

る。

また。平均日進から見ると,10人体制の時が最も日進を出しているが,こ れは平均

的な編成の9人 より1人多いため日進が大きくなっているのではなく,10人 になって

いる区間の多くはTBM掘 進速度が早いため,後 方作業が追いつかず増員したもので

ある。

表-5.5,4に 9人 体制の時の標準的な人員構成を示す。
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(4)掘進方向偏差

工事着工に先立ち、工事請負者では事業者から指示された測量基準点及び水準点を

もとに導水路の中心線、作業横坑の位置を確認するとともに、工事に必要な基準点及

び仮BMを 設置した。この基準点をもとに掘進を行い、坑内には100mごとに位置及び

高さを示すダボ (坑内基準点)を 設け測量の基準とした。

TBMの 掘進に当たり、直線部では、TBM本 体後方に取付けた方向検出器 (レー

ザー光線)に より方向を確認しながら掘進することとなっていた。しかし、レーザー

光線が受光板に至る経路をNO.1ベルコンプーリ部が遮断することとなり、TBMが 蛇

行する原因となった。そのため、レーザーが遮断されたベルコンのモータープーリフ

ランジを30mmカットするなどの改良を行うとともに、補助レーザーも取付けられた。

しかし、その後も左右への変動が見られた。

曲線部では、TBMス テアリングマニュアルの表に従ってTBMの 運転が行われ

た。なお、約10m掘 進ごとに、通常の曲線設定法 (トランシットによる)に よって直

線 (タンジェント方向レーザー光線)と の離れがチェックされた。また、本地点で

は、設計カーブの内側に入らないよう (S字 型にならないよう)注 意しながら運転さ

れた。

この結果、本地点では次のような結果となった。

水平方向では、掘進当初レーザー光線が遮断された結果右側に35cmずれ、この支障

個所を改善した後、TD.500mまで計画線を右にずらして掘進されたが、その間も左右

への変動が大きかった。TD.500m以後、徐々に本来の計画線に戻すような努力がなさ

れ、TD.1,000m付近で計画線に復帰しているが、その間でも左右への大きな変動が見

られる。

補助工法区間 (人力堀削区間)以 後再発進してから、すぐ右方向に約20cmずれ、計

画線に復帰させようとして逆に左方向へ大きくずれてしまった。TD.1.500m付近で計

画線に復帰 し、その後多少のずれはあるものの、到連点ではほぼ計画線に沿ってい

る。水平方向の偏差は以上のとおりであるが、通水上鉛直方向の偏差に比べれば特に

問題にはならない。

次に、鉛直方向についてであるが、この偏差が大きくなると通水量確保上不足を生

じる恐れがある。実績では、下方向最大105mm,上方向最大85mmと若千多い箇所もあっ

たが、通水量確保上問題は全くなかった。

これらの掘進方向偏差の推移を図-5.5.3に 示す。
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表-5.5.3作 業項目ごとの所要時間

作 業 項 目 作 業 頻 度
1回 当たりの所要時間 (分)

備 考

実  績  値 計 画  値

1 純 掘 進 サイクルごと
(平均)

23 2

(平均)

28 6

2 TBM盛 替  リ セ ット サイクルごと 10 3 6

3 ケ ー ブ ル 延 長 l m 当 た り 3

4 坑内キュービクル据付 l m 当 た り 2

5 その他坑内仮設備延長 l m 当 た り 3

6 金 網 取 付 l m 当 た り 37 0 ll

セグメントエは裏込
作業のない場合

7 リ ン グ 支 保 工 1 基 ご と 10 0

8 セ グ メ ン ト エ 1 基 ご と 20 0

9 カ ッター 摩 耗 量 測 定 l m 当 た り 0

カ ッ タ ー 取 替 え 1 個 当 た り 45 3

1 1 T B M   調  整 l m 当 た り 2 5

1 2 シ ャ トル カ ー 整 備 l m 当 た り

120分/日13 そ の 他 機 器 整 備 l m 当 た り 1 7

14 始 業  終 業 点 検 作業日当たり
234分 /日

(18分/r)

15 担」 塁 l m 当 た り 2

ず 搬 出 l m 当 た り 0

1 7 始 業 打 合 せ 作業日当たり 4 2 7

入 退 坑 作業日当たり 96 0

19 そ の 他 作業日当たり 170 1 46 5

表-5.5.4掘
削時作業人員構成 (1方 当たり)

職 種 員数 作 業 内 容

トンネル世話役 作業全般指揮,安 全監視

トンネル特殊工 ０
０ TBM運 転,バ ッテリー機関車運転及び支保

工建込み

トンネル作業員 3 支保工建込み手元及びレール,給 気,給 水,
排水,風 管の延長並びにシャトルカー操作,
坑内外の資材運搬

特 殊 作 業 員 1 坑外ずり捨桟橋保守及び坑外資材搬入段取 り

電 工 1 坑内外機器 ・電気設備の点検,保 守

エ
ー

一
≡

ロ 9
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も.5.2支保工実績

TBM工 法区間の支保工は,先 に述べたように,4種 類 (無支保,金 網・ リ ング支

保,セ グメント)で 対応することとしていたが,実 施工でもこの4種 類となった。た

だし,数 量的.内 容的には計画に比して大きな変更がなされた。特にリング支保工に

新たにパイプリング支保工を採用し長区間に亘って設置されたことが大きな変化であ

った。

これは,流 紋岩の区間は変質のため肌落が顕著で,こ れを防止する目的から,H型

鋼 (H-100X100X6X8)リング支保工より軽量なもので耐力的には十分であること,作 業

性が良好で費用も安いことなどからパイプ (鋼管φ76.3mmt・3.2m市,1部 φ89.lmm,t=

4.2mm)リ ング支保工を使用したものである。金網や新素材網を試験的に使用してみ

たが肌落を抑えきれなかった。

支保型式ごとの設置延長を岩盤分類別に集計した結果及び支保工型式ごとの設置延

長と計画時との対比を表-5.5.5に 示す。

表-5,5,5岩 盤分類別支保工区分

単位 :m(%)

岩 盤 分 類 無 支 保 金網取付 H鋼リング Aイブリング セグメント 計 の
類

時
分

画
盤

計
岩

W本
139 8

( 5 . 3 )

1 8 2

( 0 7 )

irJ8 0

( 6  0 )
軟岩 H

1,430 0

6 2的

WEl
799 1

的0的

56 9

Qカ
856 0

0 2 n
軟岩 I

160 0

( 5 9 )
Ws2

435 0

( 1 6 7 )

5 0

m 2 )
30 0

( 1 . 1 )

470 0

( 1 8 0 )

683 5

セ61)
683 5

061)
軟岩 II

?20 0

0S助

Rc,
2 1 4 4

は.分
154 1

6引
368 5

( 1 4 1 )
歌岩 I

330 0

( 1 2 1 )

粘  土

Otr
3 1 4

( 1 2 )

1 5 1

( 0 6 )

2 5  0

( 1 . 0 )

7 1 5

0例
Otr

md

任

Ｈ

5 0

0 2 )
8 8

0〕
n d

エ
ー

1,405 3

●30
5 0

0 . a
338 4

( 1 2 .い
842.6

G2a
2 , 6 1 6 3

は00い
計

2,720 0

は00 0

計 画 時 の

支保工区分

2 , 1 5 0 _ 0

口9'
395 0

は4 9
120 0

“り
55_0

0り
2 , 7 2 0  0

は00い

(注)① 岩盤分類別のOtrは古期段丘堆積物.mdは泥流堆積物である。

②粗粒凝灰岩及び流紋岩の岩盤分類を表-5.5,6及び表-5.5.7に示す。

③ ( )内の数字はTBM掘 進実績 2.616.3mまたは計画TBM工 法区問 2,720

mに 対する百分率を表わす。
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表-5.5.6粗 粒凝灰岩岩盤分類

表-5.5.7流 紋岩岩盤分類

記号 の 徴特質地

WA

ハンマーの軽打によって砕 くことができない。指圧によって変形 しない。ハンマーの

打撃によって金属音を発する。

岩芯は新鮮で,書けれ日沿いの一部には,風 化が認められることもある。

WEl

ハンマーの軽打によって変形するか,あ るいは砕 くことができる。ハンマーの打撃に
よって半濁音を発する。

岩芯は新鮮で一般に灰色を示す。割れ日の一部には,風 化あるいは流入粘土が認めら

れる。

llV 8 2

ハンマーの軽打によって変形するか,あ るいは砕 くことができる。ハンマーの打撃に

打撃によつて半濁音を発する。

岩芯は微風化 しており,赤 褐色を示す部分が多い。割れ日沿いには風化あるいは流入

粘上が認められる。

VV c

ハンマーの軽打により容易に砕けるか,あ るいは指圧によってつぷすことができる。
ハンマーの打撃によって濁音を発する。

岩芯.割 れ目沿いとも風化 しており,流 入粘上が普通に認められる。

記 号 イ数4寺の質地

R^
造岩鉱物

やが風化 ・変質していない新鮮なもの。割れ日はよく密着し,そ の面に沿う

風化はない。ハンマーで打診すると澄んだ音を出す。

R8
造岩鉱物は部分的に多少風化 ・変質するが岩質は堅い。割れ目は密着。ハンマーで

打診すると澄んだ音を出す。

R  c H

造岩鉱物は風化しているが者質は比較的堅い。一般にかっ鉄鉱などにより着色。岩塊

間の結合力がわずかに減少し,ハ ンマーの強打で岩塊が割れ目に沿つて剥離する。割
れ目に粘上をはさむことがある。ハンマーで打診すると少し濁つた音がでる。

R cM

造岩鉱物は風化し,岩 質も多少柔らかくなる。ハンマーの普通の強さの打撃で岩塊が

割れ日に沿つて景4離する。割れ目に粘土などをはさむことがある。ハンマーで打診す
ると多少濁った音がでる。

R ct
造岩鉱物は風化 し,岩 質も柔らかくなる。ハンマーの軽打で岩塊が割れ目に沿って剥
離 し,割 れ日面に粘上が残る。ハンマーで打診すると濁った音がでる。

R。

造岩鉱物は風化し,柔 らかか,岩 質も著 しく柔らかい。岩塊間の結合力は,ほ とんど
ない。ハンマーでわずかに打つだけで崩れる。割れ目には粘土をはさむ。ハンマーで

打つと著 しく濁つた音がでる。

(土木学会 :土木技術者のための岩盤力学 1975)
'石

英を除 く他の造岩鉱物
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5.5.3覆工実績

TBM工 法区間の断面区分は,無 支保でポリマーセメントコンクリー ト吹付厚40mm
の第 2種 (a)が,計 画では 2,150mとTBM工 法区間全長 2,720mの79.1%を占めて
いた。しかし実績では 1,384,9mとTBM工 法施工全長 2,616.3mに対し52.9%に と
どまった。

このことは,流 紋岩区間に 720m計 画していた無支保の第 2種 (al断面が無くな
り,全 部 リング支保工区間に変更となったためである。

金網支保工区間に普通コンクリート吹付厚40mm,ポ リマーセメントコンクリー ト2

次吹付厚40mmの第2種 (bl断面は 395m計画されていたが,金 網支保工がほとんど施
工されず,こ の断面は取止めとなり全く施工されなかった。

支保工の施工実績のところで述べたように,計 画では粗粒凝灰岩区間にはリング支
保工の設置を考えていなかったが,実 績では約 105m間にリング支保工 (H型 鋼)が
設置された。

また,計 画では流紋岩 (変質)区 間に 110mしかリング支保工区間を見込んでいな
かったが,流 紋岩 (変質)区 間の全長 1,052mに亘ってリング支保工 (H型 鋼及びパ

イプ)が 設置されたため,当 初計画より通水断面積が小さくなる区間が非常に多くな
った。

更に,流 紋岩 (変質)区 間は地山の状態から吹付覆工は不適当と判断された。
したがって, リング支保工区間は,コ ンクリー ト吹付工による第 2種 口 断面であ

ったのを変更し,全 てPIC型 枠工法により施工した。

このPIC型 枠工法区間のうち,H型 鋼 リング支保工区間の断面区分を第 2種 (cl)
パイプリング支保工区間の断面を第2種 (c2)とした。

PIC型 枠工法には,

① PIC板 は吹付コンクリー トよりも粗度係数が小さく通水容量確保上有利であ
る。

② PIC板 が型枠でもあり,覆 工内面も兼ねるので施工速度が早い。

③耐酸性・耐摩耗性に優れている。

等の利点がある。

第 3種 断面はセグメント区間であり,計 画時には延長55mを 見込んでいたが,実 績
では25mに とどまった。

実際に施工されたTBM工 法区間の断面は,第 2種 (a),第2種 (cl),第2種 (c2).
第 3種 の4種 類であり,先 に掲げた図-5.4.5に 示すとおりである。

表-5.5.8は ,岩 盤分類別に覆工断面区分の長さを集計したものである。岩盤分類
Otrは 古期段丘堆積物,mdは泥流堆積物である。

その他の岩盤分類は,前 掲の表-5.5.6,表 -5.5.7を 参照されたい。
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表-5.5.8 岩 盤分類別覆工区分
  単 位 :m(%)

岩盤分類 第 2種 (a) 第 2種 (cl) 第 2種(c2) 第 3種 計

WA
l Z Z . U

〔4 . 6 )
3 6 . 0

( 1 . 4 )

i b b . U

〔6 . 0 )

WBl
7 8 4 . 2

(30,0)

7 1 . 8

( 2 . 7 )

8 5 6 . 0
〔32.7)

WB2
470.0
〔1 8 . 0 )

470.0
〔1 8 , 0 )

RcM
683.5

(26.1)

6 8 3 . 5

( 2 6 . 1 )

RcL

2 1 4 . 4
( 8 . 2 )

154`1

( 5 , 9 1

368.5
〔14,1)

Otr
8 . 7
〔0 . 3 )

37.8
{ 1 . 5 )

2 5 . 0

1 1 . 0 )

7 1 . 5
〔2 . 8 )

md
3 . 8
1 0 , 1 )

5 . 0
( 0 . 2 )

8 . 8
( 0 . 3 )

計
1,384.9

〔52.9)
3 8 3 . 8
〔1 3 , 9 )

8 4 2 . 6

( 3 2 . 2 )

2 5 , 0

( 1 . 0 )

2 , 6 1 6。3

( 1 0 0 . 0 )

注)( )内 の数字は,TBM工 法掘進全長 2,616.3mに対する百分率を示す。

5.5.4主要品の消費実績

(1)カッターリング消費量

カッターリングの消費量は当初計画値に比べ少なく,0.014個 /ポ と計画値0,020

個/ポ の71%の消費量であった。

センターカッターハプの消費量は0.0004組/ボ で計画値の0.0006組/ポ の約67%,

ディスクカッターハブの消費量は00035組/ボ で計画値の0.0056組/ポ の約63%と そ

れぞれ計画値を大幅に下回る実績であった。

この内訳とスクレーパーの消費実績を表-5,5,9に示す。.

表-5.5.9 カ ッターリング等消費実績

種 月J
当 初 取 付
個 数

の
数

中
個

進
換

掘
交 消 費 量 計

掘進 1ボ当
たり消費量

センターカッターリンタ 4個 1 8 個 2 2 個 0.0014 布ヨ

周 辺 カッターリング 2 0 個 188 1ヨ 208 1ヨ 0.0128 1ヨ

計 24 付ヨ 206 打』 230 1ヨ 0.0142 1』

センターカッターハブ 2組 4組 6組 0,0004 翔巳

ァィスクカッターハブ 20 糸8 37 糸& 57 剰巳 0,0035 糸巳

ス ク レ ー パ ー 4組 28 糸畳 32 糸巳 0.0020 糸思

注)掘 進 1ボ当たり消費量=消 費量計キ掘削土量 (16,205ポ)

TBM総 掘進延長=2.631.7m(TBM掘 進後退15.4mを含む)
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(2)電力消費量

トンネル掘削に使用した電力量は表-5。5.10に示す設備のうちのTBM関 連と付帯
設備関連及び全体について記録されており,そ の他設備については全体からTBM関

連と付帯設備関連を差引して算出した。

表-5.5.11はこれを月別に整理したものである。

表-5,5.10 設 備内容

設 備 名 内 容

T B M 関 連
TBM本 体.排 水ポンプ (TBM本 体と後続台車の中
間部),TBM本 体付属ベルコン・シャトルカーのチ
ェーンコンペア (ずり積込み時)

付帯設備関連 運搬設備,濁 水処理設備 (坑外),そ の他

そ の 他 設 備 坑内排水ポンプ・坑内照明,坑 内外送風機,コンルッサー

表-5.5.1l TBM工 法月別使用電力量 (単位 ;kWh)

年  月
進
＞

掘
＜ｍ

ＢＭ
長

Ｔ
延

T B M 関 連 付帯設備関連 そ の 他 設 備 合   計

62年 7月 244_40 10,920 7,700 20,110 38,730

8月 290 27 15,630 10,300 39,200 65,130

9月 538_80 31,285 13_400 47,205 91,890

10月 11_53 945 600 3,385 4,930

63年 6月 174_50 12,360 7,860 43,630 63,350

7月 325_40 25,255 15.700 99,715 140,670

8月 103_20 10,918 14,300 116,512 141,730

9月 378_90 18,577 15,700 106,513 140,790

10月 418,70 22,550 15,700 118,740 156,990

11月 130.60 8,260 4,830 33,600 46,690

実績合計 2616_30 i56,700 ↑06,090 628,6,0 891,400

計  画 2720,00 322,323 37,016 497,688 857,027
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5.6 TBMの トラブル

本地点の実証試験においては,掘 進距離1,085m～1,188.7mまでの103.7m間は未固結な

軟弱層に遭遇し,こ の間はTBM工 法を変更し,補 助工法として主として 「人力掘削方
式の薬液注入上半先進ショー トベンチ交互併進縫地工法」により掘削を行った。

この補助工法はTBM工 法とは別個なものでありTBMの トラブルを論ずる範囲外の

ものと考えられる。

ここではTBM掘 進中に予測しない機械的な要因,地 質的な要因及びその他蛇行修正

やシャトルカー脱線等の要因により掘進を停止せざるを得ず,掘 進サイクル (純掘進,

盛替・ リセット,坑 内設備の延長,ず り搬出及びカッターリング交換等の作業の繰 り返
し)に 悪影響を与えた項目をTBMの トラブルとして捉えた。

本地点でのTBM掘 進2,616.3mに要した作業時間は図-5.5.2に 示すとおり4.168.3

時間であった。このうちTBMの トラブル時間を

① 機 械的要因

計淑1機器,電 気系機器.油 圧系機器,TBM本 体及びずり搬出系機器の故障発生

のため修理を終えるまで掘進停止となった時間。

② 地 質的要因

工場水源渇水対策,突 発的大量湧水処理対策及び歌質地山に起因するグリッパ反

力対策等のため掘進停止となった時間。

③ そ の他要因

蛇行修正作業.シ ャトルカー脱線,給 排水 ・風管 ・照明破損修理及び過負荷 トラ

ブル等のため掘進停止となった時間。

に分類整理して図-5.6.1に 示す。

図-5.6.1を 見るとその他要因での蛇行修正が最も多くの時間を占めており,次 いで

地質的要因のうち湧水処理に多くの時間を費やしている。

機械的要因の中ではベル トコンベヤ関係のトラブルが最も多くなっている。

その他要因での蛇行修正作業は,当 地点の地山が軟質であるという地質的要因も関係
があるが,方 向制御機構が敏感で操作に習熟し難い面があったことから生じたものと考

えられる。実態としては通水量確保上問題は全くなかった。

地質的要因のうち湧水処理については,突 発的な大量の切羽湧水の発生により,こ れ

に対処するために行われた作業である。

また,工 場水源池渇水対策は,本 地点での特殊事情のものである。

機械的要因の中でのベル トコンペヤ関係のトラブルは,当 地点では水を含んだ軟質の

岩盤地帯が多かったためと考えられる。

以上の トラブルに対し.対 策や改良がなされた主なものについて以下に述べる。

① TBM掘 進方向蛇行防止対策

本地点のTBMに は,運 転の容易化を図るために方向検出器が装着されている。

計画段階では,方 向検出の基準となるレーザー光線の経路を確保するために、本体

及び後続台草間に150X150mmの 空間を予定していたが,実 際の工事ではNO.1ベル

コンプーリ部で150×80mmの空間しか確保できず,そ のためレーザー光線が遮断さ

れたNO.1ベルコンプーリフランジを30mmカットするとともに,40mm左側にオフセッ
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卜を行う等の改良を行うとともに,補 助レーザーを採用した。

これらの対策により,直 後の400m間は当初ほどの蛇行はなかったが,そ の後再び
TD.450～1.500m間でやや大きな水平方向の蛇行が見られ上述の改良のみでは完全な
効果が得られなかった。

② 工 場水源渇水対策

掘進TD.1,212.5mとなったところで急激に切羽湧水が発生し1,2502毎 分を記録
した。更に 1,227.8mまで掘進したが地上の工場水源地の湧水量が急激に減少した
ため同工場に対し水の運搬供給を実施した。最終的には抜本的対策として, トンネ
ルに隣接した地下水脈を利用する地下水槽築造作業が坑内から行われ,こ れを代替
水源として同工場に給水を行つている。

③ TBM本 体グリッパフレーム後傾の改良

本工事のTBM発 進準備段階と同時期に稼動していた他地点のTBMの 状況から

見てグリッパシューを張り出した時に,接 地点がスプリングラインより下方200mm

以上であるため,グ リッパフレームがスラスト荷重により後傾する恐れのあること
が判明したのでTBM発 進直後次のような改良が行われた。

まず.ス トッパの板厚を32mmから38mmと厚くすることにより,グ リッパフレーム

上部のス トッパと坑壁との隙間を少なくし,次 に,グ リッパシューに4条 の硬化肉
盛を実施した。これらの改良の結果,接 地点がスプリングラインより下方200mm以

上であったものが50mmとなり,グ リッパフレームの後傾を事前に防止することがで

きた。

注)口 中の11字は掘削サイクルに影事を与えたトラフル時間

を表わし { )の 数字は全 トラブル時間 (290 Shr)に

対する比率を表わす。

図-5.6.1ト ラブルの内訳及び損失時間

シャトルカー

紳繊
お向
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5.7発 破工法との工事費比較

工事の完了に伴い実績を踏まえて (補助工法103.7m区間を除いて)工 事費の見直しを

行った。比較するTBM工 法は,A案 のほか参考としてB案 も検討した。

本地点では,主 として肌落の著しい流紋岩 (変質)地 帯 (約1,200m)にPIC工 法が

採用されたが,こ れは本地点が酸性河川取水という特殊事情もあったためである。

A案 は上記特有事情を除外して,PIC工 法の代わりに覆工を同じ内径のコンクリー

ト巻立とした場合について見直したものである。また,B案 は実績どおりPIC工 法を

採用した場合について見直したものである。

比較する発破工法はトンネル断面を4R馬 蹄形.支 保工 (H-100× 100× 6X8)建

込み間隔を1.5m及び1.2mの2種類とし,そ れに対応して覆エコンクリート巻厚をそれぞ

れ25cm及び30cmとした当初計画に対しTBM工 法の断面種別の実績に合わせて,断 面種

別区間の見直しを行った。

検討の結果は表-5,7.1に 示すとおりである。計画時は表-5.7.1の ( )内 に 示

す。計画発破工法の工事費の計を 100(但 し諸工事は枠外)と して見直した発破工法が

102.7T BM工 法A案 が81.3となりTBM工 法の方が20.8%安価であった。

計画時に比べ,TBM工 法の有利性はやや低下したが,こ れは主としてTBM工 法で

の地質の実態によるリング支保工区間の増加及び吹付コンクリートから巻立コンクリー

トヘの見直し区間が約 1,200mにも及んだことが,元 来覆工を巻立コンクリートで計画

している発破工法の見直しに比べれば費用の増加した割合が大きかったためである。

TBM工 法 (B案 )で は,費 用のかかるPIC工 法を用いているにもかかわらず。当

初計画発破工法の100に対して95.1となり,見 直した発破工法102.7に対して7.4%安

価となった。

また,無 事故であったことも加えて,TBM工 法が発破工法に比べ安全性,経 済性に

優れていることが実証できた。

5.8今 後の展望

本工事の掘削実績は,未 固結な地層に遭遇し補助工法の採用を余儀なくされた区間を

除き,TBM工 法区間については,平 均月進 322mとかなりの高速掘進性を実証した。

今後,方 向制御のための測量機能の一層の改良,ず り搬出待ち時間をなくすための常

置バンカー トレーンの配置及び切羽湧水時砂泥化したずりの搬出効率の高いベル トコン

ベヤの開発もしくはビストンディスチャージャの採用等TBMの 稼働率の向上を図るこ

とによリー層の高速掘進と経済性が得られるものと期待される。

-320-



(1)発破工法
T B M 工 法

備 考
A 案 B 案

I 直 接工事費 7 4 9 { 7 2 .〕 544 “ 8.3) 65。1

トンネルエ事 749{72.2) 544 “ 8.3) 65 1

1)本 水路 6 4 . 9 ( 6 2 7 ) 4 4 2  ( 3 9 . 1 ) 54 4

① 掘  削 3 2 2 ( 3 1 1 ) 2 9 , 7 ( 3 0 . 2 ) 29 7

② 支 保工 6 9  に , 9 ) 3 . 8  ( 1 . 1 ) 38 材料費のみ

③ 覆  工 233 確 2.5) 9 6  G 8 ) 1 9 8 清掃含む

④ そ の他 2 5  ( 2 . 2 ) 1 1  ( 1 0 ) 1 1
ずり運搬, トンネル
湧水対策

2)作業坑,付 帯設
備,雑 工事

1 0 . 0   的 5) 1 0 2  伸 3 ) 10_7 坑内外の設備費

H 共 通仮設備 5 5  ( 5 鋤 8 4  は 0 )

lll 現場管理費 1 0 9 ( 1 0 3 ) 8 9  脩 0 ) 10 2

IV 一 般管理費 8 9  衛 _ 5 ) 6 9  ( 6 3 )

V 電 力 料 2 5  伸 6 ) 2 7  セ 8 ) 2 7

言十 (Σ I～ V) 1 0 2 7 ( 1 0 0 0 ) 8 1 , 3 ( 7 4 0 ) 95 1

VI 諸  工  事 3 6  “ . 7 ) 5 1  “ 9)

合計 (Σ I～ VI) 1 0 7 6 ( 1 0 4 , 7 ) 8 6 4 ( 7 8 , 9 ) 100.4

表-5.7.1 発 破工法とTBM工 法との経済比較表

注 1:A案 とは,実 績のPIC工 法相当区間を,同 じ内径のコンクリー ト巻立とした場合であり,
B案 とは,実 績による見直し案でPIC工 法 (1,206.4m)が 採用されているものである。

注 2:表 中の数値は各の単位m当 たり工事費に対し,計 画時の (1)発破工法の計を 100とした指数

である。なお,( )内 の数値は計画時に求めた値である。

注 3:土 捨場工事費は両工法共含まない。また,TBM工 法の実証試験費及びポリマー費も含まな
い 。

- 3 2 1 -



第 8 章

第 1節  技 術の概要

余水路省略 とヘ ッ ドタンクの小規模化

1 1

1

1 .

1 . 6 ヘッ

1 6 . 1

1 , 6 . 2

1 6 . 3

1 . 6 4

1 . 6 . 5

1 , 7 ヘッ

余水路省略の基本構想

1. 1余 水路省略の分類

327

327

327

330

331

331

333

337

337

340

341

342

345

347

347

349

349

353

353

353

354

354

354

355

357

357

358

1.2余 水路省略の可能性 の見極め

12余 水路省略のための検討

1 . 2 , 1項 目及 び手順

1 , 2 . 2 対 策

13各 構造物の設計指針

1 3 . 1取 水設備

13 2導 水路

1 3 3 ヘ ッドタンク

1.34放 流バルプと減勢工 (フランシス水車地点)

15余 水路省略の参考事例

1.51土 木設備のみで対応 した発電所

1542機 械設備 との併用により対応 した発電所

1 . 3 5ペ ル トン水草

14運 転操作 マニ ュアル

14 1自 動運転操作

14 , 2手 動操作

1. 4 3操 作 フロー

ド タ

ヘ ッ

ヘ ッ

ンクの小規模化の基本構想

ドタンクの諸元

ドタンクの水面積

ヘ ッ ドタンクの容量

起動時の安定計算

設計上 の留意事項

ドタンクの小規模化の参考事例

-323-



第 2節  実 証試験結果 (新内川第二地点) ｎ
Ｊ

一ｂう
Ｄ

ｎ
Ｊ

Ｅ
Ｊ

０
０

９

　

９

　

９

一ｂ

　

５

　

５

３

　

３

　

３

2 . 1は じめに

2.2発 電所概要

2.2 1発 電所の概要

2.2 2地 点の特性

2.3実 証 プラ ン トとしての基本構想 359

360

360

361

363

363

364

364

364

365

365

365

367

367

367

368

368

368

369

369

370

371

2 . 4 設

2 . 4 . 1

2 4 2

2 , 4 3

2 . 4 4

取水設備

ヘ ッ ドタンク

放流バルブ

運転制御方式

十一言
Ｈ

25実 証試験

2.51取 水設備の 自動動作試験

2.5.2河 川水位上昇試験

25.3水 車 自動起動 ・停止試験

254発 電所事故時の放流パルプ動作試験

2, 5 5再 並列確認試験

2. 5 6水 調運転試験

25 , 7ヘ ッ ドタンク容量試験

25 8減 勢工の減勢効果試験

2. 5 9導 水路のライエ ングコンク リー ト内部応力試験

2.5.10総合試験

2.5.11導水路内抜水点検

26経 済性評価

2.61対 象設備の選定 と在来設計

2.6.2経 済性の比較

27総 合評価

第 3節  実 証試験結果 (大鹿地点) 372

3723 1 は じめに

-324-



3.2発 電所概要

3.3実 証プラン トと

3.3 . 1土木設備

3.3 2機 械設備

3.2 . 1発電所の概要

3.2 . 2地点の特性

しての基本構想

372

372

372

372

374

374

374

374

377

377

378

379

879

379

379

382

382

382

382

382

382

382

382

382

384

386

3 4 設

3 . 4 . 1

3 4 2

3 . 4 . 3

3 . 4 . 4

取水設備

ヘ ッ ドタンク

ペル トン水車

運転制御方式

計

3.5実 証試験

3ゃ6経 済性評価

37総 合評価

3,5.2河 川水位上昇試験

35.5再 並列確認試験

356デ フ レクタ確認試験

3.5,1取 水設備の自動動作試験

3 . 5 3水 車 自動起動 ・停止試験

3 _ 5 4発 電所故障時のデ フ レク夕動作試験

3.58ヘ ッ ドタンク容量試験

35,7水 調運転試験

35,9総 合試験

3.5。10導水路内抜水点検

36.1在 来設計の考え方

36.2事 業費の比較及 び経済性評価

-325-



第 1節 技 術の概要

1.1余水路省略の基本構想

1.1.1余水路省略の分類

余水路の省略は,余水による河川の水位上昇や トンネル内水圧による影響の程度に

よって,土木設備のみで対応できる場合と機械設備との併用で対応できる場合とがあ
る。すなわち,河川水位変動が規制値内である時,又 は,ト ンネル内水圧により生じ
るコンクリー トの引張応力が,許容引張応力の基準値を満足する場合には,上 木設備
のみで余水路を省略することができる。

また,満 足しない場合は,土木設備での対応に併用し,フ ランシス水車地点におい

ては放流バルプによる放流をペル トン水車地点においてはデフレクタによる放流を行

うことにより,同 様に余水路を省略することができる。

(1)余水路省略による水理現象

余水路を省略した発電所では,負荷遮断により水車が停止した場合や洪水時には,

水路系において従来の余水路を設置した場合と異なる水理現象を生じる。一例として

負荷述断により水車を停止した場合について模式図 (図-1.1.1及 び図-1.1.2)に

より説明する。

図-1.1.1は 従来の余水路が有る場合の模式図である。この場合,通 常の発電時で

ある (a)の状態から負荷述断により水車が停止すると,ヘ ッドタンク水面は上昇し余

水路からの流下が始まる。

発電停止時である (b)の状態になると,最終的には発電取水量分が余水路に流れ,
ヘッドタンクでは余水路越流水面で安定し,こ の水位が トンネル内の背水面を形成す
る。通常この背水面は導水路 トンネル内で終わり,沈 砂池余水吐きまでは影響しない

場合が多い。また,こ の最終安定水位では通常 トンネルは被圧しないよう設計される。

図-1.1.2は 余水路を省略した場合の模式図である。この場合通常の発電時 (a)の

状態から負荷述断により水車が停止すると,特 に対策を講じない限りにおいては,ヘ

ッドタンク水面は上昇する。

(b)の状態では余水路がないため,ヘ ッドタンク水面の上昇に伴い,余 水が段波と

なって上流に遡上する。水路条件によっては,最初は開水路状態で,そ の後水路内を

充満しながら遡上する 「押込み段波」の現象が生ずることもある。

段波が沈砂池余水吐きに到達すると,こ こから越流して下流河川に流下し,そ の越

流量は徐々に増加して,最終的には発電取水量の全量となる。

最終の (c)の状態になると,沈砂池余水吐きの越流水位と,ヘ ッドタンク水位は等

しくなる。洪水時に発電を停止する発電所において,取 水口制水ゲー トが開の場合に

おいても,ヘ ッドタンクの水位は沈砂池余水吐きの越流水位と等しくなる。
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取水口 沈 砂池 導水路 トンネル ヘ ッ ドタ ンク

余水路
中

取水 ダム
一

Ob(河 川維持流量)

図-1.1.1余 水路有りの場合の負荷遮断時の水面変化 (模式図)

(a)発 電時の水面

発電停止時の水面
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取水口 沈 砂池 専水路 トンネル

(b)発 電停止時の水面

ヘ ッ ドタ ンク

ムP

取水/ ム
中

取水 ダム
中

‐―O btt Op

(c)最 終の水面

図-1.1.2余 水路省略の場合の負荷遮断時の水面変化 (模式図)

(河川維持流重)

(a)発 電時の水面
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(2)余 水路省略による問題点

余水路省略による問題点は以下の通りである。

① 沈 砂池余水吐きからの余水の放流による河川水位の上昇

②  ト ンネルの内水圧による被圧

③ ヘ ッドタンク水位の上昇

④ 水 路への流入土砂の排除

⑤  ト ンネル湧水の処理

(3)余 水路省略の対応策

(a)土 木設備のみで対応できる場合

負荷遮断によって生ずる余水を,取 水日制水ゲー トの段階閉操作によって河川ヘ

放流する場合 ,取 水口下流の地形条件や トンネル空容量の利用による段階放流によ

り,河 川水位の上昇を規制値 (30分に30～50ctll)以下にすることができ,か つ トン

ネル内水圧に対するトンネルの安全性が確保できる場合には,土 木設備のみの対応
で余水路を省略することが可能である。

また,ト ンネルを補強することにより安全性が確保できる場合には,土 木設備の

みの対応に加えて トンネル補強することで,同 様に余水路が省略できる。

特に最小掘削断面の水路でも,流 量が小きく断面に余裕のある場合の トンネル内
水圧は,ト ンネル勾配を可能な限り緩勾配とすることによって軽減することができ,
これより,使 用水量が比較的少ない地点の場合には,土 木設備のみの対応で容易に

余水路省略の可能性がある。

なお,余 水路を省略する場合には,在 来設計に加えて,ヘ ッドタンクの嵩上げ,
トンネル出日付近 (ヘッドタンク取付部)の 補強やヘッドタンクにおける排砂 ・排

水設備に関する検討等を行う必要がある。

(b)機 械設備との併用により対応する場合

この場合には水事型式により,次 の2つ の方式がある。

1)フ ランシス水草地点の場合

フランシス水車地点で使用水量が比較的大きく,土 木設備の対応だけでは負荷速

断時の余水放流による河川の水位上昇が規制値を超える地点,又 は トンネル内水圧
による引張応力が,コ ンクリー トの許容引張応力を超えるため覆工の補強に費用が

嵩む地点にあっては,水 圧管下部に設けられる放流バルプからの放流 (以下 ,「 バ

ルプ放流」とする)と 取水回制水ゲー トの段階閉操作とによって余水路を省略する
ことができる。

2)ペ ル トン水車地点の場合
ペル トン水草地点にあっては,デ フレクタを用いた放流 (以下,「 デフレクタ放

流」とする)と 取水口制水ゲー トの段階閉操作の併用によって,河 川の水位上昇及

び トンネル被圧の問題が比較的容易に解決できるため,ほ とんどの地点において余

水路省略の可能性が大である。

1.1.2余水路省路の可能性の見極め

余水路を省略する場合,余 水路を設置する場合に比較して全ての地点で建設費が低
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減するとは限らないので,あ らかじめ簡単な方法で余水路省略の可否を見極めること
が効率的である。

フランシス水車地点にあっては図-1.1.3に 示す検討領域,ベ ル トン水車地点では

全地点が,余 水路省略により建設費が低減すると想定できる。特に落差及び流量条件
によっては,水 車の型式をフランシスまたはペル トンのいずれでも採用できる範囲が

あるが,こ の場合にはベル トン水車の方が放流バルプを付加する必要がないため,余

水路省略の可能性が大となる。

(1)フ ランシス水車地点の場合

土木設備のみで,余水の河川への放流対策ができ,か つ内水圧の被圧に対しても覆

工の鉄筋等による補強の区間が短い場合には,対 策に要する建設費の増嵩は少なく,

余水路省略による建設費の低減効果は大きいので検討を要する。

余水の放流対策又は内水圧の対策のため,放 流バルプの設置を必要とする場合には,

放流パルプに加えて放流のための減勢工も必要になり建設費が増嵩する。このために,

余水路省略の可能性は,概略としては落差 100m以上,最 大使用水量8■3/s未
満のケ

ースで大きく,落 差 100m未満で最大使用水量8B3/s以上の場合には,余 水路省略に

よる建設費の低減は期待できないことが多い。

落

100

(喬)

図-1.1.3 落 差と流量による検討の要否 (フランシス水車地点)

(2)ペ ル トン水草地点の場合
ベル トン水車地点の場合には,フ ランシス水車に比較し落差が大きく余水路の建設

費が割高になるので,余水路省略による建設費の低減効果は大きいため,す べての地

点について余水路省略の検討を行うのが望ましい。

1.2余 水路省略のための検討

1.2.1項 目及び手順

余水路省略のための検討項目は次のとおりであり,検 討は図-1.2.1に 示すノロー

に従って行うものとする。

① 余水の河川への放流対策

② トンネル内水圧の対策

③ ヘッドタンク水位の上昇対策

④ 流入土砂の対策

⑤ トンネル湧水対策

田3/s)
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最大赳抗畳の検討

河川水位上昇の:1算

河川水位
く △ A 瞬時 に取ネ停止 O K
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3 0～5 0 c m / 3 0 分以下

閉水路不定流
・トンネル空容江のI I 略式
・抑込 み段液

YES

暉時 に取水停止 N O

( 流重 )

100X

75斉

50X

取水 口制水 ター ト等 の時

間～開度 ′マター ンの検討

軸上段液到達時間の計算

ター ト1操作時間 < 遡 上段波到達時間 取水 日側 での余水 の処理 O K

取水 日側での余水 の処理 N O トンネル内水圧  <  △ P

機械設備 との研用 の検討 トンネル補強の検討

ベル トン水車地点 フ ランシス水車地点

デ フレクタ放流 本ルプ放流

放流′ヤルブ及び減掛エ
の投: tと設置費の算出

トンネル補
強費の算は

アフレクタ補S E対策の

検討 と補強費の算出

/  ア フレクタ補強費         ＼

または,  放流パルブ及び >  ト ンネル縮強費
減掛工紋ほ費

機械設備の併用決定
土木設備のみで対応決定 土木設備のみで

余水路省略の投: | 余水路設置の設宮|

奈水路省略の建設貿 く 余水路設置の建設費 余水路省略不可

奈水路省略可

発電所内部事故及び外部事故

最大取水宜

減水区間のネ ″ク断面

最大取水査

△ P :  ト ンネル

打客内水圧
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(1)余水の河川への放流の検討

(a)ネ ック断面における最大取水畳に相当する水位上昇の計算 (図-1.2.1中 の 「河

川水位上昇の計算」)

この水位上昇が規制値を満足していれば,余 水の河川への放流対策は必要がなく,
トンネル内水圧の対策の検討に移る。

規制値を満足しない場合は,取水口制水ゲー ト等の段階操作による余水の河川へ

の放流対策を検討することになる。

(b)取水□制水ゲー ト等の段階操作による余水の河川への放流対策

取水停止に伴うゲー トの段階操作には,取水口制水ゲー ト,取 水ダム排砂ゲー ト,

沈砂池排砂ゲー ト及び導水路制水ゲー ト等の段階操作が考えられ,各 ゲー トの構造

及び規模を考慮し,最 も確実で経済的な方式を検討する必要がある。この場合には,

複数のゲー ト操作の組み合わせについても考慮する必要がある。

次に,遡上段波到達時間の計算と,規制値を満足させる取水口制水ゲー ト等の時

間～開度パターンについて検討を行う。 (図-1.2.1中 の 「取水口制水ゲー ト等の

時間～開度パターンの検討」及び 「遡上段波到達時間の計算」)

また,取水口制水ゲー ト等の時間～開度パターンと取水ダムの貯留量を考慮に入

れて,遡 上段波の到達時間及び取水ダムの時間～越流量の関係を求め,こ れからネ

ック断面の水位上昇を計算し,規制値を満足するかどうかを検討する方法もある。

遡上段波到達時間が,取 水回制水ゲー ト等の操作に要する時間より大きければ余

水の放流対策は取水日制水ゲー ト等の段階操作によって可能となり,ト ンネル内水

圧の対策についての検討に移る。時間の関係が逆の場合は,「 機械設使との併用」

が不可欠であるため,こ れについての検討に移る。

(2)ト ンネル内水圧の検討

トンネルが内水圧により被圧する場合,覆工の曲げ引張応力が発電用水力設備の技

術基準 (以下 「技術基準」という)に 定められた許容曲げ引張応力を満足するかどう

かを検討する。

これが満足されれば,特 に トンネルの補強を行うことなく,「 土木設備のみで対応

(トンネル補強無)」 が可能である。満足されない場合は,「 トンネル補強の検討」

と 「機械設備との併用の検討」に移る。

両者の経済比較の結果として,ト ンネルを補強することで内水圧に対処する場合に

は,ト ンネル補強を伴った 「土木設備のみで対応 (トンネル補強有)」 となる。

(3)機械設備との併用の検討

「機械設備との併用の検討」は,ベ ル トン水草地点ではデフレクタ放流に伴うデフ

レクタ補強費等を,フ ランシス水車地点ではパルノ放流のためのバルプ及び減勢工設

置費等について検討する。

最終的に,「余水路省略の建設費」と 「余水路設置の建設費」の比較を行い,余水

路省略の可否を決定する。

1.2.2対策

(1)余水の河川への放流対策
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負荷遮断による余水の河川への放流は,河 川の水位上昇が規制値を超えないように

行わなければならず,規 制値を超える場合には,土 木設備のみでか,機 械設備との併

用でかの対応が必要である。

このうち,土 木設備のみでの対応とは,ト ンネルに空容量が充分あり,遡 上段波が

取水設備地点に達するまでに,取水口制水ゲー ト等を段階操作することによって,負

荷遮断の余水による河川の水位上昇を規制値以下にできる場合である。

トンネル空容量が十分でなく土木設備だけで対応できない場合には,パ ルプ放流

(フランシス水事)又 はデフレクタ放流 (ベル トン水車)を 行うとともに,取 水口制

水ゲー ト等を段階操作して下流河川への流下流量を調整し,水 位上昇を規制値以下に

する必要がある。

なお,土 木設備のみで対応し余水路を省略した場合 ,発 電所で負荷遮断が行われ,

ガイドペーン又はニー ドルが開鎖されると,余 水が トンネルを段波となって遡上し,

取水設備から越流し河川に流下するが,こ の余水による取水ダム下流の河川の水位上

昇が,規 制値を満足すれば,本対策は特に必要ない。

次に余水の河川への放流対策の計算方法を,図 -1.2.1の フローに従って示す。

(a)余 水の河川放流量

取水設備が 1か所の場合 ,余水の河川放流量は最大取水量と等しくなるが,取 水

設備が複数ある場合は,あ る取水地点では規定取水量以上の越流が生ずることもあ

るので,水 路計画に当たっては目意する必要がある。

水路系の各取水ダム及び沈砂池余水吐の越流頂標高が同じような高さの場合は,

負荷遮断による遡上段波はヘッドタンクに最も近い取水地点に到連し,こ の地点の

沈砂池余水吐と取水ダムから取水畳より多い余水が越流し河川に流下する。遡上段

波はこの取水地点より上流にはあまり遡上せず,し たがって上流の取水地点では余

水の河川への放流は少なくなる。

ただし,河 川の状況又はその他の理由により,余 水を河川に放流する取水ダムを

前述のヘッドタンクに最も近い地点以外に選定する必要がある場合には,各 取水地

点の越流頂標高を調整することによって,任 意の取水ダムから越流流下させること

ができる。

(b)河 川水位上昇の計算

河川の水位上昇は,水 位上昇が最大となるネック断面において,河 川維持流量と

取水ダム下流残流域の流量が流れている時の水位をもとに,取 水ダムの越流量が流

下した時の水位上昇について検討する必要がある。

ネック断面の水位～流畳曲線は,断 面付近の平均河床勾配等を用いて計算するも

のとし,最 大越流量に相当する水位上昇値を計算する。この結果 ,河 川水位上昇が

規制値を満足すれば,以 後水位上昇については検討の必要はない。

(c)水 路内遡上段波の到達時間の計算

遡上段波が取水設備に到達する時間の計算を行う。取水設備が複数ある場合は,

遡上段波が到達する各取水設備について計算する必要があり,計 算方法には次の3

とおりの方法がある。

1)開 水路不定流として計算する方法
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水理計算プログラムを利用して計算することができるが,ト ンネル天端に着水し,
その 1部が管水路状態となる場合の計算はできない。

2)ト ンネル空容量の概略式から求める方法

段波 (押込み段波を含む)が 沈砂池余水吐に達するまでは,ト ンネルヘの流入量
は変化しないことから,到 達時間は トンネル空容量を最大使用水量で除して求める
ことができる。

3)押 込み段波として計算する方法

トンネル内を充満しながら遡上する段波 (押込み段波)に ついて,理 論的に求め

た計算式であり,実 験によって十分実用に供せることが確かめられている。

なお、取水口制水ゲー ト等の段階操作を行えば,遡 上段波の到達時間は延びるこ

とになり,こ の場合の到達時間についても, 1)及 び 2)の 方法で計算することが

可能である。

開水路状態での遡上段波の到達時間について, 1)と 2)の 方法で計算して比較

すると,計 算方法によって遡上段波の到達時間はかなり異なり,こ れは遡上段波が

沈砂池余水吐に到達した時点において,ト ンネル内の水面形が, 1)と 2)で は同

じにならないためである。

また, 2)と 3)の 方法で計算し比較すると,押 込み段波の場合には,ト ンネル

内の空容量のみが関係しており水面形の要素はないため,到 達時間については 2)

の概略式の場合でも 3)の 理論式でも大差はない。

(d)取 水回制水ゲー ト等の時間～開度パターンの検討

取水口制水ゲー ト等を段階操作するための時間～開度のパターンは,通 常の場合,

当該取水ダム地点の最大越流量を対象として検討するが,こ れだけで決定した場合

でかつ取水ダムからの放流が越流のみの時には,河 川流量が最大取水皇より小さい

場合に取水日制水ゲー ト等を段階操作しても,取 水ダム水位が上昇するだけで越流

するまでの間は下流に放流できず,越 流後に急激に流下量が増加することになり,

河川の水位上昇に対する規制値を守れない場合がある。

したがって,最 大越流量時のみでなく,原 則としてこれの75%,50%程 度の中間

流量の場合においても,河 川の水位上昇に対する規制値を守れるような取水口制水

ゲー ト等の時間～開度のパターンについて検討し決定する必要がある。

(2)ト ンネル内水圧の対策

負荷選断及び洪水時の内水圧被圧に対する基本的な考え方及び トンネル覆工に内水

圧が作用する場合の対策は,以 下に示すように行わなければならない。

(a)基 本的な考え方

1)負 荷述断の場合

イ.発 電所内部事故の場合

発電所内部事故の確率はかなり小さいが,こ の場合であってもバルプ放流又は

デフレクタ放流のための操作動力の二重化等を図り,信 頼性を高めることによっ

て,ト ンネルが被圧しないような放流の継続は可能である。

内部事故の場合は,た だちに取水□制水ゲー ト等が定められたパターンで操作

され,機 械設備を併用しない余水路省略であっても,あ らかじめ設計で内水圧に

-335-



対し考慮されているため,特 に問題とはならない。

口.外 部事故の場合

外部事故の場合には,放 流を継続し,フ ランシス水車の場合はバルプ放流で,
ベル トン水車の場合はデノレクタ放流で復旧に備えるが,原 則として5分 以上に

なるとこの時点から取水口制水ゲー ト等の段階操作 (取水停止の操作)を 開始す

ることになる。この場合でも,発電所内部事故と同様に,内 水圧が問題となるこ

とはない。

2)洪 水時の場合

洪水時に取水口制水ゲー ト等の故障で完全に流入を選断できない場合は,ト ンネ

ルは沈砂池余水吐の越流水位 (最高は 100年確率洪水量に対する越流水位)ま で被

圧し,内 水圧の許容限界を超えることがある。しかし,取 水日制水ゲー ト等の故障

と 100年確率洪水の重複確率はきわめて小さいと判断され,ま たバルプ放流及びデ

フレクタ放流の設備がある場合は,こ れらによって放流することができるので,こ

の内水圧に対する補強は考慮しないこととする。

ただし,許 容限界以上に被圧した場合には,ト ンネルを抜水して,安 全を確認し

た後に運転を再開する必要があろう。

(b)対 策

1)内 水圧は,無 筋の覆エコンクリー トに発生する曲げ引張応力が,技 術基準に定め

られた許容曲げ引張応力以下になるようにしなければならない。

無筋ヨンクリー トの許容応力は,「 コンクリー ト標準示方書」 (土木学会)14.4

で規定されている。引張強度は,配合や施工等の条件によって大きく影響を受けや

すいことから,許 容引張応力は3 kgf/cm2以下とするよう定められているが,一 時

的な荷重またはきわめてまれな荷重を考える場合には,許容応力の割増しが考えら

れる。

2)上 記 1)が 満足されない場合には,覆エコンクリー トを鉄筋コンクリー トとする

とかグラウトを施工する等 ,必要な補強を行わなければならない。

3)洪 水時に取水回制水ゲー ト等の故障により,取水日からの トンネル流入を述断で

きない場合の内水圧に対する補強については考慮しなくてよい。

4)ト ンネル内に湧水がある場合には,発電停止時において内水圧による被圧を許容

限界以下とするような対策を講じておかなければらならない。湧水の処理方法には,

機械設備を用いる方法とヘッドタンクに排水孔を設ける方法等が考えられる。

(3)ヘ ッドタンク水位の上昇対策
ヘッドタンク天端の高さは,次 に示す水位の内いずれか高い方の水位に,必 要な余

裕高を加えた高さ以上にしなければならない。

① 100年確率洪水量を対象とした沈砂池余水吐の越流水位

② 負荷遮断時の最高上昇水位

上記水位を対象とした理由等は以下のとおりであり,ま た,ヘ ッドタンク天端高さ

の余裕は 0.5m程度でよい。

(3)100年 確率洪水量を対象とした沈砂池余水吐の越流水位

発電所における放流 (水車 ,放流バルプまたはデフレクタ)の 停止時において,
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取水口制水ゲー ト等の事故等により,取 水田側の水位がヘッドタンクまでそのまま
影響する場合であり,こ の時の水位は, 100年 確率洪水流量を対象とした沈砂池余
水吐の越流水位とする。

このような水位上昇が生じる確率は非常に小さいが,ヘ ッドタンクからの溢水は
絶対に避けなければならない。

(b)負 荷遮断時の最高上昇水位
バルプ放流を行う地点においては,発 電所事故時に,水 事から放流バルブヘの切

り替えが必要となり,こ の時の水位上昇について考慮する必要がある。また,土 木
設備のみで余水路省略に対応する地点においても,計 算を行い確認しておくのが望
ましい。

計算は,遡 上段波の到達時間の計算を行う際に同時に計算でき,開 水路不定流と
して水理計算プログラムによる方法と押込み段波の計算方法がある。

(4)流 入土砂対策

流入土砂に対しては,河 川の状況によって必要な対策を講ずるものとする。
(a)取 水口～沈砂池の堆砂

余水路を省略した場合のヘッドタンクは,従 来のものに比べて,堆 砂容量 ・排砂
機能等の制約を受けるため,河 川の状況によっては従来の沈砂池以上に必要な堆砂
対策が望まれる。

(b)ヘ ッドタンクのり,砂

余水路を省略した場合のヘッドタンクの堆砂は,排 砂バルプ等を設置し,水 圧管
路側薄を通じて除去すればよい。

(5)ト ンネル湧水対策

発電停止時には,ト ンネル湧水によってヘッドタンク水位が水調基準水位より上昇
する場合がある。これに対処する方法としては,機 械設備により処理する方法と,ヘ
ッドタンクの水調基準水位より上に排水孔を設ける方法がある。
また,ト ンネル抜水中の湧水は,排 砂用に設置したバルプ等により,水 圧管路側薄

を利用して処理することができる。

1.3各 構造物の設計指針

1.3.1取 水設備

(1)取 水口制水ゲー ト等の設備機能

余水路を省略した場合における取水口制水ゲー ト等は,次 の機能を有する設備とす
る。

(a)洪水時の取水量制限及び トンネル流入量の調整

取水口制水ゲー ト等の設備機能としては,洪水時における土砂流入防止のための

取水停止機能や取水制限機能等の他に,余水路が省略されていると,ヘ ッドタンク

水位の上昇や トンネル被圧等を抑えるために,流入量調整機能が必要となる。この

ため取水回制水ゲー ト等は,操作用動力設備の二重化を図ること等により,確 実に

操作させる必要がある。ただし,内燃力発電装置を常用電源とする場合においては,
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起動用電源のみを二重化すればよい。

流入量調整は,取 水ダム水位と取水口制水ゲー ト開度を連動させる方法 ,同 じく

取水ダム水位とダム排砂ゲー トを運動させる方法 ,又 は沈砂池水位と沈砂池排砂ゲ
ー トを連動させる方法等が考えられる。

(b)河川水位上昇を規制値以下に抑えるための段階操作

取水口制水ゲー ト等を段階操作させることは,ゲ ー ト制御設備として間欠操作回

路を設けることにより可能となる。

(c)発電所の起動停止及び事故時における発電所との連携操作

発電所と取水口制水ゲー ト等を連携操作させるための設備については,後 述の通

信設備に記載する。

(2)ゲ ー ト操作設備

ゲー トの操作には,確実に行うための安定した操作電源設備と,発電所と連携して

操作を行うため,発電所との間の通信設備が必要となる。

取水口地点は山間僻地などで,商用電源がとれないこともあるため,以下に述べる

点に留意して操作電源設備及び通信設備の設計を行う必要がある。

(a)操作電源設備

電源設備の設計に当たっては,計画地点の特殊性を十分に配慮した設計とするこ

とが必要である。

常用電源としては商用電源と内燃力発電装置が,ま た,商用電源を常用とした場

合には,非 常用電源としては内燃力発電装置と蓄電池が考えられる。

内燃力発電装置を常用電源とする場合には起動用電源の二重化を図ることによっ

て,事 故発生率の比較的高い起動不良がさけられるので,非常用電源を省略するこ

とができる。

(b)通 信設備

余水路を省略したことによって,取 水日制水ゲー ト等の制御と発電所電気設備の

制御を連携する必要が生じる場合がある。この時には,取 水口制水ゲー ト等の開閉

状態等の受信と,発 電所側からの各ゲー ト操作指令等を行うための伝送路及び信号

装置を設置する必要がある。

伝送路としては,伝 送方式が直接式の場合には制御ケープル方式が,伝 送方式が

信号伝送式の場合には通信ケープル方式や光ファイパーケープル方式が考えられる。

いずれの方式によるかは,情 報量の多寡 ,伝 達距離の通近によリー概には決めら

れないが,情 報畳及び伝達距離を同じとして単純比較した場合,必 要な装置 ,機 器

の費用については制御ケープル方式が一番安価である。ただし,ケ ープルに関して

は制御ケープル方式の方が高 くなる。そのため,ケ ープル費用まで加味して考える

と,近 距離又は情報量が少ない場合には制御ケープル方式が,そ の他の場合は通信

ケープル方式が有利となる。

しかし,取 水日と発電所間に既に電源ケープルを設置する計画がある場合には,

光ファイパー複合ケープルの採用が可能であり,か つ経済性が高まることになるた

め,信 頼性の最も高い光ファイバーケープル方式とすることが有利となる。

架空配電線の場合は,通 信ケープルか光ファイバーケープルが有利であり,光 フ
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ァイバーケープルは,雷 ,誘導等の影響を受けないので,雷 多発地域では光ファイ
バーケープルとする方が良い。

方式の選定は費用面からのみ決定づけられるものではなく,通 信回線の布設可否
及び信頼度の両面により決定されるべきである。

(3)渓流取水設備

1      設傘査受最泉望と生置宮法害糧彊省寧言替,羊おそ曽窒黒登曇七暑析F換盛最衆法笛
所おいては無電源の場合が多いが,こ の場合でも対処が必要である。

取水量の調節方法には,取水時に行う方法,一旦取水した後に行う方法 ,及 び両者
を組合わせた方法等がある。

表- 1 . 3 . 1 操作 電 源 設 備 比 較 表

案

項 目

常 用 電 源 非 常 用 電 源

商 用 電 源
内 燃 力 発 電 装 置

蓄  電  池
取水口に設置 発電所に設置

方 式

商用電源より分

岐受電する。

内燃力発電装置よ

り受電する。

発電所から電カケ
ープル又は架空線

により受電する。

取水口側に設置し

た蓄電池より受電

する。

設 備

受電ケープル,

受電盤及び高圧

で受電する場合

は変圧器が必要

非常用電源とし

て内燃力発電装

置が必要。

起動用電源の二重

化が必要となり,

起動用蓄電池及び

蓄電池の充電用電

源を発電所より確

保するための小容

量ケープルが必要

発電所からの電力

ケープル及び受電

盤,変圧器が必要

DC/AC,AC/DC変

換器が必要。

信頼性 ◎ O O O

経済性

近傍に商用電源

がある場合

O

近傍に商用電源

がない場合

△

◎

電カケープルが長
い場合

△

電カケープルが短

い場合

O

△

凡例   ◎ :有利  O:普 通  △ :不利
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表- 1 . 3 . 2 通信 設 備 比 較 表

伝送方式 直  接  式 デ ジ タ ル 信 号 伝 送 式

ざ 制御 ケー プル 通信 ケー プル 光ファイバーケープル

構 成

取水口と発電所間に制

御ケープルを設置し,

これにより直接制御す

る。

取水日と発電所間に通

信ケープルを設置し,

これにより必要な信号

を還隔制御装置を介し

て制御する。

取水口と発電所間に光

ファイバーケープルを

設置し,こ れにより必

要な信号を選隔制御装

置を介して制御する。

設 備

制御ケープルが必要で

ある。なお補助 リレー

盤およびアレスターを

設置する必要がある。

通信ケープル,選 隔監

視制御装置が必要であ

る。雷対策上絶縁 トラ

ンスを設ける必要があ

る。

光ファイバーケープル

光変換機 ,遠 隔監視制

御装置が必要である。

雷対策は必要ない。

信

　

頼
　
性

制

器

還

機
O ○ O

距離
近距離

遠距離

◎

△
O ◎

雷
講

△ △ ◎

経 済 性

設備が簡素である

近距離の場合

遠距離の場合

◎

△

設備がやや複雑となる

が,多量の信号を送受

信できる。

近距離の場合   △

違距離の場合   ◎

設備がやや複雑となる

が,多 量の信号を送受

信できる。

近距離の場合   △

違距離の場合   ◎

複合ケープル

採用の場合   ◎

凡例   ◎ :有利  O:普 通  △ :不利

1.3.2導水路

(1)覆 工

土木設備のみで余水路を省略し,負 荷遮断によってヘッドタンク水位が上昇しトン

ネル覆工に内水圧が作用する場合は,覆 工応力が許容曲げ引張応力以下であるかを検

討しなければならない。このときの内水圧は,負 荷遮断によりその箇所に生ずる最大

の水圧とし,覆 工はこれに対し安全な設計としなければならない。
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なお,機 械設備の併用により余水路を省略し,ト ンネルに被圧させない場合には ト
ンネル覆工に対する安全性の検討は行わなくてよいものとする。これは,洪 水と取水
口制水ゲー ト等の故障が重複する確率がきわめて小さいこと,及 び万一これによる水
位上昇があったとしても,コ ンリクリー トの曲げ引張強度に対する許容応力の安全率
が7と 大きく,経 年劣化等を考慮しても,こ の時の水圧に対してただちに破壊すると
は考えられないからである。

トンネルが被圧する場合の覆工応力の検討では,地 山の物性値を考慮して覆工応力
を求め ,技 術基準の無筋コンクリー ト構造物に関する許容曲げ引張応力以下であるか
について検討しなければならない。許容応力を超える場合には,覆 工を厚 くするか,

鉄筋または填充グラウト等により補強を行う必要がある。

(2)外 水圧に対する対策

破砕帯等 トンネル地山が陀弱な区間においては,被 圧後の外水圧と地山圧力に対す

る覆工の安全性について検討する必要がある。

(3)ヘ ッドタンク取付部
ヘッドタンクの取付部付近の トンネルは,地 山被りが浅 く,地 質が脆弱であること

が多いので,ト ンネルの補強と地表への漏水を防止するため,必 要によリグラウト等

による対策を行わなければならない。

これは,余 水路を省略した場合においては,通 常のヘッドタンクよりも水位が上昇す

ることを考慮して検討する必要があるためである。

1.3.3ヘ ッドタンク

(1)排 砂設備
ヘッドタンクには,沈 砂油において沈降しなかった土砂の一部が堆積するが,こ の

堆砂を処理するため,排 砂バルプ又はゲー トを設置するものとする。

堆砂は,特 別に流砂が多い発電所以外は,通 常2年 に 1回程度実施するトンネル断

水時において,排 砂パルプやゲー トから水圧管路の側溝を利用して流水排砂すること

ができる。

また,排 砂バルプ又はゲー トは,ト ンネル点検時におけるトンネル湧水を処理する

ためにも用いられる。

(2)ト ンネル湧水対策
ヘッドタンクには,発 電停止時及び トンネル抜水時において,ト ンネル湧水を処理

するために,排 水設備を設置するものとする。

発電停止時には,余 水路を省略しているため,ト ンネル濁水によってヘッドタンク

水位が水調基準水位より上昇する場合がある。

湧水量が比較的多い場合には,放 流バルプ (フランシス水事地点)や デフレクタ

(ペル トン水車地点)に 湧水処理機能を付加し処理できる。

湧水量が少ない場合には,ヘ ッドタンクの水調基準水位の上部に排水孔を設け,水

圧管路側滞を流下させる方法が有利となる。

また,ト ンネル抜水中の湧水は,排 砂用に設置したバルプ又はゲー トを用いて,同

じく水圧管路側薄を利用して処理することができる。
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(3)ヘ ッドタンクの安定計算
ヘッドタンクの安定計算は,通常行われている次の項目について検討し,各々の基

準を満足する設計としなければならず,ま た,検討ケースとしては以下のケースにつ
いて行うものとする。

(a)検討項目と基準

① 地盤支持カ ー  基 礎地盤反力が地盤支持力以下とすること

② 転   倒  一  ミ ドルサードの条件を満足すること

③ 滑   動  ―  安 全率 1.2以上とすること

(b)検討ケース               ‐

① ケースI(ヘ ッドタンク設計最高水位時)

水 位  - 100年 確率洪水時における沈砂池余水吐水位
地震カ ー  考 慮しない

② ケースエ (発電停止時)

水 位  ―

地震力 十

③ ケース田 (空虚時)

水 位  ―

地震カ ー

土木設備のみで余水路省路した場合の発電停止時水位

機械設備を併用する場合は水調基準水位(N.甲.L)

考慮する (震度は地域別地震震度とする)

0

考慮する (震度は地域別地震震度の 1/2と する)

1.8.4放 流バルプと減勢工 (フランシス水事地点)

(1)放 流バルプ

放流バルプは,本 来長時間放流の機能を有しており構造的には問題はないが,余 水

路省略のために用いられる場合は,次 の点に留意して設計しなければならない。

(a)最 大放流能力

放流バルプの最大放流量は,河 川水位上昇又は トンネル内水圧の抑制のみでは,
必ずしも水車の最大使用水量でなくてもよい。しかし,制 御上からは,事 故停止直

前の発電運転と同量の水量を放流バルプより放流し続ければ,ヘ ッドタンク水位の

変化もなく待機放流運転をも行うことが可能であり,事 故回復後はただちにもとの

状態の発電運転に復帰できる。このため,バ ルプの最大放流能力は,水 車の最大使

用水量を対象として決定するのが望ましい。

(b)機 種の選定

放流バルプは,主 として適用落差及び流量によって選定できるが,放 流方式が水

中または空中であるか,ま たその放流水の減勢をどのような方式で行うかによって

異なり,次 のような機種がある。

① ホロージェットパルプーーーホロージェットパルプの最近の実績は多 く,空

中放流が行える地形に適している。

② ジェットフローゲー トーーージェットフローゲー トはパルプのス トロァクに

対する流畳変化が直線的でなく,水 調運転はや

や困難である。
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③ ヨーンパルプ十一一一一一一ヨーンバルプは水中放流が可能であり,コ ーン

型スリープバルプは水中放流専用で,比 較的低

落差で小流量に適している。

(c)水 革との連携方式
パルプ放流を行う場合,水 車ガイドベーンと放流バルプは連携して制御する必要

があり,こ の方式の中には,水 車ガイドベーンの動きをレバーを介して放流パルプ

の制御弁に伝える制圧機方式がある。しかしながら,こ の方式では水事の発電流量

に応じた水量を放流させることはできるが,水革停止中におけるヘッドタンクヘの

流入量に応じた放流バルプの抑制をしなければならない条件に対しては適用できな

いものとなる。

したがって,余 水路省略の場合は通常運転時には水車にヘッドタンクの流入量に

応じた水調運転をさせ,水 草停止中は放流バルプにその機能をもたせることが必要

であり,こ れには両者をそれぞれ別に制御させると同時に,条 件に応じて両者を関

連させて作動させる必要もある。

この様な制御に対応させる方法としては,例 えば,放 流バルプ運転用の水調帯を

水車運転用の水調帯の上に設定しておけば,通常時はそれぞれの水調による運転と

なり,水 車運転中に万一ヘッドタンク水位が上昇しても,放 流バルプが水調で運転

されるので,そ れ以上水位は上昇せず,ま た,放 流バルプから水車への切管時には,
ヘッドタンク水位の低下により水車水調で対応される。また,負 荷述断時には,ガ

イドベーン閉鎖指令と同時に,運 転中のガイドベーン開度に見合う放流バルプ開度

の指令を与えることにより対応させる。

放流パルプの制御は,確 実な運転を確保するため電源部を含む水位検出機能を二

重化し,確 実に条件を検出して制御する必要がある。

(d)操 作動力

放流バルプは,長 時間放流及び所内電源停電時を考慮し,こ れに適した操作動力

を選定するものとする。放流パルプの操作動力としては,次 の方法がある。

1)油 圧操作

放流バルプの操作力が大きい場合に適しており,水 車と圧油装置が共用できる場

合には有利となる。なお,放 流パルプに油圧装置を用いる場合には,長 時間放流及

び所内停電に対応するため,圧 油タンクの容量をあらかじめ大きくするか又は別に

直流電源で駆動される圧油ポンプを設けるなど,油 圧の確保に万全を期さなければ

ならない。また,制 御弁系統については,確 実に動作させるため二重化することが

望ましい。

2)電 動操作

水革制御用の圧油装置が近傍になく,放流バルノ操作力が小さい場合に適してい

る。

イ.直 流電動機による場合の電源は,交流電源からAC/DC変 換器を通じて供給

し,交 流電源停電時には蓄電池により供給する二重化とし,確実に動作させる必

要がある。この電源としては,発電所の制御用直流電源の容量を増加して対処す

るのが良い。
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口.交 流誘導電動機による場合,操 作電源は交流電源により供給し,交 流電源停電
時には蓄電池からDC/AC変 換機を通じて供給する二重化方式として,確 実に

動作させる必要がある。
A.電 動機から比較的長い操作機構で放流バルプを作動する場合,機 械的なたゎみ
でタイムラグが生じる恐れがある。この様なことのないような機構について,検
討する必要がある。

(e)分 岐管の位置

入口弁を有する発電所において,余 水路を省略して放流バルプを設置する場合 ,
放流バルプのための分岐管の位置について比較すると次表となる。

表によると,余 水路を省略するための水事の必要条件と,水 事保護のための必要
条件とは大差なく,放 流パルプまでの分岐管における損失の差も僅かであり,設 計
において経済性に明確な優劣があるとは考えられない。また,水 車及び放流バルブ
の点検の容易性についても,一般的には,ト ンネル抜水を行って実施されるものと

考えられ ,放 流バルプ分岐管の位置の違いによる差はない。

しかしながら,入 口弁を設置する以上はその入口弁を有効に活用すべきであり,
水事からみてもその安全性は高 くなる。

以上のことから,分 岐管の位置については,水 事入口弁の上流側の方が有利であ
ると考えられる。

表-1.3.3分 岐管位置比較表

(2)減 勢工

フランシス水車地点で余水をバルプ放流する場合,発 電所の有効落差と同程度の落

差を有するため,パ ルプ出口においても相当なエネルギーを保有している。

発電所の立地条件等から,こ の高圧水をそのまま河川等へ放水可能なケースは締で

あり,十 分な減勢を行った後,河 川又は放水路 (放水庭)へ 放流する必要があり,そ
のための減勢工が必要となる。

放流バルプ及び減勢工は,比較的建設費が大きいため余水路省略の可否を決める要

因の一つとなる。

減勢工の型式は,放 流パルプからの水流がジェット流になるものと,拡 散流になる

項  目 入日弁上流側 入口弁下流側
水車を停止

させる条件

入口弁の流水述断機能

又はガイドベーン自己閉鎖機能

又は非常用圧油又は電源の設置

ガイドベーン自己閉鎖機能

又は非常用圧油又は電源の設置

入口弁の機能 事故時に開めても,放流バルプの

能力に支障はない

事故時に閉めると,放 流バルプの

能力が損われる

分  岐  管 長 くなる (損失 や や大) 短 くできる (損失 や や小)
水 車 点 検 トンネル断水を行わなくても可能 トンネル断水を行わないと不可能

分岐管取付の

経済性

取付位置確保のため,拡 幅の掘削

等が必要な場合もある

通常の場合,発 電所の基礎費が増

加となることはない
バ ル プ点 検 トンネル断水を行わないと不可能 トンネル断水を行わなくても可能
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ものとによって次のような型式を検討し選定しなければならない。

(a)水 流がジェット流になるパルプ (ホロージェットパルプ,ジ ェットフローダー ト)
ジェット流に対する減勢工としては,衝 撃型 ,立 坑型 ,水 中放流型 (リターンフ

ロー式)な どがあり,中 小水力では衝撃型がよく用いられ,立 坑型の採用例は少な

く,以 下にこれらの型式の概要を示す。

1)衝 撃型

減勢室に流入した高速射流が,垂直にたれ下がった衝撃板に突当って,流 れの方

向を変え,大 きな衝撃とともに渦を激しく起こし,そ れによってエネルギーが減勢
される。衝撃板には,大 きな衝撃力が作用するので,あ る程度以上流量が大きいと,

振動 ,騒 音,強 度の面で不都合を生じるが,他 の形式に比べると構造物の規模が小
さくて済み,比 較的小流量で流速が大きい場合には特に減勢効果を発揮できる。

2)立 坑型

放流バルプからの高速射流が,立坑上部より直下の減勢室に落下し,そ こで激し

いロー リングを起こすことによって,エ ネルギーが減勢される。

この方式は,パ ルプからの流畳 ・流速に応じた最適減勢工容量を設定することに

より,広 い範囲の流量にわたって安定した減勢効果が得られ,ま た水平方向に対し

て,比 較的場所を取らず用地の面で有利である。

3)水 中放流型 (リターンフロー式)

この方式はゲー ト (又はバルプ)か ら流出する高速噴流を一旦減勢室に導き,減

勢室の中で,噴 流と帰還流との相互干渉 (乱流混合)を 起こすことによって,噴 流

の高速エネルギーを減勢消散させることを特徴としている。

減勢室内においては,高 速の噴流に曝される工作物がなく,高 速流の減勢におい

て一般に危倶されている減勢促進のための工作物近傍におけるキャビテーション発

生の問題を解消したものである。

(b)水 流が拡散流となるパルプ (コーンパルプ,コ ーン型スリープバルプ)

拡散流に対する減勢工のうち,コ ーン型スリープバルプは水中放流専用のバルプ

であり,水 槽内の水中に放流し減勢する。
コーンバルプの場合 ,空 中放流する以外は減勢池が必要となり,飛 散を防 ぐには

フー ドを取付ける必要がある。

1)水 中放流型

パルプからの高速拡散を減勢池内の水中へ放流し,乱 流混合によって,噴 流のエ

ネルギーを減勢消散させる型式のものである。

2)フ ー ド式減勢工

パルノ出田部に付けるフー ドにバッフル等を設け,噴 流水がこれらバ ッフル等に

衝突または間隙を通過することにより,噴 流のエネルギーを減勢消散させるもので

ある。

1.3.5ペル トン水車

余水路を省略したペル トン水車地点で,負 荷遮断時の余水をデフレクタ放流する場

合においては,次 の事項に留意して設計しなければならない。
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(1)ニ ー ドルとデフレクタの制御方式
ベル トン水車の制御には,ユ ー ドルとデフレクタの両者を独立して制御する並行制

御方式と,一 方が先行して他方がそれに追随する追従制御方式の二通りがある。

通常の運転時には,並 行制御方式または追従制御方式のいずれも採用できるが,デ
フレクタ放流時にはデフレクタは全閉 (外部事故待機運転時には無負荷開度の場合も

ある)で ,ニ ー ドルは水調によって制御され,ま た外部事故復旧後の再並列の場合は,
ユー ドルはデフレクタとは関係なく水調開度を保持し,デ フレクタのみで揃速制御し

なくてはならない。

このように,ニ ー ドル,デ フレクタヘの制御指令が異なるので,デ フレクタとニー

ドルを独立して制御できる並行制御方式を採用する必要がある。

(2)補 強対策

デフレクタチップは長時間流水にさらされるので,不 銃鋼等の耐摩耗材料とするこ

とが望ましい。

デフレクタによって述断されたジェットの放散水が衝突する保護シール ドとハウジ

ング壁面については,不 鋳鍋等の耐摩耗対策が望ましい。

4///////K不 銃鋼ライエンク
・
等を施す範囲 (タト掛式デフレクタの場合の例)

図-1.3.1補 強対策箇所
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(3)デ フレクタの操作動力

デフレクタ放流が行われるのは事故時であり,確 実に動作することが大切である。

(a)油 圧サーポモータで操作する場合には,長 時間放流及び所内停電に対応するため

圧油タンクの容量をあらかじめ大きくするか,又 は別に直流電源で駆動される圧油

ポンプを設けるなど油圧の確保には万全を期せねばならない。

(b)デ フレクタ操作動力のパックアップとして,ス プリング又は水圧による自己閉鎖

型のサーボモータを採用し,確 実に全閉させる。

(4)主 機停止対策

事故停止時に,主 機停止後も長時間のデフレクタ放流をする必要がある。この場合,

ジェット放散水の一部がバケットに当り,主 機が低速回転する可能性がある。

主機の低速回転に対する対策としては,次 の方法が考えられる。

(a)放 散水がバケットに当らないようなデフレクタ形状とする。

(b)プ レーキにより,主 機を完全に停止させる。ただし,プ レーキ容量は,通 常のプ

レーキ容量よりも大きくなることが多いので,十 分な余裕を取ることが望ましい。

1.4運 転操作マニュアル

余水路を省略したことによって,発 電所の運転操作が従来方式とは異なり,特 に考慮

しなければならない点は以下のとおりである。

① 通常運転の場合には,従来の運転操作と変わりはないが,取 水開始 ・停止操作に

伴い取水日制水ゲー ト等の開閉操作が必要となる。

② 外部事故で5分 以内の場合,事 故復旧までの間は取水日制水ゲー ト等は取水中の

状態を継続し,バ ルプ放流 (又はデフレクタ放流)を 行って待機し,事 故復旧後再

並列する。

③ 取水口制水ゲー ト等の操作は,発 電所側と連携した自動運転操作とする必要があ

り,ま た河川水位上昇の規制値を超えないため,段 階放流の操作を行う必要がある。

外部事故の場合の待機時間については,送 電線事故で,比 較的早 く復旧する場合には,

そのほとんどが5分 以内であり,5分 以上かかる時にはかなりの時間を要することが多

いため,原 則として5分 を設定した。

また,外 部事故時の待機においては,水 車を水調より除外し,調 速機により無負荷で

定格回転速度の運転を継続させる場合と,水 事を一旦停止させる場合とが考えられる。

無負荷運転を採用するためには,こ れに応じた調速機が必要であるが,事 故復旧時に

早 く並列運転を再開できる。

待機の方法については,発 電所の規模が大きい場合には水車の無負荷運転を採用し,

規模が小さい場合には水事を一旦停止させる方がよい。

1.4.1自動運転操作

(1)停 止一運転一普通停止

(a)フ ランシス水車

発電所からの運転指令により取水口制水ゲー ト等が取水開始の操作を行い,ヘ ッ
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ドタンク水位が起動水位に達すれば,水 事が起動して発電機が並列し,並 列後水革
は,水 調により制御され,取 水量に見合った運転が行われる。

普通停止時は,発 電所からの停止指令により取水口制水ゲー ト等が操作され ,水

事は水調による運転を継続し,ヘ ッドタンク水位が水認停止水位になった時点で発

電機が解列され停止する。

以上の様に,停 止一運転一普通停止は,取 水回制水ゲー ト等の操作を除いては従

来と変わることがない。また,放 流バルプを水調により常時制御すれば,水 車の起

動遅延時や,ト ンネル内の湧水,取 水口制水ゲー トからの漏水等によるヘッドタン

ク水位の異常上昇を防 ぐことも可能である。この場合には,放 流パルプの水調水位

を水車運転水調水位の上に設定する必要がある。

(b)ペ ル トン水革

発電所からの運転指令により取水□制水ゲー ト等が操作され,ヘ ッドタンク水位

が起動水位に達すれば,ニ ー ドル,デ フレクタは小開され水事を起動並列する。

並列後水事は,水 調による制御によってニー ドル,デ フレクタが一定の関係を保

ちながら取水量に見合った運転が行われる。

普通停止時は,発 電所からの停止指令により取水日制水ゲー ト等が操作され ,水

車は水調による運転を継続し,ヘ ッドタンク水位が水調停止水位になった時点で発

電機が解列され停止する。

取水口制水ゲー ト等の操作を除き,ベ ル トン水事の停止一運転一普通停止の運転

操作は従来と変わるところはなく,停 止中においても,ニ ー ドルを常時水調とする

ことにより,ヘ ッドタンク水位の異常上昇を防ぐことが可能となる。

(2)発 電所事故発生時

(a)フ ランシス水草

1)内 部事故発生時

内部事故発生時は,発 電機を系統より解列とし,水車を急停止するとともに,取

水口制水ゲー ト等の段階操作を開始する。同時に放流バルプを急開とし,そ の後水

調制御する。

2)外 部事故発生時

外部事故発生時は,発 電機を系統より解列し,水事は無負荷で定格回転速度によ

り運転を継続する。また,小 規模の発電所では,停止する場合もあり,解 列と同時

に放流パルプを急開とし,そ の後水調制御する。

外部事故が5分 以内に復旧した場合には,再 並列又は再起動操作を行い,通 常運

転に移行する。

また,外 部事故が5分 以上継続した場合には,上 記 1)の 内部事故発生時と同様

の制御を行い水事を停止し,取 水口では取水口制水ゲー ト等の段階操作を行う。

(b)ペ ル トン水車

1)内 部事故発生時

内部事故発生時は,発 電機を系統より解列し,デ フレクタを急閉鎖するとともに,

取水回制水ゲー ト等の段階操作を開始する。また,ニ ー ドルを水調制御し,ヘ ッド

タンク水位の上昇を防 ぐ。
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2)外 部事故発生時

外部事故発生時は,発 電機を系統より解列し,そ の後ニー ドルを水調制御して余

水を放流する。また,デ フレクタを水車がほぼ定格回転数になるよう調速機で制御

し,無 負荷開度 (キー ドル開度に対応した)に する。ただし,小 規模の発電所では,

水車を停止する場合もある。

外部事故が5分 以内に復旧した場合には,デ フレクタを制御して再並列又は再起

動操作を行い,並 列後は水調運転とする。
ペル トン水車は,強 制再並列方式 (過速度並列投入方式)を 採用するのが有利と

され ,こ れは,再 並列が行われる場合,定 格回転数よりも若千高い回転数となる開

度までデフレクタを開けた後 ,デ フレクタをわずかに開じ,減 速時に同期投入を行

う方式である。この方式は,ベ ル トン水事の場合にはランナを空転しており,他 の

形式の水草ランナが水中回転しているのに比較し,ゆ っくりとした減速特性を有し

ていることを利用するものである。

しかしながら近年では,ニ ー ドルが全開状態であっても,デ フレクタの微調整に

よる揃速制御の信頼性が向上し,こ の方法によって再並列を行っている例もある。

外部事故が5分 以上継続した場合には,上 記 1)の 内部事故時と同様に,デ フレ

クタを全閉して水車を停止し,取 水口では取水口制水ゲー ト等の段階操作を行う。

(3)河 川流畳増水時の取水制限

河川の流量が最大取水量を越えた場合は,河 川水位と取水口制水ゲー ト等の連動に

より,流 入量が最大取水量となるように自動的に制御する。

(4)洪 水時

河川流量が増加し,河 川水位が取水停止水位になれば,一 般の発電所と同様に沈砂

池への上砂流入を防止するために,取水口制水ゲー ト等を自動的に操作する。

この場合は前述の普通停止と同様の操作となり,取 水停止後も水調運転を継続し,
ヘッドタンク水位が水調停止水位に到達すれば水車を停止する。

(5)湧 水処理

水事停止中におけるトンネル湧水処理を機械設備により行うことは,前 述のとおり,

放流バルプ又はニー ドルを常時水調とすることで対応が可能である。

また,湧 水量の程度によっては,機械設備の間欠動作の回数が多 くなるため,ト ン

ネルの容量を有効に活用した方法も考えられる。

1.4.2手動操作

水路系の保守点検に伴う抜充水及び沈砂池 ,ヘ ッドタンクの排砂は,余 水路を設置

した場合と同様に,手 動操作で行う。

1.4.3操作フロー

前記1.4.1で述べた操作をフローにすると,次 のとおりである。

フロー中の太線内の操作は,余 水路省略によって生ずる操作を示す。

(1)停 止一運転一普通停止

図-1.4.1に 示す。
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(2)発電所事故発生時

図-1.4.2に 内部事故の場合を,図 -1.4.3に 外部事故の場合を示す。
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開 操 作

水 車 起 動

並 夕け

水 車 水 調 運 転

停 止
し
日 令

取水回制水ゲー ト等の段階操作 (
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解 Ｉ
ダ
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図14.1停 止一運転―普通停止
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通 常 運 転
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図14.2発 電所事故発生時 (内部事故の場合)
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ガ イ  ド  ベ  ー  ン

(ニー ドル ・アフレクタ)

水 車 無 負 荷 定 格 運 転

事故発生後

5分 以上

口制水ゲー ト等の段階繰

余 水 放 流
′― レ ブ 放 流

( デ フ レ ク タ 放 流
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調停止水位以

ヘ ッ ドタ ンク

水処理水位以

(余水放流)

(取水停止)

(余水放流)

図14.3発 電所事故発生時 (外部事故の場合)
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1.5余水路省略の参考事例

近年において開発された流れ込み式発電所においては,余 水路の省略を採用するケ
ースが多 くなっており,現在工事中のものを含めると,余 水路を省略した発電所とし
ては,次 表に掲げる発電所がある。

1.5.1土木設備のみで対応した発電所

負荷遮断時には水路内を逆流させて,取水日近傍から放流する方式。

発電所名 使用水量

(口
3/s)

有効落差

(田)

最大出力

〈k甲)

企 業 者 名 運転開始

年  月

湯 鳥 0.72 343.50 2,000 山梨県企業局 s.58年 3月

深 山 2.00 147.49 2,300 栃木県企業局 s.59年 3月

安 蔵 2.80 142.95 3,200 中 国 電 力 s.60年 7月

鳴 子 2.20 82.32 1,400 大分県企業局 s.61年10月

下 釜  日 1.60 143.30 1,800 山梨県企業局 s.63年 3月

大長谷第四 2.00 164.70 2,600 富山県企業局 H. 1年 3月

中 島 第 二 1.40 214.82 2,400 福井県企業局 工 事  中

1.5.2機械設備との併用により対応した発電所

(1)フ ランシス水事地点

取水口制水ゲート等の段階操作と,パ ルプ放流による方式。

発電所名 使用水畳

( H 3 / s )

有効落差

(口)

最大出力

(k甲)

企 業 者 名 運転開始

年  月

(実証地点)

新内川第二
3.70 100.60 3,000 金沢市企業局 H.1年 3月

谷里
ヽ

8.00

4.00

194.30

195.00
19,600 電 源 開 発 工 事  中
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(2)ペ ル トン水草地点

取水日制水ゲート等の段階操作と,デ フレクタ放流による方式。

発電所名 使用水量

(口3/s)
有効落差

(口)

最大出力

(k甲)

企 業 者 名 運転開始

年  月

新 楠 1.50 182,70 2,200 中 部 電 力 H. 1年 5月

(実証地点)

大 鹿
4.50 266.40 10,000 長野県企業局 H . 2年 5月

北 又  渡 11.50 256.00 24,200 中 部 電 力 H . 3 年 1 1月

木 の  俣 1.30 206.30 3,600 栃木県企業局 工 事  中

赤 石  沢 7.00 346.00 19,000 中 部 電 力 〃

二 軒 小 屋 11.00 284.00 26,000 中 部 電 力 〃

1.6ヘ ッドタンク小規模化の基本構想

1.6.1ヘッドタンクの諸元
ヘッドタンクの設計に際しては,発電所の運転に対しての安定性 ,ヘ ッドタンク内

に異常な水位低下が生じるような運転が行われた場合に対する安全性及び機器の故障
への対応等を考慮し,以 下に示す諸元等について検討し決定する必要がある。

(1)ヘ ッドタンクの水面積

発電所の運転に際しては,ヘ ッドタンク水位による垂下率水調運転又は定水位水調

運転が採用される。ヘッドタンクにおいては,こ の水調運転が安定して継続できるだ

けの必要水面積を確保する必要がある。

(2)ヘ ッドタンクの容量

発電所の運転に必要な容量だけでなく,ヘ ッドタンク内に異常な水位低下が生じる

ような運転が行われた場合や機器の故障に対しても,水圧鉄管や水車等に損傷が及ぶ

ような大事故につながることのないよう,必 要な容量について検討するものとする。

(3)ヘ ッドタンクの形状

小規模化したヘッドタンクでは,流速が速いため渦の発生等が起こり易 く,こ れに

対応したヘッドタンクの形状について検討するものとする。

1.6.2ヘッドタンクの水面積
ヘッドタンクには,通常運転時における流入量変動や水位変動に対し,水位調整器
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により水車使用水量が対応し,

けの面積が必要である。

水面積は,水路 (トンネル)

図により求めるものとする。

ヘッドタンク水位がハンティング現象を起こさないだ

の最大通水量と水車最大使用水量により決定され,次

Q口ax
こ こ の範囲て

花 ′

)面積が必要

及
4く

てくてくttセ
′

A  :水 面積

QHax:最 大使用水量

QO :最 大通水量

5          10          15

α (=A/Qttax)

図-1.6.1ヘ ッドタンク必要水面積図

上図は,

① ヘッドタンク水位変化に伴う導水路 トンネルからの流水の補給

② ガイドベーン等の機器系の最適動作速度

等を考慮した水理プログラムを用いてシミュレーションを行い,安 定した水調運転に

必要とされる水面積を求めたものであり,安 定運転状態のヘッドタンクに対して,瞬
間的な水位低下 (外乱条件)を 与え,土 木及び水車機器サイドの条件を基にヘッドタ
ンク水位を計算し,そ の収束の程度により求めたものである。
土木の条件を設定するに際しては,最 近の小水力発電開発においては使用水量が小

さいことから, トンネルとしては最小施工断面を用いた。また,ヘ ッドタンクの初期
水位としては,水 調運転であることから,3.OE3/sま では使用水量にかかわらず水路
高さの8割 程度とし,そ れ以上の場合には等流水深とした。

1.6.3ヘ ッドタンクの容量
ヘッドタンクの容量 (基準水位より,最 低水位までのヘッドタンクの内容量)に つ

いては,水 位検出器等の故障により,ヘ ッドタンク内に異常な水位低下が生じるよう
な運転が行われたことを想定した時に,発電所の機器がこれらの異常現象に応答して

停止操作を開始し,操 作が完了するまでに必要な容量とする。
ヘッドタンクの容量は,通 常の運転に必要な容量と,異常な水位低下を生じた場合

に非常停止を開始する水位 (非常停止設定水位)ま での余裕である水位低下確認容量
と,さ らに非常停止のための容量との合計であり,図 -1.6.2に 示すとおりである。

通常の運転は,ヘ ッドタンク水位による水調運転であり,こ の中には,垂 下率をも
たせて制御する垂下率運転と,常 に一定水位で制御する定水位運転とがある。
定水位運転では,水 車出力の大きさにかかわらず水位は常に一定であるが,垂 下率

運転での無負荷時の水位は,水 革最大出力時の水位より, 0。3m程 度低 く設定される

ことが多 く,ま た,急 激な負荷変動等によって生じるヘッドタンク水面の変動に対し

て,制 御系の誤動作を避けるため,非常停止設定水位は運転水位 (水調下限水位)よ

1.0

0.5Q0
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り更に 0。5m程 度下げた値が採用される場合が多い。
ヘッドタンク容量の検討は,図 -1.6.3の フローによる。

図-1.6。2ヘ ッドタンク容量の概念図

図-1.6.3ヘ ッドタンク容量検討フロー

非常停止設定水位

・最大使用水量
●トンネル断面
●トンネル勾配

●ヘッドタンク基準水位の決定
●ヘッドタンク水面積の決定
・水調運転方式の選定

・水車停止所要時間

(調速機閉鎖時間)

・非常停止設定水位の設定

・最低水位の計算 ●ヘッドタンクの構造検討

・最低水位の決定
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最低水位の計算は,最 も危険であると考えられる状況において計算するものとし,
非常停止設定水位で水が潤っていて流速のない場合に,水 車が瞬時に最大使用水量の

運転を始め,す ぐに非常停止を開始するものとする。

最低水位は,最 大使用水量,ヘ ッドタンク水面積 ,非常停止所要時間及び非常停止
設定水位の各諸元により決定され,ま た,こ の計算は不定流であり非常に複雑である
ため,慨 略の計画ではヘッドタンクの必要容量として次の値を用いてよい。

表-1.6.1ヘ ッドタンクの必要容量

水 調 方 式 ヘ ッ ド タ ン ク 容 量

垂 下 率 水 調 1 l  Qttax

定 水 位 水 調 7 Qttax

ただし,上表に示す値は トンネル断面を最小施工断面 (1.8Ⅱ×1.筑,ホ ロ形断面)
とし,水 調運転の水位幅を 0.3m,水 位低下確認幅を 0.5mと して計算したものであ

り,ま た,水車の停止所要時間は5～ 20秒 の場合であり,ヘ ッドタンクの水面積は

5～ 10Q口 axの 範囲である。

非常停止設定水位を上記の値よりも低 くする必要がある場合や,水 車停止所要時間
を長 くする等の場合には,それらの条件を用いて最低水位を算出し,ヘ ッドタンク容

量を決定するのがよい。

116.4起動時の安定計算

前記の1.6.2及び 1.6.3において,ヘ ッドタンクの水面積及び容量が設定されたの

ち,水 車起動時や運転切り替え時等の通常運転時において,ヘ ッドタンク水面の安定

性について,水 調シミュレーションによる計算を行うことにより確認することが望ま

しヽヽ。

1.6.5設計上の留意事項
ヘッドタンクより水圧管へ水を取り入れる場合 ,呑 日付近の水面に渦が発生して水

圧管内に空気を吸い込むような場合があり,特 に小規模化したヘッドタンクでは,流

入流速が速 くなるため,渦 を発生しゃすい状況にある。

渦防止対策としては,一般に,最低水位から水圧管中心までの水深を管径以上とす

る方法があるが,こ れだけでは不十分な場合もあり,下記の方法等が考案され実施さ

れている。

(1)呑 口上部傾斜法

(2)旋 回流防止法

(3)通水断面拡大法

特に,円形のヘッドタンクを採用する場合には,旋 回流が発生しやすいので,慎 重

な検討が必要である。
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1.7ヘ ッドタンクの小規模化の参考事例

ヘッドタンクの小規模化については,近 年盛んに行われるようになっている。開発さ
れた事例として,以 下にそれらの既設発電所についての諸元を示すものとする。

発電所名 使用水量

(口3/s)
有効落差

(田)

最大出力

(kW )

企 業 者 名 ッヽト
tタ

ンタ

水 面 積

ツヽト
'タ

ンタ

容  量

早 月 15.18 47.25 6,000 早 月川 電 力 5Qllax 18Qmax

ィJヽ坂 6.00 423.90 21,300 中 部 電 力 10Qmax 40Qmax

松 5.50 320.00 14,500 中 部 電 力 14Qttax 24Qttax

(実証地点)

新内川第二
3.70 100.60 3,000 金沢市企業局 5Qttax 10Qmax

(実証地点)

大 鹿
4.50 266,40 10,000 長野県企業局 5omax 1lQmax

上表の他 ,近年において運転を開始した中部電力の北又渡発電所においてもヘッドタ
ンクの小規模化が実施されており,現在工事中の発電所の内,中 部電力の赤石沢と二軒

小屋の両発電所や,電源開発の黒谷発電所においても,ヘ ッドタンクの小規模化が計画
されている。
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第2節  実 証試験結果 (新内川第二地点)

2.1は じめに

金沢市企業局の新内川第二発電所においては,中小水力発電の建設コス ト低減を目的
として,「 中小水カシステム技術信頼性実証試験」が,TBM工 法による トンネル施工
の合理化 ,余水路省略等設備の合理化,水圧鉄管代替製品FRPM管 等に関する技術開
発の3技 術について行われた。

工事は,昭 和61年 10月 に着工し,昭 和68年 12月 には初期の目的を十分に達成
して運転を開始した。

以下 ,余 水路省略等設備の合理化における実証試験結果について述べる。

2.2発 電所概要

2.2.1発電所の概要

新内川第二発電所は,石川県金沢市を流下する犀川水系内川の上流東谷と西谷
の合流点を本川取水地点として2.92狙3/sを取水し,約 3.5k酎の導水路途中におい

て4箇 所の渓流から最大0.78B3/sを取水し,合計3.70四3/sの最大使用水量 ,有 効

落差100.60mにより,最大出力 3,000k甲の発電を行う流れ込み式発電所である。

(第7章  図 -4.2.1発 電所位置図及び図-4.2.2水 路概要図参照)

2.2.2地点の特性

発電所地点は,金沢市南部の山間地に位置し,金沢市街地から約20KⅢの距離にある。

発電所に通じる道路としては市道があり,内川ダム貯水池左岸沿いを通 り,貯 水池末

端で堂大橋を渡り発電所に通じている。

市道は更に,内 川右岸沿いに菊水町まで通じており,そ の上流には林道が取水口地

点まで通じている。

内川ダムより上流には民家はなく,普 段でも通行量は少なく,冬期には2～ 3mに

も及ぶ積雪のため通行が途絶する。

2.3実 証プラントとしての基本構想

新内川第二発電所は,余水路を省略しヘッドタンクを小規模化する実証プラントとし

ての設計を行い,余 水路を省略する方法としては,フ ランシス水車地点における土木設

備と放流バルプを併用する方法とした。

その実現のため,次 に示す基本構想を作成し,こ れに基づき検討及び設計を行った。

① 負荷遮断時に伴う余水を本川取水日から放流すると,河 川の指導規制値 (水位上昇

30c田/30分 )を 守ることが困難なので,余水の全量について水車をバイパスする放流
パルプから放流するものとした。

② 発電所外部事故が5分 以上継続する場合及び内部事故の場合には,取水を自動で停
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止するものとし,取水口にゲー ト自動制御装置を設けるものとした。
③ ヘッドタンクの最高水位は,100年 確率洪水時に取水口制水ゲー ト及びダム排砂ゲ
ー ト不動作の場合を想定し,ヘ ッドタンク設備の高さは,そ の最高水位に 50c田以上
の余裕を取るものとした。

④ 激流パルプを具備しているため,ト ンネルの補強は行わないものとした。なお,ト
ンネル内水圧に対する内部応力については検討を行った。

⑤ 最大使用水量の負荷遥断時には,許 容内水圧以下であれば一時的に トンネルが被圧
してもよいこととした。また,水 車ガイドベーンと放流バルプとの運動操作方式につ
いては,ヘ ッドタンク水位による間接操作方式を採用し,ソ フト上においてそれぞれ
単独の制御系を有するものとした。

◎ 放流バルプによる放流時のエネルギーは,放流バルプ本体及び滅勢工により滅勢さ
せるものとした。

2.4設 計

2.4.1取水設備

(1)ゲ ー ト設備

取水口地点には,図 -2.4.1の とおり,ダ ム排砂ゲー ト,取 水口制水ゲー ト及び沈
砂池排砂ゲー トを設置し,ダ ム排砂ゲー トと取水日制水ゲー トは,自 動制御装置によ

り下流河川の水位上昇を30c■/30分 以内にするよう段階的に操作するものとした。

■水ロ

科水ケー ト

ダム排砂ゲー ト (電 動 ・自動操作)

取水回制水ゲー ト (   〃    )

沈砂池排砂ゲー ト (電動 ・手動操作)

図-2.4.1取 水回設備概要図

(2)ゲ ー ト操作電源設備

取水日地点には配電線がないため,電 源装置として内燃力発電装置 ,蓄 電池 ,電 力
ケープルの3案 について比較検討を行った。その結果 ,信頼性も高 く設備費の安価な

内燃力発電装置を採用することとし,発 電所との間には起動用及び制御用蓄電池を常

時充電するための動力用ケープルを トンネル内に布設し,起 動用電源の二重化を図り

信頼性を向上させるものとした。

(3)通 信設備

発電所事故時等には,取 水日の制御と発電所の制御を連携する必要があるため,ト
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ンネル内に動力用ケープルと並行して,制御監視用の通信ケープルを布設した。

2.4.2ヘ ッドタンク

取水ダム～ヘッドタンクまでの概略図を,図 -2.4.2に 添付する。
(1)水面積

水面積は,昭和59年 度中水力標準化モデルプラント設計調査の検討結果に基づき,
1      水 路最大使用水量 3.70日3/s,水 路最大通水可能流量 4.91口3/sの諸元より,5Qと

して 18.50B2とした。

(2)最高水位

100年確率洪水時において,放流バルプ及び取水口制水ゲー ト,ダ ム排砂ゲー トが
不動作時のヘッドタンク水位を計算した結果,表 …2.4.1に示すとおり EL338.048皿

であった。

表-2.4.1事 故時のヘッドタンク到達水位       (単 位 EL.m)

機 器 の 状 態 河川流量 (■
3/s)

取 水  口

制水ゲー ト

ダ ム

排砂ゲー ト
放流バルプ

最大取水量時

2.92+0.06

発 電 停 止 時

40

1 0 0年確率洪

水時  4 7 0
正  常 正  常 正  常 331.900 331.900 331.900

故  障 〃 〃 331.900 331.900 336‐013

正   常 故  障 〃 331.900 331.900 331.900

〃 正  常 故  障 334.135 334.135

故  障 故  障 正  常 331,900 333.107

〃 正  常 故  障 333.204 333.204

正   常 故  障 〃 384.135 334.135 ‐33141933‐
故  障 〃 〃 334.216 3381043:

凡   例

水  位

水  位

被圧せず

被圧するが,許容応力度以下

被圧し,許容応力度以上

これより,理設型ヘッドタンクの進入路兼塵芥処理坑の出回標高は,前 記の最高水

位に 0.5口以上の余絡を取り EL339.500回とした。

また,最 高水位時には トンネルの覆工吹付ヨンクリー トに発生する引張応力度は最

大 6.9kgfん■2と なり,許容応力度 4.5kgf/cl1 2を越えるが,引 張強度の試験結果で

ある 33.5kgf/価2に比べると 1/4以下である。

発電所事故時が洪水時であり,か つ,ゲ ー ト等の故障が重なることは非常にまれで

あり,ヘ ッドタンク水位が最高水位に達する確率は非常に低 く,ま たその場合でも大

きな設備被害となる可能性はないと判断され,ト ンネルの補強は行わないものとした。

(3)容量

昭和59年 度中小水力標準化モデルプラント設計調査の検討結果に基づき,ヘ ッド
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タンク最低水位を水路敷から 0,50回下がりとすれば,ヘ ッドタンク容量は,基 準水位
EL331.800H,最 低水位 EL323.74軌より,

V=5Q× (331.800-329.746)
=10.27Qttax

また,水 圧管呑回中心標高は,ヘ ッドタンク水位から 1.OD以上 (Dは 水圧管の内
径)の 深さを取ることとして EL328.100日とした。

i    (4)そ の他留意事項

(a)流 水による渦が発生しないよう急激な断面変化を避けるものとした。

(b)沈 激した土砂の排除及び抜水時の湧水処理を行うため,ヘ ッドタンクに土砂吐設
備を設け,水 圧管路沿いに側溝を設けるものとした。

(c)岩 盤は多少深いと推定されたが,自 重及び外力に対して安定とするため,岩 着さ
せるものとした。

(d)ヘ ッドタンク上流約 70Hのトンネルについては,ヘ ッドタンク水位の上昇を考慮
し,漏 水対策を行うものとした。

2.4.3放流バルプ

(1)放流バルプの形式

各種のパルプ,ゲ ー トについて比較検討を行い,経済性及び滅勢効果の有利な減勢
タンク付コーンバルプを採用することとした。

(2)放流能力

余水は全量を放流バルプにより放流するものとし,80%開 度で水草最大使用水量を

放流できるものとした。

(3)分 岐位置

水車入日弁を,放流パルプ点検時の副ゲー トとして兼用でき,か つ,設 置スペース

も節約できることから,放流パルプは水車ケーシングから分岐して設置するものとし

た。

しかし,結 果として入日弁の使用に関して非常な制約を受けることになり,入 日弁
の上流側で分岐した方が得策であったと考えられる。

(4)操作機構

発電所全体としてオイルレス,ウ ォータレスを指向したことから,放 流パルプ操作

機構も電動とし,信 頼性を考慮して電動サーボモータに用いられるプラシレス直流電

動機と伝達機構の組合せを採用した。また,水草ガイドベーンとの連動についてはさ

ほどスピー ドを要求されないことから,直接機械的に連動させる装置は設けないもの

とした。

2.4.4運転制御方式

(1)発電所と取水設備の連動

発電所内部事故の場合又は発電所外部事故が5分以上継続 した場合には,取 水口に

対して取水停止指令を送信し,自動制御により取水停止を行うものとした。

また,本 発電所は,比較的小規模な発電所であることから,無 負荷有励磁又は無励
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磁運転は設定せず,外 部事故時においても,一旦は水車発電機を停止させることとし
た。

(2)水 車ガイドベーンと放流バルプの連動操作機構

水革ガイドペーンと放流バルプとは,それぞれ独立した水位調整機能により制御す
るものとし,放 流バルプ水調水位を水車水調水位より 10cE高 く設定し,両 者の問接
的な運動を行うことにした。結果として,ヘ ッドタンクに放流パルプという越流堤が

水事水調水位の 10c■上に設けられたことになる。これを模式図に示すものとすれば,
図- 2 . 4 . 3 となる。

ヘ ツド

タンク

流入量

ヘ ツド

タンク

水 位

放流がルプ水調水位

開

度

2.5実 証試験

本地点で実施した実証試験は,昭和60年 度余水路省略に関する実証プラントの設計

調査報告書 (新内川第二発電所計画地点)に 基づき11項 目とした。

2.5.1取水設備の自動動作試験

発電所からの取水停止又は取水開始指令により,内 燃力発電装置,ダ ム排砂ゲー ト

及び取水口制水ゲー トが,予 め定めた動作パターンどおりに自動動作することを検証

した。

2.5.2河川水位上昇試験

取水停止に伴う取水設備の自動動作によっても,減 水区間の水位上昇値が河川の指

導規制値30cl1/30分以内となることを検証するものとした。

試験においては,河 川流畳が最大使用水量以下であったために規制値以内となった

が,最 も厳しい条件として河川流量が最大使用水量と河川維持流量の合計値である場

合の水位上昇を推定した結果 ,取 水ダムの下流約 lk口の測定地点で水位上昇値が33cw

となり,規 制値を超過した。

これは,ゲ ー トの第2段 操作による放流水が,第 1段操作による放流水よりも流速

最大使用水量

放流パルズ

図-2.4.3水 車ガイドベーンと放流バルプの連動
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が速いためであり,ゲ ー トの第2段 操作を遅らすことで対処した。これより,測定地

点における水位上昇値は,最高でも22c■1/30分になると推定された。

全開

20c田

6cロ

全閉

取水田制水ゲー ト

変更後

図-2.5.1河 川水位上昇試験に伴う取水設備の自動動作の変更

2.5.3水車自動起動 ・停止試験

水車が,取 水開始に伴うヘッドタンクヘの流入量増加により自動起動し,取 水停止

に伴う流入畳減少により自動停止することを検証した。

2.5.4発電所事故時の放流バルプ動作試験

発電所事故時で水車が非常停止した時に,ヘ ッドタンクの水位上昇により放流バル

プが自動で確実に開き,そ の水位上昇値が構造物に損傷を与えない範囲に押さえられ

ることを検証した。

試験は,水車が最大使用水量時で安定して運転している状態から,閉 塞継電器86-1

を動作させて行った。

図-2.5.2の 試験結果のとおり,放流パルプは負荷遮断から15秒 程度遅れて開き

始め ,最大開度として 67%ま で開いた。また,ヘ ッドタンク水位は最高で79ctE上昇

し,EL332.59口となった。

2.5。5再 並列確認試験

発電所外部事故により水車が非常停止した後,5分 以内に送電線が復旧した場合に

は,水 車が自動起動し,放 流パルプからの放流が水車に自動で切り替わり,発 電機が

再並列することを模証した。

河

川

水

位

変更前 変
更前

|

ダ士控pダ=_ _ヽと____ど変更後|
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2.5.6水調運転試験
ヘッドタンク水面積を5Q(Qは 水車最大使用水量)と 小規模化しても,水 車ガイ

ドペーン及び放流バルプの水位調整が,ヘ ッドタンクヘの流入量変動及びヘッドタン

ク水位の変動に応答して,ス ムーズに行われることを検証した。

流入量変動は,取水田制水ゲー トを操作して行ったが,設定水位に対する変動は,

水車で2c日程度,放 流パルプで5c日程度であった。

水位変動は,水 位調整器の設定を変化させて行ったところ,水 車及び放流バルブと

も,約 5分 で設定水位となり安定した。

2.5.7ヘ ッドタンク容量試験

水車ガイドベーンを最大開度に

して取水口で取水停止とした場合

に,ヘ ッドタンク水位が徐々に低

下して非常停止となる場合におい

ても,水 圧管への空気混入がなく,

水事の運転に支障がないことを検

証した。

水位が EL331.30田付近の水位で,

比較的小さくて不連続な渦が発生

したが,水 圧管への空気混入はな

く,ま たそれ以外の水位において

は,渦 の発生は全 く認められなか

った。

また,非 常停止後からガイドベ

ーン全閉までの間は,水位の低下

は認められず,む しろ回復する方

向であった。写真-2.5.1に ,水

位低下時の状況を示す。

写真-2.5。1水 位低下時のヘッドタンクの状況

(EL330.800配十寸畏庄)

2.5.8減勢工の減勢効果試験

放流パルプからの放流水がバルプ及び減勢工によって十分に減勢され ,放 水路水位

が安定であることを検証した。

放流バルプの騒音,振動は,放 流時に観察したところ,そ の開度が10%程度の時に

最も著しく,そ れ以下又はそれ以上の時には非常に少ないものであった。

また,放 流バルプ周辺における圧力変動を測定した結果では,水 車運転時における

圧力と比較して最も大きな圧力差が認められたのは,減 勢タンクに設けた格子の中間

であり,パ ルプ放流中の放水路水位の変動は,最大負荷遮断時でも約5 ull程度と,十

分に減勢され安定した結果であった。写真-2.5.2に ,放流パルプによって放流して

いる時の状況を示す。
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2.5.9導水路のライエング

コンクリー ト内部応

力試験

最大負荷述断に伴う水

位上昇時に,導 水路ライ
エングコンクリー トにか

かる内部応力が,許 容値

以内であることを検証し

た。

最大使用水量時に負荷

述断を行い測定したとこ

ろ,当 初の計画どおり,

導水路 トンネル内におい

ては天端への着水が認め

られた。着水の時間は22
～23秒程度で,そ れ以後

は次第に水位が低下し,

水位上昇開始より約2分

後には安定する結果であった。歪み計においても負荷遮断による水位上昇の影響が認

められたが ,圧縮方向に最大でも 5kgf/c田2程 度の応力増加であり,ト ンネルの安全

性が認められた。

2.5.10総合試験

水車 ・発電機及び取水設備等の個々の機能が,定 められた一連のシーケンスにより,
発電プラントとして確実に作動することを検証した。

各試験での結果と総合試験での結果は同様の傾向となっており,一 連のシーケンス
に支障はなく,こ れより,フ ランシス水革地点において余水路を省略した場合であっ

ても,発 電所事故時においては,取水設備及び放流バルプについて運動操作機構を考

慮することによって,こ れに対応できることが確認できた。

また,余 水路の省略に伴って,ヘ ッドタンクの小規模化を図った場合においても,

水調制御方式を考慮することにより,対応は可能と判断された。

2.5.11導水路内抜水点検

実証試験における運転に対して,導水路及び放流バルプ廻りの異常の有無を点検し,

設備の信頼性を確認した。

導水路内においては,新 たに発生したクラックや損傷等はなく,多 少の堆砂がみら

れたが,こ れは初通水によって吹付ヨンクリー ト面が洗われたことによるものと考え

られ,ま た,放流バルプ廻りの点検でも損傷はなく,そ の後の水圧管路充水時におい

ても,放 流バルプからの漏水は認められなかった。

！！！！！十一！！！！一一一！！・！！！！！，！！！！一！！！

写真-2.5.2放 流パルプによる放流時の状況

(減勢工側より放水路に越流している様子)
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2.6経 済性評価

2.6。1対 象設備の選定と在来設計

経済性評価のための在来設計案は,ケ ース 1と して余水路は省略するがヘッドタン

クは在来の規模であるものと,余 水路を有しかつヘッドタンク規模が在来のものであ

るケース2と の,2ケ ースを設定するものとした。

在来設計においては,各対象設備に対する設計指針を,次 のように想定するものと

した。

(1)取 水設備

ゲー ト操作電源設備である内燃力発電装置は,配 電線が無いという本地点の特性上,

余水路省略に関係無 く必要な設備である。ただし,内 燃力発電装置の起動用蓄電池及

び制御用蓄電池を常時充電するための取水設備～ヘッドタンク間の トンネル内付設電

源ケープルは,取 水設備の電源の二重化の意味合いであるため,余 水路が有る場合に

は不要とした。

また,ゲ ー ト自動制御装置 (取水日制水ゲー ト,ダ ム排砂ゲー ト)及 び取水設備～

ヘッドタンク間に設けた トンネル内付設の通信ケープルについては,近 年の発電所は

無人化されており,集 中管理としているため,余 水路が有る場合であっても,必 要な

設備とした。

(2)ヘ ッドタンク

在来のヘッドタンクの規模は,そ の容量として最大使用水量Qの 1分～2分 程度 ,

すなわち,60Q～ 120Qと されているため,在 来設計においては,60Qと した。

また,在 来設計におけるヘッドタンクの形式は,本 地点の地形地質条件より,水 圧

管路の上部で大規模なオープン掘削を行うことによリヘッドタンクを構築することが

不利なため現状と同様に立坑方式とし,容 量が大きくなる分は導水路側ヘ トンネル方

式で構築するものとした。
ヘッドタンクの水面積は,10Q～ 30Q程 度が在来では一般的とされているが,必 要

な余水吐き (越流頂)の 長さと容量さえ満足すればよい。このことから,現 状のヘッ

ドタンクの高さを変えないものとし,水 面積は約33Qと した。

(3)水 圧管路

余水路を設けた場合には,水 圧管と平行して余水管を設けるものとした。本発電所

は水圧管としてFRP管 を使用しており,余 水管もFRP管 とした。

(4)発 電所

余水路省略の場合には,現 状のとおりの放流パルプ及び水調機能 ,直 流電源装置を

設けるものとした。

ただし,直 流電源装置については,発 電所の主要機器にとっても必要なため,そ の

容量を見直すものとした。

以上の項目について,実 績と各ケースに対して比較表を作成すると,表 -2`6.1に

示すとおりとなる。
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表-2.6.1各 ケースの比較表

項 目 現  状 ケース 1 ケース2

ヘ ッドタンク規模 小規模 在 来 在 来

余 水 路 省 略 省 略 有  り

取

水

設

備

内燃力発電装置 有  り 有 り 有 り

トンネル内電源ケリ
・
み 有  り 有  り 無  し

ケ
'―

卜自動制御装置 有  り 有  り 有 り

トンネル内通信ケ■
・
ル 有  り 有  り 有 り

ヘ

汁多
ク

水 面 積 5 Q 33Q 33Q

容 畳 10Q 60Q 60Q

余 水 吐 き 無  し 無  し 有  り

管 余 水 管 無  し 無  し 有 り

警

昴
放流パ ル プ関係 有 り 有  り 無  し

減 勢 工 無  し 無  し 有  り

2.6.2経済性の比較

前記の設備諸元の違いにより,各 ケースの事業費を算出して比較すると,下 表のと

おりとなる。

表-2.6.2余 水路省略等経済性評価総指表        (単 位 :百万円)

仕様
ヘット

・
タンタ 小  規  模 在 来 規 模 在 来 規 模

余 水 路 省 略 省 略 設 置

項 目
実 績 事 業 費 ケ ー  ス  1 ケ ー ス 2

① 事 業 費 ②事業費 (②一①) ③事業費 (③―①)
土 地 40.3 40.3 40.4 0。1

建 物 86.6 86.6 86.6

水 路 2,054.1 2,088.4 34.3 2,175.9 121.8

機 械 装 置 546.4 546.4 513.4 33.0

諸  装  置 118.9 118.9 107.0 11.9

備
ロ
O H 3.8 3.8 3.8

仮 設 備 品 152.7 152.7 152.7

工事用動力費 74.3 74.3 74.3

補  償  費 135.2 135.2 135.4 0.2

総  係  費 413.3 414.6 1.3 416.2 2.9

建 設 中 利 息 30.9 31.2 0.3 31.6 0,7

計 3,656.5 3,692.4 35.9 3,737.3 80.8

建設単価(円/ktth) 302.1 305,1 3.0 308.8 6.7

注 :年間可能発電電力量=12,103 Mtth

-370-



2.7総 合評価

新内川第二発電所は,フ ランシス水車地点における余水路省略実証プラントとして,
「昭和59年 度 ,60年 度中小水力標準化モデルプラント設計調査報告書」を基盤とし,

更に技術的検討を加え,昭和61年 より着工し,昭 和 68年 12月 に運転開始した。
運転開始にあたり,昭和68年 11月 中旬～ 12月 中旬にわたって,余 水路省略に関

する種々の実証試験を行い,機 器の安全性,河 川水位上昇 ,ヘ ッドタンクの小規模化及
び運転制御について検証した結果,余 水路が設置されたプラントと同様に,構 造物及び
周辺の環境に対して安全に運転することができ,余 水路省略プラントの安全性が確認で
きた。検証結果については,以 下のとおりである。

① 河川水位上昇に対しては,放流パルプの採用及び取水設備の自動動作機構の採用に
より,下 流の水位上昇に対する安全性が十分に確保できた。

② 水車の自動起動,停止等の運転制御については,余 水路が省略されたプラントであ
っても,流 入量及びヘッドタンク水位を的確にとらえることにより,安 全に運転が可
能であった。

③ 放流パルプの動作においては,機 械本体の摩擦や動力伝達方式におけるパックラッ
シュ等により,や や動作遅れがあり,ヘ ッドタンク水位の上昇値が大きく,一 時的に

トンネル天鋪に着水はするが,着 水は当初から予想されており,構 造物の安全性に支
障がないことから,発電プラントとしては問題はなかった。

また,減勢効果については,バ ルプ本体に減勢装置を取り付けることにより,放 水
路水位の安定を保つことができた。

④ ヘッドタンクの小規模化においては,余 水路が省略された場合でも,運 転制御によ
る水面変動も小さく,安 定して運転が可能であり,水 面積5Q(Qは 最大使用水量)
で十分であった。

また,ヘ ッドタンク水位が異常に低下し,非 常停止設定水位まで下がった場合であ
っても,渦 の発生や水圧管路への空気の混入が無かった事から,ヘ ッドタンク容量は

今回の容量で安全であると確認できた。

以上の実証試験結果から,フ ランシス水車地点においては,余 水路を省略しヘッドタ
ンクを小規模化することは可能であるといえる。また,今 後の新規計画地点においては,

下記のことについて目意する必要があると考えられる。

① 河川水位上昇においては,各 計画地点で河川の条件が異なり,ま た,水 位上昇に対
する検討計算とは必ずしも一致しない場合もあるため,下 流での水位流量測定を実施
し,現 実に添ったゲー ト放流パターンの計画が必要と考える。

② 放流パルプの応答動作においては,摩 擦力や駆動装置からの動力伝達過程における
パ ックラッシュ等により,パ ルス上の動作が見られるが,運 転に対しては特に問題は

ない。このパルス上の動作を解消するためには,動 力伝達方法等の改善が必要となり,

経済性を考慮して検討することが必要と考える。
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3.2 発 電所概要

3.21 発 電所の概要

大鹿発電所は,小 渋ナ||と上沢との合流

点より約 0.4kln上流地点 (建設省七釜砂

防第 2副ダム直下)及 び右支川J 河ヽ内沢,

寺沢合流点直下流の御所平地点の2か所

にて最大使用水量 4.5ボ/sを 取水し,

小渋川の右岸区域に 6,917.lmの導水路

を設けて,上 蔵地点まで導水して,有 効

落差 266.4mを得て最大10,000脚の発電

を行ったのち,87.2mの 放水路によって,

小渋川に放流する水踏式発電所である。

(図-3.2.1発 電所位置図,及 び図-3.

2.2水 路概要図参照)

第 3 節  実 証 試 験 結 果 ( 大鹿 地 点 )

3.1 は じめに

中小水力開発の促進に当り,建 設費のコスト低減を目的とする新技術開発の一環とし

て 「余水路省略等設備の合理化」の検討が昭和59年度より進められている。

長野県企業局の大鹿発電所においては 「余水路省略に関する実証プラントの設計調

査Jに 基づき調査 ・検討が進められ,そ れらを踏まえて実証試験が行われた。以下,試

験結果について述べる。

需1大鹿重とす

図-3.21  発 電所位置図

322 地 点の特性

発電所地点は,長 野県南部の南アルプスを形成する赤石山地の西側山麓に位置し,下

伊那郡松川町から約15kmの距離にある。

発電所に通じる道路としては,主 要地方道大渡水窪線があり,松 川町より小渋ダム貯

水池右岸側を通り,大 河原地内まで通じている。更に上流には,取 水地点までは林道が

通じているが,釜 沢村から上流には集落はなく通行量は少ない。

3.3 実 証プラントとしての基本構想

大鹿発電所は,ペ ル トン水車地点において余水路を省略しヘッドタンクを小規模化す

る実証プラントの設計であり,余 水路省略に当っては,土 木設備とデフレクタ放流を併

用する方法とした。

そこで,ヘ ッドタンクの小規模化を含めた主要な問題点の設計に当り,次 のような基

本構想に基づき,検 討及び設計を行った。
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331 土 木設備

a)取 水設備は,河 川水位上昇30cm/30分を満足する河川放流制御を行うものとする。

b)河 川流量変化の対応はすべて取水設備で制御する。

c)外 部故障による水車発電機停止が5分以上となる場合,並 びに内部故障の場合は,

取水停止するものとする。

d)ト ンネルの補強は基本的には行わないものとする。ただし, トンネル被圧区間の破

砕帯等,地 山が脆弱な区間については,補 強を行うほか,漏 水対策を行う。

e)ヘ ッドタンク天端は,洪 水時(100年確率)に 取水ロゲート不動作の場合の取水日沈

砂池余水吐の越流水位十余裕高 (050m)と する。

33.2 機 械設備

a)余 水路を省略する方法は,土 木設備 (トンネル空容量の有効利用,導 水路調節門緩

閉鎖)だ けで対応できない場合,デ フレクタによる全量放流 (最大使用水量=4.50ぷ

/s)の 併用とする。

b)5分 以内に外部故障が回復した場合, 自動再並列を行えるものとする。

c)長 時間のデフレクタ放流に対しては,デ フレクタ強度及びハウジングの補強により

対処する。

d)負 荷遮断後,デ フレクタは確実に作動するものとする。

34 設   計

大鹿発電所の水路系統図を図-34.1に 示す。

3_41 取 水設備

負荷遮断後の トンネル空容量に対する残留,下 流河川への放流量の検討を行ったとこ

ろ,小 渋川取水地点は河川水位上昇が30cm/30分をクリアーできないため,(御 所平取

水地点は計算上クリアーできる)デ フレクタ放流する計画とした。

(1)ゲ ート設備

余水路を省略したことにより取水設備は,洪 水時の取水制限及びトンネル流入量の

制限,河 ナ|1水位上昇を規制値以下に抑えるための段階操作,発 電所の起動停止及び故

障時における連携操作の3つの機能を有する設備とした。取水地点における各ゲー ト
の諸元を表-3.4.1～3.4.2に示す。
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地 点 ゲート名 型 式 開閉装置
有効寸法

(幅×高さ)

開閉速度

〈m/分 )

電動機容量

(klT)
数日

Ｊ

回
―

取水堰 えん堤排水門 ローラーダート ワイヤロープ 3.0×3.5 ０
０

ｎ
υ 3.7 1

取水堰

沈砂池

取水回制水門 口中ラーゲート スピンドル 4.5×1.5 質
Ｊ

９
０

ｎ
ｖ

質
Ｊ

質
Ｊ 1

取水堰沈砂池

排  水  門
スライドゲート スピンドル 1.8×1.8 氏

Ｕ
０
０

〔
υ

氏
Ｊ

７
１ 1

導水路調節門 スライドゲート スピンドル 1.8×1.8 庶
Ｊ

０
０

ｎ
υ 1.5 1

渠

池砂

蓋

沈

蓋渠沈砂池

り, 水  門
スライドゲート スビンドル 1.8×1.8 質

Ｊ
９
０

ｎ
ｖ 5.5 1

表-3.4.1  小 渋川取水地点各ゲー ト諸元表

表- 3 . 4 . 2  御 所 平取 水地 点 各 ゲ ー ト諸 元 表

12)ゲ ート操作電源設備

取水日で取水停止する場合は,下 流のネック断面で河川水位上昇を30cm/30分以内

にするために,取 水設備の各ゲートの段階的な操作等を確実に行わなければならない

ので常用電源のほかに予備電源装置を設けた。

各取水堰の常時のゲート操作は商用電源を常用電源とし,予 備電源装置として内燃

力発電装置を設置した。

13)通 信設備

余水路を省略したことによって,取 水設備の各ゲートの制御と発電所電気設備の制

御を連携する必要があるため,発 電所にテレメータ・テレコントロール装置の親局,

各取水口に子局を設置して通信ケーブル (1局 当り2p)に よって接続し,発 電所と

各取水日の連携ができるシステムとした。

地 点 ゲー ト名 型 式 開閉装置
有効寸法

(幅×高さ)

開閉速度

(m/分 )

電動機容量

(kW)

数日
コ

ロ
ー

取水堰 えん堤排水門 tl中ラーザート スピンドル 2.0×2.0 ９
０

ｎ
υ

底
Ｕ

７
１ 1

沈砂池

沈砂池排水門 ローラーゲート スピンドル 3.0×2,0 ９
９

〔
Ｕ

質
Ｊ

７
！ 1

沈砂池調節門 スライドケート スピンドル 1.5×2.0 ０
０

（
Ｖ 55 1

トン和け内

余水吐

トンネル内

余水吐排水門
スライドゲート スピンドル 1.0×0.8 Ｏ

θ
ｎ
ｕ

氏
Ｊ 1
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3 4 . 2  ヘ ッドタンク

( 1 ) 水面 積

水面積は,昭 和59年度 「中小水力標準化モデルプラント設計調査」の検討結果に基

づき,最 大使用水量=4.50ポ/s,最 大通水量=4.65ぷ/sよ り,最 大使用水量の5

倍 (-5Q)と なるが,本 計画では円形ヘッドタンクを採用し,直 径をラウンドにす

ること (D=5.40m)に よって5.09Qと して 22.90ポとした。

(21 容  量

昭和59年度 「中小水力標準化モデルプラント設計調査」の検討結果に基づき,最 低

水位は水路敷から 0.500m下 がりとすると,基 準水位 1,031.846m,最 低水位

1,029.636mとなり,

V-5Q× (1,031.846-1,029.636)
=11.05Qmax

最低水位から鉄管中心までの水深は,

H=1,029.636-1,026.600-3.036m>D-1.700m

また,水 位調整器等が故障したことを想定し,水 位低下時の非常停止容量を検討し

た結果,水 位低下時のヘッドタンクの非常停止完了水位はEL.1,030.846mであり,最

低水位EL.1,029.636mを下回ることはなかった。

0 そ の他留意事項
○水圧管路呑田部は,水 理実験報告書 (発電水力 107号)に よると,渦 が発生する恐

れがあるため,呑 口上部に渦防止用の多孔壁をヘッドタンク水面に対して60 に 設

置した。
O沈激した土砂を排除するため,及 び抜水時の湧水処理を行うため,上 砂吐設備を設

けた。また,水 圧管路に側溝を設け, この上砂並びに抜水時の湧水を処理する。
O塵芥等を最終的に除去するためにスクリーンを設置し,ヘ ッドタンク天端からの塵

芥等の混入防止に対して,ヘ ッドタンク天端に防護板 (F.R.P.M板)を 設置した。
O構造上, 自重及び外力等に対して安定な構造とした。
Oヘ ッドタンク上流 100mの トンネルについては,第 2導水路 トンネルの内水圧に対

する補強として,鉄 筋及び低圧グラウトを施工した。更に漏水対策としてはカーテ

ングラウトを施工した。

34.3 ペ ルトン水車

余水路を省略した場合,負 荷遮断時の余水をデフレクタで放流するため,ベ ル トン水

草は下記の事項に留意して設計した。
Oニ ードルとデフレクタの並行制御方式
Oデ フレクタチップ及びハウジング側面の補強対策
Oデ フレクタの操作動力 (油圧の確保,動 力のバックアップ)

なお, ブレーキ容量については,寸 法的に十分余裕を持った形状のデフレクタとし,

水ジェットの放散水はすべてハウジングに衝突するようにしたため,容 量増は行わない
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こととした。

3.4.4 運 転制御方式

(1)発 電所と取水設備の連動

発電所内部故障が発生した場合,又 は発電所外部故障が5分以上継続した場合は,

取水堰へ取水停止の指令を出し, 自動制御により取水停止を行うものとした。このと
き,デ フレクタは急閉鎖され,同 時に導水路調節門の段階閉鎖が行われる。また,ニ
ードルは水調制御されヘッドタンクの水位上昇を防ぐものとした。

12)主 機の自動制御方式

a)ニ ードル制御
ニードルはヘッドタンク水位を一定に保つため常時水調運転が可能なように,デ

フレクタとは独立した専門制御モード及び専用装置をもち,次 の機有ヒがある。
Oノズル選択制御機能
〇ノズル切換制御条件検出機能
〇定水位水調機能

b)デ フレクタ制御

デフレクタ制御は余水路省略に伴い非常に高い動作信頼性を要求されるため,ニ
ードル制御とは独立し,次 の機能がある。
O調速機により制御され,水 車の速度調整並びに負荷制限機能
O発電機の並列は,通 常始動時,外 部事故復旧時共にデフレクタにより揃速し,並
列lfる。

O余水路省略に伴い,負 荷遮断後,圧 油装置電源を二重化して信頼性を向上させ,
更に非常閉鎖方式についてはスプリングによリバックアップをしている。
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35 実 証試験

本地点で実施した実証試験は,昭 和60年度余水路省略に関する実証プラントの設計調
査報告書 (大鹿発電所計画地点)に 基づき以下の10項目を行った。

351 取 水設備の自動動作試験

発電所からの取水停止又は取水開始指令により,沈 砂池調節門,取 水□制水門及び排
1     水 門が,あ らかじめ定めた動作パターンどおり自動動作することを検証した。

3.5.2 河 川水位上昇試験

取水停止に伴う取水設備の自動動作によって,減 水区間内の水位上昇値が河川の指導
規制値30cm/30分以内であることを検証するものとし,各 取水地点の下流2地点におい
て水位観測を行った。

試験においては,表 -3.5.1に 示すように御所平上流地点における水位上昇値が47cm
と規制値を超過した。これは取水停止に伴う取水量の河川への復帰と堰堤排水門からの

放流水が重なった影響によるものと考えられる。

表- 3 . 5 . 1   水位上昇3 0 c m / 3 0分を越える断面

地 点 断 面
上 昇 開 始 上 昇 終 了 変

レ
し

才

１

時 刻 水深 (m) 時 刻 水深 (m) 時 刻 水深 (m)

」ヽ 渋
上 流 10'寺04ケ) 0.22 10口寺34少) 0,52 分〔

Ｕ
０
０ 0.30

下 流 10'寺06ケ) 0 33 108寺36う) 0.57 分〔
υ

０
０ 0.24

御所平
上 流

108寺02夕】 0.31 10'寺32う) 0.78 30少) Oi47!

10置寺13分 0。58 10口寺43う) 0.88 30ケ) 0.30

下 流 10障争04ケ) 0.31 101寺34う) 0.58 30夕) 0.27

また,当 発電所の場合河川水位上昇の要因として,取 水停止に伴う取水量の河川への復
帰と貯留水の放流の2点が考えられるため,各 々の要因による河川水位上昇量について
試験結果をもとに検討したところ,小 渋上流地点及び御所平上流地点において水位上昇
が30m/30分 を越える結果となった。そこで取水停止における取水設備の段階操作につ
いて検討したところ,河 川水位変動を27cm/30分程度以下に抑えられることが確認でき
た。 (図-3.5.1～3.5.2参照)

3.53 水 車自動起動 ・停止試験

水車が取水開始に伴うヘッドタンクヘの流入により自動起動し,取 水停止に伴う減水
により自動停止することを検証した。
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( 変  更  前 )

時 間 (口in) ９０
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水 位 上 昇 値 △h=0 2 7 m Δh=023m △h=o27m

田-3  5. 2  御 所 平 取 7jA設 備 取 水 停 止 ″くタ ーーレン試 験 結 果
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3.5.4 発 電所故障時のデフレクタ動作試験

発電所故障時に水車を非常停止すると,水 車のエードル及びデフレクタが並行制御方
式で確実に制御され,デ フレクタのみで余水を放流することを検証した。

355 再 並列確認試験

発電所外部故障により水車が非常停止した後, 5分以内に外部故障が復旧した場合に
は,デ フレクタのみで再並列し,ヘ ッドタンクの水位が安定することを検証した。

356 デ フレクタ確認試験

発電所故障時に,長 時間のデフレクタ放流によってもデフレクタ・ハウジングに異常
のないこと及び振動騒音に問題のないことを検証した。ただし,当 地点は土砂混入の多
い荒れ河川のため,長 期に亘ってもデフレクタ・ハウジングに剣離等の異常が認められ
ないことを定期点検等により確認する必要があると判断される。

357 水 調運転試験
ヘッドタンクヘの流入量変動及びヘッドタンク水位の変動に応答して,水 車ニードル

が自動開閉し,ヘ ッドタンク水位が設定水位で維持されることを検証した。

358 ヘ ッドタンク容量試験
ヘッドタンクの水位が低下し,急 停止となる場合やノズルの切替えを含む起動時にお

いても,水 圧管路への空気混入がなく,水 車の運転に支障がないことを検証した。

359 総 合試験

水車 。発電機及び取水設備等の個々の機能が,定 められた一連のシーケンスにより,
発電プラントとして確実に作動することを検証した。

3510 導 水路内抜水点検

実証試験における運転に対して,導 水路及び水車内部の異常のないことを点検した。

36 経 済性評価

361 在 来設計の考え方

在来設計は,余 水路あり・水槽通常規模 (V=26.8Q)の 場合とし,実 績事業費と経
済比較を行った。なお,単 価及び施設に変更のない工種は実績事業費 (税抜き)を 採用
した。在来設計の各項目に対する考え方は次のように想定し,実 績事業費に対する増減
額から在来設計事業費を算出した。
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(1)土 地補償関係

a)土   地

水槽及び水圧鉄管路の面積が増加する。

水   糟  2,000ポ (余水路あり)-1,385斎 (余水路省略)■ 620ポ

水圧鉄管路      664m  ×     2.Om   ≒ 1,330ぱ
(増 分 )         計             1,950ぱ

l       b)一 般補償費

水槽及び水圧鉄管路の買収面積の変更に伴い立木補償費が増加する。
(2)建 物関係

発電所建屋,付 属建屋とも変更はない。
13)土 木関係

a)水   路

1 ) 取水 堰

取水ゲート,操 作設備の自動制御装置,余 水路省略に伴いシステムの複雑化等
による増額分を除外した。

2 ) 沈砂 池

当地点は,流 出土砂が著しい河川であるため,導 水路への上砂流入防止対策と
して第 2沈砂池等を設けたが, これらは大鹿発電所の独自の施設として在来設計
にも計上した。したがって,事 業費に変更はない。

3 ) 導水 路

導水路の漏水対策,内 圧補強対策としてのカーテングラウト,鉄 筋工,裏 込め
グラウトエの一部,及 びトンネル内余水吐の施設費を除外した。

4 ) 水 槽

水糟は通常規模 (V=26.8Q)と して積算した。
5)水 圧鉄管路

余水管 (ψl.40～1。15m)あ りの場合として積算した。
6 ) 放水 路

余水管から放水路への減勢工部が増加となる。
7 ) 雑工 事

掘削土量の増,水 圧鉄管路工の増に伴い,上 捨場,取 付工が増加となる。
b)機 械装置

在来設計でも変更はない。
c ) 仮設 備

在来設計でも変更はない。
(4)電 気関係

a)水 車発電機

余水路省略に伴う,水 車本体増強,直 流電源装置増強分を除去した。
b ) 諸設 備

余水路省略に伴う施設である取水回予備電源装置を除外した。
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(5)建 設所運営関係

a ) 雑 係

土地補償関係,工 事費の増の比率で増額計上した。

b)備   品

変更はない。

c ) 委託 料

1       余 水路省略等実証試験委託料を除外した。

(6)建 設中利子

各項目の増減額を実績資金繰表に割振り,建 設中利子を算出した。

362 事 業費の比較及び経済性評価

36.1の 考え方で在来設計の事業費を算出し,余 水踏省略 ・水槽小規模化した実事業

費と比較した結果は表-3.6.1のとおりであり,事 業費で約289百万円低減された。
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表-3.6.1  余 水路省略 ・水槽小規模化経済性評価総括表
(単位 :百万円)

項 目
事 業 費

摘 要
④余水路あり ⑤余水路省略 増減 ⑤一④

( 1 ) 土地補償関係
a . 土 地
b.二 般補償費

475.3
7 . 6

467.7

474.1
7 . 1

467.0

２

５

７

１

０

０

▲

▲

▲

( 2 ) 建物 関 係
c 発 電所建屋
d , 付 属 建 屋

１

２

９

７

１

５

５

９

６

１

９

ズ

Ｕ

７

１

５

５

９

６

０

０

０

0 土 木 関 係 9,388。7 8,986.2 A 402.5

５

１

　

５

９

７

７

９

つ
乙
―

六

Ｕ

Ｑ

】

Ｉ

Ｒ

Ｙ

４

父
ｕ

Ａ
Ｕ
　
　
　
　
Ｏ
ｕ
Ｏ
υ
氏
υ
９
質
ソ
０

４

　
　
　
　
　
　
　
　
３

Ａ

　

　

　

▲

▲

▲

▲

０

０

０

路
堰
池
路
槽
路
路
事

管

水
砂
水
　
鉄
水
工

圧

取
沈
導
水
水
放
雑

水

・
・
・

ｅ
ｆ

ｇ
ｈ

ｉ

Ｊ
ｋ

① 8,399,4
1,231.1
810,1

4,031.6
399.0

1,581.6
88.1

257.9

7,996.9
1,232.2
810.1

4,121.2
311.1

1,227.9
63.4

231.0

369.0
320。7
48.3

置
礎
置

装
　
装

械
基
諸

機
ｉ

ｎ

② ０

７

３

９

０

８

６

２

４

３

３

③ 仮 設  備 620.3 620.3 0

係
機
備

電
関
発
設

車
気
水
諸

電

ｎ

ｏ

４

1,520.1
1,278.7
241 4

６

０

６

ｏ
ｏ

つ
安

６

４

８

６

（６

５

ｏ

９

し

ＦＤ

９
ｏ

９

０

８

３

５

へ２

八

υ

９

一

15)建 設所運営関係
p . 雑 係
q 備  品
r . 委託 料

922.4
673.8
7 . 9

240。7

918.4
654.2

7 . 9
256.3

▲

Ａ

4 . 0
1 9 . 6
0
1 5 . 6

/1 ヽ  言十 12,463.6 12,184.4 ▲ 279.2

(6)建 設中利子 540 6 530.2 ▲ 10.4

計 13,004.2 12,714.6 ▲ 289.6
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37 総 合評価

実証試験は, “平成元年度 大 鹿発電所 ・余水路省略等実証試験実施要領
"に

基づい

て実施した。

実証試験は約 1週間に亘って行われ,試 験期間中の使用水量はQ=2.6ぷ /s～ Q=

4,4ぷ/s(最 大使用水量Qmax=4.5ポ/s)で あった。

試験項目の中で特筆すべき点を以下に述べる。

河川水位上昇試験では,試 験当日の流量が最大使用水量を下回ったため,最 大使用水

量時に換算すると,河 川水位上昇の規制値30cm/30分を超えることが判明したので,ゲ
ー ト操作パターンの見直しを行った。

従来,ベ ル トン水車の制御はニードルにより揃速制御を行っているが,余 水路を省略

した場合はデフレクタに揃速制御機能をもたせる必要が生じる。ペルトン水車では,デ

フレクタの微調整による揃速制御が難しいと考えられていたが,再 並列確認試験の結果,

デフレクタによる揃速制御は,予 想よリスムーズで,従 来と同様の運転ができた。これ

は,流 入量がほぼ一定であったため,ニ ードル開度が一定で水圧の変化がほとんどなく,

水理的にデフレクタがハンチングすることなく制御できたためと考えられる。

実証試験の結果は,試 験の目的を十分満足するものであったが,試 験は短期間で行わ

れたため,長 期的観点から次に掲げる点が今後の課題として挙げられる。

(1)取 水停止について

余水路省略に伴い, トンネル内への流入土砂及びヘッドタンクの堆砂を軽減するこ

とが重要なこととなる。したがって,適 正な取水停止操作パターンを,今 後の出水時

並びに洪水時において,引 き続き調査することが必要となる。

(2)デ フレクタの摩耗について

試験期間中のデフレクタ放流時間は3時間弱であり, この時のハウジングの壁面,

デフレクタチップなどに異常は見られなかったが,当 地点は上砂混入の多い荒れ河川

のため,今 後数年を対象とした定期点検等により,長 期に亘るデフレクタの摩耗等を

確認する必要がある。
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.構 造と特徴

1.l MMジ ョイントの概要

水圧鉄管及び余水管の現地据付工法は,そ のほとんどが溶接継手であり,現 地据
付工程の大部分を占めているのが現状である。今回開発したメカニカル継手 (MM
ジョイント)は ,高 い水圧 (100kgf/c田2)に 対して水密性を確保しつつ,現 地での

円周溶接継手を省略し,据付作業の簡素化 ,工程短縮を狙いとしたものであり,溶

接継手方式に比べ据付工期を約 1/2に 短縮できるほか,固 定台に作用する荷重が

小さくなり簡素化された固定台の設計が可能となる。また、角折れに対する追従性
を利用し,地 山の原形に沿った管路の設定も可能になり,地 山の掘削量を大幅に減

少させることができる。このように,中 小水力水圧鉄管の鉄管工事費だけでなく土

木工事費を大幅に低減させることができる。

1.2 MMジ ョイントの構造

MMジ ョイントは図-1.1に 示すように海外において使用実績の多いスリープ

形式を基本形として開発されたものであり,ミ ドルリング,ゴ ムパッキングおよび
フォロワーと,そ れらを連結するボル ト●ナットから構成されている。フォロワー

には管胴とMMジ ョイントの位置関係を調整するためのリティナーが,ま た,管 胴
にはMMジ ョイントの位置を確保するためのストッパーがそれぞれ設けられている。

従来型カップリングとMMジ ョィントとの構造比較を表-1.1に 示す。

フォロヮー ボルトナット

図-1.l MMジ ョイントの構造

ミドルサング

ゴム′iッキング
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1.3 MMジ ョイントの特徴

(1)水 密性が高い

ゴムパッキングには,ミ ドルリング及び管胴との接触面に突起を設け高い接触面
圧が得られる形状とし,ま た,ミ ドルリングの形状を改良することにより,検 証試
験で100kgf/c■2の水圧まで止水できることを確認した。

(2)据 付工期の短縮

現地溶接作業がなくなることにより,そ れに伴う非破壊検査および塗装作業が不

要となると共に組立作業が容易である (目視によるフォロワー面間距離の締め付け

管理のみ)こ とにより,鉄 管の現地据付工程が約 1/2に 短縮できる。溶接鉄管と
の据付作業工程の比較を表-1.2に 示す。また,MMジ ョイントの現地組立要領
を図-1.2に 示す。

表-1.2 作 業工程比較

全 君 接 鉄 管 M M 」 徳 手 鉄 督

据 付 位 置

へ の 機 入

眠 付 位 置

へ の 機 入

ワイヤー□―デ

据付用架台

の 設  置

洲量時据付用

架台を据付け

ておく。

掘付・も出し

簿接治具取付

肌合せ、仮付

志出しカップ

リングの移動

納 雛

嘩 様 接
ボルト本締め

X 棟 検 査

督内支保正観広

内面タツチ

アップ埜業
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(上 売  4H) (下 売  R)

STEP‐ 1.MMジ ョイン トの議を

工場でMMジ ョイン トを上流側、おょ

び下流側に各々業お して発送する。

STEP‐ 2.MMジ ョイントの取付

上流側に設置 したMMジ ョイン トを下

流側に移動 し、所定の生置にセ ッ トす

る。

STEP-3.パ ッキンクの常付

リテ ィナーポル トにより、フォロワー

の位置を調整 し、ゴムバ ッキングをポ

ル ト、ナ ッ トで均等に締付ける。

図- 1 . 2 据付 要 領

(3)土 木工事費の節減

MMジ ョイントは継手位置で不連続で各単位管がそれぞれ独立しているため,固

定台に作用する荷重が低減され固定台を軽量化できると共に,継 手位置での角折れ

を5° まで吸収できるため,地 形に沿った管路を選定することが可能となり,鉄 管

路の土木掘削量を減少でき土木工事費の低減が図れる。

(4)軟 弱地盤にも対応可能

MMジ ョイントは角変位及び管軸方向変位を吸収できるため (検証試験では5°

の動的角変位及び30Hの 動的軸変位で100kgf/c■2の水圧に対する水密性を確認),

管路に不等沈下が生じても追随でき軟弱地盤上でも施工可能である。また,単 位管

ごとに独立しているので溶接管における連続梁としての付加応力も生じない。

図-1.3に 角変位と不等沈下量の関係を示す。
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と 、ァ

角 変 位  : li° の場合・・・・・沈下量

, 5 °〃 ・… … 〃 1 心 =628mm

図-1.8 不 等沈下量

2.信 頼性の検証

MMジ ョイントの水密性については,継 手自身の構造形式により大きく左右されるが,
それ以外に下記の条件によっても影響を受けることが考えられる。
・管の真円度  ・ 管路の角折れ  ・ 動的変位追従性 (角変位及び軸変位)
・鉄管外面の塗装条件  ・ 外気温条件 (低温状態)  ・ パッキングの経年変化
上記条件に対し,実 機モデルを製作し検証試験を実施したのでその結果を以下に述べる。
2.1 管 の真円度

水門鉄管技術基準の規定 (第 1章第32条 及び第4章 第28条 )に より,鋼 管メー

カーに於いては実際の鉄管の真円度をD/400程 度に設定して品質管理が行われ
ているのが一般的である。一方、JIS規 格管の場合 ,管 端の真円度はD/200

(STPY)と 規定されている。そこで,真 円度をD/200と した鉄管について

水圧テス トを実施した。

この結果 ,管 胴の偏平化によリゴムパッキングの接面圧力が低 くなり,水 密性は
70kgf/cH2でぁったが,今 回の試験条件では,管 に対しては外圧作用となっていること
から,実 際の使用条件では内圧により管の偏平化は矯正される傾向にあることにより,

水密性はこの値よりも上昇するものと考えられる。

以上の検討により,JIS規 格管を使用する場合でも (即ち,真 円度がD/200

程度でも),特 記仕様を付すことなく,高 い水密性は十分確保できるといえる。
2.2 管 路の角変位

地形に沿った曲がりを有する管路への適用性を検証するため,3・ 及び5° の角折
れを持つ曲管に対して水圧テストを実施した。その結果水圧100kgf/c口2に対しても十

分な水密性を有することが確認できた。写真-2.1に 角折れを与えた水密試験の状

況を示す。

2.8 動 的変位追従性

支台の不等沈下,地 震時の変位及び温度変化によりMMジ ョイント部に角変位及び

軸変位が生じることが考えられる。このような実用状態でのMMジ ョイン トの止水性

を検証するため,水 圧負荷と継手部の角変位又は軸変位を同時に与えられる試験装置

を開発した。試験装置は,図 -2.1に 示すように管の内周側にもMMジ ョイントを

併用し,管 端部のエンドフォースを最小限にするとともにフレキシビティを有する装

: 心 =2 10mm
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置とした。

綿強用 ガーダ

1 角 変位による水密テス ト

②

ブ

T 二

と 一 ― 一 ― ― 一 ―
¬

庁

―

―

図-2.1 動 的試験装置系統図

ぬ変位用
; 白ナ= シサング
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2.

角変位と軸変位の負荷は各々油圧シリンダで与え,差 動変位計で測定して記録 した。
試験の結果は,水 圧100kgfんL2の下で,設 計上想定した最大角変位5° や軸変位30
mmを 与えた場合でもリークの発生は皆無であり,実 用状態でのシール性を十分評価
することができた。また,試 験中のポル ト軸力の変化も規定値のと20%以 下となり,
フレキシビリティを要求される継手としての健全性も証明できた。

2.4 鉄 管外面の塗装条件

これまでの水密性の確認試験は,MMジ ョイントおよび管胴のゴムパッキング接触
面には何ら塗装は施さずに実施したものである。そこで塗装による水密性に対する影
響を確認するために,図 -2.2に 示すような塗装条件に対して水圧テス トを実施し
た。その結果 ,100kgfん口2に対しての水密性が確認され,塗 装条件による水密性の低
下はないことがわかった。

ミドル リング内面 :

合成樹脂塗‖

管】同ク1面 :

タール エポキ シ 合成樹脂塗料

図-2.2 塗 装仕様

5 外 気温条件 (低温状態)

外気温が低温状態になった場合,水 圧鉄管の使用条件に対して,MMジ ョィントの

水密性を確認する為に図-2.3に
示すような条件に対して試験を行った。試験装置

概念図を図-2.4に 示す。試験の結果水漏れは生ぜず ,低 温状態でもゴムパ ッキン

グは十分水密性を確保することが確認できた。

6 パ ッキングの経年変化

材質がゴムであるパッキングは応力緩和及び招動劣化等が経年変化を与える要因と
して考えられる。

応力緩和は,温 度,水圧 ,初 期締め付け力及び材質変化の影響によリゴムの圧縮永
久ひずみを起こしパッキングの面圧が低下するものである。招動劣化とは管軸方向変
位の繰り返しにより,管胴とパッキングとの間の摩擦力によってパッキングが摩耗し
パッキングの断面径が小さくなる現象であり,結 果的にポル トの軸力が低下して漏水
が発生するものである。
・応力緩和 :JIS K 6301に 基づ くゴムの物性試験をした結果 ,応 力緩和量

はほぼ20%以 下で一定値となった。また,MMジ ョイントを組立て,水 圧を負

荷した状態で,ボ ル ト軸力の変化を 1000時 間にわたって測定した結果 ,締 め

ミドルリング内面 :
タールエポキ シ
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付け後 5時 間までに初期締め付けの約8%軸 力が低下したが,そ の後はほぼ一定

値で推移した。また,試 験後の加圧サイクル負荷時にもリークの発生はなく,応

力緩和による止水性低下はないことが確認された。
・招動劣化 :断面形状を′ドッキングに合わせた長さ100mmの テス トビースを用い

て招動劣化の確性試験を実施した。劣化状況は試験中の招動抗力や内部温度及び

試験後の表面状態から評価した。この結果,鉄管表面にタールエポキシ樹脂塗装

を施工したものとの組み合わせでは安定した招動を示し,試験後の表面にはほと

んど摩耗は見られず健全であった。一方,亜鉛溶射処理のものは摩耗が著しく途

中で試験を中止した。この原因は,亜鉛溶射のためのプラス ト処理がパッキング

の招動抵抗を大きくしたためである。

常温テス ト

Max 60kガ /窃

(30 min) (30hin) ( 3  0 m i n )

図-2.3 低 温試験条件

さ
さ
登
　
、世

Ｌ
Γ

ｐ
　
、出

喧
転
国
ほ

低温 テス ト
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T】

リティナー

TⅢ

ほ足Nぞガス

供試パッキング

L N2タンク

ブレッシャーヘリド

ミドルリング

恭発器

「z,

T22

信環ボンプ

Mox i20 q/min

図-2.4 低 温試験装置系統図

手押しボンブ

Mox 100 k9f/c m2

0.2

～ T o n

l . 0

保温材(ボリウレタン,501)
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8.規  格

MMジ ョイントの標準仕様 (規格)は 以下の通りである。

(1)適 用

MMジ ョイントは下記仕様の水圧鉄管に使用するものとする。

(a)管 外径 :φ 700～ φ2000理

(b)内  圧 :0～ 4 0kgf/ぃ2

(2)ゴ ムパッキング

MMジ ョイントに使用するゴムパ ッキングの標準仕様は下記による。

(a)ゴ ム材質 :ク ロロプレンゴム

( b ) 硬 度 : H s = 7 0

(C)伸   び :250%以 上

(d)圧 縮永久歪率 :25%以 下

(3)製 作精度

(a)ミ ドルリング :機械加工面に対し±0.5H田

(b)フ ォロワー :直 径公差 -0～+1.0ロロ

(4)塗 装

MMジ ョイントの塗装仕様は,ミ ドルリング内面には管胴内面の塗装仕様 ,ミ ドル

リング外面及びフォロワーには管胴外面の塗装仕様を適用するものとする。
(5)検 査及び試験

ミドルリング及びフォロワー溶接部は水門鉄管技術基準に準拠して非破壊検査を行
う。非破壊検査に合格したMMジ ョイントは管径ごとに全数量の5%に ついて水圧テ

ス トを実施する。

水圧テス トは別途用意したテス ト管に装着して加圧し,漏 れのないとき合格とする。
テス ト圧力は水門鉄管技術基準第38条 (水圧試験等)に 準拠 し設計内圧の 1.3

倍とする。

(6)標 準設計

MMジ ョイントの標準設計を表-3.1お よび表-3.2に 示す。

4.設 計 ・施工例

水圧鉄管路にMMジ ョイントを用いた設計 ・施工の実施例を以下に示す。

4.1 固 定台を省略したベンド管

MMジ ョイントを使用した水圧鉄管は各単位管毎にそれぞれ独立して小支台で支

持されている為,管 軸方向力が小さくなり固定台は不必要となり小支台で設計可能
である。

写真-4.1に ,MMジ ョイントを用いることにより下向き凸ベンド管部の固定

台を省略した実施例を示す。本水圧管路には,8箇 所の下向き凸ベンド部 (折れ角

度 :3° ～ 10° )が あるが,す べて固定台を省略している。図-4.1に 本水圧

管路の縦断面図を示す。

固定台を省略した下向き凸ペンド管の梁としての管軸方向応力の照査は,例 えば

図-4.2に 示すように単純梁として扱うことが出来る。ただし,折 れ角度が大き

い場合には,曲 管部に作用する不平均力が大きくなり管胴板厚を大きくするなどの
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配慮が必要となることがある。

″ 本   ― ● 工   凹 ハL  L 4 こ 日 H t r  V ′ ヒ  ヽ ヤ  ド B

記号の説明 :

Pl,P2= (継手部管胴板厚に作用する内圧による推力)
十 (継手の摩擦力による推力)

P3= (曲 管部に作用する遠心力)
十 (曲管部に作用する不平均力)

平1= (管 自重)十 (管内水重)
Fl= 支承部摩擦力による推力

F2,F3= 管内水流の摩擦による推力
Rl,R2= 支承部の垂直反力

R3= 固定す承部の管魏方向庫カ

計算式 :

ΣH=0

ΣV=0

ΣM=0

固定台を省略した場合の計算モデル

写真-431 固 定台を省略したベンド管

固定支承部の管軸方向反力

図- 4 . 2
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4.2 凹 凸のある管路への適用

地山の地形に沿った管路への適用例として下記の2例 を示す。
(1)上 に凸管路への適用

上に凸管路へMMジ ョイントを適用した実施例の縦断面図を図-4.8に 示す。
本水圧管路のIP-1固定台～IP-2固定台間は緩やかな曲線管路であるが,こ の間の
各単位管は全て直管で構成され,折 れ角をMMジ ョィント部の角折れで吸収する
ことで,地 山ラインに沿った管路を可能にし土木掘肖J量の低減を図っている。
設計計算においては,MMジ ョィント部に作用する上向き不平均力によって小

支台部に負の反力が生じないことを一つの目安とした。
(2)下 に凸管路への適用

下に凸管路へMMジ ョイントを適用した実施例の縦断面図を図-4.4に
示す。

この場合も上に凸の場合と同様に各単位管は直管で構成されMMジ ョイント部の
角折れで吸収している。本水圧管路の折れ角はいずれも約2・ である。角折れに
対する止水性は検証試験において5° まで確認しているが,実 際の施工では,管
径及びミドルリングの寸法などから定まる幾何学的な許容折れ角度について照査
しておく必要がある。

4,3 耐 震設計

(1)概 要

水圧鉄管にMMジ ョイントを採用した場合,地 震時の管路の安全性を表-4.1

に示す項目について検討した。耐震解析手法には,静 的解析 (静的震度法)及 び動
的解析 (応答スペクトル法および正弦波による変位法)を 用い,以 下の結論を得た。

表-4.1 地
震時の安定性

検 討 項 目 判 定 基 準

1 MMシ ョイント部の相対角変位 3°以内

2 MMシ ョイント部の管軸方向相対変位 ± 20m以 内

3 水圧鉄管の応力 許容応力の 15倍 以内

4 リングガ ーダの応 力 同 上

(2)耐震解析手法

各種解析手法による最大地震応答値を比較した結果を図-4.5に 示す。これ
より,継手部相対回転角は変位法の値を,そ れ以外の項目は応答スペクトル法の
値を用いることにより安全側の評価が得られることがわかる。応答スペクトル法
では,地盤と連成を考慮した解析値と,非 連成解析値との幅を斜線で示すが,連
成解析値の方が大きめの値を示している。しかし,解析に用いた地盤条件は想定
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される最も剛性の低い場合であり,地盤の剛性が大きくなるほど斜線に示す差は
小さくなることが分かっている。応答スペクトル法による耐震解析モデルを図―

4.6に 示す。ここで,解析におけるスパン数の影響はほとんどないことが判明
しているため,本 解析においては,1ス バンのみを解析対象としている。

(3)健全性評価

図-4.5か ら求めた最大地震応答値に自重等の常時荷重による値を加算した

応答値と許容値を比較した結果を図-4.7に 示す。これより,常 時荷重の影響
がかなり大きいこと,ま た,地 震荷重を加算した場合の応答値は許容値より十分

小さいことより,MMジ ョイントを使用した水圧鉄管の健全性が検証された。

x10-3

15

10

□ □

図-4.5 各 種解析法による最大地震応答値の比較
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２Ｌ

＼、リングガーダの メ方向のばね

キサラ多努=銘誉糧Pばわ

κ′1ロ ッキングばね

′ :水 圧管高さ

κH:地 窒水平方向ばね

」y8:コ ンク リー ト支台の質量

κR:リ ングガー タのばね定数

CH:地 室の水平減衰定数

Cr:地 室の ロッキング減衰定数

,ヵ :M Mジ ョイン トの質量

'"R :リ ングガー タの質量

ぶIBモコンク リー ト支台の質量

κH:地 室の水平方向ばね

κ′!地 盤の ロッキングばね

中 M Mジ ョイン トの質量及び2軸 まわ リピンジ ョイン ト

Ю  M Mジ ョイン トの 1 / 2質量及び 2勢 まわリピンジョイント

( a )非連成解析モデル化

(b)達 成解析における リングガータ部の解析モデル化

図-4.6  MMジ ョイントによる水圧鉄管の耐震解析モデル

′=1475
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5,使 用実績

表-5。 1に使用実績一覧を示す。MMジ ョイントは,溶 接継手に代わる本来

のメカニカル継手としてだけでなく,溶接継手水圧鉄管の伸縮管としても使用さ

れており,高 圧 ・大田径 (内径φ2850×設計圧40kgf/cm2,テスト圧49.lkgf/cm2)

の実績もある。

表-5。 l MMジ ョイントの実績一覧表

施 主 発電所名 直 径 設計圧
(kg/C回2)

個 数 納入年

北陸電力 (株) 折立発電所 φ2000 12.0 4* 1985

三井金属鉱業(株) ワンサラ発電所 φ1020 28.3 74 1985

北海水力 (株) 豊浦発電所 φ2200
φ1200

2 . 0
2 . 0

米

＊

1987

東北電力 (株) 一の渡発電所 φ1350 6.0 1* 1987

九州電力 (株) 玄海原子力発電所 φ4500 2.0 8* 1987

JR東日本 (株) 千手発電所 φ4800 5.0 1* 1988

中部電力 (株) 新楠川発電所 φ800 21.0 12氷 1988

富山県企業局 大長谷第4発 電所 ０

０

０

０

９

７

φ

φ

1 7 . 0
1 7 . 0

22
5

1988

着手県企業局 北ノ又第2発 電所 φ13 0 0

φ1 2 0 0
1 6 . 7
1 6 . 7

34
9

1989

愛媛県企業局 道前道後第2発 電所 φ2000 10.0 1米 1989

ス リランカ サマナラウェア
発電所

φ3600

φ3350

φ2850

０

０

０

７

６

０

２

３

４

氷

＊

＊

1991

福井県企業庁 中島第2発 電所 φ1200
φ1000
φ 800
φ 700

７

８

４

４

６

９

９

２

１

２

６

６

６

３

１
１
　
　
　
●
乙

1992
(予定)

注)米 は伸縮管,可 とう管あるいはルーズフランジの目的で使用したものを示す。
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6。実工事における経済比較

MMジ ョイントを使用した実発電所水圧鉄管における経済比較を以下に示す。

6.1 発 電所概要

某発電所の概要を表-6.1に 示す。また,水圧管路の縦断面図は図-4.

(P381)に示すとおりである。

表-6.1 発 電所概要

発 電 方 式 水 路 式

出 力 3,400 k冊

最大静水頭 124.420田

最大設計水頭 171.700田

最大使用水量 3.5日3/seC

6.2 水 圧鉄管路の数量及び経済比較

MMジ ョイント管の工事数量および工事費を,従 来の溶接継手を採用した場合の

予測値と比較したものを表-6.2に 示す。これより,MMジ ョイントを採用する

ことにより,鉄 管工事費だけで約 15%,ま た,土 木工事費を含めた総工事費では

約 27%の 工事費減となる。

7.留 意点

水圧鉄管の現地継手にMMジ ョイントを使用する場合の留意点を述べる。

(1)鉄 管は外径寸法にて規定される。従って」IS規 格管以外の板巻き管を使用する場

合 ,板 厚変化は管内側へ変化させなければならない。

(2)小 支台基礎は,温 度変化による支承部摩擦力を相殺し,基 礎設計を有利にするため,

MMジ ョイントをはさんで一体基礎とすること,ま た,鉄 管支持部とMMジ ョイント

の間隔は図-7.1に 示すように取付 ,取 り替えに必要なスペースを確保すること。

図-7.1 小 支台部

(3)MMジ ョイントの取付に際しては,特殊な技術は必要としないが,施 工基準に従っ

て円周均等にポル ト・ナットを締め付けるように施工管理しなければならない。
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水 圧 鉄 管 路 備 考

水

圧

鉄

管

工

事

継手方法 溶 接 メカニ カル

水圧鉄管総重量 (t) 156.6 165,7

現場継手数  (ケ所) 溶接

メカニカル

64

2

溶接 : 13

メカニカル:  43

スA・ン溶接 =6.0担

ス,ヽ
・
ン メカニカルと9.OBt

伸縮管個数  〈 個) 4 0

固定台数   (ケ 所) 4 4

小支台数   (ケ 所) 54 37

鉄管工事費 (千 円) 153,200 129,900 製作 ・据付

土

木

工

事

掘削土量   (口
3) 10,118 5,790

ヨ

ン

ク

リ

|

ト

固定台(B3) 225.2 176.5

小支台(口
3) 135.9 81.8

インハ
'―

卜(■
3) 274.8 229.0

話ャ    (B3) 635.9 487.3

土木工事費 (千 円) 133,300 79,180

総工事費    (千 円) 286,500 209,080

表-6.2 工 事費比較

- 4 1 6 -



第 1 0 章 F R P 管 及 び F R P M 管

第 1節  技 術の概要 421

421

422

423

424

425

442

454

458

459

460

460

460

は じめに

1 l  F R P管 及 び F

l . 2調 査 と計画

1, 3管 体の設計

1. 3 . 3異形管

1 3 . 4 継 手

1 3 5 調 整管

1.4.2支 台の設計

RPM管 の構造 と種類

1 . 3 . l  F R P管 の設計

132  F R P M管 の設計

1 4 支 台及びア ンカプロ ック

1 . 4 1 支 台及 びア ンカプロ ックの基本条件

第 2節  F W成 形管

21管 の種類

2. 2内 圧試験の例

242試 験結果

2. 3ゴ ム論の圧縮永久 ひずみ

2. 4滑 動防止 リプの剪断強度

24 , 1試 験片及 び試験方法

2.5直 射 日光を受 けた時の管体温度

473

473

474

475

476

476

476

477

47826線 膨脹係数

-417-



2.7埋 設管 としての継手部の水密性能 479

479

480

480

482

第 3節  遠 心力成形管

27 . 1試 験方法

2. 7 2試 験結果

2 . 7 . 3 考 察

28施 工実績

3.1管 の種類

９
０

０
０

，
■

3 . 2 特

3 2 1

3 2 , 2

3 . 2 . 3

3 . 2 . 4

3 . 2 . 5

3 . 2 . 6

3 2 7

3 2 . 8

徴

内圧強度

外圧強度

水理性

耐久性

耐摩耗性

継 手

施工性

その他

483

485

485

485

485

485

486

486

486

486

486

486

488

489

400

492

493

3 3各 種実験結果

3. 3 1内 圧試験

33.2基 準たわみ外圧試験

3.3.3環 片圧壊試験

33.4偏 心荷重,曲 げ配管 による継手部水密性能試験

33.5内 圧及 び内 ・外圧 による円周 ・管軸方向ク リープ試験

3.4施 工実績

第 4節  実 証試験結果 (新内川第二地点)

41は じめに

4. 2発 電所概要

4. 2 1発 電所概要

42.2水 圧管路付近の地形 ・地質概要

494

494

494

494

494

- 4 1 8 -



4 3 設

4 . 3 . 1

4 . 3 . 2

4 . 3 . 3

4 . 3 4

計 495

495

501

502

505

507

507

507

508

509

509

510

510

511

511

511

511

512

514

514

514

514

515

515

515

515

5 1 6

5 1 6

水圧管路の設計

FRP管 の設計

F R P管 の製作 ,検 査

FR P管 の据付及 び接合

44実 証試験の計画

4. 4 . 1確 認事項

44 2測 定項 目

4. 4 3測 定状態

45試 験の実施

45。1実 施工程

45 2測 定方法

4ゃ5.3測 定の断面位置

4. 6試 験結果及 び考察

4. 6 1気 温等 の条件

46 2静 的測定

46 3動 的測定

46 4実 測値 と設計値 との比較

46 5繰 り返 し荷重か らの検討

4.66他 の長期的特性

4.6.7支 承部及 び管 の継手部の安全性

4 6 8継 手部の抜け出 し

4.6 9基 礎 ・支台の変位

4 6 10FRP管 の振動 に対す る安全性

46 1 1継 手部の止水性の確認

4. 6  1 2 F  R  P管の粗度係数

4 , 7 まとめ

4 _ 8 あとがき

-419-



第 1節  技 術の概要

はじめに

水力発電設備の導水路 ,水 圧管路 ,余 水路等の管材として,FRP管 (強化プラスチッ
ク管)及 びFRPM管 (強化プラスチック複合管)を 使用し,発 電原価の低減を図った実
績が増加してきている。

これは,FRP(Fiberglass Reinforced Plastics:繊 維強化プラスチック)に よって
製作される水圧管は鉄管に匹敵する強度を持ち,軽 量で運搬が容易であり,据 付けに高度
な技術が必要でなく,耐 摩耗性 ,耐 酸性 ,耐 電食性等に優れ,管 内面の粗度係数が小さく,
経年変化も少なく,塗 装等の維持補修がほとんど不要な材料特性を有し,ま た,支 持地盤
の変形に伴う接合点での角変位に対しても高い水密性を確保しながらある程度の追随が可
能なので,掘 削規模を縮小して地山の安定性を確保し,経 済的かつ安全な水圧管にできる

特性を持っているためである。

本手引は,水 力発電所の水圧管として使用するFRP管 及びFRPM管 に適用するが,
「水圧鉄管代替製品FRPM管 (強化プラスチック複合管)等 技術検討結果報告書 (財団

法人 新エネルギー財団)」 ,「 FRPM管 等管路設計 ・施エマニュアル (案):(財 団法
人 新エネルギー財団)」 及び 「発電用水力設備の技術基準」に準拠したものである。

なお,そ の他の関連法規及び基準には下記のようなものがあるので,計 画に当たっては

関連法規に適合するよう考慮し,関 連基準等を参考として設計 ・施工を行う必要がある。

(関連法規)

1.河 川管理施設等構造令

2.道 路法施行令

3.ポ イラ構造規則

4.圧 力容器構造規格

5.労 働安全衛生規則

(関連基準)

1.日 本工業規格

2.土 地改良事業計画設計基準

3.コ ンクリー ト標準示方書

4.水 門鉄管技術基準

5.日 本溶接協会規格 (WES)

6.道 路橋示方書 ・同解説

7.鋼 構造設計基準

(建設省)

(建設省)

(労働省)

(労働省)

(労働省)

(工業技術院)

(農林水産省)

(土木学会)

(水門鉄管技術協会)

(日本溶接協会)

(日本道路協会)

(日本建築学会)

8.強 化プラスチック複合管協会規格  (強 化プラスチック複合管協会)
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1.l FRP管 及びFRPM管 の構造と種類

FRP管 とは,ガ ラス繊維で強化されたプラスチックの管であり,FRPM管 とは,管

の内面と外面とのFRP層 の間に,駐 砂を骨材とし,FRPと 同一の樹脂を使用したモル

タル等を配して則性を高めた管である。

これらに使用される材料は, JIS A 5350で規定されている。

FRP管 及びFRPM管 には,FRP層 の部分を樹脂を含浸させたガラス長繊維を円周

方向に張力を加えながら円筒芯金に巻き付ける方法 (フィラメントワインディング方法)

で製作する管 (以下FW成 形管という。)と ,高 速回転するモール ド (円筒型枠)内 に樹

脂,ガ ラス短繊維を連続的に供給し,遠 心力で十分に脱泡しながらFRP層 を積層成形し

て製作する管 (以下遠心力成形管という。)の 2種 類がある。

従来は前者を I類 ,後 者をE類 と称していた。

FW成 形管の構造の模式を図-1.1.1に示すが,管 周方向強度を分担させるために管周方

向に巻かれるガラス長繊維のFRP層 をフープ層 ,管 軸方向強度を分担させるためにフー

プ層のガラス繊維に直交するように長さ数十cmに 切断 (カット)し たガラス繊維を配し

たFRP層 をカット層と称し,管の水密性を向上させるため,含 浸させる樹脂の量を多めに

してガラス短繊維を方向性をもたせないで散布したFRP層 を配する場合もあり,こ れを

チョップ層と称する。 (製造者によってはチョップ層を設けない場合もある。)

管の内外面にはFRP層 ,チ ョップ層を保護する目的で有機繊維の不織布と樹脂から構

成された保護層を設けるが,内 面保護層は流水に対する耐摩耗性の向上を目的とし,外 面

保護層は紫外線その他の外的な損傷等に対する保護とガラス繊維の毛羽立ち防止を主目的

としている。

遠心力成形管の模式を図-1.1.2に示すが,FRPの 積層を補強層と称している。

管の内 ・外面保護層は樹脂によるが,目 的はFW成 形管と同様である。

〕強度層

図-1.1,l FW成 形FRP管 の断面構造図

図-1.1.2 遠 心力成形FRP管 の断面構造図
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FRPM管 (図-1.1.3,図 -1,1.4参照)は 「日本工業規格 (JIS A 5350)」で,FW
成形管 (B形 ,C形 ,T形 ),遠 心力成形管 (D形 )と も形状,寸 法の許容差が規定され
ており,受 田部,挿 田部の継手形状も定められている。

FRPM管 の内・外面FRP層 は,FRP管 と同じ特性を有している。
管体に発生する応力は主としてFRP層 が負担し,モ ルタル層は内外面のFRP層 間の

間隔を保って剛性を高める役割を分担する。

樹脂モルタルに使用される骨材は,FW成 形管では細,粗 の粒度混合調整がなされた礎
砂が使用され,還 心力成形管では成形に際しての骨材の偏在を回避する粒度の畦砂が使用
されている。

層
層
層

層

護ジヴ球

保
チ

フ
カ 〕

強度層
〕

外面FRP層

夕と歩層〕強度層
チヨップ層
保 護 層

樹脂モルタル層

図-1.1,3 FW成
形FRPM管 の断面構造図

図-1.1.4 遠心力成形FRPM管 の断面構造図

FRP管 は,「 日本工業規格 (JiS)」化されておらず ,管胴本体の管厚は設計条件に応
じて最適な管厚を定めるが,継 手の形状は成形の関係から JIS A 5350に準拠している。

1.2調査と計画

調査は,水 力発電所の経済性向上を基本に,計画段階に応じ,系統的,効 率的に実施す
るが,水 圧管路計画において,安 全性と経済性を基本としてFRP管 及びFRPM管 の採
用が考慮される条件としては,下記のような事項が挙げられる。

① 地 形的条件から管路ルー トが平面的,縦 断面的に屈曲し,据 付位置までの管の吊り
込み運搬据付けのための仮設備等の数及び容量が増加し,そ の設置 ・運転費用がかさむ場
合に,FRP管 の軽量な特性を活かして仮設備及び運転 ・取扱い作業の軽減化が図れる。
② 高 落差の水圧管計画では,下 流からの吊り込み運搬距離が長 く,積 み卸しの段取り

数も増加するが,上 部の低圧部に軽量なFRP管 を採用すれば,仮 設備費用及び据付費用
の軽減が図れる。

③ 水 圧管路が取水地点 (沈砂池)よ り緩傾斜山腹等へのFRPM管 の埋設並びにFR
P管 の露出設置によって水車に直結し,割 高な導水路 トンネルを省略できる。

層ＰＲＦ面内
ヽ
１
１

ジ

層 ( F R P層 )
組脂モル タルhVl

強度層 (FRP層 )
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④ 地 質的条件から堅硬な支持地盤への浅い着岩が期待できず,圧密沈下その他による

水圧管支持基礎の変形の可能性が考えられる。

③ 地 山の開肖Jそれ自体が,地 山の安定に影響を及ぼすおそれがあるとする考え方から,

開削を極力少なくしたい。

◎ 発 電用水が鋼管を腐蝕させるような水質である。

⑦ 管 の埋設箇所が鋼管を腐蝕させるような上質である。

1.3管体の設計

FRP管 は,通常,露 出管として使用される。露出管には積雪荷重以外の外圧はかから

ないので,管厚が薄 く,軽量なFRP管 の適用が経済的となる。

FRP管 について製造者が独自に定めている管の種類及び設計内圧を表-1.3.1に参考表

示する。

表‐1.3.l FRP管 の種類及び最大設計内圧

管 種

(FW成 形管) (遠心力成形管)

最大設計内圧

(kgf/c口
2)

呼び径(田皿) 最大設計内圧

(kgf/cw2)

呼び径(mⅡ)

C形 継手 T 形 継 手 D 形 継 手

1 種 22.5

200
-2400

500-3000

26.5

400-2400

2  種 15.5 15.5

3  種 12.5 12.5

4  種 10.0 10.0

5  種 8.0 8.0

最大設計内圧とは,管 軸方向応力,剪 断応力がゼロの場合のその管種の設計内圧で,静

水圧にサージング及び水撃作用による上昇水圧を時系列的に考慮し,そ の管に起こり得る

最大の内圧である。

通常は内圧による管周方向応力,管軸方向応力,剪断応力を同時に考慮した榎合応力式

を満足させなければならないので,実 際の適用可能設計内圧は上表の値を下回ることとな

るが,表 -1.3.1を 採用管種の概略選定の参考とする。

なお,1種 の最大設計内圧を超えるものについては,特 注により製作可能となる場合が

あるので,製 造者と協議の上採否について検討する。

FRPM管 は通常埋設管として使用される。

地中埋設の場合は,埋 戻上の上圧,路 面荷重 ,積 雪その他の乗載荷重を受けるため,管

周方向の岡J性が必要となるので,比 較的に安価な樹脂モルタル層を配して剛性を高めたF

RPM管 の適用が経済的となる。

FRPM管 は JIS A 5350で規定されており,そ の管種別最大設計内圧並びに適用呼び

径等を表-1.3.2に 示す。

最大設計内圧は,FRP管 の場合に準拠する。
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JIS A 5350 で規定されるFRPM管 の管種ごとの最大設計内圧は外圧がかからない場
合の値であり,外 圧がかかる場合の最大許容内圧は最大設計内圧の値を下回る値となるが,
概略の管種の選定は表-1.3.2に よって行う。

表-1.3.2 FRPM管 の種類及び最大設計内圧

管 種

(FW成 形管) (遠心力成形管)

暴計内査
(kgf/c■2)

呼 こド      程匿  (ロロ) 暴計内査
(kgf/C田2)

呼び径(■■)

B形 継手 C形 継手 T形 継手 D 形 継 手

特 1 種 22.5

500
-3000

200
-2400

500
-3000

26.5

200-2400

1 種 13.5 13.5

2  種 10.5 10.5

3 種 7.0

600
-3000

7.0

4  種 5.0 5.0

5  種 2.5 2.5

注 : 特 1種については JIS A 5350では規定されていない。

FRP管 及びFRPM管 の摩擦損失水頭計算に用いるマニングの粗度係数は,0.010～
0.012とする。

1.3.l FRP管 の設計

(1)FRP管 の管体設計フロー

管体設計は図-1.3.1のフロー図に示す手順で行う。

(2)管 体設計条件

管体の設計条件告して下記事項を整備する。

(a)最 大使用水量

水力発電計画から与えられる。

(b)設 計内圧

設計内圧は,検 討部分について,静 水圧にサージング及び水撃作用による上昇水圧
を時系列的に考慮し,起 こり得る最大の水圧とする。通常のヘッドタンクや単働サー

ジタンクでは,サ ージングによる水槽水位上昇 (静水圧の増加)と 水撃作用による水
圧の上昇は重ならないと考え,設 計内圧は静水圧と水撃作用による上昇水圧の合計と
してよい。

しかし,水 圧管の呑日付近では水撃圧による水圧上昇分よりもサージングによる静
水圧の増分の方が大きい場合もあり得るので,そ のような場合はチェックが必要とな
るが,通 常の場合は管体設計に影響を与えない。
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設計内圧は,設 計当該管の管中心に作用するものとする。

( 設計 開 始 )

① 設 計 条 件

② 管径(呼び径)

④ 支 持 方 式

⑤ 支台の支承角

◎ 管 厚 の仮 定

力
力
力
力
力

管
内
管
管
剪

②

馬蕊方留許蓉武

螢圏拶

Pk/Pb>1.

姦斃詭② 管 厚 決 定

⑥晨島呆寄

(FW成 形管)
←            ←

↑

図-1.3.l FRP管 体設計フロー図

(遠心力成形管)

|
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１ ⑤フープ層増厚

鵡
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>
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↑

　
―⑥ カット層増厚
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水撃波の伝播速度の計算において,設 計の当初では管厚の内容が不明であるので,FW
成形管では暫定的に管周方向引張弾性係数を下式で求めて計算を進め,管 厚決定後にフー

プ層 ,カ ット層 ,チ ョップ層の各々の管周方向引張弾性係数を考慮した合成値を求めてチ
ェックする。

E=

ここで,p:設 計内圧 (kgf/c■2)…… (静水圧Xl.3と仮定)
D:管 内径  (cB)

遠心力成形管では,E=180,000(kgf/cH2)とする。

(c)管 路の傾斜角

管路の傾斜角は水力発電計画から与えられる。

(d)積 雪の深さ

管路設置地点における冬季の積雪状況調査に基づ く。

(e)設 計水平震度

地震力は水平地震力のみを考慮し,設 計水平震度は発電用水力設備の技術基準による。

(3)許 容応力

許容応力は採用する管種によって下記とする。

(a)FW成 形管

表-1。3.3.(1)FW成 形管の許容応力 (kgf/cH2)

応 力 方 向 弾 性 係 数 引 張 応 力 圧 縮 応 力 剪 断 応 力

フ ー プ層 375,000 1,250 1,250

カ ッ ト層 240,000 560 560 100

FW成 形管では,フ ープ層の破断時の歪は20,000×106～ 22,000×106程度である

が,発 汗歪12,000×106～ 14,000×106を考慮し,10,000X106の 歪が発生する時の

強度を基準強度(3,750kgf/cコ2)とし,安 全率は通常の安全率:2に長期のクリープ係数
:1.5を乗じて3と している。

圧縮強度は実験では引張強度より大きめとなるが,安 全側を採り引張強度と同じと

し,剪 断強度は実験結果では500(kgf/cB2)以上を示すが,安 全率5を 採り許容応力を
100(kgf/c■2)としてr、ヽる。

(b)遠 心力成形管

表-1.3.3.(2)遠 心力成形管の許容応力 (kgf/c口
2)

応 力 方 向 弾 性 係 数 引 張 応 力 圧 縮 応 力 剪 断 応 力

管 周 方 向 180,000 840 840 80

管 軸 方 向 60,000 220 220 80
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遠心力成形管では,ガ ラス短繊維と相脂の最適組合せによって製作された実管を使用し

て内圧試験を実施し,管 周方向の最大 (破壊)歪 14,000×106,管 軸方向については供試

片を試験して最大 (破壊)歪 11,000×106を得,同 時に測定される引張強度に安全率8を

見込んで引張許容応力を設定している。

圧縮強度は実験では引張強度を上回るが,安 全をみて引張強度と同じとし,剪 断強度は

最小値が600(kgf/cE2)程度とされているが,こ れを400(kgf/c口2)とし,安 全率5を 見込ん

で許容応力を80(kgfん日2)としている。

(4)管 径 (呼び径)の 選択

FRP管 は,製 法上から任意の管径を選択できないので,あ らかじめ設定されている呼

び径のものの中から,経 済性を勘案して選択される。

FRP管 は複合応力式を満足させる条件から,設 計水圧のある値以下では管径が決まれ

ば管厚が一定となる設計特性があるので,そ の設計水圧以下の区間には同一管種の製作ロ

ット数も考慮し,同 一管径 ・管厚の管が使用されるのが一般である。

上記の設計水圧を超える高圧部については,管 種 (管厚)の 選択 ,1管 種当たりの最小
ロット数等を勘案した上で,更 に管径を変化させるかどうかを検討することとなるが,既

往の実績では,同 一管径のものを採用している例が多い。

管径は,一 応 ,通 常の水圧鉄管の場合に考えられる平均管径に近似する呼び径のものを

選択し,最 終的に採用する呼び径は,上 記で選択した呼び径の上下の呼び径のFRP管 を

比較案として設定し,そ れぞれの工事費,発電電力量の評価額の増減に基づ く経済性を比

較検討して最経済的な管径を選択する。

(5)単 管長の選択

」IS A 5350 に記載されているFRPM管 の有効長は4m,6mと なっているが,こ れ

の製作に使用される芯金又は回転型枠でFRP管 を製作するのが一般的であるので,FR

P管 の場合も単管の有効長は4m,6mが 標準といえる。

そして,こ の標準有効長以下の長きは管の切断によって任意に選択できる。

また,製 造者によっては12mま での製造が可能とされており,そ の間で任意の管長が選

択できるので,輸 送制限,支 持方式,据 付施工 ,土 木関係工事費等を総合勘案して,単 管

長を選択することになる。

(6)支 持方式

管の支持方式としては,下 記のようなものが考えられている。 (図-1,3.2参照)

1)両 端支持

2)中 間2点 支持

3)3点 支持 (両端と中間 1点 )

4)4点 支持 (両端と中間2点 )

5)連 続基礎支持

FRP管 の継手の角変位追随性を活かした支持方式としては両端支持,中 間2点 支持が

基準的な方式と考えられるが,両 端支持は中間2点 支持の支台間距離が単管長と同一とな

った場合と考えれば,中 間2点 支持の特殊ケースといえる。
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3点 支持,4点 支持 ,連続基礎支持は,管路の支持地盤が堅硬で,不 等沈下等による支
承移動のおそれがなく,管 体の一部に応力が集中する可能性がない場合に適用されよう。

両端支持,中 間2点 支持を比較した場合,単管長に対して日径の大きいものでは両端支
持 ,日径の小さいものでは中間2点 支持とした方が,接 合交角,管厚 ,支 台数等の面から
有利となろう。

連続基礎,或 いは管路に床版基礎を設けて3点 あるいは4点 で支持する場合には,連 続
基礎あるいは床版基礎の長さは単管長に合わせ,万 一の不等沈下による基礎の折れ部を角
変位が可能な管体の接合箇所とする配慮が必要であろう。

また,傾 斜地に設置される連続的な管路の基礎が管軸方向に滑動し,下 部のアンカープ
ロックに管軸方向の推力を及ぼすことのないよう設計に留意しなければならない。

(7)支 台の支承角

支台の支承角は,一 般には 120°が採用される。
しかし,低 水頭部において,充 水時に支台肩部の管体に発生する管周方向曲げモーメン

トによる管周方向応力を軽減して管厚を低減する必要があれば,支 承角を大きくするのが
効果的である。

両端支持

中間2点 支持

3点 支持

4点 支持

連続基礎支持

図-1.3.2 管 の支持方式の例

-429-



(8)管 厚の仮定

管体を設計するには,ま ず管厚を仮定しないと荷重としての管自重,管 体に発生する応

力が算定できない関係にある。

FRP管 の管厚の上限は,FW成 形管では呼び径 450(■日)以下では呼び径の 1%+5 mm,

呼び径 500(コL)以上では呼び径の2%に ,遠 心力成形管では呼び径 450(皿)以下は呼び径

の 1%+7M,呼 び径 500(H)以上では呼び径の2.2%+1巴 口に定め,そ れに合わせて

の挿口,受 日の形状が決められている。

FRPは ,複 合材料として複合応力式 (p.408参照)を 満足させる必要があるので,あ ら

かじめ引張許容応力からある程度割引きした引張期待応力で水圧鉄管の管厚算定の要領で

仮定管厚を算定する。

この割引率を低下率 :β lで 表すものとすれば,満 水時における支台間中央部の剪断力

がゼロとなる条件下で,管 軸方向軸力が圧縮 (符号が (一))と なって最も厳しくなる管頂

部の榎合応力式の値を 1とする条件から,β lはFW成 形管のフープ層については約 800

(kgf/c口
2),遠 心力成形管の管周方向のそれは約 560(kgf/cⅢ2)となる。

この引張期待応力に基づき,水 圧鉄管の場合の所要管厚計算と同じ要領でFW成 形管で

はフープ層厚,遠 心力成形管では補強層厚を仮定算定する。

そして,FW成 形管の仮定管厚の初期値は下記で与えられる。

3,4点 支持あるいは連続基礎の場合……全管厚:T=1.2×フープ層厚:th+0。46(c砥 )

両端 ,中 間2点 支持の場合…………………全管厚:T=1.4×フープ層厚:th+0.46(c血 )

遠心力成形管の仮定管厚の初期値は下記で与えられる。

全管厚:T=補強層厚it+0.15   (cm)

上記の仮定管厚で計算を開始して得られる管厚が,必 ずしもその設計内圧に対して最も

経済的なものとなるとは限らないので,試 算結果に基づき,FW成 形管ではフープ層厚,

カット層厚を増減し,遠 心力成形管では補強層厚を増減して,安 全性 ,経 済性の両面から

試算を重ねて管厚を検討することになる。

(3)荷 重とその組合せ

管体設計で考慮する荷重とその組合せ条件は下記のとおりとする。

1)考 慮する荷重

a)管 周方向

管内充水時  管 自重,管 内水重,積 雪荷重

管内満水時  設 計内圧

b)管 軸方向

曲げ応力   管 自室,管 内水重,積 雪荷重,地 震力

軸力     管 自重,積 雪荷重,地 震力,管 内流水の摩擦力

内圧の管軸方向成分,止 水ゴム輪の摩擦力

管と支承ゴムとの摩擦力

c)剪 断方向

管自重,管 内水重,積 雪荷重,地 震力
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2)荷 重の組合せ条件

a)管 内水の条件  管 内充水時,管 内満水時
b)検 討位置の条件 支 台間中央部,支 台部,中 間支台部
c)温 度の条件   温 度上昇時,温 度下降時
d)地 震の条件   山 側への揺れ,谷 側への揺れ

管内充水時とは,管 内に水はあるが内圧が作用していない場合で,支 台肩部の管体には,
充水の進展に応じ,管 自重 ,管 内水重,積 雪荷重によって管周方向に曲げ応力が発生する。

設計内圧の小さい計画では,こ の曲げ応力と剪断力が主となって管厚が決まる場合が多
ヽヽ。

管内満水時とは設計内圧が負荷された状態で,管 路内を最大使用水量が流下している場
合で,充 水時に支台肩部に発生した管周方向曲げ応力は満水時には内圧によって大きく軽
減されるので考慮せず,管周方向応力は設計内圧による引張応力を採る。

設計内圧の大きい計画では,こ の管周方向引張応力と支台管側部の剪断力が主となって
管厚が決まる場合が多い。

検討位置は,管体の支持方式によって,発生する応力が最も厳しくなる部位が異なるの
で,試 算開始当初の計算結果の内容でその部位を判定するとよい。
管体温度が上昇すると,支 台部あるいは止水ゴムで拘束されている管体に管軸方向の圧

縮応力が発生する。複合応力式の第2項 の符号は(―)であり,管軸方向に圧縮(一)が働い
たときが複合応力式の条件を厳しくするので,温度の条件は上昇時が重視される。
水平地震力の揺れの方向が谷側のときは,管軸方向軸力が増大して複合応力式の条件を

厳しくするので,地 震の条件は地震の揺れが谷側方向のときが重視される。

(10)発生応力の算出

FRP管 は,管体主要部の応力検討点に同時に発生する異なる方向の引張応力 ,圧縮応
力,男 断応力がそれぞれの許容応力内にあるとともに,そ れらを複合させた複合応力式を

満足させるように設計される。

これらの各々の応力は,管体の検討点,管 内水の条件 ,荷 重条件 ,管 体の支持条件等に
よって異なるので,管周方向,管 軸方向,剪 断方向の応力を(9)に示す荷重の各々によるも
のについて算出し,そ れらの合成応力が許容応力内にあるか,複 合応力式を満足するかど

うかの検討に適用する。

(a)管周方向応力

1)管 内充水時

管内充水時には,内圧がかからないので管周方向の引張の軸力はかからないが,支 台部
では管路の重量によって,管 体の管頂,管側 ,支 台肩部等に曲げ応力が発生する。

特に支台肩部の管体に発生する曲げ応力が重視される。

① 管 自重による曲げモーメント

Mp。 こ C,。・S・R・cos a         (kgf・c田/C田)

② 管 内水重による曲げモーメント

Mャ。 一 Cw。・ γw●R3.cos a       (kgfoc田/CH)
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③ 積 雪荷重による曲げモーメント

Ms。 一 Csc・甲s・R2.cos a        (kgf・c田/C田)

ここで,S:管 自重による単位荷重〓″・(D+T)・T・γ,(kgf/c口)

π :円周率=3.14159

D:管 内径  (c口 )

T:全 管厚  (cB)

γP:管 壁の単位体積重量=0.0018(kgf/cme)

γw:水 の単位体積重量=0.001  (kgf/側 3)

解s:積 雪荷重=γ sChs (kgf/C田
2)

γs:雪 の単位体積重量=0.0003(kgfん 田3)

hs:積 雪の深さ (c日)

R:管 厚中心半径=(DttT)/2(c田)

C,c,Cw。,Csc:管周方向曲げモーメント係数…… (表-1.3.4参 照)

なお,MP。,Mw。,Mscはいずれも管内面側の値であり,表 -1.3.4の 符号によって,引 張

(十),圧 縮(―)の両方の値を採る。

管周方向曲げ応力は

(MP。十M▼。十Ms。)  T
(kgf/c■

2)σじ。こαO●
   z。       ●  th

ここで,σ b.:管周方向曲げ応力 (kgfん田2)

Z。 :管 壁の管周方向断面係数=T2/6(c田 3/cM)

th :フ ープ層の厚さ (c田)

(還心力成形管では thは 補強層厚を採る。)

α。 :管 軸方向局部支持による応力集中係数=1.5

(ただし,連 続基礎支持の場合は 1.0とする。)

管内充水時には,こ の曲げ応力を複合応力式の σlに 代入する。

表-1.3.4 管周方向曲げモーメント係数 :CPc,Cw。,Csc

係数名 位 置
支 台 ・中 間支 台 ・連 続 基 礎 の 管体 支 持 角

90° 120° 180°

C P c

支 承 肩 部 0.083 0.053 0.017

管 側  部 - 0.046 - 0.020 0.017

管 頂  部 0.030 0.019 0.007

Ｗ

【
卜
）

支 承 肩 部 0。260 0.166 0.055

管 側  部 - 0,105 - 0.047 0.055

管 頂  部 0.094 0.061 0.020

C s c

支 承 肩 部 0.303 0。229 0.107

管 側  部 - 0。137 - 0。066 0.107

管 頂  部 0.154 0 。1 1 2 0.047
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2)管 内満水時

管内満水時には,設 計内圧によって管壁全体に引張応力が発生し,支 台部の管路重量に
よる管周方向の曲げ応力は大きく低減するので,設計内圧による管周方向引張応力が重視
される。

管周方向引張応力は

σ tC=   2・
 th    (kgf/c口

2)

ここで、σt 。

P

D

t h

管周方向引張応力(kgf/c田2)

設計内圧(kgfん■
2)

管内径(cB)

フープ層厚(c四)

(還心力成形管では thは 補強層厚を採る。)

管内満水時には,こ の引張応力を複合応力式の σlに 代入する。

(b)管 軸方向応力

傾斜設置された管体には,管 自重,管 内水重 ,積 雪荷重等による曲げモーメントによっ
て管頂部に圧縮,管 底部に引張応力が発生し,同 時に,管 自重,管 内水重 ,積 雪荷重とそ

れらの各々に作用する地震力 ,あ るいは温度変化によって管断面に均一な引張あるいは圧

縮応力が発生するが,こ れらを合成して部位別の応力を求めなければならない。

地震力については水平地震力のみを考慮し,設 計水平震度は 「発電用水力設備の技術基

準」による。

1)単 位荷重

① 管 自重による単位荷重

si=π ・(D+T)・T・ γ,    (kgf/c口)

② 管 内水重による単位荷重

W==  =rl― ・D2. γw     (k8f/C田))

③ 積 雪荷重による単位荷重

u==(D+2・T)・留s         (kgf/c四)

④ 管 と一体になって作用する全荷重による単位荷重

G〓s i  w t t u

2 )曲 げ応力

(kgf/C日)

管路が連続基礎で支持される場合は曲げ応力は働かないので,検討は不要である。

① 管 自重による曲げモーメント

MPa=回●S。(L/n)2・cos α  (kgf・ c田)°…・°(管底部)

② 管 内水重による曲げモーメント

Mwa三日●W●(L/n)2.cos a  (kgf・c四)・…・・(管底部)

③ 積 雪荷重による曲げモーメント

Msa=口・u・(L/n)2.cos α  (kgf・ c口)・…・・(管底部)
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④ 地 震力による曲げモーメント

M06=土口・Xh・6・(L/n)2.sina(kgf・ c口)・…・・(管底部)

計算式の符号は,地 震の揺れが山側方向のときには (一),谷 側方向のときに

は (十)を 採る。

ここで,L :管 長(cH)

Kh :設計水平震度=0.10～0.15……技術基準に準拠する。

α :管 路の傾斜角(°)

■ :軸 方向曲げモーメント係数 (表-1.3.5参 照)

軸方向曲げ応力は,検 討の対象とする点のβに応じ,下 式で算定する。

( M , 6  +  M w a  +  M s a  +  M e a ) ・COS 19  (k8f/C田2)
σ b a =     Z u 6

ここで,Zu。:FW成 形管ではカット層の管軸方向断面係数

Zua==  ″   ・(D+T)2.tH   (c■
3)

遠心力成形管では補強層の管軸方向断面係数

Zua= =晶
戸 °

                       (C田
3)

tu:FW成 形管ではカット層の厚さ(c口),遠 心力成形管では補強層の

厚さ(c口)とする。

β :管軸に直角な断面において,管 心を中心とし,管 底より検討対象

としている点までの角度(°)

表-1.3.5 軸 方向曲げモーメント係数 :回

支 持 方 式 両  端 中間 2点 3 点 4 点 連  続

支  台  部 0

１

一
８

一 0 0 0

管 中 央 部
１

一
８

１

一
８

0

中 間 支 台 部
１

一
８

一

1

10
0

n:管 路の支持条件によって決まる数であり,支 台間間隔が同じであると

いう条件下では,

両端支持の場合 n=1

両端と中間 1点支持の場合 n=2

両端と中間2点 支持の場合 n=3

中間2点 支持の場合は,支 台間隔をLlと して,管 定着支台では

(L/n)を(L―Ll),管 中央部では(L/n)をL。(2・Ll―L)と置き換えて

算定する。
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3)管 軸方向軸力

複合応力式の第2項 の条件から,管 軸方向に圧縮 (一)を 生じさせる管体の定着方式は

好ましくないので,管 体を固定する支台は上流側に設けることを原則として,下 記の計算
式を適用する。

① 管 自重による管軸方向荷重

Jp。=こe・s・L・sin α   (kgf)

② 積 雪荷重による管軸方向荷重

Jss―e・u・L・sln a  (kgf)

③ 地 震力による管軸方向荷重

J。。こ士e・Kh・G・L・cos a  (kgf)

計算式の符号は、地震の揺れが山側方向のときは (十),谷 側方向のときは (―)
を採る。

④ 管 内流水の摩擦力による管軸方向荷重

Jfa=e・
 鮮  ・

 γw・L  (kgf)

ここで, fャ :管内流水の摩擦抵抗係数=0.02

g:重 力の加速度=980(c■/s2)

Q:通 水量 (c口
3/s)

e:軸 方向荷重係数  (表 -1.3.6参 照)

表-1.3.6 軸 方向荷重係数 :e

支 持 方 式 両  端 中間2点 3 点 4 点 連  続

支  台  部 1 (注. 2 ) 1 1 1

管 中 央 部
１

一
２

１

一
２

中 間 支 台 部 (注. 2 )
１

一
２

２

一
３

注1.軸 方向荷重係数は,検 討している点から下流端までの距離と単管長との比

率である。中間支台が複数 (3,4点 支持等)の 場合は上流側の中間支台で

検討することになる。

注2.中 間2点 支持で,支 台間隔が Llの場合の荷重係数は,

支台部で 一
堵半幸

― ,中 間支台部では 一
堵辛辞

一 となる。

③ 内 圧の管軸方向成分による管軸方向荷重

上流端受田部

Jぃ。=― ―
fl―

 ・(D22_D2)。(Pr―
 響  ・

sina)     (kgf)

下流端挿田部

-435-



Jna=―
 十  。

(D12_D2).(P,+ 甲
 ・

sin a)     (kgf)

のいずれか小さい方の値を採る。

なお,上 ・下流に作用する水圧推力の差は支台に作用する外力となる。

⑥ 止 水ゴム輪との摩擦による管軸方向荷重

」ra=土 f。・π・Dl (kgf)

ここで,f。:止水ゴムの摩擦力=7(kgf/cⅢ )

この荷重は,温 度上昇時には管体が伸びるので圧縮(―),温 度下降時には引張

(十)となる。

⑦ 支 承との摩擦による管軸方向荷重

支承は管軸方向にある長さを持つが,摩 擦力は支承の上流端で考えるものとする。

a.両 端支持

厘ヨ筑置】こと挙部  Jd。=士 ( 1)― ・fg。十
  1〉

― ・fPg)・G・L・cos a  (kgf)

丼事巨カヨこセ封者母  Jd。=士
  i〉

― ・f,。・G・L・cos a                (kgf)

b .中 間2点支持

固売=支セ卦者I  Jd。=土 ( ―
;由

― ●f。。+  1ター ・fp。)・G・L・cos a  (kgf)

滑動】E台部  Jd。二土
  芋  ・

fp。・G・L・cos a                (kgf)

c.両 端と中間 1点 (3点 )支 持

厘ヨ東巨ヨ:セゴ書l  Jむo=士 ( Tギ
ト ・

f。。十  ■
祥卜 ・

fPg)・G・L・cos α  (kgf)

滑動支台部 Jda=士  ユ 生 ・f,。.G・L・cos α       (kgf)

d.両 端と中間2点 (4点 )支 持

厘ヨ月こヨこセ封書将  Jda=士 ( T驚
| ・

foc十  一
祥卜 ●

fp。)・C・L・cos a  (kgf)

滑動支台部 」da〓主 主 主 .fっ。.G・L・cos a       (kgf)

ここでの中間支台は固定支台に近い側の支台である。

e.連 続基礎

上流固定部 Jせ。=± 1.0・fPc e G・L・cos a  (kgf)

管中央部  Jd。こ主 主― ・f,。.G・L・cos α(kgf)

ここで,f。。:支台と管体間の摩擦係数=1.0 と する。

f,。:中間支台と管体間の摩擦係数=0.7 と する。

fP。:連続基礎と管体間の摩擦係数=0.6 と する。
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fg。は管体に接着されたクッションゴムとコンクリー ト間の摩擦係数であり,
fp。は支承上のゴムと管体問,fP。は管体とヨンクリー ト間の摩擦係数である。

管軸方向荷重は,FW成 形管ではカット層だけが負担するとし,管 軸方向軸応力を下式
で算定する。

(JP。  十  Js。  十  J。 6 + Jfa + Jnd tt Jra + Jda)

(k8f/C■2)σ i 。=

Au

ここで,σ ta :管軸方向軸力 (kgf/c田
2)

Au :管 軸に直角な平面のカット層断面積=π 。(DttT)・tu(cm2)

還心力成形管では,管軸方向の荷重は補強層全体で負担するとしているので,上 式のtu

を補強層厚とする。

管軸方向発生応力は

σ2=σ ba tt σta(kgf/c田2)

複合応力式にはこの値を代入する。

(c)剪断応力

管は曲げモーメントの他に剪断力を受けるが,卓越する部位は支台あるいは中間支台点
であるので,そ れを検討対象点として剪断応力を算定する。

なお,連続基礎の場合は曲げモーメントが働かないので,剪 断力は考えなくてよい。

① 管 自重による剪断力

Q,==k。。s・ 上  .cos a  (kgf)
n

② 管 内水重による剪断力

Qャ==k。・w・ 二  .cos a  (kgf)
n

③ 積 雪荷重による剪断力

Qs――k。・u・ ―二生白‐ ●cOs α   (kgf)
n

④ 地 震力による剪断力

Qe==士k。・kh・G・ ―二生__ .sin α   (k8f)
n

計算式の符号は,地震の揺れが山側方向のときに(―),谷 側方向のときには(十)

を採る。

ここで,k。:剪断力係数 (表-1.3.7参 照)

発生剪断応力は

τ= k・                         (kgf/c田
2)

ここで,k:曲 げに伴う剪断応力の部位別換算係数 (表-1.3.8参 照)
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表-1.3.7 剪 断力係数 :k。

注 : 中間2点支持の場合は,支台問間隔をLlとして,

k。・上― を下記のように置き換える。
n

h≧Q■めの雅…芋
h く K L  L めの賄 …

半

表-1.3.8曲げに伴う剪断応力の部位別換算係数 :k

この発生剪断応力を複合応力式に代入する。

(11)複合応力式

FRP管 及びFRPM管 は複合材料であるため,破 壊則に基づ く合成応力式 (複合応力

式)を 適用しなければならない。

複合応力式には種々のものがあるが,一 方向における引張,圧 縮破壊強度が同じ場合に

適用される下記のサイーヒル (Tsai―Hill)説 を採用する。

K=( σ
l )2-耕

+( σ
2 )2+( τ

 )2≦  1

F W 成 形 管 1 遠心力成形管

K ≦ 1

ここで,

X:複 合応力式の値

σl:管周方向発生応力  (kgf/c口
2)

Fl:管周方向許容応力  (kgfん 日2)

σ2:管 軸方向発生応力  (kgf/c■
2)

F2:管軸方向許容応力  (kgf/cB2)

τ:発生 (平面)剪 断応力(kgfん■
2)

S:許 容剪断応力    (kgfん H2)

σl,σ 2, τ の説明を図-1.3.3に 示す。

計算値

1,250

計算値

560

計算値

100

計算値

840

計算値

220

計算値

80

支 持 方 式 両  端 中間2点 3 点 4 点 連  続

支 台 部

１

一
２

(注.)
３

一
８

２

一
５

0

管 中 央 部 0 0

中 間 支 台 部 (注.)
５

一
８

３

一
５

0

β 0° 45° 60° 90° 180°

k 0 1 1.5 2 0
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σ l

図-1.3.3 σ
l,σ 2, τ の説明図

(12)管 厚の決定

管周方向発生応力 :σ !,管 軸方向発生応力:σぞ,発 生剪断応力:τがそれぞれ管周方向
許容応力 :Fl,管 軸方向許容応力:F2,許容勇断応力:S以下であるとともに,複 合応力式の
K値を1以下で,で きるだけ 1に近接させるように管厚を調整し,決 定する。

なお,管 厚は許容される管厚の上限を超えないものとする。 (p.400参照)
仮定管厚で試算した結果 ,最 大の複合応力式の値:Kが 1をかなり下回る場合は,複 合応

力式の値が最大を示す部位が必ずしも支台間中央部でないこともあり,い ったん,管 厚を
減少させてから試算を進めるが,試 算された管周方向引張応力,管 軸方向圧縮応力,剪 断
応力及び複合応力式を一覧し,管 厚をどの程度減少させればよいかを判断することになる。

管厚の増減に当たって,FW成 形管ではFRP管 体の製造上から,ノ ープ,ヵ ット層
のいずれか一方が極端に多いと管の製造が困難であるとされているので,カ ット層厚とフ
ープ層厚の比が下記の値を超えたときは,管 の製作上からフープ層の厚さを増やすものと
している。 (製造者によって異なるので確認が必要である。)

0.43× T‐-0.27
ρu、三

0.57× T‐-0.09

遠心力成形管の場合は,補 強層の増厚又は減厚でよい。
層厚の単位は 0.01c田とする。

管周 ・管軸方向応力がそれぞれ許容応力以下であり,複 合応力式の K値が 1以下であっ
ても,そ の管体の管厚が上限値 (P.400参照)を 超える場合には,管 厚を薄 くする方法につ
いて検討する必要がある。

低水圧の部分では,充 水時の支台肩部で,温 度上昇,地 震の揺れが谷側方向の条件によ
り,ま た高水圧の部分では,満 水時の支台管側部で,温 度上昇,地 震の推れが谷側方向の
条件によって管厚が決定されることが多いことを念頭において下記の対策を検討する。
① 管 体の支持方法を,両 端支持→中間2点 支持→中間支台 1箇所 (3点 支持)→ 中間

支台2箇 所 (4点 支持)→ 連続基礎と変更するに従って管厚を薄 くできるが,支 持方法を
変更できるかどうかについて検討し,変 更可能な場合は,支 持方法を変更して試算を行う。

② 低 水圧の領域で管厚が許容管厚を超えるような場合は,支 台の支承角を大きくする
よう変更できるかどうかを検討し,可 能な場合は支承角を変更して試算を行う。
上記の検討を行っても,管 厚が許容管厚を超える場合は,FRP管 の使用を見合わせ,

鋼管を採用するのが一般であろう。
以上によって管厚が算定されるが,な お,次 項の 「その他の検討Jを 実施して管厚を決
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定する。

(13)その他の検討

前項の手順で求められた管厚で,次 の2項 目について検討し,安 全性が確保できない場

合はFW成 形管ではフープ層厚を,遠心力成形管では補強層厚を増厚して再計算を行う必

要がある。

(a)管内空虚時の座屈に対する安全性

限界座屈圧力は下式で算定する。

Pk == 幹
 ・

 ( -5〒
号「FTr )3        (kgf/cB12)

ここで,Pk: 限 界座屈圧力     (kgf/cM2)

Ec:管 の円周方向弾性係数 (kgf/c田
2)

ッ :管 のポアソン比=0.3

もしも,設計負圧が0.2(kgf/cB2)と算定されるなら,技 術基準に準じ0.3(kgf/cm2)以上

の限界座屈圧力が得られるよう補強層 (フープ層)を 増加する必要がある。

Ecについては,FW成 形管では375,000×th/T(kgf/c田2)と して算定され,遠 心力成形

管では180,000(k8f/C田2)とされている。

(b)管軸方向際み量

管軸方向の擦みは,FRP管 は鋼管と違って弾性変形の範囲が広いので,実 際には余り

問題とはならないが,下式で算定する。

① 両 端2点 支持の場合

5。 W・ L4
(cul)δ= 前

① 中 間 2点 支持の場合

(中央部)

δ Hax= 胎
 ・ 〔 ―岳

―― L12-―  ―
:|―

  (L――Ll)2〕
  (c田

)

(受日 ,挿 田部)

δ =24・
E。 1  ・

a。。 (3α。
°+6α 。

3-1)       (c■
)

ここで, δ : 管 軸方向瞬み量 (cⅡ )

甲  :  G・cos a■Kh・G・sinてと        (k8f/C田)

L : 単 管長 (両端支持の支台間隔) (c田)

Li : 中 間2点 支持の支台間隔    (C口 )

E : 管 の軸方向弾性係数      (kgf/cm2)

FW成 形管では  E=240,000×
キ

上 (kgf/CH2)

遠心力成形管では E=60,000    (kgfん 口2)

I : 管 軸方向断面二次モーメント (c田
4)
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FW成 形管では  1=再
下

× て(0+2・ T)4_D4〕 (c口4)

遠心力成形管では I=弔
丁

× てD14_(Dl-2・ T)4)(c口4)

α : 管 路の傾斜角

a。:   L―
Ll                          (cⅡ

)

仮に,携 みの規制値を設けるとすれば,支台,中 間支台間隔 :Lの 1/350以下とするのが
一般的と考えられる。
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1.3.2 FRPM管 の設計

FRPM管 は,内 ・外面のFRP層 は管体に発生する応力を分担し,中 間の樹脂モルタ

ル層は内外面のFRP層 の間隔を保って剛性を高める役割を分担するとして設計手法は確

立されている。

しかし,製 品はJIS A 5350「強化プラスチック複合管」として規格化されており,FR

PM管 を使用する場合は,設 置する場所の想定される荷重条件 ,施工条件に対し安全であ

る管種を規格品の中から選択するのが設計 ・製作上便宜的であり,か つ経済的であるので,

FRPM管 の設計とは JIS A 3530に規定する管種の中から最適な管種を選択することと

換言できる。

(1)FRPM管 の管種選定フロー

FRPM管 の管種選定は,図 -1.3.4に 示すフローの手順で行う。

(2)管体設計条件

(a)最大使用水皇

最大使用水量は水力発電計画から与えられる。

(b)設計内圧

1.3.1.(2).(b)に準ずる。

サージング並びに水撃圧の検討は 「発電用水力設備の技術基準」による。

水撃波の伝播速度の初期の計算に使用するFRPM管 の管周方向引張弾性係数は,暫

定的に表-1.3.9に 示す値を適用するが,呼 び径 ,管種を決定してから与えられている

表-1.3.18の 曲げ剛性 (EI値)か ら逆算して決定する。

表-1,3.9 FRPM管 の管周方向弾性係数

J圭なと (103kgf/cm2)

管 種 F  W 成形 管 遠 心 力 成 形 管

1 種 220 管種によってほぼ一

定している。

170 EI値から逆算した全管径

の平均値である。

呼び径が選択されたとき

EI値から逆算で E値を決

定する。

2  種 200 160

8  種 170 135

4  種 155 125

5  種 150 115

(c)埋設深さ

埋設深さは埋設箇所の条件に応じて下記を基準とするが,管 理者あるいは地権者と協

議して決定する。

1)道路下埋設

最小埋設深さは下記を標準とする。

公道……道路法施行令第12条第3項により1,2m以上とする。

農道及び私道……呼び径600(■口)以上で,1.2m以 上とする。
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① (設計開始)

③ 管径 (呼び径)の 選択

④ 管種の仮定

⑥ 設計外圧

②信斡引ぞ旦メント

⑥ 許容内圧

― ◎ ―
容内圧≧設計内

舞≦纂懸

ゐ
⑥ 管種決定

つ
る
　
　
　
　
　
０
じ

図-1.3.4 FRPM管 の管種選定フロー図

軌道下埋設

軌道管理者との協議による。

河川下埋設
一般的には河川法第13条 (河川管理施設等の構造の基準)第 2項 に基づ く河川管理

施設等構造令第72条により,2.Om以 上とする。
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4)

5)

6)

耕地下埋設

最小埋設深さは,呼 び径600～2000(■四)以上において,(0.6m十 耕土深さ)を 標準

とするが,管 の敷設状況などを考慮して決定する。

山林下埋設

最小埋設深さは,呼 び径600(m)以上で,0.6mを 標準とするが,地上権との関係を

考慮して決定する。

寒冷地における埋設

凍結深き以上とする。凍結深さは,理論最大凍結深さとし,東結を起こしにくい粗

粒材料の場合は図-1.3.5を 参考に決定する。

凍結指数(°Ct日)

200  4∞   600  800  10は 3

図-1.3.5 凍結指数と凍結深さの関係

7)浮 上防止深さ

地下水位が高い場合には,管 内空虚時に管体が浮上しない深さに埋設する必要がある。

① 地 下水位が管頂高さの場合

H ≧ ど
i旦

二 ・  S~(1-( ―
岳言

― )2) . γ,

H=0.6×D と して概算される。

② 地 下水位が地表面の場合

倉
じ
拘
難
鯉
寒

S― (1-(3号
「

)2).γ P

H ≧
チ

・

‖=1.lXD

ここで, H :

S :

D。 :

D :

W~1

として概算される。

管が浮上しないための最小土被り (田)

安全率 (1.2とする。)

管の外径 (四)

管の内径 (H)

線は凍上 を起 こ し
に くいtB位材料の場合
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γp:管 材料の単位体積重量 (2.O tfん3)

W:埋 戻し上の飽和単位体積重量 (tf/口3)

(d)路 面荷重

路面荷重としては群衆荷重と自動車荷重を考慮するが,こ れらは同時に作用しないも
のとし,両 者の換算等分布荷重を比較して大きい方を採用する。
1)群 衆荷重

路面等で大型自動車が入る場合    0.05(kgf/c口 2)

大型自動車の入らない耕作道  0.03(kgf/c田 2)

公道の歩道          o.o5(k8f/CH2)

2)自 動車荷重

路上を走行する荷重としては自動車,ロ ーラー,プ ル ドーザー等があるが,自 動車
(トラックを指す。)荷 重を基準として設計しておけば,工 事中やその他の特殊な場

合を除き,他 の荷重についての計算は省略してよい場合が多い。

(e)そ の他の載荷重

1)特 定の載荷重

乗載される荷重が特定されている場合は,そ の荷重を上の高さに換算し,土 被りの厚
さに加算する。

2)群 衆荷重

群衆荷重は山林では0.03(kgf/c■2)とする。ただし,大 型機械等による荷重が予想され
る場合には別途検討する。

3)プ ル ドーザー荷重

主として,工 事中にプル ドーザーを使用して埋戻しや転圧をする場合のプル ドーザー

の荷重を考慮する。

4)宅 地荷重

埋設管路の上部が,将 来宅地として利用されることが明らかな場合には,宅 地荷重と
して 0.2(kgf/cBtぞ)程度 (木造 2階 建て相当)を 見込むものとする。
なお,こ の場合には群衆荷重 ,積 雪荷重は同時に作用しないものとし,い ずれか大き

い方を採用するものとする。

5)積 雪荷重

路面で,自 動車荷重と組み合わせる積雪荷重は0.01(kgfんm2)を見込む。

積雪荷重のみの場合は,積 雪深さ1.Om当たり0.03(kgfん皿2)を見込む。ただし,群 衆

荷重と比較して大きい方を採用するものとする。

(3)管 径 (呼び径)の 選択

JIS A 5350であらかじめ定められている管径 (呼び径)の ものの中から最適な管径を選

択することになる。

検討初期の管径の選択方法はFRP管 の場合に準ずるが,FRPM管 は低落差計画に適

用される場合が多いので,そ のうちでも低落差計画では2.0(田/S),高 落差計画では3.0(H/
s)程度をおおむねの管内流速として必要な管径を逆算し,そ れに近似する呼び径のものを
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選択する。

なお,最 終的に採用する呼び径は,上 記の手順で選択した呼び径の上下の呼び径のFR

PM管 を比較案として設定し,そ れぞれの工事費 , 発生電力量の評価額の増減に基づいて

経済性を検討し,そ れらの中から最も経済的な管径 (呼び径)を 選択する。

(4)単 管の有効長の選択

JIS A 5350に記載されているFRPM管 の有効長は4m,6mで あるが,管 長 6m以 下の

ものは,設 計長さに応じて,任 意の長さのものの製作が可能である。

しかし,製 造者によっては 9mま での製造が可能とされており,そ れ以下で任意の管長

が選択できるので,輸 送制限 ,据 付施工等を総合勘案して単管長を選択する。

(5)管 種の仮定

設計の当初に仮定する管種は,設 計内圧の2倍 の内圧,又 はそれを超えて最も近い内圧

を試験内圧として 」ISで 規定されている管種 (表-1.3.10参 照)と する。

表-1.3.10 FRPM内 圧管の試験内圧

種 類
試 験 内 圧

(kgf/c四
2) 摘 要

内圧管

1 種 27 試験内圧は最大設計内圧の2

倍を採って設定されている。2 種 21

3 種
１
４

4 種 10

5 種 5

特 1 種
FW成 形管 45 特 1種は JISで は規定され

ていない。還心力成形管 53

(6)設 計外圧

設計外圧は,埋 戻し土,そ の他の載荷重,水 平土圧等の組合せによって起こり得る最大

の外圧とする。

(a)埋 戻し上による鉛直土圧

① 管 頂からの上被りが2.Om以 下の場合は垂直土圧公式を用いる。

甲v=二将・H          (kgf/cコ2)

ここで, 甲v:管 に作用する理戻し上の鉛直土圧  (kgf/cH2)

将:埋戻し上の単位体積重畳      (kgfん m3)

H:埋 戻し上の表面から管頂までの深さ (c日)

② 管 頂からの上被りが2.Omを超える場合には,マース トン(Marston)(薄形)公 式を用

ヽヽる。

ただし,マ ース トン公式による土圧が,上被りが 2mの ときの垂直土圧公式による

土圧よりも小さい場合には,土 被りが 2mの ときの垂直土圧公式による土圧とする。

甲v一Cd・腎・B      (kgf/c■2)
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ここで,Cd :マ ース トン (簿形)の 上圧係数

1_e 2kμ
   十

Cd=
2Kμ

″

【:ランキン(Rankine)の上圧係数

K=群

φ :埋戻し上の内部摩擦角 (° )

e:自 然対数の底 (2.718)

μ
″

:埋戻し上と地山の摩擦係数 (μ

埋 設 形 状

=́ μ = t a n  φとしてよい。)
B:管 頂の高さの灘幅 (c・)

埋戻し上の単位体積重量 :甲及び内部摩擦角 :φは土質によって異なるが,「 発電用水
力設備の技術基準」に示されているおおよその目安を表-1.3.11に示す。なお,必 要に応
じ土質試験を実施して設定する。

(b)その他の載荷重

① 自 動車 (トラック)荷 重

自動車 (トラック)荷 重は,ケ ーグラー(Kogler)の分散角法で算出する。

衝撃係数は,分散法を採用 している 「石油パイプライン事業の事業用施設の技術
上の基準の細目を定める告示 (通商産業省ほか)」 による。

Ww =
2・ n・ Pt・ (1+i)

(kgf/cB12)
〈n・L十(n~1)・cttb+2・H・tan θ) ・(a・2・H・tanて')

ここで, Ww:ト ラック荷重による鉛直土圧  (kgf/cr)

n:ト ラック台数

P t : 後輪 1個の荷重=  芋
 ・ 争  ・

甲  k g f )

‖:ト ラック1台の総重量 (kgf)

L:後 輪中心間隔 (c出)

H:管 項からの上被り (c田)

a:草 輪接地長 (c■)

b:後 輪輪帯幅 (cH)

o:相 隣るトラック間の後輪中心間隔(c皿)=100(cm)
θ :分散角(°)(一 般に45°を用いてよい。)

i:衝 撃係数  (表 -1.3.12参 照)

② 特 定物件の載荷重

特定物件の載荷重は上の高さに換算し,土被りの厚さに応じて管頂まで分散 (分散

角度45°)さ せて,上 の高さに換算し,土 被りの厚さに加算する。

③ 群 衆荷重

群衆荷重により管頂部に作用する鉛直土圧は,耕 地あるいは山林では0.03(kgf/

C日2)とする。
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表-1.3.11 上 の単位体積重量 :甲及び内部摩擦角 :φ

種 別 状 態 単位重量

W(tf/田3)
水中の単位重量

(tf/田
3)

内部摩擦角

φ  ( °  )

砕  石
1)1.6～ 1.9 1.0～ 1.3 35-45

砂 利
2)1.6-2.0

1.0～ 1.2 30-40

炭がら 3)0.9_1.2 0。4-0。 7 30-40

砂

締め固めたもの 1.7-2.0 1.0 35-40
4)ゃ

ゃゅるいもの 1.6～ 1.9 0.9 30-35

ゆるいもの 1.5～ 1.8 0.9 25-30

普通土

硬いもの 1.7～ 1.9 1.0 25-35
5)ゃゃ軟らかいもの 1.6～ 1.8 0.8-1.0 20-30

軟らかいもの 6)1.5～
1.7 0.8-0。 9 15-25

粘  土

硬いもの 1.6～ 1.9 0.6-0.9 20-30
7)ゃ

ゃ軟らかいもの 1.5～ 1.8 0.5-0.8 10-20

軟らかいもの 1.4～ 1.7 0.4-0.7 0-10

シル ト

8 )硬いもの 1.6～ 1.8 1.0 10-20

軟らかいもの 9)1.4～ 1.7 0.5-0.7 0

(注)1)の 1.6は石灰岩,又 は砂岩系のもので単位重量が小さいもの
2)の2.0は切込み砂利で密実なもの
3)の1,2は活荷重その他によってよく締め固められたもの
4)の

砂はゆるい細砂,シ ル ト質細砂など不安定なもの以外の一般の砂
5〉の普通土は砂質ローム,ロ ーム及び砂質粘土ロームを含む
6)の1.5は関東ロームその他の火山灰上で重量が小さいもの
7)の

粘上には粘土ローム,シ ル ト質粘土,粘 土などを含む
8)のシル トにはシル トローム,シ ル トなどを含む
9)の1.4はシル トのヘ ドロ状のもの

(注)砂 ,普 通土,粘 土などの盛土又は埋戻し土は原則として 「軟らかいもの」

(砂では 「ゆるいもの」)の 状態にあるものとみなす。

表-1.3.12 衝 撃係数 :i

土被 りの高 さ : H ( 口) 衝 撃 係 数 : i

0く H<1.5 0.5

1.5≦ H<6.5 0。65‐-0.1・ H

6.5≦ H 0

④ プ ルドーザー荷重

主として,工事中にプルドーザーを使用し,埋戻しや転圧をする場合,プ ルドー

ザーの荷重が埋設管に図-1.3.6の ように作用する。
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甲B――n

こ こで ,

理設管に作用するプル ドーザー荷重による鉛直土圧は下式で算定する。

・
q B ・ ( 1 + 1 ) ・ (

b+2丁 常T瓦面寵戸 )
(kgf/c口2)

札

Ｈ

ｉ

ｑＢ
ｂ

θ

ｎ

プル ドーザーによる鉛直土圧 〈kgfんЩぞ)
埋戻し面から管頂までの深さ (all)
プル ドーザーの衝撃係数  (表 -1,3.13参照)
プル ドーザーの接地圧 (kgf/c四2) (表 -1.3.13参 照)
キャタビラの幅 (ctl)(表 -1.3.13参 照)

荷重の上中への分散角度 (° )…一般の上質では45°とする。
一つのキャタピラのみ作用する場合はn=1と し,両 方のキャタピラが
作用する場合はn=2とする。

H≦ (L―
b)で

は

l l B = = q B o ( 1 + 1 ) 0 (―
五再| : :「可〒

由)

早
く H く ( L 一

学
―

) では

‖B = q B ・( 1 ■1 ) ・( 上 ― )

H≧ (L― ―
;―

― )  で は

冊B = 2 ・ q B o ( 1 + i ) 。( 赫 )

(kgf/c口2)

(k8f/CB12)

(k8f/C田2)

図-1.3.6 両方のキャタピラが作用する場合

⑤ 宅 地荷重

埋設管路の上部が,将来宅地として利用されることが明らかな場合には,宅 地荷
重として 0.2(kgf/cM2)程度 (木造2階 建て相当)を 見込むものとする。

なお,こ の場合には群衆荷重,積 雪荷重は同時に作用しないものとし,い ずれか

大きい方を採用するものとする。
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表-1.3.13 プ ル ドーザーの諸元

フ
・
ルト

'―
サ
や―

規   格
接  地  圧
qB (kgf/cB2)

キャタヒ
・
ラ印富

b ( C田)

キタビラ幅間隔
L (c田)

衝 撃 係 数
1

3 ton汽皮 0.33 30 119 普通地盤

i=0.0

軟gs地盤

i=0。 2

6 ton級 0。46 35 142

8 ton亮及 0.48 41 154

1l tonttR 0.58 46 188

15 ton抱皮 0.60 51 188

◎ 積 雪荷重

路面で,自動車荷重と組み合わせる積雪荷重は0.01(k8fん日2)を見込む。

積雪荷重のみの場合は,積 雪深き1.Om当たり0.03(k8f/C口2)を見込む。ただし,

群衆荷重と比較して大きい方を採用する。

(c)水 平土圧

水平土圧はスパングラー (Span81er)の公式で求める。

Ph == ZT京~  ( ~:ユ~ 十X2+ ―
:f―

 )                       (kgf/cⅢ
2)

Xl――F・                                         (Cal)

X2=  ―
告f;;;|:常;ギ

笙
|〒戸                        (cll)

X。‐―F・                                         (C田)

ここで
  を)::魯饗▼:[】豊衝里窪1盈姦

平
孟岳/ci皆;f/Ci繁ど腎京li3蟹芝各

照)

1:奮セ督者鱒 孔 表
_舞

X2 :甲wによる水平瞬み (c■)

X。 :γwに よる水平擦み (cll)

K,X。:基礎の支持角によって決まる係数 (表-1.3.16参照)

基礎及び埋戻し材料は,原 則として砂又は良質な上砂を用いるものと

する。

擦み及び曲げモーメントの計算に用いる設計支持角は,締 め固めた砂

基礎の場合は図-1.3.8に 示す値を標準とする。

甲v:埋 戻し上による鉛直土圧 (kgf/cm2)

甲w:載 荷重による鉛直上圧  (kgf/cH2)

γw:水 の単位体積重量=0.001(k8f/C口2)

EI:管体の曲げ剛性 (kgf―c■2/cu)(表 -1.3.18参 照)

R:管 厚中心半径 (ctE)
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図-1.3.7 土圧分布モデル

表-1.3.14上 の受働抵抗係数 :e′ の標準値  (単 位 :kgf/cH2)

(現場で締固めた後の乾燥密度)
(ツ主)

上表は

プロクター密度=

ASTM―D3839及び

(基礎となる室内締固め試験
[JIS A 1210]での最大乾燥密度)

・ 100 (° /o)

A甲甲A―C950-81の 基準と同一であるが,こ れによれば,砕 石

上 の 種 類
(統一分類法による)

締固め
な し

一定の仕様を定め
て管理する締固め

厳密な施工管理の
下で行う締固め

プロクター密度
<85%

相対密度で
く40%

プロクター密度
≧85-95%

相対密度で
≧40-70%

細粒土 (LL≦50)
中程度の塑性から塑性のない
土まで CL,ML,ML CL
(粗粒部分25%以 下)

3.5 14 28

細粒土 (LL≦50)
中程度の塑性から塑性のない
土までCL,ML,ML―CL

(粗粒部分25%以 上)
細粒上を含む粗粒土
GM, CC, SM, SC

(12%以 上の細粒上を含む)

7 28 70

細粒上をほとんど含まないか
全 く含まない粗粒土
6解, CP, S甲, SP
(12%以下の細粒土を含む)

１
４ 70 140
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の場合には締固めなしの状態でe′ は70(kgf/c口2)程度 ,一 定の仕様を定めて管理し,プ ロ

クター密度85%,相 対密度40%程度以上とする場合のe夕 は 210(kgf/cH2)としてぃる。
湧水の多い場所,土 被りの比較的大きな場所あるいは砂の入手が困難な場所などでは砕

石基礎が適している。

表-1.3.15 変 形遅れ係数 :F

十分締固まった砂,若 しくは砂質上の地質に埋
設する場合
管の側面が管の半径以上の幅にわたり,砂若し
くは砂質上で置換されて十分締固めてある場合

1.0

その他の場合 1.5

変形遅れ係数は

示」第10条 (二)

「石油パイプライン事業の事業用施設の技術上の基準の細目を定める告
に規定されている。

表-1.3.16 管底の支持角によって決まる係数 :K,K。,Kl,K2,KP

基礎の設計支持角

2θ (° ) 60° 90° 120° 180°
摘 要

【 (上  圧 ) 0,103 0.096 0。089 0.083 擦み計算

【0(管 内水重) 0.096 0.085 0.075 0,065 携み計算

Kl (上 圧 ) 0,377 0.314 0.275 0.250 モーメント計算
K2(管 内水重) 0.420 0。321 0。260 0,220 モーメント計算

Xp(管 自 重) 0.191 0.169 0.149 0.131 擦み計算

注 : 設 計支持角は図-1.3.8に 準拠する。

図-1.3.8 土 または砂基礎の設計支持角

(7)管周方向曲げモーメント

土圧 ,載荷重及び管内水重によって発生する管周方向の最大曲げモーメントはスパング

ラーの土圧分布モデルに基づいて算定する。

水平土圧については各種の上圧分布モデルが提唱されているが,こ こではスパングラー

基礎,埋戻し材料の統一分類法による分類

現場発生上を使用
施工支持角
2θ

夕
≧120°

搬入 (購入)上 を使用
施工支持角
2θ

″ =120°

材料別設計支持角 :2θ
G甲, CP, GM, GC, SP     ・・・・・・90°
SM, SC             ・・・・・・・・・・・・60°
ML                 ・・・・・・・・・・・・60°
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表-1.3.17 基 礎及び埋戻し材料 (統一土質分類法による)

区 分 管 体 の 基 礎 材 料 埋 戻 し 材 料

適 性 (管体を支持する部分) (管体に水平土圧を及ぼす部分)
良 好 SP, 砕 石 G甲, GP, S甲, SP, 砕 石

良
G将,  GP,  GH,  GC,
SP,  SM,  SC

Ｍ

Ｌ

Ｃ

Ｍ

CC,  SM,  SC,  CL
ML―CL

やや 良 ‥
Ｌ

】
鳳

(粗粒部分が25%以 下の)
CL,  ML,  ML―CL

(Spangler)の上圧分布モデル (図-1.3.7参照)で 作用するものとする。
M tt Kl・押・R2+K2● γw・R3_0.083・e″ ・△X・R

ここで,M:管 底に生ずる曲げモーメント 〈kgf c皿/Cm)

甲:土圧及び載荷重=甲v十甲w (kgf/c口2)

Wv:埋戻し上による鉛直土圧 (kgfん回2)

‖w:載 荷重の組合せによる最大鉛直土圧 (kgfん亜2)

γw:水 の単位体積重量 (kgf/c口
3)

R:板 厚の中心半径 (c四)

e′ :上 の受働抵抗係数 (kgfん鴎2) (表 -1.3.14参照)
△X:水 平擦み量 (c田〉

△X=
F (2K・ 甲v・ R4_卜2X。・甲。・R5) t2K・ Wャ・R4

(cm)
EI+0.061e夕  ・ R3

EI:管 の岡r性 (kgf―c田2/c回)(表 -1.3.18参照)
K,K。,Kl,K2:管底の支持角によって決まる係数  (表 -1.3.16参照)

この曲げモーメントを、下式によって外圧による線荷重に換算する。

PH = 赫
                   (kgf/C口

)

ここで,PH:外 圧による線荷重 (kgf/c田)

M:管 体に発生する曲げモーメント (kgfoc田/C口)
R:管 厚中心半径 (c田)

(8)管 の許容内圧

管の許容内圧を次式で求め,こ の内圧が設計内圧を上回るようにしなければならない。

( Pc/s )を 十 (輛
う石

―  )=1

ここで,Pc:試 験外圧 (kgfん田)(表 -1.3.19,表 -1.3.20参 照)
Hc:試 験内圧 (kgf/c日2)(表 -1.3.10参 照)
PH:外 圧による線荷重 (kgf/c田)

HP:外 圧が PHの ときの許容内圧 (kgf/c■
2)

S:安 全率 (2.0とする。)

上式から
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MP=→ 生 。 (1_(祥
十

)2〕

設計内圧が許容内圧を上回る場合は,条件を満足するよう施工条件を吟味するか,上 級

管種を選択するなどの検討を行って,最 適な管種 ・施工条件を選定する。

(9)管 の許容擦み率

擦み率は下式 (Spangierの修正式)で 求め,そ の値を設計における許容際み率以下とす

る。

管の擦み率は管厚中心線直径に対する水平擦み量の比率で表され ,施 工後における管の

許容携み率は 5%で あるが,臆 工時の 1～2%の パラツキを考慮して,設 計における許容

携み率は 3～4%が 採用されている。

管の水平携み量,水 平擦み率は下式 (Spanglerの修正式)で 算定する。

X =
F (2K・ 甲v・ R4+2X。 ・ γv・ R5t2KP・ 甲,・R4) ■ 2【・甲w・ R4

(cm)
EI+0,061e′  ・ R3

V  =    2 R    X  1 0 0      ( % )

ここで,V:水 平擦み率 (%)

X:水 平携み量 (c田)

R:管 厚中心半径 (c口)

甲v :埋 戻し上による鉛直土圧 (kgf/c■
2)

甲w:載 荷重による鉛直土圧 (kgf/c田
2)

(解wは埋設地点での載荷重の組合せで生ずる最大鉛直土圧…豪雪地帯では

積雪荷重の方が トラック荷重より大きい場合がある。)

γw:水 の単位体積重量 (kgfん日3)

k,X。,XP:管底の支持角によって決まる係数  (表 -1.3.16参 照)

F:変 形遅れ係数  (表 -1.3.15参 照)

E:管 の管周方向曲げ弾性係数 (kgfん田2)

上記による水平携み率が設計擦み率を超える場合には,埋 戻し上の受働抵抗係数 ,設 計

支持角を大きくするなどの施正方法,あ るいは上級管種への変更等が検討される。

(10)管軸方向強度

管を両端支持の弾性地盤上の有眼梁として軸方向に発生する最大応力を計算するほか,

地盤の不等沈下が大きいと予想される箇所については,不 等沈下により生ずる応力を計算

するものとする。

管の軸方向保証曲げ強さについての強化プラスチック複合管協会の規格を,表 -3.21

に示すが,設 計に採用する曲げ強さは,こ れを所定の安全率(2.0×1.5)で除した値とする。

1.3.3異形管

曲管 ,漸 縮管,分 岐管等の異形管のうち,特 に高強度を必要とするものをFRPで 製作

する場合は慎重に検討する必要がある。その試験にも多 くの労力と費用を必要とし,製 作

費を含めて経済的でない場合が多いので,そ の場合には 「発電用水力設備の技術基準」に
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適合する鋼製とする。

曲管等は原則として両受管を使用する。両受管は片受 ,片 挿のものに比べて製作コス ト
は高いが,あ る程度のロー リングが吸収できるので現場での施工が極めて容易となる。

また,曲 管はアンカープロック等で屈曲点に正確に,直 管よりも先行して設置されるこ
とが多いが,調 整管等との併用によって曲管と曲管との間の直管の据付施工が容易となる。

表-1.3.18 FRPM管 の曲げ剛性

呼
び
径

( ロロ)

管  厚

t (C田)

厚
径半

日＞
ふ

くＲ

管
中

内 圧 管 の E I 値 ( 1 0 3 k g f . c H ぞ/ c m )

1 種 2  種 3  種 4  種 5  種F W
成形管 霞修審

F W
成形管 湧捗審

1

700

800

900

1000

1100

1200

1350

1500

1650

1800

2000

2200

2400

2600

2800

3000

２００

２５０

３００

３５０

４００

４５０

５００

６００

10.35

12.88

15.40

17,93

20.45

22.98

25.50

30.60

35.70

40.80

45.90

51.00

56.10

81.20

88.85

76.50

84.15

91.80

102.00

112.20

122.40

132.60

142.80

153.00

20.75

23.28

25.80

30.85

35.85

40.90

45.98

50.90

55.93

60。90

68.45

76.00

83.20

90。35

100.80

111.55

120.20

5.288

6.504

8.320

9.980

12.45

14.64

18.33

31.68

4.716

5.801

7.467

8.956

11.23

1 3 . 2 1

16.66

28.80

45。73

3.859

4.746

6.187

7.421

9 , 4 1 6

11.07

14.16

24.48

38.87

58.02

82.62

113.3

150.6

195.8

278.8

382.5

509.1

660.9

906.6

1,206

1,566

1,992

2,488

3,060

3.480

4.219

5.547

6.653

8.505

10.00

12.91

22.32

35.44

52.90

75.33

103.3

137.5

178.5

254.2

348.7

464.1

602.6

826.6

1,100

1,428

1 , 8 1 6

2,268

2,790

3.287

4.043

5.333

6。397

8.201

9.645

12.50

21.60

34.30

51.20

72,90

100.0

133.1

172.8

246.0

337.5

449.2

583.2

800.0

1,064

1,382

1,758

2,195

2,700
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呼び径 基準た
わみ逮
(m m )

基準たわみ外圧 試験外圧

l 種 1 2 種 3種  1 4種  1 5種 1種  1 2種  1 3種  1 4種 5種

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1350

1500

1650

1800

2000

2 2 0 0

2 4 0 3

2600

2 8 0 3

3000

２０。
２５０
３。０
３５０
如
４５０

10

13

15

18

20

23

26

31

36

41

46

51

56

61

69

77

84

92

102

112

122

133

143

153

313

260

225

205

192

183

189

226

262

299

335

372

4 0 8

ね 4

503

561

280

233

202

185

173

165

172

205

238

271

304

337

3 7 0

砲 3

456

509

228

190

167

152

145

138

1 4 6

175

203

231

259

287

315

344

389

434

473

518

575

631

687

749

805

862

204

170

1 4 9

1 3 6

1 3 1

125

1 3 3

1 5 9

185

2 1 0

236

261

287

313

354

395

431

472

523

574

625

682

733

784

1 9 6

162

1 4 5

1 3 2

1 2 6

1 2 0

129

154

178

203

228

253

278

302

342

382

416

456

506

555

605

659

709

759

466

430

436

422

440

436

拓 7

560

654

747

8 4 1

457

421

427

414

4 3 2

428

459

550

6 4 2

734

826

4 0 9

377

385

373

390

387

419

503

587

671

755

154

168

187

205

224

243

262

280

151

165

183

202

220

239

257

275

138

151

168

184

201

218

235

252

表―上.3.20 FRPM管 (JIS A 5350:平 成 7年 4月 1日か ら適用 )内圧管の外圧強 さ

単位 kN/m
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表-1.3.21 FRPM管 の管軸方向曲げ強き くk8f/C日2)

呼 び 径

( 皿B l )

基 準 強 度 ( k g f / c 口
2 )

1 種 2  種 3  種 4  種 5  種

FW 遠心 FW 遠 心 FW 遠心 FW 遠心 FW 遠心

200 600 600 500 500 500

250-350 550 550 450 450 450

400-500 500 600 500 500 400 400 400 400 400 400

600 450 600 450 500 350 400 350 350 350 350

700 350 600 350 500 300 350 300 300 300 300

800-900 300 600 300 500 250 300 250 300 250 300

1000 250 500 250 450 200 300 200 300 200 300

1100-3000 200 450 200 400 150 300 150 250 150 250

(注 :遠心成形管の最大呼び径は 2400である。)

1.3.4継手

FRP管 ,FRPM管 の継手部は,JIS A 5350に準拠する。

鋼製異形管の継手はK形 とする。

図-1.3.9 K形 継手の構造

許容曲げ角度は,継手部が漏洩なく曲がる角度のおよそ1/2として,表 -1.3.22の よう

にJISで 定められているが,曲 げ配管を行う場合の継手部 1か所当たりの設計上の曲げ

角度は,許 容曲げ角度の1/1.5～1/3以下とする。

表-1.3.22継 手部の許容曲げ角度

に,  2種(■口) 許容曲げ角度(°) 備 考

200-250 6° 00′ 現在製作されている管の呼び径は

FW成 形管では200～3000(Blll),

遠心力成形管では400～2400(田m)

である。

300 5° 00′

350-400 4° 30′

450-800 4° 00′

900-1000 3° 30′

1100 3° 00′

1200 2° 50′

1350 2° 40′

1500-3000 2° 30′

T 蹟 下ツt ト

イプ薄日
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1.3.5調整管

固定台間の管路の長さの調整には,調 整管を用いる。

露出接地する水圧管の敷設は,下 流側から順次に行うのが普通であるが,そ の敷設の順
に従って曲管を設置してい く場合 (図-1.3.10(1)参照)と ,曲 管を先にアンカープロック
に設置固定しておき,後 で直管を敷設する場合 (図-1.3.10(2)参照)が ある。
管路の傾斜が急勾配であり,管 路の屈折角に合わせての管の据付施工が困難な場合には

後者が採用されることが多い。

通常は,曲 管の位置は厳密に定められることが多いので,曲 管と直管との間には長さを
調整するための調整管が必要となる。

調整管には両押しのFRP管 あるいはFRPM管 を使用する。調整管の下流側は通常の
挿口形状として下流の受口に挿入し,上 流側は長さを調節して切断し,K形 加工を施して
曲管や受日付きフランジ単管と接続する。

露出して傾斜設置される調整管には滑動防止のためのスラス トカラ (リング)を 装着す
る。これはFW成 形管では管本体の製作時にスラス トカラの必要厚さだけ巻き込み製作し
支台の上流側端面に接する側を平滑に仕上げ切削して設けられるが,遠心力成形管では別
途にスラス トカラを製作し,接着剤で本管に接着する。 (図-1.3.11参照)

図-1.3.10 調 整管の使用方法

下流から順に敷設する場合

両フランジ短管

曲管を先に設置 したり
工区境のある場合
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曲督 , フランツ付妊督

スラストカラ (リング
スラス トカラ

調整 官官望

図-1.3.11 滑 動防止のスラス トカラ

1.4支 台及びアンカプロック

1,4.1 支台及びアンカプロックの基本条件

支台は,自 重,管 胴本体及びその付属設備並びに管内の水の重量 ,地 震力,載 荷重,雪

荷重 ,温 度荷重並びに風荷重に対し安定であり,か つ,構 造上安全であることが必要で,

設計は 「発電用水力設備の技術基準」に準拠する。

FRP水 圧管路の管体支持の特徴は,直 線設置される各々の単管が,独 自にそれに付属

する支台で保持され ,ア ンカプロックに埋設される曲管と接合されるFRP管 以外の管は,

アンカプロックに外力を作用しないことである。

アンカプロックの内部に埋設されるのは鋼管である場合が多いと思われるので,ア ンカ

プロックの設計はFRP管 の上記の特徴を考慮し,「 発電用水力設備の技術基準」に準拠

して検討すればよい。

FRP管 の単管は通常複数の支台で支持され,そ のうち上流側支台は,管 体に発生する

複合応力の条件から,通常 ,単管をアンカバンドで定着する支台 (以下 ,支台という。)

となり,下 流側の支台 (以下 ,中 間支台という。)は 滑動支承となる。したがって,中 間

支台の支承部は十分に滑動支承の機能を果たすよう考慮する。

これらの支台は,十 分な支持力を有する基礎盤上に設け,管 体自重 ,管 内水重畳,積 雪

荷重 ,地 震力,管 内流水摩擦力 ,内 圧の管軸方向成分の不平均力,他 の支台と管体間の摩

擦力,温 度荷重並びに風荷重等の荷重に対し,管 を十分安全に支持する構造としなければ

ならない。

水力発電用水圧管は,一般に,急 傾斜地に設置されることが多いので,支 台の安定検討

は管の管軸方向推力に重点をおいて検討することになる。

1.4.2支台の設計

支台の設計は,図 -1.4.1に 示すフローの手順で行う。
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③ 形状の仮定

④ 外力と作用点

⑤ 支台自重の計算 ◎ 支台形状変更

図-1.4.1 支 台設計のフロー図

(1)設計条件

支台の設計条件として,下記事項を整備する。

① 管 径 (呼び径)

② 管 厚

③ 管 路の傾斜角

④ 積 雪の深さ

⑤ 設 計水平震度

⑥ 単 管長

③ 支 持方式

③ 支 台の支承角

◎ 許 容応力 (地盤の許容支持力,支 台と地盤間の滑動係数)
支台の設計条件は,FRP(M)管 体の設計に用いられた基本的な設計条件並びに設計

の過程で選択された支持条件等に準ずるものとする。

支台を設置する地盤の許容支持力,支 台と基礎地盤間の滑動係数等については,設置地
点の地盤の調査,試験等に基づいて設定するのが望ましいが,「発電用水力設備の技術基

準」,「水門鉄管技術基準」の解説等を参考とする。

水圧管設置か所における堅硬な基盤がかなり深部にあり,そ こまでの掘削が経済的に,
あるいは地山の安定上から許容できないとしてFRP(M)管 が採用される場合には,許
容支持力が得られる程度の基礎掘削あるいは支持杭等の基礎工について検討する必要があ

る。
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支台の構造は,FRP管 が設置される場所の地山の基礎条件に応じ,管 体保持の安全性,

経済性を勘案して支持条件を選択し,そ の条件並びに管の形状に適合するものとする。

管路に沿って比較的に浅 く岩盤がある場合は,部 分的な基礎工が伴ったとしても連続基

礎とすれば,管 体には管軸方向の曲げモーメント並びに剪断力が発生しないので経済的な

管体設計が可能となる利点がある。この場合,こ の基礎工全体が下流に滑動すると下流端

にあるアンカプロックに大きな外力として作用するので,基 礎の滑動防止対策に留意し,

さらに,ア ンカプロックとの間には基礎工の外力の伝達を防止するために,空 隙を設ける

必要がある。

堅硬な基盤は深部にあるが,地 表の地山は安定していると判断される場合は,管 径,管

長に応じ,両 輔2点 支持あるいは中間2点 支持方式について比較する。

使用する単管が日径に比べて長さが短い場合には前者 ,そ の反対の場合には後者を採用

すれば,相 隣る単管との接合交角 ,充 水時における支台部の複合応力式に影響する剪断応

力の軽減に及ぼす効果が期待できる。

管口径に対し管長が長い計画で両端2点 支持とした場合,接 合点における交角並びに支

台部の剪断応力が大きくなって管厚も厚 くなる。これらを小さくしたい場合には中間2点

支持とするとよい。

支台の配置を単管長の中央 3/5にすると接合交角はほとんど0と なるが,単 管支持の安

定性を勘案して中央 2/3としている実例が多い。

この場合は,図 -1.3.11に 示すように,管 を定着する支台の箇所の管体に滑動防止のた

めのスラス トカラを設ける必要がある。

違心力成形管では,直 管の製造時に同時にスラス トカラを製作することはできないので,

既製の管体に既製のスラス トカラを接着することになる。

支台の支持盤が堅硬であり,両 端と中間 1点の3点 支持 ,両 端と中間2点 の4点 支持等

が採用される場合は,ヒ ンジとなる支台以外の中間支台部の支承はできるだけ滑動機能を

高めるよう考慮する。

同様の地盤条件で連続基礎とする場合でも管の接合点では上 ・下流管のそれぞれの基礎

は独立させ,万 が一にある単管の基礎を含む移動があっても,接 合点以外の管体の一部に

集中応力が発生しないよう,そ して,各 々が独自で地山上を滑動しないよう,ま た下流の

アンカプロックに推力を与えないよう配慮した設計とする必要がある。

(2)外 力の計算

(a)縦 断方向

管路縦断方向の検討に当たっては,下 記の外力を考慮する。

① 管軸直角方向外力…… 管自重,管 内水重,積 雪荷重,風 荷重 (揚力)そ れぞれの

管軸直角方向成分

② 管軸方向外力………… 管自重,管 内水重,積 雪荷重の管軸方向成分 ,管 内流水の

摩擦力,継 手に作用する内圧の差による推力,管 の温度仲縮

に伴う支台との摩擦力,止 水ゴム輪の摩擦力

③ 水平地震力…………  管 自重,管 内水重,積 雪荷重,支 台自重に作用する慣性力

④ 支台自重
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支台にかかる荷重の種類は,与 えられた設計条件を考慮して設計される支台の自重を除
いて,基 本的にはFRP管 の管厚設計に用いたものと同じである。

管と支台とが絡み合って生ずる荷重については,作 用 ,反 作用の原理によって,管 厚計
算に用いた荷重と大きさが同じで向きが反対の荷重であるので,管 厚計算に用いた荷重と

照合しながら,相 互チェックを行うのが望ましい。

なお,管 厚計算では,管 内水重による管軸方向成分は考慮しないが,支 台は管内水重の

管軸方向成分も支持することに留意する必要がある。

支台の設計は地震力,風 荷重を含めた最も厳しい条件で検討しなければならないが,台

風と地震が同時に発生する機会はまず無いと考えられる。しかし,ア ンカバンドの設計で

考慮するので,一 応計上するものとする。

ここで考える風荷重は,管 軸を含む鉛直平面に垂直に吹き付ける風によって起こる揚カ
である。

1)管 軸直角方向荷重

① 管自重

甲,。一p・s・L・cos a                 (kgf)

② 管 内水重

甲wc―p・w・L・cos α                 (k8f)

③  積 雪荷重

Ws c = p・ u・L・co s  α                 ( k g f )  ,

④ 風 荷重

W&=-0「 ・qF°(D+2・T)・L         (kgf)

ここで,p:管 軸直角方向荷重係数  (表 -1.4.1参 照)

表-1.4.1 管 軸直角方向荷重係数 :p

両端支持 中間2点 支持 3点 支持 4点 支持

1 1

１

一
２

１

一
３

注 : これは支台の支点反力の管体一本の全荷重に対する比率を表

したものである。管の端部にある支台は隣の管も支えるものと

考えた。

Cr:共 振時風力係数=8 と する。

注 :Crは 水圧管の相当密度によって定まるが,FRP管 の場合に

水があっても無 くても余り変わらず,7.9～8.2程度であるので

8とした。

qr:共 振時速度圧=0.015(kgfん口2)

注 :q.は 共振風速を実在風速までとし,風 速を40(田/S)と した。

2)管 軸方向荷重

① 管自重

『pa==p・s●L●sinα                  (kgf)
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② 管 内水重
甲wa―‐pow・ L・ sln α                 ( k g f )

③ 積 雪荷重

Wsa=p・u・L・sinα                 (kgf)

④ 管 内流水摩擦による推力

冊す。三
    g● π ●D3   ・

 γヤ・L      (kgf)

⑤ 継 手に作用する内圧の差による能力

Wha==―
 十

・(D22‐~D2). γw.L・ sina    (kgf)

◎ 止 水ゴム軸の摩擦力

甲g a = 土f e ・π ・D 2

0 管 の温度仲縮による摩擦力

冊m。=士 f。。・(将P。十甲w。十Wsc)

3)水 平地震力

縦断方向の検討では管軸を含む鉛直平面内に作用す るものとする。

① 管に働 く地震力

pp= q● s●L・【h                ( k g f )

② 管内水に働 く地震力

pr__q●w●L・K、                (kgf)

③ 積雪に働 く地震力

ps==q●u●L・Kh                (kgf)

④ 支台に働 く地震力

Pd==士甲d・Kh                    (kgf)

ここで、q:地 震力荷重係数  (表 -1.4,2参 照)

表-1.4.2地 震力荷重係数 :q

地 震 の 方 向 両端支持 中間2点 支持 3点 支持 4点 支持

地震の揺れが

山側方向のとき
1.0 1.0 1.0 1.0

地震の揺れが

谷側方向のとき
- 1.0 - 1.0

１

一
２

一

１

一
３

一

地震の揺れが山側への時は,管 に関わる慣性力は谷側に作用することになるが,そ の荷

重を支えるのは,ア ンカバンドで管を定着している支台であり,単 なるスライド支承は管

が浮き気味となって全 く支えられない。したがって,そ の時の定着支台における地震力荷

重係数 :qは 管路の支持方法に関係なく 1.0となる。
一方 ,地 震の揺れが谷側への時は,管 にかかわる慣性力が山側に作用して全支台を押し

付けるように作用するので,そ の時の地震力荷重係数 :qは 管軸直角方向荷重係数 :pと

絶対値が同じで負号(一)が付いたものとなる。
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4 )支 台自重

甲d =甲1 -甲2

ここで ,Wl:管 によるくり抜 きがないとした場合の支台重量  (kgf)

甲2:管 で くり抜かれる部分の容積の コンクリー ト重量 (kgf)

(b)横 断方向

管路横断方向の検討に当たっては,下 記の荷重を考慮する。

① 鉛 直方向荷重……… 管 自重,管 内水重 ,積 雪荷重,風 荷重 (揚力)

② 水 平方向荷重……… 風 荷重 (抗力)

③ 水 平地震力………… 管 自重 ,管 内水重 ,積 雪荷重,支 台自重に作用する慣性力

④ 支 台自重…………… 支 台自重

FRP管 の共振時風力係数は,管 内水の有無によってはあまり変化せず ,地 震力を考慮

するならば管内水を含めた方がより厳しくなるので,空 虚時の風圧については考慮しない。
なお,風 荷重については縦断方向の検討と同様に,管 軸を含む鉛直平面に対 して垂直に

作用する風荷重を考慮し,揚 力の鉛直方向成分と抗力を考える。

1)鉛 直方向

① 管自重

将p。  こ=p・s・L                  (kgf)

② 管内水重

Ww。
´
=p・w・L           (kgf)

③ 積雪荷重

Ws。
々
 ==p・u・L                  (kgf)

④ 風荷重 (揚力)

甲ky。
″=一 Cr・q.・(D+2●T)・L・cos a(kgf)

ここで,p:管 軸直角方向荷重係数  (表 -1.4.1参 照)

横断方向の検討では,鉛直方向,水 平方向ともに荷重は主支台だけでなく中間支台でも

支えられるので,表 -1.4.1の管軸直角方向荷重係数 :pを 乗ずる。ただし,風荷重による

揚力はアンカバンドを設けない中間支台では支えられないので pは乗じない。

2)水 平方向

① 風荷重 (抗力)

甲kk。  ==Qk・(Dt2・T)・p・L      (kgf)

ここで,Qk:管 の鉛直投影面に対して水平方向に作用する圧力=0,015(kgf/cm2)とす

る。これは 「水門鉄管技術基準」の解説に準拠し風速を55(回/S)としたものであるが,実 在

風速を40(口/s)とすれば0.008(kgf/c■2)となるので,地震を考慮した設計では両者が同時に

発生する機会がまず無いので過大であると考えられる。

風荷重に対する水平方向の抗力はアンカバンドを設けない中間支台でも支えられている

ので Pを乗ずる。

3)水 平地震力

地震による慣性力については,管軸を含む鉛直平面に垂直に作用するものとする。
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① 管 体に働 く地震力

Pp  = = p e s . L・【h                ( k g f )

② 管 内水に働 く地震力

Pw′ ==p・平・L・Kh                (kgf)

③ 積雪に働 く地震力

Ps  = = p・u・L・Kh                 ( k g f )

④ 支台に働 く地震力

Pd  =士将d・Kh                     (kgf)

管体 ,管 内水,積 雪に作用する地震力はアンカバンドを設けない中間支台でも支えられ
るので pを乗ずる。

4)支 台自重

① 支台自重

甲d′ =甲d   (kgf)

(3)支 台の安定検討

支台は縦断方向,横 断方向ともに下記の安定条件を満足するように設計しなければなら

ない。

① 転 倒に対する安定

② 滑 動に対する安定

⑥ 基 礎地盤の支持力に対する安定

支台に働 く外力の合力は,支 台を転倒及び滑動させる傾向に作用する。

転倒に対して安定であるためには,支 台の自重を含む支台に作用する外力のすべてを最

悪条件の下で合成し,そ の合力の作用線が支台の基礎内にあることが必要であるが,一 般
に基礎底盤の中央1/3以内となるように設計されている。

滑動に対して安定であるためには,合 力の支台底部に垂直な成分が,底 部に平行な成分

を支台と基礎地盤間の滑動係数で除した値より大きくなければならない。

基礎地盤の支持力に対して安定であるためには,合 力の支台底部に垂直な成分による支
圧力が支台の基礎地盤の許容支持力より小さくなければならない。

以上の条件は,支 台の縦断方向)横 断方向ともに満足されなければならない。

安定検定は、各荷重を水平方向,鉛 直方向の分力に分けて検討する。

(4)ア ンカバンド及びアンカポル トの設計

アンカバンド及びアンカポル トは下記事項を考慮して設計しなければならない。

(a)ア ンカバンドの目的

アンカバンドは風荷重と地震力を同時に考慮し,あ くまで管の浮き上がりを防 ぐことを

目的とし,管 の管軸方向の滑動を防止する目的を持つものではない。

管の滑動防止は,FW成 形管では受田凸部に受け持たせるか,あ るいは遠心力成形管と

同様に管体と一体製造又は接着されたスラス トカラを設け,こ れと支台との接触面 (線)
が受け持つと仮定したが,締 め付けられるアンカバンドの面が受け持つと仮定したとして

も支台に与える回転モーメントには変化はないので支台の安定計算には影響を及ぼさない。
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アンカバンドはアンカポル トヘナットによリヒンジ構造で定着され ,ア ンカバンドと管
体との間にはクッションゴムを配して緩い締め付け (2口配程度)と するので管の伸縮移動を
拘束するようなことはない。

一般的に鋼管の場合には管内空虚の時の相対密度が小さく,共振時風力係数が大きくな
って風荷重が増大するが,FRP管 の場合には管内に水があっても無 くても共振時風力係
数は余り変わらないので,管 内水に働 く地震力を考慮した設計とした方が条件的に厳しく
なる場合もあると考えられる。

管内水を計算に考慮したときは管の浮き上がりを促す方向に働 く地震力が増えるととも
に,そ れを抑制する方向に働 く水重も増えるので,管 内水を計算に考慮した場合としない

場合の両方について検討する。

なお,ア ンカバンド及びアンカポル トは,管 の製作上の誤差などをある程度現場据付施
工時に調整できるよう,裕 度を持たせる。

(b)ア ンカバンドの設計

1)考慮する荷重

考慮する荷重としては下記を採る。

管自重 ,(管 内水重),(積 雪荷重),風 荷重 (揚力,抗 力),水 平地震力 (管自重 ,

(管内水重),(積雪荷重)),支 台反力, ア ンカバンド張力等を考慮する。

上記の荷重のうち,管 内水重と積雪荷重については,管 の浮き上がりを抑制する側の荷
重であるので,そ れぞれがある場合と無い場合について検討する必要がある。

地震力は管軸を含む鉛直平面内に生ずるものと,そ れに垂直に生ずるものとがあるので,

別個に検討しなければならない。

なお,検 討する面はアンカバンドの軸心を含む平面内で行い,そ の面内における水平方

向と垂直方向の力の釣合い及びそれぞれ同一方向の支台反力が生ずる点の周 りのモーメン

トの釣合いから,ア ンカバンドに発生する張力を求める。

また,支 台反力の生ずる点は,受 日凸部を利用するFW成 形管では受口拡径部の中央 ,

支台に巻き込まれた深さの1/2の点で,風荷重 (抗力)の 方向と考える。

① 管 軸を含む鉛直平面内での地震力を考えるとき

管自重 ・管内水重 ・積雪荷重はサ ドルバンドの軸心 ・支台中央 ・管底部に,風 荷重のう

ち,揚 力は管頂部に,抗 力は管心に,地震力は検討する平面への上向きの成分が管頂部に

作用するものとする。

抗力と地震力は,支 台の安定計算では支台反力の生ずる点に作用するとしているが,局

所的なアンカバンドの検討のときは上記のように取り扱う。
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(PP〔十(P・
1)十

Psl)や sin c

(a)管軸を含む鉛直平面内での

地震力を考える場合

(b)管軸を含む鉛直平面に垂直な

平面内での地震力を考える場合

図-1.4.2 ア ンカバンドの設計に考慮する荷重

〈(PP t Pw■Ps) ・sin α――将。十  XV  ・甲kk.〉   (cBt)
Xh

xh=(  -2-― ■T)。sin E arccOs( -1-_ 。 (1+cosて'))]   (c四)

１

一
２

〓
Ｔ
ｌ

１
一２

で
，

レ」

一一　
　
　
▼こ

Ｘ .(  」≧_ .T).(1‐卜cosθ)

Sb :検 討平面内における支台水平反力

Nb :Sbに垂直な方向の支台反力

Tb :サ ドルバンド張力

xh :支台反力作用点と管底部との水平距離  (cⅢ)
xv :支台反力作用点と管側部との鉛直距離  (c口)
Pp :管に働 く支台横断方向地震力      (kgf)
Pw:管 内水に働 く支台横断方向地震力    (kgf)

Ps :積雪に働 く支台横断方向地震力     (kgf)
冊【。 :(支 台縦断方向)風 荷重 (揚力)に よる管軸直角方向荷重 (k8f)
Wc :(支 台縦断方向)管 自重による管軸鉛角方向荷重 (kgf)

Wp。 :(支 台縦断方向)管 自重による管軸直角方向荷重 (kgf)
甲w。 :(支 台縦断方向)管 内水重による管軸直角方向荷重 (kgf)
Wsc :(支 台縦断方向)積 雪荷重による管軸直角方向荷重 (kgf)

② 管 軸を含む鉛直平面に垂直な平面内での地震力を考えるとき

①の場合と比べて検討する地震力の大ききと作用点が異なり,図 -1.4.2.(b)のように

なる。

〈 XV  ・(P ,′十Pw′十Ps″十甲kk。
′
)一甲。

″
)(k 8 f )

Xh

Tb :ア ンカバンド張力           (k8f)
xv :支 台反力作用点と管側部との鉛直距離  (c四 )

xh :支 台反力作用点と管底部との水平距離  (c田 )
PP′ :管 に働 く支台横断方向地震力      (kgf)
Pw″ :管 内水に働 く支台横断方向地震力    (k8f)

( c m )

(k8f)

(kgf)

(kgf)

１

一
２〓

Ｔ

錬
)お

引声|:|
l o c十 ( I w c
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Ps″ :積 雪に働 く支台横断方向地震力     (kgf)
甲kkc′ :(支 台横断方向)風 荷重 (抗力)に よる水平方向荷重 (kgf)

甲。
″ :(支 台横断方向)鉛 直方向荷重の和 〈k8f)

①と②の計算結果は,管路の傾斜角,支 台の支持角の大きさによってどちらが大きくな
るか変わって くる。したがって,大 きい方をアンカバンドの張力としなければならない。
前式のTbは管内水を計算に入れたときの張力であるが,入 れない時についても検討する。
この場合は前式の 平。中の 甲w。とPャ

タ
をそれぞれ0と して計算する。

アンカバンドの必要断面積は次式で求める。

Ab― b
σ  b d

ここで,Ab :ア ンカバンドの必要断面積    (c田 2)

σ bd:アンカバンド材料の許容引張応力  (kgf/cm2)

(発電用水力設備の技術基準の許容応力に準拠する。)
なお,ア ンカバンドは現地据付施工時にある程度の加工 (R合 わせ)が できるように,

あまり厚いものにしない方がよい。
アンカバンドの幅は下記を標準とする。

φ 600田田~てか1,000日口            75田ロ

φl,100亜田～φl,350四■         100回m

φl,500回口 以 上        150田 配

アンカバンドと管の間にも,支 台と同じく,厚 さ 5回日程度のクッションゴムを挟める。

(c)ア ンカボル トの設計

アンカボル トは,ア ンカバンドの引張力を十分安全に支台に伝達するよう,そ の直径,
埋め込み長さを選択する。

アンカボル トの必要断面積は,ア ンカバンドの場合と同様にして求める。
アンカボル トの理め込み長さは,ア ンカボル トとコンクリー トの付着力で定まる。

L b ≧ T b / / ( π ・ D b ・ τ b c )   ( c 口)

ここで、Lb :ア ンカポル トの必要埋め込み長さ (c口)

Db :ア ンカポル トの直径       (c口 )
τb。:アンカポル トの許容付着応力  (kgf/c田

2)

上式ではアンカバンド下端のフック加工の効果を安全側に無視している。
アンカバンドをアンカプロックに結ぶナットの締め付けの程度を明確には規定できない

が,ア ンカバンドの目的 (管の浮き上がり防止)を 果たせばよいので,ナ ットの締め付け
はクッションゴムが多少圧縮される程度でよい。強い締め付けは管体に不要な外圧荷重を

負荷するので好ましくない。

なお,ア ンカーボル トの直径は,通常φ20BIBl若しくはφ24m口を標準とする。
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図-1.4.3 ア ンカバンド,ア ンカポル ト設置要領図

(5)中 間支台の設計

中間支台は,主 として管の軸方向の憐み量を抑制すると共に支台での鉛直方向荷重の負

担割合を軽減し,ま た,管 に加わる荷重を分散させることによって管厚が余 り厚 くならな

いようにするために設けるものである。

したがって,管 軸方向の荷重は支えず,ま た,地震力も支台横断方向の慣性力と山側ヘ

の縦断方向の慣性力を支えるのみであって,ア ンカバンドなどは設けない。また,中 間支

台と管の間にも緩衝ゴムを挿入し,管 がヨンクリー トと直接接触しないようにするが,中

間支台部では管の滑動を許す構造としなければならない。

中間支台は基本的には支台と同じ形状のものとなるが,支 台と同じく転倒 ,滑 動 ,支 持

地盤の沈下に対する安定を検討しなければならない。

検討方法も基本的には支台と同じであるが,考慮する荷重や計算を行うときの係数が一

部異なるので,以 下では支台の設計との差異を中心として記述する。

(a)縦 断方向

1)外 力の計算

① 管軸直角方向荷重

表-1.4.3 管 軸直角方向荷重係数 :p

注 : こ れは支台の支点反力の管体一本の全荷重に対する比率を表したものである。

管の端部にある支台は隣の管も支えるものと考えた。

なお,風 荷重 (揚力)に ついては,サ ドルバンドを設けない中間支台では支え

られないので計上しない。

② 管軸方向荷重

管内流水摩擦力は支台が負担するとして支台の設計を行っているが ,中 間支台も緩

衝ゴムを通じて負担する場合も考えられるので,安 全側に表-1.4.4の 推力係数を乗

3点 支持 4点 支持
１

一
２

１

一
３
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じて算定する。

表-1.4.4 中 間支台の管内流水摩擦による推力係数 :e

3 点 支 持
4 点 支 持

上 流  側 下 流  側

上
２ + キ

注 : 支 台を管の下流側とした場合は,上流側中間支台で 1/8,下流側中間支
台では 2/3とする。

継手に作用する内圧の差による推力,止 水ゴム輪の摩擦力は支台が支え,中 間支台
には作用しない。

③ 水平地震力

地震による慣性力については、管軸を含む鉛直平面に垂直に作用するものとする。
表-1.4.5 中間支台の地震力荷重係数 :q

中間2点 支持 3 点 支 持
4 点 支 持

上 流 側 下 流 側
地震の揺れが山側

方向の時
0 0 0 0

地震の揺れが谷側

方向の時

１

一
２一

１

一
２一

１

一
３一

１

一
３一

④ 中間支台自重

支台と同様の方法で求める。

2)荷 重の作用点

支台と同様の方法で求める。

3)安 定検討

支台と同様の方法で検討する。

(b)横 断方向

1)外 力の計算

① 鉛直方向荷重

風荷重 (揚力)は アンカバンドを設けないので,中 間支台には作用しない。

② 水平方向荷重

風荷重 (抗力)算 出の荷重係数 :pは 表-1.4.3の 値を採る。

③ 水平地震力
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地震による慣性力については,管 軸を含む鉛直平面に垂直に作用するものとする。

管体 ,管 内水 ,積 雪に作用する地震力はサ ドルバンドを設けない中間支台でも支え

られるので,管 軸直角方向荷重係数 :p(表 -1.4.3参 照)を 乗ずる。

④ 中間支台自重

支台と同様な方法で求める。

2)荷 室の作用点

支台と同様の方法で求める。

3)安 定検討

支台と同様の方法で検討する。
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第 2節  FW成 形管

2.1管の種類

中小水力発電所水圧管路材料として使用できる強化プラスチック複合管及び強化プラ
スチック管の種類は次のとおり。

(注)上 記の内、 1

規定されてい

種～ 5種は 」I s  A  5 3 5 0 - 1 9 9 1 1 こ

るもの。

表 -21 . 2  強
化 プラスチ ック管の種類

強化 プラスチ ック管

最大設計内圧

( k g f / c m 2 )

呼び径

C形 継手 T形 継手

22 5 200-240C 800～ 800〔

( 注) 1 .上記はF R P M管 協会規格 F - 1 1 1 1 。 3 2に規定
されているもの。

2管 厚は設計条件に合わせて設定するので、管種
の区分 はない。

表-211 強
化プラスチック複合管の種類

強化プラスチック複合管

(kgf/cm2)

200-240

500-300

500ハV300
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2 . 2内 圧試験の例

φ9oo m m  F  R  P管(t = 1 7 . 6 m m )に下図のような方法で内圧を負荷 したときの、円周方向

及び軸方向ひずみの実測値を以下に示す。

′F900神LE R呈 堂

Aテ ータヾ―          ス _卜_レイ ンクど二ニジ

内圧

( k g f / c m 2 )

00(μ )

ひずみ

図 - 2 2 1  内 圧試験結果の例

上図(円周方向側)で実線は実測値、一点鎖線はフープ層のみを強度部材 とした場合の

計算値、破線はフープ層に加えてカ ッ ト層及びチ ョップ層の強度 も加味 した場合の計算

値である。

水圧管路の設計に当たっては、円周方向の強度部材は安全側にフープ層のみを考慮

ている。
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2 . 8ゴ ム輪の圧縮永久ひずみ

FRP ( M )管 の継手部に用いるゴム輪の止水部と、同一の加硫状態のゴム試験片につ

いて行 った試験結果を下図に示す。
・試験片の寸法 ・圧縮装置等は JIS  K  6 3 0 1に準拠 した。ただ し実使用状態を考慮

して、試験片に与える圧縮率は50%と した。また、試験温度は常温と した。
・試験期間が 6か 月間と比較的短いので、下図には、FRP ( M )管 のゴム輪 と同一

材質であるダクタイル鋳鉄管のゴム輪の試験結果 も併記 した。

(%)
40

。  F応

。  ダ ク

P ( M )管 用ゴ

タイル第鉄管

ム輪

用ゴム輪

3~ギ
イ

′ G才

~ ~~

十~~6~  0

8

3年)   ( 8 0 キ ) (50年)

1 0        1 0 0       1 o o o       l o o o o      (日 )

経過 日数 ―― →

図 -281 ゴ ム輪の圧縮永久ひずみ試験結果

FRP(M)管 のゴム輪は先に30%弱 の圧縮による面圧を与えておけば、水圧に対 して

はセルフシール作用でより大きな面圧が働き、水密性を保つ構造 となっている。

上図か ら、上記試験条件下で数十年経過 しても圧縮永久ひずみは30%以 下であ り、復

元率70%以 上(有効圧縮率 =50%× 70%=35%以 上)を示 し、水密性が充分に保持できる

ことが分かる。

０

　
　
　
　
　
　
０

　
　
　
　
　
　
０

つ
０
　
　
　
　
　
　
　
０
●
　
　
　
　
　
　
　
１
■
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圧
縮
永
久
歪
率

-475-



24滑 動防止 リブの労断強度

2.41試 験片及び試験方法

φ1200mm F R P M管5種 に、幅100mm高さ40mmのリブをガラス繊維と樹】旨を用いて

成形 し、それを切出したもの10個を試験片とした。

試験機の能力上の制限(容量10tonf)からリブの一部をあらかじめ切り落とし、次図の

ようにリブを背中合せにして2個一組で、リブ部のみに載荷 した。

(x―x矢視 )

図 …241  リ ブの剪ltr試験方法

24. 2試 験結果

最大荷重を 2個 の リプの付
‐
着面積の合計で除 したものを労断強度 として求めた。結果

を次表に示す。

表 -24 1  リ ブの剪断試験結果

試験片

番号

リブ部 寸法 (m m ) 付着面積

(合計、c m 2 )

最大荷重

(k t t  f )

剪断強度

(kg f/cm2)a  ×   b c  X  d

1、 2 521× 483 505× 466 48 7 4020 82 5

3、 4 44_1× 467 468× 481 42 9 4080 95 1

5、 6 402× 485 422× 488 87 8 3860 88 9

7、 8 511× 500 489X527 51 3 4120 80 3

9、 10 459× 445 471× 497 48 8 4150 94 7

平 均 88 3

[参考 ]

FRP管 の場合(φ l100mm)の同様の試験結果は、平均労断強度87.lkgf/cm2でぁ り、 リ

ブの剪断強度は管材の違いとは関係がないものと考え られる。

と落切
分

は
部

線
た

破
し
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2 . 5直 射 日光を受けたときの管体温度

工場内及び現地管路にて、晴天時に計測 した外気温と管体温度 との関係を下図に示す。

管体温度はいずれ も管外面で熱電対を用いて経時的に計測 したものの うち、各計測時に

最高温度を示 したものを採 った。

工場内
・場所 =兵 庫県尼崎市
'φ 100 0 m m  F  R  P管管厚 =10 m m管 長 =2mの 中央部 円周 8等 分点
・高温時、中温時、低温時の 3回

・管の両端は密閉、管内空虚

現地管路
・場所 =東 京電力佃 箕輪発電所(長野県小海町)
・φ120 0 m m  F  R  P余水管 管厚 =14  5 m m円 周方向 4等 分点
・管内空虚(ただ し管底部に少量の流水あ り)

工場内での計測データを基に一次回帰を行 った結果をグラフに実線で示 した。現地管

路での計測データもほぼ回帰式と合 っている。

外気温 t一― ―

図 -2 5 1  管
体温度実抑l結果

℃

６０

０

　

　

　

　

　

　

０

　

　

　

　

　

０

，５

　

　

　

　

　

　

４

　

　

　

　

　

３

↑
―
―

管
体
最
高
温
度
　
Ｔ

T=19+1.15t

。 工 場内計測 ( S . 6 0 . 9 ` 1 9 )
△ 工 場内計tR l l ( S . 6 0 . 1 0 . 2 8 )
□ 工 場内計測 ( S . 6 0 . 1 1 . 2 6 )
。 現 地管路FS t測( S . 6 0 . 4 . 1 5 )
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2 . 6線 膨張係数

FRP管 及び FRP積 層版の線膨張係数測定結果を次図に示す。なお、グラフ横軸の

Vfとは、線膨張係数を測定する方向に投入 されているガラス繊維の体積割合を示す。
・測定方法はス トレインゲージを用いて、温度変化による伸びを石英ガラス(線膨張

係数 =0. 4 5×10 6 / O c )の それと比較 して求める方法によった。
・接着剤の ヒステ リシス除去のため、昇温→冷却を 2回 繰 り返 した。
・測定温度差は60℃(2 0°C→ 80℃)
・各点は各 々3～ 9個 の測定値の平均値

(× iO CI● )

線
膨
張
係
数

60

0      1 0     2 0     3 0     4 0     5 0 ( % )

Vf― ―――

図 - 2 6 1  線 1シ張係数測定結果

(注)こ こでの V r = 0と はガラス繊維が入っていないのではな く、
一方向にのみ投入されたガラス繊維の方向と、線膨張係数の
測定方向が 9 0°ずれているものを示す。

FRP管 の円周方向のVfはおよそ22～26%、

図から円周方向 ・軸方向の線膨張係数は各 々

等に用いることができる。

軸方向のそれはおよそ6～7 %で あ り、上

1 0×1 0 6 /℃、3 0×1 0 6 /℃程度 として設計

LT言頼顧二
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2 . 7埋 設管としての継手部の水密性能

2,7 1試 験方法

下図のように 2本 の管(φ200 0 m m、FR P M管 内圧 5種 )を接合 し、両端及び受 田部の

みを支持 した状態で挿 田部に集中的に載荷 して、継手部の水密性能を確認 した。

| ! : ブヤ ン
止水/1

ロ ー ド t r ル

(継手部許細)

図-27 1  継 手部水密試験方法

試験条件は次のとお り。

内圧 管 内充水(無圧)、2. 5 k g f / c m 2、5 k g f / c m 2

荷重 30 t o n fまで

最初に管内充水(無圧)状態で荷重を 3 t o n fご

びに管底部の変位及び受 日 ・挿 日のすきま変化

kgfたm2、5 k g f / c m 2負荷 して同様の試験を行 っ

とに3 0 t o n f まで加え、管頂部並

を測定 した。以下、内圧を2 . 5

た。
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2.7.2試験結果

いずれの条件下でも漏水等の異常は無かった。載荷荷重と挿田部たわみ量の関係、載

荷荷重と受日 ・挿回すきま変化の関係を次に示す。

受口n4F内在D3= 2 1 1 3 . 5±2

(実測壇=21 1 3 . 0 )

j F r田部外径D2= 2 1 1 2  ± 2

(実調td= 2 1 1 1 . 0 )
ゴム竹圧縮量=10 . O m

″ 圧 縮率‐38. 5 %

( t o n f )
ゴム輸圧縮量】

〇

】

い
．

申

Ｖ

〕

| :
雪2

21

18

1

1 0 1 2 ( a n )

｀量  (ツ`
~ ｀

く夕′
十                                  _ _ _ _

受日・挿口すきま変化(③)

図 -272 継 手部水密試験結果

2.7.3考察

(1)載荷荷重について

この試験は、管に加わる土圧を維手部に集中的に働かせて水密性能を調べるという、

継手部の試験方法としては最も厳 しいものである。

すなわち、FRPM管 の軸方向の強度設計に当たって用いられている弾性地盤上の有

限梁の考え方で端部に生ずる封断力を、受田部のみを支えて挿田部に集中的に加えるも

のである。管を弾性地盤上の有限梁と考えたとき、その両端には次式で求められる封断

力Qが 生ずる。

拝田部たわみ蟹 ①―②)一→
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Q =
St■h(λ F)十 stn(λ F)

(kgf)
cοsれ (え !) J卜cθs (λ !)

q

γ

H

D

単位長さ当た りの上荷重 =

上の単位体積重量 =0. 0 0 1 8

土被 り=40 0 ( c m )と する。

管の外径 (cm )

・ra

γ ・H ・D ( k g f / c m )

( k g f / c m 3 )とする。

2え

【

B

θ

ど“

rc

ど

′

地盤反力係数 =08 5 ( k g f / c m 3 )と する

管の支持幅=D o  c o s (θ /2 ) ( c m )

管の支持角 =12 0 (°)とする

管の軸方向弾性係数 =90 0 0 0 ( k g f / c m 2 )

管の軸方向断面 2次 モーメン ト

縁.(D4江4)

管の内径 ( c m )

管の長さ= 4 0 0 ( c m )

上記の弾性地盤上の有限梁の考え方や計算の条件(土被 り、K値 など)は、F R P M管

の軸方向強度の設計に用いているものである。

φ2 0 0 0 m mの場合、d = 2 0 0 ( c m ) D = 2 0 8 ( c m )で あるか ら、上式を計算すると

Q=2 9 7 6 0 ( k g f ) - 3 0 ( t o n f )

となる。ただ しこれは管がその全長にわたって支持されている場合の計算値であ り、前

図のように両端 と受日部のみを支えて挿 田部を載荷するという方法は、より厳 しいもの

となる。

(2)内 圧について

試験には内圧管 5種 を用いたので、負荷水圧は 0。25・5 k g f / c m 2とした。 5 k g r / c m 2

は 5種 の試験内圧 、2 5 k g fたm2は最大設計内圧である。

ソケ ッ ト形 FRP M管 はとう性管の中で も特に継手部に大きな特長を備えている。す
なわち、受 田部と挿 田部の剛性をほぼ等 しく設計 しているので、継手部の偏芯荷重に対
しても載荷点の変形(本試験においては管頂部変位 と管底部変位の差)が継手部に集中す
ることな く挿 田部か ら幅広のゴム輪を通 して受田部に伝達 され、一体的に変形するので

ある。 したがって、偏芯載荷状態が生 じたとしても挿 田部の変形量に比べて受 日 ・挿 日
のすき間はそれほど大き く変化せず、ゴム輪の圧縮率 もさほど低下 しないために水密性
が保たれる。また、内圧が大きくなると管の見掛けの剛性が大きくなるので(管自体の剛
性十内圧による突っ張り)、同一荷重に対する挿田部の変形量は小さくなり、ゴム輪の圧
縮率の低下割合が小さくなるので、管継手にとっては有利になる。

このようにソケット形FRPM管 は、受田部 ・直部のほぼ均一な剛性と独特なゴム輪
の二つの要素により、偏芯載荷試験という過酷な条件下でも高い水密性能を有 している。
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2.8施工実績

電力分野におけるFW成 形管の水圧管路施工実績は以下のとおり。

表 -28 1 (株 )クボタ施二実績

表-2,8ャ2栗 本鐵工所施工実績

企業者名 発電所名 施二年度 管極 最大出力

( k W )

最大使

用水畳

(me/sec)

F R P管 等 静水頭

呼び径 延長

( n l )

全管路

( 冊 )

F R P管 部

( n )

東北電力 大不動 S 6 1 F R P 1 4 0 0 2 33 1100 82 1 7 4 3

東北電力 大笹生 H 2 F R P 1 1 4 0 0 6 5 ‐８
＆

480 220 4 1 5 5 1

東北電力 矢別 1 4 F R P 2300 2 68 1000 101 96 2 64 2

東京電力 津 金 S 6 1 F R P 909 0 698 800 221 1 3 0 8 112 8

東京電力 黒 川 S 6 1 F R P 800 8 62 1350 55 30 3 12 7

関西電力 万 波 S82 F R P 12400 5 0 0 1500 168 303 6 6 1 0

東星興業 駒込 S68 F R P 4000 8 15 1800 60 6 5 2 6

金沢市 新内川第二 S 88 F R P 8000 8 70 1 3 5 0 114 100 6 72 3

岩手県 入畑 11 1 F R P 2100 3 5 0 1 5 0 0 207 81 2 7 9 8

岩手県 山 瀬 H 2 F R P M 2100 5 5 0 2 0 0 0 101 5 4 2 50 2

秋田県 八幡平第二 S 60 F R P M 1 5 0 0 t 80 1200 881 1 0 0 5    1 0 0 5

秋田県
西目町

西 日 S 6 2 Ｍ

Ｐ

Ｐ

Ｒ

Ｒ

Ｆ

Ｆ
＆

740 0 80 600 520 有効落差1160m

脇 市
内之倉 11 1 I F  R  P 2800 5 0 0 1 2 0 0 230 69 4 56 5

宮山県 大長谷第五 H  2 F R P M 1200 1 65 7 0 0 ～
1 1 0 0

1 8 3 2 有効落差629n

鳥督鵠町 新 日野上 I1 1 F R P M 580 4 0 0 1 5 0 0 780 有効落差300m

関東農政屈

那須野ケ原

那須野ケ原 S 6 2 F R P M 340 1 60 1 1 0 0 1 8 2 0 32 1 80 0

企業者名 発電所名 施工年度 管 種

最大出力

(k‖)

最大使

用水量

(a3/s)

FRP管等 静水頭

呼 径

( D l■)

延 長

(口 )

全管路

( B l )

F R P管部

( 田)

北海道電力榊 ホヤ石川 S.62 FRP 170 0 . 1 8 ｎ
υ

つ
０ 179 146.0 84,8

高知県大川村 白 滝 ‖. 3
FRPM

& FRP

食
０ 0 1 8 Ｅ

Ｕ
０
ロ

コ
４ 70.1 69.2

電 源 開 発 船
海水揚水発電

ハ
・
イllットア

・
ラント

H  4

(建設中)

FRPM

& FRP
30000 26.0 2400 300 181.4 179。1
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第3節  遠 心力成形管

3.1 管  の  種  類

管は、直管部と受田部 (継手部)よ り成っている。直管部は、高速に回転する型枠

内に、樹脂 ・ガラス繊維及び骨材等を組み合わせて連続的に供給し、遠心力により十分
脱泡しながら積層成形する遠心力成形法で製造される。受田部は、ガラス繊維に

相脂を含浸させ、張力を与えながら、止水用ゴム輪の外側に巻きつけて製造するいわゆ
るフィラメントワインディング方法で成形する。これら別々に成形された管と継手を

接合させ、両方を合わせて管と呼称している。

この方法で成形された管の構造について、遠フい力強化プラスチック管 (以下D一 FR

P管 という。)は 、樹脂及びガラス繊維を原料とし、内 ・外面保護層と強度層のみで構

成されており、遠心力強化プラスチック複合管 (以下D一 FRPM管 という。)は 、管
外面より外面保護層、強度層、樹脂モルタル層、強度層及び内面保護層の順で構成され
ている。また各々の管について、各層の原料及び特性を表-3.1,1,-3.1.2に示す。

表-3.1.l D― FRP管 の各層の原料及び特性

名 称 原 料 特 性

複合層
外面保護層 樹脂,骨材 耐食 ・耐候性に優れている。

強 度 層 ガラス繊維,樹脂 円周 ・管軸方向の内外圧強度を負担する。

内 面 保 護 層 樹  脂
耐食性に優れ、内面を平滑にして水理特性

(粗度係数)を向上させるためのものである

表-3.1.2 D一 FRPM管 の各層の原料及び特性

称名 料原 性特

複合層

外面保護層 樹脂,骨材 耐食 '耐候性に優れている。

強 度  層 ガラス繊維,樹脂
構造層の内外面に位置し、円周 ・管軸

方向の内外圧強度を負抱する。

樹 脂 モル

タ ル  "冒

ガラス繊維,樹脂,

骨材

罵平及びたわみに対する剛性を持たせ

ている。

内 面 保 護 層 樹  脂

耐食性に優れ、内面を平滑にして水理

特性(粗度係数)を向上させるための

ものである。

水力発電用水圧管として使用できるD― FRP管 及びD― FRPM管 の規格としては、

強プラ管協会規格 FRPM「 -111(案 )、 FRPM K-111及 び日本工業規

格 (」IS A 5350)等 があり、その最大設計内圧を表 3.1.3に示す。

これら規格のうち、日本工業規格は平成3年 10月 に改正が行われた。また、これら

に使用する異形管類の規格は、強プラ管協会規格 FRPM G-112が 制定されてい

る。各管の形状 ・寸法等は、各々の規格に定められており、ここでは、形状及び主な

寸法のみを図-3.1.いこ示す。
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ト

「

―

「

―

現

田

ωQ

司
や

L

ゴム輪   受 □部 直管きF挿 □部

注)*・管厚は、D一 FRP管 での最大値とD― FRPM管 の値を示す。
*2表中 ( )内 寸法は、平成 7年 3月末まで有効とする。
*3管内径は、参考値を示す。

図-3.1.1 形 状及び主要寸法

呼 び 径 管外径(D2) 管厚 ( T ) *・ 有効長(L) 管内径(Dl)*3
200

250

300

350

400

450

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1350

1500

1650

1800

2000

2200

2400

220

271

322

373

424   (426)米2

475   (477)

526   (528)

631   (631)

736   (733)

840   (836)

944   (939)

1050  (1041)

1156  (1144)

1262  (1246)

1418  (1400)

1574  (1554)

1732  (1701)

1890  (1848)

2098  (2061)

2308  (2280) |

2518  (2458) |

10

10.5

11

1 1 . 5

1 2     ( 1 1 ) * ?

1 2 . 5   ( 1 1 . 5 )

13    (12)

15.5  (14)

18    (16)

20    (18)

22    (20.5)

25    (23)

28    (25.5)

31    (28)

34    (31)

37    (34)

41    (37)

45    (41)

49    (45)

54   (49)

59    (54)

4000

6000

200

250

300

350

400   (404)*2

450   (454)

500   (504)

600   (603)

700   (701)

800   (800)

900   (898)

1000   (995)

1100  (1093)

1200  (1190)

1350  (1338)

1500  (1486)

1650  (1627)

1800  (1766)

2000  (1971)

2200  (2182)

2400  (2350)
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表 3.1.3 省 の種類及び最大設計内圧

管  種

D 一 F R P 管 D ― F R P M 管

最大設計内圧

(kgf/o需)
呼 び 径

最大設計内圧

(kgf/o置)
呼 び 往

特 1種

2 0 0

2 4 0 0

26.5

2 0 0

2 4 0 0

1 種 26.5 13.5

2 種 1 5 . 5 10.5

3 種 12.5 7, 0

4 種 10.0 5. 0

5 種 8. 0 2. 5

3.2 特   長

水力発電用圧力管路に使用されるD一 FRP管 及びD一 FRPM管 は数々の特長を

有しており、これらの特長のうち、主なものについて以下に述べる。

3.2.1内圧強度
『3.1 管の種類』の項で述べたように、遠′い力成形法では形枠を高速で回転させ

ることでより高い遠心力が得られるので、原料中の気泡等が管の内側に逃げ、十分
脱泡されるので、原料相互が良く締め固まり、材質は非常に級密となり、水圧を加え
ても発汗作用が起こらない。また、接合に用いる継手は、二重水密リップを持った
ゴムリングとFRPが 一体成形されて、内圧が負荷されることにより水密リップが

管の外面に密着する止水構造である。(図-3.1.1 参照)
また、管は、強度層の厚みを調整することで種々の内・外圧強度の管の製造ができ、

使用条件に合わせた管厚の設計が行える。

3.2,2外圧強度

外圧が負荷された場合の管の挙動としては、鋼管では弾性限界を超えると、村重
が増加せずにたわみ量のみが増加して荷重を取り除いても復元しないが、D一 「RP

管及びD一 FRPM管 では外圧が負荷されると管は弾性的に変化し、綴やかに荷重と

たわみが増加し、荷重を取り除けば管は復元する性質がある。

3.2.3水理性

管内面には樹脂のみで内面保護層が積層されているため、管内面が非常に滑らか
であり、水理的に他程管と比べて有利となり、1回径のサイズダウンも可能となる。

3.2.4耐久性

円周・管軸方向クリープ試験、耐候性試験、内・外圧疲労試験等の結果より、D― F

RP管 及びD― I「RPM管 の耐久性が確認されている。
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3.2.5耐摩耗性

水力発電用圧力管路では、流水中に砂等が混入した場合、流速が速いため、管
内面の摩耗が問題となる。このため耐摩耗性の試験(短期及び長期)を行い、管の耐摩
耗性が確認されている。

3.2.6継  手

D一 FRP管 及びD― FRPM管 の継手は、寸法精度が高く、継手内面全面に止水
用2重 リップを持ったゴム輪を有している。また、FRP層 は内圧が負荷された場合
に発生するひずみが管よりも少なくなるように設計されているので、内圧負荷が高く

なればなるほど、継手のゴム輪が管外面に密着する構造になっている。

3.2.7施工性

D― FRP管 及びD一 FRPM管 は、比重が小さくかつ管厚が薄いので、鉄管等に

比べて軽量であり、取扱いが容易である。また、管は外径基準で製造されており、外

径が均一でかつ平滑なため、現場での加工を必要とする調整管等にも素早く対応でき

るので、施工時間が短くてすみ経済的な省といえる。

3.2.8その他

その他、D一 FRP管 及びD― FRPM管 について落鍾衝撃試験 (内圧負村及び無
負荷状態)、 耐火性試験(満水時)、シャルピー衝撃試験等、数々の過酷な試験を行っ

たが、管は実用上全く問題の無いことが確認された。

3.3 各種実験結果
3.3.1内圧試験

(1)供試管

供試管は、D― F R P Mttx特 1種 X50oXL1000の 管2本 とした。
形状・寸法を図-3.3,1に示す。

ゴム輪  受 □き骨 直管部 挿□部
/ /

ト
―

引
―

■
「
―

以

Ｎ
臼一α

串「
―

イ              L

直 管 部 受 口
烹
ロ

立
田

外径D2(銅 ) 内径Dl(伽 ) 厚さT(cll) 長さL(釧 ) 内径D3(伽 ) 長さル(cm)

528.5 504.1 12.3 1002 ０う
０

宮
Ｊ 251

図-3.3.1 供 試管の形状及び寸法

-486-



(2)試験方法

供試管を試験機に取り付け、直管部と継手部にひずみゲージを貼付し、内圧を
10(kgf/前)力H圧するごとに静ひずみ計でひずみ量の測定を行い、試験内圧まで
負荷した。ただし、3本 の供試管の内、1本のみ内圧を破壊内圧まで加圧した。
(図 3.3.2 参照)

ポンプ

図-3.3.2 内
圧試験方法

(3)試験結果

供試管8本 の試験結果の平均値を表-3.3.1に示す。

表 3.3.1 内 圧試験結果

注)推定の破壊水圧は、破壊まで加圧した管の、水圧～ひずみ線図より求めた。

水圧ゲージ レ ギュレーター

内圧

(kgf/o音)

最高内圧負荷時円周方向発生ひずみX10｀ 推 定 破 壊 時
直管部 継手部 内圧(唯f/oF) ひずみ量X10~6

106 12938 7385 120 14414
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3.3.2 基準たわみ外圧試験

(1)快試管

供試管は、D― F R PttX l種 X01000の 直管中央部及び管端部から長さ

L=30(cm)で 4本 採取した。供試管の形状・寸法の平均値を図 3.3.3に示す。

呼 び  径 外 径 管 厚 長 さ

1000(llnl) 1041,43(lll) 18。34(Eml) 301,50(Ⅲ l)

図 3.3.3 供試管の形状

(2)試験方法

試験は、ユOtア ムスラー試験機を用い、変位計とロードセルを静ひずみ計に

接続し供試管をのたわみ率が5(%)に なるまで載荷して荷量及びたわみ塁の測

定と行った (図3,3.4 参照)。 試験後、供試管から50X50(lHR)の 供試片を

切り出し、電気炉で樹脂を焼却させ、ガラス含有率の測定を行った。

図3.3.4 試 験装置

立会供試管

ヽ`

1 '

′′

チ′/

10tアムスラー試験機

ゴム板(f=10mm)

巻込式変位計

揺動型変位計
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(3)試験結果

供試管4本 の試験結果の平均値を表-3.3.2に示す。

表 3.3.2 基 準たわみ外圧試験結果
5(斉)たわみ時の 管の岡j性値

(監f 斎ヽ/cm)

弾性係数

(kgf/cf)

ガラス繊維

含有率G)たわみ量(m■) 外圧荷重(略f/ol)

50.24 28.15 111739 217363 54.76

3.3.3環片圧壊試験

(1)供試管

供 試 管 は 、 D一 F R P M t t x t t l t t X  5  0  0  x  L  8  0  0の
管 6本 に つ い て 行 っ

た。供試管の寸法を表3.3,3に示す。

表-3.3,3 供
試管平均寸法表

単位 :
呼び径 外  径 管  庫 内  径 管  長

Ａ
）

Ａ
Ｖ

Ｅ
υ 528.65 12.45 503.80 299.75

(2)試験方法

試験は、供試管を10く アムスラー試験機に設置し、平行板による載荷試験を
行い、村重とたわみ量の測定を行った。(図 3.3.5 参照)

図-3,3.5 試 験装置

変位計

2軸 ストレンゲージ
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(3)試験結果

供試管4本 の試験結果の平均値を表-3,3.4に示す。

表-3.3.4 環 片圧壊試験結果

3.3.4偏心村重、曲げ配管による継手部水密性能試験

(1)供試管

供試管は、各々の試験別にD― FRPM管 ×特 ]種 X500XL1000の

直管を継手で接合した管2本 で行った。

(2)試験方法

偏心荷重による継手部水密性能試験は、供試管を試験装置に設置し、継手部に

油圧ジヤッキで外圧を加え、接合部側近の管のたわみ量を呼び径X5(%)に し

た後、徐々に内圧を試験水圧(53.O kgf/前)まで負荷した。(図-3.3.6 参照)

曲げ配管による継手部水密性能試験は、接合した供試管の継手部を許容曲げ角度

(4°00′)の2倍 の角度(8°00′)まで屈曲させた後、徐々に内圧を設計水圧(26.5

略f/clr)まで負村し、接合部からの漏水の有無を調査した。(図 3,3,7 参照)

変 位 計

図 3.3.6 偏 ″ふ荷重による継手部水密性能試験

5 ( 耳) た わ み 時 の 破 壊 外 圧 時 の

たわみ量 (llm) 外圧荷重(k8f/30伽) たわみ量(ml) 外圧村重(kgf/30o11)

26 617.0 179,35 3100
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供試管

ヤ ー  ~ ~ ~ ~ ~ ' ~ ~ ~ ~ ‐

ストップライン

× :角度測定、 ト ランシット測点

図-3.3.7 曲 げ配管による継手部水密性能試験

(3)試験結果

各々の 試験結果を表 3.3.5,表 3.3.6に示す。

基ど。3.5 継■部水密性能試験結果

表-3.3.6 継
手部水密性能試験結果

内  圧

(kgf/o苗)

外圧荷重

(kgf)

た オ〕 み

結 果最大たわみ量(lm) 平均たわみ率(∬)
0

26.50

53,00

０

　

０

　

０

３

　

８

　

７

４

　

一ｂ

　

５

４

　

８

　

８

９

　

８

　

７

４

　

３

　

０

７

　

４

　

１

２

　

１

5 。3

2 . 8

0 . 2

最大設計内圧 ・試験

内圧負荷時共漏水その

他異常無し

呼び径
曲げ角度

( ° )

負荷内圧

(kgf/o古)

保持時間

(分)
結 果

ハ
Ｖ

（
Ｖ

Ｅ
Ｊ

０
０

つ
た

″Ａ
ｍ
Ｖ

Ａ
口
Ｖ 26.5 3 漏水その他異常無し
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3.3.5内圧及び内・外圧による円周・管軸方向クリープ試験

(1)供試管

内圧による円周方向クリープ試験の快試管は、D一 F R P MttX特 ]種 X50

0XL1000を 用い、内・外圧による管軸方向クリープ試験の供試管は、D一 F

RPXl種 X1000× L6000を 用いた。

(2)試験方法

内圧による試験は、供試管に2軸 ひずみゲージを貼り付け、重錘式アキューム

レーターに接続し、試験内圧の2倍 (106叱f/ar)の900)に 相当する水圧(95.0

kgf/胡)を負荷し、円周方向ひずみの経時変化を51日 間にわたって測定した。

(図-3.3.8 参照)

内・外圧による試験は、供試管を2点 で支持し、管に5(kgf/前)の内圧と設計で用

いる作用荷重の2倍相当の荷重 13.12(kgf/ol)を 等分布に載荷して、管中央

部で円周・管軸方向ひずみ量の測定を2,500時 間にわたり行った。

(図-3,3.9 参照)

内挿管(鋼管)
ラムシリンダー

ハ ルブ

図-3.3.8 内 圧による円周方向クリープ試験

垂錘式アキュームレーター
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T:歪 ゲーブ貼付位置 垂錘式アキュムレーター

図-3.3.9 内'外圧による円周・管軸方向クリープ試験

(3)試験結果

試験結果を表…3.3.7及び表-3.3.8に示す。

3.4 施工実績

電力分野におけるミサワホーバス隅の施工実績を表-3.4.1に示す。

表～3.3.7 円 周方向クリープ試験での時間とひずみの関係

経過時間 (田) 0(0) ] . 0 ( 0 . 0 4 ) 24(1.0) 96(4) 768(32) 1224(51)

円周方向ひずみ(X10~6) 10957 11420 11553 11836 1238r4 12503

表 3,3.8 円 周・管軸方向クリープ試験でのひずみと時間の関係グラフ

初期ひずみ量 50時間後ひずみ量 2500時間後ひずみ量

管頂部管rtl方向 -632X10~6 6ヽ59X10~6 -681X10再

管底部門周方向 398X10~6 403X10~8 407X10~6

表-3.4.1 水 圧管施工実績表

企業者名 発電所名 括二年度 管 種 最大出力

(K口)

最大使

用水量

(ポ/Sec)

FRP管 等 静水頭

呼び径 延長

( m )

全管路

(In)

FRP管 路

( m )

鳥取県

日南町
断 日野 上 H 。1 『RPM4彗 560 4.00 1,500 300

FRP管 路

有効落差  30

山形県

企業局
初日川第 H.3 FRP4彗 400 33

FRP管 路

有効落差  18
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第 4節  実 証試験結果 (新内川第二地点)

4.1は じめに

金沢市企業局の新内川第二発電所においては,中 小水力発電の建設コス ト低減を目的

として,「 中小水カシステム技術信頼性実証試験」が,TBM工 法によるトンネル施工

の合理化 ,余 水路省略等設備の合理化 ,水 圧鉄管代替製品FRPM管 等に関する技術開

発の3技 術について行われた。

工事は,昭 和61年 10月 に着工し,昭 和68年 12月 には初期の目的を十分に達成

して運転を開始した。

以下 ,水 圧鉄管代替製品FRPM管 等に関する技術開発における実証試験結果につい

て述べる。

4.2発 電所概要

4.2.1発 電所概要

新内川第二発電所は,石 川県金沢市を流下する犀川水系内川の上流東谷と西谷

の合流点を本川取水地点として2.92口3/sを取水し,約 3.5k田の導水路途中におい

て4箇 所の渓流から最大0,78は3/sを取水し,合 計3.70■3/sの最大使用水量 ,有 効

落差100.60mに より,最 大出力 3,000k甲の発電を行う流れ込み式発電所である。

(第7章  図 -4.2.1発 電所位置図及び 図 -4.2.2水 路概要図参照)

4.2.2水 圧管路付近の地形 ・地質概要

(1)地 形概況

新内川第二発電所は,内 川ダムの貯水池末端部の右岸側に位置している。本地点

周辺の地形は,標 高差 400～600回の尾根が東西に仲長していて,斜 面の平均傾斜は

約40°とかなり急峻である。水圧管路は,尾 根の下方に当たり,標 高330田付近のヘ

ッドタンクから河岸沿いの発電所までの区間である。また,発 電所の山側には林道

が横断していて,埋 設管路となっている。植生は,主 に杉の植林地と雑木地とから

成っている。

(2)地質概況

水圧管路の地質縦断面を図-4.2.1に 示す。

本地点は,新 第二紀中新世北陸層群の下層部である岩稲累層の火山砕層岩類 (凝

灰岩 ,凝 灰角礫岩,熔結凝灰岩等)を 基盤としている。その表層の 1～2皿では軟質

化した風化帯であるが,深部では 「CL～ CH」級の岩盤である。基盤の上部は,

2.5～13.5口の崖錐に覆われていて,斜 面の途中には直径数mの 大きな転石も見られ

る。水圧管路部は,地 形的には尾根部に当たり,周 辺部に比較して基盤が浅 く,そ

の基盤上は未固緒な崖錐に覆われている。
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一 一 ~ ~ ~ ~ ヘ

ヽ
ぐ

Ib LLL花

地質時代 地 層  名 記号

新
　
　
生
　
　
代

第
四
紀

沖
積
世

崖 難 性 雄 積 物 Tl

1 日河 床 堆 積 物

新
第
二
紀

中
新
世

火
砕
岩

安
山
岩
質

凝 灰  岩 Tf

凝灰角疎岩

熔結凝灰岩 甲t

図-4. 2 . 1水 圧管路の地質縦断面

4.3設   計

4. 3 . 1水圧管路の設計

水圧管路の支持形式は,小 支台 (スラブ上中間 2点 支持)を 採用 し,基 盤岩上を層

厚 2.5～13 . 5 mの崖錐が覆っていることから,水 圧管路の安定 を図るため深礎杭工法

とした。また,上 部の 1号 アンカーブロックも基盤岩が深いことから深礎杭工法とし

た。

図-4. 3 . 1に ヘッドタンク,水 圧管路及び発電所放水路の縦断面図を,図 -4. 3 . 2

に小支台基礎構造図,深 礎杭頭詳細図及びアンカープロック構造図を示す。

-495-



Ｆ
ｒ
い
０
章
―
十

函
隠
還
軽
Ｇ
叢
Ｋ
玉
ほ
ぽ
億
も
恵
輩
蜘
出
ヽ

、
ふ
ヽ
ヽ
と
か
て

「
〓
ゴ
ー
因

目
圏

訓

割

留

引

国

割

剰

目
田
甜
珊
州
副
掛
剖
目
封
測
判

目

目

紺

剰

目

瑠

副

割

判

中 。̀           |

Ｉ
Ｈ
■
Ｈ
ブ

／

嗣団
目
割
醐
ゴ

ダ
／



１

０
０
ヤ
‐
，

国
製
蓮
ふ
ハ
ロ
ト
ー
ミ
ハ
ト
も
パ
国
疑
桃
ほ
ぷ
翌
難

、国
廻
整
選
欄
車
棋
く

や
Ｓ
ギ
ー
困

ふ
か
回
ト
ー
ミ
ヽ
卜
い

【

ふ
か
田
ト
ー
ミ
ハ
ト
い

∞

鼎
調

剖

副

料

剰

Ｎ

目
調
田
翻
剰

国
製
韓
選
軸
車
棋
く
蚊
棋
王
ω
起
壬
「
卜
ぶ
く

ョ

，

■ヽ
Ｒ



4.3.2 FRP管 の設計
FRP管 の設計は,「 財団法人新エネルギー財団」が報告している 「水圧鉄管代替

製品FRPM管 (強化プラスチック複合管)等 技術検討結果報告書 (昭和60年 1月)」
に基づき行った。

(1)設 計の条件

応力算定式は,FRP管 が複合材料であるので下記の複合応力式を適用する。
円周方向及び管軸方向の各応力が許容応力以下であるとともに,各 応力は,
Tsai一 Hill説 による複合応力式を満足しなければならない。

Tsai― Hill説 による複合応力式

十 〔害号―〕「十〔一だ|〕
2 ≦ 1K=〔十〕

2-
σl・σ2

(Fl)2

ここに,σ l: 円周方向応力 (kgf/側2)

σ2:管 軸方向応力 (kgf/m2)
τ : せ ん断応力  (kgf/c口倉)
Fl: フ ープ層許容応力 =1,250kgf/cm2
F2: カ ット層許容応力 = 560kgfん 田2

S :平 面許容せん断応力= 100kgfんH2
(2)計算モデル

計算モデルは図-4.3.3に
示すようにスラノ上中間2点 支持とした。

図-4.3.3計
算モデル
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(3)設計定数及び応力計算結果

FRP管 の仮定管厚 ,設 計定数及び応力計算結果は表10.5。1に示す。

表-4.3.1設 計定数及び応力計算結果

Ｆ

Ｒ

Ｐ

管

種 類 FW― P

呼 び 径       D(回 皿) 1,350

管  長       L(BIBl) 9,000

仮

定

管

厚

全 管 厚      T(■ 回) 20.0

フープ層      tH(田 回) 10.5

カット層      tU(m) 5.0

チョップ層     tC(田 回) 3.0

保 護 層      tF(田 田) 1.5

設

計

定

数

設計内圧       P(kgf/cm2) 9.63

管内流量       Q(配
3/seC) 3.70

支台間隔       0(皿 H) 6,000

管路傾斜角      α (°) 37.9

水平震度       KH 0.12

積雪荷重       Ws(tん
2) 0.9

水の単位体積重量     Wu(t/■
3) 1.0

管の単位体積重畳     Wp(kgん □3) 0.0018

で居gf/C田2'

満 水  時 充 水  時

管中央部 上流支台部 管中央部 上流支台部

管 頂 管頂 管底 管 頂 管底 管頂 管 底

上昇 下 降 上昇 下降 上昇 下降 上昇 下降

円周方向引張り応力 617 617 617 617

円周方向曲げ応力 690 690

管軸方向曲げ応力 -112 112 -37
37

-112 112 -37
37

管 軸 方 向 軸 応 力 -87
35

-78
44

-48
85

-40 101

せ ん 断 応 力 68 68 68 68

複合応 力式 Kの 値 0.45 0.29 0.80 0.70 0.08 0.12 0.89 0.89

計算結果より仮定した管厚は,す べての条件を満足することにより,新 内川第二

発電所に使用された管の製作仕様は仮定した管厚のとおりに決定された。

4.3.3 FRP管 の製作 ,検 査

製作仕様に基づいてFRP管 が工場製作され,工 場試験 ,工場検査を経て現場へ搬

送された。なお,図 -4.3.4に 新内川第二発電所のFRP管 の詳細図を示す。
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4.3.4 FRP管 の据付け及び接合

(1)施工手順 (φl,350 F RP管布設工)

(2)主 要機器

(3)T形 継手構造

図-4.3.5に T形 継手構造の断面図を示す。

図-4.3.5T形 継手構造

F R PttT型 受部

材 料 納 入

管 受 台 設 置 工

管 運 搬 工

管芯出し据付け工

接 合 工

アンカーバンド取付工

機 械 名 型 式 数 量 摘 要

トラッククレー ン 10 t 1 台 運 搬

ト フ ツ ク
４
し

■
４ 1    台 〃

ケープルクレーン 2.9t 1 式 〃

溶 接 機 300A 1    台 管据付固定
ガ ス 切 断 機 1 式 〃

エンジンカ ッター 1 台 調整管の切断
レバー プロ ック 3 t 8  台 管据付固定

油 圧 ジ ャ ッ キ 10 t 2 台 〃

トラ ン シ ー パ ー 3 台 管 運  搬

T型 ゴム輪

F R PttT型 挿田部
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(4)FRP管 据付要領

FRP管 は,下 記の要領にて据付けが行われた。

作 業 内 容

片受鋼製短管の据付 上下部の鉄管を据え付けた後 ,片 受鋼製短管を溶接接合する。

アンカーホ
・
ルトの設置 小支台 1次 ヨンクリー ト打設時にアンカーボル トを埋め込む。

管 受 台 設 置 工 上流及び下流の鋼製管受台をアンカーボル トに溶接固定する。

管の運搬吊り下ろし 管を簡易ケープルレーンを用いて据え付け位置まで運搬し,吊
り下ろす。

緩 衝 ゴ ム の 接 着 工場にて裁断した緩衝ゴムを専用接着剤を用いて接着する。

管 接 合 ①既設の管の受口に接合用ワイヤーロープを巻く。
(受田部の清掃)

②T形 継手用ゴム輪を受口に接着する。
(挿田部の清掃)

③ゴム輪内面及び押日外面に専用の接合用滑剤を塗布する。
④挿口を受口内に預ける状態まで吊り下ろし,管軸が一致する

ように調整する。
⑤ワイヤーロープ,レパープロック,接合用角材をセットする
⑥左右に設けたレパープロック並びに簡易ケープルクレーンに

て管軸を調整しながら管外面の標識線まで挿入する。

アンカーハ
・
ント

・
の取付 ①管軸を計測し,油 圧ジャッキ等で調整して位置決めを行う。

②アンカーバンドに緩衝ゴムを接着する。

③管をアンカーバンドで仮締めし,転 り止めを溶接して管を仮

固定する。

④接合器具等を取り外し,管 を本固定する。

調 整 管 の 接 合 ①調整管を必要長さに合わせ切断する。
②既に据え付けた管に挿輪,ゴ ム輪,鋼製継ぎ輪の順にセット

する。
③調整管の両端から挿輪,ゴ ム輪をセットする。
④鋼製片受短管と調整菅のK形継手を接合する。
③継ぎ輪を調整管と既に据え付けた管との間隔の中心にセット
し接合する。

据 付 完 了 FRP管 の据え付け後,2次 コンクリー トを打設する。

-506-



4.4実 証試験の計画

4.4.1確認事項

実証試験は,FRP管 を発電所の水圧管路に使用するに当たり,FRP管 の安全性
を確認するとともに,今 後の設計に資するために実施する。
(1)長 期強度の把握

据付け後及びほぼ 1年後 (9ヶ 月後)に FRP管 の静的及び動的な挙動を計測し,
その状態を比較する。それらの計測データ及び工場等の試験データを参考にして,
長期強度を推定する。

(2)支 承部及び管継手部の安全性

支承部の管の応力状態から設計強度内かどうか確認する。管継手部については管
の軸方向の変位を計測し,抜 け出しに対する安全性を確認する。

(3)振 動に対する安全性

動的な計測を行って,振 動性状から振動に対する安全性を確認する。
(4)継 手部の止水性の確認

施工時において,継 手部に管の外側より,水 圧をかけて継手部の漏水の有無を確
認する。

4.4.2測定項目

〈1)FRP管 の挙動

実証試験におけるFRP管 の挙動に関する測定項目を表-4.4.1に 示す。
表-4.4.l FRP管 の挙動に関する測定項目

測 定 項 目 測 定 内 容

１
■ 管体のひずみ (静的,動 的) 管体の応カ

2
管体の変形,絶 対変位

(静的,動 的)
管体の軸方向,半 径方向の変形

3
管体の継手部の相対変位

(静的,動 的)
管体の継手部の挿し込み代

4
水車室の水圧 (静的,動 的)
FRP管 上部 ,下 部水圧鉄管の水圧

管体に作用する静水圧 ,動 水圧算出

5 管体温度 ,水 温 ,外 気温 管体の温度分布及び管体の熱膨張

(2)基礎 ・支台の変位の測量

(3)継手部の上水性確認試験

(4)FRP管 の粗度係数の測定
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4.4.3測定状態

(1)静 的測定

測定は以下の4状 態で実施した。

水位

↑

排水  1 空 虚

― 時間

図-4.4.1静 的測定の状態

(2)動的測定

負荷の状態は,1/4,2/4,3/4,4/4と し,以 下のように計測した。

安定するまで連続 して計測する。

時間一一チ

図-4.4.2動 的測定の状態

満水  |

負荷道断
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4.5試 験の実施

4.5.1実施工程

下記の日程で測定を実施した。

(1)静 的測定の実施

＼ No 状 態 測 定 時 刻 測定間隔 天 候

握
　
付
　
後

a 空虚時 1988年11月 9日10:00～11月10日12:00 15分 晴曇時々雪

b 充水時 1988年H月 12日12:10～11月12日18:45 1分又は15分 曇時々雪

C 満水時 1988年11月12日19:00～11月14日 9:45 15分 曇時々雪

d 排水時 1988年11月14日10:00～11月14日15:34 1分 曇
吉

９
か
月
後

a 空虚時 1989年 8月21日 7:00～ 8月22日12:15 15う〕 晴

b 充水時 1989年 8月22日12:20～ 8月22日19:15 1分又は15分 晴一時雨

C 満水時 1989年 8月22日19:30～ 8月23日19:30 15う) 晴

d 排水時 1989年 8月23日19:45～ 8月23日23:30 1分 晴

(2)動 的測定の実施

No 負荷述断 負荷 (期) 実施年月日 天 候

据
　
付
　
後

１

■ 1/8 1988年11月23日 晴

2 1/4 749 1988年11月24日

雨時々雪

3 1//4 749 〃

4 2//4 1,498 〃

5 3//4 2,256 〃

6 4//4 2,985 〃

7 4/4 3,005 1988年 11月 25日 宇
ヨ

９
か
月
後

1 1//4 745 1989年 8月25日

晴

2 2//4 1,660 〃

3 3/4 2,300 〃

4 4/4 3,003 〃
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4.5。2測 定方法

下記の測定プロックダイアグラムで測定した。

<静 的測定>

4.5。3測 定の断面位置

静的,動 的測定における測定の断面位置を図-4.5.2に 示す。

測定数は,静 的が70,動 的が32(こ の他に トリガ 1及び圧力差 2がある)で ある。

図-4.5。2測 定の断面位置

」ぅこンとと夕_遷銃是集

プリンター又は
プロッター

<動 的測定>

周波数分析器

図-4.5.1測 定プロックダイアグラム
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4.6試 験結果及び考察
4.6.1気温等の条件

実証試験は,据 付け後の運転開始時 (昭和63年 11月 )と 9か 月後の運転後約 1
年の平均気温の高い時期 (平成元年 8月 )に 行われた。

静的測定における空虚時の据付け後の気温の変動は 7.8～12.9℃であり,9か 月後
の気温の変動は20.0～35.3℃である。満水時の据付け後の最高気温は,9か 月後の最
低気温より低い。また,管体表面温度が最も高くなる管頂部では空虚時担営後の26.4
℃に対して,9か 月後は45.5℃と据付け後より約20℃高くなる。満水時では管内水の
影響により空虚時ほど高 くならないが,管頂部では据付け後の14.5℃に対して,9か
月後は33.0℃である。

4.6。2静 的測定

9か 月後の方が温度は高いが,FRP管 の温度変化による挙動は,据付け後とほぼ
同じである。

(1)温度変化による挙動 (空虚時,満水時)
① FRP管 のひずみ,変化は,温度変化に良好に追随した比例関係がある。
② FRP管 は,空虚時,満水時とも温度変化に伴い,上流側小支台を中心に伸縮

挙動を示す。

③ 空 虚時・軸方向管側部の伸縮は約0。茄田/℃であり,半 径方向は天地方向に膨張,
左右方向に収縮する。

④ 満 水時・軸方向管側部の伸縮は約 0.09m/℃で伸縮し,半径方向に収縮する。
(2)静水圧による挙動 (充水時,排水時)
① 管 内の水位の上昇に伴い,半径方向に膨張し,ボ アソン効果で管軸方向に収縮

する。満水時には半径方向に約 0.6■田膨張し,管軸方向に約 2HH収縮する。
② 管 中央部の断面は,水位がジャストフル付近で天地の径が最小となり,最 も偏
平になるが,満水時ではほぼ真円になる。

③ 満 水時周方向ひずみは約740～980×106であり,フ ープ層応力は約 290～340
kgf/ 価2と なる。

④ 小 支台の綾衝ゴムは満水時上流側で約 0.4田田,下流側で約 1回回圧縮され,排水
によりほぼ空虚時に戻る。上流側の圧縮量が小さいのは,固定バンドの締付けに
よる。

4.6.3動的測定

据付け後と9か 月後の測定結果は,ほ とんど同じ動的挙動を示し,負荷遮断におけ
る挙動は据付け後と同じ結果が得られた。
① 定 常運転時においては,FRP管 体には振動がほとんど生じていない。
② 負 荷遊断により発生するFRP管 上部,下部鉄管の水撃圧は水車室の水撃圧に

一時的に比例し,4/4負 荷遮断で静水圧時の約15%上昇する。
③ 負 荷送断によりFRP管 に生じる動的なひずみ,変位は水撃圧の変動とほとん

ど同じである。FRP管 体を伝播する振動あるいは共振は存在しない。
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④ FRP管 下部鉄管水撃圧10m(換 算水頭)に 対して,軸 方向平均ひずみが約
-20×106,周 方向平均ひずみが約■110×10°生じる。

③ FRP管 下部管水撃圧10m(換 算水頭)に 対して,約 40kgf/軌2のフープ応力の

上昇となる。

4.6.4実測値と設計値との比較

実測値と設計値の比較は,FRP管 が設計どおりの挙動を示すかどうかの検証を行

うものであり,鉄 管と異なり複合材料でできているFRP管 は,こ の検証が重要であ

る。実測値はいずれも設計値と比較して安全側であり,FRP管 は実際の水圧管とし

て用いても充分安全であることが検証された。

(1)応 力に関する検討

FRP管 の製造において設計よリガラス繊維を増していること,設 計において軸

方向はカット層,周 方向はフープ層とFRP管 にかかる応力分担を方向別に設定し

ていることなどにより,実 測で得た応力値はすべて計算値より小さくなっている。

平成元年 8月 昭和63年H月 計 算 値 備  考

内圧による

周方向引張応力

( k g f / c t l 1  2 )

379

( D - 5 )

379

( E - 4 )

4 1 3

( E - 4 )

508 計算値より
/jさヽヽヽ

(安全側)

満水時管内水重によ

る軸方向曲げ応力

(管中央部,頂 部)

(kgf//c・
2)

|-3 1

( D - 1 )

| - 1 3 1

( D - 1 )

|-52 1 計算値より

小さい

(安全側)

充水時管内水重によ

る周方向曲げ応力

(支台肩部)

(kgf//c狙
2)

80

( E - 2 )

7 4

( E - 5 )

86

( E - 5 )

227 計算値より

/1きヽヽヽ

(安全側)

負荷述断時水撃圧に

よる周方向平均応力

(kg f / / c l 1  2 )

29 28 35。1 計算値より

/1きヽヽヽ

(安全側)
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(2)ポ アソン比,周 方向等価弾性係数,管 軸方向曲げ剛性に関する検討

平成元年8月 昭和63年11月 計 算 値 備  考

ポ ア ソ ン 比 0。234 0.278 0.3
計算値より
/1さヽヽヽ

周方向等価弾性係数
(kgf//ctB 2)

0。297)く106 0.292)く 10° 0.213)く 106
計算値より

大きい
(安全側)

管軸方向曲げ剛性
(kg f / / c a 1  2 )

30。5》く101° 30.0)く1010 12.1)く1010
計算値より

大きい
(安全側)

(3)排 水時の負圧に関する検討

平成元年 8月 昭和63年11月 計 算  値 備  考

限界座屈応力
(kgf//cm 2)

1.48 1.49 1.10
計算値より

大きい
(安全側)

安 全 率 ( 日配) 7.4 7.5 5.5
計算値より

大きい
(安全側)

(4)管 内水重によるたわみ (管中央部)に 関する検討

平成元年8月 昭和63年11月 計 算 値 備  考

た わ み 量 ( 四■) 0。523 0.666 0.69

り

　

＞

よ
い
側

値
さ
全

算
小
安

計
　
て

(5)熱 膨張係数に関する検討

平成元年8月 昭和63年11月 計 算 値 備   考

軸万円熱膨張係数
(/℃ )

周方向熱膨張係数
`/℃ 〕

12.5X10~6

1 2 . 5×1 0 ~ 6

3 1 . 1 ×1 0 ~ 6

1 6 . 1 ×1 0 6

1 1 , 0 ×1 0 ~ 6

1 1 . 0 ×1 0 ~ 6

設計値より
大きい
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4.6.5繰 り返し荷重からの検討

『水圧鉄管代替製品FRPM管 等 ・技術検討結果報告書 。 (財)新 エネルギー財団』

において,水 圧疲労試験 (P3-16～ 8-17)で 以下のように報告されている。
「φl,000を接合した状態で0～22.5kgf/価2(換

算水頭225m)の 水圧を繰り返し

負荷し,80,000回 (2回 /分 )行 ったが異常はなかった。

水圧管路の流水停止頻度を 1日 1～ 2回程度としても,60年経過後のひずみはFR

P管 の水密限界ひずみ (10,000×10°)の 約1/2で あり,試 験条件が厳 しいことを考

えると,実 際には水圧疲労は問題にならないといえる。」

新内川第二発電所の不測の水車停止を伴う事故の予想される回数は,1月 3回 とし

ても60年間で 2,160回であり,水 圧疲労試験の 1/37である。また,FRPに かかる

水圧は,最 大約78m(換 算水頭)で あり,同 じく水圧疲労試験の1/2.8の荷重である。

据付け後及び9か 月後の実証試験において,FRP管 に生じるひずみは,充 分に許

容ひずみ内であり,ま た,こ の間の変化が全 く認められなかったことから,繰 り返し

荷重に対する長期的強度は,充 分に安全であると推定される。

4.6.6他 の長期的特性

既に 『水圧鉄管代替製品FRPM管 等 ・技術検討結果報告書 ・ (財)新 エネルギー

財団』において,耐 候性 ,耐 衝撃性などの特性について充分論議され,長 期的安全性

は確認されており,ま た,FRP間 の保守点検指針に従って巡視点検を行い,異 常の

発見に努めることにより,事 故の未然防止と維持管理ができるであろう。したがって,

これらの特性についての検証試験は,当 分必要ないと思われる。

4.6.7支承部及び管の継手部の安全性

(1)継 手部の援合

FRP管 の据付け時にT形 ゴムの位置で継手部の接合のチェックを行った結果 ,

受回面～ゴム輪の距離は40～50皿の範囲と,す べて許容範囲内にあり,水 密ゴムの

位置は,正 しく取り付けてあることが確認された。

(2)支 承部及び管の応力状態

充水時において,FRP管 の支台部におけるFRP管 の応力の最大値は,側 部の

80kgf/clB 2(据付後86kgf/c182)であり,設 計値227kgf/cn 2ょり小さく,満 水時の応

力の最大値は, 290～340kgf/cll1 2でぁり,設 計値483kgf/ct1 2より小さくなっている。

FRP管 に発生する応力はすべて設計値以下であり,充 分安全側である。

4.6.8継手部の抜け出し

充水による継手部の抜け出しの長さは,満 水時の約 1皿である。負荷遮断の水撃圧

による継手部の抜け出しは,最 大約0.lH(据 付け後0。105H四)程 度であり,継 手部の

最大抜け出し許容値56mに 対し充分安全である。

空虚時の継手部の相対変位の温度係数は,約 0.4■田/℃ (据付け後 0,32■回/℃)で あ

り,温 度が下がると抜け出す。仮に30℃温度下がったとすると12皿 (据付け後 9.6m田)

抜け出すことになるが,最 大抜け出し許容値は56口口であり,充 分余裕がある。
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4.6.9基礎 ・支台の変位

据付け時の状態を基準とした変位量は,

充 水 1 年  後 1年 間の変化

①垂買英嬰& 昌本
Ｂ

口

■

■

５

０

一 (沈下) -7四■ (老をT)
0■田

~1器
苦 〔」とデ母〕

平均
-2.4H(沈

下) -3.8H(沈 下) -1.2m(沈 下)

②埜平流方向昌本 _1li t]:母骨|‖〕
回

田

口

四

８

０
(下流側) _1苦帯t■T協骨|‖〕

平均 1.3■■(下流側) 3.3m(下 流側) 2.0■■(下流側)

③埜署方向 大
小

最
最 二を:i t2:|‖〕

-6■口 (芝13組)
0■田 _1群‖ 12:‖‖〕

平均 -3.2H(左 側) -2.4Ⅲ (左側) 0.8mm(右 側)

である。

設計計算書において,小 支台の基礎変位は,地 盤反力係数を用いて計算した場合の

即時沈下量Siが 6.84Hで あり,測 量したいずれの変位量もこの計算値より小さい。
一方 ,管 継手の許容曲げ角度より決定される許容変位は20.9911であり,実 沢1した変

位は充分許容範囲である。

4.6。10 FRP管 の振動に対する安全性

据付け後振動計を用いて測定した結果,定 常運転時の振動は数μm程 度であり,ほ
とんど振動がない。

4/4負 荷遮断時の最大値はビークピークで握付け後の測定において,108μ mである。
9か 月後 ,据 付け後ともひずみ,変 位及び水圧の動的測定で観測された振動は,水

撃圧と同期した振動と管内水を伝播する振動であり,管 体の振動は全 く生じていない。

4.6.11 継手部の止水性の確認

FRP管 据付け時,継 手部の止水性を確認するために,外 面より水圧試験を実施し
た。試験水圧は,水 門鉄管技術基準の水圧試験 (33条)に 準拠し (9.63kgf/c口2×110
%〓 10.6kgf/cB2),10分 以上の保持時間ですべての継手部で試験したが漏水による

滅圧は生ぜず,継 手部の止水性が確認された。

4.6.12 FRP管 の粗度係数

据付け後の実証試験において,超 音波流畳計を用いて計測したFRP管 の流量とF
RP管 の損失水頭から求めた粗度係数は,0.011～0.012である。
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4.7ま とめ

実証試験の結果をまとめて,以 下に示す。

(1)FRP管 の特性,挙 動

① FRP管 の温度変化の挙動は,既 存の資料と同じであり,推 定どおりの結果を得て,

空虚時 ,満 水時ともFRP管 には全 く以上は認められず安全である。

② 充水時,排 水時とも管体にかかる水圧に応じて管体は変形するが,い ずれもFRP

管には異常な応力は発生せず安全である。

③ 実測値と設計値の比較を行って,FRP管 の材料特性の検証を行ったが,す べて安

全側となり,FRP管 は複合材料で作られているが,材 料特性は充分安全性 ,信 頼性

があることが確認された。

(2)長 期強度の把握

① 実測のひずみは軸方向,周 方向とも許容ひずみ内にあり,充 分安全である。

② 60年後のクリープひずみ変化率 (1.5)か ら推定した長期クリープひずみは,い ず

れも許容ひずみ以下である。

③ 繰 り返し荷重については,材 料の水圧疲労試験と比較しても問題にはならない。

(3)支 承部及び管継手部

① 継手部の接合は,施 工時においてT形 ゴムの位置でチェックしたが,す べて正しく

取り付けられている。

② 継手部の抜け出しは,温 度が下がる場合あるいは負荷遮断時など内圧が大きくなる

場合に起きるが,測 定値はいずれの場合も数町田であり,許 容値に対し充分な余裕があ

り,安 全であることが確認された。

(4)基 礎 ・支台の変位

据付け時 ,充 水時及び9か 月後に小支台の変位量を測定したが,基 礎 ・支台の変位

は小さく,全 く問題ない。

(5)振 動に対する安全性

① 動的測定において,負 荷遮断時に発生する水撃圧に比例して,管 体は変形するが,

管体を伝播する共振は存在しない。

② 定常運転時の振動は数μm程 度であり,ほ とんど振動しない。

(6)継 手部の止水性の確認

継手部の止水性の確認のために,外 圧試験を実施したが,す べての継手部で止水性

が確認された。

(7)FRP管 の粗度係数

超音波流量計と損失水頭から求めた粗度係数は0.011～0.012である。

4.8あ とがき

水圧鉄管代替製品としてFRP管 を採用した新内川第二発電所において,昭 和63年11

月及び平成元年8月 に実施した2度 の実証試験の結果においても,FRPは 金属材料に

匹敵する強度を持ち,軽 量であり,耐 食性に優れていることが実証された。FRP管 の

据付けは比較的容易であり,塗 装等の維持補修が必要でなく,支 台の変位に対し充分な

柔軟性がある継手構造等の優れた特性を有することから,今後は水圧管として更に普及

するものと考えられる。
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第 11章  水 車及び発電機の標準化 ・簡素化とその採用例

1.は じめに
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1.は  じ め に

水車の標準化、簡素化によるコス トダウンの研究がlMl新エネルギー財団、電源開発伸
と重電機製作者の共同により実施された。 この研究は中小水力機器設計において レディ
メー ド方式を取 り入れ、水車 ・発電機及び関連設備に要求される性能について設計思想
の整理 ・合理化を行い、また中小水力に適 した新技術を取 り入れることによって、機器
仕様の標準化 ・簡素化を図るものである。

2.技 術の概要

2.1水 車の標準化 ・簡素化

水力発電技術は確立された技術であり、重電機製作者各社が多数の製作実績を有
してお り、 レディメー ド方式の導入が容易であることなどの理由により、機器の製
作コス トが低減できる同方式を採用 し、今後中小水力開発の主流 と考え られるフラ
ンシス水車について、機器の簡素化を考慮 した寸法、要求性能、構造、材料などの

仕様を標準化 した。主要な標準化の項 目を以下に示す。

(1)基 本仕様、構造、寸法の統一

(内容)メ ーカー間の設計思想の違いを可能な限 り解消 し、水車の基本仕様、構造、
寸法に関 して統一を図った。

(効果)水 車設計では落差 と流量諸元を決めれば適用水車の比速度及び各部の寸法
が水車選定図か ら求められ、設計において省力化 となる。

0 最 大速度変動率の制約解除

(内容)水 車の最大速度変動率を無拘束速度相当 した。ただ し無拘束速度維続時間
は 2分 間程度 とした。

(効果)発 電機を最 も経済的な固有 GD2で 設計でき、ガイ ドベーンを緩閉鎖 とす
ることにより最大水圧変動率を15%程 度に減少させ、鉄管の設計条件を綴

和 し、また電動式サーボモータなどの簡易な制御装置の採用が可能 となる。
(31 各種許容値の見直 し

(内容)軸 受温度保証値 (75℃)、 鋳鋼の発生最大応力を降伏点の 1/2以 下 とす
るなど、安全の範囲内で許容値の見直 しを行 った。

(効果)水 車の設計条件緩和による経済設計

惚)構 造の標準化

(内容)ガ イ ドベーン ・ステーベーンの枚数肖1減、上カバーの一体厚板構造化、下
カバーとス ピー ドリングの一体構造化、ジャーナル形水車軸受の採用、ラ
ビリンス式の主軸封水装置の採用などにより標準化 した。

(効果)工 場製作、据付け、保守面での工数削減による経済化が図れる。
2.2水 車関連設備の簡素化

水車関連設備は、近年、サービスレベルの向上、エ レク トロニ クス技術の導入によ

り高性能かつ複雑化する傾向となっているが、中小水力発電所の系統への貢献度 と最
近の機器の信頼性を考慮 し、調速機、圧油装置への簡索化機器の採用、給排水装置の

見直 しなどを含め、以下に示す簡素化を図った。

(1)調 速機の簡素化
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(1)簡 易形調速機 (電協研Y級 、 Z級 )、 スピーダレス調速機 (電協研 Z級 )

GD 簡 易形水位調整器 (デジタル演算式)

12)圧 油装置等の簡素化

(1)プ ラダ形圧油装置 (市販ブラダ形アキュームレータの採用)

は)電 動直接加圧圧油装置 (圧油タンクの省略)

8問 電 動サーボモータ (圧油の省略)

2.3発 電機の標準化

発電機は、重電気製作者間の設計思想の相違が少な く、 レディメー ド化が容易で、

寸法等のシリーズ化により設計、加工面で合理化を図ることができると

(1)基 本仕様、構造、寸法の統一

(内容)水 車 と同様に設計思想を統一 し、基本仕様、構造を標準化 した。

(効果)水 車仕様 (有効落差及び流量)を 基に発電機選定図か ら容量、各部の寸法

が求められ、またシリーズ化により加工などの五数の合理化が図れる。

(2) 各 種許容値の見直 し

(内容)巻 線温度上昇 (F種 絶縁 ・Fラ イズ)、 軸受温度保証値 (75℃)、 短絡比

の低減 (0.8以 上)な どの見直 しを行 った。

(効果)発 電機の設計条件緩和による経済設計

0 仕 様、構造の標準化

(内容)発 電機の固有 GD2の 採用、出口管通風形冷却方式、ブラシレス励磁方式

などを標準仕様 とした。

(効果)発 電機の衡素化によるコス ト低減及びメンテナンスフリー化による保守 コ

ス ト低減が図れる。

24標 準仕様書の作成

中小水力発電機器の発注時の購入仕様書に上記標準化 ・簡素化の結果を取 り入れ、

記載指針 とした。 また、水車 ・発電機関係の試験について、シリーズ化により省略可

能 となった水車の模型試験、発電機の工場組立てなどを省略することを標準 とし、製

作 コス ト低減を図った。

3 標 準仕様

3.1対 象範囲

本研究による水車 ・発電機は、機器の設計製作にレディメー ドの考え方を導入 し、

基本的諸元である落差 と流量か ら一律設計できることを目的 としている。 したがって、

標準化に際 しては対象範囲を限定 して検討する必要があり、対象範囲を次のとお り選

定 した。

有効落差  50～ 300m

水車出力  1,000～ 20,000kW

水車形式  フ ランシス水車 (立軸 ・横軸)

発電機出力 1,000～ 20,000kVA(立軸) 1,000～ 10,000kVA(積軸)

発電機形式 同 期発電機 (立軸 ・横軸) 誘 導発電機 (横軸)

(説明)出 力範囲を選定 した理由は、20,000kWを超える水車では、ある程度のスケール
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メリットが得 られ、また系統に対する貢献度 も高いと考え られるによるもので

ある。 また出力 1,000kW未満については、小水力用の新型水車の適用範囲であ
ること、及び経済性については更に合理化する手段を考慮する必要があり、対
象外 とした。 またt第 5次 包蔵水力調査によると、一般水力の未開発地点は

1,000～ 10,000kW地点が52%、 10,000～30,000kW地点が28%を 占め、その中で

も落差50～ 300mの フランシス水車の適用領域が極めて大きなウエイ トを占め

ているので、他の水車に比べて経済的に優れているフランシス水車を選定 した。
3.2水 車の基本仕様

水車の設計にかかわる据付け ・輸送などの指定事項、性能に関する要求事項、機械
的強度に関する要求事項について標準的な設計条件を定めた。主要な決定事項は次の

とお りである。

(1)立 軸機では、据付け様式をバ レル式 と二床式に分類 した。
12)輸 送条件は、鉄道においては申請することにより容易に輸送可能であり、陸送に

おいては、道路交通法で許可の必要のない範囲である国鉄第 3限 界、20tと した。
(31 過速度耐力は、 2分 問程度の無拘束速度継続時間を考慮すれば、ガイ ドベーン閉

鎖時間を30～40秒程度 とすることにより、発電機設計では最 も経済的な固有GD2

が採用可能 となり、また最大水圧変動率 も解折結果か ら15%程 度 となるので、水圧

鉄管 もより経済的な設計が可能 となる。

14)軸 受温度保証値は、従来特性が維持できる上限値を採用 (75°C)す ることにより

冷却装置のコス ト低減を図った。

(rol 軸系の臨界速度は、無拘束速度 (NR)に 対 して従来130%で あったものを120

%と して も、負荷遮断時のNR相 当の回転数でも計算結果か ら充分安全であること
が判明 したので、軸系の材料費が約 4%低 減できる120%を 採用 した。

俗)各 部の材質の機械的強度は、構造材については鋼材 ・鍛鋼 ・鋳鋼 とも技術基準上

支障がな く、非破壊検査等により品質管理が充分であることも考慮 して、安全率を
2.0(降伏点に対 して)に 統一 した。回転部の材質については、安全率を1.33(降伏
点に対 して)と した。 これにより材料費の低減を図った。

これ らの基本仕様は、表 -3.1「 水車の基本仕様Jに 示す とお りである。
3.3水 車構造の標準化

水車構造は、従来性能を維持できる範囲で、水力性能の向上及び部品点数の削減
による構造の簡素化、加工性の向上、メンテナンスフリーを主 とした保守性向上な

どの目的で、標準化を設定 した。主要な構造及び効果は表 -3.2「 水車の標準化構
造Jに 示す とお りである。
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表-3.1 水 車の基本仕様

m 項 目 基 本 仕 様

１

　

　

２

3

4

5

形  式

定格事項
(1)有 効落差
2)流   量
(3)出   力

標準仕様事項
(1)回 転方向

(2)直 結発電機
0 据 付け様式

他)軸 受配置

(引 輸 送制限

性能に関する事項
(1)過 速度耐力
12)最 大水圧変動率
G)最 大速度変動率
“)軸 受温度

l「o)軸 系の臨界速度

機械的強度に関する事項

立 (横)軸 単輪単流 うず巻フランシス水車

50- 300m
約 0.6～43.0ポ/s
l,000 ハv20,000kW

」E C 151水車 (1975)に よる標準回転方
向 (改訂中)
立 (横)軸 同期機及び横軸誘導機

式 ル
式 (横軸の場合は単床式)又 は二床

水車、発電機の軸受数は トータル 2個 ある
いは 3 個
国鉄第 3限 界、最大重量20トン

最大無拘束速度 2分 間
15%以下
最大無拘束速度相当
冷却水温度25°Cに おいて75℃以下
ただし、空冷軸受の場合
周囲温度40℃において75℃以下
最大無拘束速度の 120 %以上

(1)状
釜暑曾各評ほ苦籠高岳最杏優釈誉滑韓

し、
鋼材及 び鍛鋼 下

下

以

以

％

％鋳 鋼

つ
乙

標督居需号岳島嘉禄合勇i晨脊箸颯秀渥
溶接効率は、 「発電用水力設備に関す

る技術基準の細 目を定める告示」
第 14条

“
管胴本体等の材料 の許容応

力
"に

よる。

僧)
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表 -3.2 水 車の標準化構造

N o 目項 造構 果効

1 ガ イ ドベ ー ン
標準化

。枚数の削減 (従来24枚
程度)
Dg(ガィドペーンピ)チサータル)
>1,500mm→ 16～18枚
Dg ≦ 1,500mm

→12～16枚
。自己閉鎖機能は持たな

くて もよいことを標準
とする。

。水力損失の低減
。軸受 ・操作機構設計の
共通化 (寸法、サーボ
モータ、圧油装置)

。経済性の向上
Oガ イ ドベーン ・サーボ
モータ不動作時は入口
弁又は急降下ゲー トに
よる。

2 ス テ ー ベ ー

標準化

。枚数の削減 (ガイ ドベ
ー ンの半数)
Dg >1,50011m

→ 8～ 9枚
Dg≦ 1,500mm

→ 6～ 8枚
。平行形ス ピー ドリング

。水力損失の低減
。強度の向上 (ベルマウ
ス形に比べ)

。加工性良  (  ″
O水 力特性良 ( 〃

8 上 ・下 カバ ー の
標準化

O上 カバーは内外一体の
厚板構造

。輸送条件の許す限 り下
カバーとスピー ドリン
グは一体化構造

Oガ イ ドベーン軸受部の
構造単純化

。スピー ドリングの荷重
の伝達を単純化

。溶接量減少による工期
短縮

O内 部点検が容易
。分割構造に比べ加工工
数減少

4 ンナ標準化 。13C r鋳造ランナ
Oラ ンナライナ省略
(長期運転後消耗 した場
合はライナを追加する
ので、スペースは確保)

O溶 接性、耐キ ャビテー

ション性向上
O溶 接ランナに比べ加工
が容易

O加 工工数の低減

5 案内軸受の標準化 0ジ十 ナル形 軸 受 の 採 用
。ウォータジャケ ット式
水冷軸受

。水潤滑軸受
O油 自蔵空冷軸受

0保守が容易
O経済性の向上

6 主 軸 封 水 装 置 の
標準化

Oラビリンス方式を基本 とす
る。 (ダム式でHsの深いも
のはグランド′`,キン方式又はメカ
ニカルシル方式)

。メンテナ ンスフ リー化

7 グリースレスメタ
ル適用の標準化

0ガイドペーン率輸Sを、 ガイドリングライ
ナ 、 サーボモータ装室株吉ビンブリンュ、
入日弁の軸受部分など

。河川汚染防止
O保 守性の向上
。長寿命
Oラ ンニ ングコス ト低減
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3.4水 車材質の標準化

従来水車に比べ、溶接性 ・強度を損わずに最近の技術進歩を積極的に取 り入れて経

済性を上げるべ く表 -3.3「 水車の標準化材質」を設定 した。 この中で、特に溶接技

術の進歩か ら、ケーシング、カバー類は従来のSM材 よりもやや安価 (5%程 度)で

あるSS材 を採用 したことが挙げられる。

3.5標 準水車のシリーズ化

水車の標準シリーズ化では、設計寸法を統一 し、異なる水力諸元に対 して限 られた

範囲内では同一水車を適用するようにしたもので、水力諸元の有効落差、使用水量か

ら一元的に形式、寸法、回転速度、水車出力が選定できるように 「立軸 ・横軸の適用

範囲」、 「立軸フランシス水車選定図」、 「立軸 フランシス水車寸法表」を50Hz、60

Hzについて作成 した。その一例を図-3.1、 3.2、 表 -3.4に 示す。これ らの図表の

設定条件及び採用指針は次のとおりである。

(1)基 準比速度 (標準水車の設定)

立軸機 ・横軸機でそれぞれ12種類の基準比速度 (ns)で 系列化 した。 この種類

を増せばオーダメー ドに近 くな り、効率など有利 となるが、シリーズ化による経済

効果 も減少する。適用に当たっては、基準比速度は各プロックの最適設計点である

のに対 して、実機の比速度は落差、出力、回転速度より算定されるので、基準比速

度 と異なること、及びブロックの適用境界線付近では変落差などの水車性能面を考

慮 して隣接ブロックの適用あるいはランナ基準径の修正を図った方が良い場合 もあ

る。

物)標 準水車寸法

プロック図化に当たってランナの基準寸法を」 IS規 格のR40系 列の値を採用

(一部 R80系 列 も使用)し た。水車各部の寸法は、ランナ入口径を基準寸法 とする

ことにより、ランナ寸法で代表でき、入口径を1,000mmとした場合の表 -3.4の 寸

法図とプロック中の入口径 との比で相似拡大 (又は縮少)す れば、各部寸法が算出

される。 また表-3.4は メーカーの設計思想の違いにより各社の寸法の偏 りはある

が、平均値に対 して±10%の 差 しかないので標準値 としてまとめたものである。適

用に当たっては、メーカーによって詳細設計による各部寸法が標準値 と異なる場合

があり、また吸出 し管寸法や横軸機寸法は地形や土木設備 との関連で制約がある場

合があるので、適宜協議により決定する必要がある。

(31 プロック化による効率への影響

適用範囲のブロック図化により、同一ブロック内での最適設計のものに比べ基準

比速度か ら外れる場合は、ある程度の効率低下は避けられないが、その限度は最高

効率点において、1.5%以 内、最高効率点出力の最大出力点に対する割合はプロッ

ク上限で最大出力の85～87%、 プロック下限で最大出力の95～97%と した。

m)回 転速度の上限

立軸機では、基準比速度が」EC標 準式 (ns  絆 +35)を 上回 らない

こと、横軸機では停止時放水位が水車室床面下 300mmとなるキャビテーション性能

を基に設定 した。
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0 運 転キャビテーション性能

吸出し高さを減 らし、経済性を図ることを目的とし、従来の無気泡設計 とせず、

運転キャビテーション係数は、σ, = は 0 4 8 K  t t  b 1  5 により、またキャビテーシ

ョン保証は IEC規 格を参考 として下記を目安 とする。

表-3.3 水 車の標準化材質

N o 部 品 名 称 材 質 選 定  理  由

1 ケーシング S S 400 O強度、溶接性においてS M41A
と同等

2 スピードリング S S 400 O SM41Aよ り5%コ ス ト低減

3 上 ・下カバー S S 400

4 ピットライナ S S 400

5 吸出管ライナ S S 400

6 ランナ SCS O耐 キャビテーション性、加工性
の向上

7 ガイ ドベーン S C  4 5 0

S C S l

O中 小容量機では メンテナ ンス フ

リーが図れ るS C S l

O低 落差大容量機では経済性か ら

S  C  4 5 0 +ステ ンレス肉盛

8 ガイ ドベーン軸受 無給油軸受 O河 川汚染防止、メンテナンスフ

リー化

9 上下カバーライナ

シー トライナ

S S 0上 ・下カバーの無補修化
。経済性の向上 (sus材 に比べ)

10 主 軸 S F 。フランジ部があるので製造方法

が制約される。

1 1 主 軸  受 S S 400+W」 O油 潤滑軸受の場合
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あ
A C D E F C H I j K L

m甘
ざ0 266 236 209 186 165 146 130 115 102

D l 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000 1000

A 2710 2510 2320 21SC 201S 1890 1780 1695 1615 1550 1490 1 1 l o

B 2500 2315 2160 2025 1905 1795 1695 1610 1525 1450 1380 1330

C 2200 2053 1915 1790 1685 1590 1500 1430 1365 1310 1260 1220

D 1860 160S 1575 1490 1420 1355 1295 1245 1200 1lSS 1115 1035

R 1900 1705 1575 1475 1405 1345 1290 124S 1210 1180 1160 l140

D B 1750 1530 1430 1295 1180 1075 980 9o0 830 765 7110 655

W 4100 3880 364S 3410 3200 2990 2800 2630 2465 2325 2190 2080

b 4020 37,0 34S0 3200 3000 2300 2620 2470 2335 2220 2110 2020

H . 1940 1820 1695 152C 1465 1370 1275 1190 l110 1045 900 925

L i 6800 6399 5980 5590 3230 4860 4510 4200 3900 3630 3380 3170

D , 1460 1370 1270 1165 iC75 990 915 85S 795 745 ?00 665

31 435 395 3S2 307 268 234 202 175 150 129 l l1 8

560 497 445 400 365 332 304 280 260 243 226 213

表- 3 4 立軸フランシス水車寸法表
単位 ; m m
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(,R訂正占茎) W=0,94× D22×  _面
キ詰石 、

 W : メ タルはく り看茎 (kg) 、

D2 :ラ ンナ出日径 (m)、 T,運 転時間 (Hr)

(保証期間)運 開後 1年 又は運転時間8,000時 間の早い方

(運転条件)上 限 :水車最大出力

下限 :最大出力の40%負 荷、ただ し過渡状態 も考慮 し、年間 500時間まで
の運転は許容する。

16)立 軸機の適用範囲

2.5ポ/s以下の小容量機では回転速度が実績の無い1,500r/m又は1,800「/mとなる
こと、及び機器寸法 も小型で立軸機 としては保守上 も問題があるため、立軸機は使
用水量 2.5ポ/s以上、水車出力 2,000kW以上を対象とした。

3.6水 車関連設備及び付帯設備の標準化

水車関連設備及び付帯設備の規模及び種類 (ダム式、流れ込み式)に よって分類 し、
最適設備を選定できるようプラント別にシリーズ化 した。結果を表 -3.5「 水車関連
設備及び付帯設備の別、標準シリーズ表」に示す。 この中で、簡易形調連機、簡易形
水位調整器、ブラダ形圧油装置、電動直接圧油ポンプ、電動サーボモータを簡易形設
備 として採用 しているが、これ らのうち採用例を幾つか次章で紹介する。

3.7発 電機の基本仕様

従来機 と比較 して も性能、信頼度、安全性、保守性を損わないことを前提 として、
中小水力発電所は系統に対する重要度が比較的低 くてよいことを考慮 し、標準化を行
い、経済性向上を図った。以下は、標準化 した基本仕様の概要である。
(1)発 電機の定格電圧は、既に標準化され、かつ低廉な 6.6kV又は 3 3kVの一般配電

線用機器を用いるのが経済的であり、出力に応 じて6.6kV又は3.3 kVを標準 とした。
(2)発 電機の力率は、系統電圧に対する貢献度が小さくて もよいので、 1,0で もよい

と考え られるが、実運用面で 2害!程度の無効電力調整が可能なように力率0,98(遅
れ)を 標準 とした。

0 発 電機の中性点は、直接配電線を設けないこと、主変圧器により送電線から絶縁
されているのを前提に、変圧器を通 して侵入するサージ電圧は発電機母線のア レス
タ、サージアブソーバにより低減されること、発電機母線の地絡事故は、非接地 と
して も安価な地絡過電圧継電器で検出できること、及び絶縁材料の進歩により、巻
線の地絡、短絡事故の可能性が極めて少ないことの理由により、非接地を標準 とし
た。

惚)短 絡比については、系統上か らの要求は少ないと考えられるが、力率を0.98とし
たことにより従来よりも遅相力率側の運転可能領域が狭 くなっていること、及び地
点によっては線路インピーダンスが大きい場合 もあることを考慮 し、進相側に適当
な余裕を持たせることとし、短絡比は 0.8以上を標準 とする。 これにより発電機 コ
ス トは約 5%低 減する。

lro)軸受温度保証値は、通常運転時は油膜温度がバ ビット設計基準温度に対 し充分余
裕があること、無拘束速度 (200%)時 で も油膜厚さが定格回転時 と同程度であり、
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バ ビット温度 も強度上問題ないこと、潤滑油劣化について も余裕があることを考慮

し、経済的見地か ら許容値を上げ、75℃を標準 した。

G)発 電機巻線の温度上昇値は、従来のB種 温度上昇か らF種 温度上昇 とすることに

より、銅重量約10%、 鉄心重量約20%の 低減を図ることができ、励磁容量が25%増

加することを考慮 して も発電機コス トは約 5%低 減するので、 F種 温度上昇 とした。

17)は ずみ車効果は、従来水車か らの要求により発電機設計の制約条件 となっていた

が、今回水車か らの要求はないので、固有 GD2を 採用 した。 このことはF絶 縁に

よる小形化を可能 とし、発電機のコス トが低減された。

18)軸 系の臨界速度 も水車 と同 じ理由により、最大無拘束速度の 120%と した。 これ

により軸系の重量は約 8%低 減される。

(9)特 殊運転について も系統への貢献度を考慮 し、単独送電、調相運転、試送電、

AFC運 転は行わないことを標準 とした。

は0 機 械的強度、疲労強度については、充分安全である範囲内で安全率を下げ、経済

化を図った。

Q〕 励磁方式は、ブラシ及びス リップ リングが無いため炭素粉等による巻線の汚損が

少な く、 コイル絶縁の寿命が長 くな り、かつ メンテナンスフリーが図れるブラシレ

ス励磁方式を標準 した。

t2 冷 却方式の標準化

冷却方式については、簡易化によるコス ト低減及び保守の簡素化の観点か ら、出

力に応 じ出口管通風形又は自由通風形を標準 とした。

上記を含め表 -3.6に 「発電機の標準化基本仕様」を示す。

3.8発 電機の主要部材質の標準化

水車 と同様に発電機 も設計、製作過程にレディメー ドの考え方を導入 し、 コス トダ

ウンを図るため、主要部材質の標準化を行 った。表-3.7に 「主要部標準材質」を示

す。

3.9発 電機主要寸法の標準化

発電機出力は、一般的に kVA=K× D22Ln(K:出 力係数、D2 :固 定子内径、

L:固 定子鉄心長、 n:回 転速度)で 表される。発電機の出力係数は、回転部に要求

されるはずみ車効果 (GD2)を 考慮 しない場合は、巻線の温度上昇によって決まり、

標準仕様で採用 したF種 温度上昇に適合 した値を設定すればD22Lす なわち発電機の

体格が決定できる。 これによりD2寸 法をあらか じめ決まった値 とすればL寸 法 も決

まり、各部の寸法、重量が決定できるので標準化が可能である。 したが って、以下の

条件で20～ lMVAま での出力に対 して、水車出力に対応 して発電機のブロック図

(発電機選定図)を 作成 し、また概略寸法も主要寸法表か ら読み取れるように した。

発電機をシリーズ化することにより、標準的には水車出力に見合 った容量より5%程

度大 きい発電機を選定する場合 も有 り得るが、容量の小さい発電機ほど製品価格に占

める設計費用の割合が高 くなり、総合的に標準設計を採用 した方が価格的に有利 とな

る。 (立軸機の場合)

(1)据 付様式は、バ レル式又は二床式 とし、水車上カバーが固定子内を一体吊り出し

可能なようにD2を 設定する。 (D2寸 法は上カバー外径より50mm大きい。)た だ
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表 -3.6 発 電機の標準化基本仕様

教 立軸同期発電機 横軸同期発電機 横軸誘導発電機

2 形

(1)種

0冷 却方式

帽)保護方式

2.定 格事項
(1)定格の種類
(2)出  力
0電   圧

式

類

に)力  率
(助周 波 数
G)回転速度

3 回 転方向

4 絶 縁の種類

5 原 動 機

6 励 磁方式

7 中 性点接地
方式

8 据 付様式

9 固 定子巻線
の接続

10 性 能に関す
る事項

(1)短絡 比
修) 温度 上 昇

限度

立軸二相同期
発電機

(普通形)
(モノブllック刃多)

出 田管通風形 」C2
自由通風形  」 C0
(2MVA程度以下)

保護形 J P20

連   続
標準ブロ ック図
6 6kV

( 出力 > 5  M V A )
3.3kV

(出力 ≦ 5  M V A )
0 . 9 8 (遅れ)
50Hz、 60Hz
標準ブロ ック図

」EC  l 1 4に よる
標準回転方向

F種 絶縁

標準 ブロ ック図

カンレス励磁方式

非接地

夕ヽレル式又は二床式

0.8以上
固定子巻 100℃
(埋込温度計法)

回転子巻線 110℃
(抵抗法)

形

横軸二相同期
発電機

( げ ィスタル形 )
( ブラケット刃夕 )

同  左
同  左

(同  左 )
同  左

同

同

同

単床式

同

左
左
左
左
左
左
左
左
左

同
同
同
同
同
同
同
同
同

左

左

左

左

左

左

左
左

同
同

左同

横軸二相誘導
発電機

( げ ィスタル形 )
( ブラケット刃多 )

同  左
同  左

(2  M W程度以下)
同  左

左
左

同
同

左

左

左

左

同

同

同
同
同

(出力 >

同
(出力 ≦

同左又は△形

左
左
左

5M W )
左

5 M W )

J E C - 3 7に よる
標準回転方向

回転子巻線
近傍の絶縁物、そ
の他材料に損傷を
与えない温度 とす
る
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表 -3.6 発 電機の標準化基本仕様

夭 立軸同期発電機 積軸同期発電機 横軸誘導発電機

2.形

(1 )種

(21冷却方式

偲)保護方式

2 定 格事項
(1)定格の種類
(2)出  力
僧)電  圧

“)力  率
6)周 波 数
G)回転速度

3 回 転方向

4 絶 縁の種類

5 原 動 機

6 励 磁方式

7 中 性点接地
方式

8 据 付様式

9.固 定子巻線
の接続

10 性 能に関す
る事項

( 1 ) 短絡 比
修) 温度 上 昇

限度

式

類 立軸二相同期
発電機

(普通形)
(モブプロ)ク形)

出日管通風形 」C2
自由通風形  」 00
( 2 M V A程度以下)

保護形 」P20

連   続
標準プロック図
6.6kV
( 出力 > 5  M V A )

3.3kV
(出力 ≦5  M V A )

0 . 9 8 (遅れ)
50Hz、 60Hz
標準ブロック図

」EC l14に よる
標準回転方向

F種 絶縁

標準ブロック図

カンレス励磁方式

非接地

バレル式又は二床式

0 . 8以上

固定子巻 10 0℃
(埋込温度計法)

回転子巻線 11 0℃
(抵抗法)

形

横軸二相同期
発電機

( 付 ィスタル形 )
( プラケ) 卜形 )

同  左
同  左

(同  左 )
同  左

同

単床式

同

左

左

左

左

左

左

左
左
左
左
左
左
左
左
左

同
同
同
同
同
同
同
同
同

左

左

同

同

左

同
同
同

(出力 >

同
(出力 ≦

同左又は△形

横軸二相誘導
発電機

左
左
左

5M W )
左

5 M W )

」E C - 3 7に よる
標準回転方向

回転子巻線
近傍の絶縁物、そ
の他材料に損傷を
与えない温度 とす
る

峨
形
左
左
郷
左

匁
卜

　
　
度

”れ同同雌同

ベ

ブ

　

　

２

左
左

同
同

左

左

左

左
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表-3.6 発 電機の標準化基本仕様の続 き

13)電圧波形狂
い率

他)軸受温度
水 冷 式

カ

( 9過速度耐力

16 )軸系の臨界
速度

仔) 短絡 電 流
強度

式冷

( 8 ) はず み 車
効果

(9)特殊運転

11 構 造に関す
る事項

(1)軸受冷却

( 2 ) ブレ ー キ
装置

0空 気冷却器

12 機械的強度
に関する事項

(1)発電機の各
部に発生す
る最大応力
(過渡状態

を含む)

(2 )発電機の回
転部におい
て最大無拘
束速度時に
発生する最
大応力

0 地 震 荷 重
係数

無負荷定格電圧に
おいて10%以下

冷却水温25°Cに お
いて75°C以 下
周囲温度40℃にお
いて75℃以下
水車の最大無拘束
速度に 2分 間耐え
る
最大無拘束速度の
120 %以上
定格負荷状態のも
とで、電機子端子
において突発短絡
が生 じて もその短
絡電流に耐える
固有 GD2

冷却管内蔵式又は
自冷式 (空冷式)
油圧式又は電磁式

使用材料の降伏点
に対 して
鋼材及び鍛鋼%以
下
鋳鋼1/2以

下

使用材料の降伏点
に対 して
3/4以 下

電気学会技術報告
の値による

無
小

油循環方式

入 口弁無 しの場合
油圧式又は電磁式
入口有 りの場合

狂

同  左

左

左
　

左

　

左

同
　

同

　

同

左
　

左

同
　
同

左

　

左

同
　

同

左

　

左

同

　

同

左

左

同

　

同

同

同

同

左

左

左

左

左

左

左

　

左

同

　

同

左
　
左

同
　
同

左
　
左

同
　
同

左

左

同
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表-3.7 主 要部標準材質

部 口
卿 名

立 軸

同期発電機

横 軸

同期発電機

横 軸

誘導発電機

標準に準ずる

材質 (積軸)

固 定 子 枠 S S 400 S S 400 S S 400

ペ デ ィ ス タ ル

及 び ブ ラ ケ ッ ト
S S 400 S S 400 S S 400

F C 200、

F C 250

主 軸 S F540 A S F540 A S F540 A

S  F 4 4 0  A、

S 2 5 C他

ス ポ ー ク S S 400 S S 400 S S 400
S  S  4 9 0、

S M 材

固 定 子 鉄 心 ケイ素鋼板 ケイ素鋼板 ケイ素鋼板

磁 極 鉄 心 磁極用鋼板 S S 400 S S 400

軸 受 ム
ロ 金 S S400 S S400 S S400

F  C 2 0 0、

F C 2 5 0

軸 受 バ ビ ッ ト W」 VヽJ W」

風 道 S S400 S S400 S S 400

ブ レー キ リ ン グ S S 400 S S 400 S S400 SM材

リム又は回転子 リム S S400 S S 400 S S 400
S  S 4 9 0、

S  S 5 4 0

回 転 子 鉄 心 ケイ素鋼板 ケイ素鋼板 ケイ素鋼板
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し、回転子周速が 85m / sを超える場合は、周遠 85m / sとなるようにD2寸 法を決め、
上カバー吊り出し時は固定子 も吊り出すこととした。

(21  D 2寸 法は各製作者の標準抜き型が使用できるように呼称寸法 とするが、 」 Is
標準数R20系列に基づ くものとする。

(31  L寸法は製作者の設計思想の違いを補 うため標準化 しなかったが、設計後の重電
機製作者間の寸法差はさほど大きくなかった。

14)同 一回転速度のD2寸 法は 4種 類以下 とし、50、60 H zで共用できるものとする。
(5)出 力は IMV Aお きにブロック化 したが、小容量では4.5 M V A、3, 5 M V A、2. 5  M V A

のシリーズを設けた。また出力線は力率0.9 8で作成する。水車出力が過小の場合、
力率0,9 8の能力以上に無効電力を供給できるが、界磁電流は出力上限で力率0.9 8ま
でを設計限度 とし、同一プロック上の力率の下限は0.9と した。

図 -8. 3は 、 「立軸同期発電機選定図表 (50 H z )」の例であ り、表 -3, 8、 3. 9
1よ「立軸同期発電機主要寸法表 (50 H z )」の例である。

(横軸機の場合)

(1 ) D 2寸 法は立軸機 と同様R20系列を呼称寸法 とする。
は)回 転子の周速は 85m / s以下 とする。

8胡 水 車発電機組立分解上のD2の 制約は無いものとする。
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仁~~~~~~~十 一――――一
台

1       1       1

発 電 機 の 標 準 寸 法

4  コ ス トダウン効果

4.1水 車及び関連機器

水車及び関連設備の標準化 ・簡素化によるコス トダウン効果を定量的に分析するた
め、立軸及び積軸それぞれ水車出力により3ケ ースを設定 し、従来仕様 との経済性比
較評価を実施 した。水草の体格すなわちkW/√ H値 が小さいほ ど、経済化の比率はや
や大きくなる傾向があるが、全体 として20～30 %程 度のコス トダウン効果が見込める
結果 となっている。表 -4. 1は 、従来仕様による機器代を 100 %と した場合の 「標準
化水車のコス ト区分別コス トダウン率」を示す ものである。

この結果は、表 -4. 2に よる 「従来仕様 と標準化仕様の相違点Jに 基づき計算され
たものである。

ここでは、最初の 1台 目については設計などの合理化効果はやや少な くなるが、同
一仕様の 2台 目以降は、いわゆるレディメー ド思想による合理化効果が得 られるもの
と考えられる。 また、標準化、簡索化による効果は、電気設備のコス ト低減のみでな
く、建屋の縮小化など土木設備に対する経済効果 も期待できるので、今後の中小水力
開発に大 きく貢献できるものと考えられる。

4 . 2 発電 機

発電機についても、水車 と同様、立軸及び横軸の同期発電機並びに誘導発電機につ
いてそれぞれ 3ケ ースを設定 し、従来仕様 との経済性比較評価を実施 した。水車に比
べ、大小によるコス トダウン率の差は少ないが、同期発電機では最大25%、 誘導発電
機では最大40%程 度のコス トダウン効果が得 られる。表 -4. 3に 「標準化発電機のコ
ス トダウン率Jを 示す。 この結果は、表 -4. 4に 示す 「従来仕様 と標準化仕様の相違
点」に基づき計算 されたものである。

- 5 4 1 -



図

鴎

ミ
！
ヽ
ｌ
ｏ

よ
い
．ф
２
！
い
　
　
ヽ
心
ふ
と
ヽ
ｎ
Ｇ
駅
Ｈ
ミ
や
ヽ
翌
慈
Ｈ
単
語
辞
難

′廻
韓
掛
郎
③

ま
「
２
！
０
　
　
ハ
（
ヽ
と
ヽ
日
Ｇ
瓢
斐
撻
や
ヽ
逆
眠
思
Ｑ
至
寒
排
雄
◎

（
口
や
酎
）
　

ま
！
ｏ

（
皿
神
Ｈ
）
　
　
ヽ
心
ヽ
と
Ｋ
日
Ｑ
瓢
荘
謡
や
ヽ
逆
孟
謡
掛
郎
③

ミ
留
１
０
　
　
ハ
小
ヽ
工
Ｋ
Ｒ
Ｇ
瓢
革
係
副
部
や
ヽ
逆
智
紳
Ｇ
鎖
想
副
軽
○

ペ
ト
ー
！
】

（
皿
中
ぺ
）

ま
ト
ー
”

（
皿
神
ぺ
）

ま
ゆ
．ｗ
ｌ
い

（
皿
神
ぺ
）

ぺ
ゆ
２
！
∞

（
皿
“
【
）
　

官
Ｒ
ふ
Ｉ
Ｗ
者
―
ふ
温
慨

・
怒
授
稲
濃
ぺ
煙

（ｅ

ぺ
Φ
Ｉ
！
Ｎ

（
皿
“
「
）
　
　
官
代
卜
ヽ
羊
出
察
苺
廻

・
懇
将
照
濃
ぺ
運

（Ｃ

Ｎ
！
”
―
中

（
皿
“
Ｈ
）
　

官
Ｒ
凹
部
理
出
濃
ヽ
い
卜

・
整
壇
穏
濃
鴎
理

（じ

ヽ
小
ヽ
ユ
Ｋ
ｎ
や
ヽ
望
翌
ぺ
題
Ｇ
田
部
漣
壇

′窯
授
照
○

。
や
ギ
本
国

糸
翌
悶
知
や
順
ｔ
照

′信
Ｒ
準
聴

′ギ
甜
踏
Ｇ
続
謡

′４
や
増
や
る
割
せ
ヽ
心
ヽ

と
ヽ
『
Ｇ
】
０
対
体
□
く

演
！
「
―
す
０

（
皿
和
国
）
　

求
「
で
ｏ

（
匝
“

「
）

ヽ
さ
玉

と
Ｋ
向
や
ヽ
里
柿
曹
抑
窯
響
い
Ｇ
凹
螺
Ｋ
崩

ペ

∞
　
　
う
て
い
　
一

翌
剛
約
Ｑ
翻
照
セ
懲
や
ヽ
逆
喪
態
Ｑ
叫
Ｋ
鮒
播

Ｎ
ｃ
碕
―
尽
　
　
（
唖
神

酎
）

ま
革
！
寒

　

（
皿
中

Ｎ
）

演
吊
―
ミ

　

（
皿
中

国
）

よ
嵐
―
ヨ

　

（
ｍ
神

「
）

ま
養
―
樹

　

（
皿
神

Ｈ
）

浪
尽
ｌ
ｇ

　

（
皿
神

Ｈ
）

知
容
や
ヽ
理
幅
氏
ふ
―
中
“
―
ふ
翻
Ｗ

範
容
や
ヽ
望
官
Ｒ
ト
ハ
者
Щ
長
出
題

知
郵
や
ヽ
里
官
Ｒ
皿
郎
饗
田
濃
ヽ
い
ト

ハ
心
ヽ
と
Ｋ
Ｒ
哀
官
Ｒ
恨
理
Ｑ
答
謡
瑠
逐

毎 つ  0

翌  llEl

難  HEI

郎  ω

演
々
尽
１

〇
一

ま

卜
！

”

1

浪
！
「
―
！
ｏ

求
　
ω
ｌ
堤
「

よ
　
０
”
―

へ
い

皿
　
神
　
「

由
や
　
掛
　
睡

求
！
母

で
す
呂

Ｎ

ｃ
　
ｔ
『

|

ま

「
　
ｌ
ｃ

求

へ
　
で
す
【

演

卜
い
　
てヽ
い
「

本

終

＝

く

響

謂

瑠

極

扶

田

く

森

理

想

控

翻

揺

セ

照

冬

細

＝

業

軒
ヽ
さ
ヽ

た
Ｋ
ｎ
玉
怠
凶

た
Ｋ
Ｒ
Ｑ
＝
業
ギ
難
郎

「
ギ
ー
穏

-542-



表-4.2 従 来仕様と標準化仕様の相違点 (水車)

目項 来従 機 標 準 化 機

模 型 水 車 試 験

工 場 立 会 試 験

最 大 水 圧 変 動 率

最 大 速 度 変 動 率

軸 系 の臨 界 速 度

軸 受 温 度

回転 部 最 大 応 力

ガイ ドベーン枚数

ガイ ドベーン軸受

あ り

あ り

30%以 下

40%以 下

NR 130%以 下

65℃以下

降伏点の 2/8以下

24在文

グ リース給油

なし

な し

1 5 %以下

N R相 当

N R  1 2 0 %以 下

7 5℃以下

降伏点の 3 / 4以下

1 2～1 8枚

グリース レス

目項 来従 機 標 準 化 機

ス ピー ドリ ング

ステーベーン枚数

上  カ  バ  ー

下  カ   バ  ー

案 内 軸 受

主 軸 封 水 方 式

機

置

置

遮

装

　

装

縮

　

水

調

圧

りF

ベルマウス形

24を文

内外分割ボックス

スピードサンタ と分 割

セグメント形

グラン ドパ ッキン

X級 又はY級

空気圧縮機十タンク

電動ポンプ

平行形

6～ 9枚

内外一体厚板

スピードリング と一 体

ジャーナル形

ラビリンス

Y級 又はZ級

アキューム レータ

水中ポンプ
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表 -4.3 標 準化発電機のコス トダウン率

同期発電機
標準化 1台 目

標準化 2台 目

1 1 ～1 2 %

23ハ∀25,妬

誘導発電機
標準化 1台 目

標準化 2台 目

28-30ワ`

37ハV41ラ妬

表-4,4 従 来仕様 と標準化仕様の相違点 (発電機)

仕 様 項 目 標 準 化 方 式 従 来 方 式

式

率

縁

式

地

比

度

果

陶

申

絡

軸

『

形

力

絶

励

中

短

軸

は

回転界磁出口管通風形

0.98

F種

ブラシレス励磁方式

な し

0.8以上

冷却水温25°Cで 75°C以 下

固有 GD2

回転界磁水冷熱交換形

0.90

B種

サイリスタ励磁方式

抵抗接地

1 . 0

冷却水温2 5°Cで 6 5℃以下

水車要求G D 2
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5,使 用実績

標準仕様の採用及び衛素化機器の採用が図 られているが、ここではそれらの適用例に
ついて述べることとする。

5.1標 準仕様適用例

標準仕様の適用例 として、電源開発榊の熊牛発電所 (昭和62年運開)の 場合を紹介
する。

(発電所概要)

基準有効落差 44.5m、 最大使用水量  41m3/s、

発電所出力 15,400kW、発電所形式 ダ ム水路式

水車仕様 立 軸 フランシス水車 16,000kW、 300r/m

発電機仕様 立 軸同期発電機 16,300kVA

(1)水 車の基本仕様

表2.1に 示す標準化の基本仕様は、機器の購入仕様書にすべて取 り込 まれている
が、仕様書上最大水圧の保証値は72m(最 大水圧変動率約16%)、 最大速度変動率
の保証値は70%と している。 これは、水圧鉄管及び発電機をそれぞれ最経済設計 と
したことによるが、70%と いう最大速度変動率を採用 したことか ら、負荷遮断時の

周波数上昇による所内回路を保護するため一時的に所内回路を開放するなどの対策
をとっている。

12)水 車の付帯設備

付帯設備についても以下に挙げるものを除き、表 -3.5の シリーズ表のAク ラス

発電所ダム式 と同一である。

落差は 150mよ り低いが、水車案内軸受は水潤滑軸受を採用 していること、及び
主軸封水装置用として清水が必要なため、給水装置は給水ポンプと水圧管取水装置
を設置 している。ただ し、現在は清水が確保できるため水圧管取水のみ行 っている。

(31 発電機の基本仕様

表 -3.6に 示す標準化仕様は、力率を除き機器の購入仕様書にすべて取 り込 まれ
ている。熊牛発電所は中容量機ではあるが、電力系統上重要な発電所であり、力率
は0.95(遅 れ)を 採用 し、無効電力の供給に寄与 している。

5.2簡 素化機器の採用例

中小水力用の簡索化機器 として種々のものが考案され、実用化されているが、こ

れらのうち採用実績の多い電動サーボモータ及びブラダ形圧油装置の例について図
-5.1及 び図-5.2に 示す。
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手動ハ ン ドル

電磁ブ レー キ
プラシ レス直流電動機

ポールネジ リニァボ_ル ペァリング

位置検出芸区

図 - 5 , 1 電動サーボモータの構造

サーrtい ,

図-5.2 ブ ラダ形圧油装置構成図
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6 . 留意 点

電動サーボモータ、ブラダ形圧油装置等、簡素化機器の採用実績は目覚ましく、コス
トダウンが図 られているが、中小水力開発地点の拡大を更に図るためには、今後以下の
点について留意することが必要である。

6.1ユ ーザー側の対応

ユーザニは中小水力用機器である意義を充分わきまえ、オーダメー ド方式の考えは
やめて水車、発電機標準仕様の積極的導入を図る必要がある。

6,2レ ディメー ド方式

レディメー ド方式は、製作数が増加することにより経済効果が得 られることになる
が、現状の中小水力開発状況では、プロック化などの設計思想が充分に生かされてい

ない。

今後は、水車模型試験、発電機の工場組立てなどの省略等によるコス トダウンで中
小水力開発を促進 し、採用実績を増やすことにより、 レディメー ドの効果を高めるこ
とが必要 と考え られる。

6.3コ ス トダウンの追求

標準化仕様、簡素化機器の採用は、フランシス水車に限 らず、すべての中小水力に
その設計思想を部分的に採用 していき、今後開発、考案される合理化策をも取 り入れ、
更にコス トダウンを図る必要がある。

6.4新 技術の導入

メカニカルシール方式主軸封水装置、 2軸 受ガイ ドベーン、空冷軸受、電磁ブ レー

キ、改良形電動サーボ、一体形配電盤等、新技術が導入されているが、今後 も電子機
器、コンピュータ解析技術等、技術革新が目覚ましい分野の成果を取 り入れつつ、合
理化策を追求する必要がある。
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1。 は じめに

軽負荷ランナ ・フランシス水車は,中 小規模の流れ込み式発電計画でフランシス水車
を適用する場合に,年 間発生電力量を従来型に比べて増大させ,発 電計画の経済性を高
めるために新 しく開発された新型のフランシス水車である。その特徴は次のとおりであ
る。

(1) 年 間の大幅な流量変化に対 して,水 車の運転詐容範囲が広い。

(2) 流 量の少ない運転 (軽負荷領域)で も,水 車の効率を高く保持し,年 間発生電力量
の増大が図れる。

この新型フランシス水車の研究開発は,工 業技術院の補助金を受け,電 源開発(株),富
士電機(株)及び(財)新エネルギー財団の共同研究により,昭 和 55～ 56年 に実施した。

2.技 術の概要

軽負荷ランナ ・フランシス水車は,原 則的に従来のフランシス水車とその適用上何ら

異なる点はない。強いてその差異を言えば,従 来型の設計思想がピーク発電向けである
のに対 し,新 型の設計思想は流れ込み式に最通のものとしたことである。

すなわち,新 型ランナの設計上の諸元を決定するに当たって,研 究開発は次のような

思想でスター トした。

(1) 吸 出し管の旋回流損失を減小させるために,ラ ンナから流出する流れの旋回速度成

分が小さくなるよう,ラ ンナ出田径を従来型より小さく選定する。

(2) ガ イドベーンの後流の渦の影響を少なくするために,従 来型よりもガイドベーン高

さを小さく選定して,ガ イドベーン開度が大きくなるように設計する。

(3) ケ ーシング,ス テーリングの摩擦損失を減小させるために,ケ ーシング入口径を従

来型よりやや大きくし,流 速を減少させ,ス テーベーン枚数を少なくする。

(4) ラ ンナベーン枚数による各種の影響を確認し,最 適の枚数を追求する。

更に従来型のランナ設計が,効 率を最高にしたい設計点を眼定 し,こ の点でランナ内
のすべての流れが最適になるような設計思想であったのに対 し,新 型ではランナ内の流

れが流量に応 じて3次元的に偏ることに着目し,ク ラウン側の翼設計は重負荷時を重点
に置き,バ ンド復1の翼設計は軽負荷時を重点に,準 3次 元の流れ解析を重負荷から軽負

荷まで,徹 底 してコンピューターによって行った。

羽根枚数に関しては,枚 数を減らせば軽負荷時の特性がやや向上する傾向にあるが,
キャビテーション性能が低下するので,標 準的な枚数を 13枚 とし,従 来型とキャビ

テーション性能の変化が無いものとしている。

3.性   能

研究開発は,比 較的フランシス水車として採用されることが多い,比 速度 150及 び 2011

m―kW が 選ばれ,こ の二つの比速度について模型による各種の試験を行つた。 (フランシ

ス水車の比速度の範囲は通常 80～300m―kWで あり,150及 び 200m―kWは この中間にな

る。)
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3.1 効 率試験

図-3.1に 効率試験の結果を示す。 図 には従来形のランナの結果も併せて点線で示し
てある。

運転下眼を決める現象 としては,効 率低下や,振 動発生の原因となる翼関流路渦の発
生点を取り上げた。低比速度 (150m―kW)の 場合には,従 来形ランナの運転下限が最大

使用流量の約 40%流 量であるのに対 し,新 型ランナでは約 28%流 量まで下がった。また

高比速度 (21Xl m kW)の場合には,発 生点が従来型で約 ω %流 量であったものが約 45%

流量まで下がり,明 らかに軽負荷時の運転範囲が増加 している。写真=3.1に 翼間流路

渦の状態を示すが,こ の写真の場合には渦がキャビテーション状になって現れた代表的
な例であり,こ のような状況では長期の運転は困難であろうと判断できる。

低比速度の場合の新型ランナは,最 高効率でごくわずか低下しているが,重 負荷時に

は変わらず,77.5%流 量以下の軽負荷領域では大幅に効率が向上した。高比速度の場合に

は,全 般的に高い効率を示 したが,傾 向的には80%前後より低流量側で効率の向上が目
立っている。

総合的に,重 負荷時の効率の低下はほとんどなく,軽 負荷時の効率が向上 し,か つそ

の運転範囲の広いフランシスランナが開発された。

新型ランナ

，．　
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・ギ

懲 ランナ

（ぷ
〉

コ日

、

2 0 lKXl

流 長  o(%)

o 低 比速度水車

（ぷ
）

０日

ヽ

御

流 量  o(%)

o 高 比速度水車

新型 ランナ

, テ

テ
″

】
' 「

こ

〔

〔

子 ・ ' ‐
‐ ‐ ‐ ‐

1 従 来型ランナ

図-3.1 模 型効率性能曲線
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写真-3,1 翼 問流路渦
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図-3.2 模 型水圧脈動性能曲線
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3.2 水 圧脈動

図-3.2(a)に ,低 比速度水車の上部吸出し管及びケーシング入田部の水圧脈動の大き

さを示す。水圧脈動の大きさは有効落差に対する比 (%)で 示 してある。新型ランナの

場合,ケ ーシング入日の水圧脈動値は全流量領域で約 1.5%以 下と非常に小さい。また上

部吸出し管の水圧脈動は,従 来設計の場合には約 55%流 量付近でビークとなり,そ の値

も有効落差の約 8%と 非常に大きな値であったが,新 型ランナでは重負荷で約 1%,軽 負

荷で約 2.2%で あった。これは,ラ ンナ出日の旋回流による渦コアが吸出し管の下流まで

発達することが抑えられているためである。

高比速度水車の同様の水圧脈動を図-3.2(b)に 示す。過負荷側 (流量 100%以 上)で
は急激に水圧脈動が大きくなるという特徴がある。軽負荷時のケーシング入口での水圧

脈動は2%程 度であるが,上 部吸出し管の水圧脈動値は4%近 くまで大きくなった。しか

し従来型で今まで計測された値に比較すると,は るかに小さい値であった。

水圧脈動の値が小さいことから,運 転範囲の増加と静かな運転が期待される。従来一

般のフランシス水車で行われている,水 圧脈動防止のための上部吸出し管への給気を行
わなくても,あ るいはごくわずか給気するだけで,振 動の少ない運転が可能であろう。

3.3 キ ャビテーション

図-3.3(a)に 低比速度の新型ランナのキャビテーション性能を従来型と比較して示

折ヨランナのク●
従来ヨランナのすo

折ヨランォのィi

析ユランナのク●

■ ■ O ω

o 高 比速度水車

掟来ヨランナの,o

図-3.3 模 型キャビテーション性能曲線
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す。重負荷時における臨界キャビテーション性能は従来型に比べてやや劣るものの,バ
ブル初生のキャビテーション係数はほとんど同じ性能が得られた。また軽負荷時では従
来型よりやや優れた結果であった。

図-3.3(b)に 高比速度の新型ランナのキャビテーション性能を示す。重負荷時におい
て,臨 界キャビテーション係数,バ ブル初生のキャビテーション係数ともに,従 来型よ
りやや優れている。軽負荷時には逆にやや劣つた結果であったが,大 きな差ではなく,
問題となるものではない。

新型ランナのキャピテーション性能を全般的に考えると,ほ とんど従来型と変わら
ず,水 車の据付高さも両者等 しくてよい。 したがって掘削その他建屋設計,土 木設計に
与える影響は特,Uに何も無 く,同 一と評価される。

以上の各種の模型試験結果を総合して考えると,従 来型がダム式発電所などでピーク
運転に通 しているのに対 し,新 しく開発された新型ランナは年間流量の大幅に変化する
流れ込み式発電に最適な性能であると同時に,土 木費などには何 ら影響を与えないこと
が確認された。

4.適 用範囲

昭和 55, 56年 の開発研究後も,富 士電機(株)独自で各種の実験を行い,比 速度 79m‐
kWか ら313m―kWま での新型ランナのシリーズ化が完了している。

図-4.1(a),(b)には 横 軸フランシス水車,図 -4.2(a),(b)には立軸フランシス水車
としての適用表を示す。(a)は50 Hz地区,(b)は60 Hz地区向けとして作成している。図は
落差と流量により水車の比速度,ラ ンナ直径,回 転速度が直ちに読み取れるように考案
している。
一般にフランシス水車の場合,大 容量では落差 30m以 上での採用が多いが,横 軸の中

小容量では,15～ 20m程 度まで適用落差範囲を下げねばならないことが多い。出力の下
限は通常 5∞kW程 度と考えるが,場 合によっては2tXl kW程度まではクロスフロー水車と
の比較で範囲を拡げることもある。

新規開発地点で新型ランナを採用する場合,前 述の横軸フランシス水車適用表 (図一

4.1, 4.2)で 選定 した水車の主要寸法を求めるには,表 -4.1, 4.2に よるとよ
い。表-4.1, 4.2は

,ラ ンナ入口径 1,000 mmを基準にした寸法が示してあるので,直
径に比例させて各寸法が算出できるようになっている。

なお,水 車の標準構造は,基 本的には従来型と変わらない。
近年,既 設機器の更新,あ るいは部分取替え時期に達 している発電所が増えている。

このような機会に新型ランナに取 り替えることも,今 後の運用上利点がある場合が多
い。新型ランナを適用するためには,各 流水部の形状を新 しい考えの下に変更するのが
理想的であるが,大 幅な寸法変更は価格,取 替え期間にも関連する。ランナの外形形状
はそのままにして,内 部の翼設計を前述の準 3次 元流れ解析によることだけでも,相 当
軽負荷時の特性を向上させ得ることが判明しているので,ラ ンナのみの取替え時にも軽

負荷ランナの設計手法を応用 した計画ができることを付記しておく。
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図-4.1(a)横 軸フランシス水車適用表 (50 Hz)
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表- 4 . 1 標準横軸フランシス水車寸法表

ランナ

記号

Ns

(m kヽW) DN   a   b   C   d   Dd  Ds   f   g   h   j

A 313 1000  2090  2000  1840  1450  2241  1280  1450  2300  6930  3360

B 284 1000  2010  1950  1780  1420  2183  1220  1400  2240  6750  3210

C 256 1000  1935  1890  1720  1380  2124  1150  1360  2180  6570  3055

D 230 1000  1905  1835  1660  1345  2066  1090  1360  2120  6390  2915

E 2い 1000  1795  1770  1600  1310  1950  1030  1280  2000  6030  2755

F 188 1000  1768  1710  1555  1285  1853   975  1280  19tX1  5730  2620

G 169 1000  1713  1660  1510  1260  1756   925  1250  1800  5430  2470

H 154 1000  1678  1630  1480  1240  1659   875  1240  1700  5130  2350

I 138 1000  1633  1590  1450  1230  1562   825  1220  1600  4830  2225

J 124 1000  1568  1550  1420  1220  1465   775  1180  1500  4530  2065

K 112 1000  1545  1510  1405  1110  1387   730  1180  1420  4290  1900

L 100 1000  1485  1470  1390  1110  1310   670  1150  1340  4050  1750

M 9 0 1000  1435  1435  1380  1110  1232   630  1120  1260  3810  1580

N 79 1000  1390  1400  1370  1110  1174   600  1090  1200  3630  1420

(注)各 部の寸法はランナ入口径DN=lβ m mmを 基準にしているので,DN‐ 1,lXXl mm以外の場合

はそれぞれ図-41(a),0よ り読み取つたDNに 比例させること。
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図-4.2(a)立
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表-4.2 標準立軸フランシス水車寸法表

(注)各 部の寸法はランナ入日径 DN=1,000 mmを 基準にしているので,DN‐ 1,lXXl mm以外の場合

はそれぞれ図-4.2o,●
)よ り読み取つたDNに 比例させること。

ランナ
記号

Ns

(m―kW)
DN   a   b   C   d   Ds   f   g   h    i    j    k

A 300 1000  2870  2600  2300  1980  1780  1950  4117  4430  7216  3955  2147

B 266 1000  2615  2380  2160  1830  1610  1780  3894  4134  6771  3700  2010

C 236 1000  2411  2200  2030  1690  1474  1644  3725  3898  6395  3471  1876

D 2 け 1000  2208  2050  1900  1583  1337  1509  3583  3609  6004  3259  1764

E 186 1000  2048  1910  1788  1469  1220  1408  3469  3300  5594  3006  1650

F 165 1000  1907  1800  1669  1376  1119  1324  3376  3033  5099  2748  1528

G 146 1000  1782  1700  1567  1298  1o14  1255  3298  2768  4668  2532  1395

H 130 1000  1688  1620  1486  1235   923  1197  3235  2564  4304  2342  1298

I 115 1000  1592  1535  1405  1182   835  1147  3182  2364  3951  2157  1193

J 102 1000  1522  1467  1338  1138   764  110ワ   3138  2204  3670  2009  1o9o

K 9 0 1000  1450  1398  1266  1097   694  1071  3097  2016  3373  1854   993

L 80 1000  1397  1347  1215  1064   633  1036  3064  1888  3132  1747   924
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5,実 肛成験  (山 梨県口奈良田第二発電所)

奈良田第二発電所は,軽 負荷ランナ ・フランシス水車の実証地点として,早 川水系西

山ダム右岸に昭和 59年 に建設された。黒河内川,自 河内川及び石小屋沢川より取水す

る典型的な流れ込み式発電所であり,現 在も順調に営業運転を続けている。

水車は出力 2,620 kW,落差 155.9m,流量 2.04m3た, 回転速度 1,000 rpmの積軸フランシ

ス水車で,比 速度 93m‐kWは フランシス水草としては下限に近い値である。発電機は三

相同期発電機で,出 力 2,640 kVん電圧 1l kV,周波数 50 Hz,力率0。95で ある。

写真-5。 1に主要機器の全景を示す。

写真-5.1 奈 良田第三発電所水車発電機全景

この発電所は,軽 負荷ランナ採用のフランシス水車の実証以外にも,過 去に検討済み

の中小水力発電所の合理化内容である下記の項目も織 り込まれている。
・長時間緩閉鎖を採用することにより,水 圧銭管の圧力上昇を極力抑制する。フライ本

イールは付加せず,負 荷進断時の回転速度変動は無拘束速度まで上昇することになる

ため,発 電機には高速耐力の大きい円筒形回転子を採用する。
・水車軸受を省略 した二軸受構造とする。
・電動サーボモータを採用 し,圧 油装置を省略する。
・F種 絶縁を採用する。
・プランレス交流励磁装置を採用する。
・中性点接地を省略する。
・プレーキ装置を省略する。
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使用前試験において,水 車効率,水 圧脈動,機 械振動などが測定され,ま た,余 水路
省略を目的として,無 拘束速度での連続放流運転試験も併せて行われた。  図 -5.1,図

-5.2 に , 水車効率試験,水 圧脈動試験の結果を,表 -5。 1に機械振動の測定結果を示
す。試験結果を要約すると,

(1) 効 率試験は熱力学法及びインデックス法で行われ,軽 負荷特性の良好なことが立証
された。

(2) 水 圧脈動も非常に小さく,50%負 荷時の各部の水圧脈動の周波数分析でも,サ ージ
ング現象発生の証左となる回転速度の 1′3～1/2 の卓越した成分は見当たらなかっ

た。

(3) 開 度―出力試験時に吸出し管側の騒音を観測したが,キ ャビテーション特有の音は

観測されなかった。各種試験完了後の内部目視点検の結果からも,キ ャビテー

ション発生の痕跡は認められなかった。

(4)機 械振動についても,通 常の負荷運転時で 10μ m以 下,連 続無拘束速度試験時にも

40～60/mと ,極 めて低いレベルであった。

(5) そ の他,負 荷試験など発電所としての通常の試験も好成績で完了した。
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6.使 用実績

表-6.1に , 軽 負荷 ランナ ・フランシス水車の使用実績 を示す。以下に特徴的な発電

所 について解説する。

6.1 神 奈川県,早 川発電所

早川発電所は,昭 和 31年 に建設された,早 川本流から取水する流れ込み式発電所で

あり,水 車出力 3,lKXl kW,落差 173m,回 転速度 1,tXXl rpmの立軸フランシス水車が設置さ

れている。

昭和 63年 ,ラ ンナの更新に当たり,軽 負荷ランナを採用 した。更新に際し,ラ ンナ

とともに上部吸出し管の形状を一部変更している。旧水車では,上 部吸出し管管壁のほ

かに,水 車軸の買通子しを経てランナコーンから給気 していたが,新 ランナではランナ

コーンからの結気は取 り止めている。

図6.1に , ラ ンナ更新前後の断面図を示す。

上部力′(―ライナ 上部ランナラピリンスリング

カーポンパタキン

は封水接ほ

|    |   ラ ィナカタく― ランナカ

上部案内羽根カパー

下部カパーライナ

ウャールリング

図- 6 1 早川発電所,ラ ンナ更新前後の断面形状比較

ランナヨーン
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6.2 群 馬県・県央第一水道発電所

県央第一水道発電所は,浄 水処理後の上水道水を利用 した全国初の発電所であり,浄

水池と調整池の間の遊体落差 81.82mを利用して,840 kWの 発電を行う。水車は出力 900

kW,回 転速度 1,000 rpmの横軸フランシス水車である。写真-6。 1に水車 ・発電機の全景

を示す。

浄水場で調整された次亜塩素酸ソーダなどの濃度変化を防止するため,水 車には一切

給気することができない。したがって,軽 負荷時の水圧脈動による機器の振動が懸念さ

れたが,平 成 4年 2月 の現地試験において,全 運転領域にわたって低い振動レベルであ

ることが確認された。

また,浄 水池から発電所に車る導水路の途中から分岐取水 している水道管に,水 車負

荷進断時の水圧上昇が伝播 し,水 道管に損傷を来たすことが心配された。このため,計

画時点から大規模な水道管網の過渡現象解析を行い,悪 影響が無いとの結果を得た。実

機負荷遮断試験の結果,解 析結果どおり問題ないことが確認された。

県央第一水道発電所,水 車 ・発電機全景写真-6.1
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.ケ ース ・スタディ地点の増加電力量

昭和 55～ 56年 に行われた研究開発の成果を基にして,軽 負荷ランナと従来ランナ
で年間発生電力量にどの程度の差があるか検討 した。

(1)効 率は高比速度 (加 m_kw), と 低比速度 (150m■W)の 軽負荷ランナの模型効
率及びそれ相当の従来ランナの模型効率をベースにした。

(2) 水 車の運転範囲の下限としては,先 に述べたように,翼 間流路渦によるキャビテー

ション性能によって決めた。その下限値は表-71に 示す。

表-7.1  水 車下限運転範囲

低比速度 (150m‐ kW) 高比速度 (200m‐ kW)

従来 ランナ 軽負荷ランナ 従来ランナ 軽負荷ランナ

翼関流路渦の

発生流量 ∽)
4 0 2 5 6 0 4 5

運転下限流量 (%) 4 0 2 5 6 0 4 5

( 3 )  ケ ース ・スタデ イ

パ ター ンを選 んだ。

として採用する地点の流況として,我 が国の代表

図-71に それぞれの流況曲線図を示す。

的な次の三つの

流

　

量

如

10

m3/s)

図-7.1 代 表流況曲線

(a)流 況ケース 1:

泉雪地帯で,融 雪水が大きな水カエネルギーとなる地域
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12

流

量 1°

( m a / S ) 8

6

4

2

流

量

lm3/s)

(b)流 況ケース2:

夏 ・秋季の雨量が多く,集 中表雨の発生しやすい地域

(c)流 況ケース3:

年間を通じて流量変化が比較的少ない地域

ltXl 2 0 0

日 数

図-7.1 代 表流況曲線
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(4)こ れらの流況に適用する,比 速度 150,200m―kW相 当の発電計画を想定し,か つそ
れぞれの発電規模は kWh当 たりの建設費が最低になる流量を最大使用流量と決定
してある。 表 -7.2に 最適プラントの水力諸元を示す。

表-7.2  最 適プラントの水力諸元

流  況 ケース 1 ケース2 ケース3

低

比

速

度

水車出力

流量

有効落差

回転速度

比求庁

rpm

m―kW

即

琳

ｍ

15,2tXl

12,0(70日 流量)

1435

600

149

10,400

7 . 8 ( 5 0日前に量)

1480

750

149

10,400

( 7 0日激店還1 )

1480

750

149

高

比

速

度

水車出力

流量

有効落差

回転速度

比速度

ｋＷ

酪

ｍ

rpm

m―kW

6お00

8`0(1∞ 日流量)

93.0

720

202

4,300

5 9 ( 8 0日 滅危量)

8 1 5

750

202

4,300

6.0(110日 流こJ塾)

815

750

202

(5) 以 上の前提で,各 ケースについて従来ランナと新型ランナを採用 した場合の年間発
生電力量を表-7.3に 示す。

表-7.3  年 間発生電力量の計算

流  況 ケース 1 ケース 2 ケース 3

低

比

速

度

従  来  型

新型  (9枚 羽根)

新型 (13枚 羽根)

430 GWh(1.tXl)

56.4GWh(131)

544 GWh (1.26)

290 GWh(1.00)

34.6 GWh(120)

337 GWh(118)

43.OCWh(1.00j

5■OCWh(1.18)

505 GWh(117)

高

比

速

度

従  来  型

新型 (11枚 羽根)

新型 (13枚 羽根)

21.6GWh(l tXl)

253 GWh(1.17)

26.7GWh (124)

130 CWh

147 6Wh

15.lGWh

∞

　

‐３

　

‐６

198 CWh(■ 00)

222 6Wh(1.12)

233 CWh(1.18)
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軽負荷ランナの採用による年間発生電力量の増加は,表 -7.3の 比較結果で見る限

り,12～ 31%増 と大きい。増加割合は流況によっても異り,ケ ース1の ように年間の流

量変化が大きいほど,割 合は大きくなっている。これは,新 型ランナの重負荷時の効率

が,従 来型ランナに比してほとんど差のない値であるためと,運 転下限流量 (流路渦の

発生流量)が 従来型より低 く,よ り広い流量範囲で運転可能となったためである。

過去のフランシス水車では,軽 負荷の運転を重視 しない計画が多 く,当 然ダム式では

ピーク運転であった。流れ込み式でも,最 大使用流量を100日 流量以上にとる例,あ

るいは複数台並設 して運転台数制御する例 もあり,ま たキャビテーション防止のため低

流量の運転時間を制限する場合もあった。

流況や運転形態などの違いにより,低 流量領域における運転頻度が異なるので,プ ロ

ジェクトごとに運転時間行J限には差果が生ずる。運転下限流量の設定による影響を避

け,仮 に新型,従 来型ランナの下限流量を同一として計算してみると,少 なくとも 3%前

後の発生電力量の増加を見込むことができる。その後の軽負荷ランナのシリーズ化のた

めの独自の研究結果も考慮 し,各 種の比速度で両者の年間発生電力量の差が検討されて

いるが,流 況による差,下 限流量の設定による差は生ずるが,平 均 して考えれば,数 %

以上の増加は必ず望めるものと言える。

発電所建設の経済性は,年 間発生電力量当たりの総建設費で評価されるものであり,

年間発生電力量の5%の 増加は,総 建設費の5%の コス トダウンに等しい。一方総建設費

に占める機器費の割合は 20%前 後の場合が多いので,機 器費のみのコス トダウンに換算

すれば,如 ～ 30%に 相当する。

経済性の向上以外にも,エ ネルギー資源の少ない我が国にとって,水 カエネルギーの

発生を高めることはすなわち他の輸入エネルギーの節約につながり,ま た二酸化炭素の

排出問題など,環 境保護の観点からも水力発電が見直されている。長期的展望に立て

ば,エ ネルギー ・環境政策の上からも,発 生電力量の増加は意義深いものと考える。
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8.費 用のケース ・スタディ (奈良田第二発電所における経済比較)
軽負荷ランナを採用する場合,従 来のランナを使用する場合と,本 質的には同一と考

えてよい。

基本的に両者のキャビテーション性能がほぼ等 しければ,落 差に対 して比速度も同一
にでき,つ まり同一の回転速度が採用できるので,発 電機の設計も変わらない。また
キャビテーション性能が同一であれば,水 車の据付位置も変わらない。ランナを中心に
その水力的形状は若千差があるが,建 屋の大きさを左右するほどの寸法差はない。機器
費にも両者に差果はなく,発 電所建屋,土 木費を左右する要素もないため,総 合建設費
も両者変わらないものと考えてよい。

奈良田第三発電所を軽負荷ランナ ・フランシス水車の実証地点に決定するに当たって
行われた経済比較検討を以下に紹介する。

(1) 奈 良田第二発電所の計画地点は,地 形,地 質などの諸条件から,取 水ダム位置,発
電所位置などの制約を受け,ル ー ト検討結果からも落差としては 160m程 度に限定
される。

(2)こ の落差条件と,流 況 (図-8.1)よ り考えて,適 用可能な水車機種は,横 軸フ
ランシス水車と横軸ベル トン水草であり,横 軸フランシス水車では更に従来型と
新型の比較を行う。

(3)最 適の発電規模については,流 量 l o2,1.36,170,2.04,2.38,2,72mヤsで比較し,
最大使用流量は 2.04 maムと決定した。これは 77日流量に相当する。

(4) 機 器費について横軸フランシス水車と,横 軸ベル トン水車の場合で算出し,新 型と
従来型で特にフランシス水車の価格を変えない。

(5) 土 木費,建 屋費は,横 軸のため,各 機種同一とした。
(6)年 間発生電力量の算定には,水 車,発 電機の各機種ごとの効率特性 (図-8.2に

水車の特性を示す)を 使用 した。

(7)新 型フランシス水車及びベルトン水車の運転下限値として,最 大使用流量の200/9ま
でとした。従来型フランシス水車については 40%を 下限値とした。

以上の前提で年間発生電力量を計算すると表-8.1の ようになる。また機種別の建設
単価の計算結果が表-8,2で ある。

表-3.2に 見られるように,kWh当 たりの建設単価の比較では,新 型フランシス水
車の場合が 222円/kWh,ベ ル トン水車の場合が 230円/kwh,従 来型フランシス水車の
場合 244円/kwhで ,奈 良田第三発電所の場合,新 型ランナを採用したフランシス水草が
最も経済性が高いとの結果が得られた。

奈良田第三発電所の場合,軽 負荷ランナの採用以外にも,機 器の簡素化が徹底 して図
られたプラントであり,実 際には更に経済性の向上した開発となっている。
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表-8.2  機 種別建設単価一覧

項苔 玉 ぷ

新型フランシス

水草 ・発電機

従来型フランシス

水車 ・発電機

ベル トン

水車 ・発電機

エ 事 費

建 物 関 係

土 木 関 係

機 械 装 置

そ 他

総 工 事 費

最 大 出 力

年間可能発生電力量

建 設  単  価

百万円

タ

ク

ク

ク

k W

NIWh

千円/kW

円/kWh

0 0

1, 5 2 0

5 0 0

5 6 0

6 8 0

5 0 0

0 4 5

0 7 2

2,

つ
つ

2,

1,

つ
０

つ
０

0 0

1, 5 2 0

5 0 0

5 6 0

6 8 0

5 0 0

2,

10, 999

1 ,  0 7 2

2 4 4

1 0 0

5 2 0

6 0 0

5 6 0

7 8 0

5 0 0

2,

2,

12, 101

1, 1 2

230
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9.留  意  点

軽負荷ランナの開発の目的は,流 れ込み式の発電所を対象にして,少 ない流量でも,

安全に,か つ高効率で運転できる新型水車の開発研究であつた。それゆえ,ダ ム式で

ピーク発電する様な発電所は従来型が通 している場合が多い。ただし,発 電所の形態と

してはダム式であっても,利 水放流に従属 した発電の場合には,当 然流量の変化も多い

ので,充 分新型水車検討の対象となる。また,農 業用水を主体にした発電計画でも,か

んがい期,非 かんがい期での流量変化は非常に大きく,こ の新型水車を採用すれば有利

な運営が期待できる。

ただし,フ ランシス水車の基本的な特性として,比 速度が高 くなるほど運転下限流量

が大きくなり,軽 負荷ランナでは従来ランナに比 してその範囲を拡大できるものの,比

速度の小さい場合の様に 20～ 50%流 量でも,安 全に高効率運転できるというわけではな

い。落差が低 く,比 速度の高い場合には,他 の機種,例 えばチュープラ水車などとの比

較が必要である。
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1 .  は じbに

クロスフロー水車は、小水力発電用水車 として開発され、 19 8 1年 22 2 k Wの 国内
初号機の運転開始以来、 1,  2 0 0 k W以 下の領域で実用化 されている。図1.1に クロス
フロー水車の適用表を示す。

クロスフロー水車では、水圧鉄管より流入 した水がノズル部へ入 り、ガイ ドベーンによ
って上下の流路に分かれて加速整流され、所定の流入角で円筒かご型のランナに流入する。
この場合、反動水車 と違 ってランナ外周の一部 (通常 80～ 12 0度 の範囲)か ら部分流
入する。 ランナ外周の一部 より流入 した水は、羽根を通 ってランナの内部空間を横切 り、
もう一度羽根を通 って外周に流出する。 このように、空中で回転するランナに対 し水が ク
ロスするので、 クロスフロー水車 と呼ばれている。

クロスフロー水車の特徴は次のとお りである。

(1)落 差が 5～ 10 0 mで 比較的小流量の地点に採用される。
(2)ガ イ ドベーンは 1枚 で通常軸方向に軸長の1/3と2/ 3の部分に 2分 割 されてお り、

負荷に応 じて切替運転を行 うことにより広い負荷範囲で良好な効率が保てる。
僧)変 落差特性は、フランシス水車 ・ベル トン水車 と比べ大差がない。
惚)構 造が簡単なため、フランシス水車に比べ部品点数は約 1/2で ある。
(「Dl ラ ンナ軸方向長 さを変えることにより、比速度の変化に対応できるため、比速度

に応 じ水力形状を変える必要がない。 このため、部品点数が少ないことと相 まって
標準化 ・系列化が容易である。

脩)軸 方向スラス トが生 じないのでスラス ト軸受が不要である。
17)ラ ンナ、ガイ ドベーンは鋼板溶接構造を採用 しているため製作時PFI Fが短い。
18)増 速機 ・発電機を含めて共通台床に工場で組立てが可能であるため、据え付けコ

ス トが低減できる。

クロスフロー水車は、ランナを空中で回転させるために、ランナは放水面より上に設置
する必要がある。 このランナと放水面までの高さが据付け上あるいは洪水位等の理由によ
り、大 きくなる場合には吸出 し管を設けてこの高さの一部を回収することがある。 この場
合、後述のようにケーシング内部の気Eが 下が り、ランナが水没する危険があるため、ス
プ リングバルブ等により、少量の空気を自動的に吸気 し、一定の気圧以下には下が らない
ようにする工夫がなされている。

このように、 クロスフロー水車はランナが放水面 より上にあって水車本体の大部分が露
出 してお り、 さらに上部ケーシングの一部が簡単に分解できるため、水車内部の点検 ・保
守が行いやすい水車である。
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2  作 動原理

従来 クロスフロー水車の作動原理は、ノズルにより加速された流れがランナ入 口で噴流
になると仮定 し、ランナ内の流れを図2.1の 破線に示すような流線で代表 させて説明 して
きた。それによれば、ランナ外周より翼列 (第 1段 翼列 と呼ぶ)に 流入 した流れはすべて
ランナ内部を横切 り、再び翼列 (第 2段 翼列 と呼ぶ)を 通 ってランナ外周へ流出すること
になる。 しか し、内部流れの可視化実験により、従来か らいわれている横断流のほかに、
図2.2に 示す ように第 1段 翼列に流入 した流れの一

部はランナ内の空間部に流出すること
な く、翼列内部で反転 して外周か ら流出 して しまうのが観察 された。 この第 1段 反転流は、
ノズルの下側から入った流れに押されて、ノズル上側から入った流れの一部が横断できな
くなるためである。

また、この可視化実験により、ランナ内部の横断流がランナ羽根出口角の影響を受け、
ランナ出口角が大きくなるにつれ、横断流と主軸の干渉が起こりやすいことが、観察され
た。

段反転流

図2.1ラ ンナ内の流れ
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＼

1段 反転流

図 2.2第 1段 反 転 流 の フ 回―パ ター ン

3.性  能

3.1効率

図3.1に、クロスフロー水車の流量に対する効率試験結果を、フランシス水車及びペル

トン水車と比較して示す。比較は比速度 85m― kW,水 車出力0.5 MWの 条件でクロス

フロー水車の効率を 100%と して行った。この図から、完全衝動形のベル トン水車に比

ベクロスフロー水車の変流量特性は良くないことが分かる。これは、ガイ ドベーンを閉じ

ていくことによリノズルの下側流路が急拡大流れとなって剣離 し、損失が増大するためで

ある。 しかし、フランシス水車に比べ、低流量域でランナ出口に旋回流が発生することも

なく、サージングも起こらないので、小流量範囲まで支障なく運転できる。

図3.2は、図3,1と同一の水車の性能を横軸に最高効率点における単位回転速度で無次

元化した単位回転速度として比較している。この図から、クロスフロー水車の変落差特性

はベル トン水車,フ ランシス水車と比べ大差ないことが分かる。

3.2無拘束速度

クロスフロー水車のランナは、空中でガイドベーンから出た流れを受ける。このため、

無拘束状態でのランナの周速度は、ガイ ドベーンから出た流れの周方向成分とほぼ等しく

なる。また、クロスフロー水車の最高効率点におけるランナ周速度は、ベル トン水車と同

様にほぼガイ ドベーンからの流出速度の1/2であるため、無拘束速度は最高効率点におけ

る回転速度 (通常はほぼ定格回転速度)の 約 2倍 となる。

3.3過渡特性

クロスフロー水車では、ガイ ドベーン開度一定の状態で回転速度を上昇させると、ペル

トン水車とは異なり、わずかに水車流量が小さくなる。このため、負荷遮断が起こると回

転速度が無拘束速度まで上昇することにより、水車流量が絞られ、水圧上昇が発生する。

その割合はフランシス水車等の反動水車に比べ小さいものである。
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3 . 4据 付け高さと有効落差

クロスフロー水車ランナは、ベル トン水革 と同様に空中で水を受けるので、ランナの据
付けは、ランナ下端が放水面の波立ちを考慮 して も水面に当た らないすれすれの位置 とす
るのが一般である。 しか し、立地条件などか らランナの据付け位置を下げ られない場合に
は、吸出 し管を取 り付けてランナと放水面間の落差を回収することが行われる。 この回収
は吸出 し管内の空気が、ランナか ら排出された水のか くはん作用により水 とともに吸出 し
管外へ流出 し、ランナ周 りの気圧を減圧することにより行われる。 この場合のHs回 収量
は、吸出 し管の水位 と放水位 との差 とはならず、Hsの 50か ら 80%程 度 となる。 これ
は、吸出し管内が水と空気の混相流となるためである。ランナ周りの気圧が減圧されると
吸出し管内の水位が上昇し、ランナが水没する可能性がある。このため、クロスフロー水
車には真空破壊弁を設置する必要がある。

110
ベル トン水車 フランシス水車

100

50

流量 (%)

変流量特性比較図

100

図3.1

クロスフロー水車
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4  標 準化水車と構造

クロスフロー水車は前述のように標準化 ・系列化が容易であるため、各社独 自で開発が
進められ、シリーズ化が完了 している。図4.1に クロスフロー水車の適用表の例を示す。
図は有効落差、流量が求 まれば水車のランナ径 (D)、 概略回転速度及び概略出力を読み
取 ることができる。 また、図中のアルファベ ットは形式記号を表 し、図4.2に 示す外径寸
法表 と対応 している。各部材に対する標準構造を下記に示す。
4.1ラ ンナ

鋼板溶接構造でできてお り、羽根両端が両側板に等間隔に溶接固定されている。
4.2ケ ー シング

鋼板溶接構造でできてお り、ガイ ドベーン軸を支える軸受が取 り付けられている。ガイ
ドベーン取付け位置より下流側はノズル形状 となっており、流水を加速するとともに、ラ
ンナに対 して効率の良い流れ となるように流水面の形状が決められている。 また、 フラン
ジにて数プロックに分割できる構造 となってお り、コーナケーシングを取 り外す ことによ
り容易にランナ等の分解 ・点検を行 うことができる。
4.3ガ イ ドベーン及びガイ ドベーン操作機構

ガイ ドベーンは鋼板製でガイ ドベーン軸に ピン打ち又は溶接により固定されている。一

般的に、ガイ ドベーンは長手方向に約 211の 比率で 2分 割され、各々単独で操作するこ
とにより変流量特性を改善する高効率運転が行われる。ガイ ドベーン操作機は、付帯設備
が簡単 となる電動操作機が広 く用いられている。

4.4水 車軸及び軸受

水車軸は炭素鋼又はステンレス鋼を使用 し、通常はランナと一体 となっている。水車軸は
軸封水装置を経てケーシング内か ら外部に貫通 し、ケーシング外部に取 り付けられている
二つの軸受により支持される。                          軸
受は、保守 ・交換の容易な転が り軸受が広 く用いられる。水車軸のたわみや据付け誤差が
吸収できるよう自動調芯式の転が り軸受が採用される。
4.5吸 出 し管

鋼板溶接構造でできている。水車中心か ら放水面までの距離が有効落差に対 して小 さい
場合は、吸出 し管の下部は放水面以下 とせず、ランナ排棄水のり「出管 として扱 う。 これに
より、吸出 し管給気弁が省略できる。洪水位等の関係で放水位に対 して水車中心を高 く設
置する必要がある場合は、吸出 し高さを回収するため吸出 し管の下端は放水面以下に設定
する。 この場合は、 コーナケーシングに給気弁を設け、その開度を調整することにより、
運転中の吸出 し管内の水位を適切な位置に保ち、吸出 し高さを有効に回収する。
4 . 6増速機

水車の回転速度は、水車特性及びランナ強度の点で発電所の落差と流量から選定し得る
範囲が限定される。一方、発電機は回転速度を大きく選べば機体が縮小されるので、増速
機で回転速度を増加するとトータルな機器価格が有利となる場合がある。落差が低く、機
器が大型の場合には、増速機を採用する場合が多い。
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5 .規   格

クロスフロー水車は、その開発の歴史は古いものの、国内で実用化されたのは近年に入

ってか らである。 このため、水車の規格、例えば有効落差等を定義する」E C 1 5 1に お

いて も、 クロスフロー水車に関する記述が無い状態である。 しか し、現在改定中の」E C

1 5 1 (新 規格においては」E C 4 0 0 1と なる予定)で は、図5。1に 示す ように有効落

差を定義する等、精力的に規格化が進め られている。

H =

ρ g 2

ρ l + ρ :

ただし 万 車

ここに, H : 有 効落差

pB… :絶 対圧力

V !  平 均流速

: 標 高 差

ρ : 水 の密度

p . 、. 1 - p . 、 れ V 3 2

-一 ―一 十

2 g 2
( z l 一 z = )

( a l )

(Pa)

(D1/s)

( m )

(kg/m3)

g  :  自 由落下の加速度  ( m / s 2 1

添字 1 :  高 圧側指定点

添字 2 :  低 圧側指定点

図5.1有 効落差算出式

-590-



6 .留 意点

クロスフロー水車のランナ長 さ/ラ ンナ径の比は、比速度に比例 して大 きくなる。 この
ため、比速度を大きく選定 した場合、ランナ長 さが長 くな り、強度面に問題が生 じる可能
性があるので、比速度の選定には注意を要する。

■ 使 用実績

7.1使 用実績

500 k W以 上の クロスフロー水車の国内使用実績を下表に示す。

納入先 発電所名 最大出力(kW) 最高落差 (m) 回転速度(rpm)
富山県 大長谷第 5 1,270 62.9 480,0
北海道開発局 鹿の子ダム 792 29.26 279.0
鳥取県日南市 新 日野上 717 23,01 200.0
岡山県 倉 見 710 77.5 730.0
津軽広域水道 津軽 705 59.5 385.0
高知県 桐 見 658 42.5 318.0
山田県 小瀬川 633 27.27 280.0
熊本県 氷川 617 30,7 270.0
水資源公団 室生 ダム 613 43,8 326.0
山梨県 荒川ダム 532 63.3 600,0
北海道電力 壮瞥 507 25,3 500,0

7.2津 軽発電所

クロスフロー水車の使用例 として、津軽広域水道企業団殿向け津軽発電所の仕様を下記
に示す。 また、図7.1に 主機全体図を示す。

(1)水 車仕様
・形  式     横 軸 クロスフロー水車
・有効落差    59.51m
・使用水量    最 大 1.537m3/s
,水車出力    705 kW以 上
・回転方向    発 電機側 より見て反時計方向

(2)発 電機仕様
・形  式     横 軸回転界磁形二相同期発電機
・出  力     720 kVA
・電  圧     6,600V
・電  流    6 2 . 6 A
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入口弁

入口弁サーボモータ

電気部品箱

クロスフロー水車

カバ ー

吸出管
フライホイール

ガィ ドベーン

サーボモータ

増速機

通風 ダク ト

図7. 1 主機全体図
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1. は じめに
一体形水車発電機は、水車ランナベーンの先端に環状のランナバンドを設け、その

外側に発電機のかご形回転子を取付けるというユニークな発想の下に、機器費だけで
なく、土木費も大幅に低減させることによって、従来採算が合わなかった低落差地点
(例えば農実用水等)で も発電所の建設を可能にすることをねらいとして開発したも
のである。
一体形水車発電機は、構造が簡単であるとともに、調速機並びに水車補機類が不要

のため、発電所内機器類が簡素になるので、運転並びに維持管理が容易となる。主な
特徴は次のとおりである。

(1)経 済的で信頼性が高い。

水車発電機が一体となったシンプルな構造で、経済的でかつ信頼性が高い。
(2)コ ンパクトで据付けが容易

水車周辺機器が不要であり、据付けスペースが少ない。
(3)土 木工事費が安価

掘削量が少なく、水圧鉄管路の一部に取付け可能であるから、土木費が節約できる。
(4)屋 外設置

全閉屋外形構造であるから水車発電機の建屋は不要である。

(5)維 持管理が容易
一体形水車発電機の構造がシンプルで、更に水車周辺機器が皆無のため、制御装置

の簡素化が図れ、運転並びに維持管理が容易である。

(6)台 数制御による高効率運転

変流畳水系の場合には 2台以上設置し、流量に見合った台数を運転することによっ
て、高効率運転が可能である。 (異なった容量でも可)

(7)制 御装置がシンプル

調速装置、給 ・排水装置、更には自動電圧調整装置等が不要のため、制御が簡単に

なる。

(8)流 畳調整は不可

水草ガイ ドベーンが固定であるため、単機での流畳調整はできない。ただし、水草
の前段に流量調整弁を設置すれば可能である。
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適用範囲

この水車は、有効落差 3～20m、 流量は単機で0.5～4.Om3/s、単機出力は約10～

600k将である。図-2.1に一体形水草発電機の単機の適用範囲を示す。

,れ二 0(m3/s〕

図-2.1 適 用範囲

なお、この水草は、ランナベーン並びにガイドベーンとも固定式であるから、使用

水量が変化する水系では、 2台 以上のセットを組み合せて使用する。

8.構   造

(1)概 要

図-3.1に 一体形水草発電機の断面構造図及び外形図を示す。

水草ランナペーンの先端に環状のランナバンドを設け、その外側に発電機のかど形

回転子を取付け、充満した水中で回転する。

かご形回転子の表面を平滑な円筒形状 (コーティング)に することで水中回転によ

る損失もわずかである。
一方、固定子の内径側は常時水に接するため、内径側は特殊材質 (磁界に影響を与

えない)の 薄肉円筒によって完全にシールしている。

さらに、固定子巻線は絶縁性並びに耐水性に優れたレジンの真空含浸によってモー

ル ドを行い、絶縁性能向上に万全を期している。

軸受には、油潤滑式 (自蔵)転 がり軸受を使用し、オイルシール及びメカニカルシ

ールによって、油及び水のシールを完全に行っている。

(2)固 定子

固定子は、鉄心及び両端の締金とともに、数個のキーにより固定子枠に取付けてい

る。

(3)固 定子ヨイル

る
と

″

亡ｍ
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コイル絶縁 (F種 )は 、層問並びに対アース等の滞絶縁を完全に施したものを固定
子鉄心に組み込んだ後、レジンタイ ト絶縁方式 (真空一体含浸)に より強国に形成し、
かつ充分な絶縁処理を施している。この絶縁方式は、機械的 ・熱的に優れ、更に耐水
性も強 く、コイルの信頼性向上が図られている。

(4)固 定子部のシール

固定子内径部は常時水が充満するので、シールが必要である。シール方法は、固定
子鉄心内径部に極薄肉の絶縁筒を貼り付け、その両端部を完全にシールしている。

万一、何らかの原因で水潟れ、若しくは外部から雨水等の浸水があった場合は、下
側の ドレーンプラグ部より排出できる構造とし、固定子コイルの保護に万全な配慮を
している。

(5)ケ ーシング

水車ケーシングは2分 割構造で、内側ケーシング、外側ケーシングから成 り、各々

鋼板製溶接構造とし、一体に組み立ててある。 (図-3.1参 照)
(6)ガ イドベーン

ガイ ドペーン (16枚)は 鎌鋼製で、溶接によリケーシングと一体にした固定式ガイ

ドベーンである。

(7)ラ  ン  ナ

ランナは、 5枚 の固定式プロペラ羽根、ランナバンド及びランナボス等から成 り、
ステンンス鋳鋼製で一体構造になっている。 (図-3.1参 照)

ランナ外周部には、発電機回転子が焼賊めされ、回転子とともにオーバハング構造

としている。

(8)か ご形回転子

かご形回転子は、良質のケイ素鋼板をドーナツ状に打ち抜き、その外周部澤に銅バ
ーを組み込んだ構造とし、発電機回転子を形成している。

回転子は、鉄心、鉄心締金及び保護 リングを一体にまとめ、ランナ外周部に焼舷め

し、ビンにて固定してある。

(9)シ ャフト

水車ランナ並びにかご形回転子を支えるシャフトは炭素鋼製を採用した。

(1 0 )軸    受

軸受は、回転部 (水車ランナ及び発電機回転子)の 重皇及び水車スラス トカを受け

るので、上流側は三連組合せアンギュラ玉軸受、下流側は円筒ころ軸受を使用してい

る。潤滑方式はオイルバス式自給油方式としている。

(11)軸封水部

水車軸封水部は、圧力水の軸封水用にメカニカルシール、軸受油の漏油防止にグラ

ンドパッキンシールを用いている。

(12)吸 出し管

吸出し督は、鋼板製溶接構造で、先端をラッパ状とし、吸出し効果を充分に考慮し

た形状をしている。吸出し管は基礎に固定され、ケーシングと吸出し管の間は ドラフ

トベンドで接続きれている。
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( 1 3 )端    子
一体形水革発電機は、屋外構造であるから、主回路並びに制御等のケープル引込口

は、防水構造を採用している。

一体形水草発電機

図-3.1 -体 形水車発電機外形図

規  格
一体形水草発電機は、構造的に在来形水革と発電機を合体した新形構造を採用して

いるが、適用される電気事業法並び関連規格等については、在来形機種と全 く同一で

ある。

実証試験 (群馬県、天狗岩発電所)

天狗岩発電所は、群馬県が国の指導と補助金を受けて 「一体形水革発電装置」を設

置した発電所であり、小水力発電開発のモデルプラント的なものである。

本事業は、既設天狗岩用水 (農実用水)の 第2取 水回の下流約 3k田地点にある遊休

落差を利用して発電所を建設し、最大出力540k将の発電を行うものである。

発電所は、落差7.36m、一体形水事発電機は屋外形構造で、用水路に沿って発電所

を建設し、水路の一部の区間を鉄管路で結び、その途中に水車を組み込んだ形になっ

ている。写真-5.1及び写真-5.2に一体形水車発電機と天狗岩発電所を示す。

弁

弁
口
水

入

制

4.

5.
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写真-5.1 -体 形水車発電機

写真 -5.2 天 狗岩発電所
発生電力は、かんがい期 (6月 1日から 3月25日まで)に は使用水量10。4me/sで

540博、非かんがい期には使用水量2.66me/sで150k甲の発電を行い、東京電力船の一般
配電線路に接続きれている。

農実用水を利用するこの発電所は、季節的に使用水皇が変わるので、一体形水車発
電機を 4台設置し、台数運転制御装置によって水量に見合った運転台数を自動制御し
ている。
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天狗岩発電所の主な諸元を表-5。1に示す。図-5。1に発電所一般平面図、図-5。2に

発電所縦断図、図-5。3に単線接続図を示す。

表-5。1 天 狗岩発電所諸元

出 力 最大 540で W

使 用 水 量 最大 104れ ツ
/S

有 効 落 差 最大出力時 736花

導 水 路

(既設天狗岩農業用水路)
馬怖形暗渠 L=1540れ ,D=35れ
短形開渠  L=1509れ ,W=2 6 77b H=295れ

水 圧 鉄 管
本管 1,L=51 7 5 8れ
条管4,?=22～ 11れ

発 電 所 形 式 流れ込み式

放  水   路
鉄筋ヨンクリー ト開渠, L=13 5 7 7 L , W = 7 5れ

H = 1 3 7 9 れ

水 車 横軸固定羽根 プロペラ, 165酎 ′, 4台

発 電 機
横軸かご形三相交流誘導, 170輸 V,4台 , 420V,

4 2 9 rpm(同 期速度)

変 圧 器 屋外油入自冷式, 9 0 0KVA,1台

ヨ ン デ ン サ 力 率 改 善 用,  8  5 K V A , 4 台

リ ア ク ト ル 始 動  用 , 2 1 7KVA,4台

送 電 方 式 東京電力鶴の漆原線 (66 KV一 般配電線)

監 視 ・ 制 御 遠方監視 ・制御

運 転 方 式 自動台数運転制御
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試験の目的は、この発電装置に関する機能 ・性能 ・耐久性 ・摩耗等の検証を行い、
本発電装置の実用性能と技術信頼性を実証し、併せて、発電所に接続する一般配電線
に及ぼす影響についても実証するものである。

(1)実 証試験項目

(a)一 体形水事発電機

(1)運 転状況調査

(ii)分 解精密検査

(ア)本 体全般

(イ)キ ャン部 (絶縁筒)

(ウ)ラ ンナ部

(工)メ カニカルシール

(オ)絶 縁抵抗測定

(lil)河 川水質検査

(b)制 御装置

(1)運 転状況検査

(il)総 合動作試験

(7)台 数運転装置動作試験

(イ)流 量制御装置動作試験

(ウ)制 御電源装置動作試験

(工)主 機自動起動停止試験

(オ)接 地抵抗測定

(c)配 電線路関係

(1)突 入電流測定

(il)力 率改善確認試験

(111)適 正電圧の確認試験

(2)試 験結果の概要

実証試験の詳細については、 「昭和58年度中小水力標準化モデルプラント設計調査

報告書」 (昭和59年 3月)で 報告されている。

以下に、試験結果の概要について記載する。

(a)運 転時間

実施要領で定められた実証試験の総運転時間は次のとおりである。

号機区分 期 問 運転 時間 (H)

1 号 機
S57 6.11  本 - 9.25 2,5943

2 号 機
S57 6.11  ～

 12.10 4,3137

3 号 機
S57.6。

11  - 9,25 2,5792

4 号 機
S57.6.11  - 9.25 2 , 5 5 1 1

-607-



(b)一 体形水車発電機の耐久性等

新形構造を有するものであるが、機能、性能、耐久性等すべての点で、おおむね

良好の結果が得られ、実用性能並びに信頼性の確認ができた。

発電機固定子の水シール部 (絶縁筒=別 称キャン部)の 材質選定は、一体形水車

発電機の成否を分ける重要事項であり、当初から強化プラスチック系 (FRP)と

硬化塩化ビニール系 (PVC)の 2種類 (2台 ごと)を 採用した。

今回の実証試験結果によると、硬化塩化ビニール系の摩耗量が少なく、強化プラ

スチック系より耐久性に優れていることが判明した。

(c)運 転 ・制御装置
一体形水車発電機の運転 ・制御等に関する諸装置は、機能、性能等について各仕

様を満足するとともに正常に動作し、本プラントの運転に有効であることが確認で

きた。

(d)配 電線関係

従来、誘導発電機が配電線末端に接続された例が少ないことから、種々検討し、

諸対策を行い、その効果を確認するため実証試験行った。

(1)突 入電流抑制効果

リアクトル始動装置使用時の突入電流が定格の 1.4倍に抑えられた結果、発電

機並列時の電圧降下は、リアクトル除外時 4Vに 対し、使用時 1.5V(100V側

換算)と なっており、突入電流抑制効果が確認された。

(ti)力 率改善効果

力率改善用コンデンサ除外時の発電所力率が約60%で あるのに対 し、使用時約

85%と なっており、力率改善効果が確認された。

(ili)適 正電圧確認

重負荷時、軽負荷時とも全地域で適正電圧であることが確認された。

(iv)転 送速断装置

配電線停止時には、転送遮断装置が正常に動作し、保護システムとしての有効

性が確認された。

6. 費 用のケース・スタディ

(1)目   的

天狗岩地点に一体形水車発電機装置を採用するに当たって、この地点の発電プロジ

ェクトとしての経済性の検討を行った。

(2)方   法

天狗岩地点は、農業用水路を利用した発電計画であり、かんがい期 (11■
3/s)と

非

かんがい期 (3日
3/s)とで流況が異なるため (維持用水の関係で発電使用水量は若千

減少している)、 この流況特性にあった運転が可能な水車を既水草機種の中から数種

選定して、これらと一体形水車発電装置との建設費の比較を行った。

経済比較は、開発調査研究委員会の
“
福祉型低落差水力発電システムに関する調査

研究報告書
"((財

)機械振興協会 ・新機械システムセンター 昭 和54年 3月)の 中の

天狗岩地点の検討結果の資料を参考にした。
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また、一体形水車発電装置の建設費は、実証試験に伴う実施設計の結果を用いた。
なお、比較の対象とした機種は、機器の特徴及び機械費の経済性からそれぞれ 1台

構成とし、一体形水車発電装置は、新形機器としての特徴及び実証試験の主旨、将来
の運用面を考慮して 4台構成とした。
比較検討に用いた水車機種は、次の 4種である。
ケース① 横 軸固定羽根チュープラ水車 (バルプ形)  1台
ケース② 横 軸固定羽根チュープラ水草 (S形 直結式) 1台
ケース◎ 横 軸固定羽根チュープラ水車 (S形 増速式) 1台
ケース④ 一 体形水革発電装置            4台

(3)比 較検討の条件

(a)各 ケースとも、発電機は誘導形を採用し、配電線に併入 して運転するものとし、
励磁装置、同期投入装置、電圧調整装置、水車調速機等の省略を図ったものとした。

(b)本 地点の流況から、水革ランナは各地点とも固定羽根とし、ケース①～③につい
てはガイドペーン可動で入回弁を省略、ケース④はガイ ドベーン固定とし入回弁を
設けた。

したがって、変流量対応は、ケース①～③についてはガイドベーンで、ケース④
は入口弁開閉による台数制御でそれぞれ行う方式とし、取水回ゲー トを各ケースに
設けた。

(c)発 電機電圧は、ケース①～③については容量との見合いで配電線電圧の6600Vと
同一とし、ケース④は単機容量が小さいので 420Vと して昇圧用変圧器 (420V/
6.6kV)を 全体で 1台設置した。

(d)建 設費 (概算)は ケース①～③については、前記資料 (昭和53年度)に よる価格
を昭和56年度までの物価上昇を加味して算定した。

ケース④は昭和56年度時点で積算した。
(e)年 間可能発生電力量は、ケース①～③の場合、前記資料によると、 4月 、 5月 の

流量もかんがい期とし、1lBe/sで計算しているので、この 2か月分は 3■3/s(非

かんがい期)に 修正 した。

(f)土 木工事費の積算は、ケース①～③については概略機器配置を作成し、概算数量
をベースに算定した。

ケース④は実施設計の結果から数量を積算して算定した。
(4)経 済比較の結果

O各 ケースの設備仕様の概要を表-6.1に示す。
O経 済比較一覧を表-6.2に示す。
これらの比較結果から、表-6.2に示すごとく、ケース④の一体形水車発電装置に

よる発電プロジェクトは、他のケースに比較して経済的に優位である。
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表-6.1設 侃t概要

ケ ー  ス ① ② ⑥ ④

lR 目 単位 積軸固定羽根
チュープラ

(パルプ形)

横軸チユープラ

(直結式)

同    左

(増速式)

一体形水車

発電装置

有効落差

最大使用水量

最大出力

ｍ

な

ｋＷ

ｉｍ

7.00

11.00

600

同 左 同 左 7.00

11.00

540

水力設備

導

水

路

E  長 m 3 791.602

(既設水路使用)

左

　

左

同

　

同

同 左

(同 左)

3 791.602

(同 左)

水

槽

水

圧
管

路

放

水

管

ゲート

有無

亘 長

寸 法

亘 長

寸 法

無

式

長

法

・卜

有

ダ

　

型

亘

寸

ｍ
　
″

m

ｍ
　
″

有

長=16 . 0

巾=2 . 2～5, 0

高 =3 . 4 6 6～

8.14

4 1 , 0

ゅ2 0
- ゅ 3 . 0

右

開 渠
30,95

敷巾2.8～7.1

高 4.3～1.5

有

左

″

同

39。1

エット部 を除 く

φ2 0

有

左

″

同

有

左

″

同

36 6

エット部 を除 く

o 2 . 0

無

左

０
，
９
左

″

同

４

同

同 左

同 左

同 左
同 左

51.758

ゅ2 . 2
～ φl . 1

無

同 左
3 4 . 4

敷巾13. 6 0
-7.00

高 322～ 1291

水

　

　

車

型 式

出 力

吸出高
回転数

kW

m

r p m

横軸固定羽根

′ドル
・
型チューブ

'ラ

643 X l台
- 1 0

375

同 左
SJ』チューフ

・
ラ

(直結式)
680× 1台

-15

333

同 左

S雪』チ■―フ ラ

(増速式)

+1.0

同 左

横軸固定羽根

ストレート7 ,‐

165× 4台
-1 65

429

主要変圧器 K V A 900× 1台

発

電

機

式

量

圧

形

容

電

Ｗ

Ｖ

ｋ

ｋ

二相誘導
610

6 . 6

左

０

左

同

６

同

同 左 二相誘導
170X4台

0 42

制御方式 遠方常時監視 同 左 同 左 同 左

送電方式 6 6kV配電線 同 左 同 左 同 左
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表 -6.2 経
済比較一覧

夢聖巴定ダ9
(ネ ル ブ形 )

横軸チュープラ
(直結式 )

有 効 落 差

最 大 使 用 水 量

水 車 最 高 効 率

発 電 機 最 高 効 率

水 軍 出 力

発 電 機 容 量

出        力

年間可能発生電力量

建   設    費

k W h 当 たり建 設 費

k W当 たり建 設 費

ぼ/s

%

kW

M W h

千 円

/ /

/ /

/ /

/ /

ク

円/ k ムヽ′h

F n / k w

7 0

1 1 0

8 5 9

9 5

6 4 3

6 1 0

6 0 0

2 3 8 0

6 7 5 , 3 2 4

9 6 , 3 3 6

7 . 7 6 3

1 6 9 , 1 3 0

3 2 8 、0 2 1

7 3 , 5 7 4

2 8 & 7

11255

/ /

8 5 9

9 4 2

6 3 0

6 0 0

同  左

同  左

6 8 2 9 3 6

同   左

7 , 9 0 6

1 8 0、7 2 9

3 2 3 . 8 9 1

同   左

2 8 6 9

1 , 1 3 8 2

/ /

8 ユ5

9 ユ2

6 3 0

6 0 0

同   左

同   左

6 6 9 1 4 0 1

同   左

7 1 6 1 9

1 5 7 、4 5 1

3 3 3 , 9 2 1

同   左

2 8 1 3

1 , 1 1 5 7

7 8 3

9 2 1

1 6 5 X 4 台

1 7 0 X 4 台

540

2420

526.000

同 左

4 1 9 0 0

1 5 8 . 9 3 0

1 9 1 . 7 6 0

同 左

2 1 7 4

9 7 4 1
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7. 一 体形水草発電機採用の留意点
一体形水車発電装置は、 「昭和58年度中小水力標準化モデルプラント設計調査報告

書」 (天狗岩発電所)E昭 和59年 3年、通商産業省 資 源エネルギー庁、財団法人

新エネルギー財団 発 刊]で 報告されたごとく、発電プラントとしての性能及び機能

等については、計画値をおおむね満足する結果が得られた。

今後、一体形水革発電機を採用する場合には、次の点を留意することが肝要である。

(1)仕 様事項の余裕

前述のごとく本水車のガイドベーン及びランナベーンは、固定形を採用しているた

め、一点設計となる。したがって計画の際は、あらかじめ水事発電機の効率、有効落

差の算定に若干の幅 (土裕度)を 持たせることが望ましい。

(2)水 中に含まれる異物対策

水中に含まれる異物類 (ビニール、布切れ、枯草、プラスチック容器等)が 水車ラ

ンナ周辺部に付着し、水車性能低下に伴い、出力低下現象が起こることがある。

このような異物が流下して来ることが予想される地点については、スクリーン等の

構造について対策を講ずることが必要である。

こ本発電所の場合、水革をいったん停止すると異物類が流出し、出力回復が得られ

る。したがって、シーケンス追加を行い、遠方よリワンタッチ操作で水車停止→

再起動→負荷モー ドを実行できるよう改善した。コ

8. 配 電線に接続する場合の留意点

配電線接続に当たって実施した諸対策の効果については、ほぼ想定どおりの結果が

得られ、対策の有効性が確認できた。

したがって、今後配電線に接続する場合には、適正電圧 (95～107V)維 持のため必

要な場合は配電線の増強及び柱上変圧器のタップ調整、配電線停止時の単独運転によ

る人身の安全 ・機器の損傷防止のための転送速断装置の設置、特に誘導機の場合には

さらに並入時の電圧降下防止のための適正容量のリアクトル装置、力率改善のための

適正容量のコンデンサの設置等の必要性について十分検討する必要がある。

なお、一般的に小規模発電所の送電方法については、単に近傍の配電線に接続する

ことにとらわれず、変電所からの距離、既設配電線の状況、発電機特性等を考慮し、

技術的 ・経済的に総合検討してケースバイケースで判断する必要がある。

-612-



第 1 5 章 発 電 所 の 無 人 管 理

1.ヤ まじめに

2.基 本構想及 び検討 フロー

615

615

615

615

617

617

617

626

636

636

636

637

637

639

643

648

648

648

3.設 備及 び方式の検討

2.1基 本方針

2. 3検 討 フロー

31土 木設備

3. 2電 気設備

4.3設 備概要

5 . 留 意 点

51監 視制御方式

5, 2運 転保守

2.2適 用条件 (適用範囲)

4.実 証試験 (取水設備の完全 自動化実証試験)

41実 証試験適地の選定

4.2熊 川第一発電所の概要

4.4既 設取水設備の調査結果 (事前調査結果)

4 . 5完 全 自動化の設計

46実 証試験結果

- 6 1 3 -



1.  ヤまじめに

完全無人管理発電所は、従来の無人発電所の監視制御、すなわち
“
技術員は必ず技術員

駐在所に駐在し発電所の監視をする
"の

方針に対して、技術員駐在所から一切の
“
監視,

制御計測を行わない発電所であり、保守についても原則的にほとんど人手をかけない
"こ

とを基本とした自己完結型の発電所である。
このためには、発電所を構成する個々の設備について、従来以上に、自動化,省 力化を

一層進める必要がある。

土木設備の現状は、取水設備が洪水山水時の上砂,塵 芥等の流入防上のため自動取水停
止を行っているが、減水後の自動再取水を行っている例は極めて少ない。

したがって、人手をかけない自己完結型にするためには、取水設備の完全自動化が前提
となる。

電気設備の現状は、既に無人化されている発電所が多く、ほとんどそのままでも自己完
結型としての機能を果たすことができる。

しかし、完全無人管理発電所としての基本である、技術員駐在所から一切の監視,制 御,
計演1を行わない趣旨から、監視制御方式としては、 「発変電規程」の随時巡回方式を準用
するが、随時巡回に代えて保安通報装置を設置するものとした。

2 基 本構想及び検討フロー

211 基 本方針

従来の無人発電所の監視待1御は、遠隔常時監視制御方式及び随時監視制御方式の2
種類に分類されており、技術員は必ず技術員駐在所に常駐し、発電所の監視をしてき
た。

今回目指している発電所は、技術員駐在所から一切の監視,制 御,計 測を行わない
発電所であり、 「発変電規程Jに 規定された随時巡回方式に準じた方式である。
各監視待J御方式の比較は表-21に 示すとおりである。
一方、取水設備の現状は、洪水出水時の自動取水停止は行っているが、減水後の自

動再取水を行っている例は極めて少ない。

したがって、人手をかけない自己完結型にするためには、取水設備の完全自動化が
前提となるのであり、これによって、取水から発電にいたるまでのすべてのシステム
が技術員の判断によらず、全自動で制御することが可能になる。

また、保守についても原則的にはほとんど人手をかけない発電所であるから、発電
所を構成する個々の設備についても、従来以上に自動化,省 力化をよリー層進めたも
のである。

212 適 用条件 (適用範囲)

完全無人管理発電所の適用条件としては、発電所が事故停止しても、河川利用上、
第二者に影響を及ぼすおそれがなく、電力供給上需要家に与える影響は無く、直配設
備を持たない流れ込み方式発電所を対象とする。また、この発電所は、万一の場合に
は、長時間放置されることも考え、構造面から比較的強固な横軸方式が採用可能な
2,000kW以下を当面対象とする。
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表 2 . 1  監視 制 御 方 式 の 比 較

完全無人管理

発  電  所

従 来 の 無 人 発 電 所
関係法,規 程

舶時監視制御方式 随 時 巡 回 方式

監視制御方式

遠隔監視

制御装置

随 時 巡 回

発電所異常監視

巡 視

点 検

随時巡回を準用

保安通報装置

定期巡視

普通 :土木,

1回/月

普通 :電気,

1回/月

精密 :土木,

1回/月

精密 :電気,

音通に―元化

定期点検

普通 :土木,

1回/6か 月

普通 :電気,

精密にち元化

精密 :土木,

1回/2年

精密 :電気,

1回/5～10年

随時監視制御

施設する場合が

多い

(特に記載なし)

保安警報装置

定期巡視

普通 :土木,

1回/月

普通 :電気,

1回/2週

精密 :土木,

1回/月

精密 :電気,

1回/月

定期点検

普通 :土木,

1回/6か 月

普通 :電気,

1回/3年

精密 :土木,

1回/2年

精密 :電気,

1回/5～10年

要

数回/月 程度

以上

定期巡視

普通 t土木!

1回/月

普通 :電気,

1回/2週

精密 :土木,

1回/月

精密 :電気,

1回/月

定期点検

普通 t土木,

1回/6か 月

普通 :電気,

1回/3年

精密 t土木,

1回/2年

精密 t電気,

1回/5～10年

・発変電規程

(lEAC)
。第2.1条

・電気設備技術

基準,56条
。発変電規程

(!EAC)
・第2 1条 ,

第2.2条
・発変電規程

(lEAC)

第2.2条
・電気設備技術

基準,56条
・発変電規程

(lEAC)

第4 . 1 4 条
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さらに、第5次発電水力調査の結果と対比して見ると、今後開発される発電所の約
90%が流れ込み方式であり、発電所出力 2,0001W以下が48%と約半数を占めることか
ら、広く適用できるものと考える。

2(3 検 討フロー

土木設備の設計は、従来の流れ込み式発電所の設計と基本的には同じであるが、完
全無人管理発電所という観点から、取水設備の完全自動化に主眼をおいた。
電気設備は、既に現状でも無人化されている発電所が多く、ほとんどそのままでも

自己完結型としての機能を果たすことができる。

しかし、完全無人管理発電所としての基本である、技術員駐在所から一切の監視 ・

制御 ・計測を行わない趣旨から、監視制御方式としては随時巡回方式を準用し、また、
運転管理も極力人手をかけない発電所とするために、さらに合理化,省 力化に主眼を
おいた。

図-21に 完全無人管理発電所の検討フローを示す。

3.設 備及び方式の検討

31 土 木設備

(1)事前調査 ・検討

① 調 査 ・検討項目

完全無人管理発電所を設計するための調査 ・検討は、従来の流れ込み式発電所
を設計する場合と基本的に同じであるが、取水設備等の自動化と事故時の長期間
放置による溢水電力量を低減するため、 22項 の適用条件を満足する発電所につ
いて、さらに下記の4項 目について調査 ・検討を行う必要がある。

1)水文 ・気象調査

2)安 全 ・環境調査

3)塵芥 ・流木調査

4)動 力電源調査 ・検討

② 水 文 ・気象調査

河川は上流域の地形 ・地質特性や融雪,梅 雨,台 風出水等によって河川流量,
流出土砂量に相連が見られる。

洪水による取水停止、並びに減水時の再取水についてその条件を決めるため、
河川流量及び流出土砂量について詳細な調査を行う必要がある。

なお、流域が火山灰質のような特殊な地点では、河川濁度,流 出土砂の粒径及
び比重についても調査を行う必要がある。

③ 安 全 ・環境調査

取水設備の完全自動化により、自動放流させるので、人身の安全確保が図れる
放流方法を決めるため、下流の河川状況 (狭さく部断面等)の 調査を行う必要が
ある。
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さらに、既得利水,漁 業及び観光施設等がある場合には、放流について規制を
受ける場合が多いので、下流域の実態を調査しなければならない。

④ 塵 芥 ・流木調査

流れ込み式発電所において、除塵対策は発電所の運用上重要な課題の一つであ
り、それいかんによっては発電所の運転に影響を及ぼすものであるが、既に現状
でもスクリーンロ幅の改良や自動除塵機の採用等により運転保守の合理化が行わ
れている。

取水設備の完全自動化のため、取水口近傍には各種検出装置を設置するが、こ
れらの装置は塵芥 ・流木等の影響を受けないようにする必要がある。

また、流木の種類,量 ,時 期等について調査し、堆砂計,水 位計等は流木等の

状況によっては損傷防止対策 (設置場所,防 護方法)を 行う必要がある。

⑤ 動 力電源調査 ・検討

取水設備の自動化構想に基づき、取水設備の操作及び制御に必要な電源を確保
する方法について調査 ・検討する必要がある。
1)電源設計に当たっては、取水設備の電源システムを考慮した自動化概略設計
を行い、所要電源の電圧 ・容量等を決める。

2)電源を確保する方式として次のケースが考えられるが、信頼性 ・経済性等に
ついて比較検討し、有利な方法を採用する。

(a)当該発電所からの専用配電線 (水路線)を 建設し受電する所内電源方式
(b)取水設備近傍に営業用配電線がある場合、これから受電する商用電源方式
また、上記2方式が経済性に劣る場合には、内燃力発電装置又は太陽光発電装

置の導入について調査 ・検討する必要がある。

内燃力発電装置を確実に運転するためには、適当な間隔で運転し、起動用蓄電
池を充電する方法と、太陽光発電装置を使用して充電する方法がある。太陽光発
電装置を使用する場合は、ソーラーセルの設置場所及び日照時間 。日射強度等,
太陽光発電計画に必要な気象状況を調査する必要がある。

(2)操作フローの検討

取水設備の完全自動化の設計は、河川状況 (水位,堆 砂)を 検出装置により自動
検出し、河川状況に応じた条件設定に基づき取水日制水門,ダ ム排砂門及び沈砂池
排砂門の操作を連動化し、自動的に行わせる操作フローの設計と最適な検出装置の

選定を行うものである。

操作フローの設計に当たっては、河川状況に応じて、洪水時に自動取水停止, 自
動再取水を行う決水時操作フローと、平常時に沈砂池の自動づ:砂を行う平常時沈砂
池排砂フローの設計が必要である。

① 洪 水時操作フロー

洪水時操作フローは、洪水時に適切な取水停止 。再取水を行うため、各種ゲー
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卜の自動化の操作手順を示すものである。

(1)取水停止及び再取水の条件

取水停止は、洪水時の多量の上砂流入による 「水路工作物及び水車」の損傷

防止や塵芥等による取水障害防止のために行うものであり、再取水は洪水終了

後多量の上砂流入のおそれが無くなった時点で取水を再開するもので、塵芥等

は自動除塵機を採用することで比較的容易に無人化が可能である。

したがって、取水停止及び再取水の条件は、多量の上砂流入のおそれのある

「河川流量 (水位)」 とした。

これらの条件は次のように設定する。

(a)取水停止は、河川流量が増加し、著しい土砂流入のおそれがある場合に行

うものとする。この時の河川流量は、計画地点の近傍の既設発電所の取水停

止時の河川流量 (水位)及 び保守管理員の意見等を参考に設定するものとす

る。

(b)再取水は、河川流量が減少し、著しい土砂流入のおそれが無くなった場合

に行うものとする。特に減水時には河川の
“
濁り

"が
少なくなっても土砂含

有率は高いので注意を要する。

(2)増水時における取水日前面の排砂方法

増水時に取水口前面の堆砂がある場合には、取水停止前に取水口全面の排砂

を行う操作フローも考慮するものとする。

(3)減水時における沈砂池の排砂方法

平常時の沈砂池排砂頻度が多い地点においては、再取水前に沈砂池の排砂を

行う操作フローも考慮するものとする。

図-3.1に 洪水時操作フロー (標準)を 示す。

② 平 常時沈砂池排砂フロー

平常時沈砂池排砂フローは、沈砂池の排砂を自動的に行わせるため、必要な各

種ゲートの操作手順を示すものである。

流砂量が多く、平常時でも沈砂池の排砂頻度が多いと予想される地点について

は、取水日の完全自動化と同時に沈砂池の排砂も自動化することで運転保守の合

理化が図れる。

(1)予備放流及び時間

平常時の沈砂池排砂は、洪水時に排砂する場合と異なり、平常時の運転中に

排砂作業を行うので、排砂放流による河川の急激な水位上昇を防止するため、

予備放流を行う必要がある場合には、予備放流の流量及び時間の設定をする必

要がある。設定に当たっては、下流河川の状況にもよるが、 「河川法第48条
・危害防止のための措置」に基づき、同法逐条解説に示されている水位上昇3

0分間に30～ 50/分 cm程度を満足しなければならない。

(2)排砂方法及び排砂のための流量及び時間

沈砂池形状 (単槽か2槽,敷 勾配)、 排砂門の容量、流入土砂量及び堆砂状

況を勘案し、排砂に必要な流量とその継続時間を設定する必要がある。

図-32に 平常時沈砂池排砂フロー (標準)を 示す。
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(3)検出装置の検討

① 水 位計

a 水 位計の種類

水位計の種類は、フロート式とフロートレス式に大別され、検出方式は、次
の 〈イ)～ (ホ)に 分類される。

(イ)フ ロートウェイト式

(口)触 針式

(ハ)電 気式

(工)圧 力式

(ホ)超 音波式

各水位計の仕様は、表-31に 示すとおりである。

水位計は、取水停止時及び再取水時等のゲート制御を行うために設置するも
ので、洪水初期の急激な水位上昇及び減水時の水位低下等の水位変動に追従で

きることが必要である。

また、再取水に当たっては、ダム排砂門が全開しているため、河川水位が著
しく低下することから、測定範囲についても、十分配慮する必要がある。

b.取 付け位置

水位計の取付け位置は、正確な水位を検出できる場所を選定する必要がある。

特に再取水時には、ダム排砂門が全開しているため、河川水位が下がることに

十分配慮する必要がある。

c 損 傷防止対策

水位計は、洪水時に転石及び流木等が直接当たるおそれがあるので、転石 ・

流木対策を施す必要がある。

② 堆 砂計

a 堆 砂計の種類

堆砂計は、検出方式の違いにより次の (イ)～ (ハ)に 分類される。

(イ)熱 式堆砂計

(口)機 械式堆砂計

(ハ)超 音波式堆砂計

各堆砂計の仕様は、表-33に 示すとおりである。

機械式堆砂計は、堆砂がヘ ドロ状の場合は、重鍾が堆砂位より沈下するため、
ワイヤロープの緩みが無くなり、検出できない場合がある。
この堆砂計の適応流速は、2～ 3m/s以 下が望ましく、流速が速いと重錘

が流され、検出しないおそれがある。

超音波式堆砂計は粒度等に影響されないが、流速が 1.Om/s以 下に限定さ

れる。

b 取 付け位置の選定

取水日前面の堆砂計の取付け位置は、取水日から流入する土砂を的確に把握

できる位置とし、塵芥 ・流木等の影響の少ない所が望ましい。
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種

類

出

式

検

方
構 造 図 原 理

測 定 範 囲

(精 度 )
特 徴

フ

ロ

|

ト

式

ウ

エ
イ
ト
式

フ

ロ

ー

ト

水位変動に伴う
フロートの変化
をプーリの回転
により電気信号
に変換する方式

0～ 100m

( ±l c ■l )

構造が簡単で堅
牢

保守が容易

波浪による影響
がある
(波防管必要)

触

　

針
　
式

電極の水面接触
状態をマイクロ
モータで追従し、
プーリの回転に
より電気信号に
変換する方式

0～ 10m

(± l clll)

設置が比較的簡
単

フ

ロ

|

ト

レ

ス
　

　

式

電
　
　
気
　
　
式

電
　
極
　
式

水位か固定され
た棒状電極に達
すれば、電気的
変化として検出
する方式

(± l clll)

設置が簡単で保
守が容易

静
電
容
量
式

田
ぼ
慨
電

手

棒状電極により
水位の変動を電
気的特性 (静電
容量)の 変化と
して検出する方
式

0～± 0. 5 m

(±1 0%FS)

設置が比較的簡
単で保守が容易

圧
　
力
　
式

水中に圧力検出
器を設け、圧力
変化を電気信号
に変換し、検出
する方式

0～ 100m

(±0.50%FS)

設置が比較的簡
単で保守が容易

比重の異なる流
水の場合は誤差
が生じる可能性
がある

超
音
波
式 ―

超音波パルスを

水面に送波 し、
水面から反射さ
れる超音波の伝
播時間を水位に
変換 し、検出す
る方式

03～ 30m

(±1 0%『 S)

流水に接触する
ことなく水位を
測定できる
水面に塵芥 ・流
木等がある場合
は誤差の生 じる
可能性がある

表 3 1 水 位 計 の 仕 様
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出

式

検

方
構  成  図 原 理 特 徴

熱

式

堆

砂

計

熱伝達用ヒーターに近接する感温

体が土砂に埋没するとヒーターか

らの熱伝達が容易になり、2対の

感温体に温度差が生じる。この温

度差を IC判 別回路により、電位

差として検出し、土砂堆積の
“
有
"

“
無
"を

判別する。

検出土砂は、ヘ ドロ

から砂利 (φ50m/

巾まで。ただし荒砂

利となると検出不可

測定可能流速は特に

無し。

機

械

式

堆

砂

計

堆砂検出用
リミフトスインテ

出 力

ワイヤ。一/

重 ク

ワイヤロープの先に取り付けたお

もりが当初設定 した堆砂位に達す

ると、ワイヤロープが緩み、検出

スイッチが作動 し、堆砂の
“
有

"

“
無

"を
判別する。

検出上砂は、ヘ ドロ

状のものは感知 しな

い場合もあるが、締

まった状態であれば

よい。一般の河川で

は、礫でも可

測定可能流速は2～

3m/s 、 余 り流速が

速いとおもりが流さ

れて感知 しない場合

もある。

超

音

波

式

堆

砂

計

水中に取り付けられた発信器から

超音波を発射して堆砂面までの浮E

離を超音波パルスの伝播時間で計

測する。

測定可能流速は

1.Om/s以 下

計測スパン

不感知部 :10m

最大計測距離

:20,Om以下

その他

発信器は、水中に常

に没するように取り

付ける。

表- 3 3 堆砂 計 の 仕 様

-625-



沈砂池下流端近傍の堆砂は、流水によって土砂が巻き込まれて水路内に流入

するおそれがあるので、沈砂池の堆砂計の取付け位置は下流端ではなく、ゃゃ

■流側が望まし, 。ヽ

c.損 傷防止対策

取水日前面の堆砂計には、洪水時に転石及び流木等が直接当たるおそれがあ

るので、転石 ・流木対策を施す必要がある。

(4)その他

流れ込み式発電所では、除塵対策は発電所運用上重要な課題の一つであり、完全

自動化,省 力化を推進する完全無人管理発電所の設計に当たっては、除塵設備に自

動除塵機を採用する必要がある。

自動除塵機の設置については、次の点に留意することが望ましい。

a 渓 流取水及び開渠等がない場合は、沈砂池スクリーンに設置することが望まし

ヽヽ。

b 導 水路等から塵芥の流入するおそれのある場合は、水槽スクリーンに設置する

ことが望ましい。

取水口については、比較的大きな流木 ・塵芥の流入防止を図るため、強固で目

幅の大きな (10～ 2 0 clll)縦型スクリーンを設置するのが望ましく、沈砂池又

は水槽には、水車側から要求される目幅の小さな (2～ 5 cm)縦型スクリーンを

設置するのが望ましい。

312 電 気設備

電気設備は、設備の簡素化,合 理化,標 準化の下に信頼性の高いメィンテナンスフ

リー化の図れる機器,装 置の採用を基本的な考え方とし、監視制御方式としては随時

巡回方式を準用し、その思想に基づき合理的設計を行うものとする。さらにシステム

に自動再起動機能を持たせるとともに、保安通報装置を導入することによって、極力

溢水の防止を図るものとする。

(1)発電機器

発電機器はメィンテナンスフリー化を図るために、構造設計上からは次の項目に

重点をおき、巡視 ・点検回数の低減を図るものとする。

① 機 能上省略可能な装置の削除

② 確 実な事故停止装置の採用、又は放置運転に耐える構造の検討

③ 長 寿命部品の採用

④ 標 準化機器の採用と、消耗部品の定期的取替えの推進

⑤ 防 災及び無公害化への配慮

完全無人管理発電所では、万一発電所内で事故が発生した場合には、水車発電機

を確実に停止すると同時に、保安通報装置によって事故停止を外部に知らせ、速や

かに処置して、長期間の停止を避け、溢水の防止を図ることが望ましい。確実な事

故停止装置として、バックアップによるガイドベーン閉鎖装置による方式と入口弁
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の非常時の重錘閉鎖装置による方式等がある。また放置運転に耐える構造として、
小容量では、長時間無拘束速度で放置しても問題の無い水車発電機も開発 (無拘束
速度設計)さ れており、このような水車発電機の採用についても検討する必要があ
る。

また、監視制御方式として随時巡回方式を準用することによって、技術員はその
発電所に出向き、発電所の監視及び機器の操作をその発電所において行い、通常は
発電所の監視等を必要としない。それゆえ従来の随時監視制御方式を採用した場合
に比べて、制御及び保護方式は更に合理化をすることが可能となった。

a 水  草

水車本体は次の点に重点をおいて設計する。

① 事 故停止装置を採用しない場合、長時間の無拘束速度に耐える構造
② ス テンレス製ランナの採用等長寿命化

③ 発 電機軸受との共用による水車軸受の省略等構造の簡素化
④ ガ イ ドベーン・入口弁操作機構の無給油方式
⑤ 無 給水式主軸封水装置の採用

⑥ 電 動サーボモータの採用 (ガイドベーン、入口弁)
④ パ ッキン,計 器など標準品の採用と予備品点数の低減
各種の装置は、油 ・水を可能な限り使用しない構造とし、同時に水車補機の省略、

あるいは簡素化の図れるよう、また運転保守の省力化が望める設計とする。

b 発 電機

発電機は次の点に重点をおいて設計する。

① 事 故停止装置を採用しない場合、長時間の無拘束速度に耐える構造
② 発 電機固有G D2の 採用

③ 一 体含浸絶縁方式など耐久性構造の採用

④ 軸 受の空冷化又は油自蔵式の採用

⑤ ブ レーキの省略又は電磁ブレーキの採用

⑥ ブ ラシレス励磁方式の採用

④ 出 口管通風方式の採用による発電所強制換気装置の省略
最近の中′!容ヽ量発電機では、ほとんどの場合、発電機固有のフライホイール効果

のみで、特別にフライホイールを付加していない。この場合、負荷遮断時には、無
拘束速度まで速度上昇することが多い。それゆえ、短時間の無拘束速度に耐える構
造にしているため、強度に対しては問題になることはほとんど無いが、長時間無拘
束速度を続けた場合には、軸受の温度上昇 ・振動については設計上留意する必要が
ある。長時間の無拘束速度設計にすることによって、軸受構造が大幅に変わり、価
格上昇が大きい場合には、事故停止装置を設置する場合と比較して、いずれを採用
するか検討する必要がある。

c 補 機
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e

補機は次の点に重点をおいて設計する。

① ス ピーダレス調速機の採用と、応水運転のための水位調整装置の採用

② 空 冷式又は油自蔵式の主機草由受の採用による潤滑装置の省略

③ 空 冷式軸受及び無給水式主軸封水装置の採用による給水装置の省略

④ 発 電所内の自然排水の推進と排水ポンプの省略

補機は可能な限り省略することを条件とし、省略しないまでも、極力、簡素化を

図ることが必要である。

水車発電機の補機については、水車ガイドベーンの電動操作化,軸 受の空冷式又

は油自蔵式の採用,無 給水式主軸封水装置の採用,ブ レーキの省略又は電磁ブレー

キの採用等を検討し、積極的にメィンテナンスフリー化を図るものとする。

調速機は、直配のない発電所を対象にしているため、単独運転を行う必要がない

ので、スピーダレス調速機とし、通常の運転は水槽水位による応水運転とする。

変圧器

屋内設置の変圧器は、防災面,保 守面で有利な乾式,モ ールド式を採用する。

配開装置

配開装置は次の点に重点をおいて設計する。

警報の廃止に伴 う軽故障の省略

マイクロプロセッサの採用

計器の削減及び記録計の省略

無接点 リレーの採用

真空遮断器の採用

保安通報装置の電源

技術員駐在所には技術員の常駐を必要としない。それゆえ重故障時に水車発電機

を非常停止させることは当然必要であるが、重故障に至るまでの軽故障内容を技術

員に警報し、その判断によって処置をとる必要はなくなった。また、発電所の監視,

制御,保 護装置及び同期機の場合の自動電匠調整器,電 動サーボモータの制御部を

マイクロプロセッサの採用により集約した多機能形の一体形制御装置の導入も検討

する。

保安通報装置の電源については、水車発電機事故停止時に、同時に送電線も停止

に至る場合を考慮し、保安通報方式により電源方式 ・蓄電池容量を決める必要があ

る。

(2)制御及び保護方式

at監 視制御方式

監視制御方式は随時巡回方式を準用するが、随時巡回に代えて保安通報装置を設

置する。

完全無人管理発電所は、発電制御など遠方から一切の監視,制 御,計 測を行わな

い発電所であり、かつ、発電所の応水運転,事 故時の停止,洪 水時における取水設

①

②

③

④

⑤

⑥
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備の完全自動制御など、技術員の判断によらず、すべて無人で自動的に操作する自
己完結型を目指した発電所である。

したがって、監視制御方式は、随時巡回方式を準用することにより、技術員が技
術員駐在所に常時駐在している必要はなく、また、保安警報装置の設置の必要もな
いが、発電所事故停止に伴う保安上の問題,溢 水電力防止の点より保安通報装置を
設置することにした。

完全無人管理発電所は、流れ込み式で、直配設備を持たない当面 2,000tW以下に
限定しているが、随時巡回方式の適用は現状の 「電気設備に関する技術基準」では
5001W以上では許可されていない。しかし、この監視制御方式が新しい試みである
ため、当面500kW未満の出力に限定するが、将来は供給信頼性の向上、電力系統容
量の増大に伴う中小水力発電所の系統への影響等を予想して、 2,000kW以下とする
こととした。

b`計 演r項目

常時監視を行わないことから、計測装置は必要最小限とする。また遠方操作も行
わないので、遠方計測も行わない。

水車発電機は停止から運転、又は運転から停止まで、すべて自動制御されるため、
計演1項目は次のとおりとする。

① 水 車 ・発電機軸受温度

② 発 電 (送電)電 圧

③ 発 電機電流又は電力

④ 電 力量

C 制 御 ・操作方法

機器の運転 ・停止操作はすべて発電所内で行い、遠方制御は行わない。機器の操
作,制 御に対する考え方は次のとおりとする。
① 運 転,停 止

運転,停 止は応水による全自動とする。
② 負 荷調整

負荷調整は、水位調整装置による自動運転とする。
③ 電 圧調整

発電所の単独運転は行わないので、並列後は自動力率調整装置によるものとす
る。 (同期発電機の場合)

④ 送 電線遮断器

送電線事故時には、送電線電圧回復後一定時限で自動投入するものとする。

dt状 態表示

状態表示は 「運転」と 「停止」のみとする。
水車発電機の操作は、 「運転」又は 「停止」のみであり、起動から負荷状態 (運

転)ま で連続して自動制御されるため、状態表示は 「運転」と 「停止」のみとする。
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なお、水車発電機並列用遮断器及び送電線路用遮断器の開閉表示は、発電所に状

態表示する。

e 保 護方式

(a)発電所内部の発電機器の事故等はすべて 「非常停止」とし、故障分類に軽故障

は設けない。

的)送 電線側の事故、又は水槽水位低下の場合には、事故回復後又は水槽水位回復

後は再起動できる 「再起動可能停止」とする。

(c)発電所に故障内容を分類表示する。

発電所の安全運転のため、電気的 ・機械的故障に対して保護手段が講じられるが、

完全無人管理発電所に対する保護方式の考え方は次のとおりである。

a′ 技 術員の駐在所常駐を義務づけていないため、従来行われている軽故障時の警

報は省略する。軽故障の内容を吟味し、他のバックアップの無い項目のみ停止と

した。

げ 停 止は、水車発電機の運転継続が困難な故障はすべて非常停止 (861)と する

が、発電所の停止は、送電線事故などの外部事故による場合が多く、溢水電力を

低減する上から、外部事故回復時に再起動できる再起動可能停止 (886)と する。

また、水槽水位の異常低下も再起動可能停止とする。

c′ 「 非常停止」 (861)さ せる項目は次のとおりとする。

故 障 項 目 番長 簡 考

主 回 路 地 絡
過   電   流 5 1

過 度 1 2 必要な場合のみ

軸 受 温 度 上 昇
電 動 サ ー ボ故 障 8 6 D M 必要な場合のみ

所 内 電 源 異 常 27H
自 動 制 御 故 障 86C

63Q号 必要な場合のみ

直流制御電圧低下
直 流 恒 路 地 絡 64D

火 災 28F

ざ 再 起動可能停止

「再起動可能停止」 (866)さ せる項目は次のとおりとする。

故 障 項 目 器具番号 備 考

送 電 線 地 絡 151G

送 電 線 過 電 流

送 電 線 不 足 電 圧

周 波 数 異 常

水 糟 水 位 低 下 33H L
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① 電 動サーボモータを採用している場合には、電動サーボ故障 (86DM)は 、
次の内容等をまとめて一括故障とする。

・操作電源電圧低下
・過負荷

② 自 動制御故障 (86C)は 、マイクロプロセッサ等自動制御部が故障した場合
には、運転の継続は困難と判断し、非常停止とした。なお自動制御故障には次
の項目等が含まれている。

・運転停止渋滞
・水位調整制御渋滞

③ 直 流制御電圧低下 (80)に関しては、電動サーボモータの場合には直流電源
が制御電源のみではなく、操作電源も兼ねることになるので、非常停止とした。

④ 直 流回路地絡 (64D)は 、直ちに主機の運転に支障はないが、正負両極の接
地に波及した場合など危険が多いと考え、一定時間経過した後も地絡が継続し
ている場合は、非常停止させることにした。

⑤ 同 期発電機における単独運転を防止するため、また、誘導発電機における自
己励磁現象を伴う運転を防止するため、周波数継電器を設け、再起動可能停止
に入れた。

e′ 主 回路接続方式

完全無人管理発電所における標準的な主回路接続方式は次のとおりである。
図-3.3同 期発電機標準単線結線図の例

図-34誘 導発電機標準単線結線図の例

同期発電機及び誘導発電機の標準的な単線結線の例を示しているが、いずれも
卸売電気事業者の発電所の場合とした。

なお、同期発電機の場合、過電流継電器 (51)が十分動作し得る短絡電流を流
し得る場合などには、発電機の中性点側に変流器を設けるものとする。 (下図参
照)

(3)保安通報装置

遠隔常時及び随時監視制御方式の発電所における保安警報装置は省略するが、
発電所が事故停止し、放置すれば長時間溢水することになるので、これを防止す
るため技術員又は連絡補助員に連絡する最小限の保安通報装置を施設する。
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図-33 同 期発電機標準単線結線図の例
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図-3.4 誘 導発電機標準単線結線図の例
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完全無人管理発電所は、出力が小さく、また流れ込み式のため系統運用面への影

響が少ない発電所を対象にしているので、管理所で計測、表示等による発電所の機

器及び運転状況を把握する必要性が無いと判断し、監視制御方式も技術員の常駐を

必要としない随時巡回方式を準用することにした。

しかし、随時巡回方式は保安警報装置が無いため、発電所が事故停止してもその

把握が遅れ、復旧に長時間を要し、その間の無効故流が多くなり、不経済な発電所

となるおそれがあるので、巡回に代わり保安通報装置を設けることとした。

したがって、発電所が事故停止した場合のみ、その情報を技術員又は連絡補助員

へ知らせる保安通報装置を施設するものとした。通報先は、管理所又は管理所へ連

絡するための連絡補助員とする。

完全無人管理発電所における通報方式には、次に示す各方式があるが、その選定

に当たっては、通報距離、発電所地点の立地条件等により個別に検討し、信頼性と

経済性を総合して決める必要がある。

① 通 信ケープル方式

② 無 線方式

③ NTT加 入方式

④ 電 力線搬送方式

⑤ モ ニタ方式

8,通 信ケーブル方式 (有線)

発電所と管理所との間に専用通信ケーブルを敷設し、そのケーブルに信号を送り、

情報を伝達する方式である。システムが最も簡単で運用も容易であり、信頼性も高

く、短距離の場合は経済性に優れている。

b 無 線方式 いHD

(a)パーソナル無線方式

市販されている超短波 (VHF)無線機により情報を伝達する方式で、発受信局間

の距離が短く、中間に障害物が無い地形条件が良い場合には、設備費は安価であ

る。しかし、長距離、山間で中継局を必要とする場合には、中継局の設備費が高

くなるので不利となる。又、混信を受ける場合があり、信頼性に劣るところがあ

る。

い)移 動用無線方式

本方式は、例えば、送電線の保守に使用しているような専用の周波数を有する

無線機を使用する方式で、パーソナル無線方式に比べて出力が大きく、信号 (情

報)伝 達距離も長い。しかし、見通しの悪い山間地等地形条件の悪い所では、ア

ンテナ設備、中継局等の設備が必要となり、設備費用が高くなること、また専用

電波の確保がますます困難になること等、問題が多い。

c NTT加 入方式

(a)NTT専 用回線方式
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NTT専 用回線を使用して情報を伝送する方式で、NTT専 用回線に空き回線
がある場合、専用線として直接通報を行うことができる。

NTT回 線利用のため、工事費が安く、年経費も専用線使用料のみで経済的な
方式である。

い)NTT加 入電話方式

NTTの 一般加入電話設備を利用して情報を伝送する方式で、発電所近傍にN
TT電 話回線があり、加入が可能な場合は、設備費 ・保守費とも最も経済的な方
式である。

d 電 力線搬送方式

発電所に接続される送電線路を伝送路として情報を伝達する方式で、信頼性が最
も高い利点がある。反面、設備費が各方式のうち最も高く、運用面も保守管理に当
たって専任の通信技術者が必要であること等の欠点がある。

e モ ニタ方式

発電所近傍にモニタ (連絡補助員)が いる場合、下図のようなルートで連絡する
方式で、発電所の立地条件から、最もよい方法を選択して通報する。この場合、モ
ニタがNTT電 話に加入していれば、設備費並びに運用経費が安く信頼性が高い。

通 信 ケーブル直送方式

発 電 所 表 示 灯 方 式

発電所サイレン・ベル方式
モ ニ タ定 期 巡 回 方 式

豊群冒香ヨ

(a)通信ケーブル直送方式

発電所とモニタ連絡所 (モニタが平常駐在している場所)と の間に専用通信ケ
ープルを敷設し、このケーブル通信回線により事故停止情報を伝送する方式であ
り、通報先へは警報表示器へのランプ点灯 ・プザー音の発声等により通報する。
この方式は、発電所と通報先との間の地形上の制約が少なく、情報は即時高信

頼性で伝達が可能であるが、通信ケープルの既設支持物が無く距離が長い場合、
通信線路新設工事費及び保守費用が大となる。

(b)発電所表示灯方式
モニタ連絡所が発電所を見通すことができる場所に位置する場合、発電所建物

の屋根部分等にモニタより見やすい場所に通報表示灯を設置し、発電所で通報を
要する異常が発生した場合、この表示灯が自動点灯し、モニタヘ通報する。

この方式は、情報速度が遅れること、また天候等の自然状態により情報伝送の
信頼性に欠ける等の欠点があるが、設備が最も単純で安価な方法といえる。

(c)発電所サイレン・ベル方式
モニタ連絡所が発電所と比較的近距離に位置している場合において、発電所が

事故停止した場合、発電所に設置する通報用サイレン、又はベル等を鳴らし、モ
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ニタヘ通報する。

この方式は、モニタヘの即時通報が可能であること、また装置費が安価である

長所があるが、大きな音を発生させるため環境条件によって適用するのに制約が

ある。

(3)モニタ定期巡回方式

発電所構外より確認が可能な通報表示盤を発電所構内に設置し、発電所で通報

を要する異常が発生した場合、この装置に表示する。モニタは、1日 1回等定め

られた頻度ごとに発電所のこの通報装置を巡回確認し、通報情報を連絡する。こ

の方式は、巡回頻度によって、情報スピードと委託費用が大きく変わることにな

る。又、モニタが発電所へ出向くため、情報量が多い有利性があるが、モニタと

の距離 ・積雪等によっては経費が大となる欠点がある。

なお、この方式のモニタの選定は、モニタ連絡所の位置とは無関係に発電所付

近を定期的に通過する人より選定することが望ましい。

4 実 証試験 (取水設備の完全自動化実証試験)

土木設備の現状は、取水設備が洪水出水時の上砂、塵芥等の流入防止のため自動取水停

止を行っているが、減水後の自動再取水を行っている例は極めて少ない。したがって取水

設備を完全自動化するためには、取水停止から再取水まで一環した操作システムを確立す

る必要がある。このためモデル地点を選定するとともに一環した操作フローを作成し、実

証試験を行い、その実用性能や トータルシステムとしての効率的運用について検証確認す

ることを目的とした。

41 実 証試験適地の選定

実証試験の地点選定は、昭和59年度実施した形式の異なる三つの発電所の実態調査結

果より、土木設備のうち、どi水及び減水時運転維持管理に人手を要している取水設備の

完全自動化を目指し、次のような条件を満たす地点を対象として選定した

(1)発電所の運用方式が流れ込み式の地点

(b)下流に対して河川利用上、第二者に影響を及ぼすおそれがない地点

(c)溢水電力量のうち、導水路及び沈砂池の上砂搬出に伴う作業停止と出水時におけ

る取水停止が多い地点

以上の条件を満たしている東京電力働熊川第一発電所を実証試験の適地に選定した。

42 熊 川第一発電所の概要

熊川第丁発電所は、利根川水系の熊川の上流部に位置する流れ込み式発電所で、その

発電諸元は、最大使用水量223m3/s、 有効落差14157m、 最大出力 を,4001Wであり、

吾妻サ|1第一自動制御所から遠隔監視制御されている。

熊川は、その源を浅間山の北東部に発し、熊川第一発電所の直上流で地蔵川と合流し、

北に流下し、群馬大津付近で吾妻川に合流する全長15 5knの一級河川である。取水日付

近の河サ|1形状は、河幅40m程度と比較的広いが、勾配は1/30～1/50とやや急流である。

又、洪水時及び融雪時はもちろん、平常時でも浅間山産出の火山灰を主とした流出土砂
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が多い。その他浅間山周辺、特に北軽井沢地域は観光開発が進んでいる。

43 設 備概要

熊川第一発電所の設備諸元は、次のとおりである。又、図-41に 取水設備の概要を
示す。

田

池

水

砂

取

沈

高 さ   3.2m

頂 長  3 8 . O m

排砂門  1門 (幅1132m× 高2149m)

制水門  1門 (幅191m× 高224m)

幅    120m(6m× 2槽 )

長 さ   600m

制水門  4門 (幅2.40m× 高1.60m)

排砂門  2門 (幅110m× 高1.20m)

総延長  2,340.Om

総延長   325.Om

総延長   310m

横軸フランシス水車

基準出力  3,430kW

回転速度  600rpm

三相交流同期発電機

定格出力  3,000kVA

定格電圧  6,600V

周 波 数  50Hz

単  相  2,000【 VA× 3台

導 水 路

水圧鉄管

放 水 路

主機仕様

水  車

発 電 機

器

線

圧

電

変

送 66【V 2回線

44 既 設取水設備の調査結果 (事前調査結果)

取水設備の完全自動化の設計のため、昭和60年度実施した水文、気象、発電所の停
止状況の調査結果は、次に示すとおりである。

(1)水文及び気象

吾妻川第一自動制御所においての観測記録によると、昭和50年から59年までの年
平均気温及び年降水量は10℃、 1,200mm程度で気温はやや低いが降水量もそれほど
多くはない。

(2)発電所の停止状況

(a)発電電力量及び溢水電力量

昭和50年から59年までの10箇年平均の発電電力量及び溢水電力量は約 14,000
MWh、 1,側OMWhであり、平均利用率は約90%となる。
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沈砂池
制水門%4

1日沈砂池

図 4 1  取水 設 備 概 要 図

巾)作 業停止電力量

取水ダム及び沈砂池の上砂搬出回数と、これに伴う作業停止電力量は、取水時

期及び回数に無関係で、ほぼ年間を通して変わらない。 (10回/年 、120MWh/年)

また、洪水による取水停止は、4～ 5月の融雪と7～ 9月の梅雨及び台風が主

たるもので、10月以降は、ほとんどみられない。 (表-4.1参 照)

(3)動力電源

熊川第一発電所の取水設備用動力電源は、最寄りの既設配電線より商用電源 (200

りを受電している。

-638-



表-4、1土 砂搬出に伴う作業停止と出水時における特別停止 lAlの内訳

年  度

rn il
54 イヽ3ト イ均

卜J    敵
(卜1/年 ) 1 0 8 8 1 1 9 1 5 9 1 3 1 1 104

Ｌ

砂

白

作文″! , 8 ,向
( h r ) 31 8 78 1 74 S 698 35

平均使用水取
〈.3/s) 1 72 1 54 161 1 27 216 i 48 lS l 161

，
作

Ｅ

電  力  車
(日,h/〈=) 95 10 204 30 1.207 30 1207

，

と 腎出と生二生 lすS00 21750 2.940 3.350 25 990 2 599 0

こ
ヤ
世空坐

池 500 1.950 1 300 1 346 0

B/年十合 ,「 2.650 3 540 S,700

特

別
存
Ｌ

Ａ

回    強
(回/年 ) 9 1 0 0 1 4 2 7 2 3 2 4 5

電 カ  ユ
(Hヽ /年 ) 251 70 0 602 90

Ⅲ!水の た″1煤 閃

は含及び

悔F t l
はitt cF
樽百

梅 雨 号
雪

２０
は

額

姫
梅雨及tr
宙村

，
Ｈ

‐５
悔

よ
び

台

及
号
雨

‐８
宙

氏

び

台
友

台4510
'及 びH4
■

出宮及び
梅雨

4.5完全自動化の設計

(1)洪水時操作フロー

現状の洪水時の操作は、ダム越流水深1lcm(Q=210m3/s)に なると、濁度、
堆砂に関係なく、自動的に取水停止となる。

操作フローは、河川流量13m3/s(既 往最大取水停止流量)と なるまで、セン

サーにより濁度、堆砂の順で検索しながら取水及び排砂を行い、この値になると取
水日制水門を全閉、ダム排砂円を全開し、取水停止する。

又、減水時における無効流量を利用して、沈砂池の堆砂状況にかかわらず、沈砂
池の  槽 とも排砂し、でき得る限り平常時の沈砂池排砂作業のひん度を少なくし、
溢水電力量の低減に努める。 (図-42参 照)

(3)沈砂池排砂フロー

現状の沈砂池排砂作業は、放流による事故防止を図るため、事前に関係各所に連

絡してからl m3/sの 予備放流を1時間行い、その後で作業を実施している。こ
のことから、今回の操作フローにおいても沈砂池内の堆砂計により、排砂の必要あ
りと判断した時にはダム越流水深をチェックし、5 cm以上の水深 (l m3/s)で
あれば、自動的に」卜砂作業が実施される。

又、5 cl■未満で排砂作業を行う場合は、当面現状と同様、関係各所に連絡した後、
沈砂池排砂円を部分開とし、1時間の予備放流を行った後、これを実施する。 さ
らに実証試験を行い、設備並びに河川特性を調査し、沈砂池の排砂水量は、平均0
85m3/sが 適切と判断された。

このため予備放流量l m3/sは 不要となり、図-43に 示す最終フローとした。
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洪水フコー oFF

(開度 2 6“

Q■ 1 6〃 、)

充砂池排砂PtO.O
食開

几  例

口  内 庄:|(新 級 )

●  雄 砂:十(射放 )

o  水 位針 (新登 )

H 赳 流水採 (何)

i H  l , 1 1 々, H 3  設 定 t a ( 魅 沈 水 深 ) ( C m )

、  堆 砂深 (何)(取 水El)

と。 松 定伍(壊ひ深)

(取水口圭高十1的

P 濁 産 (口 )

P。 ,Pl 般 定は (海残 )(い )

(運転存止 )

く開浅20伍
Q・・1_2注/a)

図 4 . 2  洪水 時 操 作 フ ロ ー
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口  濁 度針(所設)

● 推 砂=i(新 設 )

o 水 位:十(新 設サ

H  赳 抗水探(節)

H。 設 定値(超流水深)Gめ

 ` 雅 砂深くm)(沈 砂池)

A` 設 定値(雑砂深 )(中 央腐壁天韓
-145,下 がク)

てまたはヽ.)

関 係 者
へ連絡

現地
( 電効手動)

て開慎2 0 cHI) (開度 20cm)

開反 1 5 m
Q = 0 6 ね / S
n = 1 □目

開度 1 5 m
Q = 0 6 m ソ s
n = 2 回 目

開皮 1 5 価
Q = 0 6 m 1 / s
A = 1 回 目

伽
Ｗ
唖

‐５
０
２

度

〓
〓

開

Ｑ

ｎ

イマー

( 1 時 間 )
タイヤー

( 1 時間)

沈砂池
前水F l 陥② ④全朋

図-43 平 常時沈砂池操作フロー (最終フロー)

ttク注

沈砂池
前水門N d④全閉

沈砂池
俳砂F5①観分開

沈砂池
制水門N d  ②郎分閉

沈砂池
排ひF 弓① 全開

沈砂池
t l  t t  P S  N dの部分開

沈 砂池

排砂P 弓① 全開

沈 砂池
割 水F 号胤④ 全閉

沈砂池
排砂F 弓① 部分開

沈ひ池
告,水門N d O部 分開

沈 ひ池
排砂F l  ①全開

沈砂池
合, 水門にO 部 分開

沈砂池
排砂F 村①全閉

沈 砂迪
割水門虹① ③全 開
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(3)検出装置

(a)検出装置の配置及び設備概要

熊川第一発電所、取水口設備の完全自動化の検出装置の配置及び設備概要は図
-4.4に 示すとおりである。

取水口前面には河川状況を把握するため、水位計、堆砂計、濁度計を各1台設

置している。

沈砂池には、沈砂池スクリーン前面の堆砂状況を把握するため、堆砂計を ,

各槽に1台づつ設置している。

堆砂計の設置高さは、取水日前面では、取水口敷高プラス1 0cnlとし、沈砂池に

ついては、スクリーンより16.Om上流側の中央隔壁天端より1.45m下がりに設置

している。

又、制御室には制御装置と記録装置を設置し、完全自動化システムの運用と運

転状況等を記録するものである。

凡   例

○  水 位 g l ( 新 殺 1 台 )

□  円 度計 ( 新較 1 台 )

●  姓 砂計 ( 新級 3 台 )

図 4 4 機 器 の 配 置
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6 実 証試験結果

(1)操作フロー

a 洪 水時操作フロー

洪水時操作フローの実証試験結果は、次のとおりである。
(a)洪水時操作フローは、図-412に 示す操作フローで実証試験を実施し、この
間に4回洪水出水を記録した。

この実証試験の結果、4回 ともフローどおり正しく動作した。特に洪水減水
時が、通常勤務時間外のため保守管理員が不在にもかかわらず、表-42に 示
すとおり再取水を実施し、溢水電力量の低減が図れた。

表-4.2 洪 水時運転状況 (昭和62年7月 15日)

項

目

時

　

　

刻
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(b)取水停止時並びに巡視点検時に導水路及び水槽を調査した結果、土砂流入の

無いことを確認した。

これにより、洪水時操作フローは、適切であったと思われる。

(c)当初、熊川の河川特性を考慮し、取水停止及び再取水の条件として、 “河川

流量 (水位)'、  “堆砂
"、

 “濁度
"を

組み入れたが、取水地点の濁度と流入

土砂の粒度及び量の調査結果より、図-4.5に 示すように、河川流量と濁度の

相関性が低いことから、取水停止及び再取水の条件に濁度を採用することは適

切でないと考えられる。

0        5        10        15       20       25       30

流 重 Q(″ /S)

図-45 個 別出水ごとの河川流量と濁度の関係

(d)したがって洪水時操作フローは、実証地点のように水位計、堆砂計、濁度計

を考慮した制御方式よりも、従来どおりの水位計に堆砂計を追加した制御方式

の方が簡単で、現状の操作方法に合致した制御方式と思われる。

b 平 常時沈砂池排砂フロー

平常時沈砂池排砂フローの実証試験結果は次のとおりである。

(4)平常時沈砂池排砂フローは、昭和61年度は正常に動作し、初期の目標どおり

の成果を得たが、さらに実証地点の設備と河川の特性を考慮し、昭和62年度は

予備放流の廃止、第2段階排砂の省略及び ・ 槽 連続排砂にした
“
最終フロ

ー"(図 -43)で 実証試験を実施し、この間に9回、沈砂池自動排砂を記録

した。

この実証試験の結果、 “最終フロー"に
よる1回当たりの排砂時間は、自動

濁
　
度

Ｐ
　
ロ

62-3/20
(融雪 )
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化前の 6,7hrに対して 3 8hrが短縮され、溢水電力量の低減が図れた。

(b)平常時沈砂池排砂は、洪水時に排砂する場合と異なり、排砂放流による河川

の急激な水位上昇のおそれがある。

このため沈砂池排砂円をいきなり全開するのではなく、下流の状況に応じ、

排砂門を段階操作し、適切な排砂を行い、下流への危険防止を図った。

(c)排砂に必要な流量と排砂時間は、沈砂池形状、排砂門の容量、流入土砂量等

を勘案し設定した結果、排砂効果は良好であった。

(d)昭和61年度の台風15号の時、多量の上砂、転石が長期にわたり取水日前面に

堆積したので、流水のみでは十分に排砂できなかったため、重機等で排除した。

このため、長期間にわたり多量の上砂が流下する場合には、平常時でも取水

ダムの排砂門から排砂し、早期に取水日前面を定常状態に戻すため、取水日前

面の排砂についても検討したが、ダム排砂門から排砂する場合には、運転停止

となること及び実証地点沈砂池が複槽のため、沈砂池から排砂する場合には全

停しないで排砂できることから、平常時の取水ダムからの排砂操作フローの導

入は必要ないと思われる。

(2)検出装置

a 水 位計

水位計は精度的にも信頼性が高く、また洪水初期の急激な水位変動に追従でき、

連続測定が可能なフロート式水位計を使用した。

その結果、初期 トラブル以外は無く、正常に動作したことを確認した。

b 堆 砂計

堆砂計は、実証地点の対象粒度に適しており、又採用実績も多く、保守が容易

で価格の安い熱式堆砂計を使用した。その結果、初期 トラブル以外は無く、正常

に動作したことを確認した。

ただし、取水口前面に設置した堆砂計は、堆砂検出後、長期間排砂しない場合

には、検出回路の温度差が設計値より大きくなり、 “故障表示
'す

る場合もある

ので、事前に堆積土砂を使って検出電圧のチェックを行う必要がある。
c 濁 度計

濁度計は、測定水の着色、気泡の影響が無く、濁度測定器の接液部を超音波で

洗浄可能な散乱光透過方式を使用した。

その結果、測定器本体についての トラブルは全く無かったが、測定水の採水設

備のうち吸い込み日の日詰まりや、埋没等により測定水が規定量 (平均水量とし

て5～ 20″/min)以 下となるおそれがあるので、吸い込み日の目詰まり防止策

として、ストレーナ (ヘチマロン)を 設置した。これは目詰まり防止には効果的

であった。

なお、実証地点では、ポンプ運転を終日行ったが、洪水時のみ稼働すると、ポ

ンプ稼働時間が極端に減り、ポンプ寿命が延びるとともに、吸い込み回の目詰ま

りも相当緩和されるものと思われる。
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(3)実証試験の評価

実証試験の評価は、取水設備の完全自動化によって得られた洪水時の自動再取水
によるメリットと沈砂池の自動排砂によるメリットで評価する。
at洪 水時の自動再取水によるメリット

従来は、洪水出水後の再取水は、保守管理員が深夜及び早朝を除いた通常勤務
時間内で行っている。このため完全自動化することにより、深夜及び早朝での取
水開始が可能となるので、溢水電力量の減によるメリットが得られる。

実証試験結果と、従来どおり通常勤務時間内で再取水を行う場合の溢水電力量
の比較を表-4`3に 示す。なお、再取水は、翌朝9時 30分に開始するものとした。

表-43 洪 水時の溢水電力量の比較

この結果、洪水時操作フローにより、自動再取水によるメリットは、(139.0-
55.48)MWh/2年間=414 76MWh/年間の溢水電力量の減となる。

b.平 常時の沈砂池自動排砂によるメリット

沈砂池自動排砂によるメリットは、最終フローの実績 (表-4.5)の 排砂に要
する平均水量0.82m3/sを 使って、昭和50年度～昭和59年度の10か年平均に換
算し、溢水電力量 (表-4.4)を 求め、自動排砂前の実績値との差分を溢水電力

年

　

度

水

　

分

出
　
　
区

完全自動化 (実績値) 従 来 型 (推定値)
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昭和50～59年度の

10か年平均 (実績)

昭和62年度実績を基

に10か年平均に換算
溢水電 力量

作 業 回 数

(回)

作 業 時 間

(h r )

6 9 9

( 6 7 ) ・

3 0 2

( 2 9 )

排砂に要する平均

水量  (mJ/s)
0.82

溢 水 電 力 量

(MWh/年)

1 2 0 7

( 1 1 . 6 )

2 6 .  5 2

( 2 5 5 )
10か年平均値に対す

る1回当たりの溢水

電力量の比率 (%)

量の減とすると、そのメリットは94.18MWh/年となる。

表-4.4 沈 砂池自動排砂の溢水電力量の比較

*( )内 は1回当たりに換算したものである。
(参考) 最 終フローによる排砂実績

最終フローによる排砂状況は表-4.4,4.5に
示すとおりであり、平均溢水電

力量は、 2.55kWhで、排砂に伴う排砂水量は、0.66m3/s～ 098m3/s、
平均0.82m3/sで あった。

表 4 5  自 動 排 砂 状 況 表

注)リト砂水量は
 作 業時間×公称電水比 と

して求めた。

c、 まとめ

取水設備を完全自動化することで、表-416に示すように、溢水電力量の減少
分は、洪水時の自動再取水により411 76MWh/年、沈砂池の自動排砂により

溢水電力量 作 業 時 間
排砂に要する

平 均 水 量
備 考

昭和62年10/23 2, 060 1Wh 2.9 hr 0.66 m3/s 昭和62年度フロー

11/10 3, 050 29″ 0.98  〃

計 5, 5,8〃 〃 ()内 は平均値である
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94.18MWh/年、計 135.94MWh/年となる。

表-4.6 取 水設備の完全自動化によるメリット

溢水電力量の減少分

洪水時の自動再取水 411 76 MWh/年

沈砂池の自動排砂 94 18   〃

計 135、94   〃

5 留 意 点

5、1監 視制御方式

完全無人管理発電所における監視待1御方式は、随時巡回方式を準用することにして

いる。随時巡回方式は、常時監視をしない発電所に適用する監視制御方式で、 「電気

設備に関する技術基準」第56条によれば、常時監視をしない発電所の施設が許される

条件として、技術員が技術員駐在所などに常駐しない場合には次のように定められて

いる。

すなわち、原動機及び発電機に自動負荷調整装置又は負荷制限装置を施設する発電

所 (出力 500【W未満の水力発電所に限る。)で あって、電気の供給に支障を及ぼさず、

かつ、技術員が随時巡回する発電所と規定されている。

それゆえ随時巡回方式が採用できる発電所は、原則的には 500kW未満であるが、現

在の技術レベル及び電力網から考えて、 21000【W未満の発電所を対象にした完全無人

管理発電所の監視制御方式も随時巡回方式に準じてもよいと判断し、準用することと

した。

52 運 転保守

土木設備は従来行ってきた巡視方式とするが、電気設備は従来より大多数の発電所

で実施している 「普通巡視」 「精密巡視」の区別を無くし、 「普通巡視」を指向した

定期的な巡視とする。そのため予防保全的な思想を取り入れ、長寿命高信頼度機器の

採用と、小物消耗部品の一定年数使用ごとの取替えを必ず行うことが前提である。

又、巡視と同様点検についても、土木設備は従来どおりの点検保守とするが、電気

設備は、 「普通点検」と 「精密点検」の区別分を無くし、従来の 「精密点検」を指向

した定期的な点検のみとする。
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びすむ

本書 の初版 は、通 商産業省 の委託 を受 けて (財)新 エ ネルギ ー財 団 ・水力本

部が 発足以来進 めて きた水力発電 の コス ト低 減技術 の成 果 を広 く一般 に提供 し、

水 力 開発 を進 めて い こ うとす る方 々に広 く利用 され、 かつ、水力 開発促進 の一

助 とな る ことを願 い、 昭和 6 0年 1 0 月 に刊行 しま した。

その後、 7箇 年 が経過 しま したが、 その間 には開発 され た新技 術の信 頼性 実

証試 験 を実施 す るな ど、試験結果 の分析 ・総合評価が行 われ ま した。 また、新

規 テーマ と して ダ ム基 礎処理 の新工法等、新 しい技術 も追加 開発 され たため、

で きるだ け最新 の技 術 を多 く取 り込 ん だ増補 改訂版 の作成 を急 いだ次第 です。

今 回 (増補 改訂版 )の 編集 に当た って は、 (財)新 エ ネルギ ー財団内 に東京

電 力僻工務 部部長  江 川 顕一
郎氏 を委 員長 とす る 「中小 水 力発電 の新技術 の手

引 (改訂版 )編 集委 員 会」 を設 け、委員 各位 に本書の構 成 、執筆 者 の推薦 、 さ

らに は執筆原稿 の チ ェ ックな どにつ いて ご指導 、 ご協 力 を頂 きま した。

また、現在 、 」 I S規 格 で は単位 を S I ( 国 際単位 系 )に よ る単位系 に移行

す ることが進 め られ て お りますが、本書 で は S I単 位 が一般 には まだ な じみが

薄 い こともあ って、 J I S を 引用 した一
部 の記述 を除 いて従来 単位 (非 S I 単

位 )を 使用す る こと と致 しま した。

本書 は、前述 の よ うに既 に開発 され、実用化 されつ つ あ る最新 の技術 を記載

した ものですが、 (財)新 エ ネルギ ー財団 ・水力本部 で は通 商産業省 の委託 を

受 けて、更 に中小 水力 の開発 を促進す るために水カ システムの合理 化、発電 効

率 の向上、調査 ・設計 ・施工 の機械 化 ・自動化等 の技 術 開発 を進 めてお ります。

これ ら開発 中の新技 術 につ いて は、実 H E試験等 によ りその成 果が 出 た段階 で、

別途 、 当財団が年 3回 開催 してい る 「中小 水力発電技 術 に関す る実務研修 会」

で も紹介 す る ことと して います。

最 後 にな りま したが 、通商産業省 、 ご多忙 の中執筆 に 当た った方 々及 び ご指

導 ・ご協 力 を賜 りま した編集委員 の各位 に対 し、厚 くお礼 申 し上 げ る とと もに、

願 わ くば、本書 が水 力 開発 を進 め る方 々に広 く利用 され、水力発電 の コス ト低

減 に役立つ こ とを期待 い た します。

平 成 5 年 1 月

財団法人 新 エ ネ ル ギ ー財 団

理事 水 力本部長 合 田 昌 満
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